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は
じ
め
に

東北活性研 （公益財団法人東北活性化研究センター） とは

東北活性研は2010年６月に財団法人東北開発研究センターと財団法人東北産業活
性化センターが合併して誕生し、公益法人制度改革に伴い2012年４月に公益財団法
人に移行しました。前身の財団の発祥から半世紀以上にわたって、東北圏（東北６
県と新潟県）の地域振興（地域・産業活性化）に取り組んでまいりました。
東北活性研は、発足に当たり活動理念を「知をつなぎ、地を活かす～連携力で地
域社会と産業を活性化する～」と定めました。今後も東北圏の皆様との連携を大切
にして、実践に役立つシンクタンクとして活動してまいります。

東北圏の課題について

東北圏の経済は、足元、全体では緩やかな回復基調が続いているものの、米中貿
易摩擦を巡る海外経済の不安定さ、消費税増税の影響、新型コロナウイルス感染拡
大の懸念等の経済の下方リスクを抱えており、予断を許さない状況となっています。
産業面では、自動車、半導体、医療機器等の集積に強みがあるものの、製造業全
体の付加価値生産性は全国平均を下回っており、国際リニアコライダー（ILC）や次
世代放射光施設の整備を核とした高付加価値型の産業構造への転換が課題となって
います。
発災から丸9年が経過した東日本大震災からの復興については、住宅、インフラ等
の復旧はほぼ完了したものの、被災者の心身のケアや風評被害、福島の復興・再生
等多くの課題が残されており、復興は依然道半ばの状況となっています。復興庁の
設置期限が10年間延長されたことにより、引き続き残された課題の着実な解決が求
められています。
全国に先駆けて進行する人口減少・少子高齢化については、依然として喫緊の課
題となっており、東京一極集中にも歯止めがかからない状況が続いています。UIJター
ンによる東北圏への移住・定着の推進を図るとともに、訪日外国人観光客をはじめ
とした交流人口の拡大、地域との継続的・多様な関係性を有する関係人口の創出・
拡大により、地域活力の向上を図ることが求められています。

東北圏社会経済白書とは

このような時期において、東北活性研は活性化活動の前提として、改めて東北圏
の社会経済の現状を定量的かつ定期的に把握することが必要であると考えるととも
に、毎年大きなテーマを決めて現状分析と今後の方向性を考察することも有益であ
ろうと考えました。そのため、2013年度から毎年「東北圏社会経済白書」を発行し
ております。「東北圏社会経済白書」は３部構成となっており、第Ⅰ部は「東北圏に
おける社会経済の現状と今年の変化」です。社会経済に関する主な指標から、全国
との比較、経年変化の分析を行い、東北の特徴を示すとともにこの１年における変
化を明らかにしています。第Ⅱ部は今年度深く考察するテーマとして「農業ビジネ
スの新潮流」を取り上げました。既存の生産者の課題領域に関し、農外企業がビジ
ネスチャンスを見出して参入する新たな動きを「農業ビジネスの新潮流」と捉え、
全国の先進事例や新たなビジネスに対応する人材に関するアンケート調査からその
実態把握を試み、当該新潮流の実現へ向けた環境整備について提言を取りまとめて
います。第Ⅲ部は「資料編」です。東北圏の社会経済の現状を示す各種データを時
系列で掲載しています。
本書が自治体等の政策立案者、大学等の研究機関、経済団体ならびに社会経済の
活性化に取り組む諸組織の参考に供されれば幸いです。

� 2020年３月
� 公益財団法人�東北活性化研究センター
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体 制

アドバイザリー会議の設置  

・�今後10 ～ 20年間の東北を実際に牽引しうる有識者等に制作に携わって頂くため、６名の委員か
らなるアドバイザリー会議を組織した。

・��８月の第１回アドバイザリー会議においては、「東北圏社会経済白書」全体のストーリーラインを、
12月の第２回会議では事例調査結果およびアンケート調査結果の提示と取りまとめの方向性を提
示し、それぞれご意見を頂戴し「東北圏社会経済白書」の内容に反映させた。

・�一部の委員には東北の社会経済の課題を克服するための方向性について、コラムをご執筆頂いた。
ただし、このコラムの掲載によって委員が本白書について何らかの責任を負うものではない。

アドバイザリー会議委員 （五十音順）  

⃝折橋　伸哉　　東北学院大学経営学部�教授
⃝木下　幸雄　　岩手大学農学部�准教授
⃝西井　英正　　弘進ゴム株式会社�取締役社長
⃝福嶋　　路　　東北大学大学院経済学研究科�教授
⃝三宅　　諭　　岩手大学農学部�准教授
⃝吉田　　浩　　東北大学大学院経済学研究科
　　　　　　　　高齢経済社会研究センター長・教授

事務局  

⃝齋藤　幹治　　公益財団法人東北活性化研究センター専務理事
⃝木村　研一　　同常務理事・事務局長
⃝金内　雅人　　同上席研究員兼調査研究部長
⃝矢萩　義人　　同調査研究部専任部長
⃝平岡　清春　　同調査研究部主任研究員
⃝伊藤　孝子　　同調査研究部主任研究員
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【参考】「東北圏」について  

2015年８月14日に新たな国土形成計画（全国計画）の閣議決定が行われた。この計画は2014年７
月に策定した「国土のグランドデザイン2050」等を踏まえ、急激な人口減少や巨大災害の切迫等、国
土に係る状況の大きな変
化に対応した、2015年
から概ね10年間の国土
づくりの方向性を定めた
ものである。
この計画に基づき国、
地方公共団体、経済団体
等で構成する「東北圏広
域地方計画協議会」での
検討・協議により「東
北圏広域地方計画」が
2016年３月29日に決定
された。この「広域地方
計画」の中で、青森県、
岩手県、宮城県、秋田県、
山形県、福島県、新潟県
は「東北圏」として一体
とした区域として取扱わ
れている。
「東北圏社会経済白書」
では、この「東北圏」の
取扱いにならっている。

本白書の表記について  

・�「東北圏」、「東北６県」の使い分け：原則として上記のとおり７県を「東北圏」として論じている
が、統計上の問題で東北圏のデータが取れない場合、「東北６県」としている。

・�年号について：原則として西暦表示を採用している。

・�2011年３月11日に発生した東日本大震災は、東日本の広範な地域に多大なる被害を与えた。特に
岩手・宮城・福島の３県の被害は甚大であったことから、岩手・宮城・福島の３県をもって「被
災３県（岩手・宮城・福島県)」としている部分がある。

国土形成計画

資料：国土交通省東北地域整備局
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東北圏の社会経済の現状1

⑴ 環境

＜気候＞
東北圏はわが国のなかでも高緯度にあることから、各観測地点における年間平均気温は1.5℃から
5.2℃東京を下回っている。また、年間日照時間も、東京に比べ80.6時間から350.7時間下回っている。
日本海側は冬季に晴れることが少ないことから、特に日照時間が短くなる傾向がある。
東北圏各観測地点の年間降水量は、東京を概ね下回っているにもかかわらず、年間降雪量は60cm
から658cm上回っており、低温多雪の気候性が見て取れる。

東北圏各観測地点および東京の年間平均気温・年間日照時間の比較

東北圏各観測地点および東京の年間降水量・年間降雪量の比較

資料：気象庁「気象観測統計」

資料：気象庁「気象観測統計」

※年間平均気温・年間日照時間ともに1981年～ 2010年の平均値を示す

※年間降水量・年間降雪量ともに1981年～ 2010年の平均値を示す

東北圏における社会経済の現状と今年の変化第Ⅰ部
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尻屋岬港

むつ小川原港

八戸港

久慈港

宮古港

釡石港

大船渡港

仙台塩釡港

相馬港

姫川港

直江津港

柏崎港

小木港

新潟港

酒田港

秋田港

船川港

能代港

両津港

小名浜港

青森港

三沢飛行場青森空港

大館能代空港

花巻空港

庄内空港

福島空港

秋田空港

山形空港

新潟空港

佐渡空港
仙台空港

凡例

※2019年12月末現在
※災害の影響で休止中の路線を含む

空港及び飛行場
甲種港湾
高規格幹線道路等
新幹線
ＪＲ
私鉄

＜インフラ＞
圏内の東西南北に新幹線をはじめとした鉄道が整備され、東北圏と国内他都市の旅客輸送および物
流環境が整備されている。新幹線については北陸新幹線、北海道新幹線が開業するとともに延伸工事
が実施され、ネットワークが拡大している。在来線についても東日本大震災で被害を受けた常磐線の
小高～浪江間、竜田～富岡間が2017年に復旧し、残る富岡～浪江間についても2020年３月に運行再
開する予定となっている。
高速道路については、東北中央自動車道の南陽高畠IC～山形上山IC間が2019年４月13日に開通し
たほか、三陸自動車道も今後順次開通する予定となっている。
また、各県に各種空港・重要港湾が整備されており、海外や国内他都市への物流拠点としての役割
を担っている。
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⑵ 人口

＜人口構造＞
東北圏の人口は1995年の1,232万人をピークに減少しており、2015年は1,129万人となっている。
今後も人口の減少が見込まれており、2030年に1,000万人を割り込み、2045年には790万人にまで
減少するものと予測されている。
人口減少が続くなか、人口構造も大きく変化していく。年少人口（14歳以下）は2015年の133万人
から2045年は73万人と45％（61万人）減少、生産年齢人口（15 ～ 64歳）も656万人（2015年）か
ら376万人（2045年）と43％（287万人）減少する見込みである。
一方、2025年まで老年人口（65歳以上）の増加は継続し、老年人口は2015年の331万人から2045
年の341万人まで3％（9万人）増加となり、高齢化率も29％（2015年）から43％（2045年）に達す
ることが予想されている。

年少人口

老年人口

生産年齢人口

（万人）

総人口 年少人口（0～14歳） 老年人口（65歳以上）生産年齢人口（15～ 64歳）

1,1711,2321,148 1,129
1,084

975

790
815

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

45403530252015100520009590858075706560551950

総人口 年少人口（0～14歳） 老年人口（65歳以上）生産年齢人口（15～ 64歳）

1,1711,17111,232,232,232,2321,1481,1481,148 1,1291,1291,129
1,084

老年人口

975

年少人口

生産年齢人口 790
815

667

431

50

133
96 73

328

656

518

341

376

2015年：133万人
⬇

2045年：73万人
（▲61万人・▲45％）

年少
人口

2015年：656万人
⬇

2045年：376万人
（▲287万人・▲43％）

生産年齢
人口

2015年：331万人
⬇

2045年：341万人
（+9万人・+3％）

老年
人口

2015年：29％
⬇

2045年：43％
（+14ポイント）

高齢化
率

90歳
以上

85～
89歳

80～
84歳

75～
79歳

70～
74歳

65～
69歳

60～
64歳

55～
59歳

50～
54歳

45～
49歳

40～
44歳

35～
39歳

30～
34歳

25～
29歳

20～
24歳

15～
19歳

10～
14歳

5～
9歳

0～
4歳

（万人）

2015年 2045年

0
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80

90

100

長期人口推移

5歳階級別人口構成 （2015年・2045年）

資料：総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年3月推計）

資料：総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年3月推計）
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＜人口の分布＞
東北圏内には仙台・新潟の2政令指定
都市、青森・八戸・盛岡・秋田・山形・
福島・郡山・いわきの８中核市があり、
これらの都市へ人口の集中がみられる。
また、沿岸・河川沿いの平野部には人口
10万人前後の小規模な都市が分散して
いる。
山間部および沿岸部の大部分の地域は
人口規模が小さく、下に示すように高齢
化の進行が顕著となっている。

＜高齢化の進展＞
東北圏全体で高齢化が進むなか、圏内
での高齢化の進展には地域差がある。人
口規模の小さい自治体については、高齢
化がすでに進行しているところも多いこ
とから高齢化率の上昇はわずかに留ま
る。一方、比較的人口規模が大きい自治
体では、現在の高齢化率は低いものの、
高齢者の数そのものが大幅に増加するこ
とから、高齢化率の上昇幅は大きくなる
ことが予想される。したがって、東北圏
内でも今後の高齢化には地域によって異
なる対応が求められることとなる。

市町村の人口分布

資料：総務省「国勢調査」

2
0
1
5
↓
2
0
4
0
年  

老
年
人
口
増
加
率

2040年  高齢化率（老年人口／総人口）

10万人以上 5万人以上10万人未満 3万人以上5万人未満
1万人以上3万人未満 5千人以上1万人未満 5千人未満

横浜町

野田村

田野畑村

大潟村

新郷村
七ヶ宿町粟島浦村

川崎町

深浦町真室川町

湯沢町

飯豊町

色麻町

外ヶ浜町西和賀町

住田町 小坂町

大間町

大和町

矢巾町 おいらせ町

陸前高田市
七ヶ浜町

金ケ崎町

聖籠町

階上町

南三陸町
山元町

中泊町

六ヶ所村

岩沼市

利府町

登米市

名取市

多賀城市

佐渡市

滝沢市

富谷市

仙台市

新潟市 秋田市

盛岡市

青森市

長岡市

山形市
八戸市

上越市
弘前市

石巻市

大崎市

鶴岡市
一関市

奥州市

酒田市

-50%

-30%

-10%

10%

30%

50%

70%

90%

110%

25% 35% 45% 55% 65% 75% 85%

市町村の高齢化の進行度（福島県を除く）

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年3月推計）
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＜人口動態＞
東北圏全体の長期的な人口動態を要因別にみると、まず社会動態は戦後一貫して減少傾向にある。
特に1950 ～ 1960年代の高度経済成長期には関東（主に首都圏）への人口流出が顕著であった。こ
の首都圏への人口流出は近年に至っても東北圏の社会減の主因となっている。
また、自然動態は2000年までは出生者が死亡者を上回る自然増であったが、高齢化・少子化が進展
した結果、2000年以降は自然減に転じ、減少幅が拡大している。

（万人）

1950
⬇

1955年

1955
⬇

1960

1960
⬇

1965

1965
⬇

1970

1970
⬇

1975

1975
⬇

1980

1980
⬇

1985

1985
⬇

1990

1990
⬇

1995

1995
⬇

2000

2000
⬇

2005

2005
⬇

2010

2010
⬇

2015

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

120

自然増減 社会増減 人口増減

▲29
▲17

▲63
11

23
37

47

51

4754
69

96

▲13
▲19

▲17▲6
▲0

▲23▲18
▲7▲28

▲58
▲80

▲73
▲64

33

▲4

▲26

▲11

23

19

0
11

▲3

▲23

▲36
▲42

40

（万人）

-20

-15

-10

-5

0

5

その他首都圏

転出超過

転入超過

1409049994898479746964591954年

人口動態 （1950年～2015年）

社会移動（1954年～ 2018年）

資料：総務省「国勢調査」・「住民基本台帳人口要覧」、厚生労働省「人口動態調査」より作成

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」　
※2014年以降は日本人移動者の数
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＜市町村の人口増減＞
東北圏内の257市町村について
2010年～ 2015年の人口動態をみる
と、人口が増加したのは、仙台市・
いわき市・福島市等の23市町村であ
り、その他234市町村の人口は減少
している。
人口が減少している市町村のほと
んどでは、社会減かつ自然減であり、
東北圏は深刻な人口減少局面を迎え
ているといえる。

市町村の人口増減 （2010年～ 2015年）

資料：総務省「国勢調査」

社会増・
自然増

社会減・
自然減

社会減・
自然増
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0
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↓ 

2
0
1
5
年
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率

2010年→2015年　自然増加率
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山元町
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自然減

2010

-10%

2010年→年→2015年　自然増加率

-5%

年　自然増加率

-5% 0% 5%
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1
10万人以上
万人以上
万人以上
万人以上3万人未満

社会増・
自然増

社会減・
自然増

5万人以上10万人未満 3万人以上5万人未満
万人未満 5千人以上1万人未満 5千人未満

出雲崎町

広野町

今別町今別町今別町

上小阿仁村

川内村川内村

風間浦村風間浦村

三島町三島町

七ケ宿町七ケ宿町

粟島浦村粟島浦村粟島浦村

岩泉町岩泉町

新地町

女川町

住田町住田町住田町住田町住田町住田町住田町住田町

大衡村

大間町大間町大間町

大和町

美里町美里町美里町

陸前高田市

七ケ浜町
矢吹町

石川町山田町山田町

聖籠町

南三陸町南三陸町

山元町山元町

大槌町

東根市

三沢市

相馬市

釜石市釜石市

利府町

名取市名取市名取市

南相馬市南相馬市南相馬市

滝沢市

富谷市

多賀城市多賀城市

差引人口増

差引人口減
西郷村
柴田町

仙台市

新潟市

市町村の人口動態 （2010年～ 2015年）

資料：総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態調査」
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⑶ 産業構造

＜総生産の推移＞
東北圏の圏内総生産（名目値）は概ね40兆円前後となっている。2008年の世界金融危機および
2011年の東日本大震災の影響で減少となった一方、2012年以降は復興需要の高まりから、震災前の
水準に回復している。
産業別では、世界金融危機や東日本大震災の影響により、製造業、電気・ガス・水道・廃棄物処理
業での落ち込みが見られたものの、2012年には復興需要を受け、ほぼ全業種にて増加となった。特に、
建設業での伸びが際立っている。

（兆円）

構成比（対全国）青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 新潟県
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20162015201420132012201120102009200820072006年度

農林水産業 1,083

鉱業 116

製造業 8,184

建設業 4,185

電気・ガス・水道・
廃棄物処理業 1,539

卸売・小売業 4,610

金融・保険業 1,429

不動産業 4,904

運輸・郵便業 2,017

情報通信業 1,218

宿泊・飲食
サービス業 1,080

総生産 （名目） の推移

産業部門別総生産 （名目） の推移

資料：内閣府「県民経済計算」

資料：内閣府「県民経済計算」
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＜産業構造＞
2016年度の圏内総生産においては、製造業（19.0％）、不動産業（11.4％）のウエイトが高く、次
いで卸売・小売業（10.7％）、建設業（9.7％）となっている。
全国と比べ特化しているといえる産業は農林水産業、建設業、電気・ガス・水道・廃棄物処理業である。
このうち農林水産業は全国の構成比を2倍以上上回っており、東北圏の大きな特徴となっている。
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5.7
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総生産の産業別構成比 （2016年度）

資料：内閣府「県民経済計算」
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＜就業者の状況＞
東北圏内の就業者数は1995年の632万人をピークに、2000年には1995年比15万人減、2010年は
549万人（同83万人減）、そして2015年は545万人（同87万人減）と、減少が進んでいる。
完全失業者は長期的にはわずかであるが増加が続いていたものの、2015年には減少に転じた。
産業別には全国に比べ第１次・第２次産業の就業者が多く、特に、第１次産業については全国にお
ける就業者の割合が４％であるのに対し、東北圏は８％と、第１次産業の集積が確認される。一方、
東北圏は第３次産業が少ない状況である。
雇用形態については、正規雇用者が減少する一方、非正規雇用者は増加している。しかし、全国に
比べ非正規雇用者の割合は依然低いままである。

（千人） 就業者    完全失業者 非労働力

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

5,448
5,880 

6,173 6,318 6,179 6,064 6,007 5,787 5,849 
5,477 5,488 5,332 

5,148 

3,881
3,986 3,932 3,685 

3,508 3,325 
3,153 

2,980 2,596 
2,601 2,250 2,141 2,240 

246

5,490 

3,960 

412 
384 

279 226 166 191 130 106 66 
53 29 63 62 

20152010200520001995199019851980197519701965196019551950年

労働力状況の推移

資料：総務省「国勢調査」

就業者の産業別構成（2015年） 正規・非正規雇用の割合 （2007・2017年）

第一次産業 第二次産業 第三次産業
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28.9%

30.6%

29.1%

24.4%

23.4%

25.4%

20.4%

26.3%

25.0%
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非正規比率（東北圏） 非正規比率（全国）
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33%
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資料：総務省「国勢調査」 資料：総務省「就業構造基本調査」
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＜市町村の産業構造＞
東北圏内市町村の経済規模を各市町
村に立地する事業所が生み出す付加価
値額からみると、仙台・新潟等の都市
部とともに、製造業の集積が進む新潟
県中越地域や岩手県北上川流域が存在
感を持っている。
また、市町村別に第1次～第3次産
業の就業者ベースでの特化係数※をみ
ると、東北圏全体では第1次産業と第
2次産業へ特化した市町村が多いとい
える。
第3次産業へ特化している市町村は
少なく、主に県庁所在地のような商業・
サービスの中心地や観光が主要産業で
ある地域となっている。

※ ある地域の産業の相対的な集積度、つまり
強みを見る指数

特化係数＝
地域の就業者割合

全国の就業者割合

市町村の付加価値額 （2016年）

資料：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
※各市町村に立地する民営事業所における付加価値額の合計

第3次産業特化

第1次産業特化

第2次産業特化

第1・2次産業特化

第
3
次
産
業
の
就
業
者
割
合

第2次産業の就業者割合

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

全国平均:25.0%

全国平均:71.1%

第3次産業への
特化係数1以上

第2次産業への
特化係数1以上

第3次産業特化

第2次産業特化

第1・2次産業特化

90%

50% 60% 70%

全国平均:71.1%

50%

次産業の就業者割合

40%

第2次産業の就業者割合

40%

次産業への
特化係数1以上

80% 第第第333次産業への次産業への次産業への次産業への

第
80%

特化係数1以上以上第 特化係数1以上以上

第1次産業特化

第
3
次
産
業
の
就
業
者
割
合

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0% 10% 20% 30%

全国平均:25.0%
第22次産業への
特化係数特化係数

横浜町
鮭川村

鮫川村

大潟村

新郷村

昭和村

楢葉町

檜枝岐村

粟島浦村

葛尾村

深浦町

浅川町

平田村

矢祭町九戸村

田子町

古殿町

矢巾町

藤崎町

板柳町

鰺ヶ沢町

岩沼市

つがる市

燕市

多賀城市

南相馬市

佐渡市

富谷町

仙台市

新潟市
いわき市

郡山市

秋田市
盛岡市

福島市

青森市
長岡市

山形市

八戸市

上越市

弘前市

会津若松市

川俣町

湯沢町

10万人以上 5万人以上10万人未満 3万人以上5万人未満
1万人以上3万人未満 5千人以上1万人未満 5千人未満

市町村の産業特性（2015年）

資料：総務省「国勢調査」より作成
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⑷ 主要産業の動向

① 農業  

＜農業産出額＞
東北圏の主要産業である農業の産出額は1980年代をピークとし、1990年代に大きく減少した。
2000年代に入り、引き続き減少傾向ではあるものの、減少幅は縮小し、近時においてはわずかながら
増加も確認されるなど、一定の歯止めがかかっている状態である。
2017年の農業産出額は１兆6,488億円であり、全国の18％を占める。
品目別には産出額の36％を占めるのが米であり、最も重要なものとなっている。また、米における
全国シェアも34％と東北圏は我が国の食料生産にとって不可欠な役割を担っている。
米以外には果実・畜産（豚・鶏）が全国の中で東北圏の特色のある品目となっている。

（十億円） （十億円）

0

1,000

2,000

3,000

0

500

1,000

1,500

野菜 果実 畜産 その他米農業産出額（右軸）

171411080590751960年1960196019601960 171411080590751960年 171714141111080805059090757519601960年年 171411080590751960年

農業産出額の推移

農業生産構造 （2017年） （単位：億円）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

資料：農林水産省「生産農業所得統計」
※特化係数＝東北圏の構成比÷全国の構成比。1を超える場合、全国平均に対する特化の度合いが強い

農業
産出額

耕種 畜産 加工
農産物米 野菜 果実 その他 肉用牛 乳用牛 豚 鶏 その他

全国 93,787
17,456 24,508 8,450 9,536 7,228 9,268 6,575 9,421 731 615

19% 26% 9% 10% 8% 10% 7% 10% 1% 1%

東北圏 16,488
5,866 2,809 2,016 671 1,059 776 1,222 2,020 30 19

36% 17% 12% 4% 6% 5% 7% 12% 0% 0%

全国シェア 18% 34% 11% 24% 7% 15% 8% 19% 21% 4% 3%

特化係数 1.9 0.7 1.4 0.4 0.8 0.5 1.1 1.2 0.2 0.2
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＜農業経営の状況＞
東北圏は比較的大規模な農業に適した平野部の農地が多く、経営体あたりの農地規模別（経営耕地
面積）でみると、1.5ha以上の農業経営体の割合は、全国を上回っている。
一方で、農家数は減少が続いており、2000年に52万戸あった販売農家は2015年までに23万戸減少
し29万戸となっている。また、農業就業人口の高齢化も続いており、今後の農業の持続性が危ぶまれ
るところである。
農業の担い手不足の解消とともに、さらなる経営の大規模化や生産性向上などの取組みが求められる。

農業就業人口の年齢構成 （2015年）農家数の推移

山間農業地域
平地農業地域 中間農業地域都市的地域

0% 25% 50% 75% 100%

全
国

都
府
県

東
北
圏

北
海
道

10%28%49%14%

9%28%46%17%

9%30%52%9%

13%28%54%

6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

10ha以上

7.0～10.0

5.0～ 7.0

4.0～ 5.0

3.0～ 4.0

2.5～ 3.0

2.0～ 2.5

1.5～ 2.0

1.0～ 1.5

0.5～ 1.0

0.3～ 0.5

0.3ha未満

東北圏 全国

2.5%

0.4%

0.7%

0.7%

1.8%

3.8%

5.9%

8.4%

8.5%

15.7%

31.7%

18.6%

2.5%
3.6%

0.2%

0.4%

0.6%

2.4%
3.8%

6.7%
5.9%

10.5%
8.4%

13.4%
8.5%
11.3%

15.7%
16.3%

31.7%
24.0%

18.6%
11.6%

（万戸）

0

10

20

30

40

50

60

70

1510052000年

販売農家 自給的農家

販売農家
52

総農家
62

自給的農家
10

45

12

57

37

13

50

29

12

41

0 5 10 15 20 25

 70歳以上 

 65～ 69 

 60～ 64 

 50～ 59 

 40～ 49 

 39歳以下 

（万人）

20.8 

3.0

 1.9

5.1

6.9

7.7

農業地域類型別の経営耕地面積割合 （2015年） 農業経営体の経営耕地面積規模別構成 （2015年）

資料：農林水産省「農林業センサス」 資料：農林水産省「農林業センサス」
※「0.3ha未満」には「経営耕地なし」を含む

資料：農林水産省「農林業センサス」 資料：農林水産省「農林業センサス」
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（億円）

海面漁業 海面養殖業

4,686

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

1,284

2,145

568
1,578 

1510052000959085801975年

② 水産業 （海面漁業・養殖業）  

＜就業者の動向と漁業生産額＞
東北圏の水産業生産額は1980年代前半をピークとして減少傾向にある。特に東日本大震災では大き
な被害を受け、2011年には過去最低の1,284億円と前年比717億円の減少となった。生産施設の復旧
などにより2017年は2,145億円で、震災前の水準まで回復している。
東北圏の海面漁業生産の全国シェアは16％であり、養殖業の同シェアは11％であるが、魚種別に見
ると全国で高いシェアを持つ品目も多い。海面漁業では、まぐろ・さんま・いか・さめ等が目立っている。
また、養殖業では、ぎんざけ・ほたて・わかめ・ほや等が高いシェアを有する品目である。
ただし、農業と同様に担い手の減少は深刻であり、1968年には10.0万人であった就業者数は、
2013年に2.7万人と実に３分の１以下の水準まで落ち込んでいる。また、担い手の高齢化も深刻な状
況にある。

漁業産出額の推移

資料：農林水産省「漁業産出額」

漁業経営体・就業者数の推移 漁業就業人口の年齢構成

（千人） （千経営体）

0

20

40

60

80

100

120

100

88

71

47
38

27

1320089888781968年
0

10

20

30

40
35

32

29

23

19

13

経営体数（右軸）就業者数

（人）

2013年 2003年

0 2,000 4,000 6,000 8,000

75歳以上

70～ 74

65～ 69

60～ 64

55～ 59

50～ 54

45～ 49

40～ 44

35～ 39

30～ 34

25～ 29

20～ 24

15～19歳

2,754

4,398

5,760

5,294

5,068

5,669

3,877

2,672

1,848

1,319

864

660

367

3,470

2,962

3,416

4,449

3,325

2,499

1,929

1,535

1,151

979

741

474

161

資料：農林水産省「漁業センサス」 資料：農林水産省「漁業センサス」
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海面漁業の漁業産出構造 （2017年）（単位：億円）

海面養殖業の漁業産出構造 （2017年）（単位：億円）

資料：農林水産省「漁業産出額」
※全国シェアは20％を超えている魚介種、東北圏内シェアは上位１県に赤で色づけ

資料：農林水産省「漁業産出額」
※全国シェアは20％を超えている魚介種、東北圏内シェアは上位１県に赤で色づけ

魚介種 全国 東北圏
東北圏内シェア

全国
シェア 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

海面漁業計 9,627 1,578 16% 27% 19% 36% 2% 2% 6% 8%

魚類 計 6,693 1,142 17% 18% 19% 43% 2% 1% 8% 8%

まぐろ類 1,225 345 28% 21% 16% 49% - - 10% 5%

かつお類 691 128 19% 11% 0% 58% 0% 0% 6% 24%

さけ・ます類 694 114 16% 23% 57% 14% 2% 2% 0% 3%

さんま 246 71 29% - 36% 44% - - 20% 0%

たら類 234 49 21% 26% 33% 29% 3% 3% 0% 5%

ひらめ・かれい類 254 59 23% 23% 7% 47% 4% 2% 7% 10%

さば類 450 55 12% 35% 19% 20% 0% 0% 24% 2%

かじき類 100 37 36% 2% 13% 73% 0% 0% 12% 0%

いわし類 667 31 5% 20% 9% 32% 0% 0% 39% 0%

ぶり類 312 46 15% 11% 38% 23% 2% 1% 0% 24%

さめ類 50 27 54% 6% 7% 86% 0% 0% 1% 0%

はたはた 20 7 36% 25% - - 53% 16% - 6%

えび類 278 9 3% 6% 0% 1% 12% 15% 0% 66%

いか類 計 645 226 35% 68% 10% 15% 0% 3% 1% 2%

するめいか 365 170 47% 67% 11% 13% 0% 4% 2% 2%

あかいか 23 22 93% 92% 4% 4% - - - -

おきあみ類 13 13 100% - 48% 52% - 0% - -

貝類 計 904 51 6% 23% 36% 19% 6% 4% 1% 12%

あわび類 71 29 41% 8% 61% 20% 4% 2% 0% 4%

さざえ 39 4 9% 4% - - 14% 11% - 70%

かに類 計 321 26 8% 4% 3% 20% 10% 7% 1% 55%

べにずわいがに 61 11 18% - - - - 6% 0% 94%

たこ類 235 37 16% 14% 35% 40% 4% 1% 4% 3%

うに類 123 24 20% 28% 61% 11% - 0% 0% 0%

魚介種 全国 東北圏
東北圏内シェア

全国
シェア 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

海面養殖業計 4,979 568 11% 37% 17% 45% 0% - - 1%

魚類 計 2,525 92 4% - - 96% - - - 4%

ぎんざけ 102 90 88% - - 96% - - - 4%

貝類 計 798 306 38% 68% 13% 19% - - - 0%

ほたてがい 457 234 51% 89% - 11% - - - -

かき類 334 51 15% - 35% 63% - - - 3%

海藻類 計 1,411 160 11% 0% 34% 65% 0% - - 0%

わかめ類 107 87 81% 0% 48% 51% 0% - - 0%

こんぶ類 95 15 16% 0% 87% 12% 0% - - 0%

ほや類 13 8 65% 9% 15% 76% - - - -
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③ 製造業  

＜全体の動向＞
東北圏全体の製造品出荷額は2007年までは増加傾向にあり、24.1兆円までに達した。しかし、
2008年の世界金融危機、2011年の東日本大震災の影響で20兆円を割り込むほどのダメージを受けた。
近年は回復に向かっており、2017年には23.2兆円まで回復した。
従業者数は1991年の119.8万人をピークに長期減少傾向が続いており、2017年は77.1万人で前年
比増加傾向にあるものの、ピーク時比43万人の減少となっている。
産業３類型別にみると、東北圏全体では食料品製造を主とする生活関連型に特徴があり、多くの県
で全国平均を上回っている。基礎素材・加工組立型は東北圏全体では構成比は比較的低いものの、基
礎素材型は青森・福島・新潟、加工組立型は岩手・秋田・山形・福島で集積がみられる。

（兆円）

0

5

10

15

20

25

30
（千人）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400
従業者数（右軸）製造品出荷額等

1510052000959085801975年

24.1 23.224.1 23.2

771

1,198

類型 業種

加工組立型

基礎素材型

生活関連型 食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維、家具・装備品、印刷・同関連、なめし革・同製品・毛皮、その他製造業

木材・木製品、パルプ・紙・紙加工品、化学、石油製品・石炭製品、プラスチック製品、ゴム製品、窯業・土
石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品

はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報
通信機械器具、輸送用機械器具

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新潟

福島

山形

秋田

宮城

岩手

青森

東北圏

全国 生活関連型17% 基礎素材型37% 加工組立型46%

21%

12%

27%

16%

22%

21%

28%

20%

42%

39%

24%

31%

36%

25%

38%

35%

37%

48%

50%

54%

42%

54%

34%

45%

製造品出荷額等・従業者数の推移

産業3類型別の製造品出荷額の構成比（2017年）

資料：経済産業省「工業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス―活動調査」

資料：経済産業省「工業統計調査」
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＜生活関連型＞
生活関連型製造業全体の2017
年出荷額は4兆7,050億円と、東
日本大震災直前である2010年の
同出荷額4兆4,817億円を上回る
水準まで回復している。�
同製造業では豊富な農林水産品
を背景に食料品製造業が高いウエ
イトを占めている。三陸沿岸の水
産業が東日本大震災による被害で
2011年に大きく出荷額を減らし
たが、その後着実に回復している。
一方、繊維工業については、東
日本大震災の大きな影響は認めら
れず、概ね現状維持を示している。
東北圏内全域での生活関連型製
造業の集積は、三陸沿岸の水産都
市、日本海側での米関連企業等と
地域により特色があり、東北圏の
大きな特徴となっている。

（十億円） （十億円）

生活関連型（右軸） 繊維工業飲料・たばこ・飼料

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

食料品 印刷・同関連

4,705

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

171615141312111009080706050403020120009998971996年

4,705

314

287

2,870

593

生活関連型製造業の製造品出荷額等の推移

資料：経済産業省「工業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス―活動調査」

生活関連型製造業の集積 （2017年）

資料：経済産業省「工業統計調査」
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＜基礎素材型＞
基礎素材型製造業は、東日本大
震災で太平洋沿岸に立地する事
業所が大きな被害を受けたもの
の、出荷額は順調に回復してい
る。2017年の出荷額は8兆1,088
億円と、東日本大震災直前である
2010年の7兆2,318億円を上回っ
ている。　
同製造業は、東北圏の主要港湾
である八戸、新潟、小名浜等の周
辺に集積が進んでいる。
産業別には化学、金属製品のウ
エイトが高く、それに非鉄金属、
パルプ・紙・紙加工品が続いてい
る。

（十億円） （十億円）

基礎素材型計（右軸） パルプ・紙・紙加工品
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5,000
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7,000

8,000

9,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

金属製品非鉄金属化学工業

8,109

171615141312111009080706050403020120009998971996年

1,682

1,352

824

851

基礎素材型製造業の製造品出荷額等の推移

資料：経済産業省「工業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス―活動調査」

基礎素材型製造業の集積（2017年）

資料：経済産業省「工業統計調査」
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＜加工組立型＞
加工組立型製造業の2017年出
荷額は10兆3,488億円と、東日本
大震災直前の2010年の同出荷額8
兆9,596億円を超える水準まで回
復してきている。同製造業は、福
島県全域、宮城・岩手県の北上川
流域、山形県置賜地域、新潟県日
本海沿岸に一定の集積がみられ
る。
産業別には、電子部品・デバイ
ス・電子回路を中心とした電気機
械のウエイトが高い。2008年の
世界金融危機の影響を強く受け、
当該分野の製造品出荷額は大きく
減少したが、持ち直しの動きが見
られる。
一方、輸送用機械は世界金融危
機・東日本大震災後いち早く回復
し、震災前の水準を大きく超える
実績を示している。全体に占める
ウエイトは未だ小さいものの、東
北圏の製造業の特色ある分野の一
つとなっている。

（十億円） （十億円）

加工組立型計（右軸） 輸送用機械電気機械
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一般機械

10,349

171615141312111009080706050403020120009998971996年

10,349

4,995

2,203

3,151

加工組立型製造業の製造品出荷額等の推移

資料：経済産業省「工業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス―活動調査」

加工組立型製造業の集積 （2017年）

資料：経済産業省「工業統計調査」
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④ 建設業  

東北圏の建設投資額は、公共投資の増加および住宅需要の高まりから1990年代半ばに9兆円超と
ピークを迎えたが、その後、公共投資の減少に加え、住宅・産業ともに建物投資が減少したことによ
り2000年代後半に入ると4兆円台まで落ち込んだ。
しかし、2011年の東日本大震災からの復旧・復興関連により土木（公共）の投資額は大幅に伸び、
2015年度は全体で8兆円まで増加したがその後は減少に転じている。
建設業の事業者数についても、青森県以外の各県では2000年をピークに減少基調にあったが、東日
本大震災をきっかけに宮城県など増加する県も見受けられる。就業者については、復旧・復興や東京
五輪需要等により、東北圏・全国ともに震災直前の水準よりも多く推移している。

（兆円）

建築（公共） 土木（民間）建築（民間） 土木（公共）

8.0
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4.9
4.8

5.1
5.5

5.6
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15100520009590851980年度

建設投資額の推移

建物投資額の推移

資料：国土交通省「建設総合統計」より作成

資料：国土交通省「建設総合統計」より作成
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建設業の事業者数についても、青森県以外の各県では2000年をピークに減少基調にあったが、東日
本大震災をきっかけに宮城県など増加する県も見受けられる。就業者については、復旧・復興や東京
五輪需要等により、東北圏・全国ともに震災直前の水準よりも多く推移している。

（事業者）

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 新潟県
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45,41145,542

191817161514131211100908070605040302012000年
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4,256

5,622

（万人） （万人）

全国（右軸）東北（左軸）
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建設業事業者数の推移

建設業就業者数の推移（東北6県）

資料：国土交通省「建設業事業者数の推移」

資料：総務省「労働力調査」より作成
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⑤ 商業  

＜全体の動向＞
東北圏の卸売販売額は1991年の32.7兆円を境に減少が続き2012年には18.8兆円まで減少したが、
その後増加に転じ2016年には23.0兆円となっている。一方、従業者数は1991年の38.3万人から減少
基調で推移しており、2007年以降は30万人を切る水準で推移している。
小売販売額は1997年の14.1兆円をピークに減少が続いているが、2012年から増加し、2016年は
12.9兆円となっている（統計上の問題で2007年以降の数値は直接比較できない）。従業者数は1990年
代以降の大規模小売店舗の増加に伴い一時増加を見せた。しかし、販売額が伸びない中で減少に転じ、
2002年の78.7万人をピークに減少基調に転じ、2016年は69.3万人となっている。
大規模小売店舗数・面積ともに震災前年に減少に転じていたが、その後再び増加に転じている。

（兆円） （万人）

年間商品販売額（左軸）従業者数
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卸売販売額・従業者数の推移

小売販売額・従業者数の推移

資料：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」（2012年）および「商業統計調査」（1975～ 2006年、2014年）
※なお両統計は調査方法が異なるため直接接続しない

資料：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」（2012年）および「商業統計調査」（1975～ 2006年、2014年）
※なお両統計は調査方法が異なるため直接接続しない
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＜市町村の小売販売額＞
小売販売額は基本的に人口規
模に比例することから、東北圏
内の主要都市への集中が見られ
る。特に仙台・新潟の２都市の
商業集積は、東北圏内でも大き
な存在感を有している。
青森県（青森市・八戸市・弘
前市）と福島県（郡山市・いわ
き市・福島市）には、県下に複
数の小売集積都市が並立してい
る特徴を見ることができる。

市町村の小売販売額 （2016年）

資料：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

（店舗） （万m2）

店舗面積（右軸）店舗数
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1,149

大型小売店の店舗数・面積の推移

資料：東洋経済新報社「全国大型小売店総覧」より作成
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⑥ 観光  

＜宿泊施設数＞
観光客の受け皿となる宿泊施設について、東北圏の施設数は減少傾向、客室数はほぼ横ばいとなっ
ている。

＜宿泊者数＞
東北圏での延べ宿泊者数は約5,000万人、全国の9.6％と、ほぼ経済規模と同等のシェアを獲得して
いる。そのうち外国人宿泊者は188万人であるが、これは全国の2.0％に留まり、東北圏は四国圏・北
陸圏・中国圏とならび外国人宿泊者数が少ない圏域となっている。

延べ宿泊者数の地域別シェア 外国人延べ宿泊者数の地域別シェア

九州圏
15.4%

四国圏
2.5%

中国圏
4.9%

近畿圏
16.0%

北陸圏
3.2%

中部圏
13.6%

首都圏
28.2%

東北圏
9.6%

北海道
6.6%

2018年
年間延べ宿泊者数

5億3,800万人

九州圏
15.3%

四国圏
1.0%

中国圏
2.2%

近畿圏
25.6%

北陸圏
1.4%

中部圏
8.5%

首都圏
35.1%

東北圏
2.0%

北海道
8.8%

2018年
年間延べ

外国人宿泊者数
9,428万人

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」 資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」

181716151413121110090807062005年

（施設）
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※旅館業法の改正（2018 年 6月 15 日施行）により「ホテル営業」「旅館営業」の営業種別が統合し「旅館・ホテル営業」となったため、2017 年度以前の数値は施設数、客室数ともに「ホテル」と「旅館」を合計した数である。

施設数 客室数（右軸）

160
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10,054 

7,278 

199

206

宿泊施設数と客室数の推移

※ 旅館業法の改正（2018年6月15日施行）により「ホテル営業」「旅館営業」の営業種別が統合し「旅館・ホテル営業」となったため、
2017年度以前の数値は施設数、客室数ともに「ホテル」と「旅館」を合計した数である。

資料：厚生労働省「衛生行政報告例」
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延べ宿泊者数の推移を見ると、東日本大震災を契機に大きな変化が見られる。2010年までは年間
4,000万人に満たなかったが、2011年以降は主にビジネス目的での宿泊者が大幅に増加し、年間宿泊
者数は5,000万人を超えることとなった。これも復旧・復興需要の一つの表れといえよう。観光目的
の宿泊者数はほぼ2,300万人で推移していたものの、2016年からやや減少している。
外国人宿泊者数は東日本大震災で大きく減少したものの、インバウンドブームの流れにより急速に
回復し、以降は右肩上がりに増加している。東北圏でも増加傾向にあり、まだ拡大の余地があるもの
と思われる。

（万人）
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資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」
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⑦ 医療・福祉  

＜医療費＞
高齢化が進むなかで医療費は全国的に増加を続けている。全国では2000年度に29.4兆円だったが
2018年度には42.6兆円と約1.4倍となっている。東北圏では全国ほどの増加ではないものの、2000年
度の2.9兆円から2018年度は3.6兆円と約1.3倍になっている。

＜医療・福祉分野の従業者数＞
医療・福祉需要の増加を受けて、東北圏における医療・福祉分野の従業者数は増加している。
2009年から2014年にかけて医療分野では28.9万人から32.0万人へと3.1万人の増加、福祉分野では
28.8万人から37.6万人へと8.8万人の増加である。特に福祉分野のうち老人福祉・介護事業の従業者
数は、2009年においては17.1万人と病院事業とほぼ同水準であったが、2014年においては6.3万人の
増加となり、病院事業との従業者数差も4.7万人に拡大している。
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医療・福祉従業者数の推移

医療費の推移

資料：総務省「経済センサス－基礎調査」

資料：厚生労働省「医療費の動向調査」
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＜市町村別の医師数の状況＞
高まる一方の医療需要であるが、東北圏内市町村では医療環境に大きな差が見られる。人口１万人
当たりの医師数は平均22.5人であり、この平均値を超える自治体は各県の県庁所在地や中心的な市お
よび比較的大きな医療機関が立地する26市町に限定されている。
高齢化率が東北圏平均よりも高い地域で医師数が５人に満たない自治体は51市町村あり、うち医師
がいないのは９町村となっている。

深浦町深浦町深浦町深浦町

10%

20%

30%

40%

50%

60%

東北圏平均22.5人

東北圏平均31.0%

5千人未満
5万人以上10万人未満

1万人以上3万人未満5千人以上1万人未満
3万人以上5万人未満 10万人以上

18
年
の
高
齢
化
率

人口1万人当たり医師数（人）
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今別町
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山形市
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いわき市

新潟市
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粟島浦村
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市町村の医師数（2018年）

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」、厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」
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⑸ 文化・教育

① 文化  

東北圏は、古くは縄文時代から近現代に至るまで多様な文化が織り成されてきた地域であり、国宝
に指定されている文化財28件には、様々な時代の文物が含まれている。
2011年６月には世界遺産委員会で「平泉－仏（浄土）を表す建築・庭園及び考古学的遺跡群－」が
ユネスコ世界文化遺産に登録されるなど、世界的にも評価の高い文化財を有している。また、2015年
には岩手県の「橋野鉄鉱山」を含む「明治日本の産業革命遺産」が世界文化遺産へ登録された。

国宝指定状況

分野 件数 文化財の名称 所在地

美術工芸品 22

絵画 2
紺紙著色金光明最勝王経金字宝塔曼荼羅図 岩手県

紙本金地著色洛中洛外図〈狩野永徳筆／六曲屏風〉 山形県

彫刻 2
金色堂堂内諸像及天蓋 岩手県

木造薬師如来及両脇侍像 福島県

工芸品 9

赤絲威鎧〈兜、大袖付〉 青森県

白絲威褄取鎧〈兜、大袖付〉 青森県

孔雀文磬 岩手県

中尊寺金色堂堂内具 岩手県

中尊寺経蔵堂内具 岩手県

螺鈿八角須弥壇 岩手県

線刻千手観音等鏡像 秋田県

太刀〈銘信房作〉 山形県

太刀〈銘真光〉 山形県

書跡・典籍 4

紺紙金字一切経（内十五巻　金銀交書経） 岩手県

史記〈孝文本紀第十〉 宮城県

類聚国史巻第廿五 宮城県

一字蓮台法華経〈開結共（巻第六欠）〉 福島県

古文書 1 上杉家文書 山形県

考古資料 3

土偶／青森県八戸市風張１遺跡出土 青森県

土偶／山形県西ノ前遺跡出土 山形県

新潟県笹山遺跡出土深鉢形土器 新潟県

歴史資料 1 慶長遣欧使節関係資料 宮城県

建造物 6

中尊寺金色堂 岩手県

瑞巖寺（庫裏及び廊下、本堂） 宮城県

大崎八幡宮 宮城県

羽黒山五重塔 山形県

阿弥陀堂（白水阿弥陀堂） 福島県

資料：文化庁「国指定文化財等データベース」
※2019年10月1日現在

博物館数

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 新潟県

7 25 26 15 15 22 48

資料：文部科学省「平成27年度社会教育調査」
※ここでいう博物館は登録博物館および博物館相当施設を指している

東北圏内には各地方の特色ある歴史・文化を活かした美術館・博物館などの文化施設があり、情報
発信や文化活動の拠点として重要な役割を担っている。
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主な文化施設

総合博物館 美術館 歴史文化財 文学 動植物園
水族館

科学
自然

青
森
県

青森県立
郷土館

青森県立
美術館 弘前城天守

青森県近代
文学館

青森県営
浅虫水族館

青森県立三沢
航空科学館

十和田市
現代美術館

太宰治記念館
「斜陽館」

青森市森林
博物館

三内丸山遺跡
縄文時遊館

立佞武多の館

棟方志功
記念館

三沢市寺山修
司記念館

むつ科学
技術館

青函トンネル
記念館

岩
手
県

岩手県立
博物館

岩手県立
美術館

もりおか
歴史文化館 宮沢賢治

記念館
盛岡市
動物公園

盛岡市
子ども科学館

遠野ふるさと村 岩手県立
水産科学館

岩手大学
ミュージアム

石川啄木
記念館中尊寺讃衡蔵 久慈琥珀

博物館

宮
城
県

仙台市博物館 宮城県美術館

仙台市歴史
民俗資料館

仙台文学館

仙台うみの杜
水族館

スリーエム
仙台市科学館

東北歴史
博物館

三居沢電気
百年館

東北大学総合
学術博物館

東北福祉大学
芹沢銈介
美術工芸館

仙台市八木山
動物公園伊達政宗公

霊屋瑞鳳殿

唐桑半島ビジ
ターセンター・
津波体験館

秋
田
県

秋田県立
博物館

秋田県立
美術館

秋田市立
赤れんが郷土館

新潮社
記念文学館

秋田市
大森山動物園

秋田県立
農業科学館

大潟村干拓
博物館

白神山地世界
遺産センター
藤里館

秋田県立
近代美術館

男鹿水族館
GAOマタギ資料館 史跡 

尾去沢鉱山

山
形
県

山形県立
博物館

東北芸術工科
大学美術館
大学センター

山形県郷土館
文翔館 斎藤茂吉

記念館 山形市野草園 山形県産業
科学館

出羽三山歴史
博物館

土門拳記念館 山寺芭蕉
記念館

鶴岡市立
加茂水族館

山形県立
自然博物園米沢市上杉

博物館

福
島
県

福島県立
博物館

福島県立
美術館

福島県文化財
センター
白河館まほろん

いわき市立
草野心平記念
文学館

ふくしま海洋科
学館アクアマリ
ンふくしま

郡山市ふれあい
科学館スペース
パーク

鶴ヶ城天守閣
郷土博物館CCGA現代グラ

フィックアート
センター

東北サファリ
パーク

尾瀬ブナの森
ミュージアム野口英世

記念館

新
潟
県

新潟県立
歴史博物館

新潟県立
近代美術館

佐渡金山
展示資料館

鈴木牧之
記念館

新潟県立
植物園

新潟県立
自然科学館

日本スキー
発祥記念館

内水面漁業
資料館

新潟市歴史
博物館
みなとぴあ

新潟市美術館
新潟市水族館
マリンピア
日本海

北方文化
博物館

フォッサマグナ
ミュージアム

資料：施設数は文部科学省「平成27年度社会教育調査」における博物館数。施設名は各施設ウェブサイトなどにより作成
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② 教育  

＜高校卒業後の進路＞
2018年度の東北圏における高校卒業者

（全日制・定時制）は95千人である。卒業
後の進路は69.9％にあたる66.7千人が大
学・専修学校などへ進学し、26.4％にあた
る25.1千人が就職となっている。
就職者25.2千人のうち8割にあたる20.2
千人は東北圏内に就職しているが、その他
の5.0千人が東北圏外に就職している。東
北圏外からの就職者は0.2千人であること
から、就職では4.8千人が流出しているこ
とになる。
また、大学への進学者43.8千人のうち
56.6％（24.8千人）が東北圏内に、43.4％
（19.0千人）が東北圏外に進学している。
一方、東北圏外からの進学者は7.9千人に
留まっており、大学への進学では11千人が
流出していることになる。
専修学校等については統計データが不在のため、県内外への進学状況は不明である。

（千人） （千人）

▲10
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▲30

▲20
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30圏内就職率
80.2％

圏内進学率
56.6％

圏外就職率
19.8％

圏外進学率
43.4％

20.2

24.8

7.9

うち首都園
▲4.1

うち
首都園
▲12.9

▲5.0 ▲19.0

0.2

圏外での就職圏内での就職 圏外からの就職

圏外就職と圏外からの就職数の差
約4,800人

圏外への進学圏内への進学 圏外からの進学

圏外進学と圏外からの進学者数の差
約11,000人

就職 大学

　※就職者には、「大学等に進学し、かつ就職した卒業生」を含む

3.7%
その他

3.5 

26.4%
就職
25.1 

23.5%
専修学校等

22.4

46.4%
大学
44.3

単位：千人

26.4%

23.5%

2018年度
高等学校卒業者数

95千人

高校卒業後の進路の内訳

資料：文部科学省「学校基本調査」

資料：文部科学省「学校基本調査」

高校卒業後の進路
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＜高等教育機関＞
東北圏内の高等教育機関は大学72校、大学院53校、短期大学31校、高等専門学校７校となっている。
このうち大学は、グローバル化と地方創生という２つの流れの中で、グローバルに活躍する人材の
育成や大学における世界ランキング上位を目指す大学と、地域に密着して地域課題の解決を志向する
大学という方向での役割が期待されている。
東北圏では、前者については国の「スーパーグローバル大学創生支援事業」で選定された５大学の
取組み、後者は「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業」で７大学が中心となったプログラム
が推進されている。

大学 大学院 短期大学 高等専門学校

国立 公立 私立 国立 公立 私立 公立 私立 国立

東北圏 10 14 48 10 14 29 4 29 7

青森県 1 2 8 1 2 3 0 3 1

岩手県 1 1 4 1 1 2 2 2 1

宮城県 2 1 11 2 1 9 0 9 1

秋田県 1 3 3 1 3 1 0 1 1

山形県 1 2 3 1 2 2 1 2 1

福島県 1 2 6 1 2 4 1 4 1

新潟県 3 3 13 3 3 8 0 8 1

資料：原書房「全国学校総覧」
※大学院のみの大学は大学院に整理している

大学名

東北大学（宮城）

長岡技術科学大学（新潟）

国際教養大学（秋田）

会津大学（福島）

国際大学（新潟）

大学名 参加教育機関・自治体 （拠点大学除く）・企業等

弘 前 大 学 9教育機関・5自治体・107機関

岩 手 大 学 6教育機関・19自治体・8機関

秋 田 大 学   2教育機関・1自治体・7機関

東北学院大学 11教育機関・2自治体・7機関

山 形 大 学   5教育機関・14自治体・7機関

福 島 大 学   3教育機関・1自治体・14機関

新 潟 大 学 6教育機関・2自治体・15機関

高等教育機関の数（2019年）

文部科学省事業の選定大学

スーパーグローバル大学創生支援を受けている大学

地 （知） の拠点大学による地方創生推進事業 （COC+） の採択状況

資料：文部科学省HP等

資料：文部科学省HP等
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老舗企業大国・日本

日本企業の特徴として長寿であることがよく
挙げられる。日本には業歴が100年を超える企
業は全国に 3万3,259 社存在するといわれてい
て、日本の全企業の2.7%を占めている（帝国デー
タバンク調査、2019）。国際的にみても、世界
の業歴100年を超える企業全体のうち、日本が
46%を占めており、第二位のドイツの二倍以上
となっている。このように、日本は世界の中で、
老舗企業大国といってよいであろう。
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東北の老舗企業

それでは東北地方にはどのくらい老舗企業が
あるのであろうか。帝国データバンクの2019年
1月の発表によると、東北7県（新潟含む）には
4,497の業歴が100年を超す老舗企業がある。こ
れは全国の13.5%を占める2。

しかし県別にみてみると東北の中に偏りがあ
ることがわかる。2019年11月時点で、100年以
上の歴史をもつ老舗企業の比率が多い県として、
東北からは山形県、新潟県、秋田県の3県が挙げ
られており、全国でみても山形県は全国で2位、
新潟県は3位、秋田県は9位と、上位にある。こ
れに対して、青森県、宮城県は、全国的に見て
も下位に位置し、老舗企業の出現率は低い。青
森県は出現率が1.89、宮城県は2.21と、山形県・
新潟県の半分となっている。高い県と低い県の
差は、日本海側と太平洋側で分けることができ
そうである。

　 老　舗
企業数

出現率
（老舗企業の全体に

占める割合）
全国順位

青森県 332 1.89 37

岩手県 391 2.78 21

宮城県 521 2.21 36

秋田県 400 3.28 9

山形県 766 4.68 2

福島県 708 3.08 12

新潟県 1379 4.29 3

出所：  帝国データバンク2019年1月8日「『老舗企業』の実態調
査（2019年）」

老舗企業が日本海側の県に多いのは、江戸時
代の北前船の影響があるといわれている。北前
船とは、江戸時代から明治時代にかけて日本海
海運であり、航行する船主自体が商品を買い、
それを売買することで利益を上げる廻船のこと
である。秋田県、新潟県、山形県は、北前船の
寄港地として、江戸から明治にかけては発展し
た地域である。その資産が現在で残っているだ
と思われる。

2つの東北：老舗か、創業か？

東北大学大学院経済学研究科教授  福 嶋　路

出所：後藤俊夫（2009）1

1 後藤俊夫（2009）『三代、１００年潰れない会社のルール 超長寿の秘訣はファミリービジネス』プレジデント社
2 帝国データバンク2019年1月8日「『老舗企業』の実態調査（2019年）」https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/p190101.html

図1　業歴100年を超える企業の国別割合

表１　業歴100年以上の老舗企業の県別数字
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また老舗企業の多寡は、その地域の価値観が
反映されているかもしれない。例えば三世代同
居率は全国的にみると減少しているのに対し、
山形県、新潟県、秋田県は全国的にみても高い。
家族が同居するという生活スタイルが、家族が
企業を営み、それを代々継承することが自然と
行われてきた背景にあると思われる。

老舗企業の革新を支えるファミリービジ
ネスとその日本的特性

また日本の老舗企業の多くはファミリービジ
ネスである。近年、ファミリービジネスはアカ
デミアから注目を受けている。なぜならファミ
リービジネスはそうでない企業に比べ、平均的
にみると業績がよいという結果が、複数の実証
研究から明らかにされているからである。また
ファミリービジネスの強さを示す事例も散見さ
れる。例えば日本のハイテクを支える主要な電
子部品メーカーや工作機械産業は80%が同族企
業である。
ファミリービジネスのメリットとして、まず

後継者が確保しやすいという点、意思決定の速
さや責任所在の明確さ、長期的なビジョンを持っ
て経営することができる、などが挙げられる。
他方、デメリットとして、家族ならではの血縁
主義が挙げられる。また長子相続を原則とする
日本において、後継者である息子がトラブルの
原因となることがある。つまり「三代目で店を
潰す」という現象である。このようなことは日
本に限らず、海外でも見受けられ、2002年に行
われた米国の調査では、ファミリービジネスは3
代目になると生存率が1割を切るという調査結果
もある3。

これに対し日本のファミリービジネスはある
仕組みで対応してきた。それは婿養子という制
度である。日本では血のつながった息子が経営
者としての能力に欠けていたりふさわしくない
場合は、養子を迎えたり、あるいは経営者に息
子がなく、娘しかいない場合は、娘に婿をとり
養子にはいってもらったりする。ちなみに日本
では年間約8万人の養子縁組が成立しているが、
その大半は成人である。他方で、成人した大人
が誰かの養子に入るという発想は西洋にはない。
娘婿が経営を引き継ぐのはよいが、なぜ養子に
ならなければならないのかは理解ができないの
である。
婿養子の伝統は、日本のファミリービジネス

を世界的に独自性の高いものにしていると、京
都産業大学の沈政郁教授らが世界に紹介して以
来、世界の研究者から注目を受けるようになっ
ている4。同族企業でありながら優秀な経営能力
を確保できる婿養子という制度が、厳しく変化
の激しい環境の中、強かに生きぬいてきた日本
の老舗企業の継続の秘密だという主張は、世界
のアカデミアにも受け入れられつつある。

東北各県における老舗企業と創業

老舗企業が多いことは地域によってよいこと
なのであろうか。「老舗企業が多い地域は創業が
少ない」という指摘もされている。図2は東北各
県の企業年齢を、社歴30年以下（平成に創業さ
れた企業）、社歴31年以上100年未満、社歴100
年以上で分けた図である。老舗企業の比率が少
なかった宮城県、福島県では平成に創業された
企業が多く、他方で老舗企業の比率が高かった
山形県、新潟県における平成創業企業は30%を

3   後藤俊夫. (2004). ファミリー企業における長寿性 (第三部 老舗企業と 「場」,< 特集> 老舗企業の研究 未来をつくる企業へのアプロー
チ). 『関西国際大学地域研究所叢書』, 1, 91-114.

4   Mehrotra, V., Morck, R., Shim, J., & Wiwattanakantang, Y. (2013). Adoptive expectations: Rising sons in Japanese family firms. Journal 
of Financial Economics, 108(3), 840-854.
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老舗企業大国・日本

日本企業の特徴として長寿であることがよく
挙げられる。日本には業歴が100年を超える企
業は全国に 3万3,259 社存在するといわれてい
て、日本の全企業の2.7%を占めている（帝国デー
タバンク調査、2019）。国際的にみても、世界
の業歴100年を超える企業全体のうち、日本が
46%を占めており、第二位のドイツの二倍以上
となっている。このように、日本は世界の中で、
老舗企業大国といってよいであろう。
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それでは東北地方にはどのくらい老舗企業が
あるのであろうか。帝国データバンクの2019年
1月の発表によると、東北7県（新潟含む）には
4,497の業歴が100年を超す老舗企業がある。こ
れは全国の13.5%を占める2。

しかし県別にみてみると東北の中に偏りがあ
ることがわかる。2019年11月時点で、100年以
上の歴史をもつ老舗企業の比率が多い県として、
東北からは山形県、新潟県、秋田県の3県が挙げ
られており、全国でみても山形県は全国で2位、
新潟県は3位、秋田県は9位と、上位にある。こ
れに対して、青森県、宮城県は、全国的に見て
も下位に位置し、老舗企業の出現率は低い。青
森県は出現率が1.89、宮城県は2.21と、山形県・
新潟県の半分となっている。高い県と低い県の
差は、日本海側と太平洋側で分けることができ
そうである。
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秋田県 400 3.28 9

山形県 766 4.68 2

福島県 708 3.08 12

新潟県 1379 4.29 3

出所：  帝国データバンク2019年1月8日「『老舗企業』の実態調
査（2019年）」
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海運であり、航行する船主自体が商品を買い、
それを売買することで利益を上げる廻船のこと
である。秋田県、新潟県、山形県は、北前船の
寄港地として、江戸から明治にかけては発展し
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家族が同居するという生活スタイルが、家族が
企業を営み、それを代々継承することが自然と
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また日本の老舗企業の多くはファミリービジ
ネスである。近年、ファミリービジネスはアカ
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後継者が確保しやすいという点、意思決定の速
さや責任所在の明確さ、長期的なビジョンを持っ
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他方、デメリットとして、家族ならではの血縁
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原因となることがある。つまり「三代目で店を
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代目になると生存率が1割を切るという調査結果
もある3。
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仕組みで対応してきた。それは婿養子という制
度である。日本では血のつながった息子が経営
者としての能力に欠けていたりふさわしくない
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では年間約8万人の養子縁組が成立しているが、
その大半は成人である。他方で、成人した大人
が誰かの養子に入るという発想は西洋にはない。
娘婿が経営を引き継ぐのはよいが、なぜ養子に
ならなければならないのかは理解ができないの
である。
婿養子の伝統は、日本のファミリービジネス

を世界的に独自性の高いものにしていると、京
都産業大学の沈政郁教授らが世界に紹介して以
来、世界の研究者から注目を受けるようになっ
ている4。同族企業でありながら優秀な経営能力
を確保できる婿養子という制度が、厳しく変化
の激しい環境の中、強かに生きぬいてきた日本
の老舗企業の継続の秘密だという主張は、世界
のアカデミアにも受け入れられつつある。

東北各県における老舗企業と創業

老舗企業が多いことは地域によってよいこと
なのであろうか。「老舗企業が多い地域は創業が
少ない」という指摘もされている。図2は東北各
県の企業年齢を、社歴30年以下（平成に創業さ
れた企業）、社歴31年以上100年未満、社歴100
年以上で分けた図である。老舗企業の比率が少
なかった宮城県、福島県では平成に創業された
企業が多く、他方で老舗企業の比率が高かった
山形県、新潟県における平成創業企業は30%を

3   後藤俊夫. (2004). ファミリー企業における長寿性 (第三部 老舗企業と 「場」,< 特集> 老舗企業の研究 未来をつくる企業へのアプロー
チ). 『関西国際大学地域研究所叢書』, 1, 91-114.

4   Mehrotra, V., Morck, R., Shim, J., & Wiwattanakantang, Y. (2013). Adoptive expectations: Rising sons in Japanese family firms. Journal 
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c o l u m n

42

⑴ 人口の動向

東北圏における社会経済の現状と今年の変化

第Ⅰ部 

44

45

46

50

51

⑵ 経済の概況

⑶ 生産・投資活動の動向

⑷ 雇用および所得の動向

⑸ 消費活動の動向

2 2018～2019年の東北圏

c o l u m n

10

切っている。
つまり平成に創業が活発だった県は老舗企業
の出現率が低く、老舗出現率の高い県は総じて
創業は停滞しているといえよう。無論、宮城県
や福島県は2011年に発災した東日本大震災の被
災地であったため、震災復興の中での創業が増
えているのは当然なのかもしれないが、山形県、
新潟県のような老舗出現率の高い県は創業が活
発ではない傾向は、震災以前からみられた。
地域の老舗企業の出現率と創業の間に関係が
あるのかどうかはほとんど研究がなされていな
い。両者の関係が何らかの因果関係があるのか、
それとも疑似相関なのかについては、さらなる
研究が必要であると思われる。

東北の中の二つの世界

以上のように、東北には二つの世界がある。
老舗は少ないが創業が活発な太平洋側地域と、
創業は少ないが老舗企業が多い日本海側の地域
である。それぞれの地域で、産業活性化の方法
は異なるべきだと思われる。
そもそも老舗企業が継続的に自己革新をしな

がら長期にわたって生存しつづけてきたことは、
昨今の研究や事例からも明らかである。家族と
いう繋がりを活かしながらも、外部から新しい
血をいれながら、変化に対応してきたのである。
他方、宮城県や福島県では、組織を引き継ぎ革
新していくのではなく、新たな企業を作り、革
新を外部化していく事例が多いと考えられる。
昨今、創業政策が国是となり、全国各地に起

業に励むことを政府は主導している。しかし地
域の歴史や特性が多様であることを考えれば、
産業振興策は全国一律である必要はないと思わ
れる。各地域が育んできた文化や価値観、経路
などを尊重し、それぞれにあった施策をとるこ
とが望ましいと思われる。例えば、山形県や新
潟県のような地域は、第二創業に力をいれて支
援を行うべきで、宮城県や福島県は新規創業を
促進するための政策をとったほうが良いと思わ
れる。

 図 2．各県における企業年齢の構成 

 
出所）帝国データバンク（2019）「特別企画: 「老舗企業」の実態調査（2019年）」 

および 2019 年 1 月 8 日、東京商工リサーチ（2019）4 月 22 日「全国「平成創業の企

業」調査」を参照に筆者作成 
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ら新しい血をいれながら、変化に対応してきたのである。他方、宮城県や福島県では、組織

を引き継ぎ革新していくのではなく、新たな企業を作り、革新を外部化していく事例が多い

と考えられる。 
昨今、創業政策が国是となり、全国各地に起業促進に励むよう政府は主導している。しか

し地域の歴史や特性が多様であることを考えれば、産業振興策は全国一律である必要はな

いと思われる。各地域が育んできた文化や価値観、経路などを尊重し、それぞれにあった施

策をとることが望ましいと思われる。例えば、山形県や新潟県のような地域は、第二創業に

力をいれて支援を行うべきで、宮城県や福島県は新規創業を促進するための政策をとった
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切っている。
つまり平成に創業が活発だった県は老舗企業

の出現率が低く、老舗出現率の高い県は総じて
創業は停滞しているといえよう。無論、宮城県
や福島県は2011年に発災した東日本大震災の被
災地であったため、震災復興の中での創業が増
えているのは当然なのかもしれないが、山形県、
新潟県のような老舗出現率の高い県は創業が活
発ではない傾向は、震災以前からみられた。
地域の老舗企業の出現率と創業の間に関係が

あるのかどうかはほとんど研究がなされていな
い。両者の関係が何らかの因果関係があるのか、
それとも疑似相関なのかについては、さらなる
研究が必要であると思われる。

東北の中の二つの世界

以上のように、東北には二つの世界がある。
老舗は少ないが創業が活発な太平洋側地域と、
創業は少ないが老舗企業が多い日本海側の地域
である。それぞれの地域で、産業活性化の方法
は異なるべきだと思われる。
そもそも老舗企業が継続的に自己革新をしな

がら長期にわたって生存しつづけてきたことは、
昨今の研究や事例からも明らかである。家族と
いう繋がりを活かしながらも、外部から新しい
血をいれながら、変化に対応してきたのである。
他方、宮城県や福島県では、組織を引き継ぎ革
新していくのではなく、新たな企業を作り、革
新を外部化していく事例が多いと考えられる。
昨今、創業政策が国是となり、全国各地に起

業に励むことを政府は主導している。しかし地
域の歴史や特性が多様であることを考えれば、
産業振興策は全国一律である必要はないと思わ
れる。各地域が育んできた文化や価値観、経路
などを尊重し、それぞれにあった施策をとるこ
とが望ましいと思われる。例えば、山形県や新
潟県のような地域は、第二創業に力をいれて支
援を行うべきで、宮城県や福島県は新規創業を
促進するための政策をとったほうが良いと思わ
れる。
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⑴ 人口の動向

＜人口の自然増減＞
2018年、東北圏は全県で死亡者数が出生者数を上回る自然減の状態が続いている。

＜人口の社会増減＞
外国人を含む移動者数ベースで、唯一社会増となっていた宮城県も2016年には社会減となり、東北
圏は全県で社会減の状態が続いている。

自然増減

社会増減（外国人含む）

資料：厚生労働省「人口動態調査」

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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全国 東北圏

景況感
良い

景況感
悪い
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⑵ 経済の概況

＜景気の現状判断 （指標） ＞
2015年後半における中国経済の減速を契機とした設備投資や個人消費の足踏みから景況感は目安と
なる50を割る水準が続いている。一時雇用関連の数値等が大幅に回復した関係で2017年10月に50を
超したものの、以降は再び50を割る水準となっている。

＜景気の現状判断（分野別判断） ＞
内閣府の地域経済動向では、2019年を通じ東北圏の景気は緩やかな回復傾向にあるが、鉱工業生産
に関し弱さが見られると判断されている。

景気の現状判断DI（家計動向関連 ＋ 企業動向関連 ＋ 雇用関連） の推移（季節調整値）

東北圏についての景気判断（東北6県）

資料：内閣府「景気ウォッチャー調査」
※地域区分の変更に伴い、2017年10月調査より東北6県のデータとなっている

資料：内閣府「地域経済動向」

2018年 2019年

2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月

全体景況

一部に弱さ
がみられる
ものの、緩
やかな回復
基調が続い
ている。

一部に弱さ
がみられる
ものの、緩
やかな回復
基調が続い
ている。

一部に弱さ
がみられる
ものの、緩
やかな回復
基調が続い
ている。

一部に弱さ
がみられる
ものの、緩
やかな回復
基調が続い
ている。

一部に弱さ
がみられる
ものの、緩
やかな回復
基調が続い
ている。

弱さがみら
れるものの、
緩やかな回
復基調が続
いている。

弱さがみら
れるものの、
緩やかな回
復基調が続
いている。

弱さがみら
れるものの、
緩やかな回
復基調が続
いている。

鉱工業生産
持ち直して
いる。

持ち直して
いる。

持ち直して
いる。

緩やかに持
ち直してい
る。

緩やかに持
ち直してい
る。

おおむね横
ばいとなっ
ている。

おおむね横
ばいとなっ
ている。

弱含んでい
る。

個人消費 足踏みがみ
られる。

底堅く推移
している。

足踏みがみ
られる。

底堅く推移
している。

底堅く推移
している。

底堅く推移
している。

底堅く推移
している。

底堅く推移
している。

雇用情勢 着実に改善
している。

着実に改善
している。

着実に改善
している。

着実に改善
している。

着実に改善
している。

着実に改善
している。

着実に改善
している。

改善してい
る。
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8,383

⑶ 生産・投資活動の動向

＜企業の景況感＞
2018 ～ 2019年の企業の景況感については、製造業、非製造業ともに下落傾向で推移し、2019年
12月調査では、全産業で「０（さほど良くない）」となった。

＜企業倒産状況＞
2009年以降、全国の企業倒産件数は減少基調にあり、2019年の倒産件数は8,383件と11年振りに
前年を上回った。東北圏では、復興需要収束による建設業の倒産増などにより水準は依然低く、倒産
件数は2年連続で増加し486件となった。なお、負債総額は94,022百万円であった。

業況判断DIの推移 （東北6県）

企業倒産件数の推移

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査結果―東北地区6県―」

資料：東京商工リサーチ「年間全国企業倒産状況」
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情報通信機械工業 90.4

食料品工業 96.6

輸送機械工業 102.8 輸送機械工業 102.8 

食料品工業 96.6
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電子部品・デバイス工業 97.8

＜製造業の動向 （全体） ＞
2018年、東北６県の季節調整済鉱工業生産指数は102.9と前年より低下した。四半期ベースでも下

降傾向にあり、全国との差が開きつつある。

＜製造業の動向 （品目別） ＞
東北６県の鉱工業生産指数を主要品目別に見てみると、輸送機械工業は弱含みを見せているが好調
を維持しており、情報通信機械工業は回復の兆しを見せている。
一方、電子部品・デバイス工業と食料品工業は概ね横ばいで推移している。

鉱工業生産指数 （全体） の推移 （2015年基準） （東北6県）

鉱工業生産指数 （品目別） の推移 （2015年基準）（東北6県）

資料：経済産業省「鉱工業生産指数」

資料：経済産業省「鉱工業生産指数」
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＜設備投資 （全産業） ＞
東北圏の2018年度の設備投資実績は、製造業が2年ぶりの増加、非製造業において2年ぶりの減少、
全産業で前年比8.0％減となる9,041億円となった。
2019年度については輸送用機械や電気機械等の業種で設備投資額が増加することにより製造業は2
年連続の増加、非製造業では不動産や建設等の業種で減少することにより2年連続の減少、全産業を
通じて2年ぶりの増加となることが想定されている。

＜公共投資＞
東北６県の公共事業は、震災復興のための公共投資により大幅に増加し、2014年前半まで全国的に
も高い水準で推移した。しかし、2015年以降は復興投資が一段落し、前年並または前年を下回る水準
で推移している。

企業設備投資実績・計画の推移

公共工事の推移 （前年比）（東北6県）

資料：日本政策投資銀行「東北地域設備投資計画調査」

資料：東日本建設業保証「公共工事前払金保証統計」
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＜住宅投資＞
2012年以降、復興需要の高まりを受けて、東北圏の住宅着工戸数は大きく増加している。
住宅投資の中で公共住宅の占める割合は2015年まで全国と比較して高い水準にあったが、2016年
以降、全国と同等程度に落ち着いてきている。

住宅投資の推移 

資料：国土交通省「住宅着工統計」
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⑷ 雇用および所得の動向

＜有効求人倍率＞
有効求人倍率は2008年の世界金融危機後から回復傾向にあり、2011年の東日本大震災後も上昇し続

けている。全国・東北６県ともに１倍を超えており、人手不足の状況にあるといえる。

＜雇用者所得＞
2018年の東北圏の平均給与は、全国の給与水準との差は約43,000円あり、依然として差が開いた
状態が継続している。

有効求人倍率の推移 （左：全国・東北6県、右：被災3県）

現金給与総額 （労働者１人当たり） の推移

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」

資料：厚生労働省「毎月勤労統計」
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⑸ 消費活動の動向

＜個人消費＞
消費総合指数は、2014年4月の消費税増税前の駆け込み需要の影響で大きく上昇したが、その後の
反動減により急速に低下した。その後は持ち直しの動きが続いているものの、依然足踏み状態が続い
ている。2019年9月は消費税増税前の駆け込み需要の影響で大きく上昇した。

＜物価＞
2015年基準による消費者物価指数は、2016年10月に100.0となり、以降100を超える水準で推移し
ている。また、東北６県は全国と比較してやや物価の上昇幅が大きい状態となっている。

地域別消費総合指数の推移（季節調整値） （2012年基準） （東北6県）

消費者物価指数の推移 （2015年基準） （東北6県）

資料：内閣府「地域別支出総合指数（RDEI）」

資料：総務省「消費者物価指数」
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東北－前年同期比全国－前年同期比東北販売額
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＜商業販売 （百貨店） ＞
2015年第3四半期以降、足踏み状態が続いており前年割れが続いている。2019年第3四半期は消費
税増税前の駆け込み需要の影響で大きく上昇した。

＜商業販売 （スーパーマーケット） ＞
2016年第２四半期以降、概ね前年と同様の水準で推移している。

百貨店販売額の推移 （東北6県）

スーパーマーケット販売額の推移 （東北6県）

資料：経済産業省「商業動態統計」

資料：経済産業省「商業動態統計」
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東北－前年同期比全国－前年同期比東北販売額
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＜商業販売 （コンビニエンスストア） ＞
コンビニエンスストア（全店ベース）の商品販売額およびサービス売上高は、2011年以降増加基調
で推移している。

コンビニエンスストア販売額の推移 （東北6県）

資料：経済産業省「商業動態統計」
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スマート農業＝農業技術×先端技術
政府が目指すSoicety5.0では、これまでの社
会が大きく変わるという。例えば、人工知能（AI）
により多くの情報を分析するなどの面倒な作業
から解放され、ロボットや自動運転車などの支
援により人間の可能性が広がる。いよいよAI・
ロボット時代の到来である。
農業技術と先端技術の融合により、農業の世
界も大きく変わる可能性があるという。超省力・
高生産なスマート農業（例えば、農作業の自動化・
省力化、生育情報の自動収集、天候予測や河川
情報に基づく自動化・最適化）、最適な営農計画
（例えば、ニーズに合わせた収穫量の設定、天候
予測などに沿った作業計画、経験やノウハウの
共有、販売先の拡大）、さらには消費者のニーズ
に合わせた農産物の自動配送といった効率的な
マーケティングといった農業の未来像も政府に
よって示されている。スマート農業という技術
進歩によって、産業としての農業のありかたが
どのように変容するかはたいへん興味深いテー
マである。これについて、短期的視点、長期的
視点、ビジネス的視点の３点から考えてみたい。

短期的視点（技術進歩論）
まずスマート農業によって、生産性がどのよ
うに向上するかを考えてみよう。日本において
代表的なスマート農業技術の１つは、ドローン
を用いた精密な施肥・防除である。無駄がなく
効果的な資材投入によって、より多くの収量が
得られれば、増収効果が期待できる。他方、人
間の労働の代わりにドローンが素早く散布作業
をしてくれれば、それは省力効果も期待できる。
農業の世界では、増収型の技術は生物学や化
学の分野で研究され、省力型の技術は工学の分
野で研究されるのが常識であったため、それぞ
れ異なるタイプの技術体系として認識されてき
た。しかし、ドローン活用のようなスマート農
業は増収効果と省力効果が同時に期待できる複
合的な技術体系として理解でき、これまでのパ
ターンにはない農業技術進歩として、画期的で

あるといえる。数あるスマート農業技術の中に
は、増収・省力の両面の効果から相乗的に生産
性の向上に直結するものがある。

長期的視点（経済システム論）
次にスマート農業によって、農業はどのよう

に成長するかを考えてみよう。伝統農業では、
産業として農業は成長せず停滞状態が続くとさ
れる。それは、農業の経済システムが土地と労
働という本源的資本にのみ頼っている限りは拡
大の余地がないためであった（図１）。一方、ス
マート農業では産業として農業が成長する可能
性がある。それは、農業の経済システムが従来
とは異なり、労働資本の代わりに機械が重要な
資本となっており、また、人の役割は農業労働
力としてよりも、研究・開発などの知的創造活
動に求められるようになるからである（図２）。
スマート農業の経済システムでは、機械や技術
に対する不断の投資を通して、持続的成長が可
能となるのである。
こうみるとスマート農業の経済システムは、

工業の経済システムと極めて類似している点で
それほど驚くことではないかもしれない。しか
し、農業の世界にとっては革新的な変容であり、
また、農業の経済システムでは自然環境に由来
する土地資本は欠かせないという点で完全な工
業化とはいかないのも忘れてはならない。

ビジネス的視点（農業経営論）
この先、どのような農業者が生き残れるかを

最後に考えてみたい。野村総合研究所の推計で
は、10 ～ 20年後にAIやロボット等による代替
可能性が高い労働人口の割合は49％（日本）で
あるとされ、大半の勤労者にとって受難の時代
が近いかもしれない。
AI・ロボット技術による代替可能性の確率を

職業別に推計したものから、農業および関連分
野のものをいくつか抜き出してみると（表を参
照）、なかなか面白い。例えば、農作業や生育情

スマート農業の経済学
～ AI・ロボットで農業はどう変わるか～

岩手大学  木 下　幸 雄

c o l u m n

3

報収集において自動化・最適化が進むことから、
稲作農業者（代替確率82.6％）、花き栽培者（同
55.5％）などの代替可能性が高い。これに対して、
農業者相手に技術指導をする農業改良普及員（同
3.4％）の代替可能性は低い。また食産業の領域
では、給食調理人（同99.3％）や豆腐職人（同
83.8％）などでその製造工程で自動化が進むこ
とから代替可能性は高いものの、レストラン支
配人（同0.6％）、スーパー店長（同5.7％）など、
きめ細かな接客サービスが求められる職業では
代替可能性が低い。
個々の職業によって細かな事情はあるものの、

総じていうならば、人間とAI・ロボットとで両
者の得意・不得意な面が反映されて、それぞれ
の職業の代替可能性が決まるものと思われる。
人間がAI・ロボットに及ばない点は、「定型作業」、
「精確性」、「力とスピード」であると考えられる。
そうなると、どんな農産物を生産するにしても、

ある程度決まった作業は、コンピュータが人間
よりも早く精確に、しかも楽にこなしてくれる
ほうが合理的である。
これとは対照的に、AI・ロボットが人間に及

ばない点は、「管理力」、「おもてなし」、「創造
性」ではないであろうか。農作業が上手なこと
よりも、むしろ農業経営者として優れているこ
とのほうが重要となってくる。単に農産物を生
産・販売するだけでなく、食材・料理や自然・
環境の恵みを活用して、おもてなしの価値を提
供するグリーンツーリズム、食生活の質の向上
を通して新しい市場を創造する農業などは、コ
ンピュータだけではなかなか対応できるもので
はないであろう。AI・ロボット時代の到来をむ
かえるにあたり、産業として生き残るために人
間にしかできない農業に挑戦しなければならな
いのである。

生産活動 

消 費 

土 地 労 働 

生産物（農産物） 

生産活動 技術 人 

研究・開発  

土 地 機 械 

消 費 

生産物（農産物） 

投

資 

職　業 代替確率 職　業 代替確率

給食調理人 99.3％ レストラン支配人 0.6％

建設作業員 98.6％ 高等学校教員 1.1％

行政公務員（県市町村） 97.9％ 農業改良普及員 3.4％

青果・鮮魚卸店員 94.1％ ワイン製造工 5.5％

豆腐職人 83.8％ スーパー店長 5.7％

水産物加工工 83.0％ 栄養士 7.3％

稲作農業者 82.6％ 農学研究者 7.3％

水産養殖作業者 60.4％ 食品技術者 26.5％

花き栽培者 55.5％ 沿岸漁業者 26.6％

農業技術者 54.0％ 土木施工管理技術者 27.6％
出典：寺田ほか『誰が日本の労働力を支えるのか？』、2017年、東洋経済新報社
注：601職種の推計結果より一部を抜粋

表　職業別にみるＡＩ・ロボット技術による代替可能性確率

図1　伝統農業の経済（停滞する農業） 図2　スマート農業の経済（成長する農業）
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予測などに沿った作業計画、経験やノウハウの
共有、販売先の拡大）、さらには消費者のニーズ
に合わせた農産物の自動配送といった効率的な
マーケティングといった農業の未来像も政府に
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どのように変容するかはたいへん興味深いテー
マである。これについて、短期的視点、長期的
視点、ビジネス的視点の３点から考えてみたい。

短期的視点（技術進歩論）
まずスマート農業によって、生産性がどのよ

うに向上するかを考えてみよう。日本において
代表的なスマート農業技術の１つは、ドローン
を用いた精密な施肥・防除である。無駄がなく
効果的な資材投入によって、より多くの収量が
得られれば、増収効果が期待できる。他方、人
間の労働の代わりにドローンが素早く散布作業
をしてくれれば、それは省力効果も期待できる。
農業の世界では、増収型の技術は生物学や化

学の分野で研究され、省力型の技術は工学の分
野で研究されるのが常識であったため、それぞ
れ異なるタイプの技術体系として認識されてき
た。しかし、ドローン活用のようなスマート農
業は増収効果と省力効果が同時に期待できる複
合的な技術体系として理解でき、これまでのパ
ターンにはない農業技術進歩として、画期的で

あるといえる。数あるスマート農業技術の中に
は、増収・省力の両面の効果から相乗的に生産
性の向上に直結するものがある。

長期的視点（経済システム論）
次にスマート農業によって、農業はどのよう

に成長するかを考えてみよう。伝統農業では、
産業として農業は成長せず停滞状態が続くとさ
れる。それは、農業の経済システムが土地と労
働という本源的資本にのみ頼っている限りは拡
大の余地がないためであった（図１）。一方、ス
マート農業では産業として農業が成長する可能
性がある。それは、農業の経済システムが従来
とは異なり、労働資本の代わりに機械が重要な
資本となっており、また、人の役割は農業労働
力としてよりも、研究・開発などの知的創造活
動に求められるようになるからである（図２）。
スマート農業の経済システムでは、機械や技術
に対する不断の投資を通して、持続的成長が可
能となるのである。
こうみるとスマート農業の経済システムは、
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また、農業の経済システムでは自然環境に由来
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ビジネス的視点（農業経営論）
この先、どのような農業者が生き残れるかを

最後に考えてみたい。野村総合研究所の推計で
は、10 ～ 20年後にAIやロボット等による代替
可能性が高い労働人口の割合は49％（日本）で
あるとされ、大半の勤労者にとって受難の時代
が近いかもしれない。
AI・ロボット技術による代替可能性の確率を

職業別に推計したものから、農業および関連分
野のものをいくつか抜き出してみると（表を参
照）、なかなか面白い。例えば、農作業や生育情

スマート農業の経済学
～ AI・ロボットで農業はどう変わるか～
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報収集において自動化・最適化が進むことから、
稲作農業者（代替確率82.6％）、花き栽培者（同
55.5％）などの代替可能性が高い。これに対して、
農業者相手に技術指導をする農業改良普及員（同
3.4％）の代替可能性は低い。また食産業の領域
では、給食調理人（同99.3％）や豆腐職人（同
83.8％）などでその製造工程で自動化が進むこ
とから代替可能性は高いものの、レストラン支
配人（同0.6％）、スーパー店長（同5.7％）など、
きめ細かな接客サービスが求められる職業では
代替可能性が低い。
個々の職業によって細かな事情はあるものの、

総じていうならば、人間とAI・ロボットとで両
者の得意・不得意な面が反映されて、それぞれ
の職業の代替可能性が決まるものと思われる。
人間がAI・ロボットに及ばない点は、「定型作業」、
「精確性」、「力とスピード」であると考えられる。
そうなると、どんな農産物を生産するにしても、

ある程度決まった作業は、コンピュータが人間
よりも早く精確に、しかも楽にこなしてくれる
ほうが合理的である。
これとは対照的に、AI・ロボットが人間に及

ばない点は、「管理力」、「おもてなし」、「創造
性」ではないであろうか。農作業が上手なこと
よりも、むしろ農業経営者として優れているこ
とのほうが重要となってくる。単に農産物を生
産・販売するだけでなく、食材・料理や自然・
環境の恵みを活用して、おもてなしの価値を提
供するグリーンツーリズム、食生活の質の向上
を通して新しい市場を創造する農業などは、コ
ンピュータだけではなかなか対応できるもので
はないであろう。AI・ロボット時代の到来をむ
かえるにあたり、産業として生き残るために人
間にしかできない農業に挑戦しなければならな
いのである。

生産活動 

消 費 

土 地 労 働 

生産物（農産物） 

生産活動 技術 人 

研究・開発  

土 地 機 械 

消 費 

生産物（農産物） 

投

資 

職　業 代替確率 職　業 代替確率

給食調理人 99.3％ レストラン支配人 0.6％

建設作業員 98.6％ 高等学校教員 1.1％

行政公務員（県市町村） 97.9％ 農業改良普及員 3.4％

青果・鮮魚卸店員 94.1％ ワイン製造工 5.5％

豆腐職人 83.8％ スーパー店長 5.7％

水産物加工工 83.0％ 栄養士 7.3％

稲作農業者 82.6％ 農学研究者 7.3％

水産養殖作業者 60.4％ 食品技術者 26.5％

花き栽培者 55.5％ 沿岸漁業者 26.6％

農業技術者 54.0％ 土木施工管理技術者 27.6％
出典：寺田ほか『誰が日本の労働力を支えるのか？』、2017年、東洋経済新報社
注：601職種の推計結果より一部を抜粋

表　職業別にみるＡＩ・ロボット技術による代替可能性確率

図1　伝統農業の経済（停滞する農業） 図2　スマート農業の経済（成長する農業）
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1. はじめに

『農林水産白書』（平成30年度）では、高齢化
が続く中で農業の担い手が減少していることも

示されている。ここでは、東北地方の今後の人
口高齢化と就農人口について検討する。はじめ
に表1により『県民経済計算』により、東北の県
内総生産に占める農業の比率を見る。

東北地方の人口高齢化と就農人口、
農業生産の予測について

東北大学大学院経済学研究科 高齢経済社会研究センター長・教授  吉 田　浩

県番号 都道府県 農業 県内総生産
県民経済計算に
占める農業の比率
（単位：％）

02 青森県  174,328 4,540,185 3.84

03 岩手県  119,658 4,722,913 2.53

04 宮城県  77,988 9,481,621 0.82

05 秋田県  79,412 3,366,869 2.36

06 山形県  130,648 3,954,232 3.30

07 福島県  95,936 7,823,559 1.23

15 新潟県*  110,331 8,845,614 1.25

　 全県計  4,317,825 546,550,491 0.79
出所：  内閣府（2019）県民経済計算（平成18年度－平成27年度）（2008SNA、平成23年基

準計数）『経済活動別県内総生産（名目）』により作成。平成27年（2015年）の金額。
（単位：百万円）、*新潟県は参考値。

表1を見ると、全国平均では県民経済に占める
農業の比率は低く0.79%にすぎないことが分か
る。しかし、東北各県の県民経済計算に占める
農業の比率は青森県の3.8%を筆頭に最も低い宮
城県でも0.82%であり、全国平均より高いこと
が分かる。

2. 東北における農業従事者の特徴

次に農業従事者の年齢内訳の特徴を平成30年
農業構造動態調査の『年齢別基幹的農業従事者
数』により確認する。

地域
都道府県

男女計

計 29歳
以下

30～
34

35～
39

40～
44

45～
49

50～
54

55～
59

60～
64

65～
69

70～
74

75歳
以上

全国 (1) 1,450.5 18.2 23.5 30.8 38.0 41.7 53.2 90.7 167.3 392.6 213.8 380.5

東北 (4) 250.5 2.5 4.0 4.6 5.3 4.9 7.5 16.6 35.2 78.3 35.8 55.6

青森 (13) 49.9 0.7 1.1 1.3 1.4 1.7 2.6 4.6 7.6 11.8 7.2 10.0

岩手 (14) 45.8 0.3 0.5 0.9 0.7 0.8 1.1 2.6 5.7 14.4 6.6 12.3

宮城 (15) 31.0 0.3 0.7 0.4 0.6 0.7 0.8 2.0 4.7 10.5 3.2 7.2

秋田 (16) 32.1 0.2 0.6 0.4 0.8 0.3 0.6 2.0 4.6 11.7 4.9 6.0

山形 (17) 38.8 0.5 0.7 1.1 1.0 0.9 1.2 2.8 4.9 10.8 6.2 8.6

福島 (18) 52.8 0.5 0.5 0.6 0.8 0.5 1.3 2.6 7.7 19.2 7.6 11.6
出所：農林水産省（2018）平成30年農業構造動態調査の『年齢別基幹的農業従事者数』により作成。（単位：千人）

表1  県民経済に占める農業の比率

表2  平成30年全国の年齢別基幹的農業従事者数
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表2を見ると、東北の農業従事者数は250,500
人であり、全国1,450,500人の約17.2％を占め
ることが分かる。また、年齢別に見れば、東北
の農業従事者数の中では65歳から69歳までの者
が最も多く78,300人であり、全国の約2割を占
めることが示されている。

3. 東北の高齢化と農業従事者の将来予測

以下の表3は、『住民基本台帳年齢階級別人口
（都道府県別）』（総務省,　2018）と農業構造動
態調査の『年齢別基幹的農業従事者数』（農林水
産省, 2018）により東北6県の年齢別の農業従事
者比率ρを作成したものである。

地域
都道府県

男女計

計 29歳
以下

30～
34

35～
39

40～
44

45～
49

50～
54

55～
59

60～
64

65～
69

70～
74

75歳
以上

青森 (1) 3.81 0.22 1.71 1.76 1.61 1.92 3.07 5.02 7.69 10.21 8.39 4.82

岩手 (2) 3.62 0.10 0.80 1.25 0.84 0.98 1.40 3.06 6.16 13.47 8.33 5.77

宮城 (3) 1.34 0.05 0.51 0.26 0.35 0.43 0.56 1.38 3.03 5.78 2.49 2.35

秋田 (4) 3.16 0.09 1.30 0.73 1.25 0.48 0.98 2.82 5.68 12.40 7.12 3.13

山形 (5) 3.51 0.18 1.26 1.73 1.42 1.33 1.82 3.77 6.04 11.28 9.17 4.52

福島 (6) 2.75 0.10 0.49 0.54 0.63 0.41 1.10 1.99 5.44 11.80 6.79 3.98
出所：  総務省（2018）『平成30年住民基本台帳年齢階級別人口（都道府県別）』と農林水産省（2018）平成30年農業構造動態調査の『年

齢別基幹的農業従事者数』により作成。（単位：％）

表3を見ると、東北6県の65歳～ 69歳の農業
従事者比率が高いことが分かる。次に国立社会
保障・人口問題研究所（社人研）の地域別将来

推計人口Nを用いて、上記表3のρが県別に将来
も一定として、n＝N・ρ　によって2045年の
農業従事者数nを予想した。

地域
都道府県

男女計

計 29歳
以下

30～
34

35～
39

40～
44

45～
49

50～
54

55～
59

60～
64

65～
69

70～
74

75歳
以上

青森 (1) 31,404 319 479 546 597 827 1,435 2,530 4,652 7,127 6,360 11,556

岩手 (2) 32,041 165 263 456 350 459 725 1,736 4,021 9,868 6,371 13,430

宮城 (3) 24,255 187 381 208 304 424 580 1,582 3,942 8,348 3,787 10,186

秋田 (4) 19,026 84 238 156 307 140 319 1,033 2,565 6,660 3,991 5,996

山形 (5) 26,936 279 364 554 513 537 796 1,830 3,365 7,013 5,793 9,266

福島 (6) 36,166 249 239 287 381 278 831 1,670 5,163 12,591 7,796 14,332
出所：  総務省（2018）『平成30年住民基本台帳年齢階級別人口（都道府県別）』と農林水産省（2018）平成30年農業構造動態調査の『年

齢別基幹的農業従事者数』により作成。（単位：人）

表3  東北6県の年齢別農業従事者比率:ρ

表4 　2045年東北各県における農業人口将来推計（男女計）：n
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表2を見ると、東北の農業従事者数は250,500
人であり、全国1,450,500人の約17.2％を占め
ることが分かる。また、年齢別に見れば、東北
の農業従事者数の中では65歳から69歳までの者
が最も多く78,300人であり、全国の約2割を占
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4. 結果と考察

地域
都道府県

男女計

L（2020） L（2045） L（2045/2020）
（単位：％）

青森 (1) 47,127 31,404 67.0

岩手 (2) 44,346 32,041 72.0

宮城 (3) 30,786 24,255 79.0

秋田 (4) 30,227 19,026 63.0

山形 (5) 37,590 26,936 72.0

福島 (6) 50,268 36,166 72.0
出所：表4から全年齢の合計数Lを求め、L(2045)／ L(2020)を各県別に求めたものである。

表5を見ると、各県別の男女・年齢別nを合計
したL （2045） をL （2020） によって割った変化率
が63%から79%となり、2045年の東北各県の農
業人口は2020年の6割～ 8割に減少することが
わかる。これにより、東北地方の農業生産は大
きく減少し、経済社会的にも大きな影響をもた
らすことがわかる。

参考文献

農林水産省（2019）「平成30年度 食料・農業・
農村白書」http://www.maff .go.jp/j/wpaper/w_
maff/h30/h30_h/trend/part1/chap3/c3_2_00.
html#d0196 (閲覧日　2019年10月30日)

表5　東北各県別の農業人口変化率
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ςʔϚબఆに͋ͨΓ

人口減少、少ྸߴࢠԽがਐలするզがࠃに͓いて、さま͟まな産業で従ऀࣄのྸߴԽや担いखෆ
がେきなとなっているが、業もその一ͭである。

౦ݍに͓ける業ब業人口は���5から�0�5の�0間で�0�.�ສ人から��.�ສ人と̏分の
̍΄どに減少し、ۙࢸは過が�5ࡀҎ上で、�5ࡀҎ上もશମの�0ˋఔ度をめる。ޙにはେ
ྔがఆされるなど、産業としてة機的なঢ়گにある。

このようなഎܠを౿まえ、ࠃは業のڝ૪ྗ強Խに向け、業と機ցメーΧーやITベンμー等のଞ
産業との࿈ܞによるスマート業や、業にؔするσータ࿈جܞ൫උをਪਐしている。これらのऔ
により、作業の生産性向上や、σータ活用ɾղੳによる業ܦӦの強Խ、さらには生産から流通、
Ճ、ফඅまでのフーυνΣーン一ମのߴ度Խをࢦしている。ޙࠓのさらなるऔのਐలや現場
の普ٴɾ֦େの動きがされている中で、こうしたフΟールυで活༂する৽たなϓϨーϠーもొ場
して͓り、これまでにない品ɾαーϏスのఏڙが࢝まっているなど、業分に͓けるϏジωス֦
େが期待される。

そこでࠓճの౦ࣾݍ会ࡁܦനॻの第ᶘ෦では、業Ϗジωスをςーマにऔりѻうこととし、とり
わけ、これまで業分に的にؔ༩をしていないا業が中৺となって、業の産業強Խに向けϏ
ジωスల開する動きにযをてている。

第ᶘ෦は̑ষにてߏしている。第̍ষʮ業の現ঢ়と՝ʯでは、業のڝ૪ྗ強Խに向けたऔ
にͭいてスマート業にؔするࡦ動向を中৺に֓؍するとともに、౷ܭσータ等から౦ݍに͓
ける業の特৭やࣄ業ڥのมભにͭいてߟする。第̎ষʮௐࠪのࢹʯでは、ࠓճզ々がணし
たʮ業Ϗジωスの৽ை流ʯのߟえ方と、ௐࠪΞϓϩーνをཧする。第̏ষʮ先ਐྫࣄௐࠪʯでは、
౦ݍ内֎に͓ける業Ϗジωスにる先ਐྫࣄのௐࠪ݁Ռと、そこから見えたऔのϙイント͓よ
び՝をऔりまとめる。第̐ষʮΞンέートௐࠪʯでは、৽たな業Ϗジωスを担うことが期待され
る人ࡐのबにରする意ࣝやෆ҆等をΞンέートௐࠪから໌らかにする。第̑ষʮఏݴʯに͓いては、
業の産業Խに向けて、৽たなϓϨーϠーである֎ا業のࢀೖをଅすためのఏݴや、৽たな
業Ϗジωスにܞわる人ࡐの֫ಘに向けたఏݴを行うこととする。

な͓、第ᶘ෦の作は、ެӹஂࡒ๏人भࡁܦௐࠪڠ会、ࣜג会ࣾւಓೋे一世ل૯߹研究所͓
よびࣜג会ࣾຊࡁܦ研究所のྗڠをಘてਐめてきた。また、行ɾઐ機ؔのώΞϦンάや先ਐ
をいた。この場をྗڠのօさまから多େなるऀؔ、ɾΞンέートの֤ௐࠪをਐめるにたりྫࣄ
आりてްくྱޚਃし上͛たい。



62

1 ۀͷݱঢ়ͱ՝

5 ఏݴ

138

142

146

150

154

157

160

164

168

ᶍ ࣜגձࣾΦϓςΟϜʢࠤլࠤݝլࢢʣ　 ࣜגձࣾΦϓςΟϜΞάϦɾΈͪͷ ʢ͘੨ݝ੨ࢢʣ

ᶎ ࣜגձࣾϑΝʔϜʢٶݝઋࢢʣ

ᶏ ࣜגձࣾεϚʔτϦϯΫւಓʢւಓ岩ݟࢢʣ

τϐοΫεւಓ大学 ϩόετ農ྛਫ࢈学ࡍࠃ࿈ڀݚܞ教ҭڌʢւಓࡳຈࢢʣ

ᶐ ࣜגձࣾϙέοτϚϧγΣʢ岩手ݝՖࢢרɺ౦ژौ୩۠ʣ

ᶑ ϚΫλΞϝχςΟࣜגձ ʢࣾౡݝҏୡࢢʣ

ᶒ ࣜגձࣾϑΝʔϜɾΞϥΠΞϯεɾϚωδϝϯτʢ౦ژઍా۠ʣ

ᶓ ͍͞όεࣜגձࣾ ʢ੩Ԭݝ೭ࢢݪʣ

ςʔϚબఆʹ͋ͨΓ 61

ۀϏδωεͷ৽ைྲྀ

ୈⅡ෦ 

ᾇ ۀΛ८Δࡦಈ

ᾈ σʔλͰݟΔۀ

64

82

2 ௐࠪͷࢹ

3 ઌਐྫࣄௐࠪ

ᾇ ৽ͨͳۀͷਐలʹݟΔϏδωεͷ৽ைྲྀ

ᾈ ௐࠪͷجຊతͳํ͑ߟ

96

97

99

103

103

106

109

112

115

118

122

125

127

131

134

ᾇ ௐࠪ֓ཁ

ᾈ ݸผྫࣄ

ᶃ ࣜגձࣾαεςΫϊʢ੨ݝീࢢށʣ

ᶄ ಉࣜגۀ࢈ձ ʢࣾ岩手ݝՖࢢרʣ

ᶅ ౦ޫమࣜגձ ʢࣾळాݝ大ؗࢢʣ

ᶆ ࣜגձࣾΨΦνϟΦΤϯδχΞϦϯάʢݝܗࢁԬࢢʣ

ᶇ ࣜגձࣾFAMSʢ৽ׁݟݝෟࢢʣ

ᶈ ࣜגձࣾζίʔγϟʢւಓଳࢢʣ

ᶉ χγϜిࣜגۀࢠձ ʢࣾԬݝԬࢢʣ

τϐοΫε農ஂۀϓϩδΣΫτʮӋੜνϟϨϯδϑΝʔϜʯʢ࡛ݝۄӋੜࢢʣ

ᶊ ࣜגձࣾωΫεάϧʔϓʢ岩手ݝՖࢢרʣ

ᶋ ࣜגձࣾHappy Qualityʢ੩Ԭݝদࢢʣ

ᶌ ࣜגձࣾλΧϑδʢ大ݝ大ࢢʣ ࣜגձࣾλΧώίΞάϩϏδωεʢ大ݝॏொʣ

ᾉ ྫࣄͷ·ͱΊ

4 Ξϯέʔτௐࠪ
ᾇ ௐࠪ֓ཁ

ᾈ Ξϯέʔτ݁Ռ

ᾉ Ξϯέʔτௐࠪͷ·ͱΊ

170

172

179

ྉʢΞϯέʔτௐࠪථʣࢿߟࢀ 184

180



63

1 ۀͷݱঢ়ͱ՝

5 ఏݴ

138

142

146

150

154

157

160

164

168

ᶍ ࣜגձࣾΦϓςΟϜʢࠤլࠤݝլࢢʣ　 ࣜגձࣾΦϓςΟϜΞάϦɾΈͪͷ ʢ͘੨ݝ੨ࢢʣ

ᶎ ࣜגձࣾϑΝʔϜʢٶݝઋࢢʣ

ᶏ ࣜגձࣾεϚʔτϦϯΫւಓʢւಓ岩ݟࢢʣ

τϐοΫεւಓ大学 ϩόετ農ྛਫ࢈学ࡍࠃ࿈ڀݚܞ教ҭڌʢւಓࡳຈࢢʣ

ᶐ ࣜגձࣾϙέοτϚϧγΣʢ岩手ݝՖࢢרɺ౦ژौ୩۠ʣ

ᶑ ϚΫλΞϝχςΟࣜגձ ʢࣾౡݝҏୡࢢʣ

ᶒ ࣜגձࣾϑΝʔϜɾΞϥΠΞϯεɾϚωδϝϯτʢ౦ژઍా۠ʣ

ᶓ ͍͞όεࣜגձࣾ ʢ੩Ԭݝ೭ࢢݪʣ

ςʔϚબఆʹ͋ͨΓ 61

ۀϏδωεͷ৽ைྲྀ

ୈⅡ෦ 

ᾇ ۀΛ८Δࡦಈ

ᾈ σʔλͰݟΔۀ

64

82

2 ௐࠪͷࢹ

3 ઌਐྫࣄௐࠪ

ᾇ ৽ͨͳۀͷਐలʹݟΔϏδωεͷ৽ைྲྀ

ᾈ ௐࠪͷجຊతͳํ͑ߟ

96

97

99

103

103

106

109

112

115

118

122

125

127

131

134

ᾇ ௐࠪ֓ཁ

ᾈ ݸผྫࣄ

ᶃ ࣜגձࣾαεςΫϊʢ੨ݝീࢢށʣ

ᶄ ಉࣜגۀ࢈ձ ʢࣾ岩手ݝՖࢢרʣ

ᶅ ౦ޫమࣜגձ ʢࣾळాݝ大ؗࢢʣ

ᶆ ࣜגձࣾΨΦνϟΦΤϯδχΞϦϯάʢݝܗࢁԬࢢʣ

ᶇ ࣜגձࣾFAMSʢ৽ׁݟݝෟࢢʣ

ᶈ ࣜגձࣾζίʔγϟʢւಓଳࢢʣ

ᶉ χγϜిࣜגۀࢠձ ʢࣾԬݝԬࢢʣ

τϐοΫε農ஂۀϓϩδΣΫτʮӋੜνϟϨϯδϑΝʔϜʯʢ࡛ݝۄӋੜࢢʣ

ᶊ ࣜגձࣾωΫεάϧʔϓʢ岩手ݝՖࢢרʣ

ᶋ ࣜגձࣾHappy Qualityʢ੩Ԭݝদࢢʣ

ᶌ ࣜגձࣾλΧϑδʢ大ݝ大ࢢʣ ࣜגձࣾλΧώίΞάϩϏδωεʢ大ݝॏொʣ

ᾉ ྫࣄͷ·ͱΊ

4 Ξϯέʔτௐࠪ
ᾇ ௐࠪ֓ཁ

ᾈ Ξϯέʔτ݁Ռ

ᾉ Ξϯέʔτௐࠪͷ·ͱΊ

170

172

179

ྉʢΞϯέʔτௐࠪථʣࢿߟࢀ 184

180



第
Ⅰ
部 

東
北
圏
に
お
け
る
社
会
経
済
の
現
状
と
今
年
の
変
化

ୈ
Ⅱ
෦ 

農
業
Ϗ
δ
ω
ス
の
৽
ை
ྲྀ

第
Ⅲ
部 

資
料
編

64

ୈⅡ෦ ۀϏδωεͷ৽ைྲྀ

ۀͷݱঢ়ͱ՝1

ᾇ ۀΛ८るࡦಈ

զがࠃの業ࡦは、ઓޙから現在にࢸる中で、その時々の時代എܠやมԽにରԠしͭͭ、産
業の݈શなൃలやࠃຽ生活の向上をਤってきた。

担いखෆやबऀのྸߴԽがਐలしているࠓࡢに͓いては、ʮ߈めの業ʯの࣮現に向け、業
のڝ૪ྗ強Խに向けたࡦࢪ等をਪਐしているところである。

ここでは、上هの有用な打ͪखの一ͭとしてをཋびている、スマート業�にؔする動向を中৺
に֓؍する。

ຊ方2019جӡӦͱվֵのࡒࡁܦ

えるॏ要分であるとして、一ࢧ再生をࡁܦのࠃはこれまでも、ྛਫ産業の産業Խはզがࠃ
࿈のઓུに͓いて業のイノベーションをੵۃ的にਪਐしてきた。そうした中、�0���݄のʮະ
来ࢿઓུ�0��ʯに͓いて、ʮh スマート業ʱの࣮現ʯがࠃのࡦඪとしてॳめて͛ܝられた。

�0��にೖると、スマート業をਪਐする動きはՃԽし、同�݄のʮࡒࡁܦӡӦと改ֵのج
ຊ方�0��ʢいわゆるࠎଠ方�0��ʣʯに͓いては、Society5.0時代に;さわしいΈを作るため
にྛਫ産業を活性Խするための࣮現方ࡦとしてʮٕज़࣮のਪਐによるスマート業ʯがҐஔͮけ
られた。

1　  ϩϘοτٕज़ICTͷઌٕज़Λ׆༻͠ɺলྗԽߴ࣭ੜ࢈ΛՄʹ͢Δ৽ͨͳ農ۀʢ農ྛਫ࢈লͷʮh εϚʔτ農ۀͷ࣮
ՌͷதؒऔΓ·ͱΊʯ2014ެදʣ݁౼ݕձʱڀݚ͚ͨʹݱ

ٕज़࣮ͷਪਐに
ΑるεϚʔτۀ

地Ҭۀ࢈ͷ
Խੑ׆

ྛਫۀ࢈ͷ
Խੑ׆

Society 5.0࣌
に;͞Θ͍͠
Έͮ͘Γ

地方ੜͷਪਐ

ઓུ࣮ܭߦը
Λ͡Ίͱ͢Δ
ྗͷڧԽ

ਓͮ͘Γֵ໋ɺ
ಇ͖ํվֵɺ
ॴಘࡦ্ͷਪਐ

άϩʔόϧࡁܦ
ࣾձͱͷ࿈ܞ

౦ژҰूۃதͷੋ
ਖ਼ɺํͷ৽ͨ
ͳਓͷྲྀΕͷग़

தݎɾதখɾখن
ऀۀࣄͷࢧԉ

Խੑ׆ͷޫ؍

ւ֎ྗ׆ͷऔࠐΈΛ
௨ͨ͡Ҭੑ׆Խ

ΔΠϊ͚͓ʹۀྛ
ϕʔγϣϯɿICTʹ
ΑΔࡐͷੜ࢈ཧ

εϚʔτਫۀ࢈ɿ
σʔλͷར׆༻
όϦϡʔνΣʔϯ
ͷੜੑ࢈վળ

২ͷछొ੍
ͷॆ࣮ʹΑΔ༏ྑ
छւ֎ྲྀग़ࢭɺ৽
छҭଅਐ

ڇҨݯࢿͷෆద
ͳւ֎ྲྀग़ࢭ

࡞ຊํ2019ʯʢ20196݄ʣΑΓجӡӦͱվֵͷࡒࡁܦྉɿʮࢿ

ʮࡒࡁܦӡӦͱվֵͷجຊ方 2019ʯͷப
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ʮࡒࡁܦӡӦと改ֵのجຊ方�0��ʯに͓いては、業の活性Խを࣮現するऔとして、ҎԼの
�ͭを͛ڍている。その一ͭとして、ʮ業৽ٕज़の現場࣮ਪਐϓϩάラϜʢޙड़ʣʯにͮجく、੍
度的՝のରԠもؚめたٕज़࣮のਪਐによるスマート業の࣮現等にऔりΉこととしている。

ۀͷੑ׆Խ࣮ݱに͚ͨऔ

࡞ຊํ2019ʯʢ20196݄ʣΑΓجӡӦͱվֵͷࡒࡁܦྉɿʮࢿ

農ऀۀͷॴಘ্ΛਤΔͨΊɺ農͕ࣗऀۀ༝ʹܦӦల։Ͱ͖ΔڥͷඋͱࣗΒͷྗͰղܾͰ͖ͳ͍
తͳΛղܾ͍ͯ͘͠ɻߏ

ʮ農ۀ৽ٕज़ͷݱ࣮ਪਐϓϩάϥϜʯʹ͖ͮجɺ੍త՝ͷରԠؚΊٕͨज़࣮ͷਪਐʹΑΔε
Ϛʔτ農ۀͷ࣮ݱʹΑΓڝ૪ྗڧԽΛߋʹՃͤ͞Δɻ

農தؒཧߏػத৺ͷूੵମ੍Λཱ֬ͭͭ͠ɺਓɾ農ϓϥϯͷ࣮࣭ԽʹΑΓɺ農ͷूੵɾूԽ
Λਪਐ͢Δɻ

վྑۀࣄʹΑΓ農ͷ大۠ըԽ൚༻ԽɾാԽΛਐΊΔɻ

தؒࢁҬͷऩӹྗΛڧԽ͢Δɻ

農ڠվֵΛண࣮ʹ࣮͢ࢪΔͱͱʹɺ農ܦۀӦମ͕ࣗΒͷஅͰ࡞ΛબͰ͖ΔΑ͏ถࡦվֵͷఆண
ਐΊΔɻ

ͮ͘Γʹཱͭංྉੜ࢈͕ਐΉΑ͏ɺංྉʹؔ͢Δ๏੍ͷݟ͠Λૣ͏ߦʹظɻ

Λਪਐ͢Δɻۀ農ػਫ४ͷ༗ࡍࠃ
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ઓུϑΥϩʔΞοϓʢൈਮʣ

ᶃ　ੜݱ࢈ͷڧԽ

ΞʣਓݮޱগԼʹ͓͍ͯྗ͍ڧߏۀͷߏஙͱਓࡐͷҭ

ɹɾ  業生産を࣋ଓ的に行っていくため、産Ճɾྔڅڙௐ等によるՃՁ向上、(A1ʢ業
生産ఔཧʣࢦಋ、ICT 活用等を意により行う৽たな生産ࣄ業ମのల開をਪਐ。

ΠʣͷूੵɾूԽͱͮ͘Γͷਪਐ 

ɹɾ  地の地ྗ向上のため、υϩーン等を活用したஅにͮجくͮくりをਪਐ、ऩྔ૿ՃޮՌを
ؚめたஅσータベースをߏங。

ᶄ　όϦϡʔνΣʔϯʹ͓͚Δվֵͷਪਐ

Ξʣྲྀ௨ɾՃͷվֵ

ɹɾ  ྛਫ産等の流通ɾՃのߏ改ֵのため、ICT の活用等による流通の߹ཧԽをଅਐ。
ɹɾ  ジϏΤのར用֦େをਤるため、ICTを活用したスマートั֫等をਪਐ。 

ᶅ　εϚʔτۀͷਪਐ

ɹ  �0��度までにスマート業の現場࣮をਐめるڥがうよう、ʮ業৽ٕज़の現場࣮ਪਐϓϩ
άラϜʯにもଈしҎԼのऔをਐめる。 
Ξʣڀݚ։ൃ

ɹɾ  業ऀのχーζを౿まえ現場までの࣮をࢹに研究開ൃを行い、地Ҭや品のۭനྖҬの研究開
ൃを༏先的に࣮ࢪ。

 ɹɾ  業൛ICT人ࡐόンΫߏஙに向け、ཱࠃ研究開ൃ๏人ɹ業ɾ৯品産業ٕज़૯߹研究機ߏʢҎԼ、
研機ߏʣのAI人ࡐ強Խ、質のߴいAI 研究を࣮ࢪ。 

Πʣ࣮ূɾීٴ

ɹɾ  શ業େֶߍでスマート業をऔりೖれたत業等をॱ次֦େɾॆ࣮、業ߍߴにもల開。
ɹɾ  フΥーラϜɾマονンάϛーςΟンά等を֤地で開࠵、行खଓのΦンラインシスςϜの活用を通

じ業ऀൃ৴。
ɹɾ  スマート業ٕज़を生産からग़ՙまでの一؏したମܥとして࣮ূ、産地ɾ品୯Ґのスマート業

ٕज़ମܥをߏங。
ɹɾ  スマート業機ցɾシスςϜのڞ同ར用ɾ作業डҕୗ等のޮར用Ϟσルをఏࣔ。
ɹɾ  ༷ 々な業種のຽ間ࣄ業ऀのスマート業分のࢀೖをଅਐするためのڥをඋ。
ɹɾ  スマート業にؔする૬ஊରԠに向け、普ࢦٴಋһ等によるࣝやٕज़活用方๏をशಘ。
ɹɾ  スマート機の࣮用Խに߹わせ、必要な҆શ性Ψイυラインをඋ。
ʣڥඋ

ɹɾ  自動行機や ICT ਫཧ等のスマート業にରԠした業ଜඋのల開に向けたݕ౼ɾ開ൃ
をਐめるとともに、ใωοトϫーΫڥඋに向けऔりΉ。

ɹɾ  中ࢁ間地に͓けるスマート業の࣮現を೦಄にஔいた場のඋや、Ռथ業等の特性にԠじた
。のඋをਤるڥ

ɹɾ  業σータ࿈جܞ൫に͓いて多༷なσータのੵɾఏڙをਐめるとともに、業生産のΈならͣՃ
。ஙに向けた開ൃをਐめるߏɾ流通ɾফඅにまで֦ுしたスマートフーυνΣーンシスςϜの

ɹɾ  ৯品等流通๏のܭըೝఆ੍度を活用し、৯品流通ϓラοトフΥーϜのཱ上͛をޙԡしするとともに、
流、品ཧ、ܾࡁの֤分に͓いて、σータのڞ有ɾ活用やল人ԽɾলྗԽのऔをਪਐし、
֤औのϓラοトフΥーϜの࣮をਤる。

ઓུ実ܭߦը
�0���݄のʮઓུ࣮行ܭըʯは、ʮࡒࡁܦӡӦと改ֵのجຊ方�0��ʯの࣮行ϓランとし

てࡦఆされ、۩ମ的にはʮઓུフΥϩーΞοϓʯにམとしࠐまれている。そこではྛਫ産業શ
ମにわたる改ֵとスマートྛਫ産業の࣮現をਤるために৽たにͣߨべき۩ମ的ࡦࢪのトοϓにʮ
業改ֵのՃʯが͛ܝられている。そのபは、ᶃ生産現場の強Խ、ᶄόϦϡーνΣーンに͓ける改ֵ
のਪਐ、ᶅスマート業のਪਐの�ͭとなっている。

࡞ྉɿʮઓུϑΥϩʔΞοϓʯʢ20196݄ʣΑΓࢿ
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また、ʮྩݩ度ֵ৽的ࣄ業活動にؔする࣮行ܭըʯʢྩݩ�݄��ֳܾٞఆʣに͓いて、こ
れらの۩ମ的ࡦࢪのల開にؔし、�0�0度までをܭը࣮行期間としたϩーυマοϓをཧしている。
な͓、ϩーυマοϓは、中期的なऔにも࿈動させていく؍から、�0�5度までのऔの見通し
もซせてࡌهされている。

୲େਉ2019 2020 2021 2022ʙ2025 ̠̥̞

• 2025 ·Ͱʹ農

΅΄ͷ୲͍手ͷۀ

શ͕ͯσʔλΛ׆

༻ͨ͠農ۀΛ࣮ફ

• ΄ؒͰͷҠಈΛ

ؚΉԕִࢹʹΑ

Δແਓࣗಈߦγ

εςϜΛ 2020 

·Ͱʹ࣮ݱ

ʲ農ྛਫ࢈大ਉʳ

ʲจ部Պ学大ਉɺ 
農ྛਫ࢈大ਉʳ

ʲ農ྛਫ࢈大ਉʳ

ʲ農ྛਫ࢈大ਉʳ

ʲ૯大ਉɺ
農ྛਫ࢈大ਉʳ

ʲ農ྛਫ࢈大ਉʳ

༧ࢉฤ
੫੍վਖ਼ཁ ळʙ ௨ৗࠃձ

։ൃڀݚ

࣮ূɾීٴ

උڥ

農ऀۀͷχʔζΛ౿·͑ݱ·Ͱͷ࣮Λࢹʹڀݚ։ൃΛ͍ߦɺ
ҬͷۭനྖҬͷڀݚ։ൃΛ༏ઌతʹ࣮ࢪ

農ۀ൛ I CTਓࡐόϯΫߏஙʹ͚ɺ農ߏػݚͷ AIਓࡐΛڧԽ͠ɺ
࣭ͷ͍ߴ AI ڀݚΛ࣮ࢪ

εϚʔτ農ۀʹؔ͢Δ૬ஊରԠʹ͚ɺීࢦٴಋһʹΑΔࣝ
ٕज़׆༻ํ๏ͷशಘ

農ۀσʔλ࿈جܞ൫ΛՃɾྲྀ௨ɾফඅ·Ͱ֦ுͨ͠εϚʔτϑʔυνΣʔϯ
γεςϜʢSFCSʣͷߏஙʹ͚ͨ։ൃ

農ۀ大学ߍʹ͓͍ͯεϚʔτ農ۀΛऔΓೖΕͨ授ۀΛॱ֦࣍大ɾॆ࣮͠ɺ
農ߍߴۀʹల։

தؒࢁͰͷεϚʔτ農ۀͷ࣮ݱΛ೦಄ʹஔ͍ͨ
農ͷඋՌथ農ۀͷಛੑʹԠͨ͡ڥͷ
උʹݕ͚ͨ౼

ɾεϚʔτ農ٕۀज़Λੜ͔࢈Βग़ՙ·ͰҰ؏ͨ͠ମܥͱ࣮ͯ͠ূ
ɾ࢈ɾ୯ҐͷεϚʔτ農ٕۀज़ମܥͷߏங

ɾࣗಈߦ農ػ ICTਫཧͷεϚʔτ農ۀʹରԠͨ͠農ۀ農ଜඋͷ
   ల։ʹݕ͚ͨ౼ɾ։ൃ
ɾใωοτϫʔΫڥඋͷݕ౼ɾ࣮ূ

ɾεϚʔτ農ػۀցɾγεςϜͷڞಉར༻ɾۀ࡞डҕୗͷޮར༻Ϟσϧͷఏࣔ
ɾ༷ʑͳۀछͷຽؒऀۀࣄͷεϚʔτ農ۀͷࢀೖΛଅਐ͢ΔͨΊͷڥͷඋ

ϑΥʔϥϜɾϚονϯάϛʔςΟϯάΛ֤Ͱ։࠵

εϚʔτ農ػͷ࣮༻Խʹ߹Θͤɺඞཁͳ҆શੑΨΠυϥΠϯΛඋ

ஙߏ手ଓͷΦϯϥΠϯγεςϜΛߦ

ԕִࢹʹΑΔ農ػͷແਓߦγεςϜΛ࣮ݱ

Ӧ農ମܥʹԠ͡
ͨεϚʔτ農ٕۀ
ज़ใΛ農ऀۀʹ
ൃ৴

ଟ༷ͳνϟϯ
ωϧͰͷٕज़
ใͷൃ৴

࣮ূݕ
ԣల։Λ௨͡
ͨεϚʔτ農ۀ
ٕज़ମߏܥங
ͷՃԽ

औΛՃԽ

Ռथ࢈ͷεϚʔτ農ٕۀज़ମܥ
ಋೖʹ͚ͨ農උͱڥඋͷ࣮ࢪ

৯ྲྀ௨๏ͷܭըೝఆ੍Λ׆༻͠ɺ৯ྲྀ௨ϓϥοτϑΥʔϜͷ্ཱ͛Λޙԡ͠

ΑΓߴͳεϚʔ
τ農ٕۀज़ͷ։ൃ

ਓࡐόϯΫʹΑΔ
AI ڀݚͷશࠃల։

શ農ۀ大学ߍͰͷ
ࢪͷ࣮ۀ授هࠨ

શීࢦٴಋηϯλʔ
ʹΑΔ૬ஊରԠ

εϚʔτ農ۀʹ
ରԠͨ͠農ۀ農
ଜඋͷల։

Ռथ農ۀʹ͓
͚ΔεϚʔτ農ۀ
ٕज़ମܥͷ࣮

SFCSΛຊ֨
Քಇ͠ɺσʔλ
࢈ੜۀ農ܕಈۦ
γεςϜͷ࣮ݱ

ス
マ
ー
ト
農
業
の
本
格
的
な
現
場
実
装
を
着
実
に
進
め
る
環
境
の
整
備

ྲྀɺཧɺܾࡁͷ֤ͷϓϥοτϑΥʔϜͷ࣮

ըʯʢ20196݄ʣܭߦಈʹؔ͢Δ࣮׆ۀࣄֵ৽తݩྉɿʮྩࢿ

εϚʔτۀͷਪਐに͚ͨϩʔυϚοϓ
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 εϚʔτؔۀ࿈実ূۀࣄʢεϚʔτۀՃԽ࣮ূϓϩδΣΫτˍεϚʔτٕۀज़ͷ։ൃɾ࣮ূϓϩδΣΫτʣ

スマート業ؔ࿈࣮ূࣄ業は、લड़のʮઓུフΥϩーΞοϓʯに͛ܝられた、ʮスマート業
ٕज़を生産からग़ՙまでの一؏したମܥとして࣮ূʯ、また、ʮ産地ɾ品୯Ґのスマート業ٕज़ମ
。ஙʯを۩ମԽするऔであるߏをܥ

۩ମ的には、ϩϘοトɾAIɾIoT等の先端ٕज़を生産現場にಋೖɾ࣮ূすることでスマート業の
ࣾ会࣮をՃԽしようとするもので、スマート業ٕज़の開ൃɾࣄ業Խをࢦすا業や研究機ؔ等
が業ऀと࿈ܞして行う先端ٕज़の࣮ূϓϩジΣΫトをࠃがࢧԉする。

その的は、ٕज़ごとの۩ମ的なඅ用ରޮՌを֬ೝする機会を業ऀにఏڙすることにあり、�0��
度第�次ิਖ਼༧ࢉと�0��度༧ࢉに͓いて、�0ಓূ࣮��ݝϓϩジΣΫトʢ౦ݍでは ূ࣮��ݝ�
ϓϩジΣΫトʣʢৄ�0ࡉ ʙ ��ϖージʣが࠾されている。֤࣮ূϓϩジΣΫトでಘられたσータや活
動ه等は、 研機ߏがٕज़໘、ܦӦ໘からཧし、業ऀのܦӦஅにࢿするใとしてఏڙされ
る༧ఆとなっている。

࣮ূϓϩジΣΫトは̎間の࣮ূをܦてՌをऔりまとめるが、̍ のՌやऩूσータを౿まえ、
必要にԠじて使用機ց等を改良するとともに̎の࣮ূܭըの見しを行う。ޮՌূݕに必要なऩू
σータは、ܦӦにؔするૅجσータʢܦӦߞ地໘ੵ、࿑ಇྗ、機ցɾࢪઃ等ʣにՃえ、ऩ֭ྔやऩӹ、
Լされたܦඅʢࡐࢿඅ、࿑ಇඅ、機ցにؔするඅ用等ʣや࿑ಇ内容ʢ作業໊、時期、人、時間、使
用機ց等ʣといった࣮ূ࣮ݧによりಘられるσータであり、これらのσータにͮجき、࣮ূάルーϓຖ
にઃఆしたऩ֭ྔや࿑ಇ生産性にؔする՝͓よびݸผٕज़のඪにରするୡঢ়گのূݕを行う。

ϓϩδΣΫτʯʢ20197݄ʣূ࣮ۀলʮ εϚʔτ࢈ྉɿྛਫࢿ

εϚʔτূ࣮ۀϓϩδΣΫτͷҐஔ͚ͮ

研究開発 技術実証 現場への普及

耕起・整地 移植 水管理 収穫

自動走行トラクター 自動運転田植機 ほ場水管理システム
ドローンを活用した

適期収穫

経営管理システム 可変施肥トラクター ドローンを活用した
生育・病害虫モニタリング

重量野菜の自動収穫機

露
地
野
菜

水
田
作

これまで研究開発されてきた先端技術を現場実証

プロジェクトの位置づけ

経営管理 施肥 栽培管理 収穫

経営管理システム

近年、技術発展の著しいロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術について、生産現場に導
入・実証することで「スマート農業」の社会実装を加速化。
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な͓、スマート業ٕज़の研究開ൃ͓よび࣮用Խのঢ়گは次のਤදのと͓りである。

ମతͳऔʹ͍ͭͯʯʢ20182݄ʣ۩͚ͨʹͷࣾձ࣮ۀলʮεϚʔτ࢈ྉɿྛਫࢿ

εϚʔτٕۀज़ͷڀݚ։ൃɾ࣮༻Խͷঢ়گ

経営・
営農管理 ࿊କ・ᄌர ᄎသ管理 収ᄥ・

৹整

水
稲
（
大
規
模
）

水
稲
（
中
山
間
）

露
地
野
菜

果
樹

経
営
・
栽
培
管
理
シ
ス
テ
ム
（
高
度
な
予
測
等
の
営
農
管
理
シ
ス
テ
ム
は
開
発
中
）

生
育
予
測
シ
ス
テ
ム
（
出
穂
日
・
収
穫
日
予
測
）

ド
ロ
ー
ン
に
よ
る
直
播

無
人
ト
ラ
ク
タ
ー

（
有
人
監
視
下
）

直
進
ア
シ
ス
ト
田
植
機

無
人
ト
ラ
ク
タ
ー

（
遠
隔
監
視
下
）

無
人
田
植
機

自
動
走
行
農
機

（
小
型
・
機
能
特
化
型
）

無
人
ト
ラ
ク
タ
ー

（
有
人
監
視
下
）

無
人
ト
ラ
ク
タ
ー

（
遠
隔
監
視
下
）

自
動
走
行
農
機

（
小
型
・
機
能
特
化
型
）

今
後
、
研
究
開
発
が
必
要

今
後
、
研
究
開
発
が
必
要

自
動
水
管
理
シ
ス
テ
ム

（
低
価
格
化
に
向
け
開
発
中
）

除
草
ロ
ボ
ッ
ト
（
リ
モ
コ
ン
式
）
（
自
動
走
行
ロ
ボ
ッ
ト
は
開
発
中
） 対

象
品
目
の
拡
大

ド
ロ
ー
ン
に
よ
る
生
育
把
握
・
施
肥
・
防
除

ア
シ
ス
ト
ス
ー
ツ

自
動
走
行
コ
ン
バ
イ
ン

今
後
、
研
究
開
発
が
必
要

収
穫
・
運
搬
ロ
ボ
ッ
ト

ৰ⽤化ੋ؟ 開発র؟

生
育
予
測
シ
ス
テ
ム

（
収
穫
日
予
測
）

熟
練
技
術
継
承

シ
ス
テ
ム

自
動
適
正
量
か
ん
水

シ
ス
テ
ム
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和歌山

森川農園ほか43

兵庫

㈱ Amnak41

京都

ほづ40

奈良

42 赤松ハウス柿生産
組合ほか

滋賀

㈲フクハラファーム39

近 畿

43

4140

42

39

36

㈱ジェイエイフーズみやざき62

㈲新福青果63

宮崎

土里夢たかた64

㈲南西サービス65

鹿児島

JAそおピーマン部会66

鹿児島堀口製茶㈲67

霧島第一牧場68

アグリサポート南大東㈱69

沖縄

㈱RUSH FARMほか54

福岡

㈲アグリベースにいやま55

佐賀

長崎

JAながさき西海農協させぼ
広域かんきつ部会

56

㈱東洋グリーンファーム57

熊本

JA阿蘇いちご部会委託部58

JA熊本市園芸部会茄子部会ほか59

㈱オーエス豊後大野ファーム60

大分

㈱タカヒコアグロビジネス61

九州・沖縄

69

営農支援センター四万十㈱53

高知

㈱尾野農園

（農）うもれ木の郷、（農）むつみ

51

香川

JAにしうわスマート農業
研究会

52

愛媛

山口

50

島根

㈲グリーンサポート斐川、
　

44

㈱ vegeta48

広島

松岡農園ほか49

ファーム・おだ47

㈱ファーム安井45

岡山

寄江原46

中国・四国

5351 52

50

44

48 4947

45 46

富山

布目沢営農31

新潟

㈱白銀カルチャー28

㈲米八29

高野生産組合30

北 陸

畑作水田作 ( 大規模 ) 水田作 ( 中山間 ) 水田作 ( 輸出用 )

スマート農業実証プロジ

（農）上直江ファーム、常松種苗㈱

62

63 64

65 66

67 68

55 5654

57 58 59

60 61

ϓϩδΣΫτʯূ࣮ۀज़ձٞʮεϚʔτٕ࢈ྉɿྛਫࢿ

εϚʔτূ࣮ۀϓϩδΣΫτͷ࣮ূ
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三重

38 ㈱オレンジアグリ、
（有）すぎもと農園

37

愛知

JA西三河きゅうり部会生産者

岐阜

巣南営農組合36

東 海

3837

山梨

JAフルーツ山梨23

㈱ジャパンプレミアム
　ヴィンヤード

24

静岡

27 茶夢茶夢ランド菅山園ほか

長野

㈲トップリバー26

25 田原

千葉

神崎東部22

茨城

㈲横田農場ほか17

㈱ライス＆グリーン石島18

㈱美土里農園ほか19

㈱トマトパーク20

㈲グリーンハートティー
　アンドケイ

21

栃木

関 東 甲 信・静岡

23 24

272625

22

17 18 19 20

21

石川

夢耕坊32

福井

㈱若狭の恵33

エコファーム舟枝34

田中農園㈱35

31

28 29 30

32 33

34 35

仙台ターミナルビル㈱
荒井事業所

11

宮城

㈲アグリードなるせ10

青森

㈱十三湖ファーム7

おとべ農産（同）8

㈱アンドファーム9

岩手 山形

沼澤農場14

福島

㈱紅梅夢ファーム15

㈱アグリ鶴谷16

秋田

園芸メガ共同利用組合13

たねっこ12

東 北

1110

7 8 9

14 15

16

13

12

北 海 道

白石農園1

㈲新田農場ほか2

岡田農場4

㈱鹿中農場3

㈱エア・ウォーター農園ほか5

TMRセンターアクシス＆
漆原牧場

6

1 2

4

3

5 6

花き 果樹 茶 畜産施設園芸露地野菜

ェクト 実証農場

※令和元年度～２年度で実証
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ɾྫࣄ എܠɾ՝ ඪ ओͳཁૉٕज़

ϑΝʔϜބࡾे᷂
ʢ੨ݝதധொʣ

ਫా࡞ʢ大نʣ

ϠϚηΛࠀͯ͠ߴੜੑ࢈Ҵ࡞Λ͑ࢧ
͖ͯͨখنҴܦ࡞Ӧମ͕ྸߴԽͰ
大ྔϦλΠϠɻ大نܦӦ͚ͷʮ৽
ͨͳྫྷճආٕज़ʯͷߏங͕ٸɻ

ɾ࿑ಇݮˋ15ؒ࣌
ɾฏۉऩྔ5ˋ૿
　　　　　　ͳͲ

ϩϘοττϥΫλʔɺࣗ
ಈਫཧஔʢ·ͤର
͘͠ߴͱͯ͠ɺਫҐΛࡦ
ҴΛอԹʣɺ農ༀࢄ༻
υϩʔϯɺ৯ຯɾऩྔη
ϯαʔίϯόΠϯ

͓ͱ農࢈ʢಉʣ
ʢ੨ݝ౦ொʣ

࿐ࡊ

্ҬҶɺڇᤙɺ大ࠜɺΩϟϕ
πͷ࿐࢈ࡊɻੜऀ࢈ͷྸߴԽ
͕ਐ͠ߦɺ農ۀ࡞ͷলྗԽ͕Ұॏཁɻ

ɾ  ͏ߞΜɾۀ࡞ਓͷ
ˋɺංྉඅͷ̑ݮˋ50
ݮˋ10ؒ࣌ࢄɺ農ༀݮ

ɾ  Ҷɺڇᤙɺ大ࠜɺΩϟϕ
πͷग़ՙྔ3ˋ૿Ճ

ϩϘοττϥΫλʔɺࣗ
ಈૢτϥΫλʔɺϫΠ
υεϓϨομ

᷂ΞϯυϑΝʔϜ
ʢ岩手ݝ岩手ொʣ

࿐ࡊ

岩手ݝҬΩϟϕπΛத৺ͱͨ͠
ར༻ܕࡊͷ࢈ɻར༻ܕ
ցԽ͕ਐΜͰ͍Δͷͷɺख़࿅ػࡊ
ΦϖϨʔλऩ֭ۀ࡞ͷ࿑ಇྗ֬อ͕
ཁҼɻ֦大ͷ્نͰ͋Γɺࠔ

ɾ  ར༻ܕܦࡊӦʹ͓͍
Ҏ্ͷऩӹੑΛܥମߦ׳ͯ
֬อ
ɾ  ඇख़࿅ऀͰ׆༂Ͱ͖Δল
ྗతŋܰ࿑తͳεϚʔτ農
Λཱ֬ܥज़Ұ؏ମٕۀ

Ӧ農ࢧԉγεςϜɺࣗಈ
ૢγεςϜɺϞχλϦ
ϯά༻Ϛϧνϩʔλɺ
আ༻ϚϧνϩʔλɺΞγ
ετεʔπ

᷃ΞάϦʔυͳΔͤ
ʢٶݝ౦দౡࢢʣ

ਫా࡞ʢ༌ग़༻ʣ

ͷڵΒͷ෮͔ࡂ部Ͱ؛ͷԊݝٶ
աఔͰ1haنͷ大۠ըะΛඋɻ
農ۀ๏ਓΛத৺ͱͨ͠୲͍手ͷू
ੵɾू͕ਐΈɺ100haΛ͑Δ大ن
ར༻ܦܕӦମ͕࣍ʑͱੜɻ
লྗɾίετੜ࢈ʹΑΔҴܦ࡞Ӧͷ
ཱ͕֬ඞཁɻ

ɾ  ਫҴͷੜ࢈ίετʮ7,000
ԁʗ 60ᶵʯ
　  ʢگݱʢ2017ʣ͔Β

ʣݮˋ25
ɾ  ༌ग़ถʹରԠͨ͠ʮί
ετถʯͷੜ࢈ʹऔΓΉ
ମ੍ͱܦӦͷཱ֬

GPS Ξ γ ε τ τ ϥ Ϋ
λʔɺϩϘοττϥΫ
λʔɺ৯ຯɾऩྔηϯαʔ
ࣗಈߦίϯόΠϯɺ
ϥδίϯআػ

ઋλʔϛφϧ
Ϗϧ᷂ߥҪۀࣄॴ
ʢٶݝઋࢢʣ

Ռथ

ϗςϧۀɺখചۀΛӦΉ͕ۀاɺҬ
ɻՌथԂ͢ࢦग़Λ༺ޏԽɺੑ׆
ͷن֦大ΛਤΔ͘ɺ࿑ಇੜੑ࢈
ऩӹੑͷ্͕ඞཁɻ

ɾ  ୯Ґऩྔ͋ͨΓͷൢചऩೖ
Λ1.6 ഒʹ্　
ɾ  ഓཧؒ࣌Λ3 ׂݮ

ഓཧγεςϜɺӦɾܦ
εϚʔτथܗɺεϚʔτ
農ػʢϦϞίϯࣜמΓ
ʣɺඇഁյબՌػ

ʢ農ʣ ͨ Ͷͬ͜
ʢळాݝ大ઋࢢʣ

ਫా࡞ʢ大نʣ

ݮΛ୲͏߹һ͕ۀ࡞ԽʹΑΓྸߴ
গɻ大۠ըะΛߴ͔ͨ͠׆ۀ࡞
ମܥͷཱ֬ͱऩྔ࠷大Խɻ

ɾ  ऩӹ5ˋ૿
ࣗಈૢɺਐΞγετ
ా২ػɺϥδίϯػמɺ
υϩʔϯੜҭஅ

ԂܳϝΨڞಉ
ར༻߹

ʢळాݝஉࣛࢢʣ

Ֆ͖

ळాݝͰΩΫੜ͕࢈ΜͰ͋Γɺத
Ͱಋೖͷ͔͢͠͞ΒখΪΫ大ن
Ԃܳஂ৽نഓऀͰͷಋೖ͕ਐ
Έɺੜྔ࢈ӈ্͕ݞΓɻҰํɺখΪ
Ϋੜ࢈ɺੜҭ։Ֆؾ͕ظ࣌݅
ʹ大͖͘ࠨӈ͞Εɺधཁ҆ظఆग़ՙٕ
ज़ͷཱ͕֬ੵͷ՝ɻ͞Βʹɺधཁ
த͢ू͕ۀ࡞ʹΑΓ࡞Θͤͨ߹ʹظ
Δ͜ͱ͔ΒɺলྗԽΛػͨ͠ࢦցಋ
ೖʹΑΔޮతͳੜ࢈ମܥͷཱ͕֬ඞ
ཁɻ

ɾ  ి রಋೖʹΑΔখΪΫͷध
ཁظग़ՙ9ׂୡ

ɾ  ࿐খΪΫͷۀ࡞࿑ಇؒ࣌
ݮ3ׂ

ɾग़ՙཧγε࢈ըੜܭ
ςϜɺࣗಈਐػ͖
͏Ͷ内部ػ༺ࢪɺΩΫ
༻ࣗಈ༻Ҡ২ػɺ
ީੑ৭LEDిٿɺΓ
ՖௐϩϘοτ

౦ݍͷ13࣮ূϓϩδΣΫτ
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ɾྫࣄ എܠɾ՝ ඪ ओͳཁૉٕज़

পᖒ農
ʢݝܗࢁඌՖࢢʣ

࿐ࡊ

ɻඌ࢈ୈ̏Ґͷ͍͔͢ࠃશݝܗࢁ
ՖࢢͰɺனͱͷפஆࠩΛੜ͔͠
Խ· ࿑ྸߴɻ࢈࣭ͳ͍͔͢Λੜߴͯ
ಇྗෆʹΑΓɺഓ໘ੵɾੜऀ࢈
͕ݮগɻ

ɾ  ࿑ಇؒ࣌ɿؒ࣌ 180ߦ׳
ҎԼؒ࣌ 120˰

ɾ  ऩ ɿྔ4,800ߦ׳kg˰5,400kg
Ҏ্
ɾ  ൢ ചֹۚɿ86ߦ׳ ສԁ
　(180 ԁ/kg)˰102 ສԁ
　(190 ԁ/kg) Ҏ্
　˞શͯ10̰ͨΓ

লྗଟऩٕࢬज़ɺප
ൃੜ༧γεςϜɺΞγ
ετεʔπɺग़ՙ༧ଌγ
εςϜɺۀ࡞ɾίετҰ
ཧγεςϜݩ

കເϑΝʔϜߚ᷂
ʢౡݝೆ૬അࢢʣ

ਫా࡞ʢ大نʣ

࣮ূ౦ຊ大ٴࡂͼ౦ྗిژୈ
ҰిൃྗࢠݪॴނࣄʹΑΔچආࣔࢦ
ҬͰ͋Γɺղআޙॅຽͷ͕ؐؼਐ
·ͣɺ୲͍手ෆ͕ݦஶɻҬ農ۀͷ
෮ڵΛਐΊΔʹੜੑ࢈ͱߴ࣭ͷ྆
ཱ͕ෆՄܽɻ

ɾ  εϚʔτ農ػۀցͷ׆༻ʹ
ΑΔɺऩྔɾ࣭ɾ৯ຯΛ
མͱ͞ͳ͍ഓٕज़ͷ࣮ݱ
ɾ  ඇख़࿅ऀͷ໘ੵͨΓͷ࡞
ɺख़࿅ऀͱಉਫ४͕ؒ࣌ۀ
ͱͳΔ͜ͱ
ɾ  ඇख़࿅ऀͷർ࿑ɾετϨε
ͷੵঢ়ଶ͕ख़࿅ऀฒʹͳ
Δ͜ͱ

ϩϘοττϥΫλʔɺ農
ԉࢧυϩʔϯɺӦ農༺ۀ
γεςϜʢۀ࡞ͷهɺ
ɾਐཧՄگঢ়ۀ࡞
Խʣࢹ

᷂ΞάϦ୩
ʢౡݝೆ૬അࢢʣ

ਫా࡞ʢதؒࢁʣ

౦ຊ大ࡂͷʹΑΓ౦̏ݝ
ʢ岩手ɾٶɾౡʣͰ20,530ha 
ͷ農͕ਁਫɻӦ農࠶։ʹ͚෮چɾ
උ͕ਐΊΒΕɺӦ農࠶։ࡁΈͷ農ۀ
ऀʹ͓͍ͯɺ࿑ಇྗͷ֬อ͕՝ɻ
໘ੵنΒΕͨ࿑ಇྗͰ大ݶɺޙࠓ
ͰӦ農ΛՄͱ͢Δෛՙɺίετ
Ͱͷ農ٕۀज़ମ͕ܥෆՄܽɻ

ɾ  ʮఱͷͭͿʯͷऩྔ5ˋ૿
ɾ  ංྉɾ農ༀࢄɺਫཧ࡞
ݮˋ30ؒ࣌ۀ࡞Δ͔͔ʹۀ

ɾ  ४ఱӴʮΈͪͼ͖ʯ׆
༻ʹΑΔதؒࢁ部ʹ͓͚Δ
Ҵܦ࡞Ӧཱ֬

ʮΈͪͼ͖ʯʹରԠͨ͠
υϩʔϯɺυϩʔϯͰ
ͷࡱӨը૾Λ༻͍ͨAI ʹ
ΑΔੜҭஅɾංɺප
அɾରॲɺਫҐη
ϯαʔɺӦ農ࢧԉϓϥο
τϑΥʔϜ

᷂നۜΧϧνϟʔ
ʢ৽ׁݝ৽ׁࢢʣ

ਫా࡞ʢ大نʣ

৽ׁࢢશࠃୈ1Ґͷਫాߞ໘ੵɻ
農ۀबۀਓޱͷݮগɺ農ʹ͏農
Ҿ͖ड͚ɺੈ࣍ऀܧޙͷݟٕ
ज़ͷঝͳͲɺ༷ ʑͳ՝͋Γɻ·ͨɺ
ίϝͷऩ֭ྔ࣭ɺൢചՁ֨ͳͲͷ
มಈ͕農ۀॴಘΛ大͖͘ࠨӈɻ

ɾ  ਫҴͷ࿑ಇݮؒ࣌
ɾ  大౾ͷ࿑ಇݮؒ࣌
ɾ  ࢬ౾ͷ࡞໘ੵٴͼച্ߴ
ͷ૿Ճ

ࣗಈૢγεςϜɺࣗಈ
ӡసτϥΫλʔɺGPS Ψ
ΠμϯεγεςϜɺਫ
ཧγεςϜɺࣗಈߦߤυ
ϩʔϯ

᷃ถീ
ʢ৽ׁݝ৽ׁࢢʣ

ਫా࡞ʢ大نʣ

農ۀबۀਓޱʑݮগ͠ɺ大ͳ農
ͷཧ৽نब農ऀͷݟɾٕज़
ঝ͕大͖ͳ՝ͱͳΔதɺֵ৽తٕ
ज़Λ༗͢Δ大手ۀا農ۀϕϯνϟʔ
ͱ࿈͠ܞɺ࣮ ɻͦͷ݁ՌɺࢪΛ࣮ݧ࣮ূ
εϚʔτ農ۀͷීٴʹɺՌͷ͑ݟ
ΔԽಘΒΕͨσʔλͷཧɾ׆༻͕
ඞཁͰ͋Δ͜ͱ͕໌ɻ

ɾ  ਫҴͷऩྔٴͼ࣭ͷ্
ɾ  ؒۀاͷσʔλ࿈ܞʹΑΓ
農ऀۀʹͱͬͯརศੑͷߴ
͍γεςϜΛߏங

Մมࢪංా২ػɺਓӴ
ɾυϩʔϯʹΑΔϦ
ϞʔτηϯγϯάɺӦ農
ཧγεςϜʢΞάϦ
ϊʔτʣ

ʢ農ʣߴ  ੜ࢈߹
ʢ৽্ׁݝӽࢢʣ

ਫా࡞ʢ大نʣ

্ӽࢢͷਫҴ࡞໘ੵશࠃୈ4 Ґɻ
ίγώΧϦΛத৺ͱͨ͠ྑ৯ຯถͷ࢈
ͱ͍ͯ͠ߴධՁɻࣂྉ༻ถۀ༻
ถͷधཁʹԠͨ͡ถੜ࢈ૣ͔͘Β
͕ˋͷ΄ɺฏ部ͷ35ࢢɻࢪ࣮
̍ha ۠ըͱ大۠ըԽ͕ਐΜͰ͓Γɺࠓ
内ࠃըɻถͷܭଟ͘ͷ大۠ըԽΛޙ
ফඅͷݮগʹࢭࣃΊ͕͔͔Βͳ͍தɺ
धཁʹԠͨ͡ଟ༷ͳถੜ࢈Λਪਐ͢Δ
ͨΊʹɺ大۠ը΄Λ͔͠׆Ұͷऩ
ྔɾ࣭ͷ֬อɾ্ͱపఈతͳੜ࢈
ίετͷݮΛ͍ߴϨϕϧͰཱ྆ͤ͞
Δ͜ͱ͕ෆՄܽɻ

ɾ  ̫ ഓͷͱҠ২ాסߔ
߹ͤʹΑΓظ࡞ࢄΛߦ
͍ɺ60kg ͨΓੜ࢈ίε
τݮ
ɾ  ̫  ഓɿ7,900ాסߔ
ԁ/60kg
　ʢ10a ͨΓऩྔɿ645kg)
ɾ  Ҡ২ഓɿ9,400 ԁ/60kg
ʢ10a ͨΓऩྔɿ585kg)

ࣗಈૢʢઢΩʔϓʣ
τϥΫλʔɺઢΩʔϓ
ా২ػɺଟػࣗܕಈڅ
ਫખɺϚϧνϩʔλʢη
ϯγϯά+ࢪංɾ農ༀࢄ
ʣ

࡞ϓϩδΣΫτʯΑΓূ࣮ۀज़ձٞʮεϚʔτٕ࢈ྉɿྛਫࢿ



第
Ⅰ
部 

東
北
圏
に
お
け
る
社
会
経
済
の
現
状
と
今
年
の
変
化

ୈ
Ⅱ
෦ 

農
業
Ϗ
δ
ω
ス
の
৽
ை
ྲྀ

第
Ⅲ
部 

資
料
編

74

ۀ৽ٕज़の現実ਪਐϓϩάϥϜ
ʮ業৽ٕज़の現場࣮ਪਐϓϩάラϜʢ�0���݄ࡦఆʣʯは、ϩϘοト、AIɾIoT等の最先端ٕ

ज़にؔする研究開ൃ、ٕज़࣮ূからやかな現場の普ٴや、σータを活用した業の࣮ફに必要な
औ͓よびそのਐめ方等をఆめた࣮行ܭըである。

લड़のʮスマート業࣮ূϓϩジΣΫトʯが業ऀからدせられる現場Ϩベルでの૬ஊɾٕज़研ᮎ
にࢿするऔのࢧԉを的としているのにରし、ຊϓϩάラϜは、業ऀやا業、研究機ؔ、行な
どのؔऀが、ڞ通ೝࣝを࣋って࿈ܞしながら開ൃから普ٴにࢸるऔをޮՌ的にਐめ、業現場
の৽ٕज़の࣮をՃԽし、業ܦӦの改ળを࣮現することを的としている。

ຊϓϩάラϜは、ʮᶃ業ܦӦのক来૾ʯ、ʮᶄ֤ٕज़のϩーυマοϓʯ、ʮᶅٕज़࣮のਪਐ方ࡦʯ
の̏ͭでߏされている。

࡞࣮ਪਐϓϩάϥϜʯʢ20196݄ʣΑΓݱ৽ٕज़ͷۀলʮ࢈ྉɿྛਫࢿ

ϓϩάϥϜͷߏͱ期待͞ΕるޮՌ

• ৗૼ峘ো峕峲峍峐岝ৰਠ峃峵岽峒岶
ୄ岿島峵ਤ峔৽峘峼岝
థ峕৬峕ં峃岞

⋇ ৽峘లਟ൸

峎峘営農థ、22হに峎岮峐ਛڴ•
•新技術峘োに峲る省⼒化峮ૠெఁপ等
峘ટ峼ં

• ૼ峕岝峇峘৫ಉ峘ਠ૾峮ୖ峼
ତ৶峃峵峒峒峬峕岝峕岻峉০峘
ৄৢ峁峼ં峃岞

⋈ ૼ峘嵕嵤崱嵆崫崿

•新技術峼6分థ37ඨ৯に整理
• 2025ফ峨峑峘ৰ、市販化、峘タ崌
嵈嵑崌嵛、開発峒峘現૾、に向け峉
課題に峲峴ଡਛ

• ৗૼ峼ਠৃ峕ৰಎ峃峵峉峫
峕ਤ峃峣岷ੁ峮ੌ峼ં峃岞

⋉ ૼৰಎ峘ਤ্ੁ

•農業新技術に峎岮峐岣ੴる岤、岣峃岤、岣
ো峃る岤、岣ৰᄷ環境峼整備峃る岤、岣発ன岿
峅る岤峘ڱ峎にય分峁峐্ੁ峼整理

ୄ岿島峵ટ

者ٳ
⽣産੯峮経営ਅറ等にਈ峬適峁峉
新技術峼৭උ峁ো

ك੫岝ଢ଼ਃঢ়ق৫者ૼٳ
農業岶峫峐岮る新技術峮サービス
等峘開発峮販売ਅറ峘ਛ

كষ岝੮৬قঢ়બਃঢ়ٳ
新技術峼岿峅る峉峫にਏ峔ੁ
峘য়੧・ৰষ

崿嵕崘嵑嵈峘ଡਛ
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ᶃʮ業ܦӦのক来૾ʯでは、�0�5時でఆされる৽ٕज़ಋೖޙのܦӦϞσルをӦྨܕʢ作
、ܦӦن等ʣผにࣔし、生産ఔຖに࠾用されるٕज़の۩ମྫと、ٕज़ಋೖによりಘられるলྗ
Խやن֦େのޮՌ等をྫࣔしている。

その一ྫとして、ฏ場のਫా作に͓いて、スマート業ٕज़の࣮によりن֦େをࢦすέース
をҎԼにࣔす。

࡞࣮ਪਐϓϩάϥϜʯʢ20196݄ʣΑΓݱ৽ٕज़ͷۀলʮ࢈ྉɿྛਫࢿ

ਫా࡞ʢฏɾن֦大ʣέʔε

ʀஏًߠ

ϫϚρφφϧένʖ
（༙ਕ - ໃਕ̐ୈڢ）

ࣙಊӣీ৪ؽʀ
߶ଐ߶ౕ൜༽ף
ీझؽ

χϫʖンͶΓΖ
ιンεンήʀ
༂ࢆා

ࣙಊਭ؇ཀྵ
εスτϞ

Ө؇ཀྵ
εスτϞ

ࣙಊफྖ
αンώン
（൜༽）

ࣙಊԿٗढ़ͶΓΕ1 0 a ͪΕ
࿓ಉؔ࣎Ν༁4 0 ɼज़࿇͢ݰࡡˍ
ՊҐंͲ͗ࡠՆͳ͵Ζ
͞ͳͲوໝ֨( ༁1 0 0 h a ) Νࣰݳ

υʖνΝϓϩ༽ͪ͢ްིద͖ͯ
ື͵؇ཀྵͶΓΕୱफΝ༁1 5 ˍ
( ଡफझΝͪ͢Άͺୱफ
༁3 5 % (

ୱफΏスϜʖφؽ
ͶΓΖوໝ֨ʀ࿓ಉඇ
ݰࡡͶΓΕɼαϟ6 0 k g 
ͪΕܨӨαスφΝ༁2 0 ݰࡡˍ

ٗढ़ޛܨӨϠυϩ

ସܙ ๑ਕܨӨ
（5ۊ ໌( 3༼ޑͬ͑ ໌) ɼྡ2༼ޑ࣎ ໌）

͜ࡠ
Ԉ΄

1ܯ 0 0 h a  
（ธ6 0 h a ঘശ2ࠊ 0 h a ಀ2ࠊ 0 h a ）

αンιϕφ
ർֳదড়݇ྒྷ͏ਭీஏҮͶ͕͏ͱͺɼ
ᶅࣙಊԿٗढ़ͶΓΖໃਕԿ
ᶆιンεンήٗढ़ͶΓΖୱफΝ௪ͣɼوໝ֨
ͳͪΕ࿓ಉؔ࣎ݰࡡɼॶಚΝࣰݳ

Ң৪ʀझ ঈ ਭ؇ཀྵ Ө؇ཀྵ फ֯
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また、ʮᶄ֤ٕज़のϩーυマοϓʯではٕज़ŋ品ŋαーϏス等のうͪ、ICT、AI、υϩーン等の先端
ٕज़を活用し、かͭ業の生産現場の生産性向上等を的とした�分ྨ��߲にͭいて、ٕज़開ൃɾ
普ٴの現ঢ়にؔするཧや普ٴに向けた՝とタイϜラインをఏࣔしている。

ҎԼは、υϩーンを用いたༀࢄとϩϘοトトラΫターのྫである。

⋈ ૼ峘嵕嵤崱嵆崫崿

س ৌ峒峃峵ૼ
ҩ ࿊ரҩႛ産農業関係峘技術ҩૹ品ҩサービス等峘岰峋、ICT、AI、
崱ロー嵛等峘ഈ技術峼ણ⽤峁峐お峴、岵峎農業峘⽣産現場峘⽣
産性向上等峼৯的峒峁峉6分థ37ඨ৯に峎岮峐分థ、整理岞

ৗૼ峘嵕嵤崱嵆崫崿峘
س 崱嵕嵤嵛قఇങഘك
岧技術開発峒峘現૾岨
・ ങഘৰౚ峙భ峣એ峑27,346ha（H30.12ଜ ச報値）岞
・ 約1ha/崽嵑崌崰峘ങഘ岶૭ચ岞
・ ૮যఫ૬機⽤峘ఃஈ農ఇ峘峥峒峽峓岶ഏ向け岞
・ AIに峲峴୰૩ད峼ਫ਼ੴ峁、崼嵛嵅崌嵛崰峑ങഘ峃る技術岶ৰর岞

岧に向け峉課題岨
・ ഏ⽤ਰਗ峘農ఇఃஈ峘ఁপ
・ 正ન峔崼嵛嵅崌嵛崰ങഘ峘峉峫峘િ౪技術峮ਜ਼઼精২
峘向上
・ ఫষ嵓ー嵓ৣ峑峘ৰ峘峮収ૐ、ુથ

嵅崌嵛崰

ఇങഘقએങഘك ఇങഘق崼嵛嵅崌嵛崰ങഘك

2019 2022 2025

ٛએങഘ（ি、ഒ、༩મ物）ٜ

ٛ崼嵛嵅崌嵛崰ങഘٜ

岧タ崌嵈嵑崌嵛岨

س 嵕嵄崫崰崰嵑崗崧嵤
岧技術開発峒峘現૾岨
・ ুষに峲峴੭峁峉峥場情報峼峬峒にষ嵓ー崰峼
ਝ峁、崷嵛崱嵓ඝ等峼ঽ峑ষ岰થয૰ଳ崰嵑崗ター
岶市販化岞

ҩ ઞ⽤岶峥場岵峳島峉੦ଂ岵峳ඝ岶૭ચ峔೫࿒
૰ଳ崰嵑崗ター峙技術ৰమ岞

岧に向け峉課題岨
・ ਂ整峔峥場に峬ৌૢ峁峉嵓ー崰ਝ・ঽষ機
ચ峘開発
ҩ ೫࿒૰ଳに峎岮峐峙、峥場峘峉峫峘ৌૢ峼அ峪、
৸ৌੁ・ઞ⽤্১に関峃る嵓ー嵓峘明ન化

੦ଂ峑峘೫࿒૰ଳ

2019 2022 2025

岧タ崌嵈嵑崌嵛岨

થয૰ଳ崰嵑崗崧嵤峘ষ

※ タイムラインは、原則として、企業等に対する調査において、企業等がその段階に至る時点として見込んでいる年を把握し、それらの中央値に基づいて作成している。

ٛ೫࿒૰ଳٜ

ٛથয૰ଳٜ

実証 市販化 普及

実証 市販化 普及

実証 市販化 普及

実証 市販化

س ਛ্১
ҩ 農業新技術峘開発、販売、サービス峘等峼ষ岰、ড়企業、
農ଢ଼機ଡ峝関৴ଢ଼機関等峼ৌに、৹ਪ峼ৰ岞

س ੇႛ峘৬崣嵛崟嵛崘峕峲峵෬༢ଵ৶ಉ
岧技術開発峒峘現૾岨
・ ฟ峘峘峥岵、ਞಓ峔峓峘崣嵛サー峼ੌ峩合峹峅る岽峒に
峲峴、ৈ精২峔ฟ峘೨管理峮෬༢管理、କয়ਂચ峒峔峍
峉ෝฟ峘発ৄ等峼ষ岰崟ス崮嵈岶市販化、మ岞
・ 峲峴正ન峔ষੰෲ岶૭ચ峔技術峮、ঽഞ発ਗ਼機ચ峼備
岲峉崣嵛サー峼⽤岮峉崟ス崮嵈等岶開発র岞

岧に向け峉課題岨
・ 崣嵛サー峘⽣৬峢峘ಎା্১峘改ଐ
・ 精২向上峘峉峫峘データ峘
・ ൸ੰෲに峲るశமඡ崣嵛崟嵛グ技術峘開発

2019 2022 2025

岧タ崌嵈嵑崌嵛岨

ฟ峕ಎା岿島峉崣嵛崝嵤

ٛ൸ੰෲに峲るశமඡ崣嵛崟嵛グٜ

ٛ崣嵛サー等に峲る崣嵛崟嵛グٜ

実証 市販化

普及

市販化 普及

ڳ

AI峑୰変ਜ਼等峼ਫ਼ল
峁、峇峘分峘峩ങഘ

ਗ崓嵉嵑൸峘ੰෲ峕峲峵
శமඡ崣嵛崟嵛崘

࡞࣮ਪਐϓϩάϥϜʯʢ20196݄ʣΑΓݱ৽ٕज़ͷۀྉɿʮࢿ

֤ٕज़ͷϩʔυϚοϓͷྫ
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さらにʮᶅٕज़࣮のਪਐ方ࡦʯでは、業ऀのऔஈ֊にԠじた方͓ࡦよび業ऀの࣮をଅਐ
するج൫ͮくりɾٕज़開ൃにؔする۩ମ的な方ࡦにͭいて、ʮるʯ、ʮࢼすʯ、ʮಋೖするʯ、ʮ࣮ફ
められるऔをࣔしٻにऀでཧし、ٕज़࣮までにؔ؍のඋʯ、ʮ৽ٕज़のൃలʯの5ͭのڥ
ている。

࡞࣮ਪਐϓϩάϥϜʯʢ20196݄ʣΑΓݱ৽ٕज़ͷۀྉɿʮࢿ

ٕज़࣮ͷਪਐ方ࡦ

　؍ ਪਐํࡦ

農ऀۀͷऔஈ
֊ʹԠͨ͡ํࡦ

Δ

ब農લ͔Β学Δͮ͘ڥΓ ɾ  農ۀ大学ߍੜɾ農ߍߴۀੜͷ͏͔ͪΒ৽ٕ
ज़ʹؔ͢Δ授ۀΛडߨ 

Γ͍ͨɾ学ͼ͍ͨͱ͖ʹ͙͢࠷
৽ใΛೖ手Ͱ͖Δͮ͘ڥΓ

ɾݱʹ͍ͳ͕Β৽ٕज़ʹؔ͢ΔใΛೖ手

ɾICTϕϯμʔͱަྲྀ͢ΔػձΛ֦大

ɾӦ農͠ͳ͕ΒϦΧϨϯτ教ҭΛडߨ 

͢ࢼ ࣗʹ߹ͬͨ৽ٕज़͕͙͔͢Δ
Γͮ͘ڥ

ɾ  εϚʔτ農ূ࣮ۀ΄Ͱ࣮ࡍʹՔಇ͢Δ৽
ٕज़Λମݧ

ɾ  ৽ٕज़ΛऔΓೖΕͨ৽ͨͳӦ農ମܥʹ͍ͭ
ͯɺICTϕϯμʔͱҰॹʹূݕɾߏங 

ಋೖ͢Δ

৽ٕज़Λϑϧ׆༻͢Δͮ͘ڥΓ

ɾ  ৽ٕज़σʔλʹͮ͘جӦ農手๏ʹ͍ͭͯ
૬ஊ૭͕ޱ։ઃ

ɾ  ৽ٕज़ΛऔΓೖΕͨ࣋ଓతͳੜ࢈ମ੍ͷ
స͕ՃԽ 

৽ٕज़ͷ৽ͨͳಋೖγεςϜͷ
ग़ʹΑΔίετԽʹ͚ͨ
Γͮ͘ڥ

ɾ  ICTϕϯμʔͷ農ۀͷࢀೖଅਐɺ農
ಉར༻ʹΑΓ৽ٕڞͷγΣΞϦϯάɾػ
ज़ΛίετԽ

ɾ  ৽ٕज़ͷར༻ػձΛ֦大ͯ͠ɺٕज़ͷීٴ
Λଅਐ 

農ऀۀͷ৽ٕज़
ͷ࣮Λଅਐ͢
Δج൫ͮ͘Γɾ
ٕज़։ൃ

  ࣮ ફڥͷ
උ

৽ٕज़ͷ׆༻ޮՌΛߴΊΔ農ۀɾ
農ଜͷج൫ͮ͘Γ ɾ৽ٕज़ʹରԠͨ͠農ۀ農ଜඋΛਪਐ

農ۀϏοάσʔλͷར׆༻ʹΑΔ
৽ͨͳ農ࢧۀԉϏδωεͷੜ

ɾ  ϏοάσʔλΛ׆༻ͨ͠ຽؒऀۀࣄʹΑΔ
ICTαʔϏεͷ։ൃɾఏڙΛਪਐ

ɾ  ຽσʔλͷ࿈ܞʹΑͬͯ৽ͨͳϏδωε
ͷੜɾ農ऀۀͷརศੑ্Λਪਐ 

  ৽ٕज़ͷ
ൃల

৽ٕज़ͷ։ൃɾͨ݁͠ू͕学࢈
վྑ

ɾ  農ऀۀɾຽؒۀاɾ大学ɾؔػڀݚ͕νʔ
ϜΛΜͰ৽ٕज़Λ։ൃɾվྑ

ɾ  ڀݚਓࡐɾࢿຊͷޮՌత׆༻ΛਐΊɺઌ
ٕज़ڀݚΛՃԽ

ɾ  ̓ શΛ֬อ͢Δ農ػۀցͷࣗಈٕߦज़
ͷ։ൃΛਪਐ

ɾٕज़ൃలʹԠ੍ͨ͡త՝ରԠ 
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ۀσʔλ࿈جܞ൫ʢWAGRIʣ

�0��にೖってからのスマート業ৼڵに向けた۩ମ的な動きの一ͭに業σータ࿈جܞ൫
ʢ8A(3Iʣのຊ֨Քಇが͛ڍられる。

8A(3Iは、�0��にൃしたؾや地、地ਤใなどのような業σータの࿈ܞɾڞ有ɾఏڙ
機能を有する৽たな業σータϓラοトフΥーϜである。

業現場に͓ける生産性をඈ༂的にߴめるためには、σータをフル活用できるڥをඋすること
がෆ可ܽであるが、σータやαーϏスの૬ޓ࿈ܞがない、さま͟まなσータがࢄ在していることな
どをཧ༝にσータを活かしきれていないという՝があった。こうした՝にରし、業の担いखが
8A(3Iを使って生産性向上やܦӦ改ળにઓできるڥをえるものである。8A(3Iは、�0��̐
݄より研機ߏをओମにຊ֨ӡ用を開࢝している。ޙࠓは、σータのॆ࣮、ର品の֦େとともに、
流通、৯品、༌ग़ৼڵ等と࿈ܞし、生産から流通、Ճ、ফඅまでσータの૬ޓར用が可能なスマー
トフーυνΣーンシスςϜʢS'CSʣのߏஙに向けた開ൃによって、業に͓けるSociety5.0の࣮現が
期待されている。

　ྉɿWAGRIͷHPΑΓࢿ

WAGRIͷϓϥοτϑΥʔϜ

ྋʁਭHPΓΕࣁ
ஙʹ͍ͭͯʯʢ20188݄ʣΑΓߏ൫ͷجܞσʔλ࿈ۀলʮ࢈ྉɿྛਫࢿ

εϚʔτϑʔυνΣʔϯに͍ͭͯ
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ౡΠϊϕʔγϣϯɾίʔετߏ
౦ݍに͓けるऔとしてౡイノベーションɾίーストߏがある。ຊߏは、౦ຊେٴࡂ

びࡂྗࢠݪによってࣦわれた通り地Ҭ等の産業をճ෮するため、֘地Ҭの৽たな産業ج൫のߏ
ஙをࢦすࠃ家ϓϩジΣΫトである。産ֶຽが࿈ܞし、ഇ、ϩϘοト、ΤωルΪー、ྛਫ産等
の֤分に͓けるϓϩジΣΫトの۩ମԽをਐめるとともに、産業ूੵや人ࡐҭ、交流人口の֦େ等
にऔりんでいる。

。の࣮現に向けたॏ的औはਤのと͓りであるߏ

࡞ʹجʯʢ20183݄ʣΛߏʮౡΠϊϕʔγϣϯɾίʔετߏػਪਐߏྉɿౡΠϊϕʔγϣϯɾίʔετࢿ

ʮౡΠϊϕʔγϣϯɾίʔετߏʯॏతऔ

 ॏతऔ

ഇ
ɾ  ຊڀݚྗࢠݪ։ൃߏػɺ౦ྗిژϗʔϧσΟϯάεౡୈҰిൃྗࢠݪॴͷഇࢭાஔʹ͏ɺ೩ྉ
σϒϦͷऔग़͠ɺ์ࣹੑഇغͷॲཧɾॲʹඞཁͳٕज़։ൃΛڀݚ͏ߦ։ൃڌΛඋɻ
ɾڀݚ։ൃڌͰੜΈग़͞ΕͨՌΛ௨ΓҬͷۀ࢈෮ڵͱͤ͞ٴΔɻ

ϩϘοτ
ɾ  ྲྀΠϯϑϥݕɺ大نࡂͳͲʹରԠ͢ΔɾւɾۭͷϩϘοτɾυϩʔϯͷڀݚ։ൃɺ࣮ূࢼ
Ͱ͋ΔʮౡϩϘοτςεڌ։ൃڀݚͳ͍Ұ大ݟΊͷɺੈքʹྨΛͨ͏ߦ࿅Λ܇ɺੑධՁɺૢॎݧ
τϑΟʔϧυʯΛඋ͠ɺϩϘοτۀ࢈ͷूੵΛਤΔɻ

ΤωϧΪʔ

ɾ  ࠶ੜՄΤωϧΪʔٕज़ͷ࠷ઌͷٕज़ڀݚɺѨࢁ۾ආҬͷ࠶ੜՄΤωϧΪʔͷಋೖɺ
ͷूੵͷϓϩۀ࢈ੜՄΤωϧΪʔ༝དྷͷਫૉͷஷଂٕज़։ൃΛ௨ͨ͡ઌతΤωϧΪʔ࠶
δΣΫτΛਪਐɻ
ɾ  ʮౡ৽Τωࣾձߏʯͷऔͱ࿈͠ܞͳ͕ΒࡂྗࢠݪʹΑΓࣦΘΕͨ௨ΓҬͷجۀ࢈൫ޏ
༻ͷߏ࠶ஙΛਤΔɻ

農ྛਫ࢈
ɾ  ౦ຊ大ࡂͱࡂྗࢠݪͷਂࠁͳඃΛड͚ͨҬʹ͓͍ͯɺϩϘοτٕज़ޚ੍ڥγεςϜͳͲ
ͷઌٕज़ΛऔΓೖΕͨઌਐతͳ農ྛਫۀ࢈Λશࠃʹઌ࣮͚ͯۦફ͢Δ͜ͱʹΑΓɺຊͷ農ྛਫ࢈
ɻ͢ࢦͷϑϩϯςΟΞΛۀ

ɾڥ
ϦαΠΫϧ

ɾ  ଠཅޫύωϧੴփͷઌతͳϦαΠΫϧٕज़։ൃͷऔΛਪਐ͢Δ͜ͱʹΑͬͯɺ৽ͨͳۀ࢈
ग़ΛਐΊΔɻ

大学ڀݚ / 教ҭɾ
ਓࡐҭ

ɾ  ෮͢ࢿʹڵΔͷ௨ΓҬͷूੵʹ͚ͯɺ大学ʹΑΔ教ҭ׆ڀݚಈΛࢧԉɻ
ɾ  খத学ߍͰͷ;Δ͞ͱ学शɺߍߴͰͷۀاɾؔػڀݚͱ࿈ͨ͠ܞ教ҭΛ࣮͠ࢪɺߏΛ୲͏ࢤ͍ߴ
Λͨͬ࣋ਓࡐΛҭɻ
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ྛਫ産分では、ߏの࣮現に向け、通り地Ҭ等に͓いて、ϩϘοトٕज़などの先端ٕज़をશ
。に先駆けてऔりೖれているࠃ

そのうͪ、業分に͓いては、ʮਫҴのলྗେن生産のਪਐʯ、ʮാ作のେن生産による
৽たな地ར用ܕ業Ϟσルߏஙʯ、ʮ業分の業๏人等のࢀೖࢧԉʯに向けたऔなどを行っ
ている。

ਫҴͷলྗେنੜ࢈ͷਪਐ
େنܦӦମʢメΨフΝーϜʣのҭを的に、先ਐٕज़、ྫえばυϩーンやϦϞートηンシンά

ٕज़の活用、(1S をऔりけたะ場ཧシスςϜなどを࣮ূしている。࣮ࢪにあたっては、業ऀ、
+A、メーΧー、ౡݝ等によるٞڠ会をઃஔし、ֵ৽ٕज़をܦӦ的なࢹからධՁݕ౼しながら、地
Ҭにదしたٕज़のཱ֬、普ٴをࢦしている。

また、Ӵը૾等をར用してऩྔや生ҭঢ়گをѲするシスςϜを開ൃしている。

ാ࡞ͷେنੜ࢈にΑる৽ͨな地ར༻ܕۀϞσϧߏங
࿑ಇྗෆとେنะ場作業の՝ղܾのため、ຽ間ا業が中৺となりϩϘοトトラΫターの開ൃ

をਐめ、有人でૢॎするトラΫターとແ人で行するトラΫターを一ͭのะ場で同時に動かし、作業
ޮの向上をࢦしている。また、લ۶Έ࢟をิॿし࿑ಇ負ՙを軽減するΞシストスーツを作業
用に改良している。

ۀͷۀ๏ਓͷࢀೖࢧԉ
な՝となって͓り、多༷ࠁがେきい通り地Ҭ等では、担いख減少ɾෆはਂڹのӨࡂྗࢠݪ

な担いखの֬อをਐめる必要がある。ߏをਪਐしていく中֩的機ؔであるʮެӹஂࡒ๏人ౡイノ
ベーションɾίーストߏਪਐ機ߏʯが中৺となり、ICT等のֵ৽ٕज़をར用した業๏人やຽ間ا
業の業ࢀೖをଅਐするためのௐࠪ、ใൃ৴を࣮ࢪしている。

【環境制御型施設
でのﾄﾏﾄ栽培ｲﾒｰｼﾞ】

➍新たな花き栽培施設の整備
・高度環境制御施設による鉢花栽培施設

（H26～27竣工）…南相馬市
・カスミソウ、トルコギキョウ栽培施設（17棟）

（H27竣工）…飯舘村
・鉢花等栽培施設（H28竣工）…飯舘村
・胡蝶蘭栽培施設（H29竣工）…葛尾村
・アンスリウム栽培施設（H30竣工）…川俣町

➎ＩＣＴ等を活用した大規模繁殖共同経営

モデルの構築
・和牛繁殖農場で活用できる個体一元管理システムの

開発・実証（H28,30）…飯舘村

・ICT技術等を活用した和牛肥育管理技術の開発・実証

（R元～R2）

➏浜地域農業再生研究ｾﾝﾀｰ等における
研究開発の推進
・営農再開・再生の段階に応じ必要な実証研究を実施

（H25～）

➐農業分野への農業法人等の参入支援
・農業者の組織化や民間企業等に対する地域の中核的な

担い手としての農業参入に向けた支援 （H30～）

【ロボットトラクタ】

※（ ）内の数字は年度

【畜産ﾓﾃﾞﾙ農場のｲﾒｰｼﾞ】

➊水稲の超省力大規模生産の推進
・ロボットトラクタの開発・実証（H28～29）
・法面除草ロボットの開発・実証（H28～30）
・100ha規模の大規模経営体の育成（H29～30）
・除染後農地の地力の｢見える化｣技術の開発（H30～R2）
・高解像度衛星による水稲管理技術の開発・実証

（H30～R2）
・ICTを活用した水管理システムの実証（H30）

➋畑作物の大規模生産による新たな土地利用型
農業モデル構築
・ロボットトラクタの開発・実証（H28～29）（再掲）
・農業用アシストスーツの開発・実証（H27～29）
・ブロッコリー収穫ロボットの開発・実証（H30～R2）
・たまねぎの機械化体系の実証（H27～）
・土地利用型園芸品目の生産性の高い営農モデルの実践

（H30～R2）
・地下かんがいシステムの導入（H28～）
・ICTを活用した水管理システムの実証（H30）

➌環境制御型園芸施設の整備
・環境制御型植物工場（H25～）…川内村
・トマト、小ネギ等栽培施設（H28竣工）…南相馬市
・トマトの低コスト耐候性ハウス（H28竣工）…いわき市
・イチゴの大規模栽培施設（H30竣工）…大熊町

先端技術等の導入による新しい農業の推進

ʴӶͶΓΖਭҶ؇ཀྵ
ٗढ़ŚźŘŤƆʵ

ͶҲ෨ฦॄخྋΝࣁࡠݟྋʁෳౣࣁ
Ұ෦ฤूʹجྉΛࢿ࡞ݝྉɿౡࢿ

ઌٕज़ͷಋೖにΑる৽͍͠ۀͷਪਐ
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ظ　࣌ ߲　ࣄ

2013ʢฏ25ʣ6݄ ʮຊڵ࠶ઓུʯࡦఆ
ୈೋ҆࣍ഒ内閣͕農ྛਫۀ࢈ͷۀ࢈ԽΛඪʹ͛ܝΔɻ

2014ʢฏ26ʣ3݄ 農ྛਫ࢈লͷʮεϚʔτ農ۀͷ࣮ڀݚ͚ͨʹݱձʯ͕ɺεϚʔτ農ۀʹΑΔ
農ۀͷ՝ղܾͷํੑΛଧͪग़͢ɻ

2014ʢฏ26ʣ6݄ ʯΛଧͪग़͢ɻߏল͕ʮౡΠϊϕʔγϣϯɾίʔετۀ࢈ࡁܦ

2016ʢฏ28ʣ6݄
ʮຊڵ࠶ઓུ 2016ʯࡦఆ
ʮ߈Ίͷ農ྛਫۀ࢈ʯͷ࣮͚ʹݱʮֵ৽తٕज़ͷಋೖʹΑΔੜੑ࢈ͷൈຊతվ
ળʯΛ͛ܝΔɻ

2016ʢฏ28ʣ11݄ 農ྛਫۀ࢈ɾҬͷྗ׆ຊ部͕ɺICTϩϘοτٕज़Λ׆༻ͨ͠ʮ農ڝۀ
૪ྗڧԽϓϩάϥϜʯΛࡦఆ͢Δɻ

2017ʢฏ29ʣ8݄ ͷϓϥοτϑΥʔϜͱ͠ܞσʔλ࿈ۀຽͷ農 ʮͯ農ۀσʔλ࿈جܞ൫ʢWAGRIʣʯ 
͕ൃ͢Δɻ

2018ʢฏ30ʣ6݄
ʮະདྷࢿઓུ 2018ʯࡦఆ
σʔλͱઌٕज़ͷϑϧ׆༻ʹΑΔੈքτοϓϨϕϧͷʮεϚʔτ農ۀʯͷ࣮
Δɻ͛ܝʹΛඪݱ

2018ʢฏ30ʣ6݄
ʮ౷߹Πϊϕʔγϣϯઓུʯࡦఆ
εϚʔτ農ٕۀज़ͷల։ʹΑΓ2025·Ͱʹ 1,000 ԯԁҎ্ͷࢢΛ֫ಘ͢Δ
͜ͱΛඪͱ͢Δɻ

2018ʢฏ30ʣʙ
2019ʢฏ31ʣ

εϚʔτ農ؔۀ࿈࣮ূࢪ࣮ۀࣄ
͞ΕΔɻ࠾Λཱ֬͢ΔͨΊ69ϓϩδΣΫτ͕ܥదͳٕज़ମ࠷

2019ʢฏ 31ʣ4݄ 農ۀσʔλ࿈جܞ൫ʢWAGRIʣ͕ຊ֨ӡ༻Λ։࢝͢Δɻ

2019ʢྩݩʣ6݄ ʮ農ۀ৽ٕज़ͷݱ࣮ਪਐϓϩάϥϜʯࡦఆ
農ݱۀͷ৽ٕज़࣮ՃԽɺ農ܦۀӦͷվળ࣮ݱΛਤΔɻ

2019ʢྩݩʣ6݄
ʮࡒࡁܦӡӦͱվֵͷجຊํ2019ʯࡦఆ
ٕज़࣮ͷਪਐʹΑΔεϚʔτ農ۀͷ࣮ݱʹΑΓڝ૪ྗڧԽΛߋʹՃͤ͞
Δɻ

2019ʢྩݩʣ6݄
ʮઓུϑΥϩʔΞοϓʯࡦఆ
2022 ·ͰʹεϚʔτ農ۀͷຊ֨తͳݱ࣮Λண࣮ʹਐΊΔڥΛ͑
Δɻ

ʢߟࢀʣεϚʔτۀΛ८るओなࡦಈ
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ᾈ σʔλͰݟるۀ

౦ݍの業にͭいて、産業としてのҐஔͮけやその特৭、担いखのঢ়͓گよびޙࠓのࢢ場の見通
し等にͭいて、ؔ࿈する౷ܭσータを用いて৮れたい。

ᶃ౦ݍのۀ࢈װجͱ͠てのۀ

શࠃͷׂ̎ΛΊる౦ݍͷۀ
ओな業ؔ࿈ࢦඪʢߞ地໘ੵ、業ब業人口、業産ग़ֹʣに͓いて、౦ݍはશࠃのׂ̎を

めている。໊(%1のશࠃシΣΞは�.�ˋఔ度であることから、業は౦ݍのװج産業であるとݴ
える。

0

5

10

15

20

25

30
ʢˋʣ

15100520009590858075701965

໘ੵ 23.4ߞ

農ۀबۀਓ21.7 ޱ

農࢈ۀग़ֹ 17.7

࡞ʯΑΓܭॴಘ౷ۀ࢈ηϯαεʯɺʮੜۀলʮྛ࢈ྉɿྛਫࢿ

౦ݍͷؔۀ࿈ࢦඪͷରશࠃγΣΞ
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౦ݍͷ࢈ۀग़ֹશࠃτοϓΫϥε
౦ݍの業産ग़ֹは�ஹ���0ԯԁʢ�0��ʣであり、भɾԭೄ、ؔ౦ʢ̍̒ݝʣにଓい

てେきい。特にถの産ग़ֹは5��0ԯԁʢશࠃシΣΞ��.�ˋʣであり、શࠃトοϓである。
また、ʮச産ʯ、ʮそのଞʯをআいたߞ種業にߜると、業産ग़ֹはभɾԭೄをൈいて�Ґとなり、

�Ґのؔ౦にも���ԯԁのࠩにഭるなど、さらに౦ݍのଘ在感が૿すとݴえる。

ʢ10ԯԁʣ

ถ ࡊ Ռ࣮ ச࢈ ͦͷଞ

0

200

400

600
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1,200
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2,000

भɾԭೄࠃ࢛தـۙࠃத部ʢ৽ׁআ͘ʣؔ౦౦ݍʢ৽ׁؚΉʣւಓ
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728

211

128

6

1,276

587

281

202

511

69

1,649

283 230 187

477

132

877

264

349

183

245

169

737

68

542

183

1,814

1,177

155 121
96
61

177

162

82
96

139

111

146
65

177
24

ࠃ࢛
55

96
38

615

480
432

1,936

࡞ʯΑΓܭॴಘ౷ۀ࢈লʮੜ࢈ྉɿྛਫࢿ

地ҬϒϩοΫผ࢈ۀग़ֹͷ෦ผߏʢ2017ʣ
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ۀͷݍͱにಛ৭͕͋る౦͝ݝ
業ࢉग़ֹの෦ผߏをݝผに見ると、ถをベースにݝごとにόラΤςΟにんでいることがわ

かる。
੨やܗࢁやౡではՌ࣮がんであり、੨のりんご、ܗࢁのさくらん΅、༸なしは、それͧ

れશ̍ࠃҐの産ग़ֹをތっている。また、ౡでは౧がશ̎ࠃҐ、りんごが̑Ґである。な͓、ܗࢁ
はถもશ̑ࠃҐとんである。

৽ׁやळాではถのׂ߹がߴく、৽ׁはશ̍ࠃҐ、ळాはશ̏ࠃҐである。
は̒Ґ、ಲڇは̑Ґ、ೕڇҐ、生ೕは̐Ґ、用̏ࠃく、ϒϩイラーはશߴखではச産の比がؠ

は�Ґとなっている。
。�Ґであるࠃともにશڇく、ถ、用ߴではถやச産のׂ߹がٶ

ʢԯԁʣ

ถ ࡊ Ռ࣮ ச࢈ ͦͷଞ

৽ׁౡܗࢁळాٶ岩手੨0

500
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࡞ʯΑΓܭॴಘ౷ۀ࢈লʮੜ࢈ྉɿྛਫࢿ

౦ݍͷ࢈ۀग़ֹͷ෦ผߏʢ2017ʣ
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౦ݍͷߞ地໘ੵాͷΊるׂ߹͕͍ߴ
い。特に৽ׁߴでは��.�ˋとݍが5�.�ˋであるのにରし、౦ࠃ地໘ੵにめるాのׂ߹は、શߞ

。では��.�ˋであるݝٶ、ˋでは��.5ݝでは��.��、ळాݝ
また、੨ݝとݝܗࢁではथԂ地、ؠखݝでは地のׂ߹がશࠃを上ճっている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

શࠃ

౦ݍ

৽ׁ

ౡ

ܗࢁ

ळా

ٶ

岩手

੨ ా 52.8% ී௨ാ 23.2% थԂ 14.8%  9.1%

88.7%

74.8%

82.7%

70.5%

79.0%

87.5%

4.5%

3.7%4.7%

62.8%

9.5%

21.0%

11.8%

18.3%16.6% 2.4ˋ
1.0ˋ

2.9ˋ

1.9ˋ

4.5%
1.6ˋ

3.7%4.7%
1.3ˋ

8.0%

8.8%10.3%

0.5ˋ
5.9%4.9%14.4%

54.4% 25.7% 6.3% 13.5%

࡞ௐࠪʯΑΓܭ౷࡞লʮ࢈ྉɿྛਫࢿ

ాാผߞ地໘ੵͷׂ߹ʢ2018ʣ
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౦ݍͷ
ऀࣄैۀ

377,929ਓ

ʙࡀ75
20.5%

77,310ਓ

15ʙ ࡀ24
1.3%

5,007ਓ
25ʙ ࡀ34

4.6%
17,197ਓ

35ʙ ࡀ44
6.7%

25,199ਓ

45ʙ ࡀ54
8.7%

33,030ਓ

55ʙ ࡀ64
25.0%

94,558ਓ
65ʙ ࡀ74

33.2%
125,628ਓ

࡞ௐࠪʯΑΓࠃྉɿ૯লʮࢿ

౦ݍͷऀࣄैۀͱྸߏʢ2015ʣ

ᶄ୲͍खෆྸߴԽのਐల

ԽͷਐలྸߴͱऀࣄैۀগͷҰ్ΛͨͲるݮ
業従ऀࣄは、業生産ֹが૿Ճしていた���5までの期間をؚめ、���5Ҏ߱一؏して減少

している。
また、家のྸߴԽがਐんでいる。౦ݍの業従ऀࣄのҎ上は�5ࡀҎ上のऀྸߴでめられ

て͓り、�5ࡀҎ上のޙ期ऀྸߴが�ׂҎ上をめるঢ়گである。

ʢઍਓʣ ʢ%ʣ

農ऀࣄैۀʢ࣠ࠨʣ Ҏ্ͷׂ߹ʢӈ࣠ʣࡀ65
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࡞ௐࠪʯΑΓࠃྉɿ૯লʮࢿ

౦ݍに͓͚るऀࣄैۀͱ65ࡀҎ্ͷׂ߹
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ܦۀӦମશମݮগ
શࠃ同༷、౦ݝ�ʢ৽ׁআくʣに͓ける業ܦӦମは、業従ऀࣄの減少にい減少向にある。
౦ݝ�の�0��のܦӦମは、��ສ5�00である。�005には��ສ��00のܦӦମがଘ在し

ていたが、��間で5�ˋの減少となった。

ʢઍܦӦମʣ

౦6ݝશࠃ

2,009

378

1,679

313

1,377

248

1,318

238

1,258

223

1,221 1,189

215 210

2019201820172016201520102006
0

500

1,000

1,500

2,000

ɿ  農ܦۀӦମͱɺܦӦߞ໘ੵ͕30haҎ্ຢ農࢈ൢചֹ͕ۚ50ສԁʹ૬͢ΔنҎ্ͷ農ۀΛऀ͏ߦɺຢ農ۀ࡞डୗΛߦ
͏ऀΛ͍͏ɻ

ηϯαεʯʢʙۀলʮྛ࢈ྉɿྛਫࢿ 2015ʣɺʮߏۀಈଶௐࠪʯʢ2016ʙʣΑΓ࡞

ܦۀӦମͷਪҠʢ౦6ݝʣ
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৫ܦӦମۙ૿Ճ
౦̒ݝの業ܦӦମにͭいて種ྨผに見ると、家族ܦӦମが減少している一方で、৫ܦӦମ

のはۙ૿Ճしている。

ՈܦӦମʢ࣠ࠨʣ ৫ܦӦମʢӈ࣠ʣ

ʢઍܦӦମʣ ʢઍܦӦମʣ
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ɿ  ՈܦӦମͱɺ農ܦۀӦମͷ͏ͪɺੈଳ୯ҐͰۀࣄΛऀ͏ߦΛ͍͏ɻ৫ܦӦମͱɺձࣾ農ࣄ߹๏ਓͳͲ৫ͰۀࣄΛߦ
͏ऀʢՈܦӦମͰͳ͍ܦӦମʣΛ͍͏ɻ

ηϯαεʯʢʙۀলʮྛ࢈ྉɿྛਫࢿ 2015ʣɺʮߏۀಈଶௐࠪʯʢ2016ʙʣΑΓ࡞

ՈܦӦମͱ৫ܦӦମͷਪҠʢ౦6ݝʣ
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ᶅޙࠓのల

ճ෮ͷஹ͕͠ݟΒΕる౦ݍͷ࢈ۀग़ֹ
౦ݍに͓ける業産ग़ֹは、���0代までは一؏して૿Ճしたޙ、Ҏ߱は人口૿ՃϖースのಷԽ

や༌ೖ作の૿ՃにՃえ、ถのফඅ減ୀなどの要Ҽにより減少をଓけた。
一方、�0�0から�0�5にはओ৯用ถҎ֎ʢ中৯ɾ֎৯向けʣのध要にԠじた生産のస等を

എܠに、૿Ճとసした。

ʢ10ԯԁʣ ʢ1965ʹ100ʣ

634

2,109
1,792 1,687

1,509 1,556
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2,0381,989
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࡞ʯΑΓܭॴಘ౷ۀ࢈লʮੜ࢈ྉɿྛਫࢿ

౦ݍに͓͚る࢈ۀग़ֹͷਪҠ
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େنܦӦମͷ૿Ճ
先ड़のと͓り、業ܦӦମは減少しているが、໘ੵنɾൢചֹۚنผに見ると、�0IBҎ上の

େنܦӦମ、産ൢചֹۚ500ສԁҎ上のେنܦӦମのは૿Ճしている。

ʢઍܦӦମʣ ʢઍܦӦମʣ
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ʣݝӦମͷਪҠʢ౦6ܦۀผن地໘ੵߞӦܦ
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ηϯαεʯʢʙۀলʮྛ࢈ྉɿྛਫࢿ 2015ʣɺʮߏۀಈଶௐࠪʯʢ2019ʣΑΓ࡞

࢈ൢചֹۚنผܦۀӦମͷਪҠʢ౦6ݝʣ

ηϯαεʯʢʙۀলʮྛ࢈ྉɿྛਫࢿ 2015ʣɺʮߏۀಈଶௐࠪʯʢ2019ʣΑΓ࡞
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୲͍खͷ地ूੵ͕ਐల
地ूԽによる生産性向上に向け、地の流動Խࡦはچ来よりਐめられて͓り、最ۙでは�0��

に地中間ཧ機ߏʢ地όンΫʣ�がઃされている。
地の流動Խࡦにؔする一࿈のऔにより、৫ܦӦମをはじめとする担いख�の地໘ੵのू

ੵがਐలしたことなどから、ۙࢸに͓いてେنܦӦମが૿Ճしているものとߟえられる。

ʢສhaʣ ʢ%ʣ
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লʮ୲͍खͷར༻ूੵ໘ੵͷਪҠʹ͍ͭͯʯ࢈ྉɿྛਫࢿ

୲͍खͷ地ར༻ूੵ໘ੵͷਪҠ

̍　  農༻ͷར༻ͷޮԽٴͼߴԽͷଅਐΛਤΔ͜ͱΛతʹɺ農༻Λି͍ͨ͠ͱ͍͏農ॴ༗ऀʢग़͠手ʣͱ୲͍手農ऀۀʢड
͚手ʣͷհͷۀࣄΛ͏ߦ๏ਓ

̎　  ୲͍手ͱɺೝఆ農ऀۀɺࢢொଜجຊߏͷਫ४౸ୡऀɺಛఆ農ஂۀମʢ2003͔Βʣɺूམ内ͷӦ農ΛҰׅཧɾӡӦ͍ͯ͠
ΔूམӦ農ʢ2005͔ΒʣΛ͢ࢦɻ
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৫๏ਓܦӦɺओܦۀӦମに͓͚るૈۀऩӹͷ৳ͼେ͖͍
৫๏人ܦӦとݸผܦӦの比ֱでは、৫๏人ܦӦの方が業ૈऩӹのֹۚنɾۙࢸに͓ける

৳びともにେきい。
また、ݸผܦӦをओ業ɾ෭業ผに見ると、ओ業ܦӦମのऩӹ性がߴく、中でもएい従業ऀがいるܦ

Ӧମの方がߴいऩӹ性をࣔしている。
৫的として業にऔりΉܦӦମや、ܦӦऀܧޙにもなりうるएऀをרきࠐΈͭͭ、ओ業として

業にऔりΉ業ܦӦମにࣄ業性を見ग़すことができる。
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Ӧܦผݸ

४ओܦۀӦମʢӈ࣠ʣ
४ओܦۀӦମʢӈ࣠ʣ

ओۀͷ͏ͪ65ࡀະຬ農ۀઐैऀ͋Γʢӈ࣠ʣ
෭ۀతܦӦମʢӈ࣠ʣ

17161514131211102009

̍ɿ৫๏ਓܦӦͱɺ農ۀੜ࢈ͷൢചΛతͱ͢Δ農ܦۀӦମͷ͏ͪɺ৫ʹΑΔ農ܦۀӦΛ͏ߦ๏ਓ֨Λ༗͢ΔܦӦମɻ
̎ɿݸผܦӦͱɺ農ۀੜ࢈ͷൢചΛతͱ͢Δ農ܦۀӦମͷ͏ͪɺੈଳʹΑΔܦӦମɻ
̏ɿ1ؒͷ農ܦۀӦʹΑΓಘΒΕͨ૯ऩӹֹɻ
̐ɿ  ओܦۀӦମͱɺݸผܦӦͷ͏ͪɺ農ۀॴಘ͕ओʢʮ農ۀʴ農ۀੜؔ࢈࿈ۀࣄʴ農֎ॴಘʯͷ50ˋҎ্ʣͰɺ65ࡀະຬͷࣗӦ農

Ӧମɻܦ60Ҏ্ͷऀ͕͍Δࣄैۀ
̑ɿ  ४ओܦۀӦମͱɺݸผܦӦͷ͏ͪ農֎ॴಘ͕ओʢʮ農ۀʴ農ۀੜؔ࢈࿈ۀࣄʴ農֎ॴಘʯͷ50ˋະຬʣͰɺ65ࡀະຬͷࣗӦ農

Ӧମɻܦ60Ҏ্ͷऀ͕͍Δࣄैۀ
̒ɿ෭ۀతܦӦମͱɺݸผܦӦͷ͏ͪओܦۀӦମɺ४ओܦۀӦମҎ֎ͷܦӦମɻ

࡞ௐࠪʯΑΓܭӦ౷ܦۀলʮ࢈ྉɿྛਫࢿ

ૈۀऩӹͷਪҠʢ౦6ݝʣ
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ۙ૿Ճに͋る৽نबऀ
౦ݝ�の৽نबऀは、業のؔ৺のߴまり等をөして、ۙ૿Ճ向でਪҠしている。
ब۠分ผに見ると、�0��度ではޏ用बが、̪ターンが�0ˋ、৽ࢀنೖは��ˋ、

৽ֶنଔが�0ˋとなって͓り、�0��度と比ֱすると、ޏ用ब、৽ࢀنೖのׂ߹が૿Ճしている。

ʢਓʣ

੨ݝ 岩手ݝ ݝٶ ळాݝ ݝܗࢁ ౡݝ
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࡞ɾଜΛ८ΔʯΑΓۀʮ౦৯ྉɾہྉɿ౦ࢿ

৽نबऀͷਪҠʢ౦6ݝʣ

2017

2011

ʢʣ

0ˋ 20ˋ 40ˋ 60ˋ 80ˋ 100ˋ

৽ن学ଔUλʔϯ ৽ࢀنೖޏ༻ब農

39.3% 40.1% 8.6% 12.0%

47.6% 27.7% 15.8% 9.0%

ɿ  ޏ༻ब農ͱɺ農ۀ๏ਓʹޏ༻͞ΕͨऀʢUλʔϯɺ৽ن学ଔʹ֘͢Δऀআ͘ʣɻ̪λʔϯͱɺଞޙͨ͠ࣄैʹۀ࢈ब農͠
ͨऀɻ৽ࢀنೖͱɺࣗΒ農Λऔಘ͠ब農ͨ͠ऀʢUλʔϯɺ৽ن学ଔʹ֘͢Δऀআ͘ʣɻ৽ن学ଔͱɺߍߴɾ農大Λ
ଔޙۀब農ͨ͠ऀɻ

࡞ɾଜΛ८ΔʯΑΓۀʮ౦৯ྉɾہྉɿ౦ࢿ

৽نबऀबׂ۠߹ʢ౦6ݝʣ
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֦େ͕期待͞ΕるεϚʔτؔۀ࿈ͷࢢن
ࠃʢ�0���݄��ެදʣによると、スマート業ʢਫ産ɾச産আくʣのܭのਪࡁܦ࢜会ࣾࣜג

内ࢢ場نは、�0��見ࠐで���ԯԁ、�0�0༧ଌでは�0��ԯԁにୡするとされて͓り、ޙࠓの৳
びが期待できる。

このਪ݁ܭՌをもとに、�0��ʙ �0�0に͓けるࢢ場نのฏۉをࢉܭすると間
�.�ˋであり、がࢉࢼする中期の࣮質(%1見通しを上ճる有ࢢ場とݴえよう。

Λௐࠪʯࢢʡؔ࿈ͷۀʮΛूΊΔʡεϚʔτࡁܦ࢜ձࣾࣜגྉɿࢿ

εϚʔτۀɺਫۀ࢈ɺசؔۀ࢈࿈ͷࠃࢢ

 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

GDP
 0.3ˋ 0.9ˋ 1.4% 0.8% 1.9% 2.0% 2.0% 2.0% 2.0% 1.9% 1.8% 1.8%

ʢߟࢀʣ࣮࣭̜̙̥ͷਪҠʢ࣮ݱέʔεʣ

ʯʢ2020݄̍ 17 ʣࢉࢼʹؔ͢Δࡒࡁܦͷظྉɿֳʮதࢿ
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औҾൢചνϟωϧͷଟ༷ԽにΑるࢢ֎औҾͷ֦େ
Էചࢢ場に͓けるऔѻֹۚは、���0代ॳ期にϐーΫをܴえたࠃ、ޙ内生産の減少やࢢ場֎流通の

૿Ճ等のӨڹにより、中ԝɾ地方とも減少し、ۙࢸは֓ͶԣばいでਪҠしている。
さらに、ࠃ産੨ՌのԷചࢢ場ܦ༝にணすると減少向にあることが分かる。これは、খചɾ

֎৯ࣄ業ऀとのഓܖにͮجくऔҾの૿Ճや、産地औҾやച所、ωοト通ൢなどൢചνϟω
ルの多༷Խがਐんだことがഎܠにあるとߟえられる。

7
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ຊௐࠪに͓けるʮ業Ϗジωスの৽ை流ʯは、ҎԼのようにఆ義する。

ཁͭ࣋ग़͠ɺ͕ࣗࣾݟϏδωενϟϯεΛ͕ۀا֎ͷ՝ྖҬʹؔ͠農ऀ࢈ଘͷੜط
ૉٕज़ɾαʔϏε·ͨ͜ΕΒͷ৽ͨͳ։ൃΛ௨ͯ͡՝ղܾʹऔΓΉಈ͖ɻ

ϏοάσータඋがਐΉにͭれ、業分に͓けるใٕज़のֵ৽を通じ、生産ऀにܦӦֵ৽や生
産ٕज़開ൃにؔする࣮ફがもたらされ、生産現場やࢢ場ɾ流通過ఔに͓ける種々の՝ղܾがਤられ
ることにより、୯ऩの向上やൢചྔの૿Ճ、産の品質やՃՁの向上、ฏۉඅ用の減がୡ
され生産ऀのརӹをߴめることが期待されている。

ຊ度の౦ࣾݍ会ࡁܦനॻでは、こうした動きを生産ऀにのΈにؔするものとしてଊえるので
はなく、Ήしろ業Ҏ֎のྖҬでࣄ業をల開するا業ʢҎԼ、֎ا業ʣがطଘの業๏人等の՝
ྖҬにϏジωスνϟンスを見ग़し、自ࣾのͭ࣋要ૉٕज़ɾαーϏスまたはこれらの৽たな開ൃを通じ
て、現場でىこっている՝ղܾにऔりΉ動きにணするものである。

ۀϏδωεͷ৽ைྲྀにؔする͑ߟ方

࡞ηϯλʔڀݚԽੑ׆ྉɿ౦ࢿ

2 ௐࠪͷࢹ
ᾇ ৽ͨなۀͷਐలにݟるϏδωεͷ৽ைྲྀ

ビッグデータ
整備

経営⾰新
（企業家精神、計数感覚等）

農業分野における
情報技術⾰新
（AI・IoT・ICT）

⽣物化学的
（BC）技術

⽣産技術開発

量的変化

機械的
（M）技術

質的変化

⽣産現場における変化

市場・流通における変化

品質・付加
価値向上

単収向上
販売数増

平均費⽤
低減

利益増

　生産者

農外企業

課題解決
（ビジネスチャンス）

適正管理
環境負荷低減・
資源節約

軽労・省⼒化

労働環境改善

廃棄ロス低減

物流合理化

関係性強化

透明性向上

課題領域

製品 サービス
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ҎԼは、生産ऀの՝ྖҬに͓ける֎ا業のϏジωスのࢹである。جຊ的には、業ܦӦの強
Խに向かうものがओであるが、その中には地Ҭ活性Խやڥ等のࣾ会的՝とີにϦンΫして
いる՝もあることから、こうした֎ا業の৽たな動きは、家のརӹग़とそのഎܠにあるࣾ会
՝のղܾをཱ྆する活動であるとݴえよう。

こうした機をとらえた֎ا業のࢀೖがਐΉことにより、౦ݍのװج産業である業の生産性
向上や࣋ଓ可能性がߴまり、ͻいては౦ݍのࡁܦɾࣾ会の活性Խにݙߩすることが期待される。

ੜݱ࢈ʹ
͓͚ΔมԽ

ੜԽ学త
ʢBCʣٕज़

దਖ਼ཧ
εέδϡʔϧཧۀ࡞Θͤͨ߹ʹگͷੜҭঢ়࡞
ྫʣηϯγϯάʹΑΔੜҭঢ়گཧ
　　ะϚοϓΛۀ࡞ͨ͠ࡌࢽΞϓϦ

ɾݮෛՙڥ
અݯࢿ

農ࡐࢿۀͱΤωϧΪʔͷޮతͳ༻
ྫʣՄมͱΤωϧΪʔࢪංٕज़ʢAIʣɺΤωϧΪʔϚωδϝϯτ

ցతػ
ʢ̢ʣٕज़

ܰ࿑ɾলྗԽ
ମత࿑ಇͷෛՙܰݮɺ࿑ಇؒ࣌ॖ
ྫʣύϫʔΞγετεʔπɺ農ༀࢄυϩʔϯ
　　ηϯγϯάʹΑΔะཧɺશࣗಈࡊ

࿑ಇڥվળ ͳͲ͔Βͷղ์ۀ࡞ݥة
ྫʣמΓϩϘοτɺऩ֭ʢߴॴۀ࡞ʣϩϘοτ

ʹɾྲྀ௨ࢢ
͓͚ΔมԽ

ྔతมԽ

ഇغϩεݮ धݟ͕څ߹͏͜ͱͰͷഇغϩεݮɺ֨ن֎ͷԽ
ྫʣੜऀ࢈ͱফඅऀͷϚονϯάɺϚʔέοτΠϯܕ農ۀ

ྲྀ߹ཧԽ ༌ૹϧʔτɾඞཁτϥοΫͷ࠷దԽ
ྫʣڞಉ༌ૹɾൢചγεςϜ

࣭తมԽ

Խڧੑؔ ফඅऀͱͷإͷ͑ݟΔؔͮ͘ΓʹΑΔϩΠϠϧΧελϚʔ֫ಘ
ྫʣੜऀ࢈ͱফඅऀͷϚονϯά

্ੑ໌ಁ ΔԽʹΑΔ҆৺҆શͷ֬อ͑ݟɾྲྀ௨ϧʔτͷ࢈
ྫʣάϩʔόϧGAPͷऔಘ

֎ۀاͷϏδωεͷࢹ

࡞ηϯλʔڀݚԽੑ׆ྉɿ౦ࢿ

先にఆ義したʮ業Ϗジωスの৽ை流ʯを౿まえ、౦ݍに͓ける業の産業Խに向けてҎԼ
のフϩーにࣔすܗでௐࠪを行う。
ʮ̍ᾈσータで見る業ʯで見たように、౦ݍに͓ける業はװج産業でありながらもऔりרく

現ঢ়はݫしいঢ়گにある。一方で、の産業Խに向けたऔがਐΈ、౦ݍでも多くのϓϩジΣ
Ϋトがల開され、業Ϗジωスの৽ை流にじたϏジωスνϟンスも多くଘ在しているとݴえる。こ
うした中、ओମ的に業にؔわるϓϨーϠーを૿やすことが必要であり、なかでも֎ا業のੵۃ的
。をѲるݤの֬อɾҭがࡐೖと、こうしたϏジωスνϟンスにదԠした人ࢀ

そこでຊ度の౦ࣾݍ会ࡁܦനॻでは、ҎԼの̎ͭの分ੳから౦ݍに͓ける業の産業Խ
に向けてٻめられる方ࡦをݕ౼し、ఏࣔする。

ᶃ　  طʹ農ۀʹࢀೖ͍ͯ͠Δ農֎ϓϨʔϠʔΛओͳରͱͨ͠ઌਐྫࣄௐࠪΛ
ͱʹɺͲͷΑ͏ʹ農Ոͷ՝ྖҬʹΞϓϩʔν͠ɺࣗࣾͷཁૉٕज़ͷ׆༻ʹΑ
ΔιϦϡʔγϣϯΛఏ͔ͨ͠ڙɺͦͷܦҢΛѲ͢Δ͜ͱͰࢀೖΛଅ͢ώϯτΛ
ಘΔɻ

ᶄ　  農ؔۀ࿈ͷޙࠓʹࣄब৬͢ΔՄੑͷ͋ΔएऀΛରͱͨ͠Ξϯέʔτௐ͔ࠪ
Βɺब農ʹର͢Δҙࣝෆ҆ΛѲ͠ɺ৽ͨͳਓ֫ࡐಘʹඞཁͳϙΠϯτΛ୳Δɻ

ᾈ ௐࠪͷجຊతな͑ߟ方
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࡞ηϯλʔڀݚԽੑ׆ྉɿ౦ࢿ

ௐࠪͷجຊతな͑ߟ方ʢϑϩʔʣ

①農外企業の積極的な参⼊、②上記ビジネスチャンスに適応した⼈材確保・育成

販路の持ち⽅や、売り⽅次第では農業⾃体がより
儲かる産業に

卸売市場外取引⾼の拡⼤
（流通経路が多様化し、市場外流通が⼤きく伸び
ている）

普及の過程において、要素技術やサービスを持つ農
外企業にとってのビジネスチャンス拡⼤

スマート農業技術の普及により、省⼒化、労働負
荷の軽減、営農の効率化の改善が期待される
（伸びしろ⼤）

東北圏において農業は基幹産業である⼀⽅、担い
⼿不⾜や⾼齢化の進展が顕著

政府は成⻑産業化に向けた農業のイノベーションを
積極的に推進、東北圏でも数多くのプロジェクトを
展開

事例から⾒られる⼯夫ポイント、今後の課題を整理 企業・農業法⼈における⼈材確保に向けた課題を
整理

東北圏における農業の成⻑産業化に向けて
求められる⽅策の提⽰

農業を取り巻く現状

農業ビジネスの新潮流とビジネスチャンス

調査のアプローチ

農業ビジネスの新潮流をとらえ、東北圏の経済成⻑に導くための⽅策

①既に農業分野に参⼊している農外プレーヤーを
主な対象とし、どのように農家の課題領域にアプ
ローチし、⾃社の要素技術等の活⽤によるソ
リューションを提供したか、その経緯を把握すること
で参⼊を促すヒントを得る

➡先進事例を抽出しヒアリング調査

②農業関連の仕事に今後就職する可能性のある
若者を対象とし、就農に対する意識や不安等を
把握することで、新たな⼈材獲得に必要なポイン
トを探る

➡就職(就農)予備軍を対象にアンケート調査
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3 ઌਐྫࣄௐࠪ
ᾇ ௐࠪ֓ཁ

֎ا業等のࢀೖをଅすためのώントを୳るべく、業Ϗジωスの৽ை流に͓ける先ਐྫࣄとして、
業ԽをՌたしているϓϨーϠーにͭいて、ώΞϦンάࣄに֎分から生産ऀの՝ղܾにணしط
ௐࠪを࣮ࢪした。

に֘すܕরʣに分け、それͧれのྨࢀはҎԼをࡉʢৄܕで̏ͭのྨ؍をϏジωスϞσルのྫࣄ
る先ਐྫࣄをநग़し、౦ݍ内֎のྫࣄ��ܭをௐࠪした。֤ྫࣄでは、ࢀೖܦҢʢ生産ऀが๊える՝
のΞϓϩーν等ʣや、自ࣾの品ɾαーϏス開ൃに͓ける等にͭいてώΞϦンάを行った。

また、֤ܕྨྫࣄに͓けるऔのϙイント͓よび՝をऔりまとめߟした。

のఆٛܕྨྫࣄ

αϓϥΠϠʔࢢにࢀೖɹ
自ࣾの要ૉٕज़やノϋにͮجく品ɾαーϏスを開ൃし、ఏऀڙとしてࢀೖしている
ੜݱ࢈にࢀೖ

自ࣾの品やαーϏスを用いて、֎ا業等が自ら生産、または生産ऀのࢧԉを行う
ྲྀ௨ɾൢചにؔする৽ͨなऔ

場を開しているࢢஙにより、ಠ自のߏΈの場流通に͓ける৽たなࢢ

ௐࠪҰཡྫࣄ

αϓϥΠϠʔࢢにࢀೖɹ

No. ձ໊ࣾ ՝ྖҬ ֓ཁ औͷϙΠϯτ

ᶃ ᷂αεςΫϊ
ʢ੨ݝ ീࢢށʣ

ܰ࿑ɾলྗԽ

࿑ಇڥվળ

大学ൃϕϯνϟʔۀاɻి
ಈΞΫνϡΤʔλʢۦಈ
ஔʣΛ༻͠ͳ͍ਓے
ʹΑΓɺ࣌ۀ࡞ͷࠊͷෛ
ՙΛܰ͢ݮΔύϫʔΞγε
τεʔπΛ։ൃɻ

ɾ  ܰ ྔίϯύΫτɺணͨ͠··ӡస͕Մ
ͳͲݱͷχʔζʹدΓఴ͍ɺඞཁ࠷
ݶͷػʹߜΓࠐΜͩύϫʔΞγετ
εʔπΛ։ൃ
ɾ  農ۀ࡞ઇ͔͖ͷܰ࿑ԽͳͲ౦ͷ๊͑
ΔҬ՝ͷղܾʹ͢ݙߩΔ΄͔ɺ部
ௐୡཱΛ੨ݝ内Ͱ͏ߦͳͲɺҬ
ࢤΛۀࣄͨࠜ͟͠ʹ
ɾ  ݱࣄɺύϫʔΞγετεʔπͷػ
Λ͔͜͢׆ͱͷͰ͖ΔྖҬͷ֦大Λ
͢ࢦ

ᶄ ಉ᷂ۀ࢈
ʢ岩手ݝ Ֆࢢרʣ

ܰ࿑ɾলྗԽ

࿑ಇڥվળ

আઇػػמɺ農ػۀց
ͷ։ൃɾઃܭɾ͓Αͼ
ൢചΛۀا͏ߦɻશࠃτο
ϓγΣΞΛތΔখܕআઇػ
ͷٕज़Λ͔͠׆ɺࣗ
ߦແਓػמΛ։ൃɻ

ɾ  ۀ࡞מͷলྗԽχʔζΛ౿·͑ɺআઇ
מज़ΛԠ༻ٕͯ͠ޚͰഓ੍ͬͨػ
Λػ
ɾ  ٕ ज़ͷར͖͕Ͱ͖Δ֎部ਓࡐͷॿ͕ݴ
Խʹ݁ͼ͘
ɾ  ҬۀاͳΒͰͷ農Ոͱͷ͔ؔੑΒɺ
ݩ農ՈͷΈʹدΓఴ͏Λ։ൃ

ᶅ ౦ޫమ᷂
ʢळాݝ 大ؗࢢʣ

ܰ࿑ɾলྗԽ

࿑ಇڥվળ

ࡂγΣϧλʔͳͲͷ߯ߏ
ػۀ࢈ցͳͲͷઃܭ
࡞Λۀا͏ߦɻ৽ۀࣄن
ʹͯɺༀࢄ༻υϩʔϯ
Λ։ൃɻ

ɾ  農Ոͷ՝Λฉ͖औΔதͰυϩʔϯ׆༻
ʹΑΔ農ༀࢄͷܰ࿑ԽʹੑۀࣄΛݟग़
͠ɺ৽ۀࣄنͱͯ͠ల։
ɾ  ݩ農Ոͷχʔζʹ͖߹͍ɺଈԠੑͱ
͖Ίͷ͔ࡉͳχʔζͷରԠΛ࣮ફ͢Δ
͜ͱʹΑΓ農Ոͷ৴པΛ֫ಘ
ɾ  υϩʔϯٕज़ͷ農ۀʹ͓͚Δଞͷ՝
ྖҬͷԠ༻ʹڀݚ͚։ൃΛਐΊΔ
΄͔ɺຊۀͱͷγφδʔΛࠐݟΊΔࡂ
ͷྖҬʹల։
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No. ձ໊ࣾ ՝ྖҬ ֓ཁ औͷϙΠϯτ

ᶆ
᷂ΨΦνϟΦΤ
ϯδχΞϦϯά
ʢݝܗࢁ Ԭࢢʣ

ܰ࿑ɾলྗԽ

֤छࣗಈػͷઃܭɾ࡞ɾ
ௐɾϝϯςφϯεɺFA
ʢϑΝΫτϦʔɾΦʔτϝʔ
γϣϯʣϓϩάϥϛϯάͳ
ͲΛۀا͏ߦɻߴղੳΧ
ϝϥͰෳࡶͳ৭߹͍Λผ
͢Δٕज़Λࢬͨ͠ʹج౾ਫ਼
બผػΛ։ൃɻ

ɾ  ࢬ౾ͷબผۀ࡞ͷਓ手ෆʹؔ͢Δݩ
農ՈͷײػةΛ౿·͑ɺۀاݩͷཁૉ
ٕज़Λूੵ͢Δ։ൃମ੍Λߏங͠࢈学࿈
ͷͱ։ൃܞ
ɾ  ॆ ͳॲཧྗͱਫ਼͔Βɺ࿑ಇྗෆ
ͷղফɺબผؒ࣌ͷॖʹ͏্
ͳͲɺ農ՈʹͱͬͯෳͷϝϦοτ͋Γ
ɾ  ਫ਼બผٕज़ΛԠ༻ͨͦ͠ͷଞ࡞ͷબผ
ࢢԽʹΑΔڧ։ൃɺൢചઓུڀݚͷػ
ͷ֦大ɾ։ΛਐΊΔ

ᶇ ᷂FAMSʢϑΝϜεʣ
ʢ৽ׁݟ ݝෟࢢʣ

దਖ਼ཧ

ܰ࿑ɾলྗԽ

ϩϘοτͰੈքγΣ༺ۀ࢈
ΞτοϓΛތΔϝΧτϩχ
ΫεʢϝΧʷΤϨΫτϩχ
ΫεʣϝʔΧʔͷ҆
ɻϩۀاͷάϧʔϓػి
Ϙοτؔ࿈ٕज़Λ͔͠׆
ͨɺ৯ͷੜࣗ࢈ಈԽ
ஔΛɾൢചɻ

ɾ  ̓ ిػάϧʔϓʹੵ͞ΕͨϩϘοτ
ؔ࿈ٕज़Λ׆༻͠ɺશࣗಈʢແਓԽʣ
ʹΑΔࡊੜ࢈γεςϜΛ։ൃ
ɾ  ੜ࢈γεςϜͷ։ൃʹڧΈΛͭ࣋ҰํͰɺ
ϊϋΛͨ࣋ͳ͍農ۀʹ͍ͭͯ֎部
ͷϊϋΛऔΓࠐΉ͜ͱͰੜҭཧ
ྗΛ্
ɾ  ࡊͷࣗಈੜ࢈γεςϜͱ৯ࣗಈԽ
ஔͷ̎ͭͷۀࣄΛͭͳ͗߹ΘͤΔ͜ͱ
Ͱɺੜ࢈ɾऩ͔֭Β৯Ճɾࠝแɾग़
ՙ·ͰΛҰମతʹࣗಈԽ

ᶈ ᷂ζίʔγϟ
ʢւಓ ଳࢢʣ

ɾݮෛՙڥ
અݯࢿ

ઃܭίϯαϧλϯτɺଌྔ
ߦͳͲΛۀɺ࣭ௐࠪۀ
͏ʮ農ۀɾڥɾ·ͪͮ͘
ΓʯʹϑΥʔΧεͨ͠૯߹
ίϯαϧλϯτɻը૾ղੳ
ٕज़ʹΑΔՄมࢪංγες
Ϝͷల։ɺࢠձࣾͷ農ۀ
ੜ࢈๏ਓʮ༗ݶձࣾςΫϊɾ
ϑΝʔϜʯͰɺIT農࣮ۀ
ફʹݧ࣮ূ࣮͚ͨΛ࣮
ɻࢪ

ɾ  ะͷૉංཊΛυϩʔϯͰηϯγϯ
ά͠ɺσʔλղੳΛͯͬߦૉංཊ
ϚοϓΛ࡞͢ΔՄมࢪංγεςϜͳ
Ͳɺݩ農Ոͷྗڠͷͱਫ਼ີ農ࢧۀԉ
Λల։
ɾ  ؔػڀݚͱݱͷ農Ոͷ͑ߟΛ౷߹͠ɺ
վྑٕज़Λத৺ʹʠ͑Δٕज़ʡΛ
ల։͠ʠ͔Δ農ۀʡΛ͢ࢦͱͱʹɺ
農ػϝʔΧʔͷۀاݩͱͷ࿈ܞʹ
ྗతʹରԠ
ɾ  ࣗ ࣾ内ʹ͓͍ͯڀݚ։ൃ部Λ༗͍ͯ͠
Δ͜ͱɺ·ͨɺ大学ɾެઃݧࢼͱڞ
ಉ͕ڀݚͰ͖ΔΑ͏ઐੑΛͨͬ࣋ਓࡐ
Λҭ

ᶉ χγϜి᷂ۀࢠ
ʢԬݝ Ԭࢢʣ

దਖ਼ཧ

ܰ࿑ɾলྗԽ

ͷثػؾɺిثػ௨৴ؾి
։ൃɺɺൢച͓Αͼอ
कΛϝΠϯͷۀࣄͱ͢Δ
भిྗͷ100ˋࢠձࣾɻۙ
ٕࣗࣾज़Λ׆༻ͨ͠ి
ྗձ͚ࣾҎ֎ͷ৽͍͠
։ൃʹྗ͠ɺIoTٕ
ज़Λ׆༻ͨ͠ะͷԕִ
αʔϏεΛల։ɻࢹ

ɾ  ਫాͷݟճΓʹଟ大ͳ࿑ྗͱؒ࣌Λཁ͠
͍ͯΔͱ͍͏農ՈͷΈΛࣖʹͨ͠ͷΛ
͖͔͚ͬʹɺຊۀͷηϯγϯάٕज़IoT
ٕज़Λ׆༻ͨ͠γεςϜΛ։ൃ
ɾ  ಉ͕ࣾ920ͭ࣋Hzଳͷಛఆখిྗແઢͷ
ٕज़Λ׆༻͢Δ͜ͱͰɺͱσʔλऩ
ूஔͱͷؒͷ௨৴ίετΛθϩʹ͢Δ
͜ͱͰҡ࣋අΛݮ
ɾ  ηϯαʔͱ௨৴ٕज़Λ͔͠׆ɺࡂ
Ͱࢢ֦大Λࡧ

ੜݱ࢈にࢀೖɹ

No. ձ໊ࣾ ՝ྖҬ ֓ཁ औͷϙΠϯτ

ᶊ ᷂ωΫεάϧʔϓ
ʢ岩手ݝ Ֆࢢרʣ

దਖ਼ཧ

ܰ࿑ɾলྗԽ

ιϑτΣΞ͓Αͼγες
Ϝͷઃܭɾ։ൃ͔Βίϯα
ϧςΟϯά·Ͱ͏ߦ΄͔ɺ
AIɾIoTͷٕज़Λ׆༻ͨ͠ι
Ϧϡʔγϣϯఏڙͷۀࣄ
Λల։ɻࣾ内ϕϯνϟʔʹ
ΑΓɺIoTΛࢪͨ͠༺׆ઃ
ԂܳͰ農ۀʹࢀೖɻ

ɾ  ຊۀͷ௨৴ٕज़ΛԠ༻͠ɺഓ݅ͷσʔ
λԽڥσʔλͷऔಘΛ௨͡ɺݧܦͱ
Λۀ農ͮ͘جʹΒσʔλ͔ۀΑΔ農ʹצ
࣮ફ
ɾ  ಛٕڐज़Ͱ͋ΔଟஈࣜϙοτͰͷഓΛ

IoTͱΈ߹ΘͤΔ͜ͱͰɺ҆શͰޮత
ͳ農ۀΛ࣮ݱ
ɾ  ഓγεςϜΛύοέʔδԽ͠ɺϑϥϯ
νϟΠζγεςϜΛߏங͢Δ͜ͱͰɺҰ
ൠۀاͷ農ࢀۀೖΛଅਐ
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No. ձ໊ࣾ ՝ྖҬ ֓ཁ औͷϙΠϯτ

ᶋ ᷂Happy Quality
ʢ੩Ԭݝ দࢢʣ

దਖ਼ཧ

ഇغϩεݮ

ΑΓɺAIɾIoTʹܞ࿈学࢈
Λߴͨ͠༺׆ՃՁɺߴ
ഓٕज़Λ֬ͷ࢈農ػ
ཱ͠ɺಉഓٕज़Λϑϥϯ
νϟΠζల։ɻ

ɾ  ϚʔέοτΠϯͷൃʹ͖ͮجɺফඅऀ
χʔζΛత֬ʹଊ͑ͯੜ͠࢈ɺചΓΔ
ͱ͍͏࢟ͷͱɺੜ͔࢈Βྲྀ௨·Ͱͷ
Ұ؏ͨ͠αϓϥΠνΣʔϯΛߏங
ɾ  農学ཧʹͮ͘جσʔλΛ׆༻ͨ͠農ۀ
ʹΑΓɺߴՃՁɺػߴͷ農࢈Λ
ഓΔ͢࢈པΒͣ҆ఆతʹੜʹצݧܦ
ٕज़Λཱ֬
ɾ  શྔങऔγεςϜΛલఏʹɺഓϊϋ
ΛϥΠηϯεԽ͠ɺੜऀ࢈ʹఏ͢ڙΔ
ϑϥϯνϟΠζϞσϧͰ҆ఆௐୡΛ࣮ݱ

ᶌ

᷂λΧϑδ
ʢ大ݝ 大ࢢʣ

᷂λΧώίΞάϩ
Ϗδωε
ʢ大 ݝॏொʣ

దਖ਼ཧ

ɾݮෛՙڥ
અݯࢿ

ܰ࿑ɾলྗԽ

֤छϓϥϯτϝϯς
φϯεͳͲΛ͏ߦ΄͔ɺΤ
ωϧΪʔࢪઃ্Լਫಓࢪ
ઃͳͲؔڥ࿈ࢪઃͷࣄ
Λ手͕͚Δۀاɻຊ֨తʹ
農ࢀۀೖΛͨ͏ߦΊࢠձࣾ
Λઃཱ͠ɺԹઘΛར༻͠
ઃԂܳΛల։ɻࢪͨ

ɾ  Ҭݯࢿͱϓϥϯτٕज़ͷ׆༻ʹΑΓɺ
ಠࣗͷԹઘར༻ܕަγεςϜΛ։
ൃ͠ɺΤωϧΪʔίετͷ大෯ݮɺ࣋
ଓՄͳ農ۀΛ࣮ݱ
ɾ  पล農Ոͱڝ߹ͷੜ͡ͳ͍農࡞Λબ
ഓ͠
ɾ  ྲྀ ௨ফඅऀͱͷަྲྀͳͲ̒ۀ࢈࣍ԽΛ
ͨ͠ࢦऔʹਫ਼ྗత

ᶍ

᷂ΦϓςΟϜ
ʢࠤլࠤ ݝլࢢʣ

᷂ΦϓςΟϜΞ
άϦɾΈͪͷ͘
ʢ੨ݝ ੨ࢢʣ

దਖ਼ཧ

࿑ಇڥվળ

ɾݮෛՙڥ
અݯࢿ

ΦϓςΟϜ2000ʹઃ
ཱͨ͠ITۀاɻυϩʔϯʹ
ΑΔAIը૾ղੳٕज़ʹج
ͮ͘ϐϯϙΠϯτༀࢄ
αʔϏεΛల։ɻ
ΦϓςΟϜΞάϦɾΈͪͷ
͘ɺΦϓςΟϜͱΈͪͷ
ͱͷ߹หʹΑΓઃཱߦۜ͘
͞ΕͨεϚʔτۀΛ࣠ͱ
ͨ͠Ҭࣾɻ

ɾ  AIɾIoTΛ͞·͟·ͳྖۀࣄҬʹల։͢Δ
தͰɺ農ۀʷITʹΑΔεϚʔτ農ۀΛల
։͠ɺίετͷݮͱՃՁͷ্Λ
ಉݱ࣮ʹ࣌
ɾ  ΦϓςΟϜͷڧΈͰ͋Δը૾ղੳυ
ϩʔϯ׆༻ͳͲͷεϚʔτ農ۀΛ͑ࢧΔ
ٕज़ͱɺΈͪͷ͍͕ۜͯͬ࣋͘ߦΔҬ
ͱͷऔҾɾ৴པؔͱ͍ͬͨ྆ऀͷڧΈ
Λֻ͚߹Θͤ੨ݝͰۀࣄల։
ɾ  ϐϯϙΠϯτ農ༀࢄٕज़Λถͷഓ͔
Β੨ݝͷओྗ農࢈Ͱ͋ΔϦϯΰχ
ϯχΫͷഓʹల։

ᶎ ᷂ϑΝʔϜ
ʢٶݝ ઋࢢʣ Ӧ農શൠ

ҟۀछ大手ͱͷ࿈ܞʹΑ
ΓɺΧοτࡊΛ࢝Ίͱ͠
ͨࡊͷൢചͷ΄͔ɺ
ਫ਼ถۀࣄΛల։͢ΔΞάϦ
ϕϯνϟʔۀاɻۙࢸͰɺ
ຊ農ۀͷ՝ղܾͷͨΊ
ͷɺੜݱ࢈ͷڧԽਓࡐ
ҭɺݱʹଈ࣮ͨ͠ફ
ίϯαϧςΟϯάలܕ
։ɻ

ɾ  農ۀੜ࢈๏ਓͱͯࣗ͠Βഓٕͬͨज़ɺਓ
ɺൢ࿏ͷωοτϫʔΫϊϋΛࡐ
ͷ՝ʹԠऀ࢈ɺҬͷ࣮ੜ͠༺׆
ͨ͡త֬ͳιϦϡʔγϣϯΛબɾఏࣔ
ɾ  ੜऀ࢈ͷॴಘ͚ʹ্ɺੜ্ੑ࢈
ίετ͢ࢿʹݮΔ۩ମࡦͷ࣮ફΛࢧԉ
͢Δ΄͔ɺશྔങ͍औΓʹΑΔൢ࿏ࢧԉ
͏ߦͳͲɺੜऀ࢈Λαϙʔτ͍ͯ͘͠
͘؏Λ࢟
ɾ  ࣍ͷ農ۀΛ୲͏ਓࡐͱͯ͠ɺ農ٕۀज़
ͱܦӦ֮ײͷ྆ํΛඋ͑ͨʮάϦʔϯΧ
ϥʔਓࡐʯʢ農ܦۀӦऀʣͷҭۀࣄʹ
ྗ

ᶏ
᷂εϚʔτ
ϦϯΫւಓ
ʢւಓ 岩ݟࢢʣ

Ӧ農શൠ

ηϯγϯάωοτϫʔΫγ
εςϜͷ։ൃͳͲӦ農ͷε
ϚʔτԽɺطଘͷӦ農
ݟͷσδλϧԽʹΑΔ
φϨοδϚωδϝϯτಋ
ೖɺۀϏδωεϞσϧͷ
֦ுʹ͢ࢿΔίϯαϧ
ςΟϯάʹऔΓΉICTϕ
ϯνϟʔۀاɻ

ɾ  ಉ͕ࣾ༗͢Δଟ࠼ͳࣝɺϊϋɺا
ըɾఏҊྗɺ͞ΒʹऀڀݚͳͲͷਓ຺
ΛόοΫϘʔϯʹۀࣄల։
ɾ  εϚʔτ農ۀʹඞཁͳݟɾϊϋͷ
ΈͳΒͣɺޮՌଌఆࡁܦੳͷٕज़ྗ
Λ༗͠ɺϢʔβʔͱ͞·͟·ͳؔऀΛ
ͭͳ͙ΠϯλϑΣʔεػΛൃش
ɾ  εϚʔτ農ۀͷeϥʔχϯά教ࡐ։ൃͳ
Ͳɺߦͱͷ࿈ܞͷͱɺࣾձݙߩత
ͳཁૉΛซͤͭ࣋औʹੵۃతʹؔ
༩
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ྲྀ௨ɾൢചにؔする৽ͨなऔɹ

No. ձ໊ࣾ ՝ྖҬ ֓ཁ औͷϙΠϯτ

ᶐ

᷂ϙέοτϚϧ
γΣ
ʢ岩手ݝ Ֆࢢרʣ
ʢ౦ژ ौ୩۠ʣ

ഇغϩεݮ

Խڧੑؔ

ੜ͕ऀ࢈ফඅऀͱίϛϡχ
έʔγϣϯΛऔΓͳ͕Β農
ਫ࢈Λചങ͢ΔWebϓ
ϥοτϑΥʔϜʮϙέοτ
ϚϧγΣʯΛӡӦ

ɾ  農ਫ࢈ʹ·ͭΘΔੜऀ࢈ͷ͍ࢥͩ͜
ΘΓͳͲΛఴ͑ͯফඅऀʹಧ͚ΔΈ
Λߏங
ɾ  ϓϥοτϑΥʔϜ্Ͱੜऀ࢈ͱফඅऀͱ
ͷإͷ͑ݟΔؔͮ͘ΓΛࢧԉ͢Δ͜ͱ
ͰɺϦϐʔλʔԽ
ɾ  ੜऀ࢈ͱফඅऀͷ݁ͼ͖ͭΛΑΓݻڧͳ
ͷͱ͢Δର໘ܕϚϧγΣΛ࣮ࢪ

ᶑ
Ϛ Ϋ λ Ξ ϝ χ
ςΟ᷂
ʢౡݝ ҏୡࢢʣ

্ੑ໌ಁ

৯ؔ࿈ࡐࢿͷൢചɺ農ۀ
༻ඍੜࡐࢿͷൢചɺ༗ػ
農࢈ྲྀ௨γεςϜΛߏ
ஙɻAIɾIoTͷ׆༻ʹΑΓɺ
ࡊՌ࣮ͷ͓͍͠͞ʢ৯
ຯʣΛը૾͔Βղੳ͢Δʮ͓
͍͠͞ͷ͑ݟΔԽʯٕज़Λ
։ൃɾ࣮༻Խɻ

ɾ  ߦݱͷग़ՙج֨ن४ʹͳ͍ʮ͓͍͠͞ʯ
ͱ͍͏৽ͨͳ࣭ධՁ࣠Λఏڙ
ɾ  εϚʔτϑΥϯʹΑΔࡱӨ(ը૾औಘ)
Ͱɺίετ͔ͭ؆୯ɾؒ࣌Ͱॴ
બͳ͍ͳͲɺ࠷ઌٕज़Λ׆༻ͭͭ͠
手ܰʹར༻ՄͳΈΛߏங
ɾ  Ұൠফඅऀ͚ͷΞϓϦ։ൃࢹʹɺ
ফඅऀ͕ళ಄Ͱ農࡞ͷʮ͓͍͠͞(৯
ຯ)ʯΛଌఆͯ͠ߪೖ͢Δੈքͷ࣮ݱΛ
͢ࢦ

ᶒ

᷂ϑΝʔϜɾ
ΞϥΠΞϯεɾ
Ϛωδϝϯτ
ʢ౦ژ ઍా۠ʣ

্ੑ໌ಁ

ରͯ͠ੈքʹऀ࢈内ͷੜࠃ
ʹ௨༻͢Δ農࢈ͷࡍࠃ
Ͱ͋Δʮάϩʔόϧ֨ن
GAPʯೝূऔಘͷࢧԉαʔ
Ϗεɺͦͷऔಘʹඞཁͳ
ੜ࢈ཤྺͷهΛࢧԉ͢Δ
γεςϜΛఏڙ

ɾ  લ৬ͷݧܦʹ༝དྷ͢ΔΤϏσϯεʹͮج
ͮ͘جʹצݧܦͷελΠϧͱɺࣄ͘
農ۀͷ࣮ଶͷΪϟοϓ͔Βվળͷ༨Λ
ϏδωεԽ͡ײ
ɾ  άϩʔόϧGAPͷऔಘΛΰʔϧͱͤͣɺ
औಘͷͨΊͷܦӦվળΛ௨ͯ͡農Ոͷܦ
ӦཧྗΛߴΊΔ͜ͱΛͨ͠ࢤίϯα
ϧςΟϯά
ɾ  άϩʔόϧGAPͷී͚ͯʹٴɺ農Ոͩ
͚Ͱͳ͘ɺྲྀ௨ۚ༥ͳͲͷपลྖҬʹ
ͦͷॏཁੑΛ͑ΔͨΊͷऔʹྗ

ᶓ ͍͞όε᷂
ʢ੩Ԭݝ ೭ࢢݪʣ

ྲྀ߹ཧԽ

Խڧੑؔ

੩ԬݝΛத৺ʹɺ੨Ռྲྀ௨
తͳ੨ՌظΛల։ɻըۀࣄ
ྲྀ௨ͷૹγεςϜΛߏ
ங͠ɺ農ۀʹ͓͚Δྲྀ௨վ
ֵΛ͢ࢦɻ

ɾ  ੜऀ࢈ɺߪೖऀํͷྗڠΛऔΓೖΕΔ
ૹγεςϜʹΑΓɺैདྷαʔϏεൺ1/3
ͷྲྀίετΛୡ
ɾ  ߦࢧԉʹΑΓҬ内ؔऀͷཧղ֫ಘ
ΛਐΊΔ͜ͱͰɺࣗॿྗ͚ͩͰۀࣄ
Խ͕ࠔͳϏδωεϞσϧΛ࣮ݱ
ɾ  ࠃ内֎ʹ͍͞όεͷϏδωεϞσϧΛ
ల։͠ɺ֤ҬͷҬ内ྲྀͷ՝ʹઓ
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ᶃ ࣜגձࣾαεςΫϊʢ੨ݝീࢢށʣ

᷂αスςΫノは、ి動ΞΫνϡΤータʢ駆動ஔʣを使用せͣに、人ےを用いて人間の機能を
֦ுɾิॿするύϫーΞシストスーツの研究開ൃやൢചを行うベンνϟーا業である。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  ܰ ྔίϯύΫτɺணͨ͠··ӡస͕ՄͳͲݱͷχʔζʹدΓఴ͍ɺඞཁ࠷ݶͷػ

ʹߜΓࠐΜͩύϫʔΞγετεʔπΛ։ൃ

ɾ　  農ۀ࡞ઇ͔͖ͷܰ࿑ԽͳͲ౦ͷ๊͑ΔҬ՝ͷղܾʹ͢ݙߩΔ΄͔ɺ部ௐୡ

ཱΛ੨ݝ内Ͱ͏ߦͳͲɺҬʹࠜͨ͟͠ۀࣄΛࢤ

ɾ　  ݱࣄɺύϫʔΞγετεʔπͷػΛ͔͜͢׆ͱͷͰ͖ΔྖҬͷ֦大Λ͢ࢦ

現͕ٻΊて͍ΔχʔζにಛԽͨ͠։ൃΛ͠ࢦてۀ
ύϫーΞシストスーツは、ॏྔの上͛Լろしなどの

作業の負担軽減を可能にするิॿ۩としてҎલから֤ࣾ
が開ൃしていたが、҆Ձなものでも�0ສԁ、ߴՁなもの
になると�00ສԁఔ度であった。そのため、ࠃ内での普
まりするࢭߴがਐまないことでՁ֨がٴがਐまͣ、普ٴ
ѱ॥がىこっていた。

ւ֎でύϫーΞシストスーツの研究活動をしていたܦ
のਐΉւ֎に比べٴは、普ࢯがある同ࣾऔకの౻ଜݧ
て動きのいຊのঢ়گに、業Ҏલからٙを࣋って
いた。こうした中、作業の負担軽減に向けたύϫーΞ
シストスーツ活用にؔする࣮ূ࣮ݧがશࠃで行われるよ
うになり、同ࢯはळాݝに͓ける࣮ূ࣮ݧにࢀըする機
会をಘた。そこでدせられた現場からのをやかにิ
ॿ۩の改良にͭな͛るといったऔをਐめていたが、そ
こでڍがったは現場での使用感やίンύΫトさをٻめ
るものであった。

同ࢯは、かͭてのւ֎での研究活動ݧܦから、ύϫー
Ξシストスーツのχーζは中ࠊ作業のαϙートにあり、
負担軽減にはࠊ௧のݪҼのׂ̔をめるபےの動きを
αϙートするث۩が有ޮであるという見を࣋ってい
た。こうした見とळాݝの࣮ূ࣮ݧを通じてಘられた
現場χーζを౿まえ、現場χーζに特ԽしたύϫーΞシ
ストスーツを開ൃすべく、代දऔకを務めるੴҪڭत
とともに同ࣾの業にࢸった。

同ࣾが開ൃしたύϫーΞシストスーツは、పఈして現
場のをऔりࠐんだ݁Ռ、必要最খݶの機能にߜりࠐま
れている。ॆ分なิॿྗを有しͭͭॏྔは�.�LHと軽ྔか
ͭίンύΫトであるため、ணしたঢ়ଶでのะ場間のҠ

ᾈ ݸผྫࣄ

αεςΫϊͷύϫʔΞγετεʔπ

ྉɿαεςΫϊHPࢿ
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ྉɿαεςΫϊHPࢿ

αεςΫϊͷύϫʔΞγετεʔπͷར༻໘ʢ農ۀͷݱʣ

ۀˍઇか͖Ͱधཁ͕͋Δ౦にػ
同ࣾが業の地として౦をબんだཧ༝には、地に͓けるύϫーΞシストスーツのχーζを業

Ҏ֎にも見ग़したことにある。それは、౦など߱ઇ地ଳ特有のઇかき作業であり、このॏ࿑ಇの負
担軽減にもύϫーΞシストスーツが有ޮであるとߟえていた。

同ࣾの品はϨンタルも行うが、࣮ࡍにそのध要はౙにू中する。ઇかき作業に余ܭな時間とମྗ
をऔられたくないというχーζから、ا業ɾࣄ務所からのΦフΝーがେをめている。

このように同ࣾのύϫーΞシストスーツは、業やઇかきなど地Ҭによくあるෆศにدりఴったも
のであるが、そのにͭいても地Ҭにࠜࠩしている。同ࣾは研究開ൃがメインであり、ఔに
ؔしては֎෦のྗڠをಘているが、෦品ௐୡからΈཱてまでをશて੨ݝ内で行うことをࢤ向し、
�0��のՆにશてのఔを੨で࣮現させた。こうしたऔもあり、৽品の開ൃ等にੵۃ的に
औりΉݝ内ا業等が開ൃする品に༩えられるʮϨοツ#Vyあ͓もりʯのೝఆもडけている。

Δ活༂の໘͕
同ࣾの品は、ଞࣾ品とはҟなりフϨーϜにమを使って͓らͣ、軽ྔԽが࣮現できているため、

品のΧスタマイζが容қであり、ߴい൚用性が֬อされていることも特である。こうした特を
活かし、作によってٻめられる機能がҟなることを౿まえた、それͧれの作に特ԽしたϞσルの
開ൃにもऔりんでいる。

また、業Ҏ֎の分にも活༂の機会ががっている。たとえば、ࡾۭߓでՙのੵΈ߱ろし作
業を行うάランυスタοフが同ࣾのύϫーΞシストスーツをண用して作業を行っていたり、ిࣄؾ
業のا業からもࢼ作Ϟσルの૬ஊをडけたりするなど、品の活༂の場໘にがりを見せている。ま
た、ࡂ෮چの分での活用も見ࠐまれていることから、ޙࠓのध要֦େに期待が࣋たれている。

動や作業ंのӡసも可能であるなど一࿈の作業のअຐとならない。Ձ֨も�0ສԁからとଞࣾ品に
比べて྿で、これまでύϫーΞシストスーツをΈながらもखがಧかなかった家のχーζにԠえ
るものとなっている。
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ϓϨεϦϦʔεޫ؍ޒɺαεςΫϊɺ三ീۭߤྉɿຊࢿ

αεςΫϊͷύϫʔΞγετεʔπͷར༻໘ʢࡾۭߓͰͷ՟ͷੵΈ߱Ζ͠ۀ࡞ʣ

そのଞ、༧期せ͵ところからのΦーμーも૿えている。ྫえばݹい家にॅんでいるओ්からの、
ચい場がくてෆ自然な࢟でચいをしなければならͣ、ମにかかる負担がେきいのでར用した
いといった要や、ମをѱくし自ྗで๊える動作がࠔとなった方からのύϫーΞシストスーツをண
用し自分のࢠどもを๊っこしたいといった要にԠえるなど、同ࣾがఆしていなかったྖҬにまで
可能性ががっている。
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ᶄ ಉࣜגۀ࢈ձࣾʢؠखݝՖࢢרʣ

同産業᷂は、ؠखݝՖࢢרにຊࣾをஔき、আઇ機やמ機、業機ցの開ൃɾઃܭɾ͓よび
ൢചを行うا業で、খܕআઇ機のではશࠃシΣΞの�ׂをめている。自ࣾϒランυの品生
産にՃえ、0&.での生産も行って͓り、ࡁܦ産業লの地Ҭະ来ݗҾا業にもબఆされた地Ҭの中֩ا
業である。আઇ機のٕज़を活かし、自行ແ人מ機を開ൃ。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  ۀ࡞מͷলྗԽχʔζΛ౿·͑ɺআઇػͰഓ੍ٕͬͨޚज़ΛԠ༻ͯ͠ػמΛ

ɾ　  ٕ ज़ͷར͖͕Ͱ͖Δ֎部ਓࡐͷॿ͕ݴԽʹ݁ͼ͘

ɾ　  ҬۀاͳΒͰͷ農Ոͱͷ͔ؔੑΒɺݩ農ՈͷΈʹدΓఴ͏Λ։ൃ

ʮϗϫΠτかΒάϦʔϯʯΛεϩʔΨϯにɺػۀցのྖҬにల։
同ࣾのओྗ品であるআઇ機は、ఱީ、特に߱ઇྔのมԽによりେきなӨڹをडける品であるた

め、現ࣾであるরҪࢯが�0��にࣾにबしたࠒから、আઇ機だけにཔらない同ࣾをࢧえる৽ࣄ
業の開ൃがܦӦ՝となっていた。

૯߹Χλϩάʯػʮআઇۀ࢈ྉɿಉࢿ

ಉۀ࢈ͷআઇػ

৽ࣄ業の開ൃにたっては、ओྗであるআઇ機のٕज़を活用することをスタートラインにݕ౼を行
い、その中でআઇ機と機ߏがྨࣅした業機ցʢҎԼ、機ʣに可能性を見ग़した。機業界はڝ߹
がܹしく৽ࢀنೖ にはしさもあるが、機ցのෳࡶ度がߴくࠩผԽも可能で、品のߋ৽αイΫルも
আઇ機に比べて短いため、ചれる品を開ൃできればࣄ業のபとなるという期待があった。

また同ࣾは、品のࠩผԽがしいআઇ機業界の中で、同ࣾಠ自ٕज़を開ൃすることで、同ϒラ
ンυのআઇ機フΝンを૿やしてきた࣮があり、৽たな機開ൃに͓いても、その開ൃྗやੵされ
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ಉۀ࢈ͷϩϘοτػמ

HPۀ࢈ྉɿಉࢿ

ԻηϯαʔͰোΛݕ ͷঢ়ଶʹԠͨ͡מऔ ॆిεςʔγϣϯ

たٕज़を活かすことができるとߟえ、ʮϗϫイトʢઇʣからάϦーンʢ業ʣʯをスϩーΨンにࣄ
業をスタートした。

֎෦ਓࡐのར͖にΑΓɺআઇػの੍ٕޚज़ΛϩϘοτػמにԠ༻
そんな中、Ҏલ同ࣾにग़向していたେखメーΧー研究所のࣾһがఆୀ職したことをडけ、同ࣾの

ٕज़スタοフとして࠾用した。同ࣾが機ࣄ業のల開をຊ֨Խさせるタイϛンάともॏなる中で、
൴がணしたのは、同ࣾのআઇ機でഓわれたߴい੍ٕޚज़であり、これを活かせばଞࣾ品には
ない同産業ಠ自の品が作りग़せるとߟえた。

その੍ٕޚज़とは、ઇのਂさにԠじてআઇ機のग़ྗをௐするものである。আઇ機はઇのਂいとこ
ろにߴいग़ྗのままでೖると機ցがނোしてしまうが、同ࣾ品にはこれをճආするための༏れた੍
。ઘとなっていたݯ૪ྗのڝ機能がඋわって͓り、それが同ࣾのআઇ機のޚ

この༏れた੍ٕޚज़を活かしながら、機にରするχーζをߟえていく中で、同ࣾのपғでもྸߴ
ԽにうମྗのԼから業のܧଓがࠔになるέースをにする機会が૿えていた。ྫえば、ۙྡ
のͿどうԂでಇくঁྸߴ性が、Ϳどうのഓ自ମはまだଓけることができるが、ഓのલ作業である
Ԃ地のמりをࠊをかがめख作業で行っているため、ମྗ的にେきな負担であることをཧ༝に業を
やめることをߟえていた。খܕΤンジンがいたख作業מ機を使用するにも、ߴでמਕがճసす
るמ機をࣼ地もあるԂ地でૢ作するのはݥةがうことや、Τンジンを࢝動するࡍにスターター
ϩーϓをҾかͶばならͣ、ঁྸߴ性のྗではしいといったがあった。また用ࣜのמ機は、
機ցがͿどう୨にҾっかかるڪれがあるためಋೖがࠔであった。こうしたを見ฉきする中で、
ࠐज़をΈٕޚ機に同ࣾの੍מで自行ࣜのܕり作業のলྗԽχーζがあることを見ग़し、খמ
めば、ଞࣾにはないڝ૪ྗのある品がりग़せるのではないかといったΞイσΞが生まれた。

その開ൃにたっては、ՌथԂでもར用されることをఆしてथのࢬのԼにೖりࠐめるようഎৎ
をくઃܭし、Ԝತが多くࣼ地もあるะ場でのར用にえられる行機能やԻηンαーでো
をݕする҆શ性能をΈࠐんだ。また、όοςϦーがෆすると自動でॆిスςーションにؐؼ
しॆిを開࢝する機能をΈࠐΈ、מり作業をશに自動Խできる性能をඋえた。

そして、আઇ機でഓわれた੍ٕޚज़を活用して、מਕϞーターにかかる負ՙをৗ時νΣοΫしなが
ら行するシスςϜをΈࠐΈ、מ機にかかる負ՙにԠじて行度を੍ޚすることで、ଠいや
ີ度のߴいもしっかりとמりऔることを可能にしている。
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େنなϞχλʔௐࠪΛ͍ߦɺΛվྑ͠てかΒൃച
こうしてしたॳ期生産ϩοトはす͙にൢചせͣ、શࠃແঈϞχターをืू、 使いউखや՝

にؔするใऩूを行った。ෳのϞχターの使用ྫから開ൃଆだけのൃではͮؾかなかったमਖ਼
を見ͭけ、Կ度もϓϩάラϜをमਖ਼することで、品の品質がߴまった。Ϟχター活動にあたっては、
したϩϘοトמ機をແঈでしたことで ܦӦ的には一時的に負担となったが、それҎ上に
品の改良にͭながるوॏなใをूめることができた。

そして、�0���݄からϩϘοトמ機ʮ,30/0Sʯとして༧จのडを開࢝した。ϩϘοト
מ機は、作業スϐーυでは従来ܕのמ機にྼるが、自動でמりを行うため家の࿑ྗを減らす
ことができ、όοςϦーࣜにしたことでӍのや間であってもמりଓけることができる。間に
場内をϩϘοトמ機がҠ動することで、्をࢭするといったࢥわ͵෭産もあった。さらに、
同じ所をԿ度も通るため、מったがࡉかくࠁまれ、にؐされてू作業がෆ要になるといったメ
Ϧοトを生んでいる。

地ݩՈのχʔζにԠ͑て։ൃɺͦ͠て͞ΒなΔվྑ
同ࣾは地Ҭا業として地Ҭの家とؔわりが強く、ϞχタϦンάஈ֊から地ݩの家の意見を౿ま

えて開ൃをਐめてきた。こうしたਐめ方は、同ࣾのϞοトーともいえるʮ品開ൃのݪは、Ϣーβー
にありʯといったجຊ࢟にଇっている。

のʮ自動ԽʯのトϨンυとしてը૾ॲཧٕज़や(1Sの活用などがある。それらをいͪૣくऔりࠓࡢ
ೖれることで、さらにޮ的なמりを行う機ցにਐԽすることもࢹにೖれている。 ʮ場શମで
はなくのԼの෦分だけ自動でמって΄しいʯといった家のࡉかいχーζにもॊೈにରԠできるよ
うな品ͮくりをࢦしている。 

また、同ࣾのΦフΟスൢചしたϩϘοトמ機のՔಇใをऩूする機能もࡌ。ҟৗൃ生時の
ঢ়֬گೝがԕִでもあるఔ度Ѳすることができ、ରԠのਝ性をߴめることをࢦしている。また
ूめたใをूすることで෦品交のૣ期ఏҊなどのαーϏスରԠも見ࠐんでいる。 

同ࣾは地場の中اݎ業として、地Ҭ家にدりఴいͭͭ、େखメーΧーではಧかないような地Ҭ
家のこだわりにもࣖをけた品の開ൃと改良をਐめていきたいとߟえている。
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ᶅ ౦ޫమࣜגձࣾʢळాݝେؗࢢʣ

౦ޫమ᷂は、T0,0υーϜʢࡂシΣルターʣなどの߯ߏや産業機ցなどのઃܭ作を行う
業෦を৽ઃし、υϩーンを活ࣄ�業である。同ࣾでは�0�5�݄にυϩーンの開ൃ、ൢചを行う6A7ا
用したༀࢄにかかる品開ൃɾൢചを行っている。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  農Ոͷ՝Λฉ͖औΔதͰυϩʔϯ׆༻ʹΑΔ農ༀࢄͷܰ࿑ԽʹੑۀࣄΛݟग़͠ɺ৽ن

ͱͯ͠ల։ۀࣄ

ɾ　  ݩ農Ոͷχʔζʹ͖߹͍ɺଈԠੑͱ͖Ίͷ͔ࡉͳχʔζͷରԠΛ࣮ફ͢Δ͜ͱʹΑ

Γ農Ոͷ৴པΛ֫ಘ

ɾ　  υϩʔϯٕज़ͷ農ۀʹ͓͚Δଞͷ՝ྖҬͷԠ༻ʹڀݚ͚։ൃΛਐΊΔ΄͔ɺຊ

ͷྖҬʹల։ࡂΊΔࠐݟͱͷγφδʔΛۀ

ܦۀӦのޮԽΛ྿に実現ͤ͞ΔυϩʔϯにΑΔༀࢄۀࣄにࢀೖ
同ࣾがυϩーンを活用したༀࢄのࣄ業にࢀೖしたഎܠは、৽ࣄن業をࡧしていたѾ会が

υϩーンϏジωスにணし、多あるࣄ業ྖҬの中からυϩーンを活用したༀࢄにターήοトを
ఆめたことにある。

υϩーンϏジωスは、ۭࡱ機としての活用が先行していたが、この分では中ࠃのメーΧーがすで
に世界シΣΞの過をԡさえて͓り、ผの用్にϏジωスνϟンスを見ग़そうとしていた。こうした
中、υϩーンを活用したༀࢄにରして地ݩの業ऀからのؔ৺がߴく、先行するا業も多くはな
かったことから、同ࣾはυϩーンによるༀࢄࣄ業をຊ֨Խさせた。

同ࣾでは、家の࣮ଶやχーζをฉきऔる過ఔで、ༀࢄの方๏は、ख間のかかるख作業か、ί
ストのかかるແ人ϔϦによるࢄのೋऀ一となっているঢ়گをѲした。ܦӦنのେきくない多
くの地ݩ家にとっては、ॳ期අ用、ҡ࣋අ用ともにֹߴでίストメϦοトがग़にくいແ人ϔϦの࠾
用はしく、݁Ռとしてༀࢄに多くの人खがऔられていた。一方、υϩーンは྿、かͭ地ݩ
家のะ場にదした作業能ྗであるなど、このυϩーンを活用した৽たなༀࢄ方๏は、地ݩ家の
。業ԽをਐめていったࣄめることからࠐӦޮԽにԠえるιϦϡーションとなることが見ܦ

1 　ແਓػۭߤʢunmanned aerial vehicleʣͷҙɻ

ༀࢄにかかるυϩʔϯͱແਓϔϦͷίετͷൺֱ

࡞ʹجྉɿώΞϦϯάΛࢿ

υϩʔϯ ແਓϔϦ

Ձ֨ࡐػ 300ສԁఔ
྿Ձ൛Ͱ͋Ε100ສԁ 1,200ʙ 1,300ສԁ

దͨ͠ʹ༺
ะ໘ੵ 5ʙ 20haఔʢػछʹΑΔʣ 500haҎ্

ϝϯςφϯε 3.5ສԁʗʢ੫ผʣ˞౦ޫమ ఆظ40ݕʙ 50ສԁʗ
Φʔόʔϗʔϧʢ500ؒ࣌ͷ༻ʣͰඦສԁ
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地ݩՈに向͖߹ͬͨ։ൃͱΞϑλʔαʔϏεにڧΈ
同ࣾがఏڙしているυϩーンのラインφοϓは、�0IBҎ上の地のࢄをఆしたେܕ機、

�0IBنの地向けの中ܕ機、5IBن向けのখܕ機の̏種ྨとなっている。いͣれも、ʢ一ࣾʣྛ
ਫ産ڠۭߤ会に͓いてその性能を֬ೝされている業用υϩーンである。ॳは、େܕ機はなかった
が、�IBのะ場を�フライトでࢄ可能なେن家向けとして、େܕ機の品Խにࢸった。

同ࣾがఆしているϢーβーは、ਫҴ、େ౾、ഴをҭてている家である。これらの作は、ߴೱ
度ༀのࢄが可能で、υϩーンによるༀࢄのޮ性がߴいからである。これをख作業で行う場
߹、人ମのӨڹからༀをඦഒにرऍする必要があるが、υϩーンであれば̔ഒఔ度のرऍでࡁ
Ήため、作業負担をେ෯に減させることが可能である。

౦ޫమͰൢച͍ͯ͠るۀ༻υϩʔϯ

෦HPۀࣄUAVྉɿ౦ޫమࢿ

同ࣾでは、υϩーンのɾൢചだけでなく、υϩーンのૢॎにؔするٕ能ڭशも行って͓り、
ྛਫ産ڠۭߤ会のٕ能ೝఆがಘられるようになっている。ૢॎにؔしては、๏ఆの֨ࢿとはなってい
ないものの、ߴೱ度のༀをࢄする場߹には一ఆのج४にଇったૢॎ֨ࢿが必要であり、そのχー
ζにԠえるڥをえている。同ࣾの6A7ࣄ業෦は、ൃॳはຊࣾ内にஔかれていたが、େؗ߫ࢢ
֎のઇখֶߍ地にҠసし、ࣨڭやάランυなどのֶࢪߍઃをフΟールυとして活用してֶ࠲と
࣮शを行っている。

౦ޫమUAVۀࣄ෦ͷ͋るઇখֶߍͱυϩʔϯૢॎ࣮शͷ༷ࢠ

෦HPۀࣄUAVྉɿ౦ޫమࢿ
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同ࣾのυϩーンは、౦̒ݝを中৺にશࠃに代ཧళをܗしൢചされているが、ओなϢーβーは
౦ݝ�の家である。υϩーンにトラϒルがあった場߹、軽ඍなトラϒルであれば代ཧళでのର
Ԡが可能だが、ΞーϜの破ଛなどになると同ࣾ機ࡐをૹってもらい、मཧを行う必要が生じる。そ
うするとमཧの時間だけでなく、機ࡐの༌ૹで時間をऔってしまう。ༀࢄの作業ద期に使えない
のはϢーβーである家にとってマイφス要Ҽであることから、ଈ時ରԠが可能なメーΧーの品を
使͓うとするインηンςΟϒがಇきやすい。こうしたχーζを౿まえて、同ࣾでは可能なݶりଈର
Ԡのମ੍をҡ࣋することを第一にߟえている。

こうしたଈԠ性にՃえ、家からの品のඍௐϨベルのΧスタマイζにؔする要にも可能なݶ
りԠえるため、開ൃスタοフの֦ॆをਤり、χーζにԠえるମ੍をߏஙしている。さらに、ඈ行時間
のԆや最େੵྔࡌの૿Ճといった性能の向上にՃえ、ྸߴ家でも使いやすいようૢ作性をߴめる
ことをࢤ向している。྿なՁ֨ଳでの品のఏڙにՃえ、ݸ々の家のχーζにରԠするॊೈ性が
同ࣾの強Έであり、それが地ݩ家からのߴい࣋ࢧにͭながっている。

υϩʔϯの活༂γʔϯΛ͛て͍ͨ͘Ίのڀݚ։ൃ
同ࣾでは੨ݝの໊ٱҪ業ߍߴと࿈ܞして、ༀࢄυϩーンをϦンΰのडคに活用するための

߹を̏લから行っている。Ϧンΰは同じथのՖคではडคしないという性質ʢ自家ෆݧ࣮ূ࣮
性ʣがあり、通ৗは開Ֆ時の短い時間にख作業か๘を使って行っているが、લऀは短期間に多くの人
खを必要とすること、ऀޙはఱީや๘自ମのίンσΟションによってϜラがग़やすいといった՝が
あり、Ӧの負担となっている。そこで、この作業をυϩーンで代替できないかをडค༹ӷのೱ度や
ໄの֯度などをมえ、࣮のͭき方などを通ৗのഓ方๏と比ֱしながら、̏ʙ̐ޙの࣮用Խに向
けてςストしている。

また、もう一ͭのபとしてࡂ用υϩーンの開ൃもਐめている。これは、過ࠅなڥԼでも҆ఆ的
にඈ行、Χメラをࡌ、ࢿのӡൖなどの機能をࡌしたスϖοΫのߴい品である。もともと同ࣾ
では、ՐࢁのੴからొऀࢁをकるࡂシΣルターを品としてѻって͓り、ࡂにؔ࿈するలࣔ会
で一ॹに13することで同ࣾのࣄ業に͓けるシφジーޮՌを見ࠐんでいる。
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ᶆ ࣜגձࣾΨΦνϟΦΤϯδχΞϦϯάʢݝܗࢁԬࢢʣ

᷂ΨΦνϟΦΤンジχΞϦンάは、֤種自動機のઃܭɾ作ɾௐɾメンςφンス、'AʢフΝΫト
ϦーɾΦートメーションʣϓϩάラϛンάなどを行うا業であるʢઃཱɿ�00�ʣ。ෳࡶな৭߹いを
ࣾ。ਫ਼બผ機を開ൃし、�0��に品Խにޭした౾ࢬ度ղੳΧメラでผするٕज़をもとにしたߴ
໊のʮΨΦνϟΦʯは、࢙ڮߴࣾのʮڮߴʯを中ޠࠃಡΈにしたものであり、ࣾڮߴのʮڥの
ないا業活動ʯのࢥいをදしている。同ࣾがཱ地するݝܗࢁঙ内地方നࢁ地۠を中৺に生産されるࢬ
౾はʮだだͪΌ౾ʯとݺばれ、地の特産品となっている。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  ࢬ౾ͷબผۀ࡞ͷਓ手ෆʹؔ͢Δݩ農ՈͷײػةΛ౿·͑ɺۀاݩͷཁૉٕज़Λू

ੵ͢Δ։ൃମ੍Λߏங͠࢈学࿈ܞͷͱ։ൃ

ɾ　  ॆ ͳॲཧྗͱਫ਼͔Βɺ࿑ಇྗෆͷղফɺબผؒ࣌ͷॖʹ͏্ͳͲɺ農

ՈʹͱͬͯෳͷϝϦοτ͋Γ

ɾ　  ਫ਼બผٕज़ΛԠ༻ͨͦ͠ͷଞ࡞ͷબผػͷڀݚ։ൃɺൢചઓུڧԽʹΑΔࢢͷ֦大ɾ

։ΛਐΊΔ

地ݩՈのײػةΛө͠ɺֶ࢈࿈ܞのͱʮࢬ౾ਫ਼બผػʯΛ։ൃ
シスςϜの開ൃޚ向け生産ઃඋ用੍ࠃ内のメーΧーで自動ं෦品ઃඋやถࢢは、Ԭࣾڮߴ

などにܞわった。さま͟まな現場の自動Խにؔわる中で、ʮ世の中にはいろんなෆศがある。ٕ
ज़を活かしてより多くの人のにཱͪたいʯとのࢥいがืり、�00�にى業に౿Έ切った。

ॳはେखのి機メーΧーや自動ंメーΧーの生産ઃඋઃܭ、、ਾえけのԼけをしていた
が、そうした中で、地ݩのا業ܦӦऀからʮࢬ౾のબผにはかなりのख間がかかるʯとڭえられたこ
とにώントをಘて、ࢬ౾ਫ਼બผ機の作をࢥいཱった。まͣは、Ԭのഓ家を๚Ͷるなどしてࢢ
場ௐࠪをॏͶた。その݁Ռ、ࢬ౾はऩ֭期である� ʙ �݄の期間内に、鮮度をอͭためऩ֭からूՙ
までやかなରԠがٻめられることから多くの人खを要し、লྗԽが最େの՝であることが分かっ
た。

時を同じく、ܗࢁେֶֶ෦のยฏڭतはલ職のळాݝ業ݧࢼ場で研究һをしていたࡍに、ࢬ౾
のબผにେมなख間がかかることをった。ࢬ౾のഓは種からऩ֭まですべて機ցԽされている
が、ऩ֭ޙのʮࠇ、ม৭、一ཻ、ܽ け、ׂ れ、ώήʯといったෆ良品をऔりআく作業は人がして͓り、
�00LHのࢬ౾をબผするのに�時間かかる。そこで、ը૾ॲཧٕज़を使って機ցでબผできないかと、
�00�にメーΧーとڞにબผ機の開ൃをࢼΈたが、能とਫ਼度に՝があり品Խにはࢸらなかっ
た。その�00、ޙ�にܗࢁେֶにҠり、同ࣾࣾڮߴとग़会うことになる。ࣾڮߴとยฏڭतのग़
会いによって、ࢬ౾ਫ਼બผ機の開ൃɾ品Խは一ؾにيಓにり、�0��に、Χメラをࡌしෆ良品
をॠ時に見分けるબผ機をさせた。

開ൃにあたっては、ࣾڮߴがยฏڭतの研究Ռを活用しながらڞ同で開ൃしたことにՃえ、要
ૉٕज़をݝܗࢁͭ࣋内のさま͟まなا業とも࿈ܞしている。同ࣾがશମίーσΟωートの΄かஔઃ
ʣがஔɾࢢʣがը૾ॲཧٕज़を、᷂内機ց会ʢԬࢢܗࢁ分を、᷂ΤΫηルιフトʢޚと੍ܭ
ൢചɾメンςφンスを、ࡾӜխ߂σβインࣨʢԬࢢʣがൢചઓུίーσΟωートをそれͧれ担って
いる。
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生࢈Ոの࿑ྗܰݮΛਤΓɺফඅऀに࣭のࢬ͍ߴ౾Λఏڙ

ػਫ਼બผ౾ࢬ ߏͷػਫ਼બผ౾ࢬ

ྉɿΨΦνϟΦΤϯδχΞϦϯάHPࢿ

બผ機はը૾ॲཧシスςϜを通じたߴ度ղੳΧメラでࢬ౾の৭とܗをॠ時にとらえ、良品とෆ良品
をࣝผޙ、ΤΞࣹにؔする੍ٕޚज़を用いෆ良品をΤΞでਧきඈばし良品とෆ良品をબผする。人
खにཔっているબผ作業のߴਫ਼度ɾޮߴԽを࣮現させるもので、ڠಇした֤ࣾのը૾ॲཧٕज़や੍
。ज़を活かされているٕޚ

Χメラはࠇやม৭などෆ良品の特のผを行うが、ผのରとする特をݸผにઃఆするこ
とも可能である。また、)S-৭ۭ間ʢ৭૬ɾ࠼度ɾً度ʣからもผを行う。৭の種ྨを多֯的に
ผして、人間のではわかりにくい৭なども的֬に見分け、அしにくいحපなどにもରԠが可能で
ある。

る。このތਫ਼度でのબผが可能であり、બผॲཧ能ྗも�時間たり�00ᶵҎ上をߴਫ਼બผ機は౾ࢬ
ॲཧ能ྗは人でいえば�0人分の作業ྔに૬する。બผ内容のઃఆはஔಋೖ時に一度行えばຊମ
1CにهԱされ、มߋしないݶりอ࣋するため、作業ऀにબผ内容をࢦಋする必要もなくなり、ࢦಋに
ֻかる時間やίストを減することができる。また、બผにかかる時間もେ෯に短縮されるため、ࢬ
౾の鮮度Լをえることができる。ۙ՝となっていた人खෆのղফも可能となり、さらには
人݅අもେ෯に軽減できることから、े分なϦターンも֬อできる。

ෆྑ

ࠇ ม৭ Ұཻ

͚ܽ ׂΕ ώή

ྉɿΨΦνϟΦΤϯδχΞϦϯάHPࢿ
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のల։ޙࠓ
ଞछͷબผػ։ൃ

Ҏ֎のものにԠ用可౾ࢬ、性能なΞルΰϦζϜであるためબผ能ྗに༏れߴਫ਼બผ機はඇৗに౾ࢬ
能である。

現在、ݝܗࢁからのҕୗにより、さくらん΅のબผ機を開ൃして͓り、ইやׂれだけでなく、৭ຯ
の良さなど、ߴਫ਼度なબผができるところまでྃした。現在はஔを҆Ձにするための開ൃを行っ
て͓り、ॱௐにਐめば、ॳఆの�0分の�ҎԼのઍສԁでのൢചが可能となる。

さらに、ࠃのೝఆࣄ業としてਐめているAIとIoTをಋೖしたબผ機を開ൃ中であり、�0�0中にࢼ
作機がする༧ఆである。༷々な分にԠ用できるよう、研究開ൃをܧଓする。

ଞࣾʢऀʣͱͷ࿈ڧܞԽɾਓࡐҭ

強Έである҆શ性ʢࡍࠃ的҆શٕज़ʣ、੍ٕޚज़ʢϩϘοトをؚΉ'A੍ޚʣ、ޮ的で自༝なߏを
ॿけるઃٕܭज़ʢ�% CA%を使ったઃܭʣを活かし、シφジーの最େԽにͭな͛るべく、中খا業ி
よりೝఆされたʮҟ分࿈ܞ৽ࣄ業分開ܭըʯのもと、シスςϜインςάϨータとして、ઐ分
をಘ意とするෳのا業と࿈ܞし、AIとIoTをಋೖしたબผ機の研究開ൃをਐめている。

また、ܗࢁେֶʢยฏڭतʣ、Ԭ業ߴ等ઐֶߍとྗڠし、最先端の研究Ռをֶび活用していく。
ซせて、྆ߍからのインターンシοϓをडけೖれるなど、एऀのؔ৺をߴめる活動も行い、৽ଔ࠾用
など人ࡐҭ໘にもྗをೖれていく。

ɺͦͯ͠ੈքʣࠃかΒશݩ։ʢ地ࢢ

ෞذ、അ܈、に৽ׁط、地からい߹わせが来て͓り֤ࠃਫ਼બผ機にはւಓからԭೄまでશ౾ࢬ
の家にൢചしている。また、લよりւ֎からのい߹わせも૿えている。メσΟΞによるC.
ల開やలࣔ会の開࠵などൢചઓུをਐめているが、ޙࠓ、さらなるメσΟΞల開と8eCマーέςΟン
άの強Խをਐめていく。

地ࠃ、ݩ内֎をわͣ、多くのࠔっているというにରԠできるよう、これからも、より良い機ց
のఏڙをࢦしていく。
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ᶇ ࣜגձࣾFAMSʢ৽ׁݟݝෟࢢʣ

᷂'A.Sは、産業用ϩϘοトで世界シΣΞトοϓをތる᷂҆ి機ʢԬݝभࢢʣのάルーϓ
ϩϘοトؔ࿈ٕज़を活かして、৯やの生産自動Խஔをɾͭ࣋業である。同ࣾは、҆ి機のا
ൢചすることを的に�0��にઃཱされたا業である。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  ̓ ిػάϧʔϓʹੵ͞ΕͨϩϘοτؔ࿈ٕज़Λ׆༻͠ɺશࣗಈʢແਓԽʣʹΑΔ

γεςϜΛ։ൃ࢈ੜࡊ

ɾ　  ੜ࢈γεςϜͷ։ൃʹڧΈΛͭ࣋ҰํͰɺϊϋΛͨ࣋ͳ͍農ۀʹ͍ͭͯ֎部ͷϊ

ϋΛऔΓࠐΉ͜ͱͰੜҭཧྗΛ্

ɾ　  ࡊͷࣗಈੜ࢈γεςϜͱ৯ࣗಈԽஔͷ̎ͭͷۀࣄΛͭͳ͗߹ΘͤΔ͜ͱͰɺੜ࢈ɾ

ऩ͔֭Β৯Ճɾࠝแɾग़ՙ·ͰΛҰମతʹࣗಈԽ

҆ిػのϩϘοτٕज़Λۀに活か͢
'A.Sは、会ࣾである҆ి機の৽ࣄن業の一ཌྷを担うࣄ業会ࣾとしてઃཱされた。҆ి機で

は、�0��度からの中期ܦӦܭըに͓いてメΧトϩχΫスʢメΧºΤϨΫトϩχΫスʣٕज़の強Έを
活かせる分にϦιースをू中し、৽ྖҬの֦େをՃさせることをபの̍ͭにҐஔͮけた。その中
の̍ͭにʮフーυˍΞάϦʯࣄ業のຊཱ֨ͪ上͛を͛ܝ、機動的なࣄ業ల開が可能なよう、ࣄ業会ࣾ
'A.Sをઃཱした。

҆ిػத期ܦӦܭըに͓͚る৽ྖҬ֦େͷ方

ըʮChallenge 25ʯʢ2019ʙܭӦܦظʮதػྉɿ҆ిࢿ 2021ʣʯ
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'A.Sの໊ࣾは'ooE、AHSi、.ecIBtSoOicT、SoMVtioOの಄จࣈをとったものであり、৯とのྖҬ
に͓けるॾ՝をメΧトϩχΫスのٕज़を活かしてղܾすることをࢦしている。

'A.Sのओྗ品は、ࡊの自動生産シスςϜと৯品自動Խஔである。ࡊの自動生産シスςϜ
は、২場でϨタスなどの༿ࡊを種まきからऩ֭までをすべて自動Խして生産するシスςϜで
ある。通ৗの২場では、にってגの間ִを͛るఔや間Ҿきのఔなど一෦で人のखを
必要とするが、'A.Sの自動生産シスςϜは作の生ҭఔのશ自動Խを࣮現させていることが特
である。

FAMSͷࣗࡊಈੜ࢈γεςϜ

ྉɿFAMS HPࢿ

શఔの自動Խを࣮現させているのは、҆ి機のϩϘοトٕज़のとなるϞーションίント
ϩールٕज़に負うところがେきい。Ϟーションίントϩールٕज़は、Ϟノをѻうࡍにద切なྗՃ減で
動作を੍ޚするもので、ણࡉなѻいがٻめられる২にはܽかせない。

また、શ閉ܕの場タイϓを࠾用することで、ఱީϦスΫをճආし、҆ఆڅڙχーζにԠえら
れるମ੍としていることにՃえ、自ٕࣾज़によりશ自動ԽされたシスςϜをఏڙすることで、人݅
අやൃࡂ生によるωΨςΟϒίストをえることが可能となる。また、શ自動ゆえ、୨をߴくੵ
Έ上͛ることも可能で୯Ґ໘ੵたりのऩྔを૿やせる΄か、ҟࠞೖやපؾのϦスΫも減できる
ことから、ࡊのൢചՁ֨を҆ఆ的かͭߴいਫ४でҡ࣋することができることが同ࣾのシスςϜの強
Έである。

৯品自動Խஔは、৯ࡐなどをϩϘοトがแ機に߹わせてྻ、りけを行うスマートϩϘο
トแ、ശ٧めを行うϩϘοトέーαーやϩϘοトによるύϨタイζʢύϨοトにՙをੵΈける
作業ʣを行う。こͪらも৯ࡐやശなどをऔりѻうࡍのྗՃ減に、҆ి機のϞーションίントϩール
ٕज़が活かされている。
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FAMSͷ৯ࣗಈԽஔʢࠨɿεϚʔτϩϘοτแɺதɿΧοϓέʔαʔɺӈɿύϨλΠβʔʣ

ྉɿFAMS HPࢿ

'A.Sが見ෟࢢで業したഎܠは、ϫイɾイーɾσータという҆ి機のάルーϓ会ࣾの場が同
内のञメーΧーがग़ՙに使ݝ、場にはにཱ地にしていたことにある。ϫイɾイーɾσータ見ෟࢢ
用するຊञの1ശʢϓラスνοΫൖૹ用ശʣのϩϘοトによるύϨタイζや、৯品をίンベΞ上でϐο
ΫΞοϓするといった同ࣾの৯品自動Խஔにؔ࿈する機能があった。同ࣾでは、ࡊの自動生産シ
スςϜを研究開ൃするだけでなく、࣮機をするため場としての機能をͭ࣋場所を֬อすること
が必要だったため、ϫイɾイーɾσータの場のෑ地を再ར用することとした。

ʮࡊͱձͰ͖Δʯ֎෦ਓࡐのϊϋΛऔΓೖΕ
同ࣾの生産シスςϜは、҆ి機のٕज़を活用することでଞࣾとのࠩผԽがਤれているが、ࡊそ

のものの生ҭཧにͭいては、҆ి機ではノϋを有しているわけではない。そのため開ൃのॳ
期ஈ֊では、২場にਫ਼通した人ࡐからΞυόイβϦーܖのܗで見をಘた΄か、業にਫ਼通し
た人ࡐを中్࠾用し、ࡊഓにదしたシスςϜを作り上͛ていった。こうしたいわばʮࡊと会
できるʯ人ࡐが࣋っているצ所や見ࣝがՃわることで生ҭཧにؔするノϋをߴめていった。

ࣗࡊಈ生࢈γεςϜʷ৯ࣗಈԽஔにΑΓ生࢈かΒग़ՙ·ͰΛࣗಈԽ
同ࣾは、業からもઙいため、ࡊの自動生産シスςϜのൢച先は、໘はࠃ内ࢢ場がରであ

るが、先々はւ֎ࢢ場もࢹにೖれている。ւ֎に͓いても༿ࡊのେྔかͭ҆ఆ的なڅڙχーζ
がߴまっている。

また、同ࣾでは、自動生産シスςϜに৯品自動Խஔをͭな͗߹わせることで、生産されたࡊを
৯品ՃɾύοέージԽし、ശ٧め、ՙੵΈといった一࿈のग़ՙまでのఔを自ࣾ品で自動Խする
αーϏスのఏڙをࢦしている。
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ᶈ ࣜגձࣾζίʔγϟʢւಓଳࢢʣ

᷂ζίーシϟは、ઃܭίンαルタント、ଌྔ業、地質ௐࠪ業などを行うʮ業ɾڥɾまͪͮくりʯ
にフΥーΧスした૯߹ίンαルタントである。同ࣾの特は、研究ɾௐࠪɾܭըからଌྔɾઃܭまで
の一؏したαーϏスఏڙと、֤種ݧࢼやධՁ、அ、ิঈ、IT等のઐノϋを有する৫をཏ
していることである。同ࣾでは、�����݄にڥ質研究所を開ઃʢ���5�݄に૯߹Պֶ研究所
に৫໊มߋʣし、やڥにؔわるௐࠪ研究などにऔりんできた΄か、�00��݄にはIT業
࣮ફに向けた࣮ূ࣮ݧ等も行う業生産๏人、᷃ςΫノɾフΝーϜをࢠ会ࣾとしてઃしている。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  ะͷૉංཊΛυϩʔϯͰηϯγϯά͠ɺσʔλղੳΛͯͬߦૉංཊϚοϓΛ࡞

͢ΔՄมࢪංγεςϜͳͲɺݩ農Ոͷྗڠͷͱਫ਼ີ農ࢧۀԉΛల։

ɾ　  ؔػڀݚͱݱͷ農Ոͷ͑ߟΛ౷߹͠ɺվྑٕज़Λத৺ʹʠ͑Δٕज़ʡΛల։͠ʠ

͔Δ農ۀʡΛ͢ࢦͱͱʹɺ農ػϝʔΧʔͷۀاݩͱͷ࿈ܞʹྗతʹରԠ

ɾ　  ࣗ ࣾ内ʹ͓͍ͯڀݚ։ൃ部Λ༗͍ͯ͠Δ͜ͱɺ·ͨɺ大学ɾެઃݧࢼͱڞಉ͕ڀݚ

Ͱ͖ΔΑ͏ઐੑΛͨͬ࣋ਓࡐΛҭ

ΞϝϦΧのਫ਼ີۀΛߟࢀに地Ҭにີணͨ͠খഴのऩ֭ใʢמΓऔΓॱʣϚοϓ
Λ։ൃ

同ࣾがϦϞートηンシンάٕज़�を活用したIT業ࢧԉシスςϜの開ൃにऔりΉきっかけはݹく、
����までる。時、ΞメϦΧではӴใを活用したਫ਼ີ業がਪਐされて͓り、ຊでもେن
なेউであれば活用できるのではないかというൃから、େखا業とࠃやւಓの研究機ؔととも
にखหでڞ同研究を࣮ࢪ。݁Ռ的にはେखا業はࢉ࠾がऔれͣしてしまうが、同ࣾでは自ࣾ内
で研究開ൃඅを४උし研究をܧଓした。

�00�からはྛਫ産লのࣄ業で、ࠃやւಓのݧࢼ場、地ݩ+Aとともに、ेউでの作໘ੵが
多くӴใが活用しやすいখഴをターήοトとして、ߴ品質ऩ֭ใマοϓシスςϜの開ൃにऔり
Έ、�00�にখഴのख़ૣ൩とึਫ分のঢ়گからղੳするখഴのऩ֭ใʢמりऔりॱʣマοϓを
রʣࢀさせる。ʢਤද̍

そのՌはݧࢼ場から一ൠެ開され、業ؔऀのӴใ活用にରするೝ度が向上し、ଞ地Ҭ
の+Aからもマοϓ作のχーζが生まれてϏジωスԽしていくこととなる。

1　  ʮΛ৮ΒͣʹௐΔʯٕज़Ͱ͋ΓɺਓӴͳͲʹઐ༻ͷଌఆثʢηϯαʔʣΛͯͤࡌɺ্ͷ農ͳͲ͔Βࣹͨ͠ΓɺࣗΒ์
ࣹ͢Δి࣓Λ؍ଌ͠ɺͦͷ؍ଌ݁Ռ͔Β農࡞ͷੜҭঢ়گΛѲ͢Δɻ
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ਤද̍ খഴͷऩ֭ใʢמΓऔΓॱʣϚοϓͷΠϝʔδ

ڙྉɿζίʔγϟఏࢿ

ௐࠪのݟͱηϯγϯάٕज़ͰՄมࢪංϚοϓΛ։ൃ
Ӵใ等の活用にؔするૉ地が生まれた中で、同ࣾはಠ自ٕज़の開ൃをࡧする。時の業を

औりרくڥとしてԽֶංྉのߴಅが՝となって͓り、のཆ分ੳや可มࢪංにͭいての研究
をਐめた。一方、ηンシンάؔ࿈では、�00�にࠃのITٕज़を活用した次世代業のలࣔɾ࣮ূௐࠪ
をडୗして産業用ແ人ϔϦ活用の研究をਐめ、�005からのࠃのίンιーシΞϜࣄ業に͓いて産業用
ແ人ϔϦの有ޮ活用にͭいてݕ౼を行っている。

そのޙ、機メーΧーもࢀըするࠃのࣄ業の中で、�0��には産業用ແ人ϔϦによる可มࢪංマο
ϓを開ൃする。同ࣾではௐࠪ等を中৺としたࣄ業を行ってきたܦҢがあり、や作のઐ家
を有することから、そのઐ的な見を可มࢪංマοϓ作時の分ੳなどにөさせていることが特
となっている。

一方、時代的にはӴσータར用ྉの྿Խやυϩーンの生ɾ普ٴ、スマート業のਪਐといっ
た動きが同時ਐ行するなどい෩もあり、現在では、可มࢪංマοϓはेউ内の΄かΦϗーツΫ
内でར用されている。

 

ਤද̎ ՄมࢪංγεςϜ2ͷΠϝʔδ

ڙྉɿζίʔγϟఏࢿ

2　  ISOBUSͱτϥΫλʔͱ͕ػۀ࡞ใΛΓऔΓʢใ௨৴ʣ͢ΔͨΊʹఆΊΒΕͨ֨نࡍࠃͷ͜ͱɻ
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ਤද̏ ζίʔγϟ͕औΓΉਫ਼ີࢧۀԉͷશମ૾

ྉɿζίʔγϟࢿ HPΛ࡞ʹج

同ࣾの可มࢪංシスςϜは、ะ場のૉංཊ度をυϩーンでηンシンάし、ะ場۠ըのزԿิਖ਼と
σータղੳを行ってૉංཊ度マοϓを作する。そのマοϓを8eC上でཧし、作けする作と
場所、ೖするංྉの分比をೖྗしてઐ用の可มࢪංマοϓを作する。ར用ऀは、ᶃタϒϨοト
のΞϓϦʢAOESoiEʣにࢪං機にରԠしたメοシϡαイζの可มࢪංマοϓをೖれる、ᶄ(1SタϒϨο
トで現在地をଌఆする、ᶅ現在地の必要ࢪංྔをϦΞルタイϜでࢪං機にૹ৴する、という流れで活
用する。ʢਤදࢀ�রʣ

可มࢪංのメϦοトは、過なࢪංの੍やऩ֭ྔの૿Ճ、ڥ負ՙの軽減ʢ地Լਫ汚છࢭʣな
どが期待されることであり、�0�5と�0��に࣮ࢪした࣮ূ࣮ݧ<てんさいʢϏートʣ、ばれいしΐ >
では׳行ഓと比ֱし、ૉࢪංྔの減のଞ、ऩྔ૿も֬ೝされऩӹが向上している。

ऀۀऀؔۀͱのަྲྀのதͰɺʠかΔۀʡɺʠՈ͕͑Δٕज़ʡΛఏҊ
こうしたऔには地ݩ家とのؔྗڠがෆ可ܽであり、これらのٕज़も家とのରの中でৗに

ϒラοシϡΞοϓされている。
等を行うなど、家がؔݧ会ࣾである᷃ςΫノɾフΝーϜ�では、研究開ൃ中のऔとして࣮ূ࣮ࢠ

৺を࣋って同ࣾの৽ٕज़をࢹできるڥもඋしている。また、地Ҭのओ要な作ʢാ作�品ɿখഴ、
ばれいしΐ、౾ྨ、てんさいʣをഓする中で、֤種のσータऔಘや開ൃࡁΈシスςϜの改良等に
ཱてている΄か、ಠཱࢉ࠾をୡさせることで、l使えるٕज़zであることを࣮ূしている。

研究ऀとのؔߏஙでは、֤種ֶ会等で同ࣾの研究をੵۃ的にൃදしている΄か、େֶ等とのڞ同
研究を通じ、同ࣾの職һがࣾ会人υΫターをऔಘできるよう、人ࡐҭにもྗをいでいる。また、
ेউには作業機等の機メーΧーが多ଘ在して͓り、同ࣾの可มࢪංマοϓとのؔで༷々な࿈ܞ
が生まれている΄か、ʢެࡒʣとかͪஂࡒʢࣄ業のཱͪ上͛、品開ൃ、ا業間ίラϘϨーションなど
を行う産業ࢧԉのϓラοトフΥーϜʣやʢ一ࣾʣւಓ中খا業同༑会ेউࢧ෦などの場で༷々なใ
交にめている。

3　  IT農࣮ۀફͱࣗવྫྷ׆༻Λతʹઃཱͨ͠農ۀੜ࢈๏ਓͰ͋ΓɺಉࣾͷύΠϩοτ農తͳׂՌ͍ͨͯ͠Δɻ
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同ࣾではϗーϜϖージ上に、自ࣾがऔりΉlਫ਼ີ業ࢧԉのશମ૾zをཧし、٬ސやؔऀとの
রʣࢀ有をਤっている。ʢਤද̏ڞ

ਫ਼ີ業ࢧԉの流れとしては、ᶃะ場にؔする༷々なૅجσータをऩू、ᶄะ場マοϓとしてੵ、
ᶅそれらのσータからղੳを行い、ᶆ意ܾࢥఆするためのใを家や+A、行等ʢ地改良ࣄ業ؔ
。する、といったものになっているڙʣにఏऀ

こうしたフϨーϜのもと、ྫえば、ਤද�のখഴのऩ֭ใのఏڙにͭいては、ࡱӨしたӴը૾
や作けใをղੳし、家や+Aがऩ֭に使うใとしてఏڙしている。ਤද�の可มࢪංマοϓも
同༷に、υϩーンによるૉංཊ度のηンシンά݁Ռをղੳし、マοϓԽしてӦࢧԉαーϏスとし
て業ऀ等にఏڙしている。また、ղੳしたใにͭいては、҉ڎഉਫなどの地改良ࣄのޮ
Ռ的ɾઓུ的なඋ、؍٬的なࣄ業ධՁ等のใとして行等にもఏڙしている。

その΄か、େֶやެઃݧࢼ場などの研究ऀはIT業の可能性を෯く研究して͓り、༷々な要ૉٕ
ज़を家のะ場でݧࢼしてใࠂॻにまとめたいとߟえるが、そのٕज़をะ場にࠐͪ࣋Ήためには৭々
なલॲཧ等が必要であり家ではしいことも多い。ྫえば、ηンシンάはะ場のਅ上からࡱӨした
方がਫ਼度はߴまるが、ࡱӨやॲཧに時間を要する。このため、同ࣾでは時間短縮のために、�ຕのը
૾にะ場がೖるようにυϩーンでࣼめからะ場をࡱӨし、Ԟの方をิਖ਼する方๏を開ൃした。同ࣾは、
家が、lग़来るけどやらないٕज़zを、lやりたくなる࣮用ٕज़zに࣋っていくことがՌたすべきׂ
であるとߟえている。

εϚʔτۀのਪਐに向けͨ৽ͨなऔ
同ࣾに͓けるこれまでのऔは、のංཊ度などのԽֶ的な特性にணしたٕज़開ൃが中৺であ

るが、�චのะ場نがେきなेউではะ場内のہ所的なഉਫ݅や݅などのཧ的なを๊
えるέースもある。同ࣾでは৽たなऔʢڞ同研究ʣとして、そういうะ場でのہ所的な改良を
。しているࢪ的に࣮ݧࢼ

同ࣾでは、ຖ�݄にখഴऩ֭ใはʢמりऔりॱʣマοϓをఏڙするためのӴը૾をऔಘして
いるが、�0��のेউ内でय़先より多Ӎ向にあり、�݄時ではطに生ҭෆ良となっていた。そ
の時の生ҭใと同ࣾが有するะ場ຖのංཊ度のؔを分ੳし、生ҭの良൱とංཊ度のߴ
が一கするะ場は可มࢪංが可能なะ場であり、一கしないะ場は෦分的にਫはけ等がѱく、ཧ的
な改ળがましいะ場とࣝผしている。それらのะ場にؔしては、業ଜඋࣄ業等によりہ所的
な改良等を行い、可มࢪංシスςϜのߴ度Խをਤるということである。

また、ւಓ内ではトラΫターの自動ӡసにる࣮ূ࣮ݧ等がਐめられているが、多༷な作業を行
うためにはトラΫターとணする༷々な作業機との間でσータ交が必要となる。しかし、トラΫター
と作業機をͭな͙ࡍࠃ通৴֨ن	IS0#6S
はあるものの、ࠃ内ではこの֨نにରԠした作業機を
しているところがない。このため、現在、ւಓのࣄ業でIS0#6SରԠ作業機に必要とされるి੍ࢠ
。ըしているࢀ業にࣄϢχοトの開ൃをਐめているが、同ࣾもこの開ൃޚ



第
Ⅰ
部 

東
北
圏
に
お
け
る
社
会
経
済
の
現
状
と
今
年
の
変
化

ୈ
Ⅱ
෦ 

農
業
Ϗ
δ
ω
ス
の
৽
ை
ྲྀ

第
Ⅲ
部 

資
料
編

122

ᶉ χγϜిࣜגۀࢠձࣾʢԬݝԬࢢʣ

χシϜిࢠ業᷂は、ిؾ通৴機ؾి、ث機ثの開ൃ、、ൢച͓よびอकをメインのࣄ業とす
るभిྗの�00ˋࢠ会ࣾである。ۙは自ٕࣾज़を活用したిྗ会ࣾ向けҎ֎の৽しい品開ൃに
もྗをೖれている。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  ਫాͷݟճΓʹଟ大ͳ࿑ྗͱؒ࣌Λཁ͍ͯ͠Δͱ͍͏農ՈͷΈΛࣖʹͨ͠ͷΛ͖͔͚ͬ

ʹɺຊۀͷηϯγϯάٕज़IoTٕज़Λ׆༻ͨ͠γεςϜΛ։ൃ

ɾ　  ಉ͕ࣾ920ͭ࣋Hzଳͷಛఆখిྗແઢͷٕज़Λ׆༻͢Δ͜ͱͰɺͱσʔλऩूஔͱ

ͷؒͷ௨৴ίετΛθϩʹ͢Δ͜ͱͰҡ࣋අΛݮ

ɾ　  ηϯαʔͱ௨৴ٕज़Λ͔͠׆ɺࡂͰࢢ֦大Λࡧ

現の՝Λࣖにͨ͜͠ͱΛ͖ͬかけに։ൃ
χシϜిࢠ業では、भిྗ向けのࣄ業でഓってきたແઢやిݯɾ੍ޚ、ใ通৴などの自ٕࣾ

ज़をଞ分に͓いても活用すべく、さま͟まな৽ࣄن業をల開し、์ૹہ向けిݯஔ、࿏໘ిंの
ӡ行ཧシスςϜ、ҩྍ用の61Sʢແఀిిݯஔʣなどはૣくからࣄ業Խをਐめてきた。こうした中、
さらなるࣄ業ྖҬの֦େをࡧする中、さま͟まな՝を๊える一方でイノベーションのがりも見
られる業にணした。

品開ൃをຊ֨Խさせるきっかけとなったのは、�0�5に同ࣾࣾһが業にؔするใऩूを行う
中で、ٶొݝถࢢのʮ͓᷃っとͪάϦーンスςーションʯʢҎԼ、͓っとͪʣの業ܦӦにؔする
研究ൃදをௌߨしたことであった。そこで、家はะ場の見ճりに時間をऔられんでいることがわ
かり、同ࣾのແઢとηンαーのٕज़が見ճり作業のলྗԽに活用できるのではないかとߟえ、͓っと
ͪのൃදऀとૣίンタΫトをऔり、現場の意見をฉきながら品開ൃを࢝めた。同にはࢼ作機を
作、そのޙ、.I)A3ASʢϛϋラスʣというϒランυ໊でൢചを開࢝し、طにࠃ内֎の多くの地Ҭ
で࣮ূやಋೖがਐんでいる。

֎ͷMIHARASಋೖɾ࣮ূઌࠃ

ྉɿMIHARAS HPࢿ
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ಛఆখిྗແઢのٕज़͕௨৴අのෛ୲Λܰݮ
.I)A3ASは、ߴさ�.�N、50ܘᶱのηンαー端をాാにࠩしࠐΈ、ਫాであればਫҐやਫԹ

を、ാであれば地ԹやؚਫをܭଌするシスςϜである。ηンαー端でऩूされたσータは、同ࣾ
がٕͭ࣋ज़である��0)[ଳの特ఆখిྗແઢでσータऩूஔにૹり、ΫラυシスςϜをհして、
ύιίンやスマートフΥンなどのϢーβー端で֬ೝすることができる。

ਫా用のηンαーであれば、̍ͭのηンαーで�0ᶲのൣғでਫਂをܭଌできる。現地で֬ࢹೝし
なくてもԕִでะ場のਫҐ֬ೝが可能になり、ಋਫήートの開閉などの現地作業をద切なタイϛンά
で行うことができる。

MIHARAS(ਫా༻)ͷߏͱಋೖྫࣄ

ྉɿMIHARAS HPࢿ

MIHARASͷγεςϜ

ྉɿMIHARAS HPࢿ
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ηンαー端は、̍時間ຖのσータܭଌとసૹを୯̎ిס̏ຊʢ̒か݄Ҏ上Քಇ可能ʣで行うた
めిݯஔがෆ要である。そのため、ะ場内の意の場所にઃஔでき、ઃஔۭ間を΄とんどऔらͣ、
ൈきࠩしが容қなことから作業のअຐにならないといった強Έをͪ࣋、෩Ӎのٱ性も֬อされ
ている。Ճえて、同ࣾのͭ࣋特ఆখిྗແઢは通৴අがෆ要なため、ଞの通৴ٕज़を࠾用したྨࣅの
品と比べてҡ࣋අが҆くえられることも強Έである。

σータऩूஔのૹड৴可能なൣғは、్中にిをःณするোがなければ、ແઢ#09をݢ先
のߴさにઃஔした場߹で5ᶳ、�0̼ఔ度のߴさなら�0ᶳఔ度である。かͭ最େ�00のηンαー端
からのσータड৴が可能である。そのため地がいൣғに分ࢄしていても̍のσータऩूஔ
でࣄりるも、ίスト減にد༩している。

のػΛ活かͨ͠͞ΒなΔ։ൃͱվྑ
.I)A3ASಋೖࡁのϢーβーからは、߽Ӎࡂ時にਫ࿏の൙ཞなどのҟৗをσータからいͪૣく

Ѳできることから、ะ場のʮ֬ࢹೝʯ自ମをݥةとஅし、生໋をݥةにさらすことがແくなり、
҆શ໘でのޮՌもあったとのتびのをडけている。一方で、.I)A3ASからะ場のঢ়گにؔするө
૾をऔಘすることで、֬ࢹೝに代える機能をΉも多くある。ө૾のऩとσータసૹにかかる
。のςーマであるޙࠓの֬อのはあるものの、χーζにԠえるための品開ൃがݯి

.I)A3ASは、࣮ূ࣮ݧでのಋೖもਐんで͓り、そのޮՌもධՁされているが、ۚࢿ໘で余裕がな
い業従ऀࣄが多く、ຊ֨ಋೖにࢸらないέースも少なくない。また、ൃޙଞࣾによる機能をߜった
品も生して͓り、機ثのさらなるίストμンに向けた開ൃがٻめられている。同品の業分
Ҏ֎の用్֦େに向け、ݐઃ現場やためのอकཧなどといったࡂ໘での品開ൃとൢ࿏の
֦େをࢦしている。

.I)A3ASをಋೖしたことで過ڈのะ場のσータがੵされそのσータをもとに、作の品質向
上や生産性向上をਤることが可能となるが、ۙはήϦラ߽Ӎなどؾのৼれ෯がେきく、ؾ݅
が一ఆでないことから、過ڈのσータを活用した場ཧがしくなっている。そのため、৽しい
݅にରԠした場ཧにରするٕज़開ൃにもऔりんでいる。
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ஂۀ地ϓϩδΣΫτのجຊߏに͍ͭて

ຊऔのであるӋ生ࢢは、རࠜ
Ԋいのංཊなに恵まれ、ݹくからଓ
くҴ作や産地ࢦఆされているキϡϦɾ
φスをओྗとした業がんな地Ҭであ
る。ۙでは、業従ऀࣄのྸߴԽや担
いखෆがਐలして͓り、ମྗ的に自ら
作業を行うことがࠔになった従ऀࣄ
は、地อ有ऀʢҎԼ、ʮ地ऀݖʯという。ʣ
として現の家に地をିしけ、代
わりに作業をしてもらうことで、ߥഇ地
となら͵よう地のอશにめていた。

しかしながらۙでは、現家のߴ
ྸԽもਐΈ作業のҾきडけもஅられるঢ়
。地もཱͭようになっていたغ作์ߞとなり、その݁Ռگ

このような現ঢ়を౿まえ、Ӌ生ࢢは�0���݄にʮӋ生ޫ؍ࢢԂ等جຊߏʯをࡦఆし、業を
活かしたޫ؍ৼڵやߴऩӹ作のసによるlかる業zを࣮ફするϞσルとして、地ूੵによ
りେنな業ஂ地をܗし、ࢢ内֎のຽ間ࣄ業ऀにିしग़すといったશࠃ的にもしいऔをల開
している。

ຊߏでࢦす業ஂ地ʮӋ生
νϟϨンジフΝーϜʯは、શମܭ
ը��IBのେنなものであり、そ
の中をίンηϓトのҟなる用్地
۠に分け、ޫ؍ԂやAIɾϩϘο
ト等の業にؔする先端ٕज़の
ショールーϜをઃけ٬ޫ؍をݺび
としてڌ生産نΉ΄か、େࠐ
業๏人やࢀೖا業等をটきೖれ
ることをఆしている。また、ܭ
ը地一ଳの地はこれまでओにਫ
ాであったが、よりऩӹ性のߴい
業が見ࠐめるാ作సすべく、
地改良も߹わせて࣮ࢪする。

Ԃやਫ族ؗなどもあり、Ϗジωスలެཱݝ、ಓ࿏IC、流ஂ地がある΄かߴ、ը地のपลにはܭ
開やू٬ޮՌに͓いて、पลࢪઃとのシφジーも期待される。

内のϋーϒݝۄ࡛、内のスーύーࢢに同ط、し࢝であるが、同��݄にެืを開گ業༠கのঢ়ا
Ԃ、౦ژ内の業ࡐࢿメーΧーの̏ࣾがਐग़している。

ஂۀ地ϓϩδΣΫτ
ʮӋੜνϟϨϯδϑΝʔϜʯʢ࡛ݝۄӋੜࢢʣ

࡞ऩӹߴڵৼޫ؍かͨ͠׆Λۀɺ͠ྗڠɾܞ࿈͕ऀۀࣄͱຽؒߦ
ͷసにΑるʠかるۀʡΛ࣮ફするϞσϧڌܗに͚ͨಈ͖

ӋੜࢢͷҐஔ

ըܭڵ૯߹ৼࢢӋੜ࣍ྉɿୈ̒ࢿ

地ར༻Πϝʔδ

࡞ʹجΛߏຊجԂޫ؍ࢢྉɿӋੜࢿ

τϐοΫε
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地۠ॅຽ͕ओମͱなͬͨ地ऀݖಉҙに向けͨಈ͖

地ूੵに向け、地ऀݖ交বはආけて通れないಓである。ܭը地には�0໊の地ऀݖがいるが、ࢢ
所職һがضৼりとなり൴らの同意に向けରԠにたった。

ରԠの流れは次のと͓りである。まͣ地ऀݖのを۩ମ的にฉき૯意をまとめるための場として、
有ࢤメンόーによるਪਐҕһ会をཱͪ上͛た。メンόーには、地۠自࣏会ʢ̏ஂମʣの会にもೖっ
てもらい、ҕһ会の࠲等の職も担ってもらった。地Ҭのこれからにؔするし߹いはऀࣄであ
る地۠ॅຽをओମとし、行はࣄ務ہとしてそのཪ方にపした。このମ੍Լで地ऀݖ説໌会を開࠵し、

ʮޫ؍Ԃ等جຊߏʯのओࢫをえる中で、ক来を見ਾえた地ར用のあり方にͭいて地ऀݖのཧ
ղをଅした。

次に、Ξンέートௐࠪにより、ޙࠓの地ར用にؔする地ऀݖの意向をूしたところ、आりखが
ෆしている現ঢ়に多くの地ऀݖが�0、�0先の地のѻいにෆ҆を๊いていることが分かった。

こうした内からか、このߏにରし地ऀݖからେきなൃはແかったという。地ऀݖの多くはݩ々
家であったが、Ҿୀޙは地をିग़している方がେफをめ、ିग़先がݸ人の家からا業等にஔ
きわることに߅が少なかったものとߟえられる。Ήしろ、いͭ地のҾきडけをஅられるかຖ
のߋ৽時期にෆ҆で方がなかったものが、地ିआܖを݁べば�0間はआりखがいるঢ়گにメ
Ϧοトを感じたのであろう。それでも中には৭をࣔす地ऀݖもいるため、最ऴ的にはࢢ所職һが、
。にൟく通いରԠしているऀݖผに地ݸ

な͓、࣮ࡍの地ିआखଓきは、地中間ཧ機ߏʢ地όンΫʣを通じて、地ऀݖとࢀೖࣄ業ऀ
等がܖをక݁する。

༠கに向けてۀاなΔߋ

Ӌ生ࢢでは、業ஂ地උのਐを見ਾえて、ا業༠க活動もੵۃ的に行っている。業ஂ地の
උは、༠க活動でも強Έをൃشする。通ৗ、業ਐग़にڵຯのあるا業から૬ஊをडけた行は、ا
業ଆのχーζにԠじて地Ҭ内のબࢶをͭزかఏࣔする。݅に最も見߹う地をا業ଆにஅして
もらうのが一ൠ的であり、ෆ動産ࣄ業ऀがೖرډऀにਪ݅をෳఏࣔして、ܾめてもらうのと
同じ要ྖである。一方、同ࢢの場߹はߴಓ࿏ICそば、ฏ地、まとまった໘ੵ、ᕲᕱ等のインフラ
උࡁΈの༏良݅があり、す͙にでもࣄ業開࢝がग़来るڥがっている。ا業ଆは、ෳのબ
ࢶを比ֱݕ౼するख間がলけ、行とのフΝーストίンタΫトに͓いてࡉかい݅を٧めることが
できる。こうしたରԠは、Ϗジω
スのスϐーυ感をॏࢹするا業に
とってେม有いものであろう。
ʮӋ生νϟϨンジフΝーϜʯは

�0��શମΦーϓンの༧ఆである。
同ࢢは、֘ڌを໘のϞσル
としてlかる業zの࣮ફをਐめ
るが、ޙࠓのల開としてࢢ内のෳ
か所での業ஂ地උに͛ܨて
いきたいߟえである。さらにਐ行
するྸߴԽや担いखෆにより、
業がཱͪ行かなくなるࣄଶをະ
然にճආし、ࢢશମとして࣋ଓ可
能な強い業をࢦすものである。

৽たな時代の業にઓするا業や生産๏人も、ແくしてはຊྖをൃشग़来ない。同ࢢのऔ
は、業のক来を見ਾえ、৽たなϓϨーϠーをݺびࠐΉڌ作りの先ਐ的なྫࣄとݴえよう。

ஂۀ地ͷ෩ܠ

ڙఏࢢྉɿӋੜࢿ
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ᶊ ࣜגձࣾωΫεάϧʔϓʢؠखݝՖࢢרʣ

᷂ωΫスάルーϓは、ؠखݝՖࢢרと౦ژにຊࣾをஔき、ιフトΣΞ͓よびシスςϜのઃܭɾ開
ൃからίンαルςΟンάまで行う΄か、AIやIoTのٕज़を活用したιϦϡーションのఏڙ、ཱྀ行ؔ࿈
品のe�マーέοトϓϨイスӡӦ、ΞύϨルؔ࿈ࣄ業など෯く行うا業である。ۙでは、৽ࣄن
業として、業ICTやհޢɾϦϋϏϦϩϘοトのاըɾ開ൃɾൢചを行っている。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  ຊۀͷ௨৴ٕज़ΛԠ༻͠ɺഓ݅ͷσʔλԽڥσʔλͷऔಘΛ௨͡ɺݧܦͱצʹΑ

Δ農͔ۀΒσʔλʹͮ͘ج農ۀΛ࣮ફ

ɾ　  ಛٕڐज़Ͱ͋ΔଟஈࣜϙοτͰͷഓΛIoTͱΈ߹ΘͤΔ͜ͱͰɺ҆શͰޮతͳ農ۀΛ

ݱ࣮

ɾ　  ഓγεςϜΛύοέʔδԽ͠ɺϑϥϯνϟΠζγεςϜΛߏங͢Δ͜ͱͰɺҰൠۀاͷ

農ࢀۀೖΛଅਐ

ࣾһかΒのఏҊΛ࠾༻͠ɺ৽ۀࣄͱ͠てۀΛ։࢝
ωΫスάルーϓは、同ࣾのຊ業である通৴ٕज़を活用し�0��から業にࢀೖした。ࢀೖのきっか

けは、同ࣾが自ٕࣾज़を活用した৽ࣄن業をࡧする中で、時のใ通৴業界でϒーϜとなってい
た.�. ʢ.BcIiOe to .BcIiOeɿηンαーを活用して機ց間のใ通৴を行い、機ցからใをऩू
したり機ցの੍ޚを行うٕज़ʣ を業で活用できるとߟえたࣾ内ఏҊであった。

業ࢀೖにたってのݧࢼะ場ʢωΫスフΝーϜʣは、౦に͓けるॏ要な産業である業の再生
をՖרの地からग़することをࢦし、もともとഇߍར用のためෑ地に余裕のあったՖרຊࣾ内にߏ
えた。

同ࣾに͓ける業の特は、ෳύターンのഓ݅ʢංྉ、ਫやり、Թ度等ʣによってಘられる
ऩྔをσータベースԽし、通৴ɾ੍ٕޚज़を活用して自動でഓڥをίントϩールし、ベストϓラ
ΫςΟスのഓ݅を再現することである。まさに、これまでのݧܦとצにͮجいて࣮ફされて
きた業をσータにͮجく業にมえるऔである。ഓする作は、キϩたりの୯Ձが普通のト
マトよりߴく、度や৭でଞࣾとࠩผԽできるϛχトマトをબんでࣄ業をスタートした。

、σータをऔಘしڥઃ内֎の֤種ࢪԹや࣪度などؾ、ഓの自動ཧを行うシスςϜにͭいては
σータやะ場のঢ়ଶは、メール通シスڥ。Έであるを行うޚ݅に߹わせて੍ڥするر
ςϜなどにより֎ग़先からでもѲできるようになって͓り、ࢪઃ内֎のڥҟৗをやかにݕし、
。のԕִૢ作を行うことができるث機ޚ੍
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ωΫεϑΝʔϜに͓͚るτϚτഓ

ྉɿωΫεάϧʔϓHPࢿ

ਫやりの作業も自動で行われて͓り、ຖेճ、一ణͣͭਫやりが行われる。トマトはਫをやり
過͗ると度がԼがったりׂれたりするため、なるべくਫのྔをえることでߴい度をอͭഓ方
๏をとっている。ਫྔにͭいては、スマートフΥンを通じてԕִૢ作でௐすることも可能であり、
ਫやりのために見ճる必要がない。したがって、その分の作業時間をଞのఔにॆてたり、見ճりの
ための人݅අをえることができる。

ଟஈࣜϙοτͰのഓにΑΓɺཆΛదਖ਼ཧ
同ࣾが࣮ફしている業は、通৴ٕज़の活用の΄かに、特ڐをऔಘしている多ஈࣜϙοトを活用し

たഓ方๏に強Έがある。
多ஈࣜϙοトとは、�ஈにはに必要なཆ分を、�ஈにはՖや࣮をͭけるのにॏ要な分を最

దに߹したཆ分をೖれたϙοトでߏされている。にͭれてබのࠜが৳びて�ஈのϙοトに
ୡした時に、はじめて�ஈのཆ分をಘるΈになって͓り、ஈ֊にԠじて必要なཆ分をద切
にಘられるようになっている。このΈは、ஈ֊を的֬に見ఆめてංを行うঊのݧܦとٕज़
をࣜܗԽしたものといえる。

多ஈࣜϙοトによるഓは、通ৗの๏と比べີ২ഓが可能なため、୯Ґ໘ੵたりのऩ֭ྔを
૿やすことができることが強Έであり、େな地がなくともഓが可能である。また、ϙοトには
̍分のංྉがηοトされ、ഓڥをద切に੍ޚするٕज़とΈ߹わせることでऩ֭期が̕か݄֬
อでき、通ৗのഓ方๏と比ֱして�.5ഒから�ഒのऩ֭期間をઃけることができる。多ஈࣜϙοト
によるഓでは、必要最খݶのやංྉを使用してのഓであるため、҆શかͭඒຯしいࡊをҭて
ることができるといったメϦοトがある。また、ϙοトを使用することで、通ৗのߞഓのように
現ঢ়の分をؾにする必要がなく、࿈作োの͓それやࡎەࡴのར用をなくすことができる
といったメϦοトがある。
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ଟஈࣜϙοτͷΈͱωΫεϑΝʔϜͰͷ༻ྫ

　ྉɿωΫεάϧʔϓHPࢿ

く、また一෦でイルスがൃ生すߴഓは、ઃඋのಋೖίストもߞ業で一ൠ的とされるਫܕઃࢪ
るなどのがىきたࡍ、ਫを通じてࢪઃશମにがりやすいといったϦスΫがある。多ஈࣜϙοト
でഓした場߹はがൃ生しても、֘するϙοトだけをൈけばよく、ϦスΫの減が可能である。

ഓϞσϧΛϑϥϯνϟΠζγεςϜͱ͠てల։
同ࣾでは、これらのഓϞσルをフランνϟイζʢ'CʣシスςϜとしてߏஙし、'CՃໍの生産ऀ

にରし、ICTシスςϜと多ஈࣜϙοトによるഓノϋをύοέージとしてఏڙしている。ಋೖ時
のஸೡな説໌やిでのαϙートによるԕִૢ作ରԠも行うなど、ICTにৄしくない人でもഓが可
能であり、Ճໍ生産ऀが生産したトマトを一෦ങいऔり、同ࣾのऔҾ先にൢചするというαϙートも
ؚまれている。Ճໍ生産ऀがトマトのഓに͓いて必要があるのは、ͭるのཧや間Ҿき作業、ऩ֭
作業などで、બผɾग़ՙ作業はωΫスάルーϓが行い、αイζがখさいなどの֨ن֎品はՃ品にճ
すΈとなっている。

'CシスςϜのՃໍ生産ऀは業๏人だけでなく、ଞ業種のا業も多い。多ஈࣜϙοトをར用した
๏は、େな地を必要とせͣ、地所有ద֨๏人の要݅がෆ要であり、༡ٳのݿやෑ地をར用し
てഓできるため、多֯Խやޏ用の֬อといった的で業にࢀೖしているとߟえられる。また、ࢪ
ઃܕであるため通でのഓが可能であり、業でありながら通ޏ用が࣮現しやすく、ं いすにっ
ている人でも作業が可能なため、ࣾ会ࢪࢱઃでもಋೖされている。
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৯༻΄͓͖ͣのഓɺΦϯϥΠϯγϣοϓͰのൢചΛల։
同ࣾでは、ഓରの作をϛχトマトから৯用΄͓ͣきʢΰールσンベϦーʣシフトさせるऔ

をਐめている。΄͓ͣきはऩ֭ྔはϛχトマトより少ないが、ॵさやපؾに強く、ϛχトマトに比
べて生ҭཧに必要なηンαーが少なくてすΈ、ॳ期අ用が�50ສԁと҆くえることができるた
めである。また、́ ͓ͣきは生産ऀが少ないため、ࢢ場でのڝ߹が少なくگࢢが҆ఆして͓り、ジϡー
スなどのՃ品にもదしていることからࠩผԽがしやすいといったメϦοトもある。

また、ൢ࿏を͛るため、ϛχトマトや΄͓ͣきはもͪろん、ഓされたࡊをΞイスやジϡース、
ΧϨーなどにՃし、自ࣾϒランυの品として同ࣾのΦンラインショοϓでのൢചも行っている。

ࣗࣾӡӦͷΦϯϥΠϯγϣοϓ

ྉɿωΫεάϧʔϓHPࢿ



第
Ⅰ
部 

東
北
圏
に
お
け
る
社
会
経
済
の
現
状
と
今
年
の
変
化

ୈ
Ⅱ
෦ 

農
業
Ϗ
δ
ω
ス
の
৽
ை
ྲྀ

第
Ⅲ
部 

資
料
編

131

ᶋ ࣜגձࣾHappy Qualityʢ੩Ԭݝদࢢʣ

᷂)BQQy 2VBMityは、産の流通ɾൢ ച、生産にかかる研究を行うا業である。େֶൃベンνϟー
ഓٕज़をཱ֬し、同ࣾがશྔങऔ機能の産ߴ、品質ߴして、IoTɾAI活用によるܞ業等と࿈ا
することをલఏに生産ノϋをフランνϟイζల開することで、৽たな流通のΈをߏங。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  ϚʔέοτΠϯͷൃʹ͖ͮجɺফඅऀχʔζΛత֬ʹଊ͑ͯੜ͠࢈ɺചΓΔͱ͍͏࢟

ͷͱɺੜ͔࢈Βྲྀ௨·ͰͷҰ؏ͨ͠αϓϥΠνΣʔϯΛߏங

ɾ　  農学ཧʹͮ͘جσʔλΛ׆༻ͨ͠農ۀʹΑΓɺߴՃՁɺػߴͷ農࢈Λݧܦצ

ʹཔΒͣ҆ఆతʹੜ͢࢈Δഓٕज़Λཱ֬

ɾ　  શྔങऔγεςϜΛલఏʹɺഓϊϋΛϥΠηϯεԽ͠ɺੜऀ࢈ʹఏ͢ڙΔϑϥϯνϟ

ΠζϞσϧͰ҆ఆௐୡΛ࣮ݱ

生࢈かΒྲྀ௨·ͰΛͭな͙ϚʔέοτΠϯܕۀΛల։
業ऀのٶ地ࣾは、��にわたってԷചࢢ場のڝり人を務め、マーέοトのϓϩとして産

の流通にܞわってきた。業界は、家のྸߴԽがਐ行し、ब人口も最期に比べ減少、それに
いෆߞ作となるϋスやാが૿えるというঢ়گにあった。それにってԷചࢢ場のऔѻֹが次第に減
少する中で、ർฐした業に強いة機感を֮えたٶ地ࣾは、なんとか業のਰୀを৯いࢭめ、ະ来
に業を残したいというࢥいから、Էച業ऀのઢでのʮ生産から流通のߏஙʯをࢦし、)BQQy 
2VBMityのى業にࢸった。

同ࣾは、ڝり人としてのݧܦやࢢ場ؔऀのωοトϫーΫを活かしてചれる品のίンηϓトを
Ѳし、ചれるものを作るというマーέοトインのൃにͮجき、業の生産から流通ɾൢചまでの
一؏したαϓライνΣーンをߏஙしている。

۩ମ的には、同ࣾがखがけるओྗ産品であるトマトの場߹、一ൠに流通しているトマトよりもߴ
いೱ度のϦίϐンʢ活性ࢎૉをফڈするྗをࢎ߅ͭ࣋Խ分ʣをؚんだトマトをѻうことをاըし、
ൢച先とൢചܖを݁Ϳ。生産ऀにରしては、Ϧίϐンؚ有ྔのߴいトマトをഓするためのٕज़を
マχϡΞルԽしてఏڙし、生産をҕୗする。生産されたトマトを、品質ج४にԠじてશྔങऔる	ฏۉ
して、通ৗのࢢ場Ձ֨のഒのஈ
。そしてൢച先と݁んだܖにͮجき、શྔൢചする。それにより
生産や流通に͓けるഇغϩスをなくすことを可能にしている。
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IoTͱAIΛ活༻ֶͨ͠࢈࿈ܞͰίετͰのഓٕज़Λ։ൃ
ഓٕज़のマχϡ、ഓと同じでは࣮現しない。そのためՃՁトマトを作るためには、通ৗのߴ

ΞルԽが同ࣾのマーέοトインܕ業を動かす上でのݤとなっている。同ࣾは、ֶཧにͮجいて
Ϗοάσータを活用し、ഓٕज़のߴ度Խを࣮現させ、それをマχϡΞルԽすることで、ݧܦがઙい
生産ऀでも҆ఆ生産できるようにしている。

ཆӷΛࣗಈͰᕲਫするυϦούʔʢࠨʣͱ͓͠ΕΛݕするΧϝϥʢӈʣ

ڙྉɿHappy Qualityఏࢿ

同ࣾではҎԼにࣔすようなٕज़を開ൃし、ӡ用、生産にかかるさま͟まなఔのマχϡΞルԽをਤっ
ている。શྔങऔをલఏに、生産ҕୗ先とライηンスܖをక݁し、これらのノϋをఏڙしフラ
ンνϟイζల開することで、ߴՃՁトマトを҆ఆ的にௐୡすることが可能になっている。

Happy QualityͷϚʔέοτΠϯܕۀͷ͘͠Έ

ྉɿHappy QualityύϯϑϨοτࢿ
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ϩοΫʔϧΩϡʔϒͷ࠾༻

ϩοΫʔϧҭබɾഓͰ෯͘༻͞Ε͍ͯΔਓ߭ણҡɻ൚༻
Ͱ͋Γೖ手༰қɻΩϡʔϒঢ়ͷϩοΫʔϧͱཆӷͷࣗಈࢪංٕज़Λ
Έ߹Θͤɺ1ml୯ҐͰͷਫΓΛதԝ੍ޚɻ͜ΕʹΑΓߴτϚτͷ௨
ͷ҆ఆੜ࢈Λ࣮ݱɻ

͓͠ΕݕAIʹΑΔᕲਫͷߴ
Խ

খܕσδλϧϏσΦΧϝϥͱηϯαʔΛΈ߹ΘͤͨஔʹΑΓ༿Λ24࣌
ؒը૾ղੳɻ͓͠ΕΔஹީΛݕͨ͠Βଈ࠲ʹංྉਫΛ༩͑Δ͜ͱ͕༗
ޮͳ͜ͱ͔Βɺݕࣗޙಈࢪං͢ΔγεςϜΛ։ൃ͠ɺ͜Ε·Ͱʮঊͷٕʯ
ͩͬͨਫΓͷλΠϛϯάΛϚχϡΞϧԽɻ͜ΕʹΑΓߴͷτϚτੜ
Մʹɻ͕࢈

Ϧίϐϯೱ͕ܭଌͰ͖Δޫ
ηϯαʔબՌػͷಋೖ

τϚτͷϦίϐϯೱΛඇഁյͰࠪݕͰ͖Δੈքॳͷ࠷৽ӶࣗಈબՌγε
ςϜΛಋೖɻϦίϐϯೱʹԠͨࣗ͡ಈબՌΛ࣮ݱɻܗঢ়ͷܭଌͪΖ
ΜՄͰɺ͜ΕΒΛϏοάσʔλͱͯ͠ੵɻੜऀ࢈ͷྗΛʮ͑ݟΔԽʯ
͠ɺ࣭ΛͰอূ͢Δ͜ͱʹΑΓՃՁΛߴΊΔ͜ͱʹޭɻ

ɾࢎΛ໌֬ʹܭଌͰ͖Δη
ϯαʔσόΠεʢIRηϯαʔʣ
ͷ։ൃߏ

農࡞ʹؚ·ΕΔɾࢎΛ໌֬ʹଌఆ͢Δ͜ͱΛٕࡏݱ͠ࢦज़։ൃதɻ
։ൃ͞ΕΕɺ͍ɺͬࢎͺ͍ɺਫͬΆ͍ͳͲ༷ʑͳ৯ຯʹؔ͢Δσʔλ
ΛAIʹམͱ͠ࠐΈɺ͜ΕΒΛ教ࢣσʔλͱͯ͠׆༻͢Δ͜ͱͰɺ٬ઌͷ
ΈʹԠͯ͡৯ຯΛࣗࡏʹίϯτϩʔϧ͢Δ͜ͱ͕ՄͱͳΔɻ

ख़࿅ऀۀ࡞ͷಈ͖ͷϚχϡΞ
ϧԽߏ

࢟ۀ࡞ͷಈ͖ΛσʔλԽ͠ɺޮతͳऀۀ࡞ਪఆΞϓϦΛ༻͍ͯɺ֨ࠎ
ͳͲΛϚχϡΞϧԽɻকདྷతʹΣΞϥϒϧԽΛ͠ࢦɺԕִͰͷഓࢦ
ಋΛ࣮͢ݱΔ͜ͱΛߏதɻ

Happy QualityͰ։ൃɾӡ༻͞Ε͍ͯるഓγεςϜ

࡞ʹجྉɿώΞϦϯάΛࢿ

同ࣾのは使用するࡐࢿにも見られる。බচに൚用品であるݐஙࡐࢿを用い、生ҭঢ়گをϞχタ
ϦンάするΧメラも྿Ձなものを࠾用している。さらに、Ϗχールϋスにؔしてもにより使わ
れなくなったϋスをར活用することでॳ期අ用を੍している。こうしたは、ܖ先の生産ऀ
がࣄ業開࢝ॳ度からऩӹ֬อが可能となるようߟえられたものであり、ܖ先との8iO�8iOのؔ
。ஙにめているදれであるߏ

また、こうしたσータυϦϒンܕの業ܦӦのࢧԉを行うため、同ࣾはҟ業種人ࡐの֬อや産ֶ࿈
に、੩ԬେֶେֶӃग़の業ٕज़ऀやएखٕज़ऀといったҟ業種人ࡍ࣮。的にਐめているۃをੵܞ
、ʣをཱͪ上͛ࢢ用する΄か、੩Ԭେֶとはେֶൃベンνϟー、ΞάϦΤΞ᷂ʢদ࠾などをࣾһにࡐ
࿈ܞしてAIとը૾ղੳにऔりんでいる。

২ͱձͰ͖Δٕज़の։ൃͰΑΓҰの࣭向্
同ࣾではޙࠓのల開として২と会できるٕज़開ൃをࢦしている。ࢦすのは、さま͟まなσー

タから২のঢ়ଶをѲし、会をしているかのように、২がࠓԿをٻめているかまでѲ可能な
Ϩベルのٕज़であり、より͓いしい作の生ҭにͭながるものである。先ड़した২のし͓れݕ
AIによるᕲਫなどは、会のための第一าとなるٕज़である。

۩ମ的な開ൃを行っているྖҬとしては、スマートフΥンにখܕのݦඍڸϢχοトをऔりけ、༿
の֦େࣸਅをࡱӨし、ؾ開き۩߹をϞχタϦンάすることにより、ޫ߹の度をਫ਼៛にଌఆする
ΞルΰϦζϜの開ൃをਐめている。また、ཱࠃ研究開ൃ๏人産業ٕज़૯߹研究所ʢ産૯研ʣとڞ同で、
֎ઢを用いたI3ηンαーの開ൃを行っている。このٕज़が࣮現すれば作のࢎ度をਖ਼֬にଌఆで
きるようになる。さらにI3ηンαーのখܕԽが࣮現すれば、作のҭͪ۩߹を生産現場でϦΞルタイ
Ϝにଌఆɾ分ੳし、その݁Ռをഓख๏にフΟーυόοΫすることが可能になり、より一の品質や
ऩྔの向上をਤることができるようになる。

こうしたٕज़を࣮していくことで、同ࣾではこれまでの業にはなかった世界とల開していく
ことをࢦしている。
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ᶌ ࣜגձࣾλΧϑδʢେݝେࢢʣ
ɹ ࣜגձࣾλΧώίΞάϩϏδωεʢେݝॏொʣ

᷂タΧフジは、֤種ϓラントやメンςφンスなどを行う΄か、ΤωルΪーࢪઃや上Լਫಓࢪઃ
などؔڥ࿈ࢪઃのࣄをखがけるେ分ݝのا業である。ຊ֨的に業ࢀೖを行うため、業をओ業
とする᷂タΧώίΞάϩϏジωスをେ分ݝॏொにઃཱし、同ࣾのԂであるʮѪ࠼フΝーϜॏʯ
に͓いて、ओにύϓϦΧをେنϋスにてഓしている。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  Ҭݯࢿͱϓϥϯτٕज़ͷ׆༻ʹΑΓɺಠࣗͷԹઘར༻ܕަγεςϜΛ։ൃ͠ɺΤ

ωϧΪʔίετͷ大෯ݮɺ࣋ଓՄͳ農ۀΛ࣮ݱ

ɾ　  पล農Ոͱڝ߹ͷੜ͡ͳ͍農࡞Λબ͠ഓ

ɾ　  ྲྀ ௨ফඅऀͱͷަྲྀͳͲ̒ۀ࢈࣍ԽΛͨ͠ࢦऔʹਫ਼ྗత

࢈Ͱ͖ΔύϓϦΧΛ生ظੑ͕ࢢೖ͠ɺࢀにۀかΒۀઃݐ
タΧフジは、ϓラントࣄ業やؔڥ࿈ࢪઃࣄがຊ業で、業とはແؔのا業であったが、ࣾһ

には家ग़ऀも多く、家業である業を͙ܧためにୀ職するという人もいた。ୀ職するࣾһとのର
の中で、業を行っていくには、ఱީやௗ्ඃɾපϦスΫといったڥ໘の、地が中
খنで在することによる生産性のさ、機ցɾઃඋؔのメンςφンスの負担、ࢿճऩのࠔ
さなどのෆ҆がେきいというをࣖにし、ࣾһのޙࠓをߟえる中で、業が๊える՝をߟえるよう
になった。՝をௐべていくにͭれて、業の世界では、家族ܦӦがओ流で࿑ಇྗはタμというߟえ方、
શࠃの࠾れߴによってཚߴԼする૬場、ΤωルΪーίストのߴಅが業ܦӦをѹഭするなど、さま͟
まなܦӦ上のを๊えていることがわかった。このようにۤڥにཱͭ地Ҭの産業である業にରし、
自ٕࣾज़を活用してԿかݙߩできないかとߟえたことが業ࢀೖのきっかけである。

。がったڍが生じないύϓϦΧがީิに߹ڝ人家とのݸするஈ֊では、地Ҭの౼ݕഓする作を
ύϓϦΧは、ࠃ産品のׂ߹が�ׂҎԼʢ現在は��ˋʣとඇৗにく、ࢢ場֦େの余地があったこと、
ӫཆՁがߴく݈ࢤ߁向をςーマにした৯のఏҊの可能性も感じたこと、さらにはଞの৯ࡐとの૬性
も良く、鮮度や見たをٻめられる੨ՌよりもௐཧやอଘにదしたՃ品の可能性があること、
。ったࢸであることなどにもணし、ܾஅにࡊを༇しΉことができるࣄりが鮮やかで৯࠼

େݝの地ҬݯࢿͰ͋ΔԹઘͱϓϥϯτٕज़の༥߹ɺΤωϧΪʔίετΛେ෯に
ݮ

同ࣾでは、業ࢀೖの第一าとして、�00�に༌ૹ用�0フΟートίンςφを活用して人ܕޫの
২場を作り、ޫݯやᕲਫなどをཧɾௐしてഓを行う研究開ൃを行った。それとฒ行して、
世界の業をֶͿため、ࠃ内に流通しているύϓϦΧの�ׂをめるؖࠃや、ࢪઃԂܳ業の
先ਐ地であるυイツ、Φランμࢹに行った。なかでもΦランμは、ݸ人でも�0IBҎ上、ا業では
50IBҎ上の地を֬อしてେنܦӦを行って͓り、同ࣾがࢦす業と最もۙいܗଶだったことか
らΦランμܕのେنϋスഓにऔりΉことにܾめた。

�00�には、同ࣾをؚΉෳا業のڞ同ग़ࢿでେ分ݝ༝ࢢにて��000N�のେنϋスをඋ
し、ύϓϦΧのഓを開࢝した。ところが、ϋスഓに必要なԽੴ೩ྉϘイラーʢ̖ॏ༉ʣの୯Ձ
が�00�から�0��の間に�.�ഒに上ঢし、ॳ見ࠐΈより多くのഓίストがかかった。ஆ代
を減するためにϋス内のԹ度をཧのԹ度よりもくઃఆしたところ、品質がྼԽし、ച上͛も
མͪるといったが生じ、ෆ҆ఆなΤωルΪーίストのίントϩールが業に͓ける՝の̍ͭで
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あることを再ೝࣝした。
これらのݧܦを౿まえ、ߴಅのϦスΫがあるΤωルΪーίストのをࠀし、࣋ଓ可能な業Ϟ

σルをཱ֬すべく、�0�5からେ分ݝॏொで地ҬݯࢿであるԹઘを使ったʮѪ࠼フΝーϜॏʯ
をՔಇさせた。

Ѫ࠼ϑΝʔϜॏͷશܠ

　ྉɿλΧώίΞάϩϏδωεࢿ

Թઘの活用は、時、がスέールʢԹઘのੳग़ʣで٧まるというからࣄ業Խのޭྫ
はΦランμもؚめଘ在していなかった。しかし、同ࣾのຊ業であるϓラントࣄ業を行ってきたノϋ
を活かし、メンςφンスしやすいによるԹઘར用ܕ業用交シスςϜʢ特ڐऔಘʣを開
ൃした。これにより、自然ΤωルΪーであるԹઘでՃԹされた॥ਫによりϋス内のஆが可能
になり、生産にかかるΤωルΪーίストをେ෯に੍することができた。その݁Ռ、Ѫ࠼フΝーϜ
ॏでは、Խੴ೩ྉܕのϘイラーを一切使用しないため、C0�ഉग़のないڥに༏しい業生産を࣮現
している。

ॏொは、ౙにはੵઇがある΄どؾԹがくなり、ࡊのഓがࠔなڥにあるため、地ݩの
家は、ౙには౬Ӄなどۙྡのޫ؍地でહのΞルόイトを行ったり、地Ҭのྛ業でಇくなどقઅ࿑
ಇ的な性֨を有していたが、Ѫ࠼フΝーϜॏでは間を通してύϓϦΧのഓを行うことが可能と
なり、地で業に従ࣄする人の通ޏ用の࣮現にもͭながっている。
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ԹઘΛ׆༻ͨ͠ަγεςϜ

ྉɿλΧώίΞάϩϏδωεࢿ

ΛಋೖۀにεϚʔτۀのଟ͍
さらに、同ࣾではスマート業のऔもਐめている。Ѫ࠼フΝーϜॏでは、ྛਫ産লのスマー

ト業ϓϩジΣΫトに࠾され、AIを活用した生産ཧシスςϜをಋೖし、機ցԽɾ自動Խにదした
。ఔをચいग़した上で、作業のޮԽにͭながるऔをਐめている

このϓϩジΣΫトでは、作業ऀはスマートフΥンをͪ࣋าき、ϋス内の作業を開࢝するࡍには
ごとにઃஔされた23ίーυをಡΈࠐΉ。作業がऴྃしたら再度23ίーυをಡΈࠐΈ、ごとの作業
時間のใを生産シスςϜにੵさせる。それにより、୭がԿの作業にどれだけ時間がかかっている
かのʮ見えるԽʯをਤっている。こうしてଌఆされた作業時間にؔするใにより、ఔごとに必要
な作業ྔとそのために必要な人һのੵࢉを容қにし、生産ܭըをཱてやすくしている。また、ݸ々人
の作業時間にかかるใをAIを活用して分ੳし、従業һのಘ意ɾෆಘ意や作業スϐーυに߹わせた人
һஔを行うことも可能である。

この΄かにも、ग़ՙલのύϓϦΧのॏྔࢉܭを自動Խさせることで作業のޮԽをਤっている。ॏ
、の自動Խでは、ऩ֭されબผ機を通してαイζごとにબผされたύϓϦΧをग़ՙέースに٧めࢉܭྔ
ຬഋになったときのॏྔをܭଌし、σータをసૹしੵすることでܭଌにかかる作業のޮԽをਤっ
ている。自動Խするલには、ॏྔをその度ܭଌして、ࢴのாにهೖし、̍の作業ऴྃޙに場
にఏग़し、そのࣈを場がύιίンにసهするという作業を行っていた。この一࿈の作業にか
かるख間をলくことで、生産性がେ෯に向上しただけでなく、సهにうೖྗϛスがなくなるといっ
たਖ਼֬性も担อされるようになっている。
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Ѫ࠼ϑΝʔϜͷ༷ࢠ

　ྉɿλΧώίΞάϩϏδωεࢿ

ଟ༷なల։ͨ͠ࢦԽۀ࢈࣍̒
同ࣾは生産だけにࢭまらͣ、流通やফඅऀとの交流などをࢹにೖれたࣄ業もల開している。�0��

には、ࡊ家のΧフΣˍϨストランʮASt TBCMeいろのわʯをେ分ࢢඒज़ؗ内にΦーϓンさせた。
いろのわでは、地Ҭの家がدͪ࣋った৯ࡐを用いてྉཧを行う΄か、生産ऀのいや๊える՝、
したࢦするなど、生産ऀとফඅऀをͭな͙場ͮくりをࢪ有するษ強会も࣮ڞなどにͭいてڥ
。業を行っているࣄ

Ѫ࠼フΝーϜॏでは、৯品҆શ、࿑ಇڥ、ڥอશにྀしたʮ࣋ଓ可能な生産活動ʯを࣮ફ
する༏良ا業に༩えられるࡍࠃೝূのάϩーόル(A1をऔಘしている。このऔಘによりトϨーαϏϦ
ςΟ担อによるऔҾ先やফඅऀの৴པ性、ಁ໌性֬อにͭながり、ւ֎でのऔҾ֦େが期待できる。
。している౼ݕ内ध要にରԠしͭͭ、ຊの৯จԽと߹わせてւ֎の༌ग़を行うこともࠃ、はޙࠓ

�0��にはࢪઃܕ業を行うѪ࠼フΝーϜॏとはผに、��0IBのେなෑ地に͓いて࿐地ഓに
よる॥ܕ業をࢦすʮѪ࠼フΝーϜ%,ʯを開ઃするなど、৽しい業をٻしている。
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ᶍ ࣜגձࣾΦϓςΟϜʢࠤլࠤݝլࢢʣ
ɹ ࣜגձࣾΦϓςΟϜΞάϦɾΈͪの͘ʢ੨ݝ੨ࢢʣ

᷂ΦϓςΟϜは、�000にઃཱしたITا業である。同ࣾはʮʓʓºITʯというܗで、さま͟まなࣄ
業ྖҬにITをֻけ߹わせることで৽たなαーϏスをల開するا業である。᷂ΦϓςΟϜΞάϦɾΈͪ
のくは、ΦϓςΟϜと᷂Έͪのくۜ行ʢ੨ݝ੨ࢢʣとの߹หによりઃཱされたຊॳとなるスマー
ト業地Ҭࣾである。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  AIɾIoTΛ͞·͟·ͳྖۀࣄҬʹల։͢ΔதͰɺ農ۀʷITʹΑΔεϚʔτ農ۀΛల։͠ɺί

ετͷݮͱՃՁͷ্Λಉݱ࣮ʹ࣌

ɾ　  ΦϓςΟϜͷڧΈͰ͋Δը૾ղੳυϩʔϯ׆༻ͳͲͷεϚʔτ農ۀΛ͑ࢧΔٕज़ͱɺΈ

ͪͷ͕ۜͭ࣋͘ߦҬͱͷऔҾɾ৴པؔͱ͍ͬͨ྆ऀͷڧΈΛֻ͚߹Θͤ੨ݝͰۀࣄ

ల։

ɾ　  ϐϯϙΠϯτ農ༀࢄٕज़Λถͷഓ͔Β੨ݝͷओྗ農࢈Ͱ͋ΔϦϯΰχϯχΫͷ

ഓʹల։

かΒྲྀ௨·Ͱ͋ΒΏΔஈ֊ΛεϚʔτԽ࢈ઌςΫϊϩδʔΛ活༻͠ɺ生࠷
ΦϓςΟϜは、AIɾIoTを活用してさま͟まな産業や地Ҭの՝ղܾにݙߩするιϦϡーションを

ఏڙしてきた。そうした中で、業がྸߴԽのਐలなどにより࣋ଓ可能性を֬อすることがしくなっ
ている現ঢ়をडけ、同ࣾのAIɾIoTٕज़を活用することでʮָしく、かっこよく、Ք͛る業ʯの࣮
現をϏジョンに͛ܝ、業分にࢀೖした。

ΦϓςΟϜ͕ఏڙするAIɾIoTΛ׆༻ͨ͠εϚʔτۀιϦϡʔγϣϯ

ڙྉɿΦϓςΟϜఏࢿ
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同ࣾのスマート業では、AIɾIoTを活用し、業のՃՁ向上やίスト減にد༩するιϦϡー
ションをఏڙしている。ՃՁの向上にؔしては、පやࡶのݕなどによる減ༀや৯ຯの
向上を行い、ίスト減にؔしては、ༀɾංྉのࢄや種に͓けるυϩーン活用の΄か、ऩྔ༧
ଌやഓཧなどをΦϓςΟϜが開ൃしたʮAHSi 'ieME .BOBHeSʯ、ʮAHSi )oVTe .BOBHeSʯ、ʮAHSi 
ATTiTtBOtʯ等のιフトΣΞを活用して行っている。

なかでも世界でॳめての開ൃであり、特ڐもऔಘしているϐンϙイントༀࢄςΫノϩジーは同
ࣾのスマート業の中৺となっている。ϐンϙイントༀࢄςΫノϩジーは、υϩーンでۭࡱした
ะ場のը૾をもとに、σΟーϓラーχンάٕज़を使ってղੳすることにより、ඃをॳ期ஈ֊で
ませ、必ࠐくべきスϙοトを特ఆする。そのҐஔใをυϩーンにಡΈࢃԽし、ༀを֮ࢹしてݕ
要なՕ所にのΈༀをࢄすることにより、通ৗഓと比べてࢄྔを�0分の�ҎԼにまで減可能
にするٕज़である。

ΦϓςΟϜ͕։ൃͨ͠ϐϯϙΠϯτༀࢄςΫϊϩδʔͱը૾ղੳ

ڙྉɿΦϓςΟϜఏࢿ

௨ৗͷༀࢄͱϐϯϙΠϯτༀࢄςΫϊϩδʔͷҧ͍

ڙྉɿΦϓςΟϜఏࢿ
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εϚʔτۀαʔϏεΛՈແঈఏڙɺༀࢄྔのݮܦӦޮԽΛਪਐ
同ࣾでは、ϐンϙイントༀࢄςΫノϩジーを用いて残ཹༀෆݕग़のถやࢬ౾をഓし、それ

をൢചするʮスマートΞάϦフーυϓϩジΣΫトʯをల開している。
ʢʮスマートΞάϦフーυϓϩジΣΫトʯはスマート業ΞライΞンスの中のऔの�ͭであり、

�0�0�݄時では、スマート業ΞライΞンスは��00ஂମとなっている。ʣ
このϓϩジΣΫトでは、スマートΞάϦフーζϓϩジΣΫトで必要となるۭࡱ用とࢄ用υϩーン、

またΦϓςΟϜが開ൃしたʮAHSi 'ieME .BOBHeSʯ、ʮAHSi ATTiTtBOtʯ等のιフトΣΞをܖして
いる家にແঈでఏڙしている。ϐンϙイントༀࢄςΫノϩジーを活用すれば、ༀの使用ྔを
減らすことができるためༀ代をえることができ、ίスト減が可能になる。そして、このϓϩジΣ
Ϋトで生産されたถやࢬ౾はશて同ࣾが生産ऀՁ֨でങऔり、同ࣾが開ઃした&CαイトʮスマートΞ
άϦフーζૹศʯなどで、࣮ചՁの�.5 ʙ̏ഒでൢചする。

これらのถやࢬ౾は、残ཹༀがݕग़されていないことから҆શɾ҆৺ࢤ向、݈ࢤ߁向のফඅऀに
Ձにചることができている。そこでಘられたརӹは、スマート業のιߴくධՁされ、通ৗよりߴ
ϦϡーションにかかるܦඅなどをࠩしҾいた上でΦϓςΟϜや生産ऀで分するΈとなってい
る。

有機ɾ減ༀ৯品のࢢ場نは、ΞメϦΧでは�.�ஹԁ、υイツでは�ઍԯԁのࢢ場ن。ຊʢ�
ઍԯԁʣをはじめ౦ΞジΞでは比ֱ的にখن。しかしながら、ۙの҆શɾ҆৺ࢤ向や݈ࢤ߁向の
߹場もࢢにすることが期待され、౦ΞジΞの有機৯品の༌ग़نまりから、ຊでも̍ஹԁߴ
わせると�0ஹԁのࢢ場が生まれると期待されている。同ࣾは、ༀഓによってもたらされる҆શɾ
҆৺というՃՁをͭけた作を、スマート業により業の࣋ଓ可能性向上をࢦすといったス
トーϦー性もؚめൃ৴していくことでࢢ場の֦େをૂっている。

ΦϓςΟϜのٕज़ྗɺ੨ݝͰのΈͪのۜ͘ߦの৴པͱ͍͏྆ऀのڧΈ͕ίϥϘ
スマート業のࣄ業࣮をશࠃ͛ていきたいとߟえていたΦϓςΟϜと地ݩ家とのωοト

ϫーΫやऔҾ࣮という強ΈがあるΈͪのくۜ行ʢ੨ࢢʣが�0��݄̍にAIɾIoTにؔするઓུ的
แׅఏܞを݁び、�0��݄̍には߹ห会ࣾである᷂ΦϓςΟϜΞάϦɾΈͪのくʢҎԼ、Έͪのくʣ
を੨ࢢにઃཱした。Έͪのくは、੨ݝ内の家とのスマートΞάϦフーζϓϩジΣΫトやίンα
ルςΟンάαーϏスのఏڙなどを行い、スマート業にؔする૯߹ࣾ機能を担っている。

ΦϓςΟϜにとっては、地Ҭにࠜ͟したۚ༥機ؔとࣄをしていることで、家からの৴用֫ಘに
ͭながり、スϜーζなࣄ業ల開にͭながっている。またݧࢼ的に、生産したถをࡐྉに、੨ݝ内の
Ϩストランと࿈ܞしてϦκοトなどのྉཧや、ৢ業ऀと࿈ܞしてΫラフトϏールを作るなど、Έͪ
のくۜ行と地Ҭのا業とのؔを活かした̒次産業Խのऔもਐんでいる。また、੨ݝの家や研
究機ؔと࿈ܞし、੨ݝのओ要作であるϦンΰやχンχΫのഓに͓いて、ΦϓςΟϜの有するス
マート業のٕज़をऔりೖれ、ༀの減やը૾ղੳを活用した生ҭঢ়ଶのཧによる作業のޮԽ
などの研究を行っている。
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ʠָ͘͠ɺかͬ͜Α͘ɺՔ͛Δۀʡに向けͨ͞ΒなΔઓ
ΦϓςΟϜでは、ϐンϙイントༀࢄςΫノϩジーをಋೖしても、υϩーンによるۭࡱなど४උ

にる৽たな作業がൃ生するため、トータルで見ると家の૯作業時間がܹ減するとは、あまりߟえ
ていない。しかし、人のखでༀࢄを行うࡍのༀٵҾのڪれがなくなることは、従ऀࣄの݈߁໘
ではେきなメϦοトとなる。また、ମ࿑ಇから的࿑ಇのసはएऀが業にରしてڵຯをもͭ
ことにもͭながり、業の࣋ଓ可能性がߴまると期待している。

また、現在は੍度上、υϩーンをඈばすࡍには、ࢹによりυϩーンをࢹする人һをઃஔする必
要があるが、さらなるར用用్の֦େや作業自動Խをਐめるため、ࢹ֎ඈ行にؔする࣮ূ࣮ݧもਐ
めている。さらに、ਫҴに͓けるా২機を用いたබのҠ২に替わるഓ方๏として、υϩーンによる
ʢ一ఆの間ִを͓いて一ཻまたはཻͣͭ種ࢠをまく種๏ʣの࣮ূ࣮ݧをੴݝྛ૯߹研究
ηンターとڞ同で行っている。このٕज़がಋೖされるとҭබに要するख間やίストがলける΄か、
種機をऔりけたトラΫターによる作業と比ֱしてもトラΫターがટճするࡍに生じるะ場のই
Έがແくなることにより、生ҭϜラの軽減がਤられऩ֭ྔの૿が期待できる。そういった研究開ൃを
ਐめるなど、同ࣾがࢦすlָしく、かっこよく、Ք͛る業zに向けたさらなるઓをଓけている。

ΦϓςΟϜͱΈͪͷۜ͘ߦにΑる߹หϞσϧ

ڙྉɿΦϓςΟϜఏࢿ
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ᶎ ࣜגձࣾϑΝʔϜʢٶݝઋࢢʣ

᷂フΝーϜʢຊࣾɿઋࢢ、ઃཱɿ�00�ʣは、େखίンϏχνΣーンのベンμーとしてΧο
トࡊを࢝めとしたࡊ品の生産ɾൢചࣄ業の΄か、生活用品ԷのΞイϦスΦーϠマとڞ同で
ਫ਼ถࣄ業をల開するなど、ҟ業種େखとの࿈ܞ等による৽たな�次産業ԽϞσルをߏஙするΞάϦベ
ンνϟーである。ۙࢸでは、ຊ業の՝ղܾのためのʮΞάϦιϦϡーションʯࣄ業として、生
産現場の強Խや人ࡐҭを的とし業の現場にଈした࣮ફܕのίンαルςΟンάにもੵۃ的にり
ग़している。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  農ۀੜ࢈๏ਓͱͯࣗ͠Βഓٕͬͨज़ɺਓࡐɺൢ࿏ͷωοτϫʔΫϊϋΛ׆༻͠ɺ

Ҭͷ࣮ੜऀ࢈ͷ՝ʹԠͨ͡త֬ͳιϦϡʔγϣϯΛબɾఏࣔ

ɾ　  ੜऀ࢈ͷॴಘ͚ʹ্ɺੜ্ੑ࢈ίετ͢ࢿʹݮΔ۩ମࡦͷ࣮ફΛࢧԉ͢Δ΄͔ɺ

શྔങ͍औΓʹΑΔൢ࿏ࢧԉ͏ߦͳͲɺੜऀ࢈Λαϙʔτ͍ͯ࢟͘͠Λ؏͘

ɾ　  ࣍ͷ農ۀΛ୲͏ਓࡐͱͯ͠ɺ農ٕۀज़ͱܦӦ֮ײͷ྆ํΛඋ͑ ʮͨάϦʔϯΧϥʔਓࡐʯʢ農

ྗʹۀࣄӦऀʣͷҭܦۀ

౦ຊେࡂΛػܖͱͨ͠ʮΞάϦιϦϡʔγϣϯʯのల։
同ࣾࣾで業ऀの生৴ࢯは、ށߐ時代より地にて業をӦΉ生家の�5代として、

����にਫా̒IB、ാ̎IBنから業をスタートした。����には地ݩスーύーとのऔҾを
開࢝、�次産業Խにணखするとともに、�00�に৫を๏人Խし同ࣾをઃཱした。そのޙも、業務用Χο
トࣄࡊ業、Ճ用Χοトࣄࡊ業、そしてਫ਼ถࣄ業と、そのࣄ業内容を々֦େしていった。

そうした中、�0��、౦ຊେࡂによるのӨڹで同ࣾ自もਙେなඃをडけたことをܖ機
として、業再生にるࣄ業をੵۃ的にਪਐする。�0��には、᷂ΞイϦスϗールσΟンάスとのڞ
同ग़ࢿによりΞάϦイノベーション᷂をઃཱし、ٶݝཧொにਫ਼ถ場をॡ。ΞイϦスάルー
ϓと࿈ܞし、上の生産ऀからԼのൢ࿏までをਨ౷߹した強ݻなϏジωスϞσルをߏஙしている。

さらに、֘ϏジωスϞσルを൫ੴなものとするため、上の生産ऀがʮかる業ʯを࣋ଓ的に
Ӧめるよう、�0�5には、ຊ業の՝ղܾʮΞάϦιϦϡーションʯを的としたʮΞάϦ再生
෦ʯを৽ઃし、生産現場の強Խや人ࡐҭにࢿするίンαルςΟンάをੵۃ的にల開している。

ϑΝʔϜにΑΔʮΞάϦιϦϡʔγϣϯʯͱ
同ࣾのʮΞάϦιϦϡーションʯの特は、େきく̎ͭある。いͣれも、業従ऀࣄの減少͓よび

地の૿Ճ、多༷ԽするফඅऀχーζのରԠなどຊ業がغ作์ߞ、Խ、次世代の担いखෆྸߴ
໘する՝にରしਅਖ਼໘からऔりΉものである。

第一は、地Ҭのক来にෆ҆を感じている自࣏ମや生産ऀにରし、同ࣾのٕͭ࣋ज़、人ࡐ、ൢ ࿏等のωο
トϫーΫやノϋを活用し、地Ҭの࣮や生産ऀの՝にدりఴった的֬なιϦϡーションをબɾ
ఏࣔしているである。ޙड़する同ࣾのʮ࣮ફܕ業ίンαルςΟンάʯのメχϡーは、ूམӦ
৫の๏人Խࢧԉ、ౡに͓けるࡂΤϦΞでの業を中৺とした෮ࣄڵ業、担いख人ࡐҭのための
業ܦӦηϛφーの࣮ࢪ、ҟ業種からの業ࢀೖαϙートɾӦࢦಋ、中ࢁ間地Ҭに͓ける業ৼڵ
ఏҊ、自࣏ମに͓ける業αϙーターのاըཱҊ、業用υϩーンの活用、υϩーンスΫールの࣮ࢪɾ
。ԋɾηϛφー等多種多༷にわたっているߨಋ、֤種ࢦ

特の�ͭは、これらίンαルメχϡーのఏڙにたっては、୯なるص上のίンαルςΟンάで
はなく、生産ऀの所ಘ向上にͭながるような۩ମ的なղܾにࢸるまでαϙートする࢟を؏くであ
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る。地のن֦େや機۩のڞ有など生産ऀの生産性向上やίスト減のための۩ମࡦの࣮ફをࢧ
ԉする΄か、ܖした生産ऀにશྔങいऔりをอূするなど、生産ऀが҆৺して業に従ࣄし、かͭ、
҆ఆ的にऩӹを上͛るΈをఏڙしている。ɹ

ҎԼでは、同ࣾの代ද的なʮΞάϦιϦϡーションʯであるʮ࣮ફܕ業ίンαルςΟンάʯとʮά
ϦーンΧラー人ࡐҭʯの�ͭのऔに͓いて、同ࣾがՌたしているׂを見ていきたい。

ऀۀのॴಘ向্Λ͢ࢦʮ実ફܕۀίϯαϧςΟϯάʯ
ʢೆ૬അࢢখ۠ߴͷྫࣄʣ

౦ຊେޙࡂのౡݝೆ૬അࢢখ۠ߴでは、ඃやނࣄൃݪによるॅຽආの期Խにより、
地のߥഇ、機۩やࢪઃのഇغ、෩ධඃのਂࠁԽなど、ආղআޙもӦ再開向けた՝がࢁ
ੵしていた。

そうした中、同ࣾはʮౡの再生なくしてຊ業の再生なしʯとして、ౡݝೆ૬അࢢখ۠ߴの
業再生にりग़す。同ࣾが࢝めにऔりんだのは、地ݩ家とのରである。そこで、Ӧ再開
向けてΫϦΞすべき̐ͭの՝を໌らかにする。すなわͪ、人ࡐ໘ではʮॅؐؼຽ少ɾ担いखෆʯ、
インフラ໘ではʮะ場ɾਫܥの෮چʯ、ઃඋ໘ではʮס૩ௐઃඋɾू ՙࠪݕݿのഇغ、機۩ෆʯ、
ൢ࿏໘ではʮ෩ධඃによるൢ࿏ࣦʯという՝である。

上هの՝をղܾするため、同ࣾは、地ݩのӦ৫である᷂ߚകເフΝーϜと࿈ܞし、Լਤの༷
な՝ղܾܕίメ再生Ϟσルをߏஙした。

՝ղܾܕίϝ࠶ੜϞσϧʢೆ૬അࢢͰͷྫࣄʣ

ߦۜࢿࡦྉɿຊࢿ
　　　ʮh ՝ղܾܕίϝۀʱͷεεϝ ʠౡίϝϊϛΫεʡͷ࣮ݱʰओ৯ͷίϝ͕ɺౡ͔ΒɺຊΛ͏ٹɻɦʯʢ20185݄ʣ

すなわͪ、同ࣾは地ݩ地所有ऀから作業ҕୗをけ、ߚകເフΝーϜとのڞ同ഓによりίメを
生産する。そのࡍ、同ࣾは、ߚകເフΝーϜにରし、ҭබ代ཧ、機۩のڞ有Խ、࿑ಇྗ派、ݣഓ
ٕज़ྗڠ等のࢧԉを行う。生産したίメは、ΞάϦイノベーション᷂がશྔങいऔり、品質֬ೝɾ
、よびਫ਼ถɾ品Խ等を行う。品Խされたίメは、ΞイϦスάルーϓが有するൢ࿏のスーύー͓ࠪݕ
ϗーϜηンター等でൢചする。֘ϏジωスϞσルにより、生産ऀは҆ఆして業にऔりΈ、かͭ、
҆ఆ的なऩӹを上͛ることが可能となる。

生産نは、ॳ度の�0��がౡݝਪถのʮఱのͭͿʯ��IBɾ��t、�0��が同��IBɾ
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ΞάϦΠϊϕʔγϣϯཧਫ਼ถ

ྉɿΞάϦΠϊϕʔγϣϯHPࢿ

ΞΠϦεͷੜถ

ҭʯࡐʮάϦʔϯΧϥʔਓ͢ࢦの୲͍खΛۀの࣍
同ࣾは、業のক来の担いखҭのため、άϦーンΧラー人ࡐʢ業ܦӦऀʣҭにもめている。

これからの業ܦӦは、これまで業に必要とされてきた、২生ཧֶやංྉɾༀなどのԽֶ、ఱ
ީɾؾなどにՃえ、マーέςΟンά、ηールス、ΞΧンςΟンάを࢝めとしたܦӦ的؍、世界
を౿まえた෯いใとࣝがٻめられている。ϗϫイトΧラーでもない、ϒルーΧラーでもな
い、ະ来の業ܦӦऀʹάϦーンΧラー人ࡐのҭがこれからの業のൃలには必要である。

同ࣾのάϦーンΧラー人ࡐҭは、શࠃの生産๏人をରに、上هの業的ࢹとܦӦ的ࢹをඋ
えた人ࡐのҭをαϙートするものである。その内容は、品ྗ強Խ、(A1ೝূ੍度、৫の๏人Խ、
ଛӹࢉܭॻɾି आରরදɾキϟοシϡフϩーࢉܭॻの見方、ܦӦܭըのࡦఆ、ཧ会ܭ等多ذにわたる。
また、同ࣾの෯いωοトϫーΫをもとに、先ਐࢹྫࣄや֎からの֎෦ࢣߨটᡈによる࠲ߨの開
ఆをకڠܞҭにؔするแׅ࿈ࡐொとάϦーンΧラー人ڥݝ等もॆ࣮している。�0��度にはҵ࠵
݁し、̏ かにわたり、同ொの業生産ऀの人ߴࡐ度Խにऔりんで͓り、ޙࠓもܧଓする༧ఆである。
こうした同ࣾのऔは、これまでؔ߹ڝにあったଞ地Ҭの業人ࡐをߴ度Խすることにより、ຊ
શମの業人ࡐを強Խしようという的にͮجいている。そのࠜఈには、ຊશମの業が良くなれ
ば地Ҭの業が良くなる、地Ҭの業が良くなれば自ࣾの業が良くなる、自ࣾの業が良くなれば
自分や家族が良くなる、といったຊ業の再生向けたߟえ方がある。

な͓、こうした同ࣾのάϦーンΧラー人ࡐҭのߟえ方は、ࣾһのキϟϦΞɾσΟベϩοϓメントɾ
シスςϜにもදれている。すなわͪ、同ࣾでは、ࣾ һのキϟϦΞとしてʮ場人ࡐʯ、ʮ場人ࡐʯ、ʮί
ンαルςΟンά人ࡐʯ、ʮཧ෦人ࡐʯの̐ͭのίースをઃఆしている。ʮ場人ࡐʯとは、ओに
場で業にܞわる人ࡐである。ถ、ࡊの方のഓ、生ҭのスϖシϟϦストをࢦすものであるが、
୯に業ٕज़をにけるだけでなく、ཧやܦӦཧ等のݧܦをੵませ、άϦーンΧラー人ࡐ

���tとഒ૿した。ޙࠓもܖ家の生産ن֦େをਤり、生産からങいऔりまでのࢧԉをܧଓする༧
ఆである。

な͓、લड़のΞάϦイノベーションཧਫ਼ถ場は、ऩ容能ྗ��000t、ਫ਼ถ能ྗ�00000t ʗ
をތるຊ最େنのਫ਼ถݿɾ場であり、ຊॳのԹอ、Թਫ਼ถ、Թแのトータルίー
ルυ๏ઃඋをඋえている。同ࣾは、ڞ同ग़ऀࢿであるΞイϦスάルーϓのϢーβーインʢʹফඅऀʣ、
マーέοトインʢ�流通ʣのܦӦઓུをऔりೖれ、同場をثに、ඒຯしく৽鮮さをอͭখ分けʮύο
Ϋถʯやίメの৯ຯをଛなわない�5ˆҎԼのڥでਫ਼ถしたʮԹ๏ถʯなどϢーβーインのࢹ
にཱった品開ൃ、産地ฑถが見えるʮύοέージʯやબͿָしさのあるʮചり場ʯなどマーέο
トインのൃにͮجくചり方をఏڙするなど、ίメをফඅऀઢのϏジωスにมえるイノベーション
も࣮ફしている。
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ʢ業ܦӦऀʣのもޙԡししている。ʮ場人ࡐʯとは、ओにࡊ場で場ӡӦにܞわる人ࡐ
である。場でಇきながら最৽ӶのӴ生ཧٕज़や場ཧٕज़をֶͿ。େखίンϏχνΣーンのベ
ンμーでもあることから、ࢦす先として品開ൃɾ品اըのスϖシϟϦストもある。ʮίンαル
ςΟンά人ࡐʯとは、શࠃの自࣏ମ、生産ऀなど多くのスςーΫϗルμーにରするさま͟まなιϦϡー
ションఏڙにܞわる人ࡐである。先ड़のʮ࣮ફܕ業ίンαルςΟンάʯとして、業のૅجࣝは
められる。ʮٻとのௐྗ、交বྗやϓϩジΣΫトのマωジメント能ྗがऀより、さま͟まなؔݩ
ཧ෦人ࡐʯとは、૯務ɾ人ࣄɾܦཧɾࡒ務にܞわる人ࡐである。業ɾ業ɾΞάϦ再生ɾਫߞഓɾ
業等さま͟まなϏジωスをల開する同ࣾでキϟϦΞをੵΉことでཧ業務のΤキスύートとなࣄࡍࠃ
ることも可能である。

上هのようなキϟϦΞɾσΟベϩοϓメントɾシスςϜをഎܠに、同ࣾには֎のさま͟まな業種
から多༷なݧܦɾスキルをੵんだ人ࡐがキϟϦΞ࠾用され、活༂している。これら人ࡐのग़業界は、
ۚ༥、IT、ӡ༌、৯品等多種多࠼である。同ࣾのように、ߴいܦӦཧ೦とϏジωスϞσルを࣋ってい
るا業には֎からの多種多༷な人ࡐをݺびࠐΉັྗがあるものとߟえられる。

ϑΝʔϜͷΩϟϦΞɾσΟϕϩοϓϝϯτɾγεςϜ

ྉɿϑΝʔϜ̝̥ࢿ

のలޙࠓ
同ࣾは、上の生産ऀとԼのൢ࿏をਨ౷߹した҆ఆ的なαϓライνΣーンのߋなる強Խをࢦ

している。そのためには、上のܖ生産ऀの֦େ、Լのൢ࿏֦େを一強Խしていくことが必要
である。また、人ࡐҭ໘でも、次代の業を担う人ࡐとして、業ٕज़とܦӦ感֮の྆方をඋえた

ʮάϦーンΧラー人ࡐʯʢ業ܦӦऀʣのҭࣄ業にも一ྗし、Ҏってຊ業の人ࡐɾ産業ྗ強
Խにݙߩしていくߟえである。

՝は、上の地の֦େ、ूԽである。特にౡではґ然ނࣄൃݪのӨڹでେなߞ作์غ地
が์ஔされて͓り、Ӧ再会向けたಓےがࣔされていない。ࠃ、自࣏ମ、地ऀݖ、生産ऀが一ମと
なり、地のن֦େ、ूԽにऔりΉことにより、Ӧ再開رऀのؐؼや意ཉあるا業の業
。ೖが一ଅਐされることを期待したいࢀ
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ᶏ ࣜגձࣾεϚʔτϦϯΫւಓʢւಓݟؠࢢʣ

᷂スマートϦンΫւಓは、スマート業にかかるٕज़ʢηンシンάωοトϫーΫシスςϜ、自動
機ྨ、ϦϞートηンシンάղੳ等ʣの研究開ൃٴびߏஙを行い、これにՃえ、طଘのӦ見の
σジタルԽによるφϨοジマωジメントのಋೖ、業ϏジωスϞσルの֦ுなどにऔりΉICTベン
νϟーا業である。ʢ�0����݄ઃཱʣ

ըཱҊ、ӡӦཧ、શମاըによるࢀのϓϩジΣΫトのࠃଶにͭいては、現ঢ়は、分がܗ業ࣄ
ධՁʢޮՌଌఆ、ܦӦධՁ等ʣである。残り分がシスςϜ開ൃやίンαルςΟンά、ൢなどのຽ
業となり、�5໊の在ϫーΧーʢςϨϫーΧーʗ業務ҕୗʣを๊えている。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  ಉ͕ࣾ༗͢Δଟ࠼ͳࣝɺϊϋɺاըɾఏҊྗɺ͞ ΒʹऀڀݚͳͲͷਓ຺ΛόοΫϘʔ

ϯʹۀࣄల։

ɾ　  εϚʔτ農ۀʹඞཁͳݟɾϊϋͷΈͳΒͣɺޮ Ռଌఆࡁܦੳͷٕज़ྗΛ༗͠ɺϢʔ

βʔͱ͞·͟·ͳؔऀΛͭͳ͙ΠϯλϑΣʔεػΛൃش

ɾ　  εϚʔτ農ۀͷeϥʔχϯά教ࡐ։ൃͳͲɺߦͱͷ࿈ܞͷͱɺࣾձݙߩతͳཁૉΛซ

తʹؔ༩ۃऔʹੵͭ࣋ͤ

෯͍ݟɾϊϋΛϑϧ活༻͠て֤छۀࣄΛల։
同ࣾでは、業機ցや(/SSʢશٿଌҐӴシスςϜʣ、ϦϞートηンシンά、業ؾ、ཧ、

作ഓ、ଜܭը、ࡁܦ分ੳなどスマート業に必要とされるแׅ的な見ɾノϋ等を有して
͓り、ࣄ業ඪには、ᶃ業ٕज़のITιϦϡーションԽ、ᶄIT業の普ٴとܒ、ᶅIT業の地Ҭఆ
ணԽの̏を͛ܝている。

ओなࣄ業内容は、(/SSの活用による自動ૢ機ثのಋೖࢧԉや性能向上に向けたࠐιフトΣ
Ξの開ൃɾൢചをはじめ、業ؾɾӴը૾ɾஅなどのௐࠪ分ੳɾใղੳ、IT業の見
を活かしたίンαルςΟンάなどである。また、同ࣾが๊える在ϫーΧーを活用したσジタルೖྗ
代行にՃえ、ޙࠓは業ใ等のೖྗ代行などをల開する༧ఆである。

同ࣾの強Έは、ٕज़ྗを活かしたIT業ιϦϡーションのఏڙとޮՌ༧ଌɾଌఆが同時にできるこ
とである。また、業ऀが๊える現場の՝ղܾに向けたίンαルςΟンά能ྗ、෯い人຺のもと
業ऀとେֶやݧࢼ研究機ؔ、行、業ஂମ等をͭな͙ίーσΟωート機能といったιフト໘にも
強Έがある。同ࣾでは、その強Έを活かしࢀըしたࠃの֤種ϓϩジΣΫトやࣄ業、ؠ見ࢢのؔ࿈ࣄ
業などに多く࠾されている。さらに、Ϣーβーである業ऀなどにରするスマート業の普ٴɾ
。的にऔりんでいるۃなどにもੵൃܒ

Ճえて、現在はフΟϦϐンでのόφφපஅにるϦϞートηンシンάٕज़の開ൃといったւ
֎での活動も行っている。

ըࢀ実ূϓϩδΣΫτにۀに͓けΔਫলのεϚʔτࢢݟؠ
ߴ൫のඋにҎલからऔりんできて͓り、ਫ਼度のجでは、まͪͮくりの一としてICTࢢ見ؠ

い3T,�(1S�ར用のためにࢢ内の�Օ所に3T,ิਖ਼ج地ہをઃஔしている。
同ࣾはࢢがఏڙするʮ業ؾシスςϜʯʢࢢ内のؾ؍ଌ機ثから作の生ҭスςージなどを

1　  RTK-GPSͱɺReal Time Kinematic-GPSͷ͜ͱͰɺݻఆہʢجہʣͱҠಈہͱ͍͏2ͭͷड৴ػΛ༻͠ɺϦΞϧλΠϜʹ2ؒ
ͰใΛΓऔΓ͢Δ͜ͱͰଌҐਫ਼ΛߴΊΔ手๏ͷ͜ͱɻ岩ݟࢢͰɺݻఆہͷRTKิਖ਼جہͱҠಈہͷτϥΫλʔͷ2ͭ
ͷड৴ہͷར༻ʹΑΓଌҐࠩޡ2ʙ 3ᶲఔͱͳ͍ͬͯΔɻ
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ఏڙ。ਤදࢀ�রʣや3T,ิਖ਼ج地ہをอकɾཧしているܦҢもあり、現在、同ࢢに͓いてల開さ
れているྛਫ産লのスマート業ՃԽ࣮ূϓϩジΣΫトにਐ行ཧ機ؔとしてࢀըしている。

࣮ূϓϩジΣΫトのඪは、ϩϘοトトラΫターでஶ໊なւಓେֶେֶӃの口৳ڭतのࢦಋの
もとでl地Ҭશମのਫా業の活性Խをਤることzである。地Ҭに͓けるถの生産අの۩ମ的な
ඪとして、�0ᶵたり�000ԁʢ現ঢ়ɿւಓฏۉ、��000ԁʣを͛ܝている。

このϓϩジΣΫトに͓いては、ؔ機ؔɾஂମ、ا業とともにށ�の࣮ূ家ٴび地ݩ家のICT
業研究会ʢ会һ�00໊ʣ等がίンιーシΞϜをઃཱし、3T,�(1SやΦートスςΞϦンάシスςϜ、
自動ૢٕज़、自動ਫཧシスςϜなどを活用して作業時間の減等に向けた࣮ূ࣮ݧをల開してい
る。ʢਤද̎、ࣸਅ̍ࢀরʣ

こうした中、同ࣾはϓϩジΣΫトのاըཱҊ時からશ໘的にؔわるとともに、ؔऀ間のίーσΟ
ωーターのׂ等を担っている。また、࣮ূ࣮ݧのޮՌଌఆにऔりんで͓り、自動ӡసトラΫター
などの作業ใや作業従ऀࣄのՔಇใ、ਫాのਫҐɾਫԹใ、6A7	ແ人ۭߤ機
ɾӴɾఆ
Χメラใの活用などをؚめ、׳行ഓ方ࣜと比ֱした場߹のίスト減ޮՌなどをఆྔ的にѲし
ている。�0��のऔでは�0LHたり�000ԁҎ上の減が見ࠐまれて͓り、ඪまではߋに�500
ԁの減が必要というঢ়گである。来度はӴとυϩーンによるը૾σータを活用して可มࢪංに
औりΉ΄か、ϩϘοトίンόインやϩϘοトトラΫターのڞ同ར用などをߟえて͓り、ίスト減
の上ੵΈは可能としている。

 

図表㸯 ᒾぢἑᕷの㎰ᴗẼ㇟ࢩスࢸムのᴫせ 

 

 

 

 

 

 

 

ᆅᇦෆにタ⨨䛧䛯Ẽ㇟ほ ᶵჾ䛛䜙㎰作≀䠄Ỉ✄䚸⏿作䚸ᯝᶞ䠅の⏕⫱䝇䝔䞊䝆䚸

㔞ண 䚸ᐖⓎ⏕ᮇのண ሗを㓄ಙ 

ް果ʁ⽣үステーζѴで農作業のॳҒ付けにཤ༽、බ֒ம༩情報で農༂ࢆාॶ
のรس、ߍएིのรߍがՆ能 ːࢤୖ⾒آஏҮ実ʁ農༂سएིをॊཔより  ݰࡡˍ��

䐟 ほ ᶵჾタ⨨ಶ所 

䠄㻝㻟 ⟠所䠅の୍ぴ䛜 

ぢ䛘䜛䠰䠫䠬⏬㠃 

䐠 ᆅᇦෆを᭱大 㻡㻜䡉䝯䝑䝅䝳 

⣽㒊にศ䛧䚸ྛ✀ண ሗ 

をⰍศ䛡䛷⾲♧ 

  䐡 ሗに䛴䛔䛶䛿ண ್䛸䛧䛶☜ㄆྍ⬟ 

㈨ᩱ㸸ス࣐ートࣜࣥࢡᾏ㐨ᥦ౪ 

ਤද̍ ݟؠࢢͷؾۀγεςϜͷ֓ཁ

ڙྉɿεϚʔτϦϯΫւಓఏࢿ
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 図表㸰 ᒾぢἑᕷ ス࣐ート㎰ᴗຍ㏿ᐇドプロࢡ࢙ࢪトのᵓᡂ 

 

 

 

 

 

 

ʽ取組内༲ʾ 
���ʁ⾃動ӣトラέター・αンバン作業実証、���ʁعଚトラέターでのՖಉ情報फॄ、 
���ʁ農作業ॊࣆ者Ֆಉ情報फॄ、���ʁՆรࢆාによるࡒࣁ౦⼊、 
���ʁ⽔ీ⽔Ғ・⽔Ի情報फॄ（൜༽ܗ）、���ʁ⽔ీ⽔Ғ・⽔Ի情報फॄ（⾃動ڇ⽔อ設ܗ）、 
���ʁ定఼Ωϟラ情報फॄ、���ʁ機փՖಉ情報फॄシステムߑ、���ʁ情報ॄ༁システム 
 
 

   

 

 

 

注）1 ：WAGRI とは、内閣府・戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「次世代農林 

水産業創造技術」で開発した「農業データ連携基盤」のことで、2019 年 4 月から

運営事務局を農研機構農業情報研究センターとして本格運用を開始している。 

注)２：API とは、コンピュータプログラム（ソフトウェア）の機能や管理するデータな 

どを、外部の他のプログラムから呼び出して利用するための手順やデータ形式 

などを定めた規約のこと。 

注)３：K-SAS とは、株式会社クボタのスマートアグリシステムのことで、「高収量・良食味 

米農業」へ向けた営農サイクルをつくる農業経営支援システムのこと。 

�� 
�� 

�� 

��̏ɾ���  

���ɾ���  

��� ɾ���  ��� ɾ���  

���  

��� 

��� 

㈨ᩱ㸸ス࣐ートࣜࣥࢡᾏ㐨ᥦ౪ 

ਤද̎ ݟؠࢢ εϚʔτۀՃԽ࣮ূϓϩδΣΫτͷߏ

1ɿ  WAGRIͱɺ内閣府ɾઓུతΠϊϕʔγϣϯϓϩάϥϜʢSIPʣʮੈ࣍農ྛਫۀ࢈ٕज़ʯͰ։ൃ͠ ʮͨ農ۀσʔλ࿈جܞ൫ʯ
ͷ͜ͱͰɺ20194݄͔ΒӡӦࣄہΛ農ߏػݚ農ۀใڀݚηϯλʔͱͯ͠ຊ֨ӡ༻Λ։͍ͯ࢝͠Δɻ

2ɿ  APIͱɺίϯϐϡʔλϓϩάϥϜʢιϑτΣΞʣͷػཧ͢ΔσʔλͳͲΛɺ֎部ͷଞͷϓϩάϥϜ͔Βݺͼग़ͯ͠ར༻
͢ΔͨΊͷ手ॱσʔλࣜܗͳͲΛఆΊͨنͷ͜ͱɻ

3ɿ  K-SASͱɺࣜגձࣾΫϘλͷεϚʔτΞάϦγεςϜͷ͜ͱͰɺʮߴऩྔɾྑ৯ຯถ農ۀʯ͚ͨӦ農αΠΫϧΛͭ͘Δ農ۀ
ԉγεςϜͷ͜ͱɻࢧӦܦ

ڙྉɿεϚʔτϦϯΫւಓఏࢿ

ࣸਅ̍ ʢࠨʣڠௐܕ˞ϩϘοττϥΫλʔͷݧࢼߦʢલɾແਓʗޙɾ༗ਓʣ
ɹɹ ɹʢӈʣશແਓܕϩϘοττϥΫλʔͷݧࢼߦʢԕִૢ࡞ɾ4ʣ

ʹʣޙͱɺ1ʢࣸਅɾܕௐڠ ˞ ΦϖϨʔλʔ͕ΓࠐΈɺલͷϩϘοττϥΫλʔͷۀ࡞Λࢹɺඞཁ͋Εૢ͢࡞ΔͷͰɺࣸ ਅͷέʔ
εͰ1ਓͰ2ͷૢ࡞ͱͳΔɻ

ڙྉɿεϚʔτϦϯΫւಓఏࢿ

�
�
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εϚʔτۀΛਪਐ͠て͍ͨ͘ΊにɺϢʔβʔڭҭ͕ඞཁෆՄܽ
こうした࣮ূ࣮ݧをਐめる中、同ࣾでは家શମのϨベルΞοϓが必要とߟえている。一෦のトο

ϓΫラスの家は、طにυϩーンやӴը૾ใの活用、ϩϘοトトラΫターのར用など、自分のܦ
Ӧにద用できるスマート業ؔ࿈ٕज़を可能なݶりऔりೖれている。

しかし、スマート業ٕज़の中でもϩϘοト、ηンαーྨはಋೖίストがֹߴとなり、શての家
でのಋೖはしくڞ同ར用のऔがॏ要となることから、先ਐ的な家Ҏ֎のࣝɾ意ࣝのఈ上͛が
必要ということである。一方、先ਐ的な家に質しͮらいというऀもいることや༷々なใがࢄ在
して͓り、どのใを֬ೝすれば良いのかにうऀも多くいる。

そのため、ؠ見ࢢではeラーχンάを中৺とした在ֶशや有ࣝऀߨԋ等によるू߹研मなどを
。し、ࣝの向上に向けたऔを行っているࢪ࣮

こうした中で、同ࣾは家向けにeラーχンάのࡐڭを開ൃし、業機ցؔʢ(/SS、自動ૢ等ʣ
や業ใؔʢؾใ、ը૾ղੳ等ʣといったスマート業ؔ࿈のֶशࢧԉを行うなど、ࢢや地
。しているݙߩにڙのఏڥ等が行う業ऀ向けのֶश̖̟ݩ

ߏのεϚʔτɾΞάϦγςΟࢢݟؠ͞ΕΔظのల։͕ޙࠓ
同ࣾのࣄ業లは、ޙࠓとも༷々なؔऀ間の݁びけをଓけて行き、多༷なऔをࡉ分Խして

業ऀにղりやすいαーϏスとしてఏڙしていくことである。
ਫ਼ߴఆをక݁して、ᶃڠܞ࿈では�0���݄に、ւಓେֶと/TTάルーϓ�ࣾと産ֶࢢ見ؠ

度ଌҐɾҐஔใ৴ج൫、ᶄ次世代地ҬωοトϫーΫ、ᶅߴ度ใॲཧٕज़͓よびAIج൫という�
ͭのςーマをઃఆして、5間にわたりڠಇで༷々なऔをਐめることにしている。ʢਤදࢀ�রʣ

こうしたڠఆక݁にも、l݁びけzlͭな͗zがؔ༩している。同ࣾでは、ࠓճのߏのਪਐにたっ
ては、େֶや/TT等とٞをしていく中で、業ऀなどのϢーβーのࢹも৫りࠐんだ৽たなاըɾ
ఏҊを行いたいとしている。

ਤද̏ ݟؠࢢͷεϚʔτɾΞάϦγςΟߏɹɹ

ۀΑΔੈքτοϓϨϕϧͷεϚʔτ農ʹ༺׆ϩϘοτٕज़ͱใ௨৴ٕज़ͷۀઌͷ農࠷
͓ΑͼαεςΟφϒϧͳεϚʔτɾΞάϦγςΟͷ࣮ڞ͚ͨʹݱಉݕ౼ʹؔ͢Δ࢈学ڠఆ

ڙྉɿεϚʔτϦϯΫւಓఏࢿ
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ւಓେֶϩόετྛਫࡍࠃֶ࢈࿈ڭڀݚܞҭڌͱ

ւಓେֶのʮϩόストྛਫ産ࡍࠃֶ࿈ܞ研究ڭҭڌʯʢҎԼ、ʮϩόストڌʯʣは、同େ
ֶが͛ܝるlフーυόϨーߏiOւಓz�のもと、現場χーζにͮجいた次世代ྛਫ産ֶٕज़を開
ൃするためのΦーϓンイノベーションڌである。

ྛਫ産業をӦΉ上での՝としては、人खෆやྸߴԽɾऀܧޙෆなどの内的要Ҽの΄かに、
ֶのมԽ、̩̥̥などさま͟まな֎的要Ҽもग़てくるが、このऔはྛਫ産業に生産ީؾやڥ
という֓೦をೖれて、ྛਫ産業のϩόスト性ʢ強ਟ性ʣ�をߴめようとするものである。ʢਤදࢀ�রʣ

ւಓେֶをはじめとするࠃ内֎のେֶやެ的研究機ؔ、ւಓをはじめとする行機ؔ、ؔ࿈す
るຽ間ا業、さらにはྛਫ産業従ऀࣄのࢀըにより、研究シーζとࣄ業χーζのマονンάを行い、
次世代のྛਫ産業にؔする৽たなイノベーションग़に向けたڞ同研究ɾڞ同開ൃをਐめるイン
キϡベーション機能のׂを担う。

1　  ϑʔυόϨʔ (Food Valley)ͱɺΦϥϯμͷ৯ؔ࿈ۀاͱ大学ɺͨ͠ੵू͕ؔػڀݚΤϦΞͷ૯শɻ1997ʹαʔϏεΛ͢Δ
৯ڀݚ։ൃڌΛ࡞ΔͨΊʹϫʔϔχϯήϯʹूੵͨ͠ͷ͕࢝·ΓͰ͋ΓɺಉࠃͰͷ農ۀ༌ग़͕Μͳཧ༝ͷҰͭͱ͞Ε͍ͯΔɻ

ਟੑͷ͜ͱɻڧΑΔมԽΛ͙内తͳʹڹͷมԽͳͲ֎ཚͷӨީؾڥ　2

 
同⼤学のロバストڎ఼は、そのච要や北海道⼤学に設するқٝ、غଶされるް果など

を確にཀྵし、Ψーϩ北⼤で進めている取組であり、���� ೧にਜ਼ࣞにスタートしている。 
ഐܨ・ܢҤには、同⼤学のگүཀྵ೨である“実学の॑ࢻ”、“フロンテΡΠਈ”、“国ࡏの

ᔽ”、“સ⼈گү”をಁまえ、گүシステムは෨พとしても、研究のでは෨ؔのปを
なくそうというߡえがある。特に、ऀ 会߫ݛのための実ૹにけたフΡーϩχを対েとする
ような研究等ではۅ的に෨ؔの連携を進めようという、現૱ௗのخຌ的な๏ਓがある。
また、ڎ఼ܙは同⼤学の機能強化のҲとしてҒͰけられている。 
 取組の๏では、h 北⼤Ϩγーチˏϑζϋスߑʱの �（ϭーΫング）ステーζとし
て実ભஊに⼊った ���� ೧度から、ϟンターゲットにʰৱʱh ʱh߃݊ ҫྏʱの̑分野を
Ғ付けて関連する取組に⼒してきたܨҤがあり、それを発ఴさせるܙで活動をఴ開し
ている。 

具体的な内༲としては、スマート農業、৪物⼯場、ળ度保࣍、ླྀ 通・Յ⼯技術などであり、
いͥれもৱのバϨϣーチΥーンをࢨすものである。また、それらはҫྏ・ҫ༂関係にもܪ
がるもので、݊ 野ࢻていくかということを͝ܪやҫྏ、ҫ༂のバϨϣーチΥーンに何に߃
に⼊れている。 

 
取組の概要 

ロバストڎ఼では、産学官のڠ同によるh ロバスト農林⽔産⼯学科学技術先導研究会（Ґ
Ծ、h 先導研究会 ）ɦɦ を設している。同⼤学の ��� の研究室が参Յしているほか、国内の
他⼤学や国の農研機ߑ、産૱研等、さらには道内̡̘グϩープ、道内の企業等（�� ऀ・

 図表㸯 ロバスト㎰ᯘỈ⏘ᕤᏛᅜ㝿㐃ᦠ研究ᩍ⫱ᣐⅬᵓの⫼ᬒ 

          出所 北海道大学の資料を参考に作成 

 

ਤද̍ ϩόετྛਫࡍࠃֶ࢈࿈ڭڀݚܞҭڌߏͷഎܠ

࡞ʹجྉΛࢿྉɿւಓେֶͷࢿ

ϩόストڌは、その必要性やւಓେֶにઃஔする意義、期待されるޮՌなどを໌֬にཧし、
Φールେでਐめているऔであり、�0��にਖ਼ࣜにスタートしている。

എܠɾܦҢには、同େֶのڭҭཧ೦であるlֶ࣮のॏࢹz、lフϩンςΟΞਫ਼ਆz、lࡍࠃ性のᔻཆz、lશ
人ڭҭzを౿まえ、ڭҭシスςϜは෦ผとしても、研究の໘では෦間のนをなくそうというߟえ
がある。特に、ࣾ会ݙߩのための࣮に向けたフΟールυをରとするような研究等ではੵۃ的に෦
間の࿈ܞをਐめようという、現૯のجຊ的な方がある。また、ڌܗは同େֶの機能強Խの

ւಓେֶ ϩόετྛਫࡍࠃֶ࢈࿈ܞ
ʣࢢຈࡳʢւಓڌҭڭڀݚ

େֶެతؔػڀݚɺߦɺຽؒۀاɺͦͯ͠ੜࢀ͕ऀ࢈Ճ͠ϚονϯάΛ͏ߦɺ
ज़Λ։ൃするͨΊͷϓϥοτϑΥʔϜֶٕ࢈ྛਫੈ͍࣍ͨͮجχʔζにݱ

τϐοΫε
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一としてҐஔͮけられている。
औの方向性では、ʮେϦαーνˍϏジωスߏʯの第̏ʢϫーキンάʣスςージとして࣮ફஈ

֊にೖった�0��度から、メインターήοトにʮ৯ʯʮޫ؍ʯʮҩྍʯの̏分をҐஔͮけてؔ࿈する
औにྗしてきたܦҢがあり、それをൃలさせるܗで活動をల開している。

۩ମ的な内容としては、スマート業、২場、鮮度อ࣋、流通ɾՃٕज़などであり、いͣれ
も৯のόϦϡーνΣーンをࢦすものである。また、それらはҩྍɾҩༀؔにもܨがるもので、݈
。にೖれているࢹていくかということを͛ܨやҩྍ、ҩༀのόϦϡーνΣーンにԿに߁

औの֓ཁ

ϩόストڌでは、産ֶのڞ同によるʮϩόストྛਫ産ֶՊֶٕज़先ಋ研究会ʯʢҎԼ、ʮ先
ಋ研究会ʯʣをઃஔしている。同େֶの��5の研究ࣨがࢀՃしている΄か、ࠃ内のଞେֶやࠃの研機
��業等ʢا産૯研等、さらにはಓ内̟̖άルーϓ、ಓ内֎の、ߏ ɾࣾ��৫ʣでߏされているʢ�0��
�݄現在ʣ。特に、ւಓの̟̖άルーϓのࢀըにより、フΟールυが๊える՝ɾχーζ等をڌ
のऔにөできるΈとなっている。

先ಋ研究会の活動内容は、ྛਫ産業のؔऀや行、ا業などの現場χーζとେֶɾ研究機ؔが
有する研究シーζのマονンάの場のఏڙであり、これまでにԆべ��ճにٴͿ研究会やフΥーラϜ等
をಓ内֎で開࠵している。

また、ࡍࠃ的な活動もల開して͓り、�0���݄にはΦランμのフーυόϨーஂࡒやϫーϔχンή
ンେֶと࿈ܞ、�݄にはタイԦࠃの業ɾڠ同߹লʢ.0ACʣとタイ地ཧใɾӉٕज़開ൃ機ؔ

ʢ(IST%Aʣとの間で人Ӵ等を活用したスマート業にؔする࿈ڠܞఆを݁び、現地での࣮ূ࣮ݧ
などをਐめている。ʢਤද̎ࢀরʣ

�� 組織）もՅ⼊し、૱ ��� ໌でߑされている（���� ೧ � ݆現在）。特に、北海道の̡
̘グϩープの参ժにより、フΡーϩχが抱える課題・ωーθ等をڎ఼の取組にൕӫできる仕
組みとなっている。 

先導研究会の活動内༲は、農林⽔産業の関係者や⾏、企業などの現場ωーθと⼤学・研
究機関が༙する研究シーθのマッチングの場のڛであり、これまでにԈ΄ �� յにٶ研
究会やフォーラム等を道内で開࠷している。 

また、国ࡏ的な活動もఴ開しており、���� ೧ � ݆にはΨランξのフーχバϪーࡔやϭ
ーϖωンゲン⼤学と連携、� ݆にはタԨ国の農業・協同組（02$&）とタஏཀྵ情
報・Ӌந技術開発機関（*,67'$）とのؔで⼈⼯Ӷ等を活༽したスマート農業に関する連
携協定を結び、現ஏでの実証実験などを進めている。（図表̐参照） 

 

 
 
具体的な研究開発のਬ進にけて“先導研究会”を発ఴさせるܙでh ロバスト農林⽔産⼯学

研究開発プラットフォーム（ҐԾ、h プラットフォーム ）ɦɦ をཱིͬ͝ている。このプラッ
トフォームでは、プロυϣーγー会٠のもと、� つの分科会で活動が進められている。 

プロυϣーγー会٠は、プラットフォームસ体の๏の決定およびプロζΥέトの企
ժ・ӣӨを担うものである。この会٠にはસ体を౹ׇするプロυϣーγーなどの他、各分科
会の⼈（਼໌）がߑ員として参Յしているが、⼈は分科会の個พフォーラム等
の企ժや、研究室と農林⽔産業関係者、企業ؔ等とのαーυΡϋーター、他の分科会活動と
のなどのༀׄを担っている。 

図表㸰 ロバスト㎰ᯘỈ⏘ᕤᏛᅜ㝿㐃ᦠ研究ᩍ⫱ᣐⅬのྲྀ⤌  

出所 北海道大学䝩䞊䝮䝨䞊䝆䜘䜚㻔୍㒊ຍᕤ㻕 

ਤද̎ ϩόετྛਫࡍࠃֶ࢈࿈ڭڀݚܞҭڌͷऔ

࡞ʹجྉɿւಓେֶHPΛࢿ

۩ମ的な研究開ൃのਪਐに向けてl先ಋ研究会zをൃలさせるܗでʮϩόストྛਫ産ֶ研究開ൃ
ϓラοトフΥーϜʯʢҎԼ、ʮϓラοトフΥーϜʯʣをཱͪ上͛ている。このϓラοトフΥーϜでは、
ϓϩσϡーαー会ٞのもと、�ͭの分Պ会で活動がਐめられている。

ϓϩσϡーαー会ٞは、ϓラοトフΥーϜશମの方向性のܾఆ͓よびϓϩジΣΫトのاըɾӡӦを
担うものである。この会ٞにはશମを౷ׅするϓϩσϡーαーのଞ、֤分Պ会の世人ʢෳ໊ʣな
どがߏһとしてࢀՃしているが、世人は分Պ会のݸผフΥーラϜ等のاըや、研究ࣨとྛਫ産
業ؔا、ऀ業間等とのίーσΟωーター、ଞの分Պ会活動とのௐなどのׂを担っている。
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一方、�ͭの分Պ会とは、ᶃスマート業などにऔりΉlフΟールυରԠٕज़z、ᶄ᪅Ꭲਫ性ද໘
を有するۚଐࡐྉ開ൃなどのl品のՃٕज़z、ᶅ৮ഔٕज़などでऔりΉl期鮮度อٕ࣋ज़z、
ᶆൃޫフΟルϜによる産の生ҭɾ੍ٕज़などのlফඅऀᅂマονンάܕ生産ٕज़、品機能
性研究開ൃz、ᶇ家ச;んなどの地Ҭݯࢿを活用するlόイΦマスݯࢿԽɾΤωルΪーར用ٕज़z、
ᶈྛਫ産業の生産現場でのࡂɾ減ࡂに向けたlࡂʢフΟールυのϩόストԽʣzであり、֤分Պ
会ではಠ自性をͭͭͪ࣋、ฒ行的に活動をਐめている。また、લड़したࡍࠃ的なऔにؔしても、必
要にԠじて�分Պ会との࿈ܞをਤりͭͭ՝ղܾにऔりΉこととしている。

さらに、ϩόストڌではྛਫ産লのlʮʯのूੵと活用の場zのΈを活用している。その
場に͓いて、会һ間の交流を行うl産ֶ࿈ٞڠܞ会zや品Խɾࣄ業Խに向けた研究ઓུをࡦఆɾマ
ωジメントするl研究開ൃϓラοトフΥーϜzにたる活動は、同େֶの場߹は先ಋ研究会͓よびϓ
ラοトフΥーϜ分Պ会が担って、ݸผςーマにるʮ研究ίンιーシΞϜʢֵ৽的研究開ൃを行うΫ
ϩーζされた場で、ղܾܕ研究やイノベーションग़ܕ研究を行うʣʯとൃలさせていく
Έとなっている。同େֶでは、طに݅の研究ίンιーシΞϜがཱして͓り、ޙࠓはֵ৽的な研究
開ൃがਪਐされていくことが期待される。ʢਤදࢀ�রʣ

Ҳ๏、� つの分科会とは、ᶅスマート農業などに取り組“フΡーϩχ対Ԣ技術”、ᶆ᪇Ꭴ
⽔表を༙する⾦ࡒྋ開発などの“ঐへのՅ⼯技術”、ᶇৰഖ技術などで取り組“ௗ
マッチ技術”、ᶈ発ޭフΡϩムによる農産物の⽣ү・ཊ技術などの“ভඇ者ᅄ࣍ળ度保غ
ングܗ⽣産技術、ঐ機能研究開発”、ᶉՊஜんなどのஏҮݱࣁを活༽する“バΨマ
スݱࣁ化・Φϋϩάーཤ༽技術”、ᶊ農林⽔産業の⽣産現場でのࡄݰ・ࡄにけた“ࡄ（フ
Ρーϩχのロバスト化）”であり、各分科会ではಢ⾃をͬ࣍つつ、ด⾏的に活動を進めて
いる。また、फ़した国ࡏ的な取組に関しても、ච要にԢじて � 分科会との連携を図りつつ
課題解決に取り組こととしている。 

さらに、ロバストڎ఼では農林⽔産の“ʰஎʱのॄと活༽の場”の組み（ҐԾ、h ॄ
・活༽の場 ）ɦを活༽しており、ॄ・活༽の場において、会員ؔのިླྀを⾏う“産学官連
携協٠会”やঐ化・ࣆ業化にけた研究કྲྀを策定・マϋζϟントする“研究開発プラット
フォーム”にたる活動は、同⼤学の場は先導研究会およびプラットフォーム分科会が担
って、個พテーマに係るh 研究αンλーシΠム（ַ新的研究開発を⾏うέローθされた場で、
題解決ܗ研究やόベーシϥンड़ܗ研究を⾏う）ɦ へと発ఴさせていく仕組みとなって
いる。同⼤学では、عに਼件の研究αンλーシΠムがཱིしており、ޛࠕはַ新的な研究開
発がਬ進されていくことがغଶされる。（図表 � 参照） 
 

 
 

先導研究会およびプラットフォームでは、同⼤学等で取り組さまざまなロバスト関連
の研究開発を紹介・発৶するとともに、参Յ者とのқ⾒ިやश྅ޛの໌ި࢙・ࠛ談会な

図表㸱 ロバスト㎰ᯘỈ⏘ᕤᏛ研究㛤Ⓨプラットフォームの㐠Ⴀ図 

出所 北海道大学の資料を参考に作成 

ਤද̏ ϩόετྛਫڀݚֶ࢈։ൃϓϥοτϑΥʔϜͷӡӦਤ

࡞ʹجྉΛࢿྉɿւಓେֶͷࢿ

先ಋ研究会͓よびϓラοトフΥーϜでは、同େֶ等でऔりΉさま͟まなϩόストؔ࿈の研究開ൃ
をհɾൃ৴するとともに、ࢀՃऀとの意見交やऴྃޙの໊交ɾ࠙ஊ会などを通じて、多࠼な
ԉを行うۚ༥機ؔなどの研究ࢧ業ا業からの૬ஊやا、との݁びきを強めている。ྫえばऀؔ
ࣨのհや、現場での࣮ূ࣮ݧに͓けるऀྗڠの֬อ、現場ऀྗڠのا業等のհなど、さま͟ま
なマονンάが行われている。

ϩόスト会һのا業、ྛਫ産業ؔऀ等にとっては、最৽の研究ใのೖखや現場の՝ʢ業
๏人、自࣏ମ等ʣにରするղܾࡦࡧの場になっている。特に、ٕज़開ൃ等の՝を๊えているا業
等では、そのղܾのࢳ口を見ͭけるためには、Կॲに、҃いは୭にฉけば良いのかとࢥҊにれるこ
とがあるが、研究ऀというݸ人ではなく、先ಋ研究会͓よびϓラοトフΥーϜという৫ɾΈを
通じて、෯い分からベストなマονンάɾղܾࡦなどをࡧできる。

また、ϓラοトフΥーϜでは、۩ମ的な作や生産シスςϜなどのl研究ターήοトzがઃఆされて
いる。そこではターήοトの中৺となる研究を担う分Պ会の΄か、ؔ࿈する֤分Պ会がl要ૉٕज़zの
研究をਐめるΈとなって͓り、ϓラοトフΥーϜ自ମが分Պ会活動のԣ۲となる機能をՌたして
いる。さらに、େֶでは֤分Պ会での研究活動を活ൃԽさせるため、ϩόスト研究ެืをઃけるなど
のもڽらされている。その࠾Ҋ݅にはࢧԉがߨじられるΈで、現在50݅ఔ度のެื研究が
ਐめられている。ʢਤද̐ࢀরʣ
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どを通じて、多彩な関係者との結び付きを強めている。例えば、企業からの相談や企業⽀援
を⾏う⾦融機関などへの研究室の紹介や、現場での実証実験における協⼒者の確保、現場協
⼒者の企業等への紹介など、さまざまなマッチングが⾏われている。 

ロバスト会員の企業、農林⽔産業関係者等にとっては、最新の研究情報の⼊⼿や現場の課
題（農業法⼈、⾃治体等）に対する解決策模索の場になっている。特に、技術開発等の課題
を抱えている企業等では、その解決の⽷⼝を⾒つけるためには、何処に、或いは誰に聞けば
良いのかと思案に暮れることがあるが、研究者という個⼈ではなく、先導研究会およびプラ
ットフォームという組織・仕組みを通じて、幅広い分野からベストなマッチング・解決策な
どを模索できる。 

また、プラットフォームでは、具体的な作物や⽣産システムなどの“研究ターゲット”が設
定されている。そこではターゲットの中⼼となる研究を担う分科会のほか、関連する各分科
会が“要素技術”の研究を進める仕組みとなっており、プラットフォーム⾃体が分科会活動の
横ぐしとなる機能を果たしている。さらに、⼤学では各分科会での研究活動を活発化させる
ため、ロバスト研究公募を設けるなどの⼯夫も凝らされている。その採択案件には⽀援が講
じられる仕組みで、現在５０件程度の公募研究が進められている。（図表４参照） 

 

 
 
国内の他⼤学でも何かしらの産学官連携に取り組んでいるが、同⼤学の特徴は北海道の

図表４ ロバスト研究公募とロバストプラットフォームの両輪による研究 

出所 北海道大学の資料を参考に作成 

 

ਤද̐ ϩόετืެڀݚͱϩόετϓϥοτϑΥʔϜͷ྆ྠにΑるڀݚ

࡞ʹجྉΛࢿྉɿւಓେֶͷࢿ

産業でװجにऔりんでいるが、同େֶの特はւಓのܞ࿈内のଞେֶでもԿかしらの産ֶࠃ
あるྛਫ産業というフΟールυをഎܠとして、େֶが有する෯い分での研究༥߹をશֶ的なऔ
としてల開していることである。また、研究ターήοトのઃఆやϩόスト研究ެืとのؔ࿈性を࣋
たせるなどઓུ的にऔをਐめていることや、ւ֎のେֶや機ؔ等と࿈ڠܞఆ等をక݁し、ࡍࠃ
的な活動をల開していることも特的ではないかとߟえる。
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ᶐ ࣜגձࣾϙέοτϚϧγΣʢؠखݝՖࢢרɺ౦ژौ୩۠ʣ

᷂ϙέοトマルシΣは、生産ऀがফඅऀとίϛϡχέーションをऔりながらਫ産品をചങするϓ
ラοトフΥーϜʮϙέοトマルシΣʯをӡӦするا業である。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  農ਫ࢈ʹ·ͭΘΔੜऀ࢈ͷ͍ࢥͩ͜ΘΓͳͲΛఴ͑ͯফඅऀʹಧ͚ΔΈΛߏங

ɾ　  ϓϥοτϑΥʔϜ্Ͱੜऀ࢈ͱফඅऀͱͷإͷ͑ݟΔؔͮ͘ΓΛࢧԉ͢Δ͜ͱͰɺϦϐʔ

λʔԽ

ɾ　  ੜऀ࢈ͱফඅऀͷ݁ͼ͖ͭΛΑΓݻڧͳͷͱ͢Δର໘ܕϚϧγΣΛ࣮ࢪ

生ऀ࢈の͍ࢥΛμΠϨΫτにফඅऀに͑ΔʮൢʯͰۀの࠶生ΛかΔ
同ࣾ業ऀのࣾڮߴがؠखٞݝ会ٞһ時代、౦ຊ

େࡂがൃ生し、෮ࢧڵԉ活動をଓける中で、地Ҭの
業が、生ܭがཱたないඇޮな、地Ҭのபとしては่れ
かけた産業となっていることに໘した。しかし、ࢧԉ
活動を通じて中খ家とし߹いをॏͶる中で、中খ
家は、業の担いखであるだけでなく、多༷なจԽを有し、
地Ҭの担いखでもあることを強くೝࣝさせられ、地Ҭを
活性Խするには、会のΤωルΪーをרきࠐΈ業をཱ
てすことがେࣄだと֬৴するにࢸった。

ઓޙのຊ業は֨نԽと҆ఆڅڙがॏࢹされ、େن
流通がܗされるに従い、産のେきさやܗ、৭
などの֨نにରする要ٻは過なまでに֨ݫになり、ن
֨から֎れた産はࢢ場に流通することもかなわなく
なっていた。その݁Ռ、産もϞノとしてࠨからӈに
流され、ফඅऀはࡳを見てそのՁをはかりߪೖする
という行動ม容していった。େྔに҆く生産するʮޮ
性ʯがわれた݁Ռ、生産ऀのࢥいやこだわりは、େ
流通にとってʮノイζʯでしかなく、流通から֎れن
ていくようになった。

しかし、৯の時代にあっては、৯べのཪにある
ใこそ多༷ԽするফඅऀχーζにԠえるݤとなり、େن流通にとってのノイζである生産ऀのࢥい
やこだわりといったものは、ΉしろՃՁになるのではないかとࣾڮߴはߟえた。

そこで従来の֨نԽと҆ఆڅڙのΈかられて、中খ生産ऀの多༷な生産とՁ、それにまͭ
わる生産ऀのʮࢥいʯをফඅऀにえるにはʮൢʯするしかないとணし、ʮମ感ʯやʮͭながるʯ
をࢤ向する݄ץใࢽʮ౦৯べる通৴ʯを自ら੍作ɾൃ৴した。ʮ౦৯べる通৴ʯは、生産ऀの
、にಧけるというものでݩと、その生産ऀがҭてたਫ産をηοトでফඅऀのࢠにしたࣄهいをࢥ
ใࢽと通৴ൢചをΈ߹わせた৽しいചり方であった。このʮ౦৯べる通৴ʯを通じて生まれた
生産ऀとফඅऀとのωοトϫーΫが、৽たな流通シスςϜであるϙέοトマルシΣのग़ൃになって
いる。

ʮ౦৯る௨৴ʯࢽץ݄

ྉɿϙέοτϚϧγΣࢿ HP
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ετʔϦʔの༩ͰചΕΔにࡐͱ͠て͡かΕて͍ͨ৯֎֨ن
ϙέοトマルシΣのシスςϜは、生産ऀがϙ

έοトマルシΣのΞϓϦに品の説໌の΄か、
産地のঢ়گや生産ऀのࢥい、ඒຯしく৯べるた
めのྉཧ๏などをࡌせてग़品し、それを見たফ
අऀがΞϓϦ上でจ、生産ऀからফඅऀのも
とศにてૹられる。そのޙは、ϙέοト
マルシΣのΞϓϦ上で、生産ऀからはʮࠓग़
ՙしましたʯなどのใをൃ৴、ফඅऀからは、
品の感やྉཧ๏にؔする質などがൃせら
れ、それにରして生産ऀからのฦがなされる
というܗで、方向のίϛϡχέーションがऔ
られている。この生産ऀとফඅऀとの方向の
ίϛϡχέーションこそがϙέοトマルシΣの
特である。

生産ऀが現場にいながらग़品やফඅऀとのऔ
Ҿができるように、スマートフΥンからग़品で
きる現在のシスςϜをߟҊし、ࢀՃする生産ऀ
をืっていった。�0����݄現在、ϙέοトマルシΣにొしている家ɾࢣړ等のはશ֤ࠃ地
��50人にୡして͓り、ग़品される産やਫ産も多ذにわたっている。ϙέοトマルシΣは、生
産ऀのച上の�5ˋをखྉとしてडけऔり、खྉऩೖによりࣄ業をӡӦしている。通ৗの流通に比
べて中間流通をΧοトしているため、生産ऀのखऔりはେきくなる。

ϙέοトマルシΣでは、生産をग़品するࡍに、ͮけと13を生産ऀにҕͶている。13には、生
産ऀの業にରする࢟や生産にまͭわるストーϦーなどもࡌܝし、生産ऀのʮࢥいʯがফඅऀに
わるようしてもらっている。ϙέοトマルシΣにग़品される৯ࡐは、生産ऀの自ຫの一品が中
৺だが、ࢢ場では֨ن֎品としてこれまではഇغや自家ফඅされていたものや、まとまったྔではな
かったり鮮度がམͪるのがૣかったりして一ൠの流通にらなかったものも多い。中には、�0��
भ෦߽Ӎでେきなඃをडけ、֨ن֎品としてࢢ場にҾきऔられなかったΞスύラΨスがϙέοト
マルシΣにग़品され、ඃࡂにより֨ن֎品となったࢫをすことで、ඃࡂ地ࢧԉをԿらかのܗでした
いとߟえるফඅऀにडけೖれられたέースもあった。

このように、ストーϦーを༩することによってそのՁや意ຯがফඅऀにわり、ചれる品と
なるのがϙέοトマルシΣの特である。

生ऀ࢈ͱফඅऀͱの̍ର̍のؔߏங͕৽ͨな͑ࢧ߹͍に
生産ऀは、ϙέοトマルシΣを通じたফඅऀとの۩ମ的なίϛϡχέーションの中でൢചのノϋ

をֶんでいく。同ࣾでも、特にऔҾに͓いては、ফඅऀとの̍ର̍のؔͮくりがख間はかか
るがେࣄであると生産ऀにڭえている。こうしたऔをॏͶることにより、いいものをཧղしてくれ
るʮ特ఆ多ʯのফඅऀと݁びͭき、إの見えるؔになれば、҆ఆ的なऔҾとͭながり、中খ生
産ऀはऩೖが૿え、҆ఆした生活が可能となり、ͻいては一次産業の活性Խにͭながるからである。

ϙέοトマルシΣは、生産ऀとফඅऀのڑがۙくָしいとのධՁをಘている。ߪೖをॏͶるうͪ
にݻఆ٬となったফඅऀとはങうલからίϛϡχέーションが࢝まって͓り、生産ऀは、٬ސの家族
、の分をௐしたりもしている。こうした交流のੵΈॏͶによりࡐΈにԠじて৯や一人一人のߏ
生産ऀとফඅऀとのؔ性がਂまり、ϦϐーターԽし、ੰͮきあいのようなਂいؔがஙかれてい
く。また、産地でのऩ֭ମݧも品Խし、生産ऀとফඅऀがإを߹わせて、一ॹにをかくこと
でឺをਂめることもਐめている。こうした生産ऀとফඅऀとのؔをਂめることにより৽たなࢧえ߹
いが生まれることもある。生産ऀがࡂでඃをडけたことがϙέοトマルシΣのΞϓϦ内で֦ࢄし、

ϙέοτϚϧγΣͷγεςϜ

ྉɿϙέοτϚϧγΣࢿ HP
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をखったり、をかけるといったچをૹったり、෮ࢿԉࢧ度はզ々がॿける൪だと、ফඅऀがࠓ
ྫもある。ඃࡂにより地がશ໓してചるもないというときには༧ൢചを行い、来ग़ՙするも
のにରしてจがೖったこともあった。

こうしたؔ性のߏஙは、ࣾڮߴがఏএし、地方生の方ࡦとしてをूめるʮؔ人口ʯの
ग़にもͭながっている。

生ऀ࢈のใൃ৴Λαϙʔτ͠٬ސରԠྗΛ向্
同ࣾでは、生産ऀが自らΞϓϦ上のίンςンツを作することをαϙートしている。生産ऀは、࠾っ

たࡊやڕのࣸਅをʮ自らࡱりʯ、ʮ自らをͭけʯ、ʮ৯ࡐのストーϦーやࢥいをͭͮりʯ、ΞϓϦを
通じてϙέοトマルシΣにΞοϓするが、中にはそうしたใൃ৴がۤखな人もいる。そこで同ࣾで
は、生産ऀがίンςンツを作ったらそれでऴわりではなく、上खにൃ৴している人のやり方をհし、
ࣸਅのࡱり方、説໌のॻき方をؚめたফඅऀとのやりとりにͭいてのノϋをतするなど、٬ސ
ରԠྗをͭけてもらうためのαϙートをखްく行っている。そうした意ຯでは、同ࣾは生産ऀのൢച
ଅਐのためのֶߍ的な要ૉも࣋っている。生産ऀからのखྉऩೖをϓラοトフΥーϜのӡӦඅにॆ
てるだけでなく、こうしたܗで生産ऀにもؐݩしている。

また、ϙέοトマルシΣでは、品を୳すࡍの分ྨ߲をࡊやՌ、ถなどのΧςΰϦผや産地
のΤϦΞผにՃえ、生産ऀから品を୳すことができるようにしている。生産ऀผのࡧݕ機能は、生
産ऀとফඅऀとの݁びͭきが強まり、ϦϐーターԽをえて、ੰのようなؔがߏஙされるϙέο
トマルシΣならではの機能といえる。

�0��に同ࣾは、ϙέοトマルシΣのΞϓϦ上でؔをஙいてきた生産ऀとফඅऀが、࣮ࡍに会っ
てݴ༿を交わせる場として、ΦンラインとΦフラインを༥߹させたܕࢢマルシΣʮϙέマルऩ֭ࡇʯ
を開࠵した。྆ऀがإを߹わせてをすることで、生産ऀとফඅऀの݁びͭきがより強ݻなもの
となり、ࣾڮߴがఏএするʮؔ人口ʯの૿Ճも見ࠐまれることから、ޙࠓはશ֤ࠃ地で同༷の
ΈをಋೖしたマルシΣのల開を༧ఆしている。

ϙέοτϚϧγΣͷΦʔμʔը໘

ྉɿϙέοτϚϧγΣࢿ HP
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ᶑ ϚΫλΞϝχςΟࣜגձࣾʢౡݝҏୡࢢʣ

マΫタΞメχςΟ᷂は、৯品ؔ࿈ࡐࢿのൢച、業用ඍ生ࡐࢿのൢച、有機産流通シスςϜ
のߏஙをखֻけている。AIɾIoTの活用によりࡊやՌ࣮の͓いしさʢ৯ຯʣをը૾からղੳするʮ͓
いしさの見えるԽʯٕज़を開ൃɾ࣮用Խした。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  ߦݱͷग़ՙج֨ن४ʹͳ͍ʮ͓͍͠͞ʯͱ͍͏৽ͨͳ࣭ධՁ࣠Λఏڙ

ɾ　  εϚʔτϑΥϯʹΑΔࡱӨ(ը૾औಘ)Ͱɺίετ͔ͭ؆୯ɾؒ࣌Ͱॴબͳ͍ͳ

Ͳɺ࠷ઌٕज़Λ׆༻ͭͭ͠手ܰʹར༻ՄͳΈΛߏங

ɾ　  Ұൠফඅऀ͚ͷΞϓϦ։ൃࢹʹɺফඅऀ͕ళ಄Ͱ農࡞ͷʮ͓͍͠͞(৯ຯ)ʯΛଌఆ

͢ࢦΛݱೖ͢Δੈքͷ࣮ߪͯ͠

現ߦのग़ՙج֨ن४にґΒな͍৽ͨな࣭ධՁج४のग़
同ࣾのルーツはۙ代ຊのൃలをࢧえたཆࢋ	ࢋ種業
にあるが、時代がҠろう中でྛ業とそ

のपลࣄ業をӦんできた。����にࣜג会ࣾԽしたޙは、業用ࡐࢿのൢചや産の生産流通にؔ
するࣄ業ల開をしている。�00�ࠒからʮ業用αϓライɾνΣーンɾマωジメントシスςϜʢҎԼ、
ΞάϦSC.ʣʢৄ�5ࡉ�ϖージʣʯのߏஙにऔりΈ、ౡݝ産の産をटݍ等に流通させるࣄ業
をల開してきた。ݝ内の生産ऀとする中で同ࣾのນాࣾは、ࢢ場に͓けるՁܾ֨ఆのΈに多
くの生産ऀがまされていることをのたりにする。

੨Ռࢢ場等をհして行われるࡊの流通は、ܗや৭ͭやなどの見ӫえによるʮ等ڃʯや、େきさや
ॏさによるʮ֊ڃʯといったग़ՙ֨نによりランΫ分けされ、؊৺なʮ৯ຯʯやʮ分ʯをఆྔධՁ
するج४がない。ࡊのՁ֨はこうしたग़ՙ֨نによりܾまる΄か、生鮮৯品がނにधڅόランスに
よってもେきくࠨӈされる。従って、Ծにどんな良品であってもڅڙが५な時期にはߴがかな
いのである。ນాࣾは、作のʮ৯ຯʯやʮ分ʯがՁܾ֨ఆのධՁ࣠になって͓らͣ、これに
の生産にภॏしていることにࢹॏܗ֎、な産業となっていることやࠔҼし業が所ಘから٫ى
。機感をืらせていたة

こうした中、時৯ຯのղੳにͭいて研究をਐめていたܗࢁେֶֶज़研究Ӄのా।ڭतのがけ
もあり、同ࣾは৯べがຊ来࣋っている͓いしさをը૾からղੳするٕज़の開ൃにऔりんでいった。

ઌٕज़ʢAIɾIoTʣΛ活༻ͭͭ͠Ϣʔβʔの͍͢͞Λٻ
ʮ͓いしさの見えるԽʯは、AIɾIoTを活用したը૾ղੳにより、作の͓いしさʢ৯ຯʣをఆྔ

ԽするシスςϜである。
シスςϜの使用方๏は次のと͓りである。まͣ、ᶃࡊやՌ等のରをスマートフΥンやタϒ

Ϩοト端等のσόイスでࡱӨ、ᶄը૾ใをΫラυ上のαーόにૹ৴することでը૾ղੳॲཧさ
れ、ᶅը૾ղੳによりಘられたใを৯ຯの要Ҽʢさ、ࢎຯ、ۤຯ等ʣと૬ؔのߴいσータのΈを
औりग़し、品ຖにઃఆされたΞルΰϦζϜに従ってAIが৯ຯをఆ、ᶆಘられたఆ݁Ռがʮάラ
フʯ、ʮΞイίンʯ等の分かりやすいܗでσόイス上にදࣔされるʢこの間ඵʣ。

こうした৯ຯをղੳする場߹、従来方๏ではαンϓルをࡉかくࡅき、ߴՁなઐ用の分ੳثを使うの
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AIɾIoTΛ׆༻ͨ͠ʮ͓͍͠͞ͷ͑ݟるԽʯγεςϜ

ྉɿϚΫλΞϝχςΟࢿ HP

が一ൠ的である。ઐの業ऀにґཔする場߹、̍ສԁのඅ用がかかることにՃえ、ݕମをૹし
てからղੳ݁Ռがಧくまで̍ि間Ҏ上を要する。

一方でຊシスςϜは、ඇ破յで可ޫࢹによりରをଌఆしΫラυ上でAIॲཧするものであり、ର
の品Ձをଛなわͣ、特घɾֹߴなΧメラやଌఆ機ցを要さないため、ίスト、؆୯ɾ短時
間で場所もબばͣにղੳができるといった༏Ґ性がある。

な͓、ຊٕज़の開ൃは、�0��にࡁܦ産業লのʮh ҟ分࿈ܞ৽ࣄ業分開ܭըʱೝఆࣄ業ʯや、
ʮ業ɾαーϏスڝ૪ྗ強Խ࿈ࢧܞԉࣄ業ʯの࠾をडけ、産ֶ࿈ܞによりਐめてきたものである。

ղੳ݁Ռදࣔը໘ʢΠϝʔδʣ

ྉɿϚΫλΞϝχςΟࢿ HP
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のใԽࣾձのରԠੈ࣍
現在、ʮ͓いしさの見えるԽʯは生産ऀやখചࣄ業ऀ向けにఏڙをしている。ରԠ品はϦンΰや

トマトなど��品ʢ�0�0�݄現在ʣであるが、ޙࠓさらにରԠ品を֦େする༧ఆとしている΄か、
一ൠফඅऀ向けにスマートフΥン等のΞϓϦఏڙもࢹにある。

ఏڙが開࢝されれば、ফඅऀはళ಄にあるʮい、ඒຯしいʯといった13ใではなく、ຊシス
ςϜをར用して自ら品の͓いしさをଌఆしߪೖする。また、このような行動༷ࣜがࠜいてくれ
ば、ఆྔԽされた৯ຯのใが&Cൢചに͓けるߪೖのܾめखになる。ۙ૿ՃトϨンυにある産
の&Cൢചだが、ফඅऀは現を見てબべないため、あくまで13ใにͮجきߪೖするかどうかஅ
している。品のຊ質的な৯ຯのใや、ʮՃௐཧに向くʯʮαラμに向くʯなどそのຊ質特性を活
かしたௐཧ方๏のఏҊ等のใがߪೖの意ܾࢥఆをする上でのஅࡐྉになっていくのではなかろう
か。このように、ফඅऀのߪೖ時の意ܾࢥఆ方๏がมわると、生産ऀや流通業ऀはຊに͓いしいも
のを生産し流通させることをࢦすだろう。

このようにফඅऀの৯にରするߟえや行動にมԽをもたらし、生産ɾ流通を改ળしていく可能性を
ൿめた同ࣾのٕज़は、Society 5.0のྫࣄとしてもされて͓り、ޙࠓさらなる場໘での活用をࢦ
している。

ʢߟࢀʣΞάϦSCMの֓ཁͱ͜Ε·Ͱのऔ
ʮΞάϦSC.ʯは、ফඅऀ҆શでඒຯしいʮ৯ʯをಧけるため、ࡊやՌのഓ方๏から、

産の流ɾൢചまでをద切にཧɾαϙートするʮΈʯ。
同ࣾは、ࠃやݝの研究ࣄ業をܦてΞάϦSC.をߏஙし、ౡݝ内ʢ中通りɾ通りʣの家にରす

る生産ࢦಋを行いͭͭ、その作をटݍのࢤڃߴ向のൢചళɾҿ৯ళや、߳ߓɾ上ւ等のラάジϡ
ΞϦーマーέοトに流通させるϏジωスをల開。鮮度がߴく良質なࡊがফඅऀからධをಘたこと
から、औҾళฮをॱௐに֦େし、ౡݝ内のܖ家も૿Ճしていった。

その先、�0���݄の౦ຊେࡂがൃ生し、これにうౡ第一ిൃྗࢠݪ所ނࣄにより、ݝ
産品の෩ධඃがਂࠁԽした。そのޙもࣄଶの改ળが見えͣに、ʮΞάϦSC.ʯはେ෯なࣄ業の縮খ
を余ّなくされた。

ΞάϦSCMͷશମ૾

ྉɿϚΫλΞϝχςΟࢿ HP
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ᶒ ࣜגձࣾϑΝʔϜɾΞϥΠΞϯεɾϚωδϝϯτʢ౦ژઍా۠ʣ

᷂フΝーϜɾΞライΞンスɾマωジメントは、ࠃ内の生産ऀにରして世界に通用する産のࡍࠃ
ԉࢧをهԉαーϏスや、そのऔಘに必要な生産ཤྺのࢧであるʮάϩーόル(A1ʯೝূऔಘの֨ن
するシスςϜをఏڙするا業である。また、同ࣾでは、άϩーόル(A1のऔಘにࢭまらͣ、業生産
のʮ見えるԽʯਪਐにより、ࠃ内業のڝࡍࠃ૪ྗ向上をࢧԉすることもࣄ業としている。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  લ৬ͷݧܦʹ༝དྷ͢ΔΤϏσϯεʹࣄͮ͘جͷελΠϧͱɺݧܦͮ͘جʹצ農ۀͷ࣮

ଶͷΪϟοϓ͔Βվળͷ༨Λ͡ײϏδωεԽ

ɾ　  άϩʔόϧGAPͷऔಘΛΰʔϧͱͤͣɺऔಘͷͨΊͷܦӦվળΛ௨ͯ͡農ՈͷܦӦཧ

ྗΛߴΊΔ͜ͱΛͨ͠ࢤίϯαϧςΟϯά

ɾ　  άϩʔόϧGAPͷී͚ͯʹٴɺ農Ո͚ͩͰͳ͘ɺྲྀ௨ۚ༥ͳͲͷपลྖҬʹͦͷॏ

ཁੑΛ͑ΔͨΊͷऔʹྗ

࢈のʮੈքඪ४ʯͨΔάϩʔόϧGAP

άϩーόル(A1とは産流通に͓けるࡍࠃඪ४といえる֨نのͻとͭである。(A1は、(ooE、
AHSicVMtVSBM、1SBcticeTの಄จࣈをとったもので、࿑ಇ҆શにՃえ、৯品҆શやڥอશ等のऔを
ద切に࣮ફするための生産ఔཧのख๏である。(A1を࣮ફすることで、業生産に͓けるさま͟
まなऔをهԽし、そのهをもとに業生産の改ળにͭな͛ることが可能になる。ٯに、業生
産にかかるهԽがなされていなければ、Կらかのがൃ生したときに、ݪҼの究໌ができなくな
り、ద切なରॲࡦをߨじることもしくなる。すなわͪ(A1にऔりΉことは、業生産のઈえ間な
い改ળをਤっていくことであり、それがͻいては産業のڝ૪ྗ強Խにも݁びͭくものといえる。

こうした(A1にؔしては、自ൃ的なऔとしてのҐஔͮけもあるが、そのऔの࣮ફを第ऀࡾによ
るೝূによってධՁするしくΈが作られている。そのなかでࡍࠃ的なೝূとしてධՁされているのが
άϩーόル(A1である。άϩーόル(A1のೝূに向けた৹ࠪは、৹ࠪһが࣮ࡍにะ場にෝき現場のঢ়
ೖなどのϦスΫ減に向けて、どのよࠞەݪをѲしたうえで、生産ऀにରし作業҆શやҟɾපگ
うなߟえにͮجきどのようなରࡦをߨじているかにͭいてࡉࢠにώΞϦンάされる。また、άϩーό
ル(A1のೝূऔಘのためのνΣοΫ߲は、ࡊであればݸ���にٴͿなどۃめて多の߲でߏ
されている上に、その߲をΫϦΞするための݅も໌ࣔ的ではないため、マχϡΞルԽはしにくく、
औಘは容қではない。だからこそάϩーόル(A1のೝূをडけている産ʢ生産ऀʣは、ݫしいධ
Ձج४のԼで生産ఔのʮ見えるԽʯがਤられているものとしてධՁされ、طに世界��0かࠃҎ上で
औりまれている。

これまでわがࠃに͓いては、ࠃ産産ʹ҆શɾ҆৺といったධՁがফඅऀをؚめくਁಁしてい
たが、その҆શɾ҆৺を世界ඪ४にଇって؍٬的にධՁするしくΈがάϩーόル(A1である。産
がάϩーόルに流通する時代に͓いて、その҆શ性や৴པ性を؍٬的にධՁできるೝূをऔಘしてい
ることは、ޙࠓ、流通ࣄ業ऀとऔҾを行うための必要݅としてٻめられるようになってくるとߟえ
られる。

同ࣾは、このάϩーόル(A1のೝূऔಘをࠃ内の生産ऀにରしてऔಘするためのさま͟まなࢧԉを
。業であるا業として行うࣄ
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ɺಛʣߏに͓͚る͞·͟·なGAPʢ֤GAPͷࠃ

ΘΕΔɻάϧʔϓ͕େߦͷ৹ࠪہࣄΘΕɺஂମߦผೝূͷ΄͔ஂମೝূ͕͋ΓɺஂମೝূͰ৹͕ࠪશһͰͳ͘நग़Ͱݸ   1˞
͖͘ͳΔ΄ͲɺݸʑͷܦӦମͷܦඅෛ୲ॖখ͢Δɻ

˞2   GFSIʢGlobal Food Safety Initiative ʣͱɺάϩʔόϧʹల։͢Δখചऀۀɾ৯ऀۀ͕ू·Γɺ৯҆શͷ্ͱফඅ
ऀͷ৴པڧԽʹൃ͚ͨ͠৫ʢੈք70Χࠃɺ400͕ࣾՃೖ͢ΔCGFʢThe Consumer Goods Forum)ͷԼ෦৫ʣɻ

˞3   ฏ3010݄31GFSIͷঝೝΛऔಘɻ
12݄ʣݩఔཧʣΛΊ͙Δʯʢྩ࢈ੜۀলʮGAPʢ࢈ྉɿྛਫࢿ

ΤϏσϯεにͮ͘جܦۀӦのඞཁੑΛ௧ͨ͜͠ײͱ͕ݪ
同ࣾの代දऀであるদຊࢯがάϩーόル(A1のೝূऔಘ

をࢧԉするऔにࣄ業としてऔりΉようになったഎܠに
は、αラϦーマン時代にҩྍ機ثメーΧーのӦ業マンとし
てۈ務していたݧܦがある。ҩྍ機ثの分では、品の
ޮ用などにؔするΤϏσンスがݫしくわれるため、؍٬
的なධՁやࠜڌといったものは品の説໌には必要ෆ可ܽ
である。そのため؍٬的なධՁやࠜڌにͮجきものをݴう
。のスタイルがにͭいていたࣄ

そのようなڥにをஔいていたদຊࢯが、家業である
業をखうため業の世界にೖったが、そこで同ࢯが見
た業は、ݧܦやצにཔったやり方であり、そこには改ળ
の余地があるとߟえた。また、業をܦӦのࢹで見たと
きに、多くの家ではऔがਐんでいないίストཧやIT
のར活用などを上खにऔりࠐΉことができれば、े分に݈
શなऩӹ性を֬อできるとߟえた。こうして、業ܦӦや
生産ఔのԽ、見えるԽ、ࣜܗԽの必要性を強く意
ࣝするようになった。

こうした意ࣝの中で、業をऔりרく流通を見し
たとき、産流通に͓ける世界ඪ४といえるʮάϩーόル(A1ʯのಋೖをຊの業にऔりೖれて
いくことがຊの業のڝ૪ྗ強Խにࢿするとߟえ、その普ٴをਐめることをࢦして�0��に同ࣾ
をى業した。ંしも、ܦӦ感֮を࣋った意ཉ的な生産ऀが૿え࢝めた時期でもあり、こうした生産ऀ

FarmRecordsͷૢ࡞ը໘

ྉɿϑΝʔϜɾΞϥΠΞϯεɾϚωδϝϯτHPࢿ
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にରするάϩーόル(A1औಘのためのίンαルςΟンάをࣄ業としてల開していくこととなった。
同ࣾでは、άϩーόル(A1のऔಘࢧԉの一として生産ใཧシスςϜʮ'BSN 3ecoSETʯのαー

Ϗスをఏڙしている。'BSN 3ecoSETは、現場で使えるシスςϜをίンηϓトに、スマートフΥンや
タϒϨοトからༀやංྉの使用ه、২えけやऩ֭などさま͟まな生産هをタονύωルでೖ
ྗすることが可能なシスςϜである。

このೖྗσータは、άϩーόル(A1のೝূऔಘに必要なใをهするようにઃܭされて͓り、々
の作業هのੵをάϩーόル(A1のೝূऔಘの৹ࠪにॆてることができるといったརがある。ま
た、औҾ先にରしてఏग़するഓཧදも必要な෦分のΈをநग़してσータを作するため、σータ
をೖྗしたのはいいが、そのղੳやநग़にେな時間をඅやしてしまうといった生産ऀの負担をॏく
するはىこらないようになっている。

άϩʔόϧGAPのීٴに向けͨऔにྗ
同ࣾは生産ऀのάϩーόル(A1のऔಘに向けたさま͟まなܦӦࢧԉ、ίンαルςΟンάがओ業だが、

ࢦすところはこうしたࢧԉにऴわらͣ、άϩーόル(A1の普ٴに向けたऔにもྗをೖれている。
զがࠃに͓いては、世界のை流とはҟなり、άϩーόル(A1のೝ度や普ٴ度はߴくない。ྛਫ

産লが行ったௐࠪでは、(A1のೝ度は業ऀで55.�ˋ、流通Ճ業ऀでは��.�ˋにࢭまり、流通
Ճ業ऀではがʮらなかったʯとճした。また、流通Ճ業ऀでは、(A1ೝূのச産
のೖれにͭいて、ʮऔҾ要݅にして、ೖれているʯとճしたのは�.�ˋ、ʮऔҾ要݅ではないが、
औҾのࡍに༏先的にೖれているʯは�.�ˋにࢭまるなど、特に流通αイυでのೝ度のさがཱͭ。

ʢ%ʣ

Βͳ͔ͬͨฉ͍ͨ͜ͱ͋Δ͕内༰Βͳ͔͍ͬͨͬͯͨ ແճ

0.8%

0ˋ 20ˋ 40ˋ 60ˋ 80ˋ 100ˋ

0.8%

ྲྀ௨Ճऀۀ
ʢn=517ʣ

農ऀۀ
ʢn=1,121ʣ

49.5%20.9%28.8%

20.9%23.9%55.1%

0.1%

GAPͷೝ

ௐࠪʯΑΓ౦Δҙࣝɾҙؔ͢ʹۀ࢈ͼਫٴۀௐࠪ ৯ྉɾࠃશ　ۀࣄใަྲྀωοτϫʔΫ࢈লʮฏ30ྛਫ࢈ྉɿ  ྛਫࢿ
ੑ׆Խڀݚηϯλʔ࡞
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このようなঢ়گでは、いくら生産ऀがάϩーόル(A1をऔಘしてもൢ࿏の֦େに݁びͭかない。し
たがって、࣮धऀである流通αイυや、生産ऀや流通αイυのӨྗڹをۚͭ࣋༥機ؔなどのೝ
度向上に向けたηϛφーの開࠵などにもਫ਼ྗ的にऔりんでいる。流通αイυにとっては、άϩーό
ル(A1のೝূをऔಘした産をѻっていれば、一ఆの҆શج४で生産された産のௐୡが担อさ
れ、ফඅऀに҆શɾ҆৺をఏڙすることができる。ສ一がൃ生した場߹でも、生産ఔの見える
ԽができていることでやかにݪҼの究໌とղܾがਤられるため、トータルίストでߟえたときに有
རにಇくものであることを同ࣾはૌえている。また、ۚ༥機ؔにとっては、άϩーόル(A1にऔり
んでいる生産ऀは、生産ཧがཱ֬していることからଞの生産ऀに比べてܦӦྗがߴく、༏良な༥ࢿ
先として期待できること、また、ڥอશや࿑ಇӴ生のରԠもΫϦΞしていることから&S(ࢿの
ରとしてのద֨性やS%(Tのݙߩという意ຯでも༏れたଘ在となりうることをൃܒしている。

この΄かにも、શ֤ࠃ地の業ߍߴやٶେֶをはじめとするશࠃのେֶなどで、同ࣾのࣾһによ
るग़લߨ義のܗでάϩーόル(A1や産流通の最લઢにͭいてत業ɾߨ義を行うなどして、普ٴଅ
ਐをਤっている。
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ᶓ ͍͞όεࣜגձࣾ ʢ੩Ԭݝ೭ࢢݪʣ

やさいόス᷂は、᷂ΤϜスΫΤΞɾラϘのάルーϓ会ࣾである。ΤϜスΫΤΞɾラϘは、ʮ業º
A/:ʹ)BQQyʯというࣜにてはまるࣄ業を行うことを的に、業シンΫタンΫ、੨Ռ流通、業
ؔ࿈のٕज़開ൃをࣄ業とするا業で�00�にઃཱされた。やさいόスは、ΤϜスΫΤΞɾラϘのΞΫ
ションタンΫ的なҐஔͮけで、੩Ԭݝ内にて৽しい੨Ռ流通のシスςϜをߏங、ల開し、ΤϜスΫ
ΤΞɾラϘがࢦす業に͓ける流通改ֵの一ཌྷを担っている。

औͷϙΠϯτ

ɾ　  ੜऀ࢈ɺߪೖऀํͷྗڠΛऔΓೖΕΔૹγεςϜʹΑΓɺैདྷαʔϏεൺ1/3ͷྲྀί

ετΛୡ

ɾ　  ߦࢧԉʹΑΓҬ内ؔऀͷཧղ֫ಘΛਐΊΔ͜ͱͰɺࣗॿྗ͚ͩͰۀࣄԽ͕ࠔ

ͳϏδωεϞσϧΛ࣮ݱ

ɾ　  ࠃ内֎ʹ͍͞όεͷϏδωεϞσϧΛల։͠ɺ֤ҬͷҬ内ྲྀͷ՝ʹઓ

վળの༨地͕େ͖͍ۀΛม͑Δ͘ΤϜεΫΤΞɾϥϘΛۀ
業ऀであるՃ౻ඦ߹ࢯࢠは、౦ژେֶֶ෦をଔ業し、ࠃ内֎のେֶや研究機ؔ、ا業などで研

究生活をૹり、݁ࠗを機に੩ԬにҠॅしࢠҭてを࢝めた。ࢠどもに৯ࣄをग़すにあたり、Կが҆શな
৯ࡐなのかが分からなくなる中で、੩Ԭେֶのࢢຽ࠲ߨで業にͭいて再度ֶび࢝めたところ、業
にはさま͟まな分で改ળの余地がେきいことにͮؾき、その改ળにࢿするࣄ業を行うことを的に
ΤϜスΫΤΞɾラϘを業した。

ΤϜεΫΤΞɾϥϘάϧʔϓͷۀࣄల։

ྉɿΤϜεΫΤΞɾϥϘHPࢿ
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Ճ౻ࢯが໘したのͻとͭに、産品の多くは౦ژにେྔに༌ૹされるが、一୴、ࢢ場にೖると、
そのޙの動きはϒラοΫϘοΫスԽしてしまい、ຊの産地ʢどんな生産ऀが、どんなこだわりを࣋っ
て作ったものなのかʣがશく分からないといったことがあった。

そこで、地Ҭ産品がҬ内で流通するΈのߏஙをࢦし、生産ऀとߪങऀʢখചɾԷ、ҿ৯ళ、
৯品ՃメーΧーʣをͭな͙マονンάϏジωスであるʮベジϓϩόイμーࣄ業ʯをల開した。この
する第̍ճঁ性৽ϏジωスϓランίンϖςΟションでେをडす࠵行がओۜࢿࡦ業は、ຊࣄ
るなど、生産ऀとফඅऀのإの見えるؔߏஙによる৽しい੨Ռ流通のシスςϜとしてߴくධՁさ
れたが、一方で、ࣄ業をଓけていくうͪにࣈをܭ上してしまうこととなった。その要Ҽは、流ί
ストのେきさにあることがわかり、੨Ռ流通に͓ける流改ֵのॏ要性をૣいஈ֊で意ࣝしていた。

ྲྀ໘のॾ՝Λࠀͨ͠ʮ͍͞όεʯのγεςϜ
ベジϓϩόイμーࣄ業での流ίストにؔする՝を౿まえ、Έを改良して生まれたのがやさ

いόスであり、やさいόス᷂は֘ࣄ業をӡӦするا業として�0��にઃཱされた。やさいόスの
流のしくΈは、地Ҭ内にஔされたෳのόスఀ�とݺばれるू所をܦ༝するトラοΫૹをߏங
し、Φンライン上でऔҾがཱした生産ऀとফඅऀに、それͧれ最دのόスఀまでのೖՙɾडऔをҕ
Ͷるものである。

1　  ͍͞όε͕ࢢJAӡӦؚΉ農࢈ചॴɺࢪۀઃɺ農ՈͷݢઌͳͲ੩Ԭݝ内40͔ॴҎ্ʹઃఆͨ͠ڞಉૹͷड͚͠ॴ
ͷ͜ͱͰɺҰൠͷόεఀཹॴͱҟͳΔ

͍͞όεͷ͘͠Έ

ྉɿ͍͞όεHPࢿ
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όスఀは、ࢢ場や+AӡӦؚΉ産ച所、業ࢪઃ、家のݢ先などにઃఆし、やさいόスのトラο
Ϋが֤όスఀをͭな͙ܗでૹしている。ߪೖऀも生産ऀも、自が最دのόスఀまでૹɾूՙす
ることで、ラストϫンマイルにあたるूίストをԼ͛ていることにՃえ、トラοΫのӡ行を同ࣾの
ग़ऀࢿの̍人でݝ内有の流会ࣾであるླ༩	ג
が一ׅして担うことでૹྉは̍έース�50ԁと、
ศར用に比べて̏分の̍のඅ用を࣮現している。ૹྉはߪೖऀが負担して͓り、生産ऀはग़
品ίストをԼ͛ることができている。やさいόスのखྉは、生産ऀのചの��ˋであるʢ੩Ԭݝの
場߹ʣ。�000ԁのചであれば、��0ԁが生産ऀのऔり分となり、Էചࢢ場などのग़品よりも生産
ऀに多くؐݩされる。そしてߪೖऀは、ࢦఆされた時にडけऔりに行かないと、όスఀに品がཹ
めஔかれることになり、品質のԼにܨがりかͶないためडྖ࿙れも少ない。またυライόーは、ι
フトΣΞ上でूのνΣοΫが可能であるなど、しくΈશମで流໘のさま͟まな՝をࠀする
シスςϜになっている。な͓、ڞ同ૹにあたっては、一に̎度८ճするόスఀもあれば、िのう
ͪԿճかूにࢭまるόスఀもあり、ध要ີ度によってࠩがある。

こうしたڞ同ૹのしくΈのߏஙには、੩Ԭݝʢ行ʣのࢧԉがあったことがେきい。このࣄ業は、
ࣾ会ࣄ業とຽ間ࣄ業の中間的ܗଶであり、ا業のスタートΞοϓのஈ֊でࣄ業をࢉ࠾にせるだけの
生産ऀとߪೖऀを自ࣾのྗだけでूめて、ࣈࠇԽすることはݫしい。行のαϙートにより地Ҭ内
。Έに多くのϓϨーϠーをせていくことが؊要であったΈ、৽たな流のࠐきרをऀؔ

生ऀ࢈ɾߪೖऀͱのίϛϡχέʔγϣϯにΑΓ方のχʔζ͕Ϛον
ೖऀと生産ऀがઐ用のίϛϡχέーショߪ業ऀがେである。こうしたࣄೖऀは、ҿ৯ళなどのߪ

ンΞϓϦをհして、ෳの生産ऀからߪೖऀがબͿܗでจを行う。生産ऀにとってग़品はʮ品が
ଗい次第ʯでよく、ແཧなೲ期にԠじる必要もない。8e̱やిなどでίϛϡχέーションを
औることも可能であるため、ߪೖऀからのΦーμーにͮجくܗで生産ऀがग़品するέースもある。ྫ
えば、フライにして使うための੨いトマトがཉしいというϦΫΤストは一ൠの流通ではߟえͭかない
χーζといえる。この΄かにも、٧めାはいらないなどのࡉかなΦーμーにもରԠするなど、方向
でίϛϡχέーションをऔることで྆ऀにメϦοトのあるܗでαーϏスがఏڙされている。また、
ίϛϡχέーションを通じてѲできるߪೖऀからのԠは、生産ऀにとってもʮྭΈʯになっている。

やさいόスのシスςϜは、डൃを行う8eCαイト、流、流が同じϓラοトフΥーϜで一ମԽ
しているのが特である。ೲ品ॻɾٻॻのखଓきも、やさいόスのϓラοトフΥーϜ内で行われる
ため、ҿ৯ళなどのར用ऀメϦοトとしてཧίスト減が期待できる。一方で、スマートフΥン自
ମを࣋たないことから、ʮωοト上での品ొʯˠʮωοトからのडʯˠʮラベルをషって、ό
スఀに࣋っていくʯというग़品作業のϋーυルがߴい生産ऀもଘ在した。一度ചれると、こうした作
業खॱに׳れてもらえるが、生産ऀにʮൢചにͭながりやすいʯखॱをࢦಋすることも同ࣾのࣄと
してऔりんでいる。また、ࡌせるࣸਅによってചれ行きがେきくมわるので、ࣸਅࢦಋなどのӦ業
αϙートも生産ऀからಘたखྉऩೖをもとに行っている。
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͍͞όεのγεςϜΛࠃ֎に֦େ
੩Ԭݝに͓けるやさいόスのࣄ業がޭしたことをडけて、そのऔがଞݝにもがっている。

ݝはޫ؍がओ要な産業であるが、॓ധ先での৯ࣄにؔしては、৯ࡐに地がѻわれていないことが
がԻ಄をऔり、やさいόスݝ٬のຬ度がかった。そこで地産地ফをਪਐすべくޫ؍、Ҽでݪ
のシスςϜを活用して、ݝ内の生産ऀやϗςルなどのߪೖऀとをͭな͙しくΈをߏங中で、�0��
�݄ʙ ��݄には、দຊࢢ、Ԙ৲ࢢ、҆ಶܗࢁ、ࢢଜ、ேଜにܭ��か所のόスఀをઃஔして࣮ূ
にӡӦ๏人がઃཱされる方ݩ業を同ࣾがӡӦするのではなく、地ࣄ、ではݝを行った。ݧ࣮
向でٞڠ中である。

また、ҵݝでは、同ࣾ、ҵݝ、地ݩ৯品スーύーの̏ऀによるڠ業で、�0�0य़にやさいόス
のݧࢼӡ用を開࢝༧ఆである΄か、ਆಸݝでも同༷のࣄ業が࢝まるなど、औのがりを見せてい
る。

同ࣾでは、やさいόスのしくΈは、流シスςϜがະख़なΞジΞやΞフϦΧの開ൃ్上ࠃでも有
ޮとߟえている。そこで、やさいόスのڞ同ૹシスςϜにؔし、̏Ҏ内のւ֎ల開を見ਾえ、ཹ
ֶ生向けのインターンシοϓやւ֎からのࢹडけೖれにもऔりんでいる。
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業Ϗジωスの৽ை流にؔして、લड़のと͓り౦ݍ内֎で見られる��か所の先ਐྫࣄௐࠪを࣮ࢪ
した。これらのྫࣄに͓けるऔの特やのϙイントをநग़するとともに、՝にͭいてྨྫࣄ
。ຖにཧしたܕ

ೖࢀにࢢɿαϓϥΠϠʔܕྨྫࣄ

ՈͷχʔζΛ౿·ٕ͑ࣗࣾज़ΛϒϥογϡΞοϓ
ʢؔ࿈ྫࣄɿ  ᶃαεςΫϊɺᶄಉۀ࢈ɺᶅ౦ޫమɺᶆΨΦνϟΦΤϯδχΞϦϯάɺ
 ᶈζίʔγϟɺᶉχγϜిۀࢠʣ

家のࠔりごとにࣖをけ、ࢼ行ޡࡨをॏͶて品ɾαーϏス開ൃにऔりんだ݁Ռ、自ٕࣾज़の
ԡしചりではない現場で使えるٕज़にચ࿅し品Խにࢸっている。

また、౦ݍのྫࣄからは、ۙにいる生産ऀから開ൃのώントをಘたり、生産現場を࣮ূフΟー
ルυとして活用したりすることで、地Ҭの業ɾ作にدりఴったιϦϡーションのఏڙを可能に
している。

さらに、開ൃした品をଞ作のస用やࠀઇ等の地Ҭ༝来の՝ղܾにల開することで、品
のՁをߴめている。

ҟۀछ࿈ܞにΑΓཁૉٕज़ΛूԽ
ʢؔ࿈ྫࣄɿᶃαεςΫϊɺᶄಉۀ࢈ɺᶆΨΦνϟΦΤϯδχΞϦϯάɺᶈζίʔγϟʣ

ҟ業種࿈ܞ、産ֶ࿈͓ܞよび֎෦人ࡐのٕज़のརきにより、自ࣾのͭ࣋要ૉٕज़が৽しい品
にөされ、自ࣾ୯ಠではしಘないٕज़開ൃにࢸっている。

՝ͨ͑ݟかΒྫࣄ

ɾ　  ιϦϡʔγϣϯͷఏ͕ڙՄͳ農֎ۀاͱࠔΓ͝ͱΛͭ࣋農Ոͷग़ձ͍͕ݶఆతͰ͋Γɺ

ग़ձ͏ػձΛ૿͠ۀࣄԽͷ֬Λ্͛Δඞཁɻ

ɾ　  ҟۀछ࿈ܞʹΑΔ։ൃɺ͕ࣾݸΓಘΔωοτϫʔΫͷൣғ内ͰߦΘΕ͓ͯΓɺ

ͱͷ८Γ߹Θͤʹؔͯ͋͠Θͤͯ֬Λ্͛Δඞཁɻࡐదͳઐਓ࠷

ೖ1ࢀにݱ࢈ɿੜܕྨྫࣄ

ੜࢧऀ࢈ԉ

ΤϏσϯεにͮ͘جۀͷ࣮ફΛࢧԉ
ʢؔ࿈ྫࣄɿᶋHappy QualityɺᶎϑΝʔϜɺᶏεϚʔτϦϯΫւಓʣ

生産๏人にରし、ݧܦにཪ打ͪされたܦӦཧやՊֶ的なࠜڌにͮجくܦӦཧ、ൢചઓུ、՝
ղܾΞϓϩーν等、Ӧをਪਐする上で必要なノϋをఏڙしている。

ੜऀ࢈χʔζにݟ߹ͬͨαʔϏεఏڙ
ʢؔ࿈ྫࣄɿᶋHappy QualityɺᶍΦϓςΟϜɺᶎϑΝʔϜɺᶏεϚʔτϦϯΫւಓʣ

生産ऀがऔりΉべき՝をマーέοトχーζやܦӦ՝から分ੳɾཧしたうえで、そのղܾに
向け自ٕࣾज़ɾノϋを活かしたαーϏスఏڙや、生産ऀຖのঢ়گを౿まえたスマート業機ց等
の࣮にؔするίンαルςΟンάを行っている。

ᾉ ྫࣄͷ·ͱΊ

1　  ੜݱ࢈ʹࢀೖ͢Δۀاɺ͕ࣗࣾͭ࣋ɾαʔϏεΛ༻͍ͯੜऀ࢈Λࢧԉ͢ΔۀاͱɺࣗΒ͕ੜ࢈Λ͕͋ۀا͏ߦΔͨΊͦΕ
ͧΕ͚ͯࡌهɻ
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ࣗΒੜ࢈
߹ഓٕज़ͱٕࣗࣾज़ͷ༥Խͨࣜ͠ܗ
ʢؔ࿈ྫࣄɿᶇ̢̨̛̖2ɺᶊωΫεάϧʔϓɺᶌλΧϑδʣ

֎ا業が自ら生産を行う場߹、ベςラン家やઐ家からഓに必要なノϋのఏڙをडけ、
それをσータԽによりࣜܗԽすることで再現性を֬อし、҆ఆ生産を࣮現している。

上هにあたり、ຊ業でഓった交ٕज़やϩϘοトٕज़などをΈࠐΉことで、ΤωルΪーޮԽ
やলྗԽなどଞࣾとのڝ૪༏Ґ性をൃشしている。

पลՈͱͷڞੜɾൢ࿏ͷ։
ʢؔ࿈ྫࣄɿᶊωΫεάϧʔϓɺᶌλΧϑδʣ

マーέοトχーζをいͭͭ、पลにଘཱする生産๏人とのڞ生をਤるため、地Ҭのओྗ作とόο
ςΟンάしない作をબし、Έ分け可能なൢ࿏を֬อしている。

՝ͨ͑ݟかΒྫࣄ

ɾ　  農֎͕ۀاఏ͢ڙΔɾαʔϏεͷ׆༻͕ಛఆͷҬɺ農ՈͳͲہॴతͳൣғʹࢭ·ͬ

͍ͯΔ͜ͱΛ౿·͑ͨɺීٴɾ֦大ͷͨΊͷରԠɻ

ɾ　  ੜݱ࢈ʹ͓͚Δن֦大ੜੑ࢈ͷ্ΛਐΊΔ্ͰඞཁͱͳΔɺ農ͷूԽɾ大ن

Խͱ͍ͬͨะඋʹؔ͢Δऔɻ

ɿྲྀ௨ɾൢചにؔする৽ͨなऔܕྨྫࣄ

ੜऀ࢈ɾফඅऀͷإͷ͑ݟるؔߏங
ʢؔ࿈ྫࣄɿᶐϙέοτϚϧγΣɺᶓ͍͞όεʣ

生産ऀとফඅऀをϓラοトフΥーϜ上でհし、生産ऀはফඅऀχーζにదしたഓやൢചઓུを
ల開し、ফඅऀは生産ऀμイϨΫトにχーζをえるといった方向ίϛϡχέーションを可能と
することで、إの見えるؔをߏஙしている。

ϑʔυόϦϡʔνΣʔϯʢҰମతな৯ࢢʣΛҙࣝͨ͠Έͷߏங
ʢؔ࿈ྫࣄɿᶐϙέοτϚϧγΣɺᶑϚΫλΞϝχςΟɺᶒϑΝʔϜɾΞϥΠΞϯεɾϚωδϝϯτɺᶓ͍͞όεʣ

৯χーζの多༷ԽにରԠし、େن流通にらない産を多品種少ྔで流通させるΈから、
େن流通シスςϜに͓ける生産ऀからফඅऀにಧくまでの҆શɾ҆৺を担อするためのΈ作り
まで、流通のنのେখをわͣ、生産ऀからফඅऀにಧくまでの一࿈の流れを意ࣝしたΈをߏ
ஙしている。

流にؔし、生産ऀ、流通ࣄ業ऀ、ফඅऀ等が一ఆఔ度品の༌ૹにؔ༩するといったこれまでの
流通とはҟなるܗでωοトϫーΫをߏஙすることにより、༌ૹルートを最దԽし流通શମにかかるί
ストの減をਤっている。

՝ͨ͑ݟかΒྫࣄ

ɾ　  ৯χʔζͷଟ༷ԽͳͲফඅऀҙࣝͷߴ·ΓʹରԠͭͭ͠ɺੜऀ࢈ͱফඅऀʹͱͬͯɺΑΓ

རศੑͷ͍ߴϓϥοτϑΥʔϜΛߏங͢Δඞཁɻ

ɾ　  খϩοτ·ͨΤϦΞݶఆతʹͳΓ͕ͪͰɺ༏ΕͨϏδωεϞσϧͰ͋ͬͯຽؒۀا୯

ಠͰͷऔʹݶք͕͋Δ͜ͱΛ౿·͑ͨۀࣄαϙʔτɻ

2　̢̨̛̖ʮܕྨྫࣄɿαϓϥΠϠʔࢢʹࢀೖʯͰ͋Δ͕ɺຊಛ͕֘͢ΔͨΊࡌهɻ
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担いखෆのղফに向け、৽たに業分にઓする人ࡐのबにରする意ࣝやෆ҆をఆྔ的に
Ѳし、こうした人ࡐが業Ϗジωスで活༂する機会をग़ならびに֦େするためにԿがٻめられるか
をݕ౼するため、Ξンέートௐࠪを࣮ࢪした。

ௐࠪର

ʯのֶ生��0໊。ΞάϦイノベーߍ会ࣾマイフΝーϜがӡӦするʮΞάϦイノベーションେֶࣜג
ションେֶߍは、ࣄをଓけながらिをར用して業をֶびたいࣾ会人向けの業スΫールであり、
बにରしてؔ৺を࣋った人ࡐがूまっている。

ௐࠪํ๏

マイフΝーϜௐࠪྗڠをґཔし、ΞάϦイノベーションେֶߍのֶ生をରに࣮ࢪ。ճ方๏は、
ઐ用の8eCαイトでのճ、またはされたௐࠪථにهೖしたものをマイフΝーϜにてճऩ、౦
活性Խ研究ηンターฦૹ。
ௐࠪ期間ɿ�0����݄��ʢʣʙ ��݄��ʢ݄ʣ
ճɹɿ���通

Ξϯέʔτௐࠪ4

ᾇ ௐࠪ֓ཁ

ΞάϦΠϊϕʔγϣϯେֶߍͷWebαΠτ

https://myfarm.co.jp/aic.html
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Ոۀͷख͍ظΞϧόΠτͰͷݧܦ͋Δ����

ੑผ

ঁੑ
15.9%

உੑ
83.2%

ແճ
0.9%

ྸ

30ʙ ࡀ39
17.7%

40ʙ ࡀ49
35.4%

50ʙ ࡀ59
32.7%

ʙࡀ60
11.5%

20ʙ ࡀ29
2.7%

ग़
ؔ౦ɾߕ৴   

54.0%

౦ւɾ   
4.4%

ؔ
24.8%

தࠃɾࠃ࢛
8.0%

भɾԭೄ   
3.5%

ւಓ
1.8% ౦ɾ৽ׁ

3.5%

࣮Ո͕
Ո͔൱͔

ؚΊͯ農ۀ
ͱؔΘΓ͕ͳ͍

56.6%

農Ոग़Ͱ͋Δ
20.4%

྆農ՈͰ
ͳ͍͕͕
農ՈͰ͋Δ

13.3%

͍ۙ͠ʹ
農Ո͕͍Δ

9.7%

αʔϏεۀ
ʢ農ؔۀ࿈ۀاΛআ͘ʣ

23.0%
ʢ農ؔۀ࿈ۀاΛআ͘ʣ ৬ݱ

ެһ
2.7%

ҩྍɾࢱ
6.2% ۚ༥ɾอݥɾ

ෆಈۀ࢈
12.4%

Էചɾখചۀ
7.1%

ӡ༌ɾ
ใ௨৴ۀ

12.4%

৯
3.5%

ۀ
ʢ農ؔۀ࿈ۀا
͓Αͼ৯Λআ͘ʣ

13.3%

ۀઃݐ
1.8%

農ؔۀ࿈ۀاʢ農ػۀցɾࡐࢿɺ
ɾੳɺίϯαϧʣࠪݕ

0.9%

農ۀ
5.3%

ͦͷଞ
11.5%

ݧܦۀ

Ոۀͷ手͍
ظΞϧόΠτͰͷ
͋Δݧܦ
21.2%

͋Δ
7.1%

ͳ͍
71.7%

̽ʹ113 ̽ʹ113

̽ʹ113 ̽ʹ113

̽ʹ113 ̽ʹ113

ճऀͷଐੑ
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̍ɿ͋な͕ͨۀにڵຯΛͨͬ࣋ཧ༝ԿͰ͢か
業にڵຯを࣋ったཧ༝は、ʮ৯を通じたࣾ会ݙߩができるʯが5�.�ˋ、ʮ地Ҭの活性Խにݙߩできるʯ

が5�.�ˋで多く、ҎԼ、ʮ会の૽をれたゆとりのある生活がग़来るʯが��.�ˋ、ʮ自然や動と
৮れ߹えるʯが��.�ˋでଓいている。

ࣾ会ݙߩや地Ҭ活性Խのݙߩといった業のࣾ会的意義をධՁしている人や、ゆとりあるらし
や自然との৮れ߹いといったଜ生活のあこがれをͭ࣋人が多いことがわかる。

ᾈ Ξϯέʔτ݁Ռ

ʢˋʣ

˞ෳճ

n=113

0 10 20 30 40 50 60

ͦͷଞ

ٕज़ֵ৽͕ظ͞ΕΔͰ͋Δ

農ۀΓํ࣍ୈͰ͔Δ

ՈؒͱҰॹʹ͕ࣄͰ͖Δ

ࣗΒܦӦͷࡃΛৼΕΔ

ಌΕ͍ͯΔʹ׆ͷੜࣗڅࣗ

ࣗࣗͷʹ͕ܨΔ

ࣗવಈͱ৮Ε߹͑Δ

ձͷ૽ΛΕͨΏͱΓͷ͋Δੜ͕׆ग़དྷΔ

Ҭͷੑ׆ԽʹݙߩͰ͖Δ

৯Λ௨ͨࣾ͡ձ͕ݙߩͰ͖Δ

8.8 

21.2 

26.5 

28.3 

35.4 

37.2 

37.2 

41.6 

43.4 

53.1 

56.6 

ۀにڵຯΛͨͬ࣋ཧ༝
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̎ɿ͋な͕ͨؔ৺Λͬ࣋て͍Δۀにؔ࿈͢ΔςʔϚԿͰ͢か
ؔ৺を࣋っている業のςーマは、ʮ有機業ʯが5�.�ˋ、ʮ৯を通じた地Ҭ活性Խʯが5�.�ˋ、ʮ作

の品質向上ʯが��.�ˋ、ʮ॥ܕ業ʯが��.�ˋ、ʮଜڥのอશɾଜࣾ会のଘଓʯが��.�ˋ、ʮ৯
ྐ自څの向上ʯが��.5ˋのॱになっている。

業にڵຯを࣋ったཧ༝と同༷に、ؔ৺を࣋っているςーマにͭいても業のࣾ会的意義をߴめる
ためのςーマや、業やଜࣾ会が๊える՝のղܾにݙߩしたいとߟえている人が多い。

ʢˋʣ

˞ෳճ

n=113

0 10 20 �0 40 �0 60

ͦͷଞ

৯ͷάϩʔόϧԽ

Ӧཧܦ

農࢈Ճ

ྲྀ௨ֵ৽ʢωοτൢചʣ

ಇ͖ํվֵʢ࿑ಇݮؒ࣌ɾ༗ٳڅՋऔಘʣ

ϒϥϯσΟϯά

ۀ農ޫ؍

AIɾIoTͷ׆༻

ੜޮ࢈ͷ্

৯ྐࣗڅͷ্

農ଜڥͷอશɾ農ଜࣾձͷଘଓ

॥ܕ農ۀ

্ͷ࣭࡞

৯Λ௨ͨ͡Ҭੑ׆Խ

༗ػ農ۀ

3.5 

13.3 

16.8 

17.7 

19.5 

20.4 

22.1 

28.3 

32.7 

35.4 

42.5 

43.4 

47.8 

49.6 

53.1 

54.9 

ؔ৺Λͭ࣋ؔۀ࿈ͷςʔϚ
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̏ɿ͋なͨのকདྷのرਐ࿏ʢۀͱのؔΘΓʣ࣍の͏ͪͲΕ͕࠷͍ۙͰ͢か
ʮݸ人家としてಠཱबしたいʯが��.�ˋで最も多く、ҎԼ、ʮ自څ的な業やझຯのൣғで業

をしたいʯが��.�ˋ、ʮ業๏人をى業したいʯが�5.0ˋ、ʮ家業をࢧ、͙ܧえるܗで業に従ࣄしたいʯ
が��.�ˋでଓいた。
ʮݸ人家としてಠཱबしたいʯ、ʮ業๏人をى業したいʯ、ʮ家業をࢧ、͙ܧえるܗで業に従

Ӧऀとして業ܦで業Ϗジωスのܗঝのܧ業ࣄ、業ىしたいʯを߹わせるとҎ上が、ಠཱやࣄ
にؔわっていくことをࢤ向しているといえ、業ܦӦにରするߴいؔ৺がೝめられる。

কདྷͷرਐ࿏

ͦͷଞ
0.9%

ۀతͳ農څࣗ
झຯͷൣғͰ
農ۀΛ͍ͨ͠

21.2%
Λଓ͚ͳ͕Βࣄͷࡏݱ
෭ۀతʹ農ۀ๏ਓͷ
һͱͯ͠ۀै
農͍ͨ͠ࣄैʹۀ

8.0%

農ؔۀ࿈ۀاͷ
һͱͯ͠ಇ͖͍ͨۀै

1.8%

農ؔۀ࿈ۀاͰ
͍ͨ͠ۀى

8.0% 農ۀ๏ਓͷैۀһͱͯ͠
農͍ͨ͠ࣄैʹۀ

8.8%

農ۀ๏ਓΛ
͍ͨ͠ۀى

15.0%

ՈۀΛ͙ܧɺ
ͰܗΔ͑ࢧ
農ࣄैʹۀ
͍ͨ͠
12.4%

ਓ農Ոͱͯ͠ݸ
ಠཱब農͍ͨ͠

23.9%

n=113

3-1ɺ3-2ɺ̏Ͱʮ農ۀ๏ਓͷैۀһͱͯ͠農͍ͨ͠ࣄैʹۀɺ農ؔۀ࿈ۀاͷ
һͱͯ͠ۀ๏ਓͷैۀతʹ農ۀΛଓ͚ͳ͕Β෭ࣄͷࡏݱһͱͯ͠ಇ͖͍ͨɺۀै
農͍ͨ͠ࣄैʹۀʯͱճͨ͠ਓͷݶఆ࣭
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̏ʵ̍ɿۀのैࣄΛ্͢ࢦͰɺͲのΑ͏なΛॏ͠ࢹ·͢か
ʮۈ務地ʯをॏࢹするというճが��.�ˋでಥग़して多い。次いでʮܦӦऀのϏジョンɾ人ฑʯが

5�.�ˋ、ʮ࿑ಇ時間ɾٳ暇੍度ʯが5�.�ˋのॱとなっている。
すࢹӦऀのϏジョンɾ人ฑをॏܦ、にしͭͭもؾ暇੍度といった࿑ಇ݅をٳ務地や࿑ಇ時間ɾۈ

るあたりに、業Ϗジωスにରする自らのՁ؍をͪ࣋、それが࣮ફ可能な場かどうかをॏ要ࢹして
いることがうかがえる。

ʢˋʣ

˞ෳճ

n=21

0 10 20 �0 40 �0 60 �0 80

ٕज़ɾεΩϧΛੜ͔ͤΔ͔

ਓࡐҭ੍ʢ֨ࢿऔಘΛؚΉʣ

Ӧͷ݈શੑܦ

৽͍͠ܦӦϞσϧʢۀ࢈࣍Խɺ༌ग़ଅਐͳͲʣల։ͷ༗ແ

༩ɾརްੜڅ

৽͍ٕ͠ज़ʢεϚʔτ農ۀͳͲʣಋೖͷ༗ແ

࡞

࿑ಇؒ࣌ɾٳՋ੍

ӦऀͷϏδϣϯɾਓฑܦ

ۈ

14.3 

19.0 

23.8 

28.6 

28.6 

33.3 

38.1 

52.4 

57.1 

76.2 

ۀにैࣄするに͋ͨͬͯॏࢹする

̏ʵ̎ɿब৬رઌʢۀ๏ਓɾؔۀ࿈ۀاʣのใΛͲのΑ͏に͠てೖख͠·͢か
बر先にؔするใೖखの方๏としては、ʮबフΣΞなどのイベントʯが��.�ˋでಥग़して

多く、次いでʮ自࣏ମ等のबࢧԉใʯ、ʮຽ間のब活αイトʯが��.�ˋとなっている。
。的なใよりもイベントを通じてにすることでใをऩूしようという意ཉがうかがえるࣜܗ

ʢˋʣ

˞ෳճ

n=21

0 10 20 �0 40 �0 60 �0 80

৽ฉࢽࡶͷࣄه

Ո༑ਓ͔Βͷใ

ϋϩʔϫʔΫ

ઐՈʹΑΔใൃ৴

๏ਓࣗͷใൃ৴

ຽؒͷब׆αΠτ

ԉใࢧମͷब農࣏ࣗ

ब農ϑΣΞͳͲͷΠϕϯτ

9.5 

14.3 

19.0 

19.0 

28.6 

38.1 

38.1 

76.2 

ब৬رઌใͷೖख方๏
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̐ɿ͋な͕ͨޙࠓɺۀにै͢ࣄΔ߹にෆ҆ͱなΔ͜ͱԿͰ͢か
業に従ࣄする場߹のෆ҆では、ʮ自のٕज़やスキルのෆʯが��.�ˋで最も多く、ҎԼ、ʮൢ࿏

の֬อʯ、ʮऩೖ໘ʯ、ʮ自のܦӦノϋのෆʯといったऩೖや業ܦӦにؔするճが50ˋで
ଓいている。またʮ地の֬อʯやʮ自然ࡂや्ʯのෆ҆もある。

0 20 40 60 80 100

ෆ҆ͳ͍

ͦͷଞ

༌ೖ農࢈ͷ૿Ճ

৬ͷਓؒؔ

ՈͳͲपғͷཧղ͕ಘΒΕͳ͍

ੜऀ࢈ͱͷίϛϡχέʔγϣϯ

ํɾதؒࢁͰͷੜ׆

ࣗͷମྗෆ

ձͷෆػमݚ

దੑʢଓ͖͢Δ͔ʣ

૬ஊ૬手ͷෆ

農ଜίϛϡχςΟͱͷؔ

ӡసۚࢿͷ֬อ

ઃඋۚࢿͷ֬อ

ࣗવࡂ्

農ͷ֬อ

ࣗͷܦӦϊϋͷෆ

ऩೖ໘

ൢ࿏ͷ֬อ

ࣗͷٕज़εΩϧͷෆ

0.0 

0.9 

8.0 

10.6 

11.5 

12.4 

15.0 

23.9 

24.8 

28.3 

31.9 

33.6 

33.6 

40.7 

42.5 

50.4 

51.3 

54.9 

59.3 

82.3 

ʢˋʣ

˞ෳճ

n=113

ۀにैࣄするに͋ͨͬͯͷෆ҆
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�ʢক来のرਐ࿏ʣでʮݸ人家としてಠཱबしたいʯʮ業๏人をى業したいʯとճした
人とそれҎ֎に分けて、業に従ࣄする場߹のෆ҆にͭいてΫϩスूܭをかけたところ、ʮ自のٕ
ज़やスキルのෆʯはࠩがなかったのにରし、ʮ自のܦӦノϋのෆʯʮ地の֬อʯʮൢ࿏の
֬อʯに͓いては、ಠཱबやى業ࢤ向の人に͓いてෆ҆を感じているׂ߹がߴかった。ಠཱやى業
をࢤ向するがゆえのෆ҆がେきいことがೝめられる。

Ҏ֎　(N=69)ه্

˞ෳճ

ਓ農Ոͱͯ͠ಠཱब農͍ͨ͠ɾݸ
農ۀ๏ਓΛ͍ͨ͠ۀى　(N=44)

0 20 40 60 80 100

ෆ҆ͳ͍

ͦͷଞ

ՈͳͲपғͷཧղ͕ಘΒΕͳ͍

దੑʢଓ͖͢Δ͔ʣ

ऩೖ໘

৬ͷਓؒؔ

ੜऀ࢈ͱͷίϛϡχέʔγϣϯ

農ଜίϛϡχςΟͱͷؔ

ํɾதؒࢁͰͷੜ׆

ࣗવࡂ्

༌ೖ農࢈ͷ૿Ճ

ൢ࿏ͷ֬อ

農ͷ֬อ

ӡసۚࢿͷ֬อ

ઃඋۚࢿͷ֬อ

ࣗͷମྗෆ

ձͷෆػमݚ

૬ஊ૬手ͷෆ

ࣗͷܦӦϊϋͷෆ

ࣗͷٕज़εΩϧͷෆ
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15.9 

27.3 
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43.2 

15.9 
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4.5 
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52.3 

20.5 
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84.1 

0.0 
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8.7 
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ʢˋʣ

̏ʢকདྷͷرਐ࿏ʣͱͷΫϩεूܭ
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̑ɿ͋な͕ͨޙࠓɺۀにܞΘΔなかͰൃ͍ͨ͠شεΩϧԿͰ͢か
Ӧཧʯܦしたいスキルとしては、ʮ業ٕज़ʯが��.�ˋで最も多く、ʮشわる中でൃܞ業に、ޙࠓ

が�0.�ˋでଓいている。この΄か、ʮITɾใシスςϜʯやʮൢച流通ʯのスキルを活かしたいとい
う意見も見られた。

ΞάϦイノベーションେֶߍで現在ֶんでいることと、現職ʢલ職ʣでのݧܦを業ܦӦに活かし
たいとߟえている༷ࢠがうかがえる。

ʢˋʣ

˞ෳճ

n=113

0 5 10 15 20 25 30 35 40

ಛʹͳ͠

ͦͷଞ

Խ学

ෆಈ࢈

ஙɾݐ

ɾ௨৴ؾి

σβΠϯ

ڥ

ϒϥϯσΟϯά

ൢചྲྀ௨

ITɾใγεςϜ

Ӧཧܦ

農ٕۀज़

25.7 
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3.5

5.3 

5.3 

5.3 

8.0 

13.3 

14.2 

20.4 

22.1 

30.1 

38.1 

εΩϧ͍ͨ͠شൃޙࠓ
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ʮΞάϦイノベーションେֶߍʯのֶ生をରにしたΞンέートから、業Ϗジωスの৽ை流を担
うことが期待される人ࡐのबにରする意ࣝやෆ҆を分ੳした。݁ՌのϙイントはҎԼにまとめられ
る。

ɾɹ  बرऀの業にରするؔ৺を࣋ったきっかけは、৯を通じたࣾ会ݙߩや地Ҭ活性Խのߩ
。くධՁしている人が多いߴがେをめて͓り、業のࣾ会的な意義をݙ

ɾɹ  したがって、ؔ৺のある業のςーマも、有機業や॥ܕ業といったڥ負ՙのい業
や৯を通じた地Ҭ活性Խ、ଜڥのอଘɾଜࣾ会のଘଓ、৯ྐ自څの向上といったࣾ会
的な意義をٻする意ࣝが強い。

ɾɹ  ক来のرਐ࿏や業とのؔわりにରしてはಠཱɾى業意ࣝがߴく、それͧれのࢤする分
で上هのؔ৺のあるྖҬにؔわりたい༷ࢠがうかがえる。

ɾɹ  業๏人や業ؔ࿈ا業の従業һとして従ࣄしたい人のは多くなかったが、൴らがॏࢹする
߲では、ۈ務地に次͙߲で、ܦӦऀのϏジョンɾ人ฑが上がって͓り、こうしたところから、
自らのՁ؍をͪ࣋それが࣮ફ可能な場かどうかをॏ要ࢹしていることがうかがえる。

ɾɹ  業に従ࣄする上でのෆ҆にؔしては、自のٕज़やスキルのෆをあ͛るճが最も多く、
業にؔするスキルをさらにߴめたいとする意ࣝがうかがえる。それҎ֎では地の֬อやൢ
࿏の֬อといったࣄ業に݁するෆ҆が上Ґをめて͓り、業ܦӦを۩ମ的にߟえている༷
。でより強いࡐい人ߴ業意ཉのى向は、ಠཱबやがうかがえる。そのࢠ

ɾɹ  ޙࠓの業のؔわりでൃشしたいスキルでは、業ٕज़がトοϓであったが、ܦӦཧや
ITɾใシスςϜ、ൢച流通、ϒランσΟンάなど、֤人のҟ業種の現職でഓったݧܦやେֶ
。でֶんだスキルを業に活かしたいとする意向が見てऔれるߍ

૯ମとして、ࠓճのΞンέートରとした人ࡐは、業のࣾ会的意義をߴくධՁするとともに、
業分Ҏ֎もؚめた自のݧܦやスキルを業Ϗジωスに活かしていきたいという意ཉを࣋っている
とݴえる。

このような意ཉを࣋って業分のࢀೖをࢦす人ࡐは、৽しいタイϓの人ࡐであるとධՁでき、
業Ϗジωスの৽ை流をՃさせるためにも、こうした人ࡐの֬อɾҭがٻめられる。

ᾉ Ξϯέʔτௐࠪͷ·ͱΊ
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業がϏジωスνϟا֎ଘの生産ऀの՝ྖҬにؔしط、നॻ第ᶘ෦ではࡁܦ会ࣾݍ度の౦ࠓ
ンスを見ग़してࢀೖする৽たな動きをʮ業Ϗジωスの৽ை流ʯとଊえ、先ਐྫࣄや৽たなϏジωス
にରԠする人ࡐにؔする࣮ଶѲをࢼΈた。

。ௐࠪから見ग़されるϙイントは、ҎԼのようにཧされるྫࣄ

ɹɹɾɹ  ֎ا業が、生産ऀが๊える՝にணし、自ࣾのٕͭ࣋ज़やノϋを活かして業Ϗジ
ωスのにࢿする৽たな品やαーϏスをしている

ɹɹɾɹ  そのにあたっては、生産ऀの՝やχーζに向き߹うことで、現場でʮ使えるʯ品質に
Ήことで、これまでの業Ϗࠐɾ見をΈࡐや֎෦の人ܞめている΄か、ҟ業種との࿈ߴ
ジωスには見られなかった৽たなՁをしている

ɹɹɾɹ  業の生産現場や産流通の՝をղܾするためのΈを作りग़すことで、業にؔわ
るϓϨーϠーを૿やし、ՃՁや生産性をߴめるなど、業Ϗジωスのに向けた॥
を生Έग़そうとしている

Ξンέートௐࠪからは、৽たな業Ϗジωスの担いखとして期待される人ࡐは業のࣾ会的意義を
やスキルを業Ϗジωスに活かしていきたいという強い意ཉをݧܦくධՁするとともに、自のߴ
ೖをࢀ、ͪ࣋いؔ৺をߴが業にରしてࡐっていることがわかった。こうした৽しいタイϓの人࣋
。していることは、業Ϗジωスの৽ை流をՃさせる動きとしてされるࢦ

上هのような業Ϗジωスにؔする動きが活ൃԽすれば、֎ا業がఏڙする品ɾαーϏスが、
生産ऀに͓ける՝ղܾの有ޮなखஈとして普ٴɾ֦େし、Ҏって業の産業Խにد༩すること
が期待される。

そのためには、業Ϗジωスにؔ༩するさま͟まなओମが૿えるとともに、これら品ɾαーϏス
をϢーβーである生産ऀや৽たに業をࢦす人ࡐがੵۃ的にऔりࠐΈ使いこなしていく࢟がまれ
る。

上هの࢟を࣮現するためのڥඋにͭいて、ҎԼの؍でఏݴをऔりまとめた。次ϖージҎ߱で
。をड़べるࡉৄ

˓֎ۀاͱੜऀ࢈ʹ͓͚Δҙࣝվֵͱߦಈ

˓ۀϏδωεͷԽʹج͚ͨ൫උαϙʔτମ੍ͷॆ࣮Խ

˓ۀϏδωεͷ৽ைྲྀʹରԠͨ͠ਓࡐͷ֬อɾҭ

ఏ̑ݴ
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˓֎ۀاͱ生ऀ࢈に͓けΔҙࣝվֵͱߦಈ
業分の強Խに向け、ࠃはさま͟まな業種に͓けるຽ間ࣄ業ऀの業分のࢀೖをଅすڥ

උをਐめている。業がۙにある౦ݍでは、֎ا業にとってのϏジωスνϟンスが多くଘ在し
ているとߟえられ、こうした機会を活かして֎ا業のੵۃ的なࢀೖがଅされ、生Έग़される品ɾ
αーϏスの現場普ٴɾ֦େがਐΉことで、生産性やՃՁの向上による業のڝ૪ྗ強Խが期待さ
れる。

その࣮現のためには、業Ϗジωスにؔわるさま͟まなओମの意ࣝ改ֵとそれにͮجく行動がٻめ
られる。

֎ۀا
ɾɹ  業Ϗジωスの৽ை流に見られるような、業にؔ࿈するࣾ会՝をؚΉॾ՝のղܾに向け

た動きをϏジωスνϟンスとしてଊえ、֎ا業は自ࣾがఏڙ可能なιϦϡーションをࡧす
ること等により、業分にੵۃ的にؔわりを࣋てるׂを再֬ೝすることがॏ要である。

ɾɹ  そのうえで、֎ا業は家の՝に向き߹い、Ϣーβーである生産ऀのࢹにཱった品ɾαー
Ϗスの開ൃをਐめ、Ϣーβーにରし۩ମ的な࣮の࢟とメϦοトをࣔすことがٻめられる。

ੜऀ࢈
ɾɹ  生産ऀは、自らのܦӦスタイルを見ͭめし、生産やൢച流通にؔする՝をѲするとともに、

その՝にରԠする֎ا業がఏڙする৽たな品ɾαーϏスにؔする有ޮ性のཧղにめる
ことがॏ要である。

ɾɹ  そのうえで、֎ا業がఏڙするスマート業ٕज़をؚめたෳある品ɾαーϏスの中から、
生産ऀ自がࢦす業の࣮現やࡁܦ߹ཧ性の؍で、࣮ɾར用すべきものをऔࣺબし࣮
していくことがٻめられる。

このような֎ا業、生産ऀ方の意ࣝ改ֵと行動を通じ、֎ا業の業分のࢀೖଅਐ、͓
よび生産ऀに͓ける৽たな品ɾαーϏスのར用֦େが期待される。
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˓ۀϏδωεのԽに向けͨج൫උαϙʔτମ੍のॆ実Խ
先ड़した業Ϗジωスの৽ை流に৽たなϓϨーϠーがࢀೖし、これらのا業や人ࡐがͭ࣋ノϋ

やスキルを業にऔりೖれることで、৽たな品ɾαーϏスの開ൃやٕज़ֵ৽がଅਐされるなど、
業ϏジωスのԽにͭながることが期待される。

このऔを࣮֬にするため、業分に͓けるʮαϓライϠーࢢ場ʯʮ生産現場ʯʮ流通ఔʯの֤
分に͓いてϋーυɾιフト໘のඋがٻめられる。

αϓϥΠϠʔࢢ
ɾɹ  ྫࣄでは、՝を๊える家とそのղܾに向けた要ૉٕज़をاͭ࣋業がग़会い、ࣾݸのྗで

可能なൣғ内の࿈ܞもしながらٕज़開ൃをਐめ、品Խにࢸっているέースを見て来た。
ɾɹ  ޙࠓこうしたマονンάɾ࿈ܞの機会やそのޙのࣄ業Խまでの動きをଅਐɾαϙートするため

には、産ֶ࿈ܞ等によるϓラοトフΥーϜߏஙやίーσΟωート機能の強Խをਐめ、Φーϓ
ンイノベーションによる֎ا業の業Ϗジωスにかかる開ൃڥをえていくことがٻめら
れる。

ɾɹ  特に、業Ϗジωスに͓ける業種やઐ分のをえた࿈ܞがॏ要となる中にあっては、こ
れらの࿈ܞがߴいύフΥーマンスをൃشできるようにίーσΟωートするʮརきྗʯがॏ要
性を૿す。最先端ɾ次世代ٕज़にこだわらない現場で使えるٕज़のൃ۷と開ൃをਪਐし、֎
。ることがॏ要である͛ೖ機会をࢀ業の業Ϗジωスのا

ɾɹ  上هϓラοトフΥーϜのྫߟࢀとしては、ւಓେֶϩόストྛਫ産ࡍࠃֶ࿈ܞ研究ڭҭ
Ճし、研究χーζࢀ業、家がاのऔにあるように、େֶやެ的研究機ؔ、行、ຽ間ڌ
とࣄ業χーζのマονンάを行い、෯い分での研究の見をదࡐద所でΈ߹わせること
により、ߴいύフΥーマンスをൃشさせるମ੍ɾ機能があるが、このようなମ੍ɾ機能を౦
。わせることがまれる߹ͪ࣋に͓いてもݍ

ੜݱ࢈
ɾɹ  զがࠃの業では、େن家が૿えͭͭあることを֬ೝしたが、生産性のߴい作業のਪਐ

に向け、ࠃによる地のूੵɾूԽやେ۠ըԽをਪਐのためのࢧԉがਐめられているところ
である。

ɾɹ  そのような中、࡛ݝۄӋ生ࢢの業ஂ地のように、自࣏ମがେنඋした地を用意するこ
とで生産๏人や֎ا業のࢀೖをଅし、一ଳでࣄ業シφジーを生Έग़していく動きもىこって
͓り、౦ݍでも同༷のج൫උに向けたݕ౼がまれる。

ɾɹ  な͓、֎ا業が生産現場にࢀೖする場߹、ൢ࿏֬อがॏ要な՝となるが、طにൢ࿏をͭ࣋
ଶのར活用がその一ॿとなܗఔʯに͓ける多༷な流通ड़のʮ流通ޙ、の΄かܞ業ऀとの࿈ࣄ
ることもߟえられる。

ྲྀ௨ఔ
ɾɹ  ྫࣄでは、৯χーζの多༷Խをଊえた৽たな流通のΈにؔするऔを見てきた。ߴՃՁ

品や৯の҆શ҆৺に৽たなࢢ場を見ग़し、৯ຯを見えるԽする΄か、生産ऀとのإの見える
業ऀは、生産ऀɾফඅऀのࣄஙやトϨーαϏϦςΟ強Խなどにऔりんでいる。これらߏؔ
間にཱって྆ऀのधڅやڞ通するՁ؍をհする৽しいϏジωスϞσルであるが、こうした
Ճする生産ऀを૿やし、産地ϦϨー等による通҆ఆௐୡや品のόࢀなる֦େにはߋ場のࢢ
ϦΤーションを૿やすことなどにより、ফඅऀにとってັྗあるϓラοトフΥーϜをߏஙする
ことがॏ要とߟえられる。

ɾɹ  その一方で、最ऴ的に՝となるのが流ίストの੍であるが、このにؔしてもྫࣄから、
地Ҭ内ؔऀのと࿈ܞにより流の߹ཧԽをୡしている৽たな流通のΈを֬ೝでき
た。る流ίスト減にؔするࣄ業のཱ上͛には、多くのؔऀのཧղをಘる必要があるが、
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ຽ間ا業のऔにはݶ界もあることを౿まえ、自࣏ମ等による֘ࣄ業のスタートΞοϓࢧԉ
にؔ༩する࢟がまれる。また、このような৽たな流のΈが、地Ҭ内流の種々の՝
ղܾのώントとしてଊえられ、同༷のऔが౦ݍでもల開されることがまれる。

˓ۀϏδωεの৽ைྲྀにରԠͨ͠ਓࡐの֬อɾҭ
Ξンέートௐࠪ݁Ռに見られるように、ࣾ会ݙߩや地Ҭ活性Խといったߴい意ࣝを࣋って業に

ઓする৽たな人ࡐの特として、現職での業Ҏ֎のスキルを業に活かすことで、৽たなՁを
することをࢤ向していることがࢦఠできる。

৽たなՁによる業の活性Խに向け、このような人ࡐを౦ݍに͓ける業Ϗジωスの৽ை
流にରԠした中֩的な担いखとしてੵۃ的にটきೖれ、活༂できるڥをえる࢟がٻめられる。

৽たな人ࡐをडけೖれていくࡍには、ҎԼのऔが必要になるとߟえられる。
ɹɾɹ  डけೖれا業や地Ҭが、業を通じて࣮現したいࣾ会ݙߩや地Ҭ活性Խの࢟をੵۃ的にࣔし、

業にઓする৽たな人ࡐにૌٻしていくऔ。
ɹɾɹ  ຊ業でഓわれたスキル等を活かした෭業ʢෳ業ʣにより活༂する人ࡐが૿えている中にあっ

ては、作業現場での活༂Ҏ֎にも、ITɾใやマーέςΟンά等の֤種スキルൃشの࢟を
ఏࣔし、࣮ࡍに活༂ग़来る場のఏڙ。

ɹɾɹ  बにࡍしෆ҆を๊えるൢ࿏ɾ地֬อ等の業にؔするෆ҆ղফに向けたࢧԉと、地Ҭ֎
からҠॅしてくるέースにରԠし、普ஈの生活໘もؚめたෆ҆のղফに向けた地Ҭ一ମと
なったαϙートの࣮ࢪ。

また業にରしては、ࣾ会՝や地Ҭ՝のղܾにݙߩしたいとߟえるߴいࢤを࣋った人ࡐがજ在
的にଘ在しているとߟえられる。こうした人ࡐを౦ݍでൃ۷し、ҭてていくこともॏ要とߟえられ
る。



第
Ⅰ
部 

東
北
圏
に
お
け
る
社
会
経
済
の
現
状
と
今
年
の
変
化

ୈ
Ⅱ
෦ 

農
業
Ϗ
δ
ω
ス
の
৽
ை
ྲྀ

第
Ⅲ
部 

資
料
編

184

̍ɽ͋な͕ͨۀにڵຯΛͨͬ࣋ཧ༝ԿͰすかʢͯ·Δͷͯ͢ʹ˓ʣ

̍ɽ業はやり方次第でかる   ̎ɽ自らܦӦのࡃをৼれる
̏ɽ自分自のにܨがる   ̐ɽٕज़ֵ৽が期待される分である
̑ɽ৯を通じたࣾ会ݙߩができる   ̒ɽ地Ҭの活性Խにݙߩできる
̓ɽ会の૽をれたゆとりのある生活がग़来る ̔ɽ自然や動と৮れ߹える
̕ɽ家族や間と一ॹにࣄができる  �0ɽ自څ自の生活にಌれている
��ɽそのଞʢɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹʣ

̎ɽ͋な͕ͨؔ৺Λ͍ͯͬ࣋るۀにؔ࿈するςʔϚԿͰすかʢͯ·Δͷͯ͢ʹ˓ʣ

̍ɽ作の品質向上  ̎ɽ生産ޮの向上  ̏ɽAIɾIoT等の活用 
̐ɽ流通ֵ৽ʢωοトൢച等ʣ ̑ɽ৯のάϩーόルԽ  ̒ɽޫ؍業  
̓ɽ産Ճ   ̔ɽϒランσΟンά  ̕ɽ有機業  
�0ɽ॥ܕ業   ��ɽಇき方改ֵʢ࿑ಇ時間減ɾ有ٳڅ暇औಘ等ʣ 
��ɽܦӦཧ   ��ɽ৯ྐ自څの向上  ��ɽଜڥのอશɾଜࣾ会のଘଓ
�5ɽ৯を通じた地Ҭ活性Խɹ ��ɽそのଞʢɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ  ʣ

̏ɽ͋なͨͷকདྷͷرਐ࿏ʢۀͱͷؔΘΓʣ࣍ͷ͏ͪͲΕ͕࠷͍ۙͰすかʢ˓̍ͭʣ

̍ɽݸ人家としてಠཱबしたい
̎ɽ家業をࢧ、͙ܧえるܗで業に従ࣄしたい
̏ɽ業๏人をى業したい
̐ɽ業๏人の従業һとして業に従ࣄしたい（問３－１、２へ）
̑ɽ業ؔ࿈ا業➤でى業したい
̒ɽ業ؔ࿈ا業の従業һとしてಇきたい（問３－１、２へ）
̓ɽ現在のࣄをଓけながら෭業的に業๏人等の従業һとして業に従ࣄしたい（問３－１、２へ）
̔ɽ自څ的な業やझຯのൣғで業をしたい
̕ɽ໘は業ɾ業ؔ࿈ا業に従ࣄするͭもりはない
�0ɽそのଞʢ          ʣ

ʢʣ  農ؔۀ࿈ۀاͱʜ農ػۀցϝʔΧʔɺࢪઃංྉͳͲͷ農ࡐࢿۀϝʔΧʔɺࠪݕɾੳαʔϏε
ఏऀۀࣄڙɺྲྀ௨ऀۀࣄɺίϯαϧςΟϯάऀۀࣄɺͳͲͷ農ۀʹతʹؔΘΔۀاΛ͠ࢦ·͢

̏ʵ̍ɽۀͷैࣄΛࢦす্ͰɺͲͷΑ͏なΛॏ͠ࢹ·すかʢͯ·Δͷͯ͢ʹ˓ʣ
ɹɹɹɹɹ˞̏Ͱʮ̐ɺ̒ɺ̓ʯͱճͨ͠ਓͷݶఆ࣭

̍ɽڅ༩ɾརް生  ̎ɽ作   ̏ɽۈ務地 
̐ɽ࿑ಇ時間ɾٳ暇੍度  ̑ɽܦӦの݈શ性  ̒ɽٕज़ɾスキルを生かせるか
̓ɽ৽しいܦӦϞσルʢ次産業Խ、༌ग़ଅਐなどʣల開の有ແ
̔ɽ৽しいٕज़ʢスマート業などʣಋೖの有ແ   ̕ɽ人ࡐҭ੍度ʢ֨ࢿऔಘ等をؚΉʣ
�0ɽܦӦऀのϏジョンɾ人ฑ ��ɽそのଞʢ     ʣ

̏ʵ̎ɽब৬رઌ ʢۀ๏ਓɾؔۀ࿈ۀاʣ ͷใΛͲͷΑ͏にͯ͠ೖख͠·すか ʢͯ·Δͷͯ͢ʹ˓ʣ
ɹɹɹɹɹ˞̏Ͱʮ̐ɺ̒ɺ̓ʯͱճͨ͠ਓͷݶఆ࣭

̍ɽ๏人自のใൃ৴  ̎ɽ家族や༑人からのใ ̏ɽबフΣΞなどのイベント
̐ɽઐ家によるใൃ৴ ̑ɽ৽ฉやࢽࡶのࣄه  ̒ɽ自࣏ମ等のबࢧԉใ
̓ɽϋϩーϫーΫ  ̔ɽຽ間のब活αイト  ̕ɽそのଞʢ   ʣ

ྉʢΞϯέʔτௐࠪථʣࢿߟࢀ
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̐ɽ͋な͕ͨޙࠓɺۀにैࣄする߹にෆ҆ͱなる͜ͱԿͰすかʢͯ·Δͷͯ͢ʹ˓ʣ

̍ɽ自のٕज़やスキルのෆ ̎ɽ自のܦӦノϋのෆ ̏ɽ૬ஊ૬खのෆ
̐ɽ研म機会のෆ  ̑ɽ自のମྗෆ  ̒ɽઃඋۚࢿの֬อ
̓ɽӡసۚࢿの֬อ  ̔ɽ地の֬อ   ̕ɽൢ࿏の֬อ  
�0ɽ༌ೖ産の૿Ճ  ��ɽ自然ࡂや्  ��ɽ地方ɾ中ࢁ間地での生活 
��ɽଜίϛϡχςΟとのؔ ��ɽ生産ऀとのίϛϡχέーション �5ɽ職場の人間ؔ
��ɽऩೖ໘   ��ɽద性ʢଓきするかʣ  ��ɽ家族などपғのཧղがಘられない
��ɽෆ҆はない   �0ɽそのଞʢɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹʣ

̑ɽ͋な͕ͨޙࠓɺۀにܞΘるなかͰൃ͍ͨ͠شεΩϧԿͰすかʢͯ·ΔͷҰͭʹ˓ʣ

̍ɽ業ٕज़   ̎ɽܦӦཧɹ   ̏ɽిؾɾ通৴  
̐ɽITɾใシスςϜ  ̑ɽԽֶ   ̒ɽൢച流通 
̓ɽϒランσΟンά  ̔ɽݐஙɾ   ̕ɽڥ  
�0ɽෆ動産   ��ɽσβイン   ��ɽ特になし  
��ɽそのଞʢ      ʣ

·ͨɺεΩϧͷ۩ମతな׆༻に͍ͭͯͯ͑ڭԼ͍͞ʢهड़ࣜʣ

ʢ           ʣ

͍ͩͯ͑͘͞ڭに͋なͨͷ͜ͱに͍ͭͯޙ࠷
ੑผ

̍ɽஉ  ̎ɽঁ

ྸ

̍ɽ�0 ʙ ɹɹɹ̎ɽ�0ࡀ�� ʙ ɹɹɹ̏ɽ�0ࡀ�� ʙ ɹɹɹ̐ɽ50ࡀ�� ʙ ʙࡀɹɹɹ̑ɽ�0ࡀ�5

ग़地

̍ɽւಓ ̎ɽ౦ɾ৽ׁ ̏ɽؔ౦ɾߕ৴ ̐ɽ౦ւɾ ̑ɽؔ
̒ɽ中ࠃɾࠃ࢛ ̓ɽभɾԭೄ ̔ɽւ֎

࣮͝ՈۀΛӦ·Ε͍ͯ·すか

̍ɽ家ग़である ̎ɽ྆は家ではないがが家である
̏ɽۙしい族に家がいる ̐ɽ族もؚめて業とはؔわりがない

৬ԿͰすかݱ

̍ɽ業   ̎ɽ業ؔ࿈ا業ʢ業機ցɾࠪݕ、ࡐࢿɾ分ੳ、ίンαル等ʣ
̏ɽྛ業ɾਫ産業  ̐ɽݐઃ業   ̑ɽ業ʢ͓̎よび৯品をআくʣ
̒ɽ৯品   ̓ɽӡ༌ɾใ通৴業  ̔ɽԷചɾখച業 
̕ɽۚ༥ɾอݥɾෆ動産業 �0ɽҩྍɾࢱ   ��ɽαーϏス業ʢ̎をআくʣ 
��ɽެ務һ   ��ɽそのଞʢɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹʣ

େֶߍೖֶલにݧܦۀ͋Γ·すか

̍ɽある ̎ɽ家業のखいや短期Ξルόイトでのݧܦはある ̏ɽない
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そこでຊཝでは、業ܦӦମが家族ܦӦから
会ࣾܦӦとҠ行するのにって໘する༷々
なܦӦ՝のうͪ、ʮ生産ٕज़のࣜܗԽʯʮऩ
ӹ性の向上ʯʮ業務負ՙのฏ४Խʯにͭいてそれ
ͧれߟしたい。

̍ɽ生ٕ࢈ज़のࣜܗԽ

業はݩ来、ఱީなど自然ڥのมԽにରし
てඍົなରԠが必要とされるといった、いわゆ
るʮすり߹わせʢインςάラルʣʯ的な特を࣋っ
て͓り、ઐら家の҉にґଘしたӦが行
われてきた。ただେنԽすればする΄ど、そ
の業ܦӦମにଐする業の担いखを૿やす必
要がある。ݫしいޏ用もあって、ノϋ
をͭ࣋従業һばかりをଗえるのはࢸの業であ

る。したがって҆ఆ的なΦϖϨーションを֬อ
するためには、ʮϞジϡラーʯとまではいかなく
とも、作業に必要なٕज़をあるఔ度ࣜܗԽ
し、৽࠾ن用従業һが短期間のڭҭ܇࿅でҎっ
てઓྗとなるようにする必要があろう。また、
然のことながら、ଞの産業と同༷に、職務ຬ
をܧଓ的にಘられるような、ݴするとマζ
ϩーの̑ஈ֊のཉٻをશてॆできるような職
場作りを৺ֻける必要がある。

こうした՝をあるఔ度ࠀしているのが、
ࢁݝٶഓを行っているイνΰのϋスڃߴ
ொの(3Aである。IoTを活用したいわゆるスݩ
マート業をいͪૣくखֻけたことでられて
いる。h ܦϏジωスʱ�0���݄�߸のࣄه
によると、同ࣾは֤種ηンαーでԹ࣪度やޫྔ、
しࢹԽૉのೱ度などのσータをࢎૉɾೋࢎ
てϋス内のڥを自動੍ޚし、ऩ֭したイν

ۀੜ࢈๏ਓͷܦӦに͍ͭͯͷҰߟ

౦学Ӄ大学ܦӦ学部教授  ં ࠸ ৳　ڮ

ʢ୯ҐɿܦӦମʣ

　 ฏ17
ʢ2005ʣ

22ʢ2010ʣ 27ʢ2015ʣ

　 ʢˋʣݮ૿ 　 ʢˋʣݮ૿

1000ສԁະຬ 1,608,887 1,373,593 -14.6 1,119,685 -30.4 

1000ສԁҎ্
5000ສԁະຬ 137,092 118,117 -13.8 108,547 -20.8 

5000ສԁҎ্
̏ԯԁະຬ 13,594 13,482 -0.8 15,173 11.6 

̏ԯԁҎ্ 1,182 1,384 17.1 1,827 54.6 

Ҿ༻ݩɿྛਫ࢈লϗʔϜϖʔδʢ201912݄29ΞΫηεʣ
https://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h27/h27_h/trend/part1/chap2/c2_0_03.html
ηϯαεʯۀলʮྛ࢈ྉɿྛਫࢿݩ
ɿൢചͳ͠ͷܦۀӦମΛؚ·ͳ͍ɻ

զがࠃに͓いては従来、家族ܦӦをओとした
でのӦが中৺であった。そのنӦܦなࡉྵ
強いྗ࣏から๏人のࢀೖ੍نなど֤種੍نが
ઃఆされてきたため、にわたって、業ܦ
Ӧମのن֦େとそれにうޮԽはਐんでは
こなかった。

それが、�00�の地๏の改ਖ਼により、ࣜג
会ࣾなどでも地のିआが可能になったことで、
業ܦӦମのن֦େの機ӡがߴまり、ྛਫ
産লのྛ業ηンαスによると࣮ࡍにن֦େ
がਐんだ。ʢԼのදࢀরʣ

දɹ࢈ൢചֹۚنผܦۀӦମͷਪҠʢฏ17ʢ2005ʣൺֱʣ
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ΰは度やେきさ、ܪのଠさなどでධՁしてい
る。そしてऩूした�00種ྨҎ上のσータを分
ੳして૬ؔ性を見ग़し、Ծ説をཱててڥઃఆ
を見すといった改ળを々ੵΈॏͶていると
いう。ただ、ૅにあるのは地ݩのベςランイν
ΰ家からֶんだഓٕज़であり、そのノϋ
を業時にޚ੍ڥのϓϩάラϜにΈࠐん
だことʢすなわͪ、҉をࣜܗԽしたことʣ
が、同ࣾのスマート๏がޭしている最େの
要Ҽである。同ࣾのӦ方๏はۭௐཧができ
るࢪઃԂܳかͭਫߞഓで、࿐地ഓと比ֱし
て自然ڥのมԽにىҼするӨڹは少ないが、
それでも中のޫྔなど、ίントϩールできな
い自然༝来の要Ҽも残り、ґ然としてベςラン
家の҉にཔる෦分はあるのだという。IT
業界ാのࣾやスタοフの業ݧܦがしい中
で、このあたりをいかにして内෦ԽɾࣜܗԽ
していくかが、同ࣾにとって最େのܦӦ՝で
あろう。

̎ɽऩӹੑの向্

(3Aは、生のイνΰをʮϛΨキイνΰʯとい
うϒランυʢՃՁʣをけてൢചするのΈ
ならͣ、֤種イνΰՃ品の生産やイνΰङり
のӡӦなど、いわゆる次産業Խもखֻけてऩ
ӹの向上をਤっている。�0�0�݄現在、ྛ
ਫ産লのϗーϜϖージにも代ද的ྫࣄとして同
ࣾのʮϛΨキイνΰɾϜスーʯがհされてい
るi。

ౡにあるσϦシϟスフΝーࣛࢢେ࡚ݝٶ
Ϝiiもまた、ച所の開ઃɾӡӦ、トマトՃ品
の自ࣾ生産ʢスーϓなどҕୗ生産しているもの
も有ʣ、フΝーϜΧフΣの開ઃɾӡӦなど、次
産業Խに向けたऔりΈをੵۃ的にਐめ、ऩӹ
性の向上をਤっている。֨ن֎品の比がどう
してもߴくなってしまうഓ品種の特性から、
品の生産を品の有ޮ活用をਤるべくՃ֎֨ن
ॱ次खֻけるようになり、それが݁Ռ的にܦӦ

の҆ఆԽにͭながったこと、容ثやσβインを
くઃఆできていることߴすることでՁ֨を
など、同ࣾの次産業Խに向けたऔりΈにͭ
いてはଜࢁ	�0��
がৄしくهड़ɾ分ੳしている。

̏ɽۀෛՙのฏ४Խ

これまでは、ʮؓ期ʯにはٳཆをे分にとっ
たりཱྀ行にग़たりして、ʮൟ期ʯに向けてӳؾ
をཆうライフスタイルをとる家が多かった。
しかし、๏人Խしてৗޏ࿑ಇྗを๊えるとなる
と、然、そのʮؓ期ʯもؚめて間を通じ
て業務を生まなければならない。次産業Խは
そのための有ޮかͭओ要なखஈであるともいえ
る。σϦシϟスフΝーϜはෑ地内でフΝーϜΧ
フΣとച所を通でӡӦし、自ࣾの産品や
産Ճ品を活用したメχϡーをఏڙしているiii。
ただ、どうしてもσϦシϟストマトのऩ֭期Ҏ
֎は٬がௐとなる向があるといい、いか
にしてʮؓ期ʯにू٬していくかが՝であ
る。ωοト通ൢもやはり同༷の向である。ただ、
ध要のقઅม動をいかにٵऩして間を通じて
҆ఆ的にࣄ業ӡӦするか、という՝はશての
産業にڞ通の՝であるともݴえ、ଞ産業もؚ
めたベンνマーΫ活動を通じてॲ方ᝦをࡧし
ていく΄かないだろう。

̐ɽ地Ҭͱのڞ生ɺڞ

特に産ϒランυをߏஙしていくという؍
からは、पลのӦऀとഓ方๏にͭいて
ใ交をີにし、ޓいに切᛭ୖຏしながら地Ҭ
શମとしてڝ૪ྗをߴめていくのがましい。
σϦシϟスフΝーϜはۙそうしたऔりΈを
ਐめて͓り、そのߕ൹もあってʮσϦシϟスト
マトʯは、同ࣾだけでなくࣛౡ地۠で生産さ
れているϓϨϛΞϜトマトϒランυとして、ঃ々
にٶݝ内を中৺にೝされている。

i   農ྛਫ࢈লϗʔϜϖʔδ　https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renkei/6jika/syohin_jirei/h30/10.htmlࢀরɻʢ20201݄14ΞΫηεʣ
ii   σϦγϟεϑΝʔϜࣜגձࣾͷྫࣄʹ͍ͭͯɺଜوࢁढ़ʮϏδωεɾέʔε　σϦγϟεϑΝʔϜʢגʣʕ農ۀ࢈࣍̒ۀԽͷઌऀۦʕʯɺ
ʰ౦学Ӄ大学ܦӦ学ूʱୈ11߸ࢀরɻͳ͓ɺଜࢁ教授͔Βຊཝࣥචʹ͋ͨΓɺوॏͳ͝ࢦఠΛଷͨ͠ɻ
iii   ಉࣾʮ農ؓظʯʹɺޏ༻ͷҡ࣋ͷͨΊʹਫࡊͷഓ͓ͯͬߦΓɺࣗࣾΧϑΣͳͲʹ͍ͯ͠څڙΔɻ
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そこでຊཝでは、業ܦӦମが家族ܦӦから
会ࣾܦӦとҠ行するのにって໘する༷々
なܦӦ՝のうͪ、ʮ生産ٕज़のࣜܗԽʯʮऩ
ӹ性の向上ʯʮ業務負ՙのฏ४Խʯにͭいてそれ
ͧれߟしたい。

̍ɽ生ٕ࢈ज़のࣜܗԽ

業はݩ来、ఱީなど自然ڥのมԽにରし
てඍົなରԠが必要とされるといった、いわゆ
るʮすり߹わせʢインςάラルʣʯ的な特を࣋っ
て͓り、ઐら家の҉にґଘしたӦが行
われてきた。ただେنԽすればする΄ど、そ
の業ܦӦମにଐする業の担いखを૿やす必
要がある。ݫしいޏ用もあって、ノϋ
をͭ࣋従業һばかりをଗえるのはࢸの業であ

る。したがって҆ఆ的なΦϖϨーションを֬อ
するためには、ʮϞジϡラーʯとまではいかなく
とも、作業に必要なٕज़をあるఔ度ࣜܗԽ
し、৽࠾ن用従業һが短期間のڭҭ܇࿅でҎっ
てઓྗとなるようにする必要があろう。また、
然のことながら、ଞの産業と同༷に、職務ຬ
をܧଓ的にಘられるような、ݴするとマζ
ϩーの̑ஈ֊のཉٻをશてॆできるような職
場作りを৺ֻける必要がある。

こうした՝をあるఔ度ࠀしているのが、
ࢁݝٶഓを行っているイνΰのϋスڃߴ
ொの(3Aである。IoTを活用したいわゆるスݩ
マート業をいͪૣくखֻけたことでられて
いる。h ܦϏジωスʱ�0���݄�߸のࣄه
によると、同ࣾは֤種ηンαーでԹ࣪度やޫྔ、
しࢹԽૉのೱ度などのσータをࢎૉɾೋࢎ
てϋス内のڥを自動੍ޚし、ऩ֭したイν

ۀੜ࢈๏ਓͷܦӦに͍ͭͯͷҰߟ

౦学Ӄ大学ܦӦ学部教授  ં ࠸ ৳　ڮ

ʢ୯ҐɿܦӦମʣ

　 ฏ17
ʢ2005ʣ

22ʢ2010ʣ 27ʢ2015ʣ

　 ʢˋʣݮ૿ 　 ʢˋʣݮ૿

1000ສԁະຬ 1,608,887 1,373,593 -14.6 1,119,685 -30.4 

1000ສԁҎ্
5000ສԁະຬ 137,092 118,117 -13.8 108,547 -20.8 

5000ສԁҎ্
̏ԯԁະຬ 13,594 13,482 -0.8 15,173 11.6 

̏ԯԁҎ্ 1,182 1,384 17.1 1,827 54.6 

Ҿ༻ݩɿྛਫ࢈লϗʔϜϖʔδʢ201912݄29ΞΫηεʣ
https://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h27/h27_h/trend/part1/chap2/c2_0_03.html
ηϯαεʯۀলʮྛ࢈ྉɿྛਫࢿݩ
ɿൢചͳ͠ͷܦۀӦମΛؚ·ͳ͍ɻ

զがࠃに͓いては従来、家族ܦӦをओとした
でのӦが中৺であった。そのنӦܦなࡉྵ
強いྗ࣏から๏人のࢀೖ੍نなど֤種੍نが
ઃఆされてきたため、にわたって、業ܦ
Ӧମのن֦େとそれにうޮԽはਐんでは
こなかった。

それが、�00�の地๏の改ਖ਼により、ࣜג
会ࣾなどでも地のିआが可能になったことで、
業ܦӦମのن֦େの機ӡがߴまり、ྛਫ
産লのྛ業ηンαスによると࣮ࡍにن֦େ
がਐんだ。ʢԼのදࢀরʣ

දɹ࢈ൢചֹۚنผܦۀӦମͷਪҠʢฏ17ʢ2005ʣൺֱʣ
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ΰは度やେきさ、ܪのଠさなどでධՁしてい
る。そしてऩूした�00種ྨҎ上のσータを分
ੳして૬ؔ性を見ग़し、Ծ説をཱててڥઃఆ
を見すといった改ળを々ੵΈॏͶていると
いう。ただ、ૅにあるのは地ݩのベςランイν
ΰ家からֶんだഓٕज़であり、そのノϋ
を業時にޚ੍ڥのϓϩάラϜにΈࠐん
だことʢすなわͪ、҉をࣜܗԽしたことʣ
が、同ࣾのスマート๏がޭしている最େの
要Ҽである。同ࣾのӦ方๏はۭௐཧができ
るࢪઃԂܳかͭਫߞഓで、࿐地ഓと比ֱし
て自然ڥのมԽにىҼするӨڹは少ないが、
それでも中のޫྔなど、ίントϩールできな
い自然༝来の要Ҽも残り、ґ然としてベςラン
家の҉にཔる෦分はあるのだという。IT
業界ാのࣾやスタοフの業ݧܦがしい中
で、このあたりをいかにして内෦ԽɾࣜܗԽ
していくかが、同ࣾにとって最େのܦӦ՝で
あろう。

̎ɽऩӹੑの向্

(3Aは、生のイνΰをʮϛΨキイνΰʯとい
うϒランυʢՃՁʣをけてൢചするのΈ
ならͣ、֤種イνΰՃ品の生産やイνΰङり
のӡӦなど、いわゆる次産業Խもखֻけてऩ
ӹの向上をਤっている。�0�0�݄現在、ྛ
ਫ産লのϗーϜϖージにも代ද的ྫࣄとして同
ࣾのʮϛΨキイνΰɾϜスーʯがհされてい
るi。

ౡにあるσϦシϟスフΝーࣛࢢେ࡚ݝٶ
Ϝiiもまた、ച所の開ઃɾӡӦ、トマトՃ品
の自ࣾ生産ʢスーϓなどҕୗ生産しているもの
も有ʣ、フΝーϜΧフΣの開ઃɾӡӦなど、次
産業Խに向けたऔりΈをੵۃ的にਐめ、ऩӹ
性の向上をਤっている。֨ن֎品の比がどう
してもߴくなってしまうഓ品種の特性から、
品の生産を品の有ޮ活用をਤるべくՃ֎֨ن
ॱ次खֻけるようになり、それが݁Ռ的にܦӦ

の҆ఆԽにͭながったこと、容ثやσβインを
くઃఆできていることߴすることでՁ֨を
など、同ࣾの次産業Խに向けたऔりΈにͭ
いてはଜࢁ	�0��
がৄしくهड़ɾ分ੳしている。

̏ɽۀෛՙのฏ४Խ

これまでは、ʮؓ期ʯにはٳཆをे分にとっ
たりཱྀ行にग़たりして、ʮൟ期ʯに向けてӳؾ
をཆうライフスタイルをとる家が多かった。
しかし、๏人Խしてৗޏ࿑ಇྗを๊えるとなる
と、然、そのʮؓ期ʯもؚめて間を通じ
て業務を生まなければならない。次産業Խは
そのための有ޮかͭओ要なखஈであるともいえ
る。σϦシϟスフΝーϜはෑ地内でフΝーϜΧ
フΣとച所を通でӡӦし、自ࣾの産品や
産Ճ品を活用したメχϡーをఏڙしているiii。
ただ、どうしてもσϦシϟストマトのऩ֭期Ҏ
֎は٬がௐとなる向があるといい、いか
にしてʮؓ期ʯにू٬していくかが՝であ
る。ωοト通ൢもやはり同༷の向である。ただ、
ध要のقઅม動をいかにٵऩして間を通じて
҆ఆ的にࣄ業ӡӦするか、という՝はશての
産業にڞ通の՝であるともݴえ、ଞ産業もؚ
めたベンνマーΫ活動を通じてॲ方ᝦをࡧし
ていく΄かないだろう。

̐ɽ地Ҭͱのڞ生ɺڞ

特に産ϒランυをߏஙしていくという؍
からは、पลのӦऀとഓ方๏にͭいて
ใ交をີにし、ޓいに切᛭ୖຏしながら地Ҭ
શମとしてڝ૪ྗをߴめていくのがましい。
σϦシϟスフΝーϜはۙそうしたऔりΈを
ਐめて͓り、そのߕ൹もあってʮσϦシϟスト
マトʯは、同ࣾだけでなくࣛౡ地۠で生産さ
れているϓϨϛΞϜトマトϒランυとして、ঃ々
にٶݝ内を中৺にೝされている。

i   農ྛਫ࢈লϗʔϜϖʔδ　https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renkei/6jika/syohin_jirei/h30/10.htmlࢀরɻʢ20201݄14ΞΫηεʣ
ii   σϦγϟεϑΝʔϜࣜגձࣾͷྫࣄʹ͍ͭͯɺଜوࢁढ़ʮϏδωεɾέʔε　σϦγϟεϑΝʔϜʢגʣʕ農ۀ࢈࣍̒ۀԽͷઌऀۦʕʯɺ
ʰ౦学Ӄ大学ܦӦ学ूʱୈ11߸ࢀরɻͳ͓ɺଜࢁ教授͔Βຊཝࣥචʹ͋ͨΓɺوॏͳ͝ࢦఠΛଷͨ͠ɻ
iii   ಉࣾʮ農ؓظʯʹɺޏ༻ͷҡ࣋ͷͨΊʹਫࡊͷഓ͓ͯͬߦΓɺࣗࣾΧϑΣͳͲʹ͍ͯ͠څڙΔɻ
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ΰは度やେきさ、ܪのଠさなどでධՁしてい
る。そしてऩूした�00種ྨҎ上のσータを分
ੳして૬ؔ性を見ग़し、Ծ説をཱててڥઃఆ
を見すといった改ળを々ੵΈॏͶていると
いう。ただ、ૅにあるのは地ݩのベςランイν
ΰ家からֶんだഓٕज़であり、そのノϋ
を業時にޚ੍ڥのϓϩάラϜにΈࠐん
だことʢすなわͪ、҉をࣜܗԽしたことʣ
が、同ࣾのスマート๏がޭしている最େの
要Ҽである。同ࣾのӦ方๏はۭௐཧができ
るࢪઃԂܳかͭਫߞഓで、࿐地ഓと比ֱし
て自然ڥのมԽにىҼするӨڹは少ないが、
それでも中のޫྔなど、ίントϩールできな
い自然༝来の要Ҽも残り、ґ然としてベςラン
家の҉にཔる෦分はあるのだという。IT
業界ാのࣾやスタοフの業ݧܦがしい中
で、このあたりをいかにして内෦ԽɾࣜܗԽ
していくかが、同ࣾにとって最େのܦӦ՝で
あろう。

̎ɽऩӹੑの向্

(3Aは、生のイνΰをʮϛΨキイνΰʯとい
うϒランυʢՃՁʣをけてൢചするのΈ
ならͣ、֤種イνΰՃ品の生産やイνΰङり
のӡӦなど、いわゆる次産業Խもखֻけてऩ
ӹの向上をਤっている。�0�0�݄現在、ྛ
ਫ産লのϗーϜϖージにも代ද的ྫࣄとして同
ࣾのʮϛΨキイνΰɾϜスーʯがհされてい
るi。

ౡにあるσϦシϟスフΝーࣛࢢେ࡚ݝٶ
Ϝiiもまた、ച所の開ઃɾӡӦ、トマトՃ品
の自ࣾ生産ʢスーϓなどҕୗ生産しているもの
も有ʣ、フΝーϜΧフΣの開ઃɾӡӦなど、次
産業Խに向けたऔりΈをੵۃ的にਐめ、ऩӹ
性の向上をਤっている。֨ن֎品の比がどう
してもߴくなってしまうഓ品種の特性から、
品の生産を品の有ޮ活用をਤるべくՃ֎֨ن
ॱ次खֻけるようになり、それが݁Ռ的にܦӦ

の҆ఆԽにͭながったこと、容ثやσβインを
くઃఆできていることߴすることでՁ֨を
など、同ࣾの次産業Խに向けたऔりΈにͭ
いてはଜࢁ	�0��
がৄしくهड़ɾ分ੳしている。

̏ɽۀෛՙのฏ४Խ

これまでは、ʮؓ期ʯにはٳཆをे分にとっ
たりཱྀ行にग़たりして、ʮൟ期ʯに向けてӳؾ
をཆうライフスタイルをとる家が多かった。
しかし、๏人Խしてৗޏ࿑ಇྗを๊えるとなる
と、然、そのʮؓ期ʯもؚめて間を通じ
て業務を生まなければならない。次産業Խは
そのための有ޮかͭओ要なखஈであるともいえ
る。σϦシϟスフΝーϜはෑ地内でフΝーϜΧ
フΣとച所を通でӡӦし、自ࣾの産品や
産Ճ品を活用したメχϡーをఏڙしているiii。
ただ、どうしてもσϦシϟストマトのऩ֭期Ҏ
֎は٬がௐとなる向があるといい、いか
にしてʮؓ期ʯにू٬していくかが՝であ
る。ωοト通ൢもやはり同༷の向である。ただ、
ध要のقઅม動をいかにٵऩして間を通じて
҆ఆ的にࣄ業ӡӦするか、という՝はશての
産業にڞ通の՝であるともݴえ、ଞ産業もؚ
めたベンνマーΫ活動を通じてॲ方ᝦをࡧし
ていく΄かないだろう。

̐ɽ地Ҭͱのڞ生ɺڞ

特に産ϒランυをߏஙしていくという؍
からは、पลのӦऀとഓ方๏にͭいて
ใ交をີにし、ޓいに切᛭ୖຏしながら地Ҭ
શମとしてڝ૪ྗをߴめていくのがましい。
σϦシϟスフΝーϜはۙそうしたऔりΈを
ਐめて͓り、そのߕ൹もあってʮσϦシϟスト
マトʯは、同ࣾだけでなくࣛౡ地۠で生産さ
れているϓϨϛΞϜトマトϒランυとして、ঃ々
にٶݝ内を中৺にೝされている。

i   農ྛਫ࢈লϗʔϜϖʔδ　https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renkei/6jika/syohin_jirei/h30/10.htmlࢀরɻʢ20201݄14ΞΫηεʣ
ii   σϦγϟεϑΝʔϜࣜגձࣾͷྫࣄʹ͍ͭͯɺଜوࢁढ़ʮϏδωεɾέʔε　σϦγϟεϑΝʔϜʢגʣʕ農ۀ࢈࣍̒ۀԽͷઌऀۦʕʯɺ
ʰ౦学Ӄ大学ܦӦ学ूʱୈ11߸ࢀরɻͳ͓ɺଜࢁ教授͔Βຊཝࣥචʹ͋ͨΓɺوॏͳ͝ࢦఠΛଷͨ͠ɻ
iii   ಉࣾʮ農ؓظʯʹɺޏ༻ͷҡ࣋ͷͨΊʹਫࡊͷഓ͓ͯͬߦΓɺࣗࣾΧϑΣͳͲʹ͍ͯ͠څڙΔɻ
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ङྌࣾ会、ࣾߞ会、業ࣾ会、ใࣾ会に
ଓく৽しいࣾ会としてSociety 5.0がఏএされて
いる�。ใࣾ会ʢSociety �.0ʣではインター
ωοトやスマートフΥンなどのٕज़ֵ৽によっ
て人々が༷々なใをೖख、活用できるように
なり、現在のৗ生活がେきくมԽしたことは
पのことである。Society 5.0ではIoTʢIOteSOet 
oG TIiOHTʣで人とϞノがܨがり、人能ʢAIʣ
などの৽しいٕज़を活用することでこれまでղ
ܾされなかった地Ҭ՝やࣾ会にもରԠし
た人間中৺のࣾ会が期待されている。طに自動
ӡసٕज़開ൃやAIによるϏοάσータの活用が
औりまれて͓り、࣮用Խに向けたٕज़のਐల
はޙࠓも༧される。

しかし、従来の業Խ、業Խ、ใԽの
ࣾ会มԽは人口૿Ճをっていたのにରし、
Society 5.0のຊは人口減少ࣾ会であることが
େきなҧいである。地ٿશମでΈれば人口૿Ճ
であるが、先ਐࠃの多くは少ࢠԽにより人口減
少సじることが༧されている。そして人口
減少ࣾ会で最もݒ೦されるのは地方ړࢁଜの
ଓ性である。ϩϘοトٕज़やAIは࿑ಇྗෆ࣋
にはରԠできるかもしれないが、ICTはຊに人
間中৺のࣾ会をࢧえるツールとなるのかはະ
で、Society 5.0で地方ړࢁଜの地Ҭࣾ会を
えられるのかはICTの使いख、すなわͪ人間にࢧ
かかっている。

άϩʔόϧかΒϩʔΧϧ

AIやϩϘοトʢAI等とするʣはこれまでも度々
されてきた。ྫえばܭࢢըの分でも�0
ఔલにҨ的ΞルΰϦζϜで地ར用มԽを
༧ଌする研究がใࠂされている。�0でզ々を

औりרくίンϐϡーターڥがܹมしたように
ICTٕज़のイノベーションはਐ݄าであり、
զ々の༧をえたਐาを遂͛ることも期待さ
れる。一方で、AI等のイノベーションは現時
ではこれまでの࣮ূ࣮ݧとσータにͮجくもの
であり、σータすなわͪใྔがࠨӈすること
も൱めない。ただし、ίンϐϡーターのॲཧ能
ྗ向上にい、ॠ時に分ੳできるσータྔも�0
લとは比ֱにならないఔ૿えていることを౿
まえると、こうした՝がղܾされることもे
分に༧される。そうߟえるとAI等を८るٕज़
イノベーションはແݶの可能性をؚんでいるの
かもしれない。

ใࣾ会とSociety 5.0のҧいをߟえてΈる
と、ใࣾ会は多くのใにΞΫηスできるϙー
タルαイトに代දされるようにใूとڊେ
Խが�ͭのՁであった。そして、༷ 々なࠃの人々
に同じようなαーϏスをఏڙする、(A'Aに代
දされるڊେϓラοトフΥーϜによるάϩーό
ルԽがओ流であった。ICTによるϘーμーϨスと
いうではڊେϓラοトフΥーϜはେきなׂ
をՌたしている。一方、౦ຊେࡂをؚめて
༷々なࡂが多ൃする中で、զ々はڊେωοト
ϫーΫが機能ෆશにؕった場߹のฐをମݧし
てきた。ނࣄൃݪによるΤωルΪーや৯ྉ
ෆなどのݧܦは分ࣾܕࢄ会のॏ要性をࣔࠦし
ている。ͭまり、Society 5.0が͛ܝる人間中৺
ࣾ会はICTを活用しͭͭも、άϩーόルԽとは
ରの地Ҭにࠜ͟したࣾ会、ϩーΧルがݤになる
のではないだろうか。

৽͍͠地方ॅډのՄੑ

では、AI等はあらゆる分をΧόーできるの
だろうかʁ

過ڈのݧܦੵʢすなわͪσータੵʣにج

Society 5.0に期待する豊かな地方居住

岩手大学農学部准教授  三 宅　諭

1　  内閣府Society 5.0　https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html
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ͮいて行動あるいはஅする分ではૣ期ಋೖ
が可能かもしれない。一方、σータだけでஅ
できないのٻめられる分や感など内໘
のٻめられる分ではまだ研究が必要だろう。
ͭまり、ର人ؔαーϏスあるいはΫϦΤイςΟ
ϒな分ではAI等を活用するまでもう少し時間
がかかることだろう。そうߟえると、ίϛϡχ
ςΟやΫϦΤイςΟϏςΟといったAI等では
அできないରに、これからの人間ࣾ会はՁ
を見いだすだろう。IoTやICTは人がりग़した
Ϟノと人のܨがりであり、人と人のܨがりや人
からのというに特がある。ݴいえる
ならば、՟ฎでਤることのできる交Ձやར
用Ձではなく、人間が自ݾを֬ೝするϦΞϦ
ςΟ、ଘ在Ձをߴめるのである。

さらに、AI等やICTが人間ࣾ会にもたらすར
として、࿑ಇの負担軽減だけでなくίϛϡχ
ςΟの質のมԽが͛ڍられる。ྫえばଜ෦で
は強いίϛϡχςΟがしばしばࢦఠされるが、
ใツールの活用によってࢢ的なίϛϡχ
ςΟとมԽすることもߟえられる。従来の
ଜίϛϡχςΟは人をհしたॏ的なܨがりを
のোڑຊとしていたが、ٕज़のਐలによりج
นがくなっている。現在でもݸ々が地Ҭをհ
さͣに༷々な地Ҭの人とίϛϡχέーションを
औることができ、ܨがりをͭ࣋ことができる。
IoTの普ٴはそうしたॏ性や的੍をなくす
ものである。

地ԑ、݂ԑにଓくίϛϡχςΟとしてςーマ
ԑがٻめられるようになり、現在は交流人口や
ばれる場所をհ在したωοトϫーݺ人口とؔ
ΫܕίϛϡχςΟが人口減少ࣾ会のݤとして
されている。ICT等を活用した人間ࣾ会もωο
トϫーΫܕίϛϡχςΟの�ͭである。

ؼ͞ΕΔ地方ճظΓฦ͠܁

6ターンという用ޠが生まれてから世ۙل

くなる。これまで度々 6ターン、地方ճؼ、ా
ԂॅډなどのϜーϒメントがىきたがຊ֨Խす
ることはなく、େूࢢ中はཹまることはなかっ
た。

そのཧ༝の一ͭとして、ใのΞΫηスの
ࠩが͛ڍられる。インターωοトが普ٴしたと
はいえ、ྩࢢや中֩ࢢҎ֎では�0લはใ
インフラがे分にඋされていたとはいえͣ、
ใΞΫηスの可能な場所がݶఆされることか
らॅډࢢとのΪϟοϓがେきかった。そのた
め、݁ہはҠ動を強いられることになり、ෆศ
さをさらに感じることもあった。

また、ஂմ世代がୀ職時期をܴえたࠒにはେ
ྔの6ターンが期待されたが、それも΄とんど
生じなかった。;るさとのಌጦはあっても、
世ۙلく;るさとをれてらす中で家族は
それͧれのࣾ会ؔとライフスタイルをߏஙし
て͓り、それらをஅͪ切ってҠॅすることは容
қではなかったからである。Ճえてਐֶ、ब職
などのબࢶが少なくなることもӨڹしている。

さらに、地ҬίϛϡχςΟも地方ճؼでݒ೦
されたである。最ۙでは人口減少のෆ҆か
らҠॅऀがܴされるようになったが、ੲから
のίϛϡχςΟ活動のある地Ҭではίϛϡχ
ςΟのしがらΈが強す͗て、ࢢでの生活に׳
れた人からはܟԕされる要Ҽとなっている。

このような過ڈのݧܦをৼりฦってΈると、
ICTの普ٴにより地ཧ的੍によるใ֨ࠩは
ղফされͭͭあるといえる。ݸ々人のࣾ会ؔ
にͭいても、どこにいても౦ژのΈならͣ世界
中の人とܨがり、それをཔりに交流するࣾ会が
到来しͭͭある。そしてాࣷの地ҬίϛϡχςΟ
も従来のίϛϡχςΟ活動をҡ࣋できなくなり、
؇やかな人のܨがりとมԽしͭͭある。

Ϟノ、ώトがूੵするେࢢは༷々なが
多くなるだけでなく、ใも多くूまることか
ら時代の最先端であった。ใԽࣾ会ではཱ地
等による݅ෆརはあったが、そういった
݅ෆརがղফされͭͭあるঢ়گを౿まえると、
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ङྌࣾ会、ࣾߞ会、業ࣾ会、ใࣾ会に
ଓく৽しいࣾ会としてSociety 5.0がఏএされて
いる�。ใࣾ会ʢSociety �.0ʣではインター
ωοトやスマートフΥンなどのٕज़ֵ৽によっ
て人々が༷々なใをೖख、活用できるように
なり、現在のৗ生活がେきくมԽしたことは
पのことである。Society 5.0ではIoTʢIOteSOet 
oG TIiOHTʣで人とϞノがܨがり、人能ʢAIʣ
などの৽しいٕज़を活用することでこれまでղ
ܾされなかった地Ҭ՝やࣾ会にもରԠし
た人間中৺のࣾ会が期待されている。طに自動
ӡసٕज़開ൃやAIによるϏοάσータの活用が
औりまれて͓り、࣮用Խに向けたٕज़のਐల
はޙࠓも༧される。

しかし、従来の業Խ、業Խ、ใԽの
ࣾ会มԽは人口૿Ճをっていたのにରし、
Society 5.0のຊは人口減少ࣾ会であることが
େきなҧいである。地ٿશମでΈれば人口૿Ճ
であるが、先ਐࠃの多くは少ࢠԽにより人口減
少సじることが༧されている。そして人口
減少ࣾ会で最もݒ೦されるのは地方ړࢁଜの
ଓ性である。ϩϘοトٕज़やAIは࿑ಇྗෆ࣋
にはରԠできるかもしれないが、ICTはຊに人
間中৺のࣾ会をࢧえるツールとなるのかはະ
で、Society 5.0で地方ړࢁଜの地Ҭࣾ会を
えられるのかはICTの使いख、すなわͪ人間にࢧ
かかっている。

άϩʔόϧかΒϩʔΧϧ

AIやϩϘοトʢAI等とするʣはこれまでも度々
されてきた。ྫえばܭࢢըの分でも�0
ఔલにҨ的ΞルΰϦζϜで地ར用มԽを
༧ଌする研究がใࠂされている。�0でզ々を

औりרくίンϐϡーターڥがܹมしたように
ICTٕज़のイノベーションはਐ݄าであり、
զ々の༧をえたਐาを遂͛ることも期待さ
れる。一方で、AI等のイノベーションは現時
ではこれまでの࣮ূ࣮ݧとσータにͮجくもの
であり、σータすなわͪใྔがࠨӈすること
も൱めない。ただし、ίンϐϡーターのॲཧ能
ྗ向上にい、ॠ時に分ੳできるσータྔも�0
લとは比ֱにならないఔ૿えていることを౿
まえると、こうした՝がղܾされることもे
分に༧される。そうߟえるとAI等を८るٕज़
イノベーションはແݶの可能性をؚんでいるの
かもしれない。

ใࣾ会とSociety 5.0のҧいをߟえてΈる
と、ใࣾ会は多くのใにΞΫηスできるϙー
タルαイトに代දされるようにใूとڊେ
Խが�ͭのՁであった。そして、༷ 々なࠃの人々
に同じようなαーϏスをఏڙする、(A'Aに代
දされるڊେϓラοトフΥーϜによるάϩーό
ルԽがओ流であった。ICTによるϘーμーϨスと
いうではڊେϓラοトフΥーϜはେきなׂ
をՌたしている。一方、౦ຊେࡂをؚめて
༷々なࡂが多ൃする中で、զ々はڊେωοト
ϫーΫが機能ෆશにؕった場߹のฐをମݧし
てきた。ނࣄൃݪによるΤωルΪーや৯ྉ
ෆなどのݧܦは分ࣾܕࢄ会のॏ要性をࣔࠦし
ている。ͭまり、Society 5.0が͛ܝる人間中৺
ࣾ会はICTを活用しͭͭも、άϩーόルԽとは
ରの地Ҭにࠜ͟したࣾ会、ϩーΧルがݤになる
のではないだろうか。
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ͮいて行動あるいはஅする分ではૣ期ಋೖ
が可能かもしれない。一方、σータだけでஅ
できないのٻめられる分や感など内໘
のٻめられる分ではまだ研究が必要だろう。
ͭまり、ର人ؔαーϏスあるいはΫϦΤイςΟ
ϒな分ではAI等を活用するまでもう少し時間
がかかることだろう。そうߟえると、ίϛϡχ
ςΟやΫϦΤイςΟϏςΟといったAI等では
அできないରに、これからの人間ࣾ会はՁ
を見いだすだろう。IoTやICTは人がりग़した
Ϟノと人のܨがりであり、人と人のܨがりや人
からのというに特がある。ݴいえる
ならば、՟ฎでਤることのできる交Ձやར
用Ձではなく、人間が自ݾを֬ೝするϦΞϦ
ςΟ、ଘ在Ձをߴめるのである。

さらに、AI等やICTが人間ࣾ会にもたらすར
として、࿑ಇの負担軽減だけでなくίϛϡχ
ςΟの質のมԽが͛ڍられる。ྫえばଜ෦で
は強いίϛϡχςΟがしばしばࢦఠされるが、
ใツールの活用によってࢢ的なίϛϡχ
ςΟとมԽすることもߟえられる。従来の
ଜίϛϡχςΟは人をհしたॏ的なܨがりを
のোڑຊとしていたが、ٕज़のਐలによりج
นがくなっている。現在でもݸ々が地Ҭをհ
さͣに༷々な地Ҭの人とίϛϡχέーションを
औることができ、ܨがりをͭ࣋ことができる。
IoTの普ٴはそうしたॏ性や的੍をなくす
ものである。

地ԑ、݂ԑにଓくίϛϡχςΟとしてςーマ
ԑがٻめられるようになり、現在は交流人口や
ばれる場所をհ在したωοトϫーݺ人口とؔ
ΫܕίϛϡχςΟが人口減少ࣾ会のݤとして
されている。ICT等を活用した人間ࣾ会もωο
トϫーΫܕίϛϡχςΟの�ͭである。

ؼ͞ΕΔ地方ճظΓฦ͠܁

6ターンという用ޠが生まれてから世ۙل

くなる。これまで度々 6ターン、地方ճؼ、ా
ԂॅډなどのϜーϒメントがىきたがຊ֨Խす
ることはなく、େूࢢ中はཹまることはなかっ
た。

そのཧ༝の一ͭとして、ใのΞΫηスの
ࠩが͛ڍられる。インターωοトが普ٴしたと
はいえ、ྩࢢや中֩ࢢҎ֎では�0લはใ
インフラがे分にඋされていたとはいえͣ、
ใΞΫηスの可能な場所がݶఆされることか
らॅډࢢとのΪϟοϓがେきかった。そのた
め、݁ہはҠ動を強いられることになり、ෆศ
さをさらに感じることもあった。

また、ஂմ世代がୀ職時期をܴえたࠒにはେ
ྔの6ターンが期待されたが、それも΄とんど
生じなかった。;るさとのಌጦはあっても、
世ۙلく;るさとをれてらす中で家族は
それͧれのࣾ会ؔとライフスタイルをߏஙし
て͓り、それらをஅͪ切ってҠॅすることは容
қではなかったからである。Ճえてਐֶ、ब職
などのબࢶが少なくなることもӨڹしている。

さらに、地ҬίϛϡχςΟも地方ճؼでݒ೦
されたである。最ۙでは人口減少のෆ҆か
らҠॅऀがܴされるようになったが、ੲから
のίϛϡχςΟ活動のある地Ҭではίϛϡχ
ςΟのしがらΈが強す͗て、ࢢでの生活に׳
れた人からはܟԕされる要Ҽとなっている。

このような過ڈのݧܦをৼりฦってΈると、
ICTの普ٴにより地ཧ的੍によるใ֨ࠩは
ղফされͭͭあるといえる。ݸ々人のࣾ会ؔ
にͭいても、どこにいても౦ژのΈならͣ世界
中の人とܨがり、それをཔりに交流するࣾ会が
到来しͭͭある。そしてాࣷの地ҬίϛϡχςΟ
も従来のίϛϡχςΟ活動をҡ࣋できなくなり、
؇やかな人のܨがりとมԽしͭͭある。

Ϟノ、ώトがूੵするେࢢは༷々なが
多くなるだけでなく、ใも多くूまることか
ら時代の最先端であった。ใԽࣾ会ではཱ地
等による݅ෆརはあったが、そういった
݅ෆརがղফされͭͭあるঢ়گを౿まえると、
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Society 5.0によって再び地方の可能性を切り開
くことも期待できる。

豊かな地方生活の実現に向けて

AIによって多くの職が代替されるという説も
見られる。Society 5.0で期待されているのはAI
等とICTの活用であり、少なくなる人口で現在と
同じ業務を遂行していくためにはAI等の活用は
必要であろう。一方で、AI等で代替させること
が可能になれば、自分の時間を有意義に使う機
会に恵まれるともいえる。特に第一次産業はイ
ノベーションの余地を残しているのではないだ
ろうか。

従来はキツイ、汚れるなどいわば負のイメー
ジの強かった第一次産業であるが、AI等を活用
することができれば、従来に比べて負担軽減や
作業時間短縮も可能であろう。さらに、ツール
の活用で派生する時間的余裕を使って品種改良
や質、鮮度向上など最先端の研究も可能になる
かもしれない。あるいは家族と過ごす余暇活動
も可能であろう。AI等の内容にもよるが人間の
ために活用するツールであることを忘れなけれ
ば、地方の閉塞感を打破するツールになるので
はないだろうか。

AI等やICTを駆使して自然豊かな場所で家族
とゆっくり生活し、世界中の人々と交流する。
そんなスマートなライフスタイルを普通とする
豊かな地方生活が到来することを期待したい。



資料編

第Ⅲ部 



資料編　目次

第Ⅲ部 

分類 項目 ページ

1. 人口

2. 県民経済計算

3. 産業（第1次産業）

　　　　  （第2次産業）

　　　　  （第3次産業）

　　　　  （産業基盤）

4. 消費・地価

総人口（国勢調査）

将来推計人口

老年化指数

総人口（住民基本台帳）

人口増減率

出生者数

合計特殊出生率

転出入者数

県内総生産の推移

1人当たり県民所得の状況

農業産出額

総農家数

農家構成

耕作放棄地面積

農業所得

米作状況 

林家数

素材生産量

林業産出額

漁業経営体数

海面漁獲量

海面漁業産出額

海面養殖収穫量

水産加工品生産量

鉱工業生産指数

製造業粗付加価値額

製造業従業者数

食料品製造業製造品出荷額

食料品製造業従業者数

事業所数

従業者数

年間商品販売額

民間企業設備投資額

工場立地件数

工業用水量

特許出願件数

意匠出願件数

弁理士登録人数

開業率

廃業率

消費者物価指数

地価

家計の動向

194

194

194

196

196

196

196

198

200

200

202

202

202

204

204

204

206

206

206

208

208

208

208

208

210

212

212

212

212

214

216

216

218

218

218

220

220

220

220

220

222

222

224

分類 項目 ページ

5. 交通・物流

6. 観光・国際交流

7. 労働

8. エネルギー

9. 文化・教育・

    生活

10. 金融・財政

貨物の動き

海上出入貨物

空港乗降客数

空港貨物取扱量

観光入込客数

外国人訪問率

外国人登録者数

海外渡航者数

年代別旅券発行数

宿泊者数

旅館・ホテルの現況

温泉地数

港別出入国者数

業種別就業人口

有効求人倍率

新規高卒者就職率

完全失業率

失業者数

労働時間

パートタイム労働者比率

電源別発電電力量（全国）

電源別発電電力量（東北）

電力需要実績

再生可能エネルギーの導入状況

国宝

重要文化財

NPOの現況

学校数

児童・生徒数

教員数

図書館数

社会体育施設数

公民館数

保育所数

老人福祉施設数

有料老人ホーム数

病院数

従事医師数

外来患者数

医療費総額

預金・貸出金残高

都道府県財政

行政投資実績

226

228

228

228

230

230

230

230

230

230

232

232

234

236

238

238

238

238

240

240

242

242

242

242

244

244

246

248

250

252

254

254

254

254

254

254

256

256

256

256

258

258

260



193

資料編　目次

第Ⅲ部 

分類 項目 ページ

1. 人口

2. 県民経済計算

3. 産業（第1次産業）

　　　　  （第2次産業）

　　　　  （第3次産業）

　　　　  （産業基盤）

4. 消費・地価

総人口（国勢調査）

将来推計人口

老年化指数

総人口（住民基本台帳）

人口増減率

出生者数

合計特殊出生率

転出入者数

県内総生産の推移

1人当たり県民所得の状況

農業産出額

総農家数

農家構成

耕作放棄地面積

農業所得

米作状況 

林家数

素材生産量

林業産出額

漁業経営体数

海面漁獲量

海面漁業産出額

海面養殖収穫量

水産加工品生産量

鉱工業生産指数

製造業粗付加価値額

製造業従業者数

食料品製造業製造品出荷額

食料品製造業従業者数

事業所数

従業者数

年間商品販売額

民間企業設備投資額

工場立地件数

工業用水量

特許出願件数

意匠出願件数

弁理士登録人数

開業率

廃業率

消費者物価指数

地価

家計の動向

194

194

194

196

196

196

196

198

200

200

202

202

202

204

204

204

206

206

206

208

208

208

208

208

210

212

212

212

212

214

216

216

218

218

218

220

220

220

220

220

222

222

224

分類 項目 ページ

5. 交通・物流

6. 観光・国際交流

7. 労働

8. エネルギー

9. 文化・教育・

    生活

10. 金融・財政

貨物の動き

海上出入貨物

空港乗降客数

空港貨物取扱量

観光入込客数

外国人訪問率

外国人登録者数

海外渡航者数

年代別旅券発行数

宿泊者数

旅館・ホテルの現況

温泉地数

港別出入国者数

業種別就業人口

有効求人倍率

新規高卒者就職率

完全失業率

失業者数

労働時間

パートタイム労働者比率

電源別発電電力量（全国）

電源別発電電力量（東北）

電力需要実績

再生可能エネルギーの導入状況

国宝

重要文化財

NPOの現況

学校数

児童・生徒数

教員数

図書館数

社会体育施設数

公民館数

保育所数

老人福祉施設数

有料老人ホーム数

病院数

従事医師数

外来患者数

医療費総額

預金・貸出金残高

都道府県財政

行政投資実績

226

228

228

228

230

230

230

230

230

230

232

232

234

236

238

238

238

238

240

240

242

242

242

242

244

244

246

248

250

252

254

254

254

254

254

254

256

256

256

256

258

258

260



第
Ⅰ
部 

東
北
圏
に
お
け
る
社
会
経
済
の
現
状
と
今
年
の
変
化

第
Ⅱ
部 

農
業
ビ
ジ
ネ
ス
の
新
潮
流

第
Ⅲ
部 

資
料
編

194

第Ⅲ部 資料編

1. 人口

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■総人口
　（国勢調査）

1920年

千人

55,963 7,570 756 846 962 899 969 1,363 1,776 総務省「国勢調査」

注1： 1940年は旧外地人（朝鮮、台湾、樺太及び南洋群島）
以外の外国人（39,237人）を除く全人口

注2：沖縄県は1945年は調査が実施されていない

1925年 59,737 8,009 813 901 1,044 936 1,027 1,438 1,850

1930年 64,450 8,508 880 976 1,143 988 1,080 1,508 1,933

1935年 69,254 8,980 967 1,046 1,235 1,038 1,117 1,582 1,996

1940年 73,075 9,228 1,001 1,096 1,271 1,052 1,119 1,626 2,064

1945年 71,998 10,659 1,083 1,228 1,462 1,212 1,326 1,957 2,390

1950年 84,115 11,483 1,283 1,347 1,663 1,309 1,357 2,062 2,461

1955年 90,077 11,808 1,383 1,427 1,727 1,349 1,354 2,095 2,473

1960年 94,302 11,768 1,427 1,449 1,743 1,336 1,321 2,051 2,442

1965年 99,209 11,506 1,417 1,411 1,753 1,280 1,263 1,984 2,399

1970年 104,665 11,392 1,428 1,371 1,819 1,241 1,226 1,946 2,361

1975年 111,940 11,625 1,469 1,386 1,955 1,232 1,220 1,971 2,392

1980年 117,060 12,023 1,524 1,422 2,082 1,257 1,252 2,035 2,451

1985年 121,049 12,209 1,524 1,434 2,176 1,254 1,262 2,080 2,478

1990年 123,611 12,213 1,483 1,417 2,249 1,227 1,258 2,104 2,475

1995年 125,570 12,322 1,482 1,420 2,329 1,214 1,257 2,134 2,488

2000年 126,926 12,293 1,476 1,416 2,365 1,189 1,244 2,127 2,476

2005年 127,768 12,066 1,437 1,385 2,360 1,146 1,216 2,091 2,431

2010年 128,057 11,710 1,373 1,330 2,348 1,086 1,169 2,029 2,374

2015年 127,095 11,287 1,308 1,280 2,334 1,023 1,124 1,914 2,304

■将来推計人口 2020年

千人

124,100 10,817 1,236 1,206 2,269 959 1,062 1,874 2,210 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来
推計人口（平成30年3月推計）」

2025年 120,659 10,303 1,161 1,140 2,210 893 1,006 1,780 2,112

2030年 116,618 9,768 1,085 1,072 2,141 827 949 1,684 2,009

2035年 112,124 9,221 1,009 1,005 2,062 763 893 1,587 1,902

2040年 107,276 8,654 932 938 1,973 700 836 1,485 1,791

2045年 106,421 7,901 824 885 1,809 602 768 1,315 1,699

■老年化指数 1920年

％

14.41 12.74 10.80 16.27 12.18 10.35 11.71 12.32 14.39 総務省「国勢調査」より東北活性研算定

注： 老年化指数＝老年人口（65歳以上人口） ÷年少人口
（15歳未満人口）×100

1930年 12.99 10.54 9.01 12.64 9.93 7.64 9.86 10.77 12.37

1940年 13.10 10.75 8.84 11.02 10.04 8.56 10.42 11.31 12.98

1950年 13.95 11.56 9.47 11.69 10.89 8.68 11.72 12.09 14.15

1960年 18.98 16.20 12.54 15.19 16.25 13.45 18.10 16.85 19.13

1970年 29.39 29.74 22.78 27.75 28.00 29.86 36.31 30.45 33.18

1980年 38.71 45.01 36.71 43.99 37.60 50.17 55.80 45.56 49.53

1990年 66.24 74.47 66.34 76.25 60.72 87.22 87.49 71.45 81.69

2000年 119.12 136.77 128.66 143.07 115.74 171.53 153.39 126.61 143.88

2010年 174.05 200.07 205.29 213.56 168.98 258.30 214.83 182.73 205.89

2015年 210.65 246.34 263.78 256.02 205.68 323.74 253.65 236.97 248.27
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■総人口
　（国勢調査）

1920年

千人

55,963 7,570 756 846 962 899 969 1,363 1,776 総務省「国勢調査」

注1： 1940年は旧外地人（朝鮮、台湾、樺太及び南洋群島）
以外の外国人（39,237人）を除く全人口

注2：沖縄県は1945年は調査が実施されていない

1925年 59,737 8,009 813 901 1,044 936 1,027 1,438 1,850

1930年 64,450 8,508 880 976 1,143 988 1,080 1,508 1,933

1935年 69,254 8,980 967 1,046 1,235 1,038 1,117 1,582 1,996

1940年 73,075 9,228 1,001 1,096 1,271 1,052 1,119 1,626 2,064

1945年 71,998 10,659 1,083 1,228 1,462 1,212 1,326 1,957 2,390

1950年 84,115 11,483 1,283 1,347 1,663 1,309 1,357 2,062 2,461

1955年 90,077 11,808 1,383 1,427 1,727 1,349 1,354 2,095 2,473

1960年 94,302 11,768 1,427 1,449 1,743 1,336 1,321 2,051 2,442

1965年 99,209 11,506 1,417 1,411 1,753 1,280 1,263 1,984 2,399

1970年 104,665 11,392 1,428 1,371 1,819 1,241 1,226 1,946 2,361

1975年 111,940 11,625 1,469 1,386 1,955 1,232 1,220 1,971 2,392

1980年 117,060 12,023 1,524 1,422 2,082 1,257 1,252 2,035 2,451

1985年 121,049 12,209 1,524 1,434 2,176 1,254 1,262 2,080 2,478

1990年 123,611 12,213 1,483 1,417 2,249 1,227 1,258 2,104 2,475

1995年 125,570 12,322 1,482 1,420 2,329 1,214 1,257 2,134 2,488

2000年 126,926 12,293 1,476 1,416 2,365 1,189 1,244 2,127 2,476

2005年 127,768 12,066 1,437 1,385 2,360 1,146 1,216 2,091 2,431

2010年 128,057 11,710 1,373 1,330 2,348 1,086 1,169 2,029 2,374

2015年 127,095 11,287 1,308 1,280 2,334 1,023 1,124 1,914 2,304

■将来推計人口 2020年

千人

124,100 10,817 1,236 1,206 2,269 959 1,062 1,874 2,210 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来
推計人口（平成30年3月推計）」

2025年 120,659 10,303 1,161 1,140 2,210 893 1,006 1,780 2,112

2030年 116,618 9,768 1,085 1,072 2,141 827 949 1,684 2,009

2035年 112,124 9,221 1,009 1,005 2,062 763 893 1,587 1,902

2040年 107,276 8,654 932 938 1,973 700 836 1,485 1,791

2045年 106,421 7,901 824 885 1,809 602 768 1,315 1,699

■老年化指数 1920年

％

14.41 12.74 10.80 16.27 12.18 10.35 11.71 12.32 14.39 総務省「国勢調査」より東北活性研算定

注： 老年化指数＝老年人口（65歳以上人口） ÷年少人口
（15歳未満人口）×100

1930年 12.99 10.54 9.01 12.64 9.93 7.64 9.86 10.77 12.37

1940年 13.10 10.75 8.84 11.02 10.04 8.56 10.42 11.31 12.98

1950年 13.95 11.56 9.47 11.69 10.89 8.68 11.72 12.09 14.15

1960年 18.98 16.20 12.54 15.19 16.25 13.45 18.10 16.85 19.13

1970年 29.39 29.74 22.78 27.75 28.00 29.86 36.31 30.45 33.18

1980年 38.71 45.01 36.71 43.99 37.60 50.17 55.80 45.56 49.53

1990年 66.24 74.47 66.34 76.25 60.72 87.22 87.49 71.45 81.69

2000年 119.12 136.77 128.66 143.07 115.74 171.53 153.39 126.61 143.88

2010年 174.05 200.07 205.29 213.56 168.98 258.30 214.83 182.73 205.89

2015年 210.65 246.34 263.78 256.02 205.68 323.74 253.65 236.97 248.27
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■総人口
　（住民基本台帳）

2000年3月

千人

126,071 12,336 1,500 1,425 2,344 1,203 1,245 2,136 2,482 総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び
世帯数調査」

注1：  住民基本台帳法の改正に伴い、2012年7月9日以降
の統計には外国人が含まれている

注2：  2013年までは3月31日、2014年以降は1月1日現在
の値

2005年3月 127,059 12,169 1,473 1,397 2,352 1,167 1,221 2,110 2,450

2010年3月 127,058 11,808 1,406 1,345 2,329 1,108 1,177 2,052 2,391

2015年1月 128,226 11,483 1,353 1,301 2,328 1,057 1,141 1,965 2,337

2016年1月 128,066 11,398 1,338 1,289 2,324 1,043 1,130 1,954 2,319

2017年1月 127,907 11,308 1,324 1,277 2,319 1,029 1,118 1,939 2,301

2018年1月 127,707 11,208 1,309 1,264 2,312 1,015 1,107 1,920 2,281

2019年1月 127,444 11,108 1,293 1,250 2,303 1,000 1,095 1,901 2,259

■人口増減率
　純増減率

2000年度

％

0.17 - ▲ 0.18 ▲ 0.23 0.14 ▲ 0.49 ▲ 0.29 ▲ 0.14 ▲ 0.22 総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び
世帯数調査」

注1： 住民基本台帳法の改正に伴い、2012年度以降の統
計には外国人が含まれている

注2： 2014年より調査期間が年度から暦年に変更となっ
ている

2005年度 ▲ 0.00 - ▲ 0.85 ▲ 0.64 ▲ 0.31 ▲ 0.88 ▲ 0.71 ▲ 0.45 ▲ 0.47

2010年度 ▲ 0.11 - ▲ 0.69 ▲ 0.76 ▲ 0.45 ▲ 0.96 ▲ 0.68 ▲ 0.75 ▲ 0.51

2015年 ▲ 0.12 - ▲ 1.10 ▲ 0.88 ▲ 0.16 ▲ 1.28 ▲ 0.98 ▲ 0.59 ▲ 0.77

2016年 ▲ 0.12 - ▲ 1.09 ▲ 0.95 ▲ 0.22 ▲ 1.32 ▲ 0.98 ▲ 0.77 ▲ 0.80

2017年 ▲ 0.16 - ▲ 1.14 ▲ 1.01 ▲ 0.32 ▲ 1.37 ▲ 1.03 ▲ 0.97 ▲ 0.85

2018年 ▲ 0.21 - ▲ 1.22 ▲ 1.12 ▲ 0.39 ▲ 1.46 ▲ 1.05 ▲ 0.97 ▲ 0.96

自然増減率 2000年度

％

0.19 - 0.01 ▲ 0.01 0.22 ▲ 0.24 ▲ 0.07 0.09 ▲ 0.00

2005年度 ▲ 0.01 - ▲ 0.29 ▲ 0.30 ▲ 0.02 ▲ 0.48 ▲ 0.31 ▲ 0.16 ▲ 0.22

2010年度 ▲ 0.12 - ▲ 0.48 ▲ 0.58 ▲ 0.36 ▲ 0.69 ▲ 0.50 ▲ 0.41 ▲ 0.38

2015年 ▲ 0.22 - ▲ 0.64 ▲ 0.59 ▲ 0.22 ▲ 0.85 ▲ 0.63 ▲ 0.52 ▲ 0.51

2016年 ▲ 0.25 - ▲ 0.65 ▲ 0.67 ▲ 0.26 ▲ 0.92 ▲ 0.68 ▲ 0.54 ▲ 0.56

2017年 ▲ 0.30 - ▲ 0.72 ▲ 0.71 ▲ 0.31 ▲ 0.97 ▲ 0.72 ▲ 0.59 ▲ 0.62

2018年 ▲ 0.34 - ▲ 0.78 ▲ 0.77 ▲ 0.36 ▲ 1.03 ▲ 0.76 ▲ 0.64 ▲ 0.28

社会増減率 2000年度

％

▲ 0.02 - ▲ 0.19 ▲ 0.23 ▲ 0.08 ▲ 0.25 ▲ 0.22 ▲ 0.23 ▲ 0.22

2005年度 0.00 - ▲ 0.55 ▲ 0.34 ▲ 0.29 ▲ 0.40 ▲ 0.40 ▲ 0.29 ▲ 0.25

2010年度 0.02 - ▲ 0.21 ▲ 0.18 ▲ 0.08 ▲ 0.27 ▲ 0.18 ▲ 0.35 ▲ 0.14

2015年 0.09 - ▲ 0.46 ▲ 0.29 0.06 ▲ 0.43 ▲ 0.35 ▲ 0.08 ▲ 0.26

2016年 0.12 - ▲ 0.44 ▲ 0.28 0.04 ▲ 0.41 ▲ 0.31 ▲ 0.24 ▲ 0.24

2017年 0.14 - ▲ 0.43 ▲ 0.31 ▲ 0.00 ▲ 0.40 ▲ 0.31 ▲ 0.38 ▲ 0.23

2018年 0.13 - ▲ 0.45 ▲ 0.35 ▲ 0.03 ▲ 0.44 ▲ 0.29 ▲ 0.33 ▲ 0.28

■出生者数 2000年度

人

1,180,565 108,608 12,961 12,363 21,953 8,852 10,828 20,126 21,525

2005年度 1,065,533 93,500 10,505 10,422 19,349 7,658 9,320 17,631 18,615

2010年度 1,070,445 87,514 9,672 9,676 18,870 6,723 8,643 15,842 18,088

2015年 1,024,041 80,258 8,625 8,900 18,231 5,875 7,875 14,303 16,449

2016年 997,781 77,549 8,684 8,363 17,569 5,692 7,578 13,810 15,853

2017年 964,690 74,267 8,075 8,218 16,830 5,445 7,283 13,378 15,038

2018年 937,542 71,074 7,821 7,674 16,337 5,052 7,010 12,630 14,550

■合計特殊出生率 2000年

―

1.36 - 1.47 1.56 1.39 1.45 1.62 1.65 1.51 厚生労働省「人口動態調査」

2005年 1.26 - 1.29 1.41 1.24 1.34 1.45 1.49 1.34

2010年 1.39 - 1.38 1.46 1.30 1.31 1.48 1.52 1.43

2015年 1.45 - 1.43 1.49 1.36 1.35 1.48 1.58 1.44

2016年 1.44 - 1.48 1.45 1.34 1.39 1.47 1.59 1.43

2017年 1.43 - 1.43 1.47 1.31 1.35 1.45 1.57 1.41

2018年 1.42 - 1.43 1.41 1.30 1.33 1.48 1.53 1.41
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■総人口
　（住民基本台帳）

2000年3月

千人

126,071 12,336 1,500 1,425 2,344 1,203 1,245 2,136 2,482 総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び
世帯数調査」

注1：  住民基本台帳法の改正に伴い、2012年7月9日以降
の統計には外国人が含まれている

注2：  2013年までは3月31日、2014年以降は1月1日現在
の値

2005年3月 127,059 12,169 1,473 1,397 2,352 1,167 1,221 2,110 2,450

2010年3月 127,058 11,808 1,406 1,345 2,329 1,108 1,177 2,052 2,391

2015年1月 128,226 11,483 1,353 1,301 2,328 1,057 1,141 1,965 2,337

2016年1月 128,066 11,398 1,338 1,289 2,324 1,043 1,130 1,954 2,319

2017年1月 127,907 11,308 1,324 1,277 2,319 1,029 1,118 1,939 2,301

2018年1月 127,707 11,208 1,309 1,264 2,312 1,015 1,107 1,920 2,281

2019年1月 127,444 11,108 1,293 1,250 2,303 1,000 1,095 1,901 2,259

■人口増減率
　純増減率

2000年度

％

0.17 - ▲ 0.18 ▲ 0.23 0.14 ▲ 0.49 ▲ 0.29 ▲ 0.14 ▲ 0.22 総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び
世帯数調査」

注1： 住民基本台帳法の改正に伴い、2012年度以降の統
計には外国人が含まれている

注2： 2014年より調査期間が年度から暦年に変更となっ
ている

2005年度 ▲ 0.00 - ▲ 0.85 ▲ 0.64 ▲ 0.31 ▲ 0.88 ▲ 0.71 ▲ 0.45 ▲ 0.47

2010年度 ▲ 0.11 - ▲ 0.69 ▲ 0.76 ▲ 0.45 ▲ 0.96 ▲ 0.68 ▲ 0.75 ▲ 0.51

2015年 ▲ 0.12 - ▲ 1.10 ▲ 0.88 ▲ 0.16 ▲ 1.28 ▲ 0.98 ▲ 0.59 ▲ 0.77

2016年 ▲ 0.12 - ▲ 1.09 ▲ 0.95 ▲ 0.22 ▲ 1.32 ▲ 0.98 ▲ 0.77 ▲ 0.80

2017年 ▲ 0.16 - ▲ 1.14 ▲ 1.01 ▲ 0.32 ▲ 1.37 ▲ 1.03 ▲ 0.97 ▲ 0.85

2018年 ▲ 0.21 - ▲ 1.22 ▲ 1.12 ▲ 0.39 ▲ 1.46 ▲ 1.05 ▲ 0.97 ▲ 0.96

自然増減率 2000年度

％

0.19 - 0.01 ▲ 0.01 0.22 ▲ 0.24 ▲ 0.07 0.09 ▲ 0.00

2005年度 ▲ 0.01 - ▲ 0.29 ▲ 0.30 ▲ 0.02 ▲ 0.48 ▲ 0.31 ▲ 0.16 ▲ 0.22

2010年度 ▲ 0.12 - ▲ 0.48 ▲ 0.58 ▲ 0.36 ▲ 0.69 ▲ 0.50 ▲ 0.41 ▲ 0.38

2015年 ▲ 0.22 - ▲ 0.64 ▲ 0.59 ▲ 0.22 ▲ 0.85 ▲ 0.63 ▲ 0.52 ▲ 0.51

2016年 ▲ 0.25 - ▲ 0.65 ▲ 0.67 ▲ 0.26 ▲ 0.92 ▲ 0.68 ▲ 0.54 ▲ 0.56

2017年 ▲ 0.30 - ▲ 0.72 ▲ 0.71 ▲ 0.31 ▲ 0.97 ▲ 0.72 ▲ 0.59 ▲ 0.62

2018年 ▲ 0.34 - ▲ 0.78 ▲ 0.77 ▲ 0.36 ▲ 1.03 ▲ 0.76 ▲ 0.64 ▲ 0.28

社会増減率 2000年度

％

▲ 0.02 - ▲ 0.19 ▲ 0.23 ▲ 0.08 ▲ 0.25 ▲ 0.22 ▲ 0.23 ▲ 0.22

2005年度 0.00 - ▲ 0.55 ▲ 0.34 ▲ 0.29 ▲ 0.40 ▲ 0.40 ▲ 0.29 ▲ 0.25

2010年度 0.02 - ▲ 0.21 ▲ 0.18 ▲ 0.08 ▲ 0.27 ▲ 0.18 ▲ 0.35 ▲ 0.14

2015年 0.09 - ▲ 0.46 ▲ 0.29 0.06 ▲ 0.43 ▲ 0.35 ▲ 0.08 ▲ 0.26

2016年 0.12 - ▲ 0.44 ▲ 0.28 0.04 ▲ 0.41 ▲ 0.31 ▲ 0.24 ▲ 0.24

2017年 0.14 - ▲ 0.43 ▲ 0.31 ▲ 0.00 ▲ 0.40 ▲ 0.31 ▲ 0.38 ▲ 0.23

2018年 0.13 - ▲ 0.45 ▲ 0.35 ▲ 0.03 ▲ 0.44 ▲ 0.29 ▲ 0.33 ▲ 0.28

■出生者数 2000年度

人

1,180,565 108,608 12,961 12,363 21,953 8,852 10,828 20,126 21,525

2005年度 1,065,533 93,500 10,505 10,422 19,349 7,658 9,320 17,631 18,615

2010年度 1,070,445 87,514 9,672 9,676 18,870 6,723 8,643 15,842 18,088

2015年 1,024,041 80,258 8,625 8,900 18,231 5,875 7,875 14,303 16,449

2016年 997,781 77,549 8,684 8,363 17,569 5,692 7,578 13,810 15,853

2017年 964,690 74,267 8,075 8,218 16,830 5,445 7,283 13,378 15,038

2018年 937,542 71,074 7,821 7,674 16,337 5,052 7,010 12,630 14,550

■合計特殊出生率 2000年

―

1.36 - 1.47 1.56 1.39 1.45 1.62 1.65 1.51 厚生労働省「人口動態調査」

2005年 1.26 - 1.29 1.41 1.24 1.34 1.45 1.49 1.34

2010年 1.39 - 1.38 1.46 1.30 1.31 1.48 1.52 1.43

2015年 1.45 - 1.43 1.49 1.36 1.35 1.48 1.58 1.44

2016年 1.44 - 1.48 1.45 1.34 1.39 1.47 1.59 1.43

2017年 1.43 - 1.43 1.47 1.31 1.35 1.45 1.57 1.41

2018年 1.42 - 1.43 1.41 1.30 1.33 1.48 1.53 1.41
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■転出入者数
　転入者

2000年

人

2,813,464 207,366 26,905 24,186 56,705 16,797 18,822 33,410 30,541 総務省「住民基本台帳人口移動報告」

注：日本人のみ2005年 2,601,648 180,131 21,957 19,754 51,742 14,459 15,843 29,148 27,228

2010年 2,332,392 160,831 19,963 17,893 47,358 12,735 13,517 25,611 23,754

2011年 2,338,519 161,387 20,089 18,756 47,662 13,169 15,259 21,741 24,711

2012年 2,317,856 165,053 19,305 19,306 53,183 12,503 14,444 23,346 22,966

2013年 2,301,895 162,192 18,472 18,529 51,326 11,943 13,498 25,768 22,656

2014年 2,259,688 158,439 17,792 17,845 48,951 11,626 13,316 27,056 21,853

2015年 2,334,738 158,645 17,724 17,636 48,315 11,710 13,199 28,209 21,852

2016年 2,275,331 152,393 17,061 17,113 47,124 11,353 12,921 25,505 21,316

2017年 2,287,310 148,992 17,454 16,658 46,064 10,947 12,535 23,962 21,372

2018年 2,293,493 145,655 16,744 16,285 45,658 10,569 12,455 23,300 20,644

転出者 2000年

人

2,813,464 225,456 29,234 26,408 57,436 19,865 20,556 36,822 35,135

2005年 2,601,648 217,714 29,139 25,622 55,492 19,226 20,058 35,450 32,727

2010年 2,332,392 187,848 24,995 22,131 47,914 16,463 17,124 31,363 27,858

2011年 2,338,519 211,642 23,345 22,199 54,064 15,859 16,172 53,122 26,881

2012年 2,317,856 191,674 24,648 21,691 47,114 16,077 17,144 37,189 27,811

2013年 2,301,895 185,031 24,528 20,960 46,670 16,538 17,579 30,968 27,788

2014年 2,259,688 181,387 24,252 21,045 46,514 16,049 16,889 29,267 27,371

2015年 2,334,738 187,168 24,284 21,758 48,391 16,202 17,342 30,604 28,587

2016年 2,275,331 183,134 23,384 20,983 47,607 15,751 16,560 31,344 27,505

2017年 2,287,310 183,834 23,529 21,019 47,326 15,266 16,399 32,357 27,938

2018年 2,293,493 182,616 23,196 21,285 47,358 15,111 16,337 31,141 28,188

転入超過数 2000年

人

- ▲ 18,090 ▲ 2,329 ▲ 2,222 ▲ 731 ▲ 3,068 ▲ 1,734 ▲ 3,412 ▲ 4,594

2005年 - ▲ 37,583 ▲ 7,182 ▲ 5,868 ▲ 3,750 ▲ 4,767 ▲ 4,215 ▲ 6,302 ▲ 5,499

2010年 - ▲ 27,017 ▲ 5,032 ▲ 4,238 ▲ 556 ▲ 3,728 ▲ 3,607 ▲ 5,752 ▲ 4,104

2011年 - ▲ 50,255 ▲ 3,256 ▲ 3,443 ▲ 6,402 ▲ 2,690 ▲ 913 ▲ 31,381 ▲ 2,170

2012年 - ▲ 26,621 ▲ 5,343 ▲ 2,385 6,069 ▲ 3,574 ▲ 2,700 ▲ 13,843 ▲ 4,845

2013年 - ▲ 22,839 ▲ 6,056 ▲ 2,431 4,656 ▲ 4,595 ▲ 4,081 ▲ 5,200 ▲ 5,132

2014年 - ▲ 22,948 ▲ 6,460 ▲ 3,200 2,437 ▲ 4,423 ▲ 3,573 ▲ 2,211 ▲ 5,518

2015年 - ▲ 28,523 ▲ 6,560 ▲ 4,122 ▲ 76 ▲ 4,492 ▲ 4,143 ▲ 2,395 ▲ 6,735

2016年 - ▲ 30,741 ▲ 6,323 ▲ 3,870 ▲ 483 ▲ 4,398 ▲ 3,639 ▲ 5,839 ▲ 6,189

2017年 - ▲ 34,842 ▲ 6,075 ▲ 4,361 ▲ 1,262 ▲ 4,319 ▲ 3,864 ▲ 8,395 ▲ 6,566

2018年 - ▲ 36,961 ▲ 6,452 ▲ 5,000 ▲ 1,700 ▲ 4,542 ▲ 3,882 ▲ 7,841 ▲ 7,544
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■転出入者数
　転入者

2000年

人

2,813,464 207,366 26,905 24,186 56,705 16,797 18,822 33,410 30,541 総務省「住民基本台帳人口移動報告」

注：日本人のみ2005年 2,601,648 180,131 21,957 19,754 51,742 14,459 15,843 29,148 27,228

2010年 2,332,392 160,831 19,963 17,893 47,358 12,735 13,517 25,611 23,754

2011年 2,338,519 161,387 20,089 18,756 47,662 13,169 15,259 21,741 24,711

2012年 2,317,856 165,053 19,305 19,306 53,183 12,503 14,444 23,346 22,966

2013年 2,301,895 162,192 18,472 18,529 51,326 11,943 13,498 25,768 22,656

2014年 2,259,688 158,439 17,792 17,845 48,951 11,626 13,316 27,056 21,853

2015年 2,334,738 158,645 17,724 17,636 48,315 11,710 13,199 28,209 21,852

2016年 2,275,331 152,393 17,061 17,113 47,124 11,353 12,921 25,505 21,316

2017年 2,287,310 148,992 17,454 16,658 46,064 10,947 12,535 23,962 21,372

2018年 2,293,493 145,655 16,744 16,285 45,658 10,569 12,455 23,300 20,644

転出者 2000年

人

2,813,464 225,456 29,234 26,408 57,436 19,865 20,556 36,822 35,135

2005年 2,601,648 217,714 29,139 25,622 55,492 19,226 20,058 35,450 32,727

2010年 2,332,392 187,848 24,995 22,131 47,914 16,463 17,124 31,363 27,858

2011年 2,338,519 211,642 23,345 22,199 54,064 15,859 16,172 53,122 26,881

2012年 2,317,856 191,674 24,648 21,691 47,114 16,077 17,144 37,189 27,811

2013年 2,301,895 185,031 24,528 20,960 46,670 16,538 17,579 30,968 27,788

2014年 2,259,688 181,387 24,252 21,045 46,514 16,049 16,889 29,267 27,371

2015年 2,334,738 187,168 24,284 21,758 48,391 16,202 17,342 30,604 28,587

2016年 2,275,331 183,134 23,384 20,983 47,607 15,751 16,560 31,344 27,505

2017年 2,287,310 183,834 23,529 21,019 47,326 15,266 16,399 32,357 27,938

2018年 2,293,493 182,616 23,196 21,285 47,358 15,111 16,337 31,141 28,188

転入超過数 2000年

人

- ▲ 18,090 ▲ 2,329 ▲ 2,222 ▲ 731 ▲ 3,068 ▲ 1,734 ▲ 3,412 ▲ 4,594

2005年 - ▲ 37,583 ▲ 7,182 ▲ 5,868 ▲ 3,750 ▲ 4,767 ▲ 4,215 ▲ 6,302 ▲ 5,499

2010年 - ▲ 27,017 ▲ 5,032 ▲ 4,238 ▲ 556 ▲ 3,728 ▲ 3,607 ▲ 5,752 ▲ 4,104

2011年 - ▲ 50,255 ▲ 3,256 ▲ 3,443 ▲ 6,402 ▲ 2,690 ▲ 913 ▲ 31,381 ▲ 2,170

2012年 - ▲ 26,621 ▲ 5,343 ▲ 2,385 6,069 ▲ 3,574 ▲ 2,700 ▲ 13,843 ▲ 4,845

2013年 - ▲ 22,839 ▲ 6,056 ▲ 2,431 4,656 ▲ 4,595 ▲ 4,081 ▲ 5,200 ▲ 5,132

2014年 - ▲ 22,948 ▲ 6,460 ▲ 3,200 2,437 ▲ 4,423 ▲ 3,573 ▲ 2,211 ▲ 5,518

2015年 - ▲ 28,523 ▲ 6,560 ▲ 4,122 ▲ 76 ▲ 4,492 ▲ 4,143 ▲ 2,395 ▲ 6,735

2016年 - ▲ 30,741 ▲ 6,323 ▲ 3,870 ▲ 483 ▲ 4,398 ▲ 3,639 ▲ 5,839 ▲ 6,189

2017年 - ▲ 34,842 ▲ 6,075 ▲ 4,361 ▲ 1,262 ▲ 4,319 ▲ 3,864 ▲ 8,395 ▲ 6,566

2018年 - ▲ 36,961 ▲ 6,452 ▲ 5,000 ▲ 1,700 ▲ 4,542 ▲ 3,882 ▲ 7,841 ▲ 7,544
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2. 県民経済計算

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■県内総生産
　（名目） の推移
　総額

2010年度

億円

5,113,929 388,999 43,286 40,005 78,692 32,921 37,253 71,772 85,070 内閣府「県民経済計算」

注： 県民経済計算は、国民経済計算に準拠して2011年基
準で作成されている

2011年度 5,161,877 382,693 43,394 40,629 77,634 33,273 36,711 65,840 85,213 

2012年度 5,142,608 396,673 43,650 42,634 84,931 33,131 36,914 70,404 85,009 

2013年度 5,240,902 409,035 42,896 44,649 87,972 33,348 38,424 74,988 86,757 

2014年度 5,306,959 417,554 43,546 46,004 92,112 33,717 38,031 77,568 86,576 

2015年度 5,457,493 426,546 45,466 46,742 94,865 33,953 39,191 78,122 88,207 

2016年度 5,498,662 430,230 45,803 46,743 94,755 34,513 40,398 79,179 88,840 

第1次産業 2010年度

億円

51,818 9,345 1,731 1,457 1,400 963 1,080 1,310 1,404 

2011年度 51,627 9,274 1,747 1,395 1,182 1,105 1,124 1,091 1,630 

2012年度 54,091 10,106 1,776 1,520 1,327 1,223 1,412 1,201 1,647 

2013年度 51,826 9,499 1,621 1,457 1,261 1,118 1,377 1,143 1,523 

2014年度 50,239 8,652 1,630 1,439 1,099 869 1,200 1,030 1,384 

2015年度 56,153 9,880 2,076 1,596 1,257 1,010 1,366 1,142 1,434 

2016年度 61,069 10,827 2,331 1,654 1,399 1,128 1,464 1,200 1,651 

第2次産業 2010年度

億円

1,311,825 99,632 9,775 9,130 16,433 7,284 10,051 22,077 24,883 

2011年度 1,332,404 98,641 10,262 10,100 16,039 7,270 9,729 20,346 24,894 

2012年度 1,318,867 105,605 10,227 11,160 20,038 6,990 9,443 23,037 24,710 

2013年度 1,376,140 113,042 9,694 12,727 21,383 7,112 10,895 25,738 25,492 

2014年度 1,404,482 118,838 10,045 13,460 24,787 7,659 10,640 27,424 24,823 

2015年度 1,469,807 122,055 10,701 13,677 26,883 7,496 11,093 26,397 25,808 

2016年度 1,492,898 124,848 11,107 13,811 26,558 7,779 12,096 27,085 26,412 

第3次産業 2010年度

億円

3,728,288 278,998 31,876 29,198 60,710 24,737 25,943 48,107 58,425 

2011年度 3,752,292 273,905 31,526 28,917 60,651 24,932 25,649 44,043 58,187 

2012年度 3,742,634 279,712 31,761 29,716 63,481 24,940 25,843 45,840 58,129 

2013年度 3,781,014 284,800 31,669 30,162 65,121 25,120 25,916 47,688 59,125 

2014年度 3,810,983 288,022 31,984 30,650 65,955 25,346 25,871 48,586 59,631 

2015年度 3,896,579 293,293 32,855 31,109 66,816 25,551 26,507 50,121 60,334 

2016年度 3,922,265 294,040 32,586 31,072 66,858 25,762 26,756 50,616 60,390 

■1人当たり県民
　所得の状況

2010年度

千円

2,950 2,431 2,268 2,275 2,396 2,237 2,412 2,631 2,575 内閣府「県民経済計算」

注1： 県民経済計算は、国民経済計算に準拠して2011年
基準で作成されている

注2： 東北の1人当たり県民所得については、内閣府「県
民経済計算」に準じて東北活性研が算定している

2011年度 2,995 2,440 2,312 2,343 2,457 2,291 2,411 2,507 2,579 

2012年度 2,997 2,540 2,327 2,482 2,673 2,302 2,434 2,674 2,612 

2013年度 3,096 2,660 2,362 2,625 2,755 2,390 2,583 2,885 2,729 

2014年度 3,114 2,689 2,358 2,671 2,863 2,409 2,539 2,945 2,698 

2015年度 3,209 2,772 2,507 2,722 2,970 2,478 2,670 2,958 2,776 

2016年度 3,217 2,805 2,558 2,737 2,926 2,553 2,758 3,005 2,826 
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■県内総生産
　（名目） の推移
　総額

2010年度

億円

5,113,929 388,999 43,286 40,005 78,692 32,921 37,253 71,772 85,070 内閣府「県民経済計算」

注： 県民経済計算は、国民経済計算に準拠して2011年基
準で作成されている

2011年度 5,161,877 382,693 43,394 40,629 77,634 33,273 36,711 65,840 85,213 

2012年度 5,142,608 396,673 43,650 42,634 84,931 33,131 36,914 70,404 85,009 

2013年度 5,240,902 409,035 42,896 44,649 87,972 33,348 38,424 74,988 86,757 

2014年度 5,306,959 417,554 43,546 46,004 92,112 33,717 38,031 77,568 86,576 

2015年度 5,457,493 426,546 45,466 46,742 94,865 33,953 39,191 78,122 88,207 

2016年度 5,498,662 430,230 45,803 46,743 94,755 34,513 40,398 79,179 88,840 

第1次産業 2010年度

億円

51,818 9,345 1,731 1,457 1,400 963 1,080 1,310 1,404 

2011年度 51,627 9,274 1,747 1,395 1,182 1,105 1,124 1,091 1,630 

2012年度 54,091 10,106 1,776 1,520 1,327 1,223 1,412 1,201 1,647 

2013年度 51,826 9,499 1,621 1,457 1,261 1,118 1,377 1,143 1,523 

2014年度 50,239 8,652 1,630 1,439 1,099 869 1,200 1,030 1,384 

2015年度 56,153 9,880 2,076 1,596 1,257 1,010 1,366 1,142 1,434 

2016年度 61,069 10,827 2,331 1,654 1,399 1,128 1,464 1,200 1,651 

第2次産業 2010年度

億円

1,311,825 99,632 9,775 9,130 16,433 7,284 10,051 22,077 24,883 

2011年度 1,332,404 98,641 10,262 10,100 16,039 7,270 9,729 20,346 24,894 

2012年度 1,318,867 105,605 10,227 11,160 20,038 6,990 9,443 23,037 24,710 

2013年度 1,376,140 113,042 9,694 12,727 21,383 7,112 10,895 25,738 25,492 

2014年度 1,404,482 118,838 10,045 13,460 24,787 7,659 10,640 27,424 24,823 

2015年度 1,469,807 122,055 10,701 13,677 26,883 7,496 11,093 26,397 25,808 

2016年度 1,492,898 124,848 11,107 13,811 26,558 7,779 12,096 27,085 26,412 

第3次産業 2010年度

億円

3,728,288 278,998 31,876 29,198 60,710 24,737 25,943 48,107 58,425 

2011年度 3,752,292 273,905 31,526 28,917 60,651 24,932 25,649 44,043 58,187 

2012年度 3,742,634 279,712 31,761 29,716 63,481 24,940 25,843 45,840 58,129 

2013年度 3,781,014 284,800 31,669 30,162 65,121 25,120 25,916 47,688 59,125 

2014年度 3,810,983 288,022 31,984 30,650 65,955 25,346 25,871 48,586 59,631 

2015年度 3,896,579 293,293 32,855 31,109 66,816 25,551 26,507 50,121 60,334 

2016年度 3,922,265 294,040 32,586 31,072 66,858 25,762 26,756 50,616 60,390 

■1人当たり県民
　所得の状況

2010年度

千円

2,950 2,431 2,268 2,275 2,396 2,237 2,412 2,631 2,575 内閣府「県民経済計算」

注1： 県民経済計算は、国民経済計算に準拠して2011年
基準で作成されている

注2： 東北の1人当たり県民所得については、内閣府「県
民経済計算」に準じて東北活性研が算定している

2011年度 2,995 2,440 2,312 2,343 2,457 2,291 2,411 2,507 2,579 

2012年度 2,997 2,540 2,327 2,482 2,673 2,302 2,434 2,674 2,612 

2013年度 3,096 2,660 2,362 2,625 2,755 2,390 2,583 2,885 2,729 

2014年度 3,114 2,689 2,358 2,671 2,863 2,409 2,539 2,945 2,698 

2015年度 3,209 2,772 2,507 2,722 2,970 2,478 2,670 2,958 2,776 

2016年度 3,217 2,805 2,558 2,737 2,926 2,553 2,758 3,005 2,826 
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3. 産業

（第１次産業）

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

農業
■農業産出額

2000年

億円

91,295 17,921 2,648 2,849 2,202 2,058 2,372 2,651 3,141 農林水産省「生産農業所得統計」
2005年 85,119 16,870 2,797 2,541 1,997 1,866 2,125 2,500 3,044
2010年 81,214 15,090 2,751 2,287 1,679 1,494 1,986 2,330 2,563
2015年 87,979 15,558 3,068 2,494 1,741 1,612 2,282 1,973 2,388
2016年 92,025 16,469 3,221 2,609 1,843 1,745 2,391 2,077 2,583
2017年 92,742 16,488 3,103 2,693 1,900 1,792 2,441 2,071 2,488

■総農家数 2000年

戸

3,120,215 623,317 70,301 92,438 84,959 80,563 67,572 111,219 116,265 農林水産省「農林業センサス」

注1： 2005年の全国値には火山活動で全島避難の三宅島を含まない
注2： 2015年の値には2014年4月1日時点の避難指示区域となっている福島県楢

葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯館村の全域並びに
南相馬市、川俣町及び川内村の一部地域の結果は含まれていない

2005年 2,848,166 569,988 61,587 86,028 77,855 72,000 61,567 104,423 106,528
2010年 2,527,948 498,553 54,210 76,377 65,633 59,971 53,477 96,598 92,287

2015年 2,155,082 412,293 44,781 66,099 52,350 49,048 46,224 75,338 78,453

■農家構成
　販売農家数

2000年

千戸

2,337 522 60 76 71 70 57 92 96 農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」

注： 2015年の値には2014年4月1日時点の避難指示区域となっている福島県楢葉
町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯館村の全域並びに南相馬市、
川俣町及び川内村の一部地域の結果は含まれていない

2005年 1,936 453 51 67 63 60 49 81 82
2010年 1,631 372 43 55 49 47 39 71 67
2015年 1,330 294 35 45 38 38 32 52 54
2016年 1,263 279 34 44 35 35 31 49 52
2017年 1,200 263 31 40 33 33 29 46 50
2018年 1,164 256 31 40 31 32 29 45 49
2019年 1,130 247 30 38 30 30 28 44 48

専業農家数 2000年

千戸

426 58 10 9 7 7 5 10 9
2005年 443 67 12 11 8 8 6 11 11
2010年 451 75 13 12 9 9 7 13 12
2015年 443 73 13 12 8 9 8 12 11
2016年 395 60 12 10 7 7 7 8 9
2017年 381 58 11 11 6 6 7 9 9
2018年 375 61 10 12 6 7 6 10 11
2019年 368 57 10 11 6 6 7 9 9

第一種兼業農家数 2000年

千戸

350 90 17 12 10 12 13 13 13
2005年 308 82 14 11 9 10 13 12 13
2010年 225 60 10 8 6 8 9 9 9
2015年 165 45 7 6 5 6 7 6 8
2016年 185 49 8 7 4 7 7 8 9
2017年 182 51 8 7 5 7 8 7 10
2018年 182 50 8 5 6 6 7 8 9
2019年 177 48 8 5 6 6 7 7 9

第二種兼業農家数 2000年

千戸

1,561 373 33 55 55 51 38 69 74
2005年 1,212 303 25 45 46 42 30 57 58
2010年 955 237 20 35 35 30 23 48 46
2015年 722 177 14 28 24 23 18 34 36
2016年 682 170 14 27 24 22 17 33 34
2017年 638 154 13 23 22 20 15 31 31
2018年 608 145 12 23 20 19 15 27 29
2019年 584 142 11 22 19 18 14 28 31
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（第１次産業）

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

農業
■農業産出額

2000年

億円

91,295 17,921 2,648 2,849 2,202 2,058 2,372 2,651 3,141 農林水産省「生産農業所得統計」
2005年 85,119 16,870 2,797 2,541 1,997 1,866 2,125 2,500 3,044
2010年 81,214 15,090 2,751 2,287 1,679 1,494 1,986 2,330 2,563
2015年 87,979 15,558 3,068 2,494 1,741 1,612 2,282 1,973 2,388
2016年 92,025 16,469 3,221 2,609 1,843 1,745 2,391 2,077 2,583
2017年 92,742 16,488 3,103 2,693 1,900 1,792 2,441 2,071 2,488

■総農家数 2000年

戸

3,120,215 623,317 70,301 92,438 84,959 80,563 67,572 111,219 116,265 農林水産省「農林業センサス」

注1： 2005年の全国値には火山活動で全島避難の三宅島を含まない
注2： 2015年の値には2014年4月1日時点の避難指示区域となっている福島県楢

葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯館村の全域並びに
南相馬市、川俣町及び川内村の一部地域の結果は含まれていない

2005年 2,848,166 569,988 61,587 86,028 77,855 72,000 61,567 104,423 106,528
2010年 2,527,948 498,553 54,210 76,377 65,633 59,971 53,477 96,598 92,287

2015年 2,155,082 412,293 44,781 66,099 52,350 49,048 46,224 75,338 78,453

■農家構成
　販売農家数

2000年

千戸

2,337 522 60 76 71 70 57 92 96 農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」

注： 2015年の値には2014年4月1日時点の避難指示区域となっている福島県楢葉
町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯館村の全域並びに南相馬市、
川俣町及び川内村の一部地域の結果は含まれていない

2005年 1,936 453 51 67 63 60 49 81 82
2010年 1,631 372 43 55 49 47 39 71 67
2015年 1,330 294 35 45 38 38 32 52 54
2016年 1,263 279 34 44 35 35 31 49 52
2017年 1,200 263 31 40 33 33 29 46 50
2018年 1,164 256 31 40 31 32 29 45 49
2019年 1,130 247 30 38 30 30 28 44 48

専業農家数 2000年

千戸

426 58 10 9 7 7 5 10 9
2005年 443 67 12 11 8 8 6 11 11
2010年 451 75 13 12 9 9 7 13 12
2015年 443 73 13 12 8 9 8 12 11
2016年 395 60 12 10 7 7 7 8 9
2017年 381 58 11 11 6 6 7 9 9
2018年 375 61 10 12 6 7 6 10 11
2019年 368 57 10 11 6 6 7 9 9

第一種兼業農家数 2000年

千戸

350 90 17 12 10 12 13 13 13
2005年 308 82 14 11 9 10 13 12 13
2010年 225 60 10 8 6 8 9 9 9
2015年 165 45 7 6 5 6 7 6 8
2016年 185 49 8 7 4 7 7 8 9
2017年 182 51 8 7 5 7 8 7 10
2018年 182 50 8 5 6 6 7 8 9
2019年 177 48 8 5 6 6 7 7 9

第二種兼業農家数 2000年

千戸

1,561 373 33 55 55 51 38 69 74
2005年 1,212 303 25 45 46 42 30 57 58
2010年 955 237 20 35 35 30 23 48 46
2015年 722 177 14 28 24 23 18 34 36
2016年 682 170 14 27 24 22 17 33 34
2017年 638 154 13 23 22 20 15 31 31
2018年 608 145 12 23 20 19 15 27 29
2019年 584 142 11 22 19 18 14 28 31
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■耕作放棄地面積 2000年

ha

342,789 70,972 12,315 11,275 8,496 4,003 6,051 20,160 8,672 農林水産省「農林業センサス」

注1： 1995年、2010年、2015年には「土地持ち非農家」面積を含む
注2： 2015年の値には2014年4月1日時点の避難指示区域となっている福島県楢

葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯館村の全域並びに
南相馬市、川俣町及び川内村の一部地域の結果は含まれていない

2005年 385,791 80,402 14,590 12,574 8,765 6,789 6,797 21,708 9,179

2010年 395,981 85,565 15,212 13,933 9,720 7,411 7,443 22,394 9,452

2015年 423,064 100,128 17,320 17,428 11,692 9,530 8,372 25,226 10,560

■農業所得 2000年

億円

35,562 6,887 1,138 990 842 816 880 1,045 1,176 農林水産省「生産農業所得統計」

2005年 32,030 6,658 1,185 823 829 670 854 1,020 1,277

2010年 28,395 5,906 989 815 686 522 750 1,047 1,097

2011年 27,800 5,384 1,032 630 601 605 658 777 1,081

2012年 29,541 6,245 1,103 736 781 737 951 866 1,071

2013年 29,412 5,982 936 671 781 645 982 981 986

2014年 28,319 5,176 1,002 655 573 467 851 782 846

2015年 32,892 6,272 1,338 855 640 591 1,018 864 966

2016年 37,558 7,166 1,558 940 782 745 1,074 932 1,135

2017年 37,616 7,501 1,521 999 884 838 1,225 906 1,128

■米作状況 （水稲）
　作付面積

2000年

ha

1,763,000 575,500 56,600 62,900 84,300 95,600 73,100 82,300 120,700 農林水産省「作物統計」

2005年 1,702,000 563,900 53,800 60,600 79,500 94,600 71,700 82,700 121,000

2010年 1,625,000 537,200 49,400 56,400 73,400 91,300 68,200 80,600 117,900

2015年 1,505,000 498,700 43,500 51,400 66,700 88,700 65,300 65,600 117,500

2016年 1,478,000 492,700 42,600 50,300 66,600 87,200 65,000 64,200 116,800

2017年 1,465,000 491,200 43,400 49,800 66,300 86,900 64,500 64,000 116,300

2018年 1,470,000 497,200 44,200 50,300 67,400 87,700 64,500 64,900 118,200

収穫量 2000年

t

9,472,000 3,253,400 339,000 349,100 458,600 549,700 450,300 447,700 659,000

2005年 9,062,000 3,147,300 322,800 326,000 423,700 544,000 429,500 449,100 652,200

2010年 8,478,000 2,956,500 285,500 312,500 400,000 488,500 406,500 445,700 617,800

2015年 7,986,000 2,828,500 268,000 287,800 364,800 522,400 400,900 365,400 619,200

2016年 8,042,000 2,843,400 257,300 271,600 369,000 515,400 395,200 356,300 678,600

2017年 7,822,000 2,726,400 258,700 265,400 354,700 498,800 385,700 351,400 611,700

2018年 7,780,000 2,764,800 263,400 273,100 371,400 491,100 374,100 364,100 627,600

作況指数 2000年

―

104 - 104 106 105 101 105 104 103

2005年 101 - 103 101 101 100 101 101 100

2010年 98 - 100 104 103 93 100 103 97

2015年 100 - 105 105 103 103 103 101 97

2016年 103 - 104 102 105 104 103 102 108

2017年 100 - 101 98 99 99 100 100 96

2018年 98 - 101 101 101 96 96 101 95
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■耕作放棄地面積 2000年

ha

342,789 70,972 12,315 11,275 8,496 4,003 6,051 20,160 8,672 農林水産省「農林業センサス」

注1： 1995年、2010年、2015年には「土地持ち非農家」面積を含む
注2： 2015年の値には2014年4月1日時点の避難指示区域となっている福島県楢

葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯館村の全域並びに
南相馬市、川俣町及び川内村の一部地域の結果は含まれていない

2005年 385,791 80,402 14,590 12,574 8,765 6,789 6,797 21,708 9,179

2010年 395,981 85,565 15,212 13,933 9,720 7,411 7,443 22,394 9,452

2015年 423,064 100,128 17,320 17,428 11,692 9,530 8,372 25,226 10,560

■農業所得 2000年

億円

35,562 6,887 1,138 990 842 816 880 1,045 1,176 農林水産省「生産農業所得統計」

2005年 32,030 6,658 1,185 823 829 670 854 1,020 1,277

2010年 28,395 5,906 989 815 686 522 750 1,047 1,097

2011年 27,800 5,384 1,032 630 601 605 658 777 1,081

2012年 29,541 6,245 1,103 736 781 737 951 866 1,071

2013年 29,412 5,982 936 671 781 645 982 981 986

2014年 28,319 5,176 1,002 655 573 467 851 782 846

2015年 32,892 6,272 1,338 855 640 591 1,018 864 966

2016年 37,558 7,166 1,558 940 782 745 1,074 932 1,135

2017年 37,616 7,501 1,521 999 884 838 1,225 906 1,128

■米作状況 （水稲）
　作付面積

2000年

ha

1,763,000 575,500 56,600 62,900 84,300 95,600 73,100 82,300 120,700 農林水産省「作物統計」

2005年 1,702,000 563,900 53,800 60,600 79,500 94,600 71,700 82,700 121,000

2010年 1,625,000 537,200 49,400 56,400 73,400 91,300 68,200 80,600 117,900

2015年 1,505,000 498,700 43,500 51,400 66,700 88,700 65,300 65,600 117,500

2016年 1,478,000 492,700 42,600 50,300 66,600 87,200 65,000 64,200 116,800

2017年 1,465,000 491,200 43,400 49,800 66,300 86,900 64,500 64,000 116,300

2018年 1,470,000 497,200 44,200 50,300 67,400 87,700 64,500 64,900 118,200

収穫量 2000年

t

9,472,000 3,253,400 339,000 349,100 458,600 549,700 450,300 447,700 659,000

2005年 9,062,000 3,147,300 322,800 326,000 423,700 544,000 429,500 449,100 652,200

2010年 8,478,000 2,956,500 285,500 312,500 400,000 488,500 406,500 445,700 617,800

2015年 7,986,000 2,828,500 268,000 287,800 364,800 522,400 400,900 365,400 619,200

2016年 8,042,000 2,843,400 257,300 271,600 369,000 515,400 395,200 356,300 678,600

2017年 7,822,000 2,726,400 258,700 265,400 354,700 498,800 385,700 351,400 611,700

2018年 7,780,000 2,764,800 263,400 273,100 371,400 491,100 374,100 364,100 627,600

作況指数 2000年

―

104 - 104 106 105 101 105 104 103

2005年 101 - 103 101 101 100 101 101 100

2010年 98 - 100 104 103 93 100 103 97

2015年 100 - 105 105 103 103 103 101 97

2016年 103 - 104 102 105 104 103 102 108

2017年 100 - 101 98 99 99 100 100 96

2018年 98 - 101 101 101 96 96 101 95



第
Ⅰ
部 

東
北
圏
に
お
け
る
社
会
経
済
の
現
状
と
今
年
の
変
化

第
Ⅱ
部 

農
業
ビ
ジ
ネ
ス
の
新
潮
流

第
Ⅲ
部 

資
料
編

206

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

林業
■林家数
　合計

2000年

戸

1,018,752 214,885 20,079 48,784 20,761 28,737 21,114 44,204 31,206 農林水産省「農林業センサス」

2005年 919,833 202,322 17,163 47,070 19,051 27,628 20,257 42,061 29,092

2010年 906,805 203,452 17,950 46,553 19,713 27,697 20,320 42,415 28,804

2015年 828,973 186,305 15,900 43,591 17,965 25,750 19,351 36,643 27,105

農家林家 2000年

戸

657,517 157,364 13,959 35,987 15,231 20,565 14,894 35,158 21,570

2005年 597,488 145,648 11,473 34,285 13,978 19,075 13,927 33,212 19,698

2010年 579,069 139,750 11,817 32,519 13,808 17,774 12,994 32,606 18,232

非農家林家 2000年

戸

361,235 57,521 6,120 12,797 5,530 8,172 6,220 9,046 9,636

2005年 322,345 56,674 5,690 12,785 5,073 8,553 6,330 8,849 9,394

2010年 327,736 63,702 6,133 14,034 5,905 9,923 7,326 9,809 10,572

■素材生産量 2000年

千㎥

17,987 4,147 612 1,155 439 647 343 764 187 農林水産省「木材需給報告書」

2005年 16,166 3,873 581 1,054 502 727 260 618 131

2010年 17,193 4,401 601 1,258 471 940 295 711 125

2011年 18,290 4,089 678 984 382 994 292 636 123

2012年 18,479 4,493 739 1,290 435 983 285 647 114

2013年 19,646 4,858 779 1,370 470 1,106 314 695 124

2014年 19,916 5,065 803 1,398 530 1,217 322 655 140

2015年 20,049 5,276 834 1,524 537 1,239 315 740 87

2016年 20,660 5,338 797 1,474 586 1,289 375 710 107

2017年 21,408 5,435 827 1,489 578 1,267 361 808 105

■林業産出額
　合計

2000年

億円

5,312 1,181 135 223 89 124 85 180 345 農林水産省「生産林業所得統計報告書」

注： 全国値には、木材生産におけるパルプ用素材、輸出丸太及
び燃料用チップ素材の産出額、薪炭生産におけるまきの産
出額、林野副産物採取における木ろう及び生うるしの産出
額を含む

2005年 4,171 985 71 188 83 112 61 129 341

2010年 4,257 1,065 68 210 76 132 81 125 372

2011年 4,223 987 80 168 55 142 75 87 380

2012年 3,981 981 81 183 61 132 71 74 378

2013年 4,331 1,097 93 212 70 146 76 86 415

2014年 4,641 1,201 109 233 80 177 84 93 434

2015年 4,550 1,148 98 230 81 170 82 92 395

2016年 4,709 1,106 77 202 81 162 84 92 409

2017年 4,859 1,104 66 197 80 161 85 101 414
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

林業
■林家数
　合計

2000年

戸

1,018,752 214,885 20,079 48,784 20,761 28,737 21,114 44,204 31,206 農林水産省「農林業センサス」

2005年 919,833 202,322 17,163 47,070 19,051 27,628 20,257 42,061 29,092

2010年 906,805 203,452 17,950 46,553 19,713 27,697 20,320 42,415 28,804

2015年 828,973 186,305 15,900 43,591 17,965 25,750 19,351 36,643 27,105

農家林家 2000年

戸

657,517 157,364 13,959 35,987 15,231 20,565 14,894 35,158 21,570

2005年 597,488 145,648 11,473 34,285 13,978 19,075 13,927 33,212 19,698

2010年 579,069 139,750 11,817 32,519 13,808 17,774 12,994 32,606 18,232

非農家林家 2000年

戸

361,235 57,521 6,120 12,797 5,530 8,172 6,220 9,046 9,636

2005年 322,345 56,674 5,690 12,785 5,073 8,553 6,330 8,849 9,394

2010年 327,736 63,702 6,133 14,034 5,905 9,923 7,326 9,809 10,572

■素材生産量 2000年

千㎥

17,987 4,147 612 1,155 439 647 343 764 187 農林水産省「木材需給報告書」

2005年 16,166 3,873 581 1,054 502 727 260 618 131

2010年 17,193 4,401 601 1,258 471 940 295 711 125

2011年 18,290 4,089 678 984 382 994 292 636 123

2012年 18,479 4,493 739 1,290 435 983 285 647 114

2013年 19,646 4,858 779 1,370 470 1,106 314 695 124

2014年 19,916 5,065 803 1,398 530 1,217 322 655 140

2015年 20,049 5,276 834 1,524 537 1,239 315 740 87

2016年 20,660 5,338 797 1,474 586 1,289 375 710 107

2017年 21,408 5,435 827 1,489 578 1,267 361 808 105

■林業産出額
　合計

2000年

億円

5,312 1,181 135 223 89 124 85 180 345 農林水産省「生産林業所得統計報告書」

注： 全国値には、木材生産におけるパルプ用素材、輸出丸太及
び燃料用チップ素材の産出額、薪炭生産におけるまきの産
出額、林野副産物採取における木ろう及び生うるしの産出
額を含む

2005年 4,171 985 71 188 83 112 61 129 341

2010年 4,257 1,065 68 210 76 132 81 125 372

2011年 4,223 987 80 168 55 142 75 87 380

2012年 3,981 981 81 183 61 132 71 74 378

2013年 4,331 1,097 93 212 70 146 76 86 415

2014年 4,641 1,201 109 233 80 177 84 93 434

2015年 4,550 1,148 98 230 81 170 82 92 395

2016年 4,709 1,106 77 202 81 162 84 92 409

2017年 4,859 1,104 66 197 80 161 85 101 414
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

漁業
■漁業経営体数

1998年

経営体

150,586 22,729 6,026 6,080 4,972 1,099 548 1,040 2,964 農林水産省「漁業センサス」

注1：  漁業経営体とは、調査期日前1年間に海面で利潤又は
生活の資を得るため、販売目的で水産動植物採補、養
殖を行った経営体(世帯及び事業所)。ただし、年間漁
業従事日数30日未満の個人漁業経営体は除く

注2：  2018年は概数値

2003年 132,417 20,274 5,513 5,223 4,533 988 504 909 2,604

2008年 115,196 18,874 5,146 5,313 4,006 966 416 743 2,284

2013年 94,507 13,106 4,501 3,365 2,311 758 359 14 1,798

2018年 79,142 12,065 3,702 3,406 2,326 632 284 377 1,338

■海面漁獲量 2005年

ｔ

4,456,890 747,474 161,429 145,101 278,691 10,793 7,430 105,714 38,316 農林水産省「漁業・養殖業生産統計」

2010年 4,122,102 617,660 128,491 136,416 224,588 9,533 6,713 78,939 32,980

2011年 3,824,099 430,953 124,398 80,210 129,400 9,456 7,080 49,778 30,631

2012年 3,746,763 462,077 115,529 103,276 152,912 7,479 5,643 44,771 32,467

2013年 3,715,467 503,298 115,744 113,423 185,056 7,713 6,245 45,248 29,869

2014年 3,713,240 523,399 127,791 114,031 177,428 7,204 5,460 59,790 31,695

2015年 3,492,436 481,458 114,205 108,752 165,320 7,962 5,964 45,446 33,809

2016年 3,263,568 445,136 107,003 85,169 163,191 6,758 5,167 47,944 29,904

2017年 3,258,020 429,930 102,496 75,792 158,328 5,986 4,461 52,846 30,021

■海面漁業産出額 2005年

億円

10,590 1,607 438 277 521 40 28 176 126 農林水産省「漁業産出額」

2010年 9,715 1,594 381 287 524 36 27 182 157

2011年 9,397 1,267 382 217 385 37 28 87 131

2012年 9,141 1,224 346 241 393 33 24 68 119

2013年 9,436 1,335 385 265 438 32 27 79 109

2014年 9,660 1,415 382 303 473 32 24 86 114

2015年 9,955 1,510 386 306 530 34 27 95 130

2016年 9,619 1,448 420 272 527 30 ｘ 79 120

2017年 9,627 1,578 430 298 563 29 25 101 131

■海面養殖収穫量 2005年

t

1,211,987 300,716 93,175 66,221 137,785 87 - 1,385 2,063 農林水産省「漁業・養殖業生産統計」

注：種苗養殖を除く2010年 1,111,338 267,333 90,478 51,434 123,323 79 - 1,459 560

2011年 868,720 68,448 32,879 4,530 29,689 84 - ｘ 1,266

2012年 1,039,504 144,004 76,411 23,512 43,093 41 - ｘ 947

2013年 997,097 145,327 51,300 31,195 61,753 217 - ｘ 862

2014年 987,639 170,457 63,501 32,042 73,785 150 - - 979

2015年 1,069,017 221,935 101,091 42,754 76,752 147 - - 1,191

2016年 1,032,537 241,123 120,913 34,586 84,546 146 - - 932

2017年 986,056 209,795 79,531 37,439 91,418 206 - - 1,201

■水産加工品生産量 2005年

t

3,715,643 752,155 103,804 122,314 390,059 3,713 4,854 44,685 82,726 農林水産省「漁業センサス」、「水産加工統計調査」

注1： のり類、缶詰を除く。 2010年以降は 「陸上加工品生産
量」のみが調査対象

注2： 2005年の全国計には都道府県に配分できない船上加工
分及び秘匿数値を含む

注3： 2018年は概数値

2010年 3,356,822 628,921 115,898 120,399 334,262 4,129 3,377 32,871 17,985

2011年 2,973,201 269,278 107,583 41,574 76,558 4,359 3,700 16,403 19,101

2012年 2,985,080 344,948 115,595 87,671 90,748 4,409 3,719 22,612 20,194

2013年 3,098,528 507,576 119,695 106,073 172,424 5,270 5,318 22,515 76,280

2014年 3,190,239 581,768 131,377 112,492 230,221 3,655 3,673 23,974 76,376

2015年 3,097,811 574,965 117,311 99,515 250,904 3,470 4,061 24,373 75,331

2016年 3,032,008 568,039 117,713 93,963 249,096 2,568 3,224 28,075 73,400

2017年 2,934,714 578,143 113,335 89,877 270,195 1,819 2,817 27,244 72,856

2018年 2,574,466 479,527 81,658 90,902 213,493 1,543 635 18,546 72,750
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

漁業
■漁業経営体数

1998年

経営体

150,586 22,729 6,026 6,080 4,972 1,099 548 1,040 2,964 農林水産省「漁業センサス」

注1：  漁業経営体とは、調査期日前1年間に海面で利潤又は
生活の資を得るため、販売目的で水産動植物採補、養
殖を行った経営体(世帯及び事業所)。ただし、年間漁
業従事日数30日未満の個人漁業経営体は除く

注2：  2018年は概数値

2003年 132,417 20,274 5,513 5,223 4,533 988 504 909 2,604

2008年 115,196 18,874 5,146 5,313 4,006 966 416 743 2,284

2013年 94,507 13,106 4,501 3,365 2,311 758 359 14 1,798

2018年 79,142 12,065 3,702 3,406 2,326 632 284 377 1,338

■海面漁獲量 2005年

ｔ

4,456,890 747,474 161,429 145,101 278,691 10,793 7,430 105,714 38,316 農林水産省「漁業・養殖業生産統計」

2010年 4,122,102 617,660 128,491 136,416 224,588 9,533 6,713 78,939 32,980

2011年 3,824,099 430,953 124,398 80,210 129,400 9,456 7,080 49,778 30,631

2012年 3,746,763 462,077 115,529 103,276 152,912 7,479 5,643 44,771 32,467

2013年 3,715,467 503,298 115,744 113,423 185,056 7,713 6,245 45,248 29,869

2014年 3,713,240 523,399 127,791 114,031 177,428 7,204 5,460 59,790 31,695

2015年 3,492,436 481,458 114,205 108,752 165,320 7,962 5,964 45,446 33,809

2016年 3,263,568 445,136 107,003 85,169 163,191 6,758 5,167 47,944 29,904

2017年 3,258,020 429,930 102,496 75,792 158,328 5,986 4,461 52,846 30,021

■海面漁業産出額 2005年

億円

10,590 1,607 438 277 521 40 28 176 126 農林水産省「漁業産出額」

2010年 9,715 1,594 381 287 524 36 27 182 157

2011年 9,397 1,267 382 217 385 37 28 87 131

2012年 9,141 1,224 346 241 393 33 24 68 119

2013年 9,436 1,335 385 265 438 32 27 79 109

2014年 9,660 1,415 382 303 473 32 24 86 114

2015年 9,955 1,510 386 306 530 34 27 95 130

2016年 9,619 1,448 420 272 527 30 ｘ 79 120

2017年 9,627 1,578 430 298 563 29 25 101 131

■海面養殖収穫量 2005年

t

1,211,987 300,716 93,175 66,221 137,785 87 - 1,385 2,063 農林水産省「漁業・養殖業生産統計」

注：種苗養殖を除く2010年 1,111,338 267,333 90,478 51,434 123,323 79 - 1,459 560

2011年 868,720 68,448 32,879 4,530 29,689 84 - ｘ 1,266

2012年 1,039,504 144,004 76,411 23,512 43,093 41 - ｘ 947

2013年 997,097 145,327 51,300 31,195 61,753 217 - ｘ 862

2014年 987,639 170,457 63,501 32,042 73,785 150 - - 979

2015年 1,069,017 221,935 101,091 42,754 76,752 147 - - 1,191

2016年 1,032,537 241,123 120,913 34,586 84,546 146 - - 932

2017年 986,056 209,795 79,531 37,439 91,418 206 - - 1,201

■水産加工品生産量 2005年

t

3,715,643 752,155 103,804 122,314 390,059 3,713 4,854 44,685 82,726 農林水産省「漁業センサス」、「水産加工統計調査」

注1： のり類、缶詰を除く。 2010年以降は 「陸上加工品生産
量」のみが調査対象

注2： 2005年の全国計には都道府県に配分できない船上加工
分及び秘匿数値を含む

注3： 2018年は概数値

2010年 3,356,822 628,921 115,898 120,399 334,262 4,129 3,377 32,871 17,985

2011年 2,973,201 269,278 107,583 41,574 76,558 4,359 3,700 16,403 19,101

2012年 2,985,080 344,948 115,595 87,671 90,748 4,409 3,719 22,612 20,194

2013年 3,098,528 507,576 119,695 106,073 172,424 5,270 5,318 22,515 76,280

2014年 3,190,239 581,768 131,377 112,492 230,221 3,655 3,673 23,974 76,376

2015年 3,097,811 574,965 117,311 99,515 250,904 3,470 4,061 24,373 75,331

2016年 3,032,008 568,039 117,713 93,963 249,096 2,568 3,224 28,075 73,400

2017年 2,934,714 578,143 113,335 89,877 270,195 1,819 2,817 27,244 72,856

2018年 2,574,466 479,527 81,658 90,902 213,493 1,543 635 18,546 72,750
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（第2次産業）

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■鉱工業生産指数
　原指数

2013年

―

99.2 99.7 106.4 101.1 102.1 95.2 101.4 90.0 101.0 経済産業省、東北経済産業局ホームページ、各県資料

注1：  2015年＝100とした指数。なお、青森県、秋田県、
福島県は2010年＝100とした指数

注2：東北の値は東北６県の値（東北経済産業局公表値）

2014年 101.2 101.5 106.9 100.9 101.3 97.8 105.1 92.7 101.7

2015年 100.0 100.0 107.8 100.0 100.0 98.4 100.0 88.1 100.0

2016年 100.0 101.1 110.3 96.8 103.4 99.0 103.8 85.1 98.4

2017年 103.1 103.5 110.3 104.1 109.7 98.1 105.2 85.2 100.8

2018年 104.2 103.1 109.9 108.3 109.2 99.1 104.7 84.8 104.8

四半期別
季節調整済指数

2013年Ⅰ期

―

96.3 96.5 107.3 101.1 100.5 92.8 97.9 88.1 99.7

Ⅱ期 98.4 98.3 107.1 99.2 103.0 94.4 97.0 87.0 100.7

Ⅲ期 100.3 100.1 105.0 102.4 100.4 95.6 102.5 90.2 101.5

Ⅳ期 101.6 103.6 106.5 101.8 104.7 98.6 107.2 94.3 102.1

2014年Ⅰ期 103.6 103.3 109.8 102.7 103.8 99.6 109.5 97.5 103.9

Ⅱ期 100.6 101.1 103.9 100.2 102.4 97.1 106.0 92.4 100.0

Ⅲ期 100.1 100.7 107.7 99.5 99.9 98.6 102.5 90.9 101.3

Ⅳ期 100.2 100.7 106.3 101.3 99.8 96.4 101.9 89.9 101.7

2015年Ⅰ期 100.7 101.2 108.8 103.9 99.9 99.1 102.4 91.6 101.0

Ⅱ期 99.8 100.0 108.5 99.7 101.5 97.2 98.4 87.6 99.6

Ⅲ期 99.8 99.7 108.6 99.3 99.3 97.7 99.0 87.8 100.9

Ⅳ期 99.7 99.5 105.6 97.0 99.7 99.8 100.4 85.8 99.0

2016年Ⅰ期 99.7 100.1 107.2 95.5 101.1 99.0 102.6 87.1 99.8

Ⅱ期 99.0 100.5 108.1 96.1 102.2 99.5 102.9 85.4 99.1

Ⅲ期 100.3 101.6 110.4 96.4 104.6 98.4 105.9 83.7 97.1

Ⅳ期 101.7 103.0 114.1 99.1 107.5 99.1 105.7 84.1 98.0

2017年Ⅰ期 101.3 102.0 108.1 101.4 106.8 98.7 103.5 85.2 97.6

Ⅱ期 103.2 102.8 112.2 105.1 108.0 97.4 105.4 85.1 101.5

Ⅲ期 103.2 103.9 111.6 103.7 110.2 97.7 103.8 85.1 101.5

Ⅳ期 104.4 104.8 109.8 106.7 112.3 98.3 106.9 85.3 102.5

2018年Ⅰ期 103.5 103.1 108.5 105.5 111.2 98.6 104.7 84.1 102.3

Ⅱ期 104.3 103.4 112.4 109.1 109.6 99.0 104.1 85.1 105.1

Ⅲ期 103.6 102.4 109.6 108.7 108.1 98.2 103.3 84.6 106.1

Ⅳ期 105.0 102.8 109.3 110.2 108.0 100.4 105.7 84.9 105.8
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（第2次産業）

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■鉱工業生産指数
　原指数

2013年

―

99.2 99.7 106.4 101.1 102.1 95.2 101.4 90.0 101.0 経済産業省、東北経済産業局ホームページ、各県資料

注1：  2015年＝100とした指数。なお、青森県、秋田県、
福島県は2010年＝100とした指数

注2：東北の値は東北６県の値（東北経済産業局公表値）

2014年 101.2 101.5 106.9 100.9 101.3 97.8 105.1 92.7 101.7

2015年 100.0 100.0 107.8 100.0 100.0 98.4 100.0 88.1 100.0

2016年 100.0 101.1 110.3 96.8 103.4 99.0 103.8 85.1 98.4

2017年 103.1 103.5 110.3 104.1 109.7 98.1 105.2 85.2 100.8

2018年 104.2 103.1 109.9 108.3 109.2 99.1 104.7 84.8 104.8

四半期別
季節調整済指数

2013年Ⅰ期

―

96.3 96.5 107.3 101.1 100.5 92.8 97.9 88.1 99.7

Ⅱ期 98.4 98.3 107.1 99.2 103.0 94.4 97.0 87.0 100.7

Ⅲ期 100.3 100.1 105.0 102.4 100.4 95.6 102.5 90.2 101.5

Ⅳ期 101.6 103.6 106.5 101.8 104.7 98.6 107.2 94.3 102.1

2014年Ⅰ期 103.6 103.3 109.8 102.7 103.8 99.6 109.5 97.5 103.9

Ⅱ期 100.6 101.1 103.9 100.2 102.4 97.1 106.0 92.4 100.0

Ⅲ期 100.1 100.7 107.7 99.5 99.9 98.6 102.5 90.9 101.3

Ⅳ期 100.2 100.7 106.3 101.3 99.8 96.4 101.9 89.9 101.7

2015年Ⅰ期 100.7 101.2 108.8 103.9 99.9 99.1 102.4 91.6 101.0

Ⅱ期 99.8 100.0 108.5 99.7 101.5 97.2 98.4 87.6 99.6

Ⅲ期 99.8 99.7 108.6 99.3 99.3 97.7 99.0 87.8 100.9

Ⅳ期 99.7 99.5 105.6 97.0 99.7 99.8 100.4 85.8 99.0

2016年Ⅰ期 99.7 100.1 107.2 95.5 101.1 99.0 102.6 87.1 99.8

Ⅱ期 99.0 100.5 108.1 96.1 102.2 99.5 102.9 85.4 99.1

Ⅲ期 100.3 101.6 110.4 96.4 104.6 98.4 105.9 83.7 97.1

Ⅳ期 101.7 103.0 114.1 99.1 107.5 99.1 105.7 84.1 98.0

2017年Ⅰ期 101.3 102.0 108.1 101.4 106.8 98.7 103.5 85.2 97.6

Ⅱ期 103.2 102.8 112.2 105.1 108.0 97.4 105.4 85.1 101.5

Ⅲ期 103.2 103.9 111.6 103.7 110.2 97.7 103.8 85.1 101.5

Ⅳ期 104.4 104.8 109.8 106.7 112.3 98.3 106.9 85.3 102.5

2018年Ⅰ期 103.5 103.1 108.5 105.5 111.2 98.6 104.7 84.1 102.3

Ⅱ期 104.3 103.4 112.4 109.1 109.6 99.0 104.1 85.1 105.1

Ⅲ期 103.6 102.4 109.6 108.7 108.1 98.2 103.3 84.6 106.1

Ⅳ期 105.0 102.8 109.3 110.2 108.0 100.4 105.7 84.9 105.8
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■製造業
　粗付加価値額

2000年

億円

1,102,426 76,524 3,899 7,102 12,344 5,889 9,232 20,012 18,046 経済産業省「工業統計表」、総務省・経済産業省「経
済センサス－活動調査」

注1：従業者4人以上の事業所
注2： 従業者29人以下は粗付加価値額。30人以上は付加

価値額
注3： 2017年調査より、調査日を12月31日から翌年6月1

日に変更していることから、2017年調査において
は、従業者数については2017年6月1日現在、製造
品出荷額等などの経理事項については2016年1月～
12月の実績を調査

2005年 1,042,363 85,824 4,822 8,239 12,454 5,663 10,586 22,997 21,063

2010年 906,672 78,135 6,975 6,940 12,065 5,436 9,207 19,185 18,327

2011年 915,544 70,372 6,697 5,740 10,160 5,346 8,683 15,273 18,473

2012年 883,947 70,649 6,349 6,503 10,449 4,892 8,321 16,129 18,007

2013年 901,489 72,765 6,336 6,829 11,501 4,688 8,794 16,966 17,650

2014年 922,889 75,077 6,475 6,852 12,404 5,066 8,821 17,444 18,013

2015年 980,280 72,380 6,337 6,547 12,249 4,802 8,430 16,183 17,832

2016年 973,416 74,427 6,526 6,711 12,745 4,761 9,298 16,398 17,989

2017年 1,035,346 81,122 6,397 7,579 14,271 5,772 11,212 17,413 18,477

■製造業　
　従業者数

2000年

人

9,183,833 981,467 74,750 112,175 143,768 92,833 128,853 201,627 227,461

2005年 8,159,364 852,942 58,843 97,616 123,882 76,002 112,472 182,399 201,728

2010年 7,663,847 783,181 58,019 87,736 116,511 67,965 103,642 165,236 184,072

2011年 7,472,111 736,260 54,912 81,154 102,510 63,198 102,257 150,168 182,061

2012年 7,425,339 736,398 56,037 81,870 104,456 62,591 99,063 151,481 180,900

2013年 7,402,984 736,663 55,647 82,077 107,580 61,554 97,320 150,818 181,667

2014年 7,403,269 739,765 55,464 82,600 108,908 60,659 98,434 152,768 180,932

2015年 7,497,792 738,193 55,122 84,546 111,372 59,539 96,471 150,230 180,913

2016年 7,571,369 757,742 57,283 85,282 114,587 61,695 98,974 154,979 184,942

2017年 7,697,321 770,575 56,739 86,662 117,177 63,009 101,074 158,584 187,330

■食料品製造業
　製造品出荷額

2000年

億円

238,881 25,873 3,110 3,296 6,878 1,033 2,621 2,947 5,988

2005年 226,775 23,869 2,767 3,076 5,737 987 2,765 2,750 5,786

2010年 241,144 26,361 3,115 3,315 5,732 991 2,900 2,782 7,527

2011年 241,449 22,618 2,875 2,584 4,059 977 2,867 2,514 6,743

2012年 243,020 23,131 2,711 3,054 4,430 913 2,756 2,553 6,713

2013年 249,481 24,745 3,110 3,208 4,775 932 2,816 2,874 7,031

2014年 259,361 25,731 3,274 3,391 4,944 948 3,011 2,879 7,284

2015年 281,022 27,480 3,567 3,649 6,087 992 3,004 2,791 7,389

2016年 284,264 28,055 3,781 3,660 5,603 1,054 3,199 3,103 7,656

2017年 290,559 28,697 3,737 3,802 6,216 1,175 3,361 3,093 7,312

■食料品製造業
　従業者数

2000年

人

1,127,177 152,390 18,667 22,028 33,909 8,732 15,458 17,854 35,742

2005年 1,104,292 143,751 16,762 21,092 30,503 8,501 15,772 17,205 33,916

2010年 1,122,817 142,373 16,649 20,439 29,906 8,480 15,577 16,862 34,460

2011年 1,041,765 122,923 14,896 16,157 20,430 8,054 15,281 15,082 33,023

2012年 1,092,789 130,488 14,856 18,047 24,136 7,778 15,217 15,892 34,562

2013年 1,105,813 131,468 15,520 17,547 24,506 7,865 15,271 16,116 34,643

2014年 1,112,433 131,844 15,456 17,996 25,151 7,428 15,131 16,443 34,239

2015年 1,109,819 129,649 16,119 19,256 25,727 7,024 14,453 15,267 31,803

2016年 1,130,444 134,131 15,914 18,569 26,595 7,484 14,966 16,557 34,046

2017年 1,138,973 134,622 15,263 18,993 27,849 7,954 15,155 16,685 32,723
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■製造業
　粗付加価値額

2000年

億円

1,102,426 76,524 3,899 7,102 12,344 5,889 9,232 20,012 18,046 経済産業省「工業統計表」、総務省・経済産業省「経
済センサス－活動調査」

注1：従業者4人以上の事業所
注2： 従業者29人以下は粗付加価値額。30人以上は付加

価値額
注3： 2017年調査より、調査日を12月31日から翌年6月1

日に変更していることから、2017年調査において
は、従業者数については2017年6月1日現在、製造
品出荷額等などの経理事項については2016年1月～
12月の実績を調査

2005年 1,042,363 85,824 4,822 8,239 12,454 5,663 10,586 22,997 21,063

2010年 906,672 78,135 6,975 6,940 12,065 5,436 9,207 19,185 18,327

2011年 915,544 70,372 6,697 5,740 10,160 5,346 8,683 15,273 18,473

2012年 883,947 70,649 6,349 6,503 10,449 4,892 8,321 16,129 18,007

2013年 901,489 72,765 6,336 6,829 11,501 4,688 8,794 16,966 17,650

2014年 922,889 75,077 6,475 6,852 12,404 5,066 8,821 17,444 18,013

2015年 980,280 72,380 6,337 6,547 12,249 4,802 8,430 16,183 17,832

2016年 973,416 74,427 6,526 6,711 12,745 4,761 9,298 16,398 17,989

2017年 1,035,346 81,122 6,397 7,579 14,271 5,772 11,212 17,413 18,477

■製造業　
　従業者数

2000年

人

9,183,833 981,467 74,750 112,175 143,768 92,833 128,853 201,627 227,461

2005年 8,159,364 852,942 58,843 97,616 123,882 76,002 112,472 182,399 201,728

2010年 7,663,847 783,181 58,019 87,736 116,511 67,965 103,642 165,236 184,072

2011年 7,472,111 736,260 54,912 81,154 102,510 63,198 102,257 150,168 182,061

2012年 7,425,339 736,398 56,037 81,870 104,456 62,591 99,063 151,481 180,900

2013年 7,402,984 736,663 55,647 82,077 107,580 61,554 97,320 150,818 181,667

2014年 7,403,269 739,765 55,464 82,600 108,908 60,659 98,434 152,768 180,932

2015年 7,497,792 738,193 55,122 84,546 111,372 59,539 96,471 150,230 180,913

2016年 7,571,369 757,742 57,283 85,282 114,587 61,695 98,974 154,979 184,942

2017年 7,697,321 770,575 56,739 86,662 117,177 63,009 101,074 158,584 187,330

■食料品製造業
　製造品出荷額

2000年

億円

238,881 25,873 3,110 3,296 6,878 1,033 2,621 2,947 5,988

2005年 226,775 23,869 2,767 3,076 5,737 987 2,765 2,750 5,786

2010年 241,144 26,361 3,115 3,315 5,732 991 2,900 2,782 7,527

2011年 241,449 22,618 2,875 2,584 4,059 977 2,867 2,514 6,743

2012年 243,020 23,131 2,711 3,054 4,430 913 2,756 2,553 6,713

2013年 249,481 24,745 3,110 3,208 4,775 932 2,816 2,874 7,031

2014年 259,361 25,731 3,274 3,391 4,944 948 3,011 2,879 7,284

2015年 281,022 27,480 3,567 3,649 6,087 992 3,004 2,791 7,389

2016年 284,264 28,055 3,781 3,660 5,603 1,054 3,199 3,103 7,656

2017年 290,559 28,697 3,737 3,802 6,216 1,175 3,361 3,093 7,312

■食料品製造業
　従業者数

2000年

人

1,127,177 152,390 18,667 22,028 33,909 8,732 15,458 17,854 35,742

2005年 1,104,292 143,751 16,762 21,092 30,503 8,501 15,772 17,205 33,916

2010年 1,122,817 142,373 16,649 20,439 29,906 8,480 15,577 16,862 34,460

2011年 1,041,765 122,923 14,896 16,157 20,430 8,054 15,281 15,082 33,023

2012年 1,092,789 130,488 14,856 18,047 24,136 7,778 15,217 15,892 34,562

2013年 1,105,813 131,468 15,520 17,547 24,506 7,865 15,271 16,116 34,643

2014年 1,112,433 131,844 15,456 17,996 25,151 7,428 15,131 16,443 34,239

2015年 1,109,819 129,649 16,119 19,256 25,727 7,024 14,453 15,267 31,803

2016年 1,130,444 134,131 15,914 18,569 26,595 7,484 14,966 16,557 34,046

2017年 1,138,973 134,622 15,263 18,993 27,849 7,954 15,155 16,685 32,723
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（第3次産業）

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

商業
■事業所数
　合計

2002年

事業所

1,679,606 179,137 21,030 20,295 32,733 18,047 19,121 29,802 38,109 経済産業省「商業統計」、
総務省・経済産業省「経済センサス-基礎調査」「経済
センサス-活動調査」2004年 1,613,318 172,705 20,214 19,516 31,706 17,521 18,592 28,644 36,512

2007年 1,472,658 158,874 18,672 17,922 29,498 15,665 16,906 26,124 34,087

2009年 1,555,333 161,652 18,588 18,068 31,110 15,739 17,176 27,031 33,940

2012年 1,405,021 140,832 16,314 15,623 26,006 13,947 15,281 22,512 31,149

2014年 1,407,235 141,175 16,361 15,916 27,452 13,536 14,982 22,761 30,167

2016年 1,355,060 136,905 15,799 15,404 27,102 13,034 14,496 22,064 29,006

法人 2002年 891,158 88,835 9,517 9,556 18,664 8,031 8,773 14,948 19,346

2004年 883,052 88,154 9,565 9,407 18,573 8,114 8,767 14,735 18,993

2007年 839,639 84,604 9,235 9,037 17,912 7,578 8,360 13,930 18,552

2009年 960,886 92,230 9,906 9,739 20,311 8,177 9,068 15,486 19,543

2012年 903,970 84,584 9,131 8,987 18,281 7,594 8,441 13,621 18,529

2014年 943,144 88,946 9,624 9,652 19,977 7,767 8,705 14,479 18,742

2016年 922,545 87,899 9,479 9,525 19,965 7,637 8,635 14,317 18,341

個人 2002年 788,448 90,302 11,513 10,739 14,069 10,016 10,348 14,854 18,763

2004年 730,266 84,551 10,649 10,109 13,133 9,407 9,825 13,909 17,519

2007年 633,019 74,270 9,437 8,885 11,586 8,087 8,546 12,194 15,535

2009年 592,105 69,078 8,644 8,271 10,766 7,512 8,075 11,458 14,352

2012年 501,051 56,248 7,183 6,636 7,725 6,353 6,840 8,891 12,620

2014年 464,091 52,229 6,737 6,264 7,475 5,769 6,277 8,282 11,425

2016年 432,515 49,006 6,320 5,879 7,137 5,397 5,861 7,747 10,665

卸売 2002年 379,549 35,390 3,737 3,498 8,358 3,055 3,477 5,392 7,873

2004年 375,269 35,481 3,825 3,487 8,213 3,058 3,551 5,407 7,940

2007年 334,799 32,185 3,517 3,201 7,442 2,656 3,196 4,869 7,304

2009年 402,311 36,624 4,007 3,686 8,997 3,083 3,456 5,615 7,780

2012年 371,663 33,321 3,576 3,275 8,086 2,850 3,234 4,847 7,453

2014年 382,354 35,099 3,747 3,571 8,845 2,856 3,282 5,210 7,588

2016年 364,814 33,852 3,616 3,495 8,641 2,727 3,153 5,022 7,198

小売 2002年 1,300,057 143,747 17,293 16,797 24,375 14,992 15,644 24,410 30,236

2004年 1,238,049 137,224 16,389 16,029 23,493 14,463 15,041 23,237 28,572

2007年 1,137,859 126,689 15,155 14,721 22,056 13,009 13,710 21,255 26,783

2009年 1,153,022 125,028 14,581 14,382 22,113 12,656 13,720 21,416 26,160

2012年 1,033,358 107,511 12,738 12,348 17,920 11,097 12,047 17,665 23,696

2014年 1,024,881 106,076 12,614 12,345 18,607 10,680 11,700 17,551 22,579

2016年 990,246 103,053 12,183 11,909 18,461 10,307 11,343 17,042 21,808
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（第3次産業）

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

商業
■事業所数
　合計

2002年

事業所

1,679,606 179,137 21,030 20,295 32,733 18,047 19,121 29,802 38,109 経済産業省「商業統計」、
総務省・経済産業省「経済センサス-基礎調査」「経済
センサス-活動調査」2004年 1,613,318 172,705 20,214 19,516 31,706 17,521 18,592 28,644 36,512

2007年 1,472,658 158,874 18,672 17,922 29,498 15,665 16,906 26,124 34,087

2009年 1,555,333 161,652 18,588 18,068 31,110 15,739 17,176 27,031 33,940

2012年 1,405,021 140,832 16,314 15,623 26,006 13,947 15,281 22,512 31,149

2014年 1,407,235 141,175 16,361 15,916 27,452 13,536 14,982 22,761 30,167

2016年 1,355,060 136,905 15,799 15,404 27,102 13,034 14,496 22,064 29,006

法人 2002年 891,158 88,835 9,517 9,556 18,664 8,031 8,773 14,948 19,346

2004年 883,052 88,154 9,565 9,407 18,573 8,114 8,767 14,735 18,993

2007年 839,639 84,604 9,235 9,037 17,912 7,578 8,360 13,930 18,552

2009年 960,886 92,230 9,906 9,739 20,311 8,177 9,068 15,486 19,543

2012年 903,970 84,584 9,131 8,987 18,281 7,594 8,441 13,621 18,529

2014年 943,144 88,946 9,624 9,652 19,977 7,767 8,705 14,479 18,742

2016年 922,545 87,899 9,479 9,525 19,965 7,637 8,635 14,317 18,341

個人 2002年 788,448 90,302 11,513 10,739 14,069 10,016 10,348 14,854 18,763

2004年 730,266 84,551 10,649 10,109 13,133 9,407 9,825 13,909 17,519

2007年 633,019 74,270 9,437 8,885 11,586 8,087 8,546 12,194 15,535

2009年 592,105 69,078 8,644 8,271 10,766 7,512 8,075 11,458 14,352

2012年 501,051 56,248 7,183 6,636 7,725 6,353 6,840 8,891 12,620

2014年 464,091 52,229 6,737 6,264 7,475 5,769 6,277 8,282 11,425

2016年 432,515 49,006 6,320 5,879 7,137 5,397 5,861 7,747 10,665

卸売 2002年 379,549 35,390 3,737 3,498 8,358 3,055 3,477 5,392 7,873

2004年 375,269 35,481 3,825 3,487 8,213 3,058 3,551 5,407 7,940

2007年 334,799 32,185 3,517 3,201 7,442 2,656 3,196 4,869 7,304

2009年 402,311 36,624 4,007 3,686 8,997 3,083 3,456 5,615 7,780

2012年 371,663 33,321 3,576 3,275 8,086 2,850 3,234 4,847 7,453

2014年 382,354 35,099 3,747 3,571 8,845 2,856 3,282 5,210 7,588

2016年 364,814 33,852 3,616 3,495 8,641 2,727 3,153 5,022 7,198

小売 2002年 1,300,057 143,747 17,293 16,797 24,375 14,992 15,644 24,410 30,236

2004年 1,238,049 137,224 16,389 16,029 23,493 14,463 15,041 23,237 28,572

2007年 1,137,859 126,689 15,155 14,721 22,056 13,009 13,710 21,255 26,783

2009年 1,153,022 125,028 14,581 14,382 22,113 12,656 13,720 21,416 26,160

2012年 1,033,358 107,511 12,738 12,348 17,920 11,097 12,047 17,665 23,696

2014年 1,024,881 106,076 12,614 12,345 18,607 10,680 11,700 17,551 22,579

2016年 990,246 103,053 12,183 11,909 18,461 10,307 11,343 17,042 21,808
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■従業者数
　合計

2002年

人

11,974,766 1,102,584 130,458 118,983 236,848 100,238 107,842 178,744 229,471 経済産業省「商業統計」、
総務省・経済産業省「経済センサス-基礎調査」「経済
センサス-活動調査」2004年 11,565,953 1,069,073 125,723 115,600 227,982 98,775 105,549 171,586 223,858

2007年 11,105,669 1,030,646 119,221 110,081 230,396 92,958 99,082 164,752 214,156

2009年 12,695,832 1,134,834 127,451 123,426 256,175 100,952 108,529 183,806 234,495

2012年 11,225,151 943,696 109,099 102,192 208,915 84,970 92,687 145,399 200,434

2014年 11,618,054 984,511 112,189 110,259 224,086 86,426 93,732 149,337 208,482

2016年 11,596,089 973,269 109,938 106,297 221,672 84,392 91,602 151,436 207,932

卸売 2002年 4,001,961 315,555 34,597 30,689 82,193 25,166 27,934 43,768 71,208

2004年 3,803,652 303,934 34,070 29,391 77,482 23,253 27,468 42,033 70,237

2007年 3,526,306 282,924 30,891 27,335 74,521 20,867 24,681 39,146 65,483

2009年 4,125,241 314,258 35,152 30,435 86,453 22,782 27,183 44,285 67,968

2012年 3,821,535 270,979 28,907 25,830 74,159 18,926 23,769 36,330 63,058

2014年 3,932,276 284,172 29,501 28,490 79,913 19,750 24,143 38,727 63,648

2016年 3,941,646 280,653 29,002 27,740 79,049 18,982 24,335 38,737 62,808

小売 2002年 7,972,805 787,029 95,861 88,294 154,655 75,072 79,908 134,976 158,263

2004年 7,762,301 765,139 91,653 86,209 150,500 75,522 78,081 129,553 153,621

2007年 7,579,363 747,722 88,330 82,746 155,875 72,091 74,401 125,606 148,673

2009年 8,570,591 820,576 92,299 92,991 169,722 78,170 81,346 139,521 166,527

2012年 7,403,616 672,717 80,192 76,362 134,756 66,044 68,918 109,069 137,376

2014年 7,685,778 700,339 82,688 81,769 144,173 66,676 69,589 110,610 144,834

2016年 7,654,443 692,616 80,936 78,557 142,623 65,410 67,267 112,699 145,124

■年間商品販売額
　合計

2002年

百万円

548,464,125 36,064,982 3,693,933 3,525,821 10,933,309 2,714,120 2,968,623 4,898,557 7,330,619

2004年 538,775,810 34,592,785 3,577,699 3,383,463 10,236,543 2,626,070 2,833,161 4,720,635 7,215,214

2007年 548,237,119 34,128,670 3,310,311 3,188,084 10,601,386 2,470,794 2,702,748 4,670,152 7,185,195

2012年 480,332,788 29,372,480 2,833,757 2,856,886 9,433,322 2,081,876 2,210,528 3,686,025 6,270,086

2014年 478,828,374 30,726,512 2,994,264 2,855,776 10,044,140 2,075,476 2,359,956 4,198,631 6,198,269

2016年 581,626,347 35,931,835 3,380,400 3,500,563 12,150,612 2,395,670 2,588,088 4,900,851 7,015,651

卸売 2002年 413,354,831 23,403,590 2,157,924 2,129,830 8,406,629 1,532,529 1,668,736 2,753,139 4,754,803

2004年 405,497,180 22,272,515 2,091,701 2,011,838 7,746,025 1,452,772 1,598,686 2,641,859 4,729,634

2007年 413,531,671 21,858,921 1,870,352 1,868,268 8,069,598 1,330,364 1,480,549 2,631,244 4,608,546

2012年 365,480,510 18,756,012 1,603,784 1,668,793 7,234,673 1,070,848 1,133,001 1,982,050 4,062,863

2014年 356,651,649 19,458,817 1,759,232 1,605,342 7,681,458 1,024,762 1,217,466 2,257,206 3,913,351

2016年 436,522,525 23,009,231 1,908,877 2,091,697 9,249,765 1,239,321 1,390,159 2,716,855 4,412,557

小売 2002年 135,109,295 12,661,391 1,536,008 1,395,991 2,526,680 1,181,591 1,299,887 2,145,418 2,575,816

2004年 133,278,631 12,320,270 1,485,997 1,371,626 2,490,518 1,173,298 1,234,474 2,078,776 2,485,581

2007年 134,705,448 12,269,748 1,439,959 1,319,816 2,531,787 1,140,430 1,222,199 2,038,908 2,576,649

2012年 114,852,278 10,616,470 1,229,974 1,188,093 2,198,649 1,011,029 1,077,527 1,703,976 2,207,222

2014年 122,176,725 11,267,695 1,235,032 1,250,435 2,362,681 1,050,714 1,142,490 1,941,425 2,284,918

2016年 145,103,822 12,922,602 1,471,523 1,408,865 2,900,847 1,156,349 1,197,929 2,183,996 2,603,093



第
Ⅰ
部 

東
北
圏
に
お
け
る
社
会
経
済
の
現
状
と
今
年
の
変
化

第
Ⅱ
部 

農
業
ビ
ジ
ネ
ス
の
新
潮
流

第
Ⅲ
部 

資
料
編

217

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■従業者数
　合計

2002年

人

11,974,766 1,102,584 130,458 118,983 236,848 100,238 107,842 178,744 229,471 経済産業省「商業統計」、
総務省・経済産業省「経済センサス-基礎調査」「経済
センサス-活動調査」2004年 11,565,953 1,069,073 125,723 115,600 227,982 98,775 105,549 171,586 223,858

2007年 11,105,669 1,030,646 119,221 110,081 230,396 92,958 99,082 164,752 214,156

2009年 12,695,832 1,134,834 127,451 123,426 256,175 100,952 108,529 183,806 234,495

2012年 11,225,151 943,696 109,099 102,192 208,915 84,970 92,687 145,399 200,434

2014年 11,618,054 984,511 112,189 110,259 224,086 86,426 93,732 149,337 208,482

2016年 11,596,089 973,269 109,938 106,297 221,672 84,392 91,602 151,436 207,932

卸売 2002年 4,001,961 315,555 34,597 30,689 82,193 25,166 27,934 43,768 71,208

2004年 3,803,652 303,934 34,070 29,391 77,482 23,253 27,468 42,033 70,237

2007年 3,526,306 282,924 30,891 27,335 74,521 20,867 24,681 39,146 65,483

2009年 4,125,241 314,258 35,152 30,435 86,453 22,782 27,183 44,285 67,968

2012年 3,821,535 270,979 28,907 25,830 74,159 18,926 23,769 36,330 63,058

2014年 3,932,276 284,172 29,501 28,490 79,913 19,750 24,143 38,727 63,648

2016年 3,941,646 280,653 29,002 27,740 79,049 18,982 24,335 38,737 62,808

小売 2002年 7,972,805 787,029 95,861 88,294 154,655 75,072 79,908 134,976 158,263

2004年 7,762,301 765,139 91,653 86,209 150,500 75,522 78,081 129,553 153,621

2007年 7,579,363 747,722 88,330 82,746 155,875 72,091 74,401 125,606 148,673

2009年 8,570,591 820,576 92,299 92,991 169,722 78,170 81,346 139,521 166,527

2012年 7,403,616 672,717 80,192 76,362 134,756 66,044 68,918 109,069 137,376

2014年 7,685,778 700,339 82,688 81,769 144,173 66,676 69,589 110,610 144,834

2016年 7,654,443 692,616 80,936 78,557 142,623 65,410 67,267 112,699 145,124

■年間商品販売額
　合計

2002年

百万円

548,464,125 36,064,982 3,693,933 3,525,821 10,933,309 2,714,120 2,968,623 4,898,557 7,330,619

2004年 538,775,810 34,592,785 3,577,699 3,383,463 10,236,543 2,626,070 2,833,161 4,720,635 7,215,214

2007年 548,237,119 34,128,670 3,310,311 3,188,084 10,601,386 2,470,794 2,702,748 4,670,152 7,185,195

2012年 480,332,788 29,372,480 2,833,757 2,856,886 9,433,322 2,081,876 2,210,528 3,686,025 6,270,086

2014年 478,828,374 30,726,512 2,994,264 2,855,776 10,044,140 2,075,476 2,359,956 4,198,631 6,198,269

2016年 581,626,347 35,931,835 3,380,400 3,500,563 12,150,612 2,395,670 2,588,088 4,900,851 7,015,651

卸売 2002年 413,354,831 23,403,590 2,157,924 2,129,830 8,406,629 1,532,529 1,668,736 2,753,139 4,754,803

2004年 405,497,180 22,272,515 2,091,701 2,011,838 7,746,025 1,452,772 1,598,686 2,641,859 4,729,634

2007年 413,531,671 21,858,921 1,870,352 1,868,268 8,069,598 1,330,364 1,480,549 2,631,244 4,608,546

2012年 365,480,510 18,756,012 1,603,784 1,668,793 7,234,673 1,070,848 1,133,001 1,982,050 4,062,863

2014年 356,651,649 19,458,817 1,759,232 1,605,342 7,681,458 1,024,762 1,217,466 2,257,206 3,913,351

2016年 436,522,525 23,009,231 1,908,877 2,091,697 9,249,765 1,239,321 1,390,159 2,716,855 4,412,557

小売 2002年 135,109,295 12,661,391 1,536,008 1,395,991 2,526,680 1,181,591 1,299,887 2,145,418 2,575,816

2004年 133,278,631 12,320,270 1,485,997 1,371,626 2,490,518 1,173,298 1,234,474 2,078,776 2,485,581

2007年 134,705,448 12,269,748 1,439,959 1,319,816 2,531,787 1,140,430 1,222,199 2,038,908 2,576,649

2012年 114,852,278 10,616,470 1,229,974 1,188,093 2,198,649 1,011,029 1,077,527 1,703,976 2,207,222

2014年 122,176,725 11,267,695 1,235,032 1,250,435 2,362,681 1,050,714 1,142,490 1,941,425 2,284,918

2016年 145,103,822 12,922,602 1,471,523 1,408,865 2,900,847 1,156,349 1,197,929 2,183,996 2,603,093
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（産業基盤）

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■民間企業設備投資額
　全産業

2000年度

億円

283,830 18,465 4,058 1,590 3,271 931 1,150 3,528 3,938 日本政策投資銀行「地域別設備投資計画調査」

2005年度 12,760 2,423 1,177 2,683 715 1,230 2,166 2,365

2010年度 150,498 4,586 683 214 648 140 377 745 1,779

2015年度 176,148 4,917 554 263 1,030 498 394 961 1,217

2016年度 179,108 4,591 360 300 832 307 565 1,096 1,131

2017年度 181,299 5,145 368 320 1,092 350 568 1,195 1,253

2018年度 214,530 5,609 418 275 1,389 445 389 1,159 1,533

製造業 2000年度 91,652 7,396 347 1,016 858 548 644 1,811 2,173

2005年度 4,735 320 710 693 351 807 1,085 770

2010年度 53,338 1,822 198 112 146 85 322 375 582

2015年度 65,763 2,565 237 116 521 243 266 550 632

2016年度 68,367 2,690 165 186 353 198 481 678 629

2017年度 67,056 2,615 134 159 419 181 361 676 684

2018年度 75,127 2,941 163 148 526 324 299 633 848

非製造業 2000年度 192,178 11,070 3,711 574 2,413 383 506 1,717 1,764

2005年度 8,024 2,103 468 1,990 364 424 1,081 1,595

2010年度 97,161 2,764 486 101 502 55 55 369 1,196

2015年度 110,385 2,352 316 147 509 254 129 411 585

2016年度 110,741 1,901 195 114 479 109 84 418 502

2017年度 114,242 2,531 234 160 672 170 206 519 569

2018年度 139,403 2,668 255 127 864 121 90 527 685

■工場立地件数 2000年

件

1,126 227 9 20 60 23 31 28 56 経済産業省「工場立地動向調査」

注：研究所を含まない2005年 1,544 223 14 30 51 11 29 36 52

2010年 786 104 4 11 26 8 16 13 26

2011年 869 126 2 24 27 8 17 13 35

2012年 945 135 8 22 26 6 9 37 27

2013年 848 131 5 15 16 9 12 39 35

2014年 1,037 131 9 14 34 8 8 26 32

2015年 1,070 126 4 8 38 9 16 16 35

2016年 1,026 165 7 11 48 19 24 17 39

2017年 1,035 135 6 11 23 10 19 32 34

2018年 1,142 146 6 14 29 9 22 24 42

■工業用水量
　（淡水合計）

2010年

㎥／日

27,849,006 3,171,032 386,175 218,679 738,016 260,717 151,574 557,980 857,891 経済産業省「工業統計調査」、総務省・経済産業省「経済
センサス-活動調査」

注：工業用水道、上水道、井戸水、その他の淡水の合計値
2011年 26,488,837 2,805,938 291,691 201,441 565,525 259,908 151,492 502,244 833,637

2012年 26,994,461 2,979,831 372,029 186,990 652,034 258,614 145,812 555,811 808,541

2013年 26,453,154 2,957,209 355,200 175,764 687,320 245,934 141,799 520,761 830,431

2014年 26,402,691 2,949,187 364,322 174,829 700,341 244,754 138,068 527,026 799,847

2015年 26,214,780 2,887,680 351,649 175,210 698,262 242,655 136,290 514,759 768,855

2016年 26,122,928 2,964,499 365,874 183,220 726,003 246,553 149,332 569,256 724,261

2017年 26,014,322 3,002,440 386,518 176,461 729,340 251,595 133,930 587,995 736,601
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（産業基盤）

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■民間企業設備投資額
　全産業

2000年度

億円

283,830 18,465 4,058 1,590 3,271 931 1,150 3,528 3,938 日本政策投資銀行「地域別設備投資計画調査」

2005年度 12,760 2,423 1,177 2,683 715 1,230 2,166 2,365

2010年度 150,498 4,586 683 214 648 140 377 745 1,779

2015年度 176,148 4,917 554 263 1,030 498 394 961 1,217

2016年度 179,108 4,591 360 300 832 307 565 1,096 1,131

2017年度 181,299 5,145 368 320 1,092 350 568 1,195 1,253

2018年度 214,530 5,609 418 275 1,389 445 389 1,159 1,533

製造業 2000年度 91,652 7,396 347 1,016 858 548 644 1,811 2,173

2005年度 4,735 320 710 693 351 807 1,085 770

2010年度 53,338 1,822 198 112 146 85 322 375 582

2015年度 65,763 2,565 237 116 521 243 266 550 632

2016年度 68,367 2,690 165 186 353 198 481 678 629

2017年度 67,056 2,615 134 159 419 181 361 676 684

2018年度 75,127 2,941 163 148 526 324 299 633 848

非製造業 2000年度 192,178 11,070 3,711 574 2,413 383 506 1,717 1,764

2005年度 8,024 2,103 468 1,990 364 424 1,081 1,595

2010年度 97,161 2,764 486 101 502 55 55 369 1,196

2015年度 110,385 2,352 316 147 509 254 129 411 585

2016年度 110,741 1,901 195 114 479 109 84 418 502

2017年度 114,242 2,531 234 160 672 170 206 519 569

2018年度 139,403 2,668 255 127 864 121 90 527 685

■工場立地件数 2000年

件

1,126 227 9 20 60 23 31 28 56 経済産業省「工場立地動向調査」

注：研究所を含まない2005年 1,544 223 14 30 51 11 29 36 52

2010年 786 104 4 11 26 8 16 13 26

2011年 869 126 2 24 27 8 17 13 35

2012年 945 135 8 22 26 6 9 37 27

2013年 848 131 5 15 16 9 12 39 35

2014年 1,037 131 9 14 34 8 8 26 32

2015年 1,070 126 4 8 38 9 16 16 35

2016年 1,026 165 7 11 48 19 24 17 39

2017年 1,035 135 6 11 23 10 19 32 34

2018年 1,142 146 6 14 29 9 22 24 42

■工業用水量
　（淡水合計）

2010年

㎥／日

27,849,006 3,171,032 386,175 218,679 738,016 260,717 151,574 557,980 857,891 経済産業省「工業統計調査」、総務省・経済産業省「経済
センサス-活動調査」

注：工業用水道、上水道、井戸水、その他の淡水の合計値
2011年 26,488,837 2,805,938 291,691 201,441 565,525 259,908 151,492 502,244 833,637

2012年 26,994,461 2,979,831 372,029 186,990 652,034 258,614 145,812 555,811 808,541

2013年 26,453,154 2,957,209 355,200 175,764 687,320 245,934 141,799 520,761 830,431

2014年 26,402,691 2,949,187 364,322 174,829 700,341 244,754 138,068 527,026 799,847

2015年 26,214,780 2,887,680 351,649 175,210 698,262 242,655 136,290 514,759 768,855

2016年 26,122,928 2,964,499 365,874 183,220 726,003 246,553 149,332 569,256 724,261

2017年 26,014,322 3,002,440 386,518 176,461 729,340 251,595 133,930 587,995 736,601
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■特許出願件数
　（日本人によるもの）

2000年

件

387,364 4,744 193 292 1,481 183 572 506 1,517 特許庁「特許行政年次報告書」

2010年 290,081 2,827 119 246 730 292 195 266 979

2011年 287,580 2,484 109 214 632 164 207 249 909

2012年 287,013 2,632 127 197 738 110 201 268 991

2013年 271,731 2,709 124 156 764 106 305 247 1,007

2014年 265,959 2,775 119 194 831 108 291 273 959

2015年 258,839 2,655 136 146 805 106 274 252 936

2016年 260,244 2,752 145 142 732 132 257 282 1,062

2017年 260,290 2,755 140 137 687 116 261 307 1,107

2018年 253,630 2,857 341 129 692 90 233 228 1,144

■意匠出願件数 2000年

件

36,070 1,331 16 32 421 13 148 92 609

2010年 28,083 756 56 25 106 14 33 85 437

2011年 26,658 690 37 31 124 7 47 51 393

2012年 27,934 808 44 42 142 12 67 47 454

2013年 26,407 759 39 29 177 13 58 50 393

2014年 24,868 793 65 31 162 16 53 70 396

2015年 24,804 653 29 24 137 15 42 17 389

2016年 24,543 607 43 23 109 16 65 37 314

2017年 24,432 720 28 33 141 9 63 40 406

2018年 23,453 670 53 29 161 12 62 72 281

■弁理士登録人数 2000年

人

4,503 23 1 2 4 2 4 3 7

2010年 8,713 37 2 5 10 4 2 6 8

2011年 9,146 43 2 3 9 5 6 9 9

2012年 9,657 49 2 3 10 9 4 11 10

2013年 10,171 55 4 2 13 9 4 11 12

2014年 10,680 65 4 3 17 8 6 11 16

2015年 10,890 73 5 3 23 8 5 10 19

2016年 11,089 77 6 3 24 8 5 10 21

2017年 11,217 83 8 3 24 7 6 10 25

2018年 11,351 83 8 5 22 7 5 11 25

■開業率 2000年度

％

4.89 3.80 4.42 3.45 4.34 3.49 3.43 3.95 3.42 厚生労働省「雇用保険事業月報・年報」

2010年度 4.51 3.76 3.58 3.22 4.91 3.51 3.20 4.29 3.25

2011年度 4.49 4.43 3.51 4.54 6.95 3.73 3.40 5.20 3.13

2012年度 4.58 4.55 3.40 4.94 6.91 3.49 3.77 5.61 3.13

2013年度 4.80 4.47 3.96 3.98 6.03 3.57 3.82 5.63 3.50

2014年度 4.86 4.06 3.67 3.37 5.45 3.18 3.37 4.98 3.40

2015年度 5.18 3.97 3.59 3.37 5.28 2.80 3.40 5.28 3.09

2016年度 5.60 4.03 3.49 3.21 5.65 2.70 3.40 5.30 3.14

2017年度 5.55 3.84 3.32 3.14 5.19 2.80 3.43 4.85 3.05

■廃業率 2000年度

％

4.03 3.82 3.34 3.09 3.80 3.90 3.71 4.50 4.01

2010年度 4.09 3.95 4.45 3.82 4.11 3.57 4.32 3.68 3.81

2011年度 3.90 3.91 3.76 5.04 4.25 3.42 3.57 3.61 3.74

2012年度 3.82 3.51 3.66 3.54 3.20 3.17 4.18 3.30 3.64

2013年度 4.04 3.79 4.34 3.15 3.91 3.77 3.96 3.43 3.91

2014年度 3.71 3.18 3.32 3.07 3.01 3.09 3.33 3.25 3.21

2015年度 3.79 3.33 3.67 3.39 3.29 3.46 3.15 3.05 3.39

2016年度 3.52 3.55 3.47 3.48 3.74 3.22 3.11 4.08 3.40

2017年度 3.49 3.26 3.39 3.40 3.06 3.39 3.23 3.14 3.36
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■特許出願件数
　（日本人によるもの）

2000年

件

387,364 4,744 193 292 1,481 183 572 506 1,517 特許庁「特許行政年次報告書」

2010年 290,081 2,827 119 246 730 292 195 266 979

2011年 287,580 2,484 109 214 632 164 207 249 909

2012年 287,013 2,632 127 197 738 110 201 268 991

2013年 271,731 2,709 124 156 764 106 305 247 1,007

2014年 265,959 2,775 119 194 831 108 291 273 959

2015年 258,839 2,655 136 146 805 106 274 252 936

2016年 260,244 2,752 145 142 732 132 257 282 1,062

2017年 260,290 2,755 140 137 687 116 261 307 1,107

2018年 253,630 2,857 341 129 692 90 233 228 1,144

■意匠出願件数 2000年

件

36,070 1,331 16 32 421 13 148 92 609

2010年 28,083 756 56 25 106 14 33 85 437

2011年 26,658 690 37 31 124 7 47 51 393

2012年 27,934 808 44 42 142 12 67 47 454

2013年 26,407 759 39 29 177 13 58 50 393

2014年 24,868 793 65 31 162 16 53 70 396

2015年 24,804 653 29 24 137 15 42 17 389

2016年 24,543 607 43 23 109 16 65 37 314

2017年 24,432 720 28 33 141 9 63 40 406

2018年 23,453 670 53 29 161 12 62 72 281

■弁理士登録人数 2000年

人

4,503 23 1 2 4 2 4 3 7

2010年 8,713 37 2 5 10 4 2 6 8

2011年 9,146 43 2 3 9 5 6 9 9

2012年 9,657 49 2 3 10 9 4 11 10

2013年 10,171 55 4 2 13 9 4 11 12

2014年 10,680 65 4 3 17 8 6 11 16

2015年 10,890 73 5 3 23 8 5 10 19

2016年 11,089 77 6 3 24 8 5 10 21

2017年 11,217 83 8 3 24 7 6 10 25

2018年 11,351 83 8 5 22 7 5 11 25

■開業率 2000年度

％

4.89 3.80 4.42 3.45 4.34 3.49 3.43 3.95 3.42 厚生労働省「雇用保険事業月報・年報」

2010年度 4.51 3.76 3.58 3.22 4.91 3.51 3.20 4.29 3.25

2011年度 4.49 4.43 3.51 4.54 6.95 3.73 3.40 5.20 3.13

2012年度 4.58 4.55 3.40 4.94 6.91 3.49 3.77 5.61 3.13

2013年度 4.80 4.47 3.96 3.98 6.03 3.57 3.82 5.63 3.50

2014年度 4.86 4.06 3.67 3.37 5.45 3.18 3.37 4.98 3.40

2015年度 5.18 3.97 3.59 3.37 5.28 2.80 3.40 5.28 3.09

2016年度 5.60 4.03 3.49 3.21 5.65 2.70 3.40 5.30 3.14

2017年度 5.55 3.84 3.32 3.14 5.19 2.80 3.43 4.85 3.05

■廃業率 2000年度

％

4.03 3.82 3.34 3.09 3.80 3.90 3.71 4.50 4.01

2010年度 4.09 3.95 4.45 3.82 4.11 3.57 4.32 3.68 3.81

2011年度 3.90 3.91 3.76 5.04 4.25 3.42 3.57 3.61 3.74

2012年度 3.82 3.51 3.66 3.54 3.20 3.17 4.18 3.30 3.64

2013年度 4.04 3.79 4.34 3.15 3.91 3.77 3.96 3.43 3.91

2014年度 3.71 3.18 3.32 3.07 3.01 3.09 3.33 3.25 3.21

2015年度 3.79 3.33 3.67 3.39 3.29 3.46 3.15 3.05 3.39

2016年度 3.52 3.55 3.47 3.48 3.74 3.22 3.11 4.08 3.40

2017年度 3.49 3.26 3.39 3.40 3.06 3.39 3.23 3.14 3.36
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4. 消費・地価

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■消費者物価指数
　（2015年＝100）

2000年

―

99.1 - 94.7 98.2 99.8 101.0 98.1 98.6 99.7 総務省「消費者物価指数」

注：県庁所在市のデータ2005年 96.9 - 97.0 97.1 97.6 98.6 96.3 96.5 97.6 

2010年 96.5 - 96.9 96.3 96.7 96.7 95.9 96.2 96.7 

2011年 96.3 - 97.0 96.3 96.0 96.7 95.9 95.7 96.2 

2012年 96.2 - 96.2 96.3 95.5 96.4 95.9 96.0 96.4 

2013年 96.6 - 96.5 97.0 96.2 96.7 96.5 96.0 96.6 

2014年 99.2 - 99.8 99.6 99.0 99.6 99.4 99.2 99.4 

2015年 100.0 - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

2016年 99.9 - 99.5 99.8 99.8 99.9 99.6 99.9 99.9 

2017年 100.4 - 100.5 101.1 100.5 100.8 100.4 100.3 100.5 

2018年 101.3 - 101.9 102.3 101.4 102.2 101.3 101.2 101.4 

■地価
　住宅地 
　（平均価格）

2000年

円／㎡

- - 27,800 37,100 52,000 28,700 34,500 35,300 46,300 国土交通省「都道府県地価調査」

2005年 - - 25,100 33,700 40,200 24,200 28,600 27,600 33,900

2010年 - - 21,600 27,300 32,300 18,000 22,100 22,400 30,100

2011年 - - 20,300 26,700 32,800 17,100 21,100 21,800 30,100

2012年 - - 19,200 25,300 31,600 16,100 20,400 20,800 29,400

2013年 - - 17,700 24,500 31,900 15,300 19,500 20,500 27,300

2014年 - - 17,100 24,300 32,800 14,700 19,300 21,600 26,900

2015年 - - 16,700 24,500 34,000 14,200 19,200 22,500 26,500

2016年 - - 16,400 24,700 35,800 13,800 19,300 23,000 26,200

2017年 - - 16,300 24,800 37,000 13,500 19,400 23,400 26,000

2018年 - - 16,300 24,800 38,600 13,400 19,500 23,600 25,900

2019年 - - 16,200 24,800 40,300 13,300 19,600 23,700 25,900

商業地 
（平均価格）

2000年

円／㎡

- - 98,300 96,500 248,400 87,000 105,800 111,900 175,600

2005年 - - 57,900 78,000 156,500 53,800 62,500 62,700 105,700

2010年 - - 43,500 56,300 197,100 36,400 49,800 51,400 94,400

2011年 - - 40,700 53,000 185,400 33,700 47,400 47,600 90,700

2012年 - - 38,200 49,800 175,300 31,600 45,500 45,600 87,300

2013年 - - 36,700 46,400 146,600 29,500 41,800 43,200 79,200

2014年 - - 35,400 46,400 153,200 28,100 41,100 43,500 77,600

2015年 - - 34,500 46,200 162,000 26,900 40,700 43,900 76,300

2016年 - - 33,900 45,900 176,400 26,100 40,800 44,400 75,300

2017年 - - 33,600 45,300 194,900 25,500 40,500 44,900 74,800

2018年 - - 33,600 44,900 216,300 25,100 40,400 45,600 74,900

2019年 - - 33,700 45,100 240,100 24,800 40,800 45,900 75,100
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■消費者物価指数
　（2015年＝100）

2000年

―

99.1 - 94.7 98.2 99.8 101.0 98.1 98.6 99.7 総務省「消費者物価指数」

注：県庁所在市のデータ2005年 96.9 - 97.0 97.1 97.6 98.6 96.3 96.5 97.6 

2010年 96.5 - 96.9 96.3 96.7 96.7 95.9 96.2 96.7 

2011年 96.3 - 97.0 96.3 96.0 96.7 95.9 95.7 96.2 

2012年 96.2 - 96.2 96.3 95.5 96.4 95.9 96.0 96.4 

2013年 96.6 - 96.5 97.0 96.2 96.7 96.5 96.0 96.6 

2014年 99.2 - 99.8 99.6 99.0 99.6 99.4 99.2 99.4 

2015年 100.0 - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

2016年 99.9 - 99.5 99.8 99.8 99.9 99.6 99.9 99.9 

2017年 100.4 - 100.5 101.1 100.5 100.8 100.4 100.3 100.5 

2018年 101.3 - 101.9 102.3 101.4 102.2 101.3 101.2 101.4 

■地価
　住宅地 
　（平均価格）

2000年

円／㎡

- - 27,800 37,100 52,000 28,700 34,500 35,300 46,300 国土交通省「都道府県地価調査」

2005年 - - 25,100 33,700 40,200 24,200 28,600 27,600 33,900

2010年 - - 21,600 27,300 32,300 18,000 22,100 22,400 30,100

2011年 - - 20,300 26,700 32,800 17,100 21,100 21,800 30,100

2012年 - - 19,200 25,300 31,600 16,100 20,400 20,800 29,400

2013年 - - 17,700 24,500 31,900 15,300 19,500 20,500 27,300

2014年 - - 17,100 24,300 32,800 14,700 19,300 21,600 26,900

2015年 - - 16,700 24,500 34,000 14,200 19,200 22,500 26,500

2016年 - - 16,400 24,700 35,800 13,800 19,300 23,000 26,200

2017年 - - 16,300 24,800 37,000 13,500 19,400 23,400 26,000

2018年 - - 16,300 24,800 38,600 13,400 19,500 23,600 25,900

2019年 - - 16,200 24,800 40,300 13,300 19,600 23,700 25,900

商業地 
（平均価格）

2000年

円／㎡

- - 98,300 96,500 248,400 87,000 105,800 111,900 175,600

2005年 - - 57,900 78,000 156,500 53,800 62,500 62,700 105,700

2010年 - - 43,500 56,300 197,100 36,400 49,800 51,400 94,400

2011年 - - 40,700 53,000 185,400 33,700 47,400 47,600 90,700

2012年 - - 38,200 49,800 175,300 31,600 45,500 45,600 87,300

2013年 - - 36,700 46,400 146,600 29,500 41,800 43,200 79,200

2014年 - - 35,400 46,400 153,200 28,100 41,100 43,500 77,600

2015年 - - 34,500 46,200 162,000 26,900 40,700 43,900 76,300

2016年 - - 33,900 45,900 176,400 26,100 40,800 44,400 75,300

2017年 - - 33,600 45,300 194,900 25,500 40,500 44,900 74,800

2018年 - - 33,600 44,900 216,300 25,100 40,400 45,600 74,900

2019年 - - 33,700 45,100 240,100 24,800 40,800 45,900 75,100
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■家計の動向
　実収入

2000年

円

562,754 - 530,189 516,134 466,102 596,087 597,400 738,786 670,391 総務省「家計調査」

注1： 県庁所在市の2人以上の世帯のうち、勤労者1世帯
当たりの1か月間の値（農林漁家世帯を含む）

注2： 平均消費性向＝可処分所得における消費支出の割合
＝消費支出/可処分所得×100

2005年 524,585 - 419,311 481,391 468,466 589,455 511,756 593,263 533,097

2010年 520,692 - 476,667 488,759 446,918 469,960 561,092 536,706 530,616

2011年 510,149 - 452,060 503,313 362,201 459,017 526,653 564,953 481,070

2012年 518,506 - 464,287 487,586 495,291 475,335 540,570 608,083 498,458

2013年 523,589 - 469,162 487,293 481,676 447,554 606,299 577,166 533,204

2014年 519,761 - 437,481 507,358 472,914 435,674 565,582 606,705 503,147

2015年 525,669 - 433,343 500,214 395,795 454,670 555,561 631,501 512,752

2016年 526,973 - 442,927 522,935 419,919 459,033 572,158 632,372 514,003

2017年 533,820 - 433,727 553,700 477,792 460,454 604,258 611,777 528,227

2018年 558,718 - 456,505 579,986 459,430 592,731 609,064 626,585 610,312

消費支出 2000年

円

341,896 - 326,750 351,780 336,792 366,252 362,747 431,925 381,762

2005年 329,499 - 286,255 311,302 325,957 324,825 344,370 326,932 315,667

2010年 318,315 - 270,767 317,922 313,647 294,894 338,363 320,058 323,655

2011年 308,838 - 287,873 296,854 261,659 298,488 301,114 283,827 310,328

2012年 313,874 - 274,133 303,137 325,677 301,381 347,812 335,354 325,272

2013年 319,170 - 267,928 317,035 303,425 301,634 349,478 321,308 304,694

2014年 318,755 - 259,815 305,077 322,507 281,827 335,630 319,411 313,155

2015年 315,379 - 255,240 321,998 293,511 269,618 342,848 346,584 309,538

2016年 309,591 - 265,004 329,138 302,968 287,974 361,947 323,648 299,909

2017年 313,057 - 269,221 306,628 308,878 294,686 322,295 338,272 320,084

2018年 315,314 - 274,905 337,909 282,266 320,858 334,067 323,416 322,647

可処分所得 2000年

円

474,411 - 452,066 434,768 399,190 519,381 502,354 622,628 570,126

2005年 441,156 - 347,916 403,017 394,189 501,130 430,077 501,972 446,790

2010年 429,967 - 394,378 410,721 371,769 394,721 460,755 448,935 436,137

2011年 420,538 - 372,515 417,865 304,989 384,549 438,776 473,239 397,976

2012年 425,005 - 381,104 409,797 401,880 392,670 444,018 512,695 406,228

2013年 426,132 - 383,355 398,478 399,151 373,363 489,620 478,465 440,117

2014年 423,541 - 357,329 416,686 387,961 361,472 461,744 509,767 413,918

2015年 427,270 - 357,190 407,451 325,532 386,830 455,870 517,816 421,704

2016年 428,697 - 363,316 425,765 349,052 390,350 466,487 511,959 421,119

2017年 434,415 - 362,509 444,327 405,835 385,298 487,775 509,034 440,623

2018年 455,125 - 383,704 472,114 377,797 482,684 503,691 508,217 494,205

平均消費性向 2000年

％

72.1 - 72.3 80.9 84.4 70.5 72.2 69.4 67.0

2005年 74.7 - 82.3 77.2 82.7 64.8 80.1 65.1 70.7

2010年 74.0 - 68.7 77.4 84.4 74.7 73.4 71.3 74.2

2011年 73.4 - 77.3 71.0 85.8 77.6 68.6 60.0 78.0

2012年 73.9 - 71.9 74.0 81.0 76.8 78.3 65.4 80.1

2013年 74.9 - 69.9 79.6 76.0 80.8 71.4 67.2 69.2

2014年 75.3 - 72.7 73.2 83.1 78.0 72.7 62.7 75.7

2015年 73.8 - 71.5 79.0 90.2 69.7 75.2 66.9 73.4

2016年 72.2 - 72.9 77.3 86.8 73.8 77.6 63.2 71.2

2017年 72.1 - 74.3 69.0 76.1 76.5 66.1 66.5 72.6

2018年 69.3 - 71.6 71.6 74.7 66.5 66.3 63.6 66.6
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■家計の動向
　実収入

2000年

円

562,754 - 530,189 516,134 466,102 596,087 597,400 738,786 670,391 総務省「家計調査」

注1： 県庁所在市の2人以上の世帯のうち、勤労者1世帯
当たりの1か月間の値（農林漁家世帯を含む）

注2： 平均消費性向＝可処分所得における消費支出の割合
＝消費支出/可処分所得×100

2005年 524,585 - 419,311 481,391 468,466 589,455 511,756 593,263 533,097

2010年 520,692 - 476,667 488,759 446,918 469,960 561,092 536,706 530,616

2011年 510,149 - 452,060 503,313 362,201 459,017 526,653 564,953 481,070

2012年 518,506 - 464,287 487,586 495,291 475,335 540,570 608,083 498,458

2013年 523,589 - 469,162 487,293 481,676 447,554 606,299 577,166 533,204

2014年 519,761 - 437,481 507,358 472,914 435,674 565,582 606,705 503,147

2015年 525,669 - 433,343 500,214 395,795 454,670 555,561 631,501 512,752

2016年 526,973 - 442,927 522,935 419,919 459,033 572,158 632,372 514,003

2017年 533,820 - 433,727 553,700 477,792 460,454 604,258 611,777 528,227

2018年 558,718 - 456,505 579,986 459,430 592,731 609,064 626,585 610,312

消費支出 2000年

円

341,896 - 326,750 351,780 336,792 366,252 362,747 431,925 381,762

2005年 329,499 - 286,255 311,302 325,957 324,825 344,370 326,932 315,667

2010年 318,315 - 270,767 317,922 313,647 294,894 338,363 320,058 323,655

2011年 308,838 - 287,873 296,854 261,659 298,488 301,114 283,827 310,328

2012年 313,874 - 274,133 303,137 325,677 301,381 347,812 335,354 325,272

2013年 319,170 - 267,928 317,035 303,425 301,634 349,478 321,308 304,694

2014年 318,755 - 259,815 305,077 322,507 281,827 335,630 319,411 313,155

2015年 315,379 - 255,240 321,998 293,511 269,618 342,848 346,584 309,538

2016年 309,591 - 265,004 329,138 302,968 287,974 361,947 323,648 299,909

2017年 313,057 - 269,221 306,628 308,878 294,686 322,295 338,272 320,084

2018年 315,314 - 274,905 337,909 282,266 320,858 334,067 323,416 322,647

可処分所得 2000年

円

474,411 - 452,066 434,768 399,190 519,381 502,354 622,628 570,126

2005年 441,156 - 347,916 403,017 394,189 501,130 430,077 501,972 446,790

2010年 429,967 - 394,378 410,721 371,769 394,721 460,755 448,935 436,137

2011年 420,538 - 372,515 417,865 304,989 384,549 438,776 473,239 397,976

2012年 425,005 - 381,104 409,797 401,880 392,670 444,018 512,695 406,228

2013年 426,132 - 383,355 398,478 399,151 373,363 489,620 478,465 440,117

2014年 423,541 - 357,329 416,686 387,961 361,472 461,744 509,767 413,918

2015年 427,270 - 357,190 407,451 325,532 386,830 455,870 517,816 421,704

2016年 428,697 - 363,316 425,765 349,052 390,350 466,487 511,959 421,119

2017年 434,415 - 362,509 444,327 405,835 385,298 487,775 509,034 440,623

2018年 455,125 - 383,704 472,114 377,797 482,684 503,691 508,217 494,205

平均消費性向 2000年

％

72.1 - 72.3 80.9 84.4 70.5 72.2 69.4 67.0

2005年 74.7 - 82.3 77.2 82.7 64.8 80.1 65.1 70.7

2010年 74.0 - 68.7 77.4 84.4 74.7 73.4 71.3 74.2

2011年 73.4 - 77.3 71.0 85.8 77.6 68.6 60.0 78.0

2012年 73.9 - 71.9 74.0 81.0 76.8 78.3 65.4 80.1

2013年 74.9 - 69.9 79.6 76.0 80.8 71.4 67.2 69.2

2014年 75.3 - 72.7 73.2 83.1 78.0 72.7 62.7 75.7

2015年 73.8 - 71.5 79.0 90.2 69.7 75.2 66.9 73.4

2016年 72.2 - 72.9 77.3 86.8 73.8 77.6 63.2 71.2

2017年 72.1 - 74.3 69.0 76.1 76.5 66.1 66.5 72.6

2018年 69.3 - 71.6 71.6 74.7 66.5 66.3 63.6 66.6
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5. 交通・物流

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■貨物の動き
　（地域流動）
　発量ベース
　　合計

2000年度

千t

1,744,811 121,452 19,688 15,531 27,039 7,024 8,716 25,145 18,310 国土交通省「貨物地域流動調査」

注1：発量・着量共に県内での輸送量を含まない
注2： 発量とは、当該都道府県から他都道府県への輸送量

である（域内量は含まない）
注3： 着量とは、他都道府県から当該都道府県への輸送量

である（域内量は含まない）
注4： 県内量とは、当該都道府県から当該都道府県への輸

送量である

2005年度 1,754,813 117,609 17,240 12,408 26,039 9,269 9,469 25,556 17,625
2010年度 1,735,330 133,097 17,470 18,384 35,917 9,191 8,294 24,471 19,370
2015年度 1,474,519 122,137 20,061 12,694 34,689 9,447 8,131 19,441 17,676
2016年度 1,538,296 124,988 17,547 14,120 41,373 5,791 11,296 17,578 17,282
2017年度 1,561,864 127,601 18,303 16,363 41,592 4,541 9,531 19,298 17,972

発量ベース
　（東北外）

2000年度 - 68,063 10,317 6,604 11,438 2,550 4,375 18,041 14,739
2005年度 - 71,120 10,386 5,521 12,678 4,015 4,259 19,963 14,298
2010年度 - 74,645 10,258 7,440 14,638 4,693 4,295 17,211 16,110
2015年度 - 58,514 9,414 3,198 14,995 1,915 3,464 12,202 13,326
2016年度 - 62,263 8,574 3,172 16,018 2,256 5,666 12,174 14,403
2017年度 - 65,558 9,522 4,697 17,116 1,772 4,914 12,576 14,960

発量ベース
　（東北内）

2000年度 - 53,388 9,370 8,927 15,600 4,475 4,341 7,104 3,571
2005年度 - 46,489 6,855 6,887 13,361 5,254 5,210 5,593 3,327
2010年度 - 58,452 7,212 10,945 21,279 4,499 3,998 7,260 3,260
2015年度 - 63,623 10,647 9,496 19,694 7,531 4,667 7,238 4,350
2016年度 - 62,725 8,973 10,949 25,355 3,535 5,630 5,404 2,879
2017年度 - 62,043 8,781 11,666 24,476 2,769 4,617 6,722 3,012

着量ベース
　合計

2000年度

千t

1,744,811 146,343 15,281 18,771 36,945 12,431 12,454 28,150 22,311
2005年度 1,754,813 137,606 15,913 12,882 36,542 14,270 10,008 25,114 22,878
2010年度 1,735,330 146,714 15,537 16,242 37,586 10,094 13,289 28,421 25,545
2015年度 1,474,519 137,873 13,976 23,300 38,239 8,187 10,518 22,753 20,901
2016年度 1,538,296 139,770 16,929 15,847 36,161 9,474 14,913 25,455 20,991
2017年度 1,561,864 138,728 15,727 19,748 36,291 8,663 15,030 22,466 20,803

着量ベース
　（東北外）

2000年度 - 92,955 9,246 5,901 26,959 4,683 6,161 20,737 19,267
2005年度 - 91,117 10,519 5,152 27,537 5,906 4,606 18,605 18,791
2010年度 - 88,262 8,537 6,138 25,498 4,634 4,704 20,170 18,580
2015年度 - 74,250 6,792 4,801 25,989 3,077 3,820 13,206 16,564
2016年度 - 77,045 6,718 4,465 24,825 3,649 5,614 13,603 18,172
2017年度 - 76,685 7,276 5,495 24,659 3,289 5,632 12,895 17,440

着量ベース
　（東北内）

2000年度 - 53,388 6,035 12,870 9,985 7,749 6,293 7,413 3,043
2005年度 - 46,489 5,394 7,731 9,004 8,363 5,402 6,508 4,087
2010年度 - 58,452 7,000 10,103 12,088 5,460 8,585 8,251 6,965
2015年度 - 63,623 7,184 18,499 12,249 5,110 6,698 9,547 4,337
2016年度 - 62,725 10,211 11,382 11,337 5,825 9,300 11,852 2,819
2017年度 - 62,043 8,452 14,253 11,633 5,374 9,398 9,571 3,363

県内量ベース 2000年度

千t

4,683,025 666,214 97,307 104,908 97,919 79,690 67,801 86,952 131,638
2005年度 3,829,921 478,373 82,264 72,984 71,402 40,896 54,935 71,554 84,337
2010年度 3,369,774 456,056 54,910 56,588 73,721 30,887 50,154 64,595 125,200
2015年度 3,353,199 500,533 67,623 70,159 91,077 38,532 55,206 80,380 97,557
2016年度 3,373,550 460,713 63,271 65,985 72,425 43,593 47,705 74,968 92,766
2017年度 3,364,824 452,760 63,102 62,200 72,005 48,475 48,961 72,434 85,584
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■貨物の動き
　（地域流動）
　発量ベース
　　合計

2000年度

千t

1,744,811 121,452 19,688 15,531 27,039 7,024 8,716 25,145 18,310 国土交通省「貨物地域流動調査」

注1：発量・着量共に県内での輸送量を含まない
注2： 発量とは、当該都道府県から他都道府県への輸送量

である（域内量は含まない）
注3： 着量とは、他都道府県から当該都道府県への輸送量

である（域内量は含まない）
注4： 県内量とは、当該都道府県から当該都道府県への輸

送量である

2005年度 1,754,813 117,609 17,240 12,408 26,039 9,269 9,469 25,556 17,625
2010年度 1,735,330 133,097 17,470 18,384 35,917 9,191 8,294 24,471 19,370
2015年度 1,474,519 122,137 20,061 12,694 34,689 9,447 8,131 19,441 17,676
2016年度 1,538,296 124,988 17,547 14,120 41,373 5,791 11,296 17,578 17,282
2017年度 1,561,864 127,601 18,303 16,363 41,592 4,541 9,531 19,298 17,972

発量ベース
　（東北外）

2000年度 - 68,063 10,317 6,604 11,438 2,550 4,375 18,041 14,739
2005年度 - 71,120 10,386 5,521 12,678 4,015 4,259 19,963 14,298
2010年度 - 74,645 10,258 7,440 14,638 4,693 4,295 17,211 16,110
2015年度 - 58,514 9,414 3,198 14,995 1,915 3,464 12,202 13,326
2016年度 - 62,263 8,574 3,172 16,018 2,256 5,666 12,174 14,403
2017年度 - 65,558 9,522 4,697 17,116 1,772 4,914 12,576 14,960

発量ベース
　（東北内）

2000年度 - 53,388 9,370 8,927 15,600 4,475 4,341 7,104 3,571
2005年度 - 46,489 6,855 6,887 13,361 5,254 5,210 5,593 3,327
2010年度 - 58,452 7,212 10,945 21,279 4,499 3,998 7,260 3,260
2015年度 - 63,623 10,647 9,496 19,694 7,531 4,667 7,238 4,350
2016年度 - 62,725 8,973 10,949 25,355 3,535 5,630 5,404 2,879
2017年度 - 62,043 8,781 11,666 24,476 2,769 4,617 6,722 3,012

着量ベース
　合計

2000年度

千t

1,744,811 146,343 15,281 18,771 36,945 12,431 12,454 28,150 22,311
2005年度 1,754,813 137,606 15,913 12,882 36,542 14,270 10,008 25,114 22,878
2010年度 1,735,330 146,714 15,537 16,242 37,586 10,094 13,289 28,421 25,545
2015年度 1,474,519 137,873 13,976 23,300 38,239 8,187 10,518 22,753 20,901
2016年度 1,538,296 139,770 16,929 15,847 36,161 9,474 14,913 25,455 20,991
2017年度 1,561,864 138,728 15,727 19,748 36,291 8,663 15,030 22,466 20,803

着量ベース
　（東北外）

2000年度 - 92,955 9,246 5,901 26,959 4,683 6,161 20,737 19,267
2005年度 - 91,117 10,519 5,152 27,537 5,906 4,606 18,605 18,791
2010年度 - 88,262 8,537 6,138 25,498 4,634 4,704 20,170 18,580
2015年度 - 74,250 6,792 4,801 25,989 3,077 3,820 13,206 16,564
2016年度 - 77,045 6,718 4,465 24,825 3,649 5,614 13,603 18,172
2017年度 - 76,685 7,276 5,495 24,659 3,289 5,632 12,895 17,440

着量ベース
　（東北内）

2000年度 - 53,388 6,035 12,870 9,985 7,749 6,293 7,413 3,043
2005年度 - 46,489 5,394 7,731 9,004 8,363 5,402 6,508 4,087
2010年度 - 58,452 7,000 10,103 12,088 5,460 8,585 8,251 6,965
2015年度 - 63,623 7,184 18,499 12,249 5,110 6,698 9,547 4,337
2016年度 - 62,725 10,211 11,382 11,337 5,825 9,300 11,852 2,819
2017年度 - 62,043 8,452 14,253 11,633 5,374 9,398 9,571 3,363

県内量ベース 2000年度

千t

4,683,025 666,214 97,307 104,908 97,919 79,690 67,801 86,952 131,638
2005年度 3,829,921 478,373 82,264 72,984 71,402 40,896 54,935 71,554 84,337
2010年度 3,369,774 456,056 54,910 56,588 73,721 30,887 50,154 64,595 125,200
2015年度 3,353,199 500,533 67,623 70,159 91,077 38,532 55,206 80,380 97,557
2016年度 3,373,550 460,713 63,271 65,985 72,425 43,593 47,705 74,968 92,766
2017年度 3,364,824 452,760 63,102 62,200 72,005 48,475 48,961 72,434 85,584
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■海上出入貨物
　合計

2017年 千t

2,253,252 134,206 22,330 6,058 37,989 8,787 3,667 23,276 32,099
国土交通省「港湾統計」

注： 貨物に自動車航送（フェリーによる輸送車両）は含
まない。ただし、商品としての車両輸送は含む外国貿易（輸出） 289,242 7,102 462 102 2,186 585 416 914 2,438

外国貿易（輸入） 962,176 62,358 7,575 804 12,777 4,363 1,993 13,975 20,870

内国貿易（移出） 504,825 30,104 8,280 2,154 10,266 820 508 5,139 2,937

内国貿易（移入） 497,009 34,642 6,013 2,998 12,760 3,020 750 3,248 5,854

年次 単位 全国 東北 資料・注記
仙台 新潟 秋田 山形 青森 花巻 大館能代 庄内 福島 佐渡 三沢

■空港乗降客数
　国内線

2000年

千人

189,148 9,354 2,826 1,045 1,220 378 1,571 520 144 426 627 8 588 国土交通省「空港管理状況調書」

2010年 180,130 6,727 2,554 742 1,062 156 982 280 122 355 210 - 263

2015年 204,425 7,596 2,980 856 1,209 221 955 387 125 364 246 0 253

2016年 208,407 7,742 2,923 878 1,226 257 1,030 416 134 385 245 0 247

2017年 218,132 8,147 3,100 908 1,304 303 1,081 422 143 398 251 - 236

2018年 221,081 8,543 3,270 993 1,322 326 1,102 446 152 394 249 - 291

国際線 2000年

千人

49,485 838 466 223 10 1 45 8 - 3 82 - 0

2010年 53,917 646 272 199 47 7 49 5 - 1 67 - -

2015年 73,298 385 173 129 30 2 38 9 - 1 4 - -

2016年 81,964 369 187 115 8 5 43 5 - 1 4 - 0

2017年 91,196 500 270 109 18 3 86 10 - 1 3 - -

2018年 98,410 616 310 131 18 13 89 33 - 2 20 - 0

■空港貨物取扱量
　国内線

2000年

t

1,871,222 41,958 19,168 4,091 6,200 1,422 4,415 1,775 75 1,309 1,971 12 1,520

2010年 1,837,278 19,039 10,493 393 2,038 158 4,056 487 51 669 68 - 626

2015年 1,814,092 10,581 5,698 225 1,708 - 1,762 150 65 533 52 - 388

2016年 1,772,016 10,642 6,079 233 1,381 21 1,732 168 71 501 80 - 376

2017年 1,766,971 10,382 5,619 247 1,422 16 1,786 219 71 564 29 - 409

2018年 1,631,320 9,800 5,121 189 1,420 2 1,700 208 83 522 50 - 505

国際線 2000年

t

3,020,205 6,745 4,770 1,693 - - 103 - - - 179 - -

2010年 3,216,852 2,057 1,591 414 6 - 6 - - - 40 - -

2015年 3,497,403 533 281 249 3 - - - - - - - -

2016年 3,653,100 472 227 245 - - - - - - - - -

2017年 4,092,070 383 205 178 - - - - - - - - -

2018年 4,038,253 364 213 150 - - 1 - - - - - -
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■海上出入貨物
　合計

2017年 千t

2,253,252 134,206 22,330 6,058 37,989 8,787 3,667 23,276 32,099
国土交通省「港湾統計」

注： 貨物に自動車航送（フェリーによる輸送車両）は含
まない。ただし、商品としての車両輸送は含む外国貿易（輸出） 289,242 7,102 462 102 2,186 585 416 914 2,438

外国貿易（輸入） 962,176 62,358 7,575 804 12,777 4,363 1,993 13,975 20,870

内国貿易（移出） 504,825 30,104 8,280 2,154 10,266 820 508 5,139 2,937

内国貿易（移入） 497,009 34,642 6,013 2,998 12,760 3,020 750 3,248 5,854

年次 単位 全国 東北 資料・注記
仙台 新潟 秋田 山形 青森 花巻 大館能代 庄内 福島 佐渡 三沢

■空港乗降客数
　国内線

2000年

千人

189,148 9,354 2,826 1,045 1,220 378 1,571 520 144 426 627 8 588 国土交通省「空港管理状況調書」

2010年 180,130 6,727 2,554 742 1,062 156 982 280 122 355 210 - 263

2015年 204,425 7,596 2,980 856 1,209 221 955 387 125 364 246 0 253

2016年 208,407 7,742 2,923 878 1,226 257 1,030 416 134 385 245 0 247

2017年 218,132 8,147 3,100 908 1,304 303 1,081 422 143 398 251 - 236

2018年 221,081 8,543 3,270 993 1,322 326 1,102 446 152 394 249 - 291

国際線 2000年

千人

49,485 838 466 223 10 1 45 8 - 3 82 - 0

2010年 53,917 646 272 199 47 7 49 5 - 1 67 - -

2015年 73,298 385 173 129 30 2 38 9 - 1 4 - -

2016年 81,964 369 187 115 8 5 43 5 - 1 4 - 0

2017年 91,196 500 270 109 18 3 86 10 - 1 3 - -

2018年 98,410 616 310 131 18 13 89 33 - 2 20 - 0

■空港貨物取扱量
　国内線

2000年

t

1,871,222 41,958 19,168 4,091 6,200 1,422 4,415 1,775 75 1,309 1,971 12 1,520

2010年 1,837,278 19,039 10,493 393 2,038 158 4,056 487 51 669 68 - 626

2015年 1,814,092 10,581 5,698 225 1,708 - 1,762 150 65 533 52 - 388

2016年 1,772,016 10,642 6,079 233 1,381 21 1,732 168 71 501 80 - 376

2017年 1,766,971 10,382 5,619 247 1,422 16 1,786 219 71 564 29 - 409

2018年 1,631,320 9,800 5,121 189 1,420 2 1,700 208 83 522 50 - 505

国際線 2000年

t

3,020,205 6,745 4,770 1,693 - - 103 - - - 179 - -

2010年 3,216,852 2,057 1,591 414 6 - 6 - - - 40 - -

2015年 3,497,403 533 281 249 3 - - - - - - - -

2016年 3,653,100 472 227 245 - - - - - - - - -

2017年 4,092,070 383 205 178 - - - - - - - - -

2018年 4,038,253 364 213 150 - - 1 - - - - - -
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6. 観光・国際交流

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■観光入込客数
　（実数）

2010年度

万人

- - 1,771 1,490 2,584 - 1,669 2,600 3,191 観光庁「共通基準による観光入込客統計」

注1： 日本人（観光目的・ビジネス目的）及び外国人の合
算で算出

注2：秋田県は2011年から国の共通基準を導入

2015年 - 14,360 1,474 1,165 2,912 1,154 1,965 2,006 3,684

2016年 - 14,863 1,488 1,166 3,007 1,320 2,032 2,225 3,625

2017年 - 15,045 1,519 1,261 3,029 1,420 2,144 2,311 3,361

2018年 - - 1,637 - 3,122 1,321 2,138 - 3,245

■外国人訪問率 2005年度

％

- - 0.6 0.3 1.2 0.3 0.3 0.7 1.1 日本政府観光局「JNTO訪日外客訪問地調査」(～
2010年)、観光庁｢訪日外国人消費動向調査｣(2011年～ )

注1： 訪問率＝「今回の訪日中に当該地を訪問した」と答
えた回答者数÷全回答者数(N)×100

注2： 2008年より暦年で集計。ただし、2011年のみ4～
12月期

2010年 - - 0.7 0.5 1.8 0.4 0.7 0.7 0.7 

2015年 - - 0.4 0.2 0.8 0.2 0.2 0.4 0.7 

2016年 - - 0.5 0.3 0.9 0.3 0.3 0.3 0.6 

2017年 - - 0.6 0.2 0.8 0.3 0.4 0.3 0.8 

2018年 - - 0.6 0.3 0.9 0.3 0.3 0.3 0.5 

■外国人登録者数
　（実数）

2010年

人

2,134,151 62,563 4,457 6,191 16,101 4,061 6,591 11,331 13,831 法務省「在留外国人統計」

※各年末現在2015年 2,232,189 62,747 4,245 5,902 17,708 3,616 6,160 11,052 14,064

2016年 2,382,822 67,029 4,568 6,275 19,314 3,695 6,378 12,068 14,731

2017年 2,561,848 71,505 5,121 6,627 20,405 3,793 6,723 12,977 15,859

2018年 2,731,093 77,405 5,786 7,187 21,614 3,975 7,367 14,191 17,285

■海外渡航者数
　（日本人）

2000年

人

17,818,590 772,095 65,836 73,066 188,869 49,791 78,069 147,875 168,589 法務省「出入国管理統計年報」

2005年 17,403,565 653,940 49,879 57,257 164,249 42,805 62,362 126,684 150,704

2010年 16,637,224 565,414 42,072 45,818 141,554 38,378 53,265 106,641 137,686

2015年 16,213,789 518,778 37,543 41,663 141,505 32,113 46,578 98,637 120,739

2016年 17,116,420 539,995 39,678 41,917 147,806 32,905 48,856 103,347 125,486

2017年 17,889,292 554,915 40,871 43,860 155,025 33,941 50,485 103,176 127,557

2018年 18,954,031 586,319 43,308 47,117 165,815 35,308 54,262 105,260 135,249

■年代別旅券発行数
　（2018年） （実数）

計

冊

4,182,207 195,764 16,565 17,700 51,278 12,235 19,066 34,447 44,473 外務省「旅券統計」

注1：全国値は外務省発行分を含む
注2：在外公館発行分を除く

19歳以下 932,966 42,910 3,204 3,578 10,505 2,372 4,263 7,595 11,393

20～ 29 868,413 41,562 3,328 3,590 12,049 2,429 3,952 6,877 9,337

30～ 39 577,132 25,907 2,249 2,352 7,366 1,607 2,474 4,339 5,520

40～ 49 603,228 24,581 2,271 2,309 6,899 1,454 2,210 4,208 5,230

50～ 59 518,387 24,739 2,304 2,379 6,076 1,710 2,533 4,627 5,110

60～ 69 425,133 24,862 2,224 2,405 5,676 1,905 2,548 4,661 5,443

70～ 79 217,238 9,599 816 923 2,323 647 960 1,815 2,115

80歳以上 39,710 1,604 169 164 384 111 126 325 325

■宿泊者数
　（実数）

2010年

千人

275,239 30,784 2,961 3,622 5,974 2,423 3,481 6,355 5,969 観光庁「宿泊旅行統計調査」

2015年 378,773 39,725 3,912 4,610 8,000 2,620 4,647 8,036 7,900

2016年 373,661 38,096 4,064 4,752 7,243 2,569 4,228 7,405 7,835

2017年 385,229 37,900 3,752 4,628 7,463 2,569 4,082 7,593 7,813

2018年 403,902 39,189 4,053 4,562 8,087 2,753 4,126 8,129 7,479
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■観光入込客数
　（実数）

2010年度

万人

- - 1,771 1,490 2,584 - 1,669 2,600 3,191 観光庁「共通基準による観光入込客統計」

注1： 日本人（観光目的・ビジネス目的）及び外国人の合
算で算出

注2：秋田県は2011年から国の共通基準を導入

2015年 - 14,360 1,474 1,165 2,912 1,154 1,965 2,006 3,684

2016年 - 14,863 1,488 1,166 3,007 1,320 2,032 2,225 3,625

2017年 - 15,045 1,519 1,261 3,029 1,420 2,144 2,311 3,361

2018年 - - 1,637 - 3,122 1,321 2,138 - 3,245

■外国人訪問率 2005年度

％

- - 0.6 0.3 1.2 0.3 0.3 0.7 1.1 日本政府観光局「JNTO訪日外客訪問地調査」(～
2010年)、観光庁｢訪日外国人消費動向調査｣(2011年～ )

注1： 訪問率＝「今回の訪日中に当該地を訪問した」と答
えた回答者数÷全回答者数(N)×100

注2： 2008年より暦年で集計。ただし、2011年のみ4～
12月期

2010年 - - 0.7 0.5 1.8 0.4 0.7 0.7 0.7 

2015年 - - 0.4 0.2 0.8 0.2 0.2 0.4 0.7 

2016年 - - 0.5 0.3 0.9 0.3 0.3 0.3 0.6 

2017年 - - 0.6 0.2 0.8 0.3 0.4 0.3 0.8 

2018年 - - 0.6 0.3 0.9 0.3 0.3 0.3 0.5 

■外国人登録者数
　（実数）

2010年

人

2,134,151 62,563 4,457 6,191 16,101 4,061 6,591 11,331 13,831 法務省「在留外国人統計」

※各年末現在2015年 2,232,189 62,747 4,245 5,902 17,708 3,616 6,160 11,052 14,064

2016年 2,382,822 67,029 4,568 6,275 19,314 3,695 6,378 12,068 14,731

2017年 2,561,848 71,505 5,121 6,627 20,405 3,793 6,723 12,977 15,859

2018年 2,731,093 77,405 5,786 7,187 21,614 3,975 7,367 14,191 17,285

■海外渡航者数
　（日本人）

2000年

人

17,818,590 772,095 65,836 73,066 188,869 49,791 78,069 147,875 168,589 法務省「出入国管理統計年報」

2005年 17,403,565 653,940 49,879 57,257 164,249 42,805 62,362 126,684 150,704

2010年 16,637,224 565,414 42,072 45,818 141,554 38,378 53,265 106,641 137,686

2015年 16,213,789 518,778 37,543 41,663 141,505 32,113 46,578 98,637 120,739

2016年 17,116,420 539,995 39,678 41,917 147,806 32,905 48,856 103,347 125,486

2017年 17,889,292 554,915 40,871 43,860 155,025 33,941 50,485 103,176 127,557

2018年 18,954,031 586,319 43,308 47,117 165,815 35,308 54,262 105,260 135,249

■年代別旅券発行数
　（2018年） （実数）

計

冊

4,182,207 195,764 16,565 17,700 51,278 12,235 19,066 34,447 44,473 外務省「旅券統計」

注1：全国値は外務省発行分を含む
注2：在外公館発行分を除く

19歳以下 932,966 42,910 3,204 3,578 10,505 2,372 4,263 7,595 11,393

20～ 29 868,413 41,562 3,328 3,590 12,049 2,429 3,952 6,877 9,337

30～ 39 577,132 25,907 2,249 2,352 7,366 1,607 2,474 4,339 5,520

40～ 49 603,228 24,581 2,271 2,309 6,899 1,454 2,210 4,208 5,230

50～ 59 518,387 24,739 2,304 2,379 6,076 1,710 2,533 4,627 5,110

60～ 69 425,133 24,862 2,224 2,405 5,676 1,905 2,548 4,661 5,443

70～ 79 217,238 9,599 816 923 2,323 647 960 1,815 2,115

80歳以上 39,710 1,604 169 164 384 111 126 325 325

■宿泊者数
　（実数）

2010年

千人

275,239 30,784 2,961 3,622 5,974 2,423 3,481 6,355 5,969 観光庁「宿泊旅行統計調査」

2015年 378,773 39,725 3,912 4,610 8,000 2,620 4,647 8,036 7,900

2016年 373,661 38,096 4,064 4,752 7,243 2,569 4,228 7,405 7,835

2017年 385,229 37,900 3,752 4,628 7,463 2,569 4,082 7,593 7,813

2018年 403,902 39,189 4,053 4,562 8,087 2,753 4,126 8,129 7,479
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■旅館・ホテルの現況
　営業施設数

2000年度

施設

73,051 10,577 1,297 1,251 850 746 1,230 1,781 3,422 厚生労働省「衛生行政報告例」

注1：  2010年度の数値については、東日本大震災の影響
により、宮城県及び福島県の一部地域が含まれてい
ない

注2：  旅館業法の改正（平成30年６月15日施行）により「ホ
テル営業」「旅館営業」の営業種別が統合し「旅館・
ホテル営業」となったため、平成29年度以前の「旅
館・ホテル営業」は「ホテル営業」と「旅館営業」
を合計した数である。

2005年度 64,557 10,054 1,048 1,116 990 756 1,104 2,078 2,962

2010年度 56,616 8,107 922 969 243 653 989 1,676 2,655

2011年度 56,059 8,670 906 934 860 632 971 1,811 2,556

2012年度 54,540 8,383 890 923 849 615 927 1,771 2,408

2013年度 53,172 8,164 852 910 831 611 901 1,704 2,355

2014年度 51,778 7,932 823 859 816 600 884 1,659 2,291

2015年度 50,628 7,731 768 847 815 590 853 1,642 2,216

2016年度 49,590 7,557 704 837 806 577 835 1,623 2,175

2017年度 49,024 7,424 693 826 785 565 834 1,581 2,140

2018年度 49,502 7,278 680 817 763 547 816 1,543 2,112

営業客室数 2000年度

室

1,572,131 177,130 22,999 24,559 15,255 12,769 23,351 30,627 47,570

2005年度 1,548,449 205,754 22,067 23,283 29,524 17,595 22,731 39,829 50,725

2010年度 1,567,564 187,042 22,236 21,940 17,623 17,284 21,692 36,003 50,264

2011年度 1,575,803 201,652 22,094 21,564 31,472 17,065 21,454 38,858 49,145

2012年度 1,555,961 198,293 22,040 21,260 31,429 16,741 20,975 38,934 46,914

2013年度 1,562,482 199,716 21,535 21,752 33,600 16,543 20,726 38,822 46,738

2014年度 1,544,607 198,096 21,107 21,594 33,710 16,266 20,591 38,376 46,452

2015年度 1,547,988 196,781 20,684 21,641 34,118 16,208 20,225 38,353 45,552

2016年度 1,561,772 197,112 20,380 21,789 34,249 16,072 19,955 39,813 44,854

2017年度 1,595,842 197,052 20,461 21,983 34,230 15,951 19,955 40,002 44,470

2018年度 1,646,065 198,753 20,575 21,661 34,389 15,734 20,135 41,888 44,371

■温泉地数 2000年度

箇所

2,988 784 159 88 47 115 99 135 141 環境省「温泉利用状況」

※各年度末現在2005年度 3,162 805 147 95 54 124 102 138 145

2010年度 3,185 767 129 89 46 119 93 138 153

2015年度 3,155 791 133 79 82 124 88 132 153

2016年度 3,038 783 132 83 82 125 83 131 147

2017年度 2,983 737 129 85 41 119 82 136 145
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■旅館・ホテルの現況
　営業施設数

2000年度

施設

73,051 10,577 1,297 1,251 850 746 1,230 1,781 3,422 厚生労働省「衛生行政報告例」

注1：  2010年度の数値については、東日本大震災の影響
により、宮城県及び福島県の一部地域が含まれてい
ない

注2：  旅館業法の改正（平成30年６月15日施行）により「ホ
テル営業」「旅館営業」の営業種別が統合し「旅館・
ホテル営業」となったため、平成29年度以前の「旅
館・ホテル営業」は「ホテル営業」と「旅館営業」
を合計した数である。

2005年度 64,557 10,054 1,048 1,116 990 756 1,104 2,078 2,962

2010年度 56,616 8,107 922 969 243 653 989 1,676 2,655

2011年度 56,059 8,670 906 934 860 632 971 1,811 2,556

2012年度 54,540 8,383 890 923 849 615 927 1,771 2,408

2013年度 53,172 8,164 852 910 831 611 901 1,704 2,355

2014年度 51,778 7,932 823 859 816 600 884 1,659 2,291

2015年度 50,628 7,731 768 847 815 590 853 1,642 2,216

2016年度 49,590 7,557 704 837 806 577 835 1,623 2,175

2017年度 49,024 7,424 693 826 785 565 834 1,581 2,140

2018年度 49,502 7,278 680 817 763 547 816 1,543 2,112

営業客室数 2000年度

室

1,572,131 177,130 22,999 24,559 15,255 12,769 23,351 30,627 47,570

2005年度 1,548,449 205,754 22,067 23,283 29,524 17,595 22,731 39,829 50,725

2010年度 1,567,564 187,042 22,236 21,940 17,623 17,284 21,692 36,003 50,264

2011年度 1,575,803 201,652 22,094 21,564 31,472 17,065 21,454 38,858 49,145

2012年度 1,555,961 198,293 22,040 21,260 31,429 16,741 20,975 38,934 46,914

2013年度 1,562,482 199,716 21,535 21,752 33,600 16,543 20,726 38,822 46,738

2014年度 1,544,607 198,096 21,107 21,594 33,710 16,266 20,591 38,376 46,452

2015年度 1,547,988 196,781 20,684 21,641 34,118 16,208 20,225 38,353 45,552

2016年度 1,561,772 197,112 20,380 21,789 34,249 16,072 19,955 39,813 44,854

2017年度 1,595,842 197,052 20,461 21,983 34,230 15,951 19,955 40,002 44,470

2018年度 1,646,065 198,753 20,575 21,661 34,389 15,734 20,135 41,888 44,371

■温泉地数 2000年度

箇所

2,988 784 159 88 47 115 99 135 141 環境省「温泉利用状況」

※各年度末現在2005年度 3,162 805 147 95 54 124 102 138 145

2010年度 3,185 767 129 89 46 119 93 138 153

2015年度 3,155 791 133 79 82 124 88 132 153

2016年度 3,038 783 132 83 82 125 83 131 147

2017年度 2,983 737 129 85 41 119 82 136 145
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年次 単位 総入国者数 出国者総数 資料・注記
日本人 外国人 日本人 外国人

■港別出入国者数
2018年 人

全　　国 49,202,924 18,908,954 30,102,102 48,993,119 18,954,031 29,853,165 法務省「出入国管理統計年報」

東　　北 319,728 98,712 217,332 320,825 103,667 214,570

港湾

2018年 人

仙台塩釜 10 3 7 25 4 21

青　　森 5,109 1,955 3,154 7,739 6,954 785

八　　戸 27 26 1 23 2 21

秋田船川 0 0 0 5,437 1,014 4,416

能　　代 1 1 0 2 0 2

石　　巻 1 1 0 15 0 15

小 名 浜 5 5 0 2 0 2

相　　馬 0 0 0 2 1 1

新　　潟 1,241 695 546 31 15 16

直 江 津 3 0 3 9 5 4

姫　　川 0 0 0 0 0 0

空港

2018年 人

青　　森 44,770 5,991 38,386 44,307 5,952 37,921

三　　沢 3,324 194 480 2,777 212 458

山　　形 6,827 277 6,550 6,643 297 6,346

庄　　内 1,061 0 1,061 1,060 0 1,060

秋　　田 8,962 1,258 7,704 8,759 1,267 7,492

花　　巻 16,342 2,045 14,297 16,282 2,204 14,078

仙　　台 156,546 59,473 96,432 152,624 58,535 94,050

福　　島 9,893 3,110 6,783 9,877 3,245 6,632

新　　潟 65,606 23,678 41,928 65,211 23,960 41,250
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年次 単位 総入国者数 出国者総数 資料・注記
日本人 外国人 日本人 外国人

■港別出入国者数
2018年 人

全　　国 49,202,924 18,908,954 30,102,102 48,993,119 18,954,031 29,853,165 法務省「出入国管理統計年報」

東　　北 319,728 98,712 217,332 320,825 103,667 214,570

港湾

2018年 人

仙台塩釜 10 3 7 25 4 21

青　　森 5,109 1,955 3,154 7,739 6,954 785

八　　戸 27 26 1 23 2 21

秋田船川 0 0 0 5,437 1,014 4,416

能　　代 1 1 0 2 0 2

石　　巻 1 1 0 15 0 15

小 名 浜 5 5 0 2 0 2

相　　馬 0 0 0 2 1 1

新　　潟 1,241 695 546 31 15 16

直 江 津 3 0 3 9 5 4

姫　　川 0 0 0 0 0 0

空港

2018年 人

青　　森 44,770 5,991 38,386 44,307 5,952 37,921

三　　沢 3,324 194 480 2,777 212 458

山　　形 6,827 277 6,550 6,643 297 6,346

庄　　内 1,061 0 1,061 1,060 0 1,060

秋　　田 8,962 1,258 7,704 8,759 1,267 7,492

花　　巻 16,342 2,045 14,297 16,282 2,204 14,078

仙　　台 156,546 59,473 96,432 152,624 58,535 94,050

福　　島 9,893 3,110 6,783 9,877 3,245 6,632

新　　潟 65,606 23,678 41,928 65,211 23,960 41,250
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■業種別就業人口（実数･比率）

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

農業、林業

2017年
人
・
％

2,030,500 3.1% 369,400 6.5% 68,300 10.5% 58,300 8.9% 41,800 3.5% 37,900 7.6% 47,100 8.1% 57,900 6.0% 58,100 5.0%  総務省「就業構
造基本調査」

※ 農業、 林業を合
算したデータ

注： 総数には分類
不能の産業を
含む

漁業 162,900 0.2% 21,000 0.4% 7,800 1.2% 5,200 0.8% 3,700 0.3% 500 0.1% 400 0.1% 1,500 0.2% 1,900 0.2%

鉱業、 砕石業、 砂利採取業 24,800 0.0% 4,900 0.1% 700 0.1% 400 0.1% 600 0.0% 600 0.1% 300 0.1% 900 0.1% 1,400 0.1%

建設業 4,899,800 7.4% 581,400 10.2% 64,400 9.9% 69,800 10.7% 123,800 10.3% 50,300 10.1% 47,100 8.1% 107,100 11.0% 118,900 10.2%

製造業 10,530,900 15.9% 909,100 15.9% 67,600 10.4% 98,000 15.0% 151,700 12.6% 74,700 15.0% 113,800 19.6% 185,000 19.0% 218,300 18.7%

うち食料品・飲料・たばこ製造業 1,518,200 2.3% 164,200 2.9% 20,600 3.2% 21,400 3.3% 32,400 2.7% 11,100 2.2% 20,000 3.5% 19,400 2.0% 39,300 3.4%

うち繊維工業 441,000 0.7% 57,800 1.0% 6,200 1.0% 6,500 1.0% 5,200 0.4% 9,000 1.8% 8,700 1.5% 8,300 0.9% 13,900 1.2%

うち化学諸工業 1,303,300 2.0% 80,700 1.4% 2,900 0.4% 6,400 1.0% 13,800 1.1% 5,300 1.1% 8,500 1.5% 24,500 2.5% 19,300 1.7%

うち金属工業 959,200 1.4% 87,400 1.5% 4,100 0.6% 8,600 1.3% 12,000 1.0% 4,500 0.9% 9,300 1.6% 14,300 1.5% 34,600 3.0%

うち機械工業 4,087,800 6.2% 344,500 6.0% 21,500 3.3% 34,500 5.3% 58,700 4.9% 29,500 5.9% 48,400 8.4% 78,400 8.1% 73,500 6.3%

電気･ガス･熱供給･水道業 374,200 0.6% 44,100 0.8% 3,300 0.5% 3,200 0.5% 13,600 1.1% 3,600 0.7% 3,100 0.5% 6,900 0.7% 10,400 0.9%

情報通信業 2,233,600 3.4% 75,800 1.3% 6,200 1.0% 7,300 1.1% 26,200 2.2% 6,000 1.2% 5,700 1.0% 9,900 1.0% 14,500 1.2%

運輸業、郵便業 3,434,300 5.2% 265,600 4.6% 29,300 4.5% 32,000 4.9% 68,700 5.7% 18,500 3.7% 19,500 3.4% 44,300 4.6% 53,300 4.6%

卸売・小売業 10,120,100 15.3% 866,100 15.1% 100,800 15.5% 93,000 14.2% 200,300 16.6% 75,800 15.2% 86,100 14.9% 130,400 13.4% 179,700 15.4%

卸売業 2,967,400 4.5% 218,900 3.8% 25,000 3.9% 21,100 3.2% 59,900 5.0% 17,400 3.5% 20,500 3.5% 28,900 3.0% 46,100 4.0%

小売業 7,152,700 10.8% 647,100 11.3% 75,700 11.7% 71,900 11.0% 140,400 11.6% 58,400 11.7% 65,700 11.3% 101,500 10.4% 133,500 11.5%

金融業・保険業 1,633,000 2.5% 117,400 2.1% 15,800 2.4% 10,700 1.6% 26,200 2.2% 10,300 2.1% 12,200 2.1% 16,900 1.7% 25,300 2.2%

不動産業、 物品賃貸業 1,427,600 2.2% 77,200 1.3% 7,600 1.2% 7,400 1.1% 28,000 2.3% 5,100 1.0% 6,300 1.1% 10,600 1.1% 12,200 1.0%

飲食店、宿泊業 3,728,600 5.6% 310,100 5.4% 31,500 4.9% 34,600 5.3% 69,100 5.7% 25,600 5.1% 31,900 5.5% 49,300 5.1% 68,100 5.8%

うち飲食店 2,626,400 4.0% 193,700 3.4% 17,600 2.7% 21,900 3.3% 43,000 3.6% 15,500 3.1% 18,900 3.3% 32,800 3.4% 44,000 3.8%

医療、福祉 8,159,300 12.3% 721,100 12.6% 85,600 13.2% 84,500 12.9% 142,900 11.8% 74,100 14.8% 74,100 12.8% 114,300 11.8% 145,600 12.5%

教育、学習支援業 3,198,500 4.8% 247,700 4.3% 27,900 4.3% 27,600 4.2% 58,700 4.9% 20,500 4.1% 24,900 4.3% 38,200 3.9% 49,900 4.3%

複合サービス事業 547,500 0.8% 67,100 1.2% 7,700 1.2% 10,500 1.6% 9,600 0.8% 8,300 1.7% 7,500 1.3% 9,500 1.0% 14,000 1.2%

サービス業 9,236,100 13.9% 684,200 11.9% 75,700 11.7% 69,900 10.7% 167,000 13.8% 56,500 11.3% 63,000 10.9% 123,900 12.8% 128,200 11.0%

うち生活関連サービス業 1,609,700 2.4% 148,100 2.6% 17,100 2.6% 17,700 2.7% 28,400 2.4% 14,200 2.8% 16,500 2.8% 24,500 2.5% 29,700 2.5%

うち事業サービス業 3,835,900 5.8% 286,700 5.0% 30,100 4.6% 29,300 4.5% 75,200 6.2% 24,300 4.9% 23,500 4.1% 52,200 5.4% 52,100 4.5%

公務 （他に分類されるものを除く） 2,348,500 3.5% 227,200 4.0% 36,500 5.6% 27,900 4.3% 39,500 3.3% 23,400 4.7% 22,900 4.0% 35,900 3.7% 41,100 3.5%

分類不能の産業 2,122,700 3.2% 137,000 2.4% 12,000 1.8% 14,300 2.2% 35,800 3.0% 8,000 1.6% 13,700 2.4% 28,700 3.0% 24,500 2.1%

第一次産業 2,193,400 3.3% 390,400 6.8% 76,100 11.7% 63,500 9.7% 45,500 3.8% 38,400 7.7% 47,500 8.2% 59,400 6.1% 60,000 5.1%

第二次産業 15,455,500 23.3% 1,495,400 26.1% 132,700 20.5% 168,200 25.7% 276,100 22.9% 125,600 25.1% 161,200 27.8% 293,000 30.2% 338,600 29.1%

第三次産業 48,564,000 73.3% 3,840,600 67.1% 439,900 67.8% 422,900 64.6% 885,600 73.4% 335,700 67.2% 370,900 64.0% 618,800 63.7% 766,800 65.8%

総数 66,213,000 100.0% 5,726,200 100.0% 648,800 100.0% 654,600 100.0% 1,207,000 100.0% 499,600 100.0% 579,500 100.0% 971,300 100.0% 1,165,400 100.0%

7. 労働
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■業種別就業人口（実数･比率）

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

農業、林業

2017年
人
・
％

2,030,500 3.1% 369,400 6.5% 68,300 10.5% 58,300 8.9% 41,800 3.5% 37,900 7.6% 47,100 8.1% 57,900 6.0% 58,100 5.0%  総務省「就業構
造基本調査」

※ 農業、 林業を合
算したデータ

注： 総数には分類
不能の産業を
含む

漁業 162,900 0.2% 21,000 0.4% 7,800 1.2% 5,200 0.8% 3,700 0.3% 500 0.1% 400 0.1% 1,500 0.2% 1,900 0.2%

鉱業、 砕石業、 砂利採取業 24,800 0.0% 4,900 0.1% 700 0.1% 400 0.1% 600 0.0% 600 0.1% 300 0.1% 900 0.1% 1,400 0.1%

建設業 4,899,800 7.4% 581,400 10.2% 64,400 9.9% 69,800 10.7% 123,800 10.3% 50,300 10.1% 47,100 8.1% 107,100 11.0% 118,900 10.2%

製造業 10,530,900 15.9% 909,100 15.9% 67,600 10.4% 98,000 15.0% 151,700 12.6% 74,700 15.0% 113,800 19.6% 185,000 19.0% 218,300 18.7%

うち食料品・飲料・たばこ製造業 1,518,200 2.3% 164,200 2.9% 20,600 3.2% 21,400 3.3% 32,400 2.7% 11,100 2.2% 20,000 3.5% 19,400 2.0% 39,300 3.4%

うち繊維工業 441,000 0.7% 57,800 1.0% 6,200 1.0% 6,500 1.0% 5,200 0.4% 9,000 1.8% 8,700 1.5% 8,300 0.9% 13,900 1.2%

うち化学諸工業 1,303,300 2.0% 80,700 1.4% 2,900 0.4% 6,400 1.0% 13,800 1.1% 5,300 1.1% 8,500 1.5% 24,500 2.5% 19,300 1.7%

うち金属工業 959,200 1.4% 87,400 1.5% 4,100 0.6% 8,600 1.3% 12,000 1.0% 4,500 0.9% 9,300 1.6% 14,300 1.5% 34,600 3.0%

うち機械工業 4,087,800 6.2% 344,500 6.0% 21,500 3.3% 34,500 5.3% 58,700 4.9% 29,500 5.9% 48,400 8.4% 78,400 8.1% 73,500 6.3%

電気･ガス･熱供給･水道業 374,200 0.6% 44,100 0.8% 3,300 0.5% 3,200 0.5% 13,600 1.1% 3,600 0.7% 3,100 0.5% 6,900 0.7% 10,400 0.9%

情報通信業 2,233,600 3.4% 75,800 1.3% 6,200 1.0% 7,300 1.1% 26,200 2.2% 6,000 1.2% 5,700 1.0% 9,900 1.0% 14,500 1.2%

運輸業、郵便業 3,434,300 5.2% 265,600 4.6% 29,300 4.5% 32,000 4.9% 68,700 5.7% 18,500 3.7% 19,500 3.4% 44,300 4.6% 53,300 4.6%

卸売・小売業 10,120,100 15.3% 866,100 15.1% 100,800 15.5% 93,000 14.2% 200,300 16.6% 75,800 15.2% 86,100 14.9% 130,400 13.4% 179,700 15.4%

卸売業 2,967,400 4.5% 218,900 3.8% 25,000 3.9% 21,100 3.2% 59,900 5.0% 17,400 3.5% 20,500 3.5% 28,900 3.0% 46,100 4.0%

小売業 7,152,700 10.8% 647,100 11.3% 75,700 11.7% 71,900 11.0% 140,400 11.6% 58,400 11.7% 65,700 11.3% 101,500 10.4% 133,500 11.5%

金融業・保険業 1,633,000 2.5% 117,400 2.1% 15,800 2.4% 10,700 1.6% 26,200 2.2% 10,300 2.1% 12,200 2.1% 16,900 1.7% 25,300 2.2%

不動産業、 物品賃貸業 1,427,600 2.2% 77,200 1.3% 7,600 1.2% 7,400 1.1% 28,000 2.3% 5,100 1.0% 6,300 1.1% 10,600 1.1% 12,200 1.0%

飲食店、宿泊業 3,728,600 5.6% 310,100 5.4% 31,500 4.9% 34,600 5.3% 69,100 5.7% 25,600 5.1% 31,900 5.5% 49,300 5.1% 68,100 5.8%

うち飲食店 2,626,400 4.0% 193,700 3.4% 17,600 2.7% 21,900 3.3% 43,000 3.6% 15,500 3.1% 18,900 3.3% 32,800 3.4% 44,000 3.8%

医療、福祉 8,159,300 12.3% 721,100 12.6% 85,600 13.2% 84,500 12.9% 142,900 11.8% 74,100 14.8% 74,100 12.8% 114,300 11.8% 145,600 12.5%

教育、学習支援業 3,198,500 4.8% 247,700 4.3% 27,900 4.3% 27,600 4.2% 58,700 4.9% 20,500 4.1% 24,900 4.3% 38,200 3.9% 49,900 4.3%

複合サービス事業 547,500 0.8% 67,100 1.2% 7,700 1.2% 10,500 1.6% 9,600 0.8% 8,300 1.7% 7,500 1.3% 9,500 1.0% 14,000 1.2%

サービス業 9,236,100 13.9% 684,200 11.9% 75,700 11.7% 69,900 10.7% 167,000 13.8% 56,500 11.3% 63,000 10.9% 123,900 12.8% 128,200 11.0%

うち生活関連サービス業 1,609,700 2.4% 148,100 2.6% 17,100 2.6% 17,700 2.7% 28,400 2.4% 14,200 2.8% 16,500 2.8% 24,500 2.5% 29,700 2.5%

うち事業サービス業 3,835,900 5.8% 286,700 5.0% 30,100 4.6% 29,300 4.5% 75,200 6.2% 24,300 4.9% 23,500 4.1% 52,200 5.4% 52,100 4.5%

公務 （他に分類されるものを除く） 2,348,500 3.5% 227,200 4.0% 36,500 5.6% 27,900 4.3% 39,500 3.3% 23,400 4.7% 22,900 4.0% 35,900 3.7% 41,100 3.5%

分類不能の産業 2,122,700 3.2% 137,000 2.4% 12,000 1.8% 14,300 2.2% 35,800 3.0% 8,000 1.6% 13,700 2.4% 28,700 3.0% 24,500 2.1%

第一次産業 2,193,400 3.3% 390,400 6.8% 76,100 11.7% 63,500 9.7% 45,500 3.8% 38,400 7.7% 47,500 8.2% 59,400 6.1% 60,000 5.1%

第二次産業 15,455,500 23.3% 1,495,400 26.1% 132,700 20.5% 168,200 25.7% 276,100 22.9% 125,600 25.1% 161,200 27.8% 293,000 30.2% 338,600 29.1%

第三次産業 48,564,000 73.3% 3,840,600 67.1% 439,900 67.8% 422,900 64.6% 885,600 73.4% 335,700 67.2% 370,900 64.0% 618,800 63.7% 766,800 65.8%

総数 66,213,000 100.0% 5,726,200 100.0% 648,800 100.0% 654,600 100.0% 1,207,000 100.0% 499,600 100.0% 579,500 100.0% 971,300 100.0% 1,165,400 100.0%
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■有効求人倍率
　一般有効求人倍率
　�学卒除き、 �
　�パート含む�

2000年

倍

0.59 - 0.39 0.59 0.64 0.58 0.81 0.65 0.60 厚生労働省「一般職業紹介状況」

2005年 0.95 - 0.40 0.59 0.85 0.56 0.96 0.80 0.97 

2010年 0.52 - 0.35 0.43 0.44 0.42 0.50 0.42 0.54 

2015年 1.20 - 0.91 1.19 1.33 1.05 1.21 1.46 1.20 

2016年 1.36 - 1.08 1.28 1.46 1.16 1.30 1.42 1.31 

2017年 1.50 - 1.24 1.40 1.59 1.35 1.54 1.45 1.50 

2018年 1.61 - 1.30 1.46 1.69 1.52 1.64 1.51 1.70

新規高卒者
有効求人倍率

2005年

倍

1.46 - 0.62 0.85 1.21 0.93 1.00 1.14 1.30 厚生労働省「新規学卒者（高校・中学）の職業紹介状況」

※3月卒業者の各年6月末現在

注： 2011年3月卒の数値には、東日本大震災の影響により集計できなかった宮
城県及び福島県の求人数、求職者数及び就職者数の一部の数値が含まれて
いない

2010年 1.32 - 0.59 0.69 1.12 0.76 0.88 0.84 1.29 

2015年 1.85 - 1.11 1.44 2.22 1.40 1.67 1.81 1.86 

2016年 2.05 - 1.27 1.59 2.25 1.59 1.84 1.96 2.07 

2017年 2.23 - 1.36 1.64 2.40 1.63 1.98 1.92 2.17 

2018年 2.53 - 1.55 1.90 2.68 1.92 2.08 2.03 2.60 

2019年 2.79 - 1.67 2.13 2.87 2.21 2.37 2.20 2.84 

■新規高卒者就職率 2005年

％

97.2 - 94.0 99.1 94.6 99.7 95.9 99.7 99.9 厚生労働省「新規学卒者（高校・中学）の職業紹介状況」

※3月卒業者の各年6月末現在2010年 97.2 - 94.5 99.5 93.6 98.8 97.6 98.6 99.8 

2015年 99.6 - 99.7 99.9 99.7 99.8 99.8 99.9 100.0 

2016年 99.7 - 99.9 99.9 99.9 100.0 99.7 99.8 100.0 

2017年 99.5 - 94.2 99.9 99.7 100.0 99.9 100.0 100.0 

2018年 99.7 - 100.0 100.0 99.6 100.0 99.9 99.9 100.0 

2019年 99.7 - 100.0 100.0 99.8 100.0 99.9 99.9 100.0 

■完全失業率 2000年

％

4.7 - 5.3 3.6 5.0 4.2 3.2 4.1 3.8 総務省「労働力調査」（モデル推計値）

注1：労働力調査の結果を都道府県別に時系列回帰モデルによって推計した値
注2： 労働力調査は、都道府県別に表章するように標本設計を行っておらず、標

本規模も小さいことから、全国結果に比べ結果精度が十分でなく、利用に
当たり注意を要する

注3： 毎年1～ 3月期平均公表時に、新たな結果を追加して再計算を行い、前年
までの過去5年間の四半期平均及び年平均を遡って一部改定している

2005年 4.4 - 6.0 4.7 5.0 4.8 3.8 4.8 3.7

2010年 5.1 - 6.5 5.1 5.7 5.4 4.5 5.2 4.4 

2015年 3.4 - 4.3 2.9 3.7 3.5 2.7 3.1 2.9 

2016年 3.1 - 3.9 2.4 3.2 3.2 2.4 2.6 2.8 

2017年 2.8 - 3.4 2.1 2.8 2.8 2.1 2.3 2.6 

2018年 2.4 - 3.0 1.6 2.6 2.6 1.7 2.1 2.2 

■失業者数 2000年

千人

3,200 274 40 28 62 26 21 46 51 

2005年 2,940 288 44 33 61 28 24 51 47 

2010年 3,340 311 45 35 69 28 27 53 54 

2015年 2,220 192 29 19 44 18 16 31 35 

2016年 2,080 170 26 16 38 16 14 26 34 

2017年 1,900 151 23 14 34 14 12 23 31 

2018年 1,660 133 20 11 32 13 10 21 26 
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■有効求人倍率
　一般有効求人倍率
　�学卒除き、 �
　�パート含む�

2000年

倍

0.59 - 0.39 0.59 0.64 0.58 0.81 0.65 0.60 厚生労働省「一般職業紹介状況」

2005年 0.95 - 0.40 0.59 0.85 0.56 0.96 0.80 0.97 

2010年 0.52 - 0.35 0.43 0.44 0.42 0.50 0.42 0.54 

2015年 1.20 - 0.91 1.19 1.33 1.05 1.21 1.46 1.20 

2016年 1.36 - 1.08 1.28 1.46 1.16 1.30 1.42 1.31 

2017年 1.50 - 1.24 1.40 1.59 1.35 1.54 1.45 1.50 

2018年 1.61 - 1.30 1.46 1.69 1.52 1.64 1.51 1.70

新規高卒者
有効求人倍率

2005年

倍

1.46 - 0.62 0.85 1.21 0.93 1.00 1.14 1.30 厚生労働省「新規学卒者（高校・中学）の職業紹介状況」

※3月卒業者の各年6月末現在

注： 2011年3月卒の数値には、東日本大震災の影響により集計できなかった宮
城県及び福島県の求人数、求職者数及び就職者数の一部の数値が含まれて
いない

2010年 1.32 - 0.59 0.69 1.12 0.76 0.88 0.84 1.29 

2015年 1.85 - 1.11 1.44 2.22 1.40 1.67 1.81 1.86 

2016年 2.05 - 1.27 1.59 2.25 1.59 1.84 1.96 2.07 

2017年 2.23 - 1.36 1.64 2.40 1.63 1.98 1.92 2.17 

2018年 2.53 - 1.55 1.90 2.68 1.92 2.08 2.03 2.60 

2019年 2.79 - 1.67 2.13 2.87 2.21 2.37 2.20 2.84 

■新規高卒者就職率 2005年

％

97.2 - 94.0 99.1 94.6 99.7 95.9 99.7 99.9 厚生労働省「新規学卒者（高校・中学）の職業紹介状況」

※3月卒業者の各年6月末現在2010年 97.2 - 94.5 99.5 93.6 98.8 97.6 98.6 99.8 

2015年 99.6 - 99.7 99.9 99.7 99.8 99.8 99.9 100.0 

2016年 99.7 - 99.9 99.9 99.9 100.0 99.7 99.8 100.0 

2017年 99.5 - 94.2 99.9 99.7 100.0 99.9 100.0 100.0 

2018年 99.7 - 100.0 100.0 99.6 100.0 99.9 99.9 100.0 

2019年 99.7 - 100.0 100.0 99.8 100.0 99.9 99.9 100.0 

■完全失業率 2000年

％

4.7 - 5.3 3.6 5.0 4.2 3.2 4.1 3.8 総務省「労働力調査」（モデル推計値）

注1：労働力調査の結果を都道府県別に時系列回帰モデルによって推計した値
注2： 労働力調査は、都道府県別に表章するように標本設計を行っておらず、標

本規模も小さいことから、全国結果に比べ結果精度が十分でなく、利用に
当たり注意を要する

注3： 毎年1～ 3月期平均公表時に、新たな結果を追加して再計算を行い、前年
までの過去5年間の四半期平均及び年平均を遡って一部改定している

2005年 4.4 - 6.0 4.7 5.0 4.8 3.8 4.8 3.7

2010年 5.1 - 6.5 5.1 5.7 5.4 4.5 5.2 4.4 

2015年 3.4 - 4.3 2.9 3.7 3.5 2.7 3.1 2.9 

2016年 3.1 - 3.9 2.4 3.2 3.2 2.4 2.6 2.8 

2017年 2.8 - 3.4 2.1 2.8 2.8 2.1 2.3 2.6 

2018年 2.4 - 3.0 1.6 2.6 2.6 1.7 2.1 2.2 

■失業者数 2000年

千人

3,200 274 40 28 62 26 21 46 51 

2005年 2,940 288 44 33 61 28 24 51 47 

2010年 3,340 311 45 35 69 28 27 53 54 

2015年 2,220 192 29 19 44 18 16 31 35 

2016年 2,080 170 26 16 38 16 14 26 34 

2017年 1,900 151 23 14 34 14 12 23 31 

2018年 1,660 133 20 11 32 13 10 21 26 
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■労働時間
　 総実労働時間

2000年

時間／月

154.9 - 159.9 163.6 159.5 163.1 164.9 160.0 160.3 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

注：30人以上の規模2005年 152.4 - 159.1 162.4 150.8 160.1 159.9 161.6 158.3 

2010年 149.8 - 155.1 156.4 152.0 155.7 158.0 156.1 155.6 

2011年 149.0 - 153.7 154.6 150.9 154.1 156.8 154.6 155.5 

2012年 150.7 - 154.4 160.3 152.5 155.4 160.1 157.1 154.9 

2013年 149.3 - 153.8 159.0 152.6 154.2 159.8 157.0 154.5 

2014年 149.0 - 154.7 157.7 153.0 153.9 160.6 157.3 155.0 

2015年 148.7 - 157.8 157.3 148.9 151.3 156.5 160.1 153.7 

2016年 148.6 - 157.1 157.1 149.2 151.4 156.2 158.2 153.6 

2017年 148.4 - 159.6 157.3 148.9 152.5 157.0 158.1 154.1 

2018年 147.4 - 156.7 155.1 150.2 154.7 158.2 157.9 150.4 

所定外労働時間 2000年

時間／月

11.6 - 10.4 12.2 11.9 11.2 13.3 12.3 12.3 

2005年 12.4 - 10.9 12.4 11.7 11.2 11.4 14.0 12.4 

2010年 12.0 - 10.6 11.6 11.5 10.9 11.7 12.1 11.0 

2011年 11.9 - 10.4 10.6 11.3 10.1 11.6 10.6 11.1 

2012年 12.2 - 9.4 12.3 11.8 10.2 11.8 11.2 11.6 

2013年 12.4 - 9.7 12.2 12.4 10.7 12.8 12.1 12.0 

2014年 12.8 - 10.7 12.0 12.9 10.9 13.7 12.4 12.4 

2015年 12.9 - 14.9 13.0 12.7 8.9 12.9 14.2 12.8 

2016年 12.7 - 14.6 13.1 12.6 8.6 12.5 13.4 12.4 

2017年 12.6 - 16.0 13.3 12.0 8.9 13.0 13.4 12.3 

2018年 12.5 - 12.6 12.4 12.3 10.9 12.8 14.8 11.3 

■パートタイム
　労働者比率

2005年

％

25.3 - 21.2 19.4 27.4 18.7 18.5 15.7 20.0 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

注1：5人以上の規模
注2：2011年の宮城県については震災の影響による欠損のため数値なし
注3：2018年の青森県は速報値

2010年 27.8 - 24.1 21.3 27.6 22.4 22.7 24.0 24.0 

2011年 28.2 - 23.3 18.6 - 25.1 20.1 23.1 22.7 

2012年 28.7 - 25.2 21.6 28.2 22.7 20.6 22.4 23.9 

2013年 29.3 - 25.4 21.7 29.4 23.4 21.0 22.9 26.5 

2014年 29.7 - 25.6 18.9 28.8 23.8 21.6 23.3 26.1 

2015年 30.4 - 25.7 21.7 27.0 26.0 23.0 23.4 25.1 

2016年 30.6 - 26.9 23.1 27.6 24.1 23.9 23.1 25.3 

2017年 30.7 - 26.4 22.2 31.3 20.7 24.2 22.6 26.4 

2018年 30.9 - 26.0 23.2 29.5 20.3 24.5 24.1 27.5
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■労働時間
　 総実労働時間

2000年

時間／月

154.9 - 159.9 163.6 159.5 163.1 164.9 160.0 160.3 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

注：30人以上の規模2005年 152.4 - 159.1 162.4 150.8 160.1 159.9 161.6 158.3 

2010年 149.8 - 155.1 156.4 152.0 155.7 158.0 156.1 155.6 

2011年 149.0 - 153.7 154.6 150.9 154.1 156.8 154.6 155.5 

2012年 150.7 - 154.4 160.3 152.5 155.4 160.1 157.1 154.9 

2013年 149.3 - 153.8 159.0 152.6 154.2 159.8 157.0 154.5 

2014年 149.0 - 154.7 157.7 153.0 153.9 160.6 157.3 155.0 

2015年 148.7 - 157.8 157.3 148.9 151.3 156.5 160.1 153.7 

2016年 148.6 - 157.1 157.1 149.2 151.4 156.2 158.2 153.6 

2017年 148.4 - 159.6 157.3 148.9 152.5 157.0 158.1 154.1 

2018年 147.4 - 156.7 155.1 150.2 154.7 158.2 157.9 150.4 

所定外労働時間 2000年

時間／月

11.6 - 10.4 12.2 11.9 11.2 13.3 12.3 12.3 

2005年 12.4 - 10.9 12.4 11.7 11.2 11.4 14.0 12.4 

2010年 12.0 - 10.6 11.6 11.5 10.9 11.7 12.1 11.0 

2011年 11.9 - 10.4 10.6 11.3 10.1 11.6 10.6 11.1 

2012年 12.2 - 9.4 12.3 11.8 10.2 11.8 11.2 11.6 

2013年 12.4 - 9.7 12.2 12.4 10.7 12.8 12.1 12.0 

2014年 12.8 - 10.7 12.0 12.9 10.9 13.7 12.4 12.4 

2015年 12.9 - 14.9 13.0 12.7 8.9 12.9 14.2 12.8 

2016年 12.7 - 14.6 13.1 12.6 8.6 12.5 13.4 12.4 

2017年 12.6 - 16.0 13.3 12.0 8.9 13.0 13.4 12.3 

2018年 12.5 - 12.6 12.4 12.3 10.9 12.8 14.8 11.3 

■パートタイム
　労働者比率

2005年

％

25.3 - 21.2 19.4 27.4 18.7 18.5 15.7 20.0 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

注1：5人以上の規模
注2：2011年の宮城県については震災の影響による欠損のため数値なし
注3：2018年の青森県は速報値

2010年 27.8 - 24.1 21.3 27.6 22.4 22.7 24.0 24.0 

2011年 28.2 - 23.3 18.6 - 25.1 20.1 23.1 22.7 

2012年 28.7 - 25.2 21.6 28.2 22.7 20.6 22.4 23.9 

2013年 29.3 - 25.4 21.7 29.4 23.4 21.0 22.9 26.5 

2014年 29.7 - 25.6 18.9 28.8 23.8 21.6 23.3 26.1 

2015年 30.4 - 25.7 21.7 27.0 26.0 23.0 23.4 25.1 

2016年 30.6 - 26.9 23.1 27.6 24.1 23.9 23.1 25.3 

2017年 30.7 - 26.4 22.2 31.3 20.7 24.2 22.6 26.4 

2018年 30.9 - 26.0 23.2 29.5 20.3 24.5 24.1 27.5



第
Ⅰ
部 

東
北
圏
に
お
け
る
社
会
経
済
の
現
状
と
今
年
の
変
化

第
Ⅱ
部 

農
業
ビ
ジ
ネ
ス
の
新
潮
流

第
Ⅲ
部 

資
料
編

242

8. エネルギー

年次 単位 合計 水力 火力 原子力 地熱 風力 太陽光 その他 資料・注記
バイオマス 廃棄物

■電源別発電電力量
　（全国）

2000年度

千kWh

940,686,594 89,328,136 526,902,494 - - 321,337,439 3,117,658 867 - - 資源エネルギー庁「電力調査統計」

注1：自家用を除く
注2：  2005年度より、特定規模電気事業者の

発電量も含む
注3：  （　）内は火力のうち、バイオマス及び

廃棄物に係る発電分の再掲である
注4：  2010年3月末で卸電気事業とみなす期限

の切れた者を除く

2005年度 969,135,183 79,778,692 581,568,728 - - 304,754,543 3,026,519 - - 6,701

2010年度 918,239,380 74,174,746 553,267,442 (1,674,711) (272,459) 288,230,480 2,469,475 92,706 4,531 -

2011年度 857,405,223 74,378,178 678,527,150 (1,784,973) (214,372) 101,761,003 2,518,472 179,636 40,784 -

2012年度 821,954,671 67,359,987 735,941,778 (1,754,911) (231,237) 15,939,413 2,460,418 167,093 85,982 -

2013年度 823,668,409 68,563,820 743,117,983 (1,884,232) (236,849) 9,302,750 2,435,616 162,672 85,568 -

2014年度 790,560,896 70,254,693 717,763,968 (1,972,288) (233,207) - 2,418,946 34,348 88,941 -

2015年度 762,446,681 74,800,524 675,659,069 (2,006,172) (224,070) 9,437,285 2,384,103 67,165 98,535 -

2016年度 907,558,283 81,899,532 794,398,152 (10,867,391) (3,872,194) 17,300,237 2,158,413 5,000,089 6,533,351 268,508

2017年度 913,364,381 87,874,688 777,634,064 (13,079,728) (4,222,183) 31,278,851 2,090,524 5,488,371 8,731,350 274,577

2018年度 892,218,033 85,034,547 726,158,540 (14,399,853) (3,894,287) 62,108,933 2,051,441 5,857,661 10,777,667 229,252

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■電源別発電電力量
   （東北） （2018年度）

水力

千kWh

85,034,547 16,592,779 440,124 1,087,430 268,560 1,201,443 1,546,864 5,389,130 6,659,228 資源エネルギー庁「電力調査統計」

注1：自家用を除く
注2：  （　）内は火力のうち、バイオマス及び廃棄物に係

る発電分の再掲である
注3：  端数処理の関係で全国計と県別計の和が一致しない

場合がある

火力 726,158,540 117,335,582 2,510,298 909,460 13,506,187 9,430,502 4,989,613 47,765,641 38,223,881

バイオマス (14,399,853) (2,624,230) (466,838) (124,779) (860,993) (157,510) (235,962) (517,469) (260,679)

廃棄物 (3,894,287) (581,252) (100,037) - (412,649) (68,566) - - -

原子力 62,108,933 - - - - - - - -

地熱 2,051,441 835,338 - 233,346 - 473,333 - 128,659 -

風力 5,857,661 2,132,557 825,567 243,420 - 628,078 58,653 347,788 29,051

太陽光 10,777,667 1,889,271 423,565 209,097 358,280 102,731 62,890 616,612 116,096

その他 229,252 - - - - - - - -

合計 892,218,033 140,657,866 4,199,554 2,682,753 14,133,027 11,836,087 6,658,020 54,247,830 45,028,256

■電力需要実績
　（2018年度）

特別高圧

千kWh

236,344,145 20,092,775 2,436,078 1,429,962 2,857,117 2,200,383 1,819,438 4,950,107 4,399,690 資源エネルギー庁「電力調査統計」

高圧 307,794,230 31,391,075 3,182,245 3,824,904 5,853,260 2,575,817 3,446,535 5,701,419 6,806,895

低圧 308,420,025 27,641,572 3,119,585 3,226,179 5,539,770 2,546,307 2,841,901 4,651,738 5,716,091

合計 852,560,167 79,125,422 8,737,908 8,481,045 14,250,147 7,322,507 8,107,874 15,303,264 16,922,676

■ 再生可能エネル
ギーの導入状況
　件数

2012年度

件

228,444 16,115 1,050 2,352 4,998 679 1,105 4,622 1,309 資源エネルギー庁「固定価格買取制度  情報公表用ウェ
ブサイト」

注1：年度末での導入ベース
注2：2014年度値は新規認定分と移行認定分の合計
注3： 容量のバイオマス発電設備については、バイオマス

比率を考慮したものを合計した値を利用

2013年度 619,701 43,318 2,922 6,064 13,714 1,661 2,879 12,451 3,627

2014年度 981,745 70,937 4,725 9,630 22,199 2,425 4,670 21,278 6,010

2015年度 1,277,383 94,139 6,224 12,501 29,306 3,168 6,224 28,793 7,923

2016年度 1,511,644 113,374 7,382 15,102 35,097 3,921 7,555 34,883 9,434

2017年度 1,698,773 128,052 8,532 17,048 39,448 4,456 8,656 39,197 10,715

2018年度 1,900,970 145,003 9,822 19,499 44,309 5,160 9,983 44,106 12,124

容量 2012年度

kW

1,768,057 137,761 29,504 14,638 27,904 13,371 7,413 31,666 13,264

2013年度 8,953,520 575,875 70,713 73,897 142,323 39,720 33,011 156,602 59,609

2014年度 18,756,747 1,452,180 176,940 178,759 317,683 134,446 73,411 430,051 140,890

2015年度 28,434,614 2,533,764 390,038 305,356 503,201 255,247 149,312 723,530 207,080

2016年度 35,392,337 3,313,781 555,478 423,055 659,585 412,253 169,563 848,902 244,947

2017年度 41,492,935 4,390,064 731,003 563,644 841,465 478,749 218,997 1,282,536 273,670

2018年度 47,804,627 5,497,635 759,909 679,557 1,254,480 612,988 316,135 1,542,232 332,334
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年次 単位 合計 水力 火力 原子力 地熱 風力 太陽光 その他 資料・注記
バイオマス 廃棄物

■電源別発電電力量 
　（全国）

2000年度

千kWh

940,686,594 89,328,136 526,902,494 - - 321,337,439 3,117,658 867 - - 資源エネルギー庁「電力調査統計」

注1：自家用を除く
注2：  2005年度より、特定規模電気事業者の

発電量も含む
注3：  （　）内は火力のうち、バイオマス及び

廃棄物に係る発電分の再掲である
注4：  2010年3月末で卸電気事業とみなす期限

の切れた者を除く

2005年度 969,135,183 79,778,692 581,568,728 - - 304,754,543 3,026,519 - - 6,701

2010年度 918,239,380 74,174,746 553,267,442 (1,674,711) (272,459) 288,230,480 2,469,475 92,706 4,531 -

2011年度 857,405,223 74,378,178 678,527,150 (1,784,973) (214,372) 101,761,003 2,518,472 179,636 40,784 -

2012年度 821,954,671 67,359,987 735,941,778 (1,754,911) (231,237) 15,939,413 2,460,418 167,093 85,982 -

2013年度 823,668,409 68,563,820 743,117,983 (1,884,232) (236,849) 9,302,750 2,435,616 162,672 85,568 -

2014年度 790,560,896 70,254,693 717,763,968 (1,972,288) (233,207) - 2,418,946 34,348 88,941 -

2015年度 762,446,681 74,800,524 675,659,069 (2,006,172) (224,070) 9,437,285 2,384,103 67,165 98,535 -

2016年度 907,558,283 81,899,532 794,398,152 (10,867,391) (3,872,194) 17,300,237 2,158,413 5,000,089 6,533,351 268,508

2017年度 913,364,381 87,874,688 777,634,064 (13,079,728) (4,222,183) 31,278,851 2,090,524 5,488,371 8,731,350 274,577

2018年度 892,218,033 85,034,547 726,158,540 (14,399,853) (3,894,287) 62,108,933 2,051,441 5,857,661 10,777,667 229,252

年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■電源別発電電力量
   （東北） （2018年度）

水力

千kWh

85,034,547 16,592,779 440,124 1,087,430 268,560 1,201,443 1,546,864 5,389,130 6,659,228 資源エネルギー庁「電力調査統計」

注1：自家用を除く
注2：  （　）内は火力のうち、バイオマス及び廃棄物に係

る発電分の再掲である
注3：  端数処理の関係で全国計と県別計の和が一致しない

場合がある

火力 726,158,540 117,335,582 2,510,298 909,460 13,506,187 9,430,502 4,989,613 47,765,641 38,223,881

バイオマス (14,399,853) (2,624,230) (466,838) (124,779) (860,993) (157,510) (235,962) (517,469) (260,679)

廃棄物 (3,894,287) (581,252) (100,037) - (412,649) (68,566) - - -

原子力 62,108,933 - - - - - - - -

地熱 2,051,441 835,338 - 233,346 - 473,333 - 128,659 -

風力 5,857,661 2,132,557 825,567 243,420 - 628,078 58,653 347,788 29,051

太陽光 10,777,667 1,889,271 423,565 209,097 358,280 102,731 62,890 616,612 116,096

その他 229,252 - - - - - - - -

合計 892,218,033 140,657,866 4,199,554 2,682,753 14,133,027 11,836,087 6,658,020 54,247,830 45,028,256

■電力需要実績
　（2018年度）

特別高圧

千kWh

236,344,145 20,092,775 2,436,078 1,429,962 2,857,117 2,200,383 1,819,438 4,950,107 4,399,690 資源エネルギー庁「電力調査統計」

高圧 307,794,230 31,391,075 3,182,245 3,824,904 5,853,260 2,575,817 3,446,535 5,701,419 6,806,895

低圧 308,420,025 27,641,572 3,119,585 3,226,179 5,539,770 2,546,307 2,841,901 4,651,738 5,716,091

合計 852,560,167 79,125,422 8,737,908 8,481,045 14,250,147 7,322,507 8,107,874 15,303,264 16,922,676

■ 再生可能エネル
ギーの導入状況
　件数

2012年度

件

228,444 16,115 1,050 2,352 4,998 679 1,105 4,622 1,309 資源エネルギー庁「固定価格買取制度  情報公表用ウェ
ブサイト」

注1：年度末での導入ベース
注2：2014年度値は新規認定分と移行認定分の合計
注3： 容量のバイオマス発電設備については、バイオマス

比率を考慮したものを合計した値を利用

2013年度 619,701 43,318 2,922 6,064 13,714 1,661 2,879 12,451 3,627

2014年度 981,745 70,937 4,725 9,630 22,199 2,425 4,670 21,278 6,010

2015年度 1,277,383 94,139 6,224 12,501 29,306 3,168 6,224 28,793 7,923

2016年度 1,511,644 113,374 7,382 15,102 35,097 3,921 7,555 34,883 9,434

2017年度 1,698,773 128,052 8,532 17,048 39,448 4,456 8,656 39,197 10,715

2018年度 1,900,970 145,003 9,822 19,499 44,309 5,160 9,983 44,106 12,124

容量 2012年度

kW

1,768,057 137,761 29,504 14,638 27,904 13,371 7,413 31,666 13,264

2013年度 8,953,520 575,875 70,713 73,897 142,323 39,720 33,011 156,602 59,609

2014年度 18,756,747 1,452,180 176,940 178,759 317,683 134,446 73,411 430,051 140,890

2015年度 28,434,614 2,533,764 390,038 305,356 503,201 255,247 149,312 723,530 207,080

2016年度 35,392,337 3,313,781 555,478 423,055 659,585 412,253 169,563 848,902 244,947

2017年度 41,492,935 4,390,064 731,003 563,644 841,465 478,749 218,997 1,282,536 273,670

2018年度 47,804,627 5,497,635 759,909 679,557 1,254,480 612,988 316,135 1,542,232 332,334
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9. 文化・教育・生活

時点 単位 種類 全国 東北 資料・注記
（うち補遣） 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■国宝

2019年
10月1日 箇所

美
術
工
芸
品

絵画 161 0 2 0 1 0 0 1 0 0 文化庁「国宝・重要文化財都道府県別指定件数一覧」

注1：重要文化財の件数は国宝の件数を含む
注2：建造物の棟数は、計に算入されない
注3： 補遺は、現在所有者の不明のもの、戦後連合国

側に提出したまま、返還されないもの
注4：  美術工芸品の県別の指定件数は、2019年7月23日

付け告示分は未反映

彫刻 136 0 2 0 1 0 0 0 1 0

工芸品 253 0 9 2 4 0 1 2 0 0

書跡・典籍 228 0 4 0 1 2 0 0 1 0

古文書 62 0 1 0 0 0 0 1 0 0

考古資料 47 0 3 1 0 0 0 1 0 1

歴史資料 3 0 1 0 0 1 0 0 0 0

計 890 0 22 3 7 3 1 5 2 1

建造物
件数 227 0 6 0 1 3 0 1 1 0

棟数 290 0 7 0 1 4 0 1 1 0

合計 1,117 0 28 3 8 6 1 6 3 1

■重要文化財

2019年
10月1日 箇所

美
術
工
芸
品

絵画 2,026 5 23 0 1 2 5 8 5 2

彫刻 2,711 1 89 2 23 9 1 11 25 18

工芸品 2,464 10 99 10 17 11 3 33 19 6

書跡・典籍 1,913 0 20 0 1 4 1 4 1 9

古文書 768 0 18 0 3 1 7 3 4

考古資料 640 0 58 14 6 8 3 6 11 10

歴史資料 213 0 9 0 2 4 1 2 0 0

計 10,735 16 316 26 53 39 14 71 64 49

建造物
件数 2,503 0 210 32 27 22 27 30 35 37

棟数 5,083 0 443 71 70 53 61 47 51 90

合計 13,238 16 526 58 80 61 41 101 99 86
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時点 単位 種類 全国 東北 資料・注記
（うち補遣） 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■国宝

2019年
10月1日 箇所

美
術
工
芸
品

絵画 161 0 2 0 1 0 0 1 0 0 文化庁「国宝・重要文化財都道府県別指定件数一覧」

注1：重要文化財の件数は国宝の件数を含む
注2：建造物の棟数は、計に算入されない
注3： 補遺は、現在所有者の不明のもの、戦後連合国

側に提出したまま、返還されないもの
注4：  美術工芸品の県別の指定件数は、2019年7月23日

付け告示分は未反映

彫刻 136 0 2 0 1 0 0 0 1 0

工芸品 253 0 9 2 4 0 1 2 0 0

書跡・典籍 228 0 4 0 1 2 0 0 1 0

古文書 62 0 1 0 0 0 0 1 0 0

考古資料 47 0 3 1 0 0 0 1 0 1

歴史資料 3 0 1 0 0 1 0 0 0 0

計 890 0 22 3 7 3 1 5 2 1

建造物
件数 227 0 6 0 1 3 0 1 1 0

棟数 290 0 7 0 1 4 0 1 1 0

合計 1,117 0 28 3 8 6 1 6 3 1

■重要文化財

2019年
10月1日 箇所

美
術
工
芸
品

絵画 2,026 5 23 0 1 2 5 8 5 2

彫刻 2,711 1 89 2 23 9 1 11 25 18

工芸品 2,464 10 99 10 17 11 3 33 19 6

書跡・典籍 1,913 0 20 0 1 4 1 4 1 9

古文書 768 0 18 0 3 1 7 3 4

考古資料 640 0 58 14 6 8 3 6 11 10

歴史資料 213 0 9 0 2 4 1 2 0 0

計 10,735 16 316 26 53 39 14 71 64 49

建造物
件数 2,503 0 210 32 27 22 27 30 35 37

棟数 5,083 0 443 71 70 53 61 47 51 90

合計 13,238 16 526 58 80 61 41 101 99 86
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟 仙台市 新潟市

■NPOの現況
　申請数

2000年

団体

3,050 211 19 24 62 16 21 29 40 - - 内閣府「特定非営利活動
法人の認証数等」

※各年8月末の値

注： 2012年4月1日 「特定非
営利活動促進法の一部
を改正する法律」施行
に伴い、所轄庁が内閣
府から都道府県または
政令指定都市に変更さ
れた

2005年 24,776 1,706 170 220 381 120 188 294 333 - -

2010年 42,408 2,941 298 347 572 258 357 561 548 - -

2011年 45,187 3,107 317 368 607 276 365 602 572 - -

2012年 47,923 3,457 344 415 309 314 387 691 390 384 223

2013年 50,013 3,722 366 448 342 332 397 782 411 409 235

2014年 50,912 3,879 382 457 366 346 413 831 425 416 243

2015年 51,841 3,989 392 472 384 345 430 864 442 411 249

2016年 52,612 4,080 407 487 393 341 435 896 451 415 255

2017年 52,936 4,145 409 495 404 346 438 917 465 417 254

2018年 52,966 4,180 418 495 409 351 447 924 461 411 264

2019年 52,631 4,171 417 500 412 357 441 919 455 404 266

認証数 2000年

団体

2,440 179 17 21 55 15 16 21 34 - -

2005年 23,180 1,606 162 208 357 116 183 270 310 - -

2010年 40,686 2,870 289 343 558 249 351 544 536 - -

2011年 43,348 3,044 308 356 590 271 361 593 565 - -

2012年 46,153 3,391 342 408 302 312 382 674 375 376 220

2013年 48,102 3,659 359 442 339 327 392 764 404 400 232

2014年 49,307 3,822 378 453 364 343 404 813 417 413 237

2015年 50,349 3,947 391 468 379 345 425 855 430 407 247

2016年 51,188 4,056 404 482 390 341 433 887 448 417 254

2017年 51,719 4,123 409 494 400 343 436 911 460 416 254

2018年 51,764 4,162 418 494 407 351 441 919 458 409 264

2019年 51,464 4,162 414 499 412 356 438 918 453 406 266

不認証数 2000年

団体

12 0 0 0 0 0 0 0 0 - -

2005年 165 1 0 0 0 0 0 1 0 - -

2010年 656 3 0 0 0 0 1 1 1 - -

2011年 754 4 0 0 0 0 1 1 2 - -

2012年 687 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2013年 768 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2014年 810 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2015年 811 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2016年 811 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2017年 811 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2018年 811 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2019年 811 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

解散数 2000年

団体

0 0 0 0 0 0 0 0 0 - -

2005年 490 29 3 2 11 4 0 2 7 - -

2010年 3,993 244 38 29 66 16 19 33 43 - -

2011年 4,940 307 50 42 79 18 28 39 51 - -

2012年 5,820 390 65 53 93 24 37 50 53 6 9

2013年 7,469 463 77 68 99 26 45 58 60 16 14

2014年 9,275 533 82 83 102 27 49 78 70 26 16

2015年 10,915 650 92 95 112 46 59 94 87 41 24

2016年 12,577 741 99 103 117 63 68 110 97 52 32

2017年 14,217 841 109 116 124 76 75 131 104 66 40

2018年 16,017 943 119 128 135 85 84 152 115 82 45

2019年 17,902 1,062 125 137 142 97 99 174 133 102 53
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟 仙台市 新潟市

■NPOの現況
　申請数

2000年

団体

3,050 211 19 24 62 16 21 29 40 - - 内閣府「特定非営利活動
法人の認証数等」

※各年8月末の値

注： 2012年4月1日 「特定非
営利活動促進法の一部
を改正する法律」施行
に伴い、所轄庁が内閣
府から都道府県または
政令指定都市に変更さ
れた

2005年 24,776 1,706 170 220 381 120 188 294 333 - -

2010年 42,408 2,941 298 347 572 258 357 561 548 - -

2011年 45,187 3,107 317 368 607 276 365 602 572 - -

2012年 47,923 3,457 344 415 309 314 387 691 390 384 223

2013年 50,013 3,722 366 448 342 332 397 782 411 409 235

2014年 50,912 3,879 382 457 366 346 413 831 425 416 243

2015年 51,841 3,989 392 472 384 345 430 864 442 411 249

2016年 52,612 4,080 407 487 393 341 435 896 451 415 255

2017年 52,936 4,145 409 495 404 346 438 917 465 417 254

2018年 52,966 4,180 418 495 409 351 447 924 461 411 264

2019年 52,631 4,171 417 500 412 357 441 919 455 404 266

認証数 2000年

団体

2,440 179 17 21 55 15 16 21 34 - -

2005年 23,180 1,606 162 208 357 116 183 270 310 - -

2010年 40,686 2,870 289 343 558 249 351 544 536 - -

2011年 43,348 3,044 308 356 590 271 361 593 565 - -

2012年 46,153 3,391 342 408 302 312 382 674 375 376 220

2013年 48,102 3,659 359 442 339 327 392 764 404 400 232

2014年 49,307 3,822 378 453 364 343 404 813 417 413 237

2015年 50,349 3,947 391 468 379 345 425 855 430 407 247

2016年 51,188 4,056 404 482 390 341 433 887 448 417 254

2017年 51,719 4,123 409 494 400 343 436 911 460 416 254

2018年 51,764 4,162 418 494 407 351 441 919 458 409 264

2019年 51,464 4,162 414 499 412 356 438 918 453 406 266

不認証数 2000年

団体

12 0 0 0 0 0 0 0 0 - -

2005年 165 1 0 0 0 0 0 1 0 - -

2010年 656 3 0 0 0 0 1 1 1 - -

2011年 754 4 0 0 0 0 1 1 2 - -

2012年 687 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2013年 768 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2014年 810 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2015年 811 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2016年 811 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2017年 811 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2018年 811 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

2019年 811 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0

解散数 2000年

団体

0 0 0 0 0 0 0 0 0 - -

2005年 490 29 3 2 11 4 0 2 7 - -

2010年 3,993 244 38 29 66 16 19 33 43 - -

2011年 4,940 307 50 42 79 18 28 39 51 - -

2012年 5,820 390 65 53 93 24 37 50 53 6 9

2013年 7,469 463 77 68 99 26 45 58 60 16 14

2014年 9,275 533 82 83 102 27 49 78 70 26 16

2015年 10,915 650 92 95 112 46 59 94 87 41 24

2016年 12,577 741 99 103 117 63 68 110 97 52 32

2017年 14,217 841 109 116 124 76 75 131 104 66 40

2018年 16,017 943 119 128 135 85 84 152 115 82 45

2019年 17,902 1,062 125 137 142 97 99 174 133 102 53
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■学校数
　小学校

2000年度

校

24,106 3,358 467 483 470 325 377 591 645 文部科学省「学校基本調査」

2005年度 23,123 3,103 401 447 466 294 361 558 576

2010年度 22,000 2,828 347 394 455 253 332 513 534

2011年度 21,721 2,764 333 378 449 246 323 504 531

2012年度 21,460 2,695 323 372 438 237 309 491 525

2013年度 21,131 2,610 316 362 419 228 292 483 510

2014年度 20,852 2,540 310 347 409 224 276 477 497

2015年度 20,601 2,484 302 342 404 213 269 467 487

2016年度 20,313 2,435 293 334 399 202 262 461 484

2017年度 20,095 2,398 289 326 395 202 258 454 474

2018年度 19,892 2,352 287 316 385 199 252 448 465

2019年度 19,738 2,317 282 312 383 195 249 440 456

中学校 2000年度

校

11,209 1,420 192 215 232 137 138 251 255

2005年度 11,035 1,376 178 204 234 135 131 246 248

2010年度 10,815 1,331 174 193 224 132 120 246 242

2011年度 10,751 1,319 171 189 224 130 117 246 242

2012年度 10,699 1,304 170 189 220 125 114 245 241

2013年度 10,628 1,279 169 178 216 123 112 241 240

2014年度 10,557 1,260 168 172 215 123 106 238 238

2015年度 10,484 1,244 166 171 213 119 104 233 238

2016年度 10,404 1,233 165 167 213 117 101 232 238

2017年度 10,325 1,222 161 165 211 117 101 230 237

2018年度 10,270 1,215 162 164 209 115 101 230 234

2019年度 10,222 1,204 160 162 207 114 99 230 232

高等学校 2000年度

校

5,478 678 91 99 113 65 70 113 127

2005年度 5,418 664 91 93 110 64 68 115 123

2010年度 5,116 621 86 82 102 63 68 113 107

2011年度 5,060 614 85 82 101 59 68 112 107

2012年度 5,022 607 85 81 100 59 64 112 106

2013年度 4,981 599 82 81 100 58 63 112 103

2014年度 4,963 596 82 81 98 57 62 111 105

2015年度 4,939 593 80 81 95 57 62 112 106

2016年度 4,925 588 80 80 95 55 62 112 104

2016年度 4,907 584 78 80 95 55 62 111 103

2017年度 4,897 579 77 80 94 54 61 111 102

2018年度 4,887 577 76 80 94 54 61 110 102

中等教育学校 2000年度

校

4 - - - - - - - -

2005年度 19 4 - - 1 - - - 3

2010年度 48 9 - - 2 - - - 7

2011年度 49 9 - - 2 - - - 7

2012年度 49 9 - - 2 - - - 7

2013年度 50 9 - - 2 - - - 7

2014年度 51 9 - - 2 - - - 7

2015年度 52 9 - - 2 - - - 7

2016年度 52 9 - - 2 - - - 7

2017年度 53 9 - - 2 - - - 7

2018年度 53 9 - - 2 - - - 7

2019年度 54 9 - - 2 - - - 7
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■学校数
　小学校

2000年度

校

24,106 3,358 467 483 470 325 377 591 645 文部科学省「学校基本調査」

2005年度 23,123 3,103 401 447 466 294 361 558 576

2010年度 22,000 2,828 347 394 455 253 332 513 534

2011年度 21,721 2,764 333 378 449 246 323 504 531

2012年度 21,460 2,695 323 372 438 237 309 491 525

2013年度 21,131 2,610 316 362 419 228 292 483 510

2014年度 20,852 2,540 310 347 409 224 276 477 497

2015年度 20,601 2,484 302 342 404 213 269 467 487

2016年度 20,313 2,435 293 334 399 202 262 461 484

2017年度 20,095 2,398 289 326 395 202 258 454 474

2018年度 19,892 2,352 287 316 385 199 252 448 465

2019年度 19,738 2,317 282 312 383 195 249 440 456

中学校 2000年度

校

11,209 1,420 192 215 232 137 138 251 255

2005年度 11,035 1,376 178 204 234 135 131 246 248

2010年度 10,815 1,331 174 193 224 132 120 246 242

2011年度 10,751 1,319 171 189 224 130 117 246 242

2012年度 10,699 1,304 170 189 220 125 114 245 241

2013年度 10,628 1,279 169 178 216 123 112 241 240

2014年度 10,557 1,260 168 172 215 123 106 238 238

2015年度 10,484 1,244 166 171 213 119 104 233 238

2016年度 10,404 1,233 165 167 213 117 101 232 238

2017年度 10,325 1,222 161 165 211 117 101 230 237

2018年度 10,270 1,215 162 164 209 115 101 230 234

2019年度 10,222 1,204 160 162 207 114 99 230 232

高等学校 2000年度

校

5,478 678 91 99 113 65 70 113 127

2005年度 5,418 664 91 93 110 64 68 115 123

2010年度 5,116 621 86 82 102 63 68 113 107

2011年度 5,060 614 85 82 101 59 68 112 107

2012年度 5,022 607 85 81 100 59 64 112 106

2013年度 4,981 599 82 81 100 58 63 112 103

2014年度 4,963 596 82 81 98 57 62 111 105

2015年度 4,939 593 80 81 95 57 62 112 106

2016年度 4,925 588 80 80 95 55 62 112 104

2016年度 4,907 584 78 80 95 55 62 111 103

2017年度 4,897 579 77 80 94 54 61 111 102

2018年度 4,887 577 76 80 94 54 61 110 102

中等教育学校 2000年度

校

4 - - - - - - - -

2005年度 19 4 - - 1 - - - 3

2010年度 48 9 - - 2 - - - 7

2011年度 49 9 - - 2 - - - 7

2012年度 49 9 - - 2 - - - 7

2013年度 50 9 - - 2 - - - 7

2014年度 51 9 - - 2 - - - 7

2015年度 52 9 - - 2 - - - 7

2016年度 52 9 - - 2 - - - 7

2017年度 53 9 - - 2 - - - 7

2018年度 53 9 - - 2 - - - 7

2019年度 54 9 - - 2 - - - 7
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■児童・生徒数
　小学校

2000年度

人

7,366,079 754,867 91,575 87,787 142,551 67,681 76,761 139,637 148,875 文部科学省「学校基本調査」

注1：高等学校の生徒数には別科・専攻科を含む
注2：中等教育学校の生徒数は前期課程・後期課程の合計

2005年度 7,197,454 693,294 84,849 78,989 133,432 60,699 69,027 127,486 138,812

2010年度 6,993,376 635,212 74,754 71,949 128,901 52,503 62,972 117,668 126,465

2011年度 6,887,292 613,911 72,426 70,055 125,638 51,129 62,119 108,428 124,116

2012年度 6,764,619 596,474 69,759 68,004 123,975 49,468 61,132 103,324 120,812

2013年度 6,676,920 583,017 67,394 66,328 122,447 48,249 59,595 100,579 118,425

2014年度 6,600,006 569,147 64,876 64,512 121,076 46,982 57,993 98,037 115,671

2015年度 6,543,104 558,168 62,719 63,101 119,806 45,882 56,574 95,952 114,134

2016年度 6,483,515 545,901 60,644 61,184 118,204 44,909 55,152 93,675 112,133

2017年度 6,448,658 537,416 59,233 60,141 117,402 43,795 54,043 91,886 110,916

2018年度 6,427,867 529,675 58,394 59,253 116,636 42,670 53,308 90,011 109,403

2019年度 6,368,550 518,961 56,886 57,949 115,630 41,381 52,034 87,730 107,351

中学校 2000年度

人

4,103,751 431,606 52,895 49,230 82,598 39,169 43,419 79,822 84,473

2005年度 3,626,420 368,853 44,934 43,263 69,960 33,002 37,420 68,382 71,892

2010年度 3,558,166 335,446 41,203 38,010 65,480 29,411 33,642 61,866 65,834

2011年度 3,573,821 330,310 40,509 37,709 65,063 28,739 33,250 59,377 65,663

2012年度 3,552,663 324,501 39,374 37,079 64,906 28,084 32,587 58,026 64,445

2013年度 3,536,182 320,259 38,452 36,764 64,862 27,154 32,214 57,446 63,367

2014年度 3,504,334 314,953 37,540 36,137 64,499 26,437 31,949 56,140 62,251

2015年度 3,465,215 308,135 36,719 35,404 63,782 25,486 31,529 54,857 60,358

2016年度 3,406,029 300,085 35,505 34,239 62,855 24,714 30,544 53,377 58,851

2017年度 3,333,334 289,999 33,921 33,023 61,189 23,894 29,572 51,460 56,940

2018年度 3,251,670 279,629 32,137 31,732 59,344 23,034 28,417 49,650 55,315

2019年度 3,218,137 273,553 31,052 30,973 58,332 22,634 27,938 48,183 54,441

高等学校 2000年度

人

4,165,434 443,975 55,163 51,999 84,993 41,567 44,055 79,634 86,564

2005年度 3,605,242 379,476 46,067 43,960 71,777 34,390 39,503 68,843 74,936

2010年度 3,368,693 336,508 41,639 39,350 63,447 30,048 34,642 61,219 66,163

2011年度 3,349,255 328,900 40,878 38,374 62,555 29,264 33,893 58,962 64,974

2012年度 3,355,609 323,214 40,037 37,533 62,424 28,724 33,511 57,343 63,642

2013年度 3,319,640 314,026 38,878 36,252 61,572 27,662 32,480 55,473 61,709

2014年度 3,334,019 311,055 38,266 35,879 61,583 26,926 31,945 54,952 61,504

2015年度 3,319,114 305,939 37,409 35,313 61,366 26,299 31,225 53,874 60,453

2016年度 3,309,342 302,199 36,620 35,110 61,345 25,530 30,861 53,279 59,454

2017年度 3,280,247 297,213 35,865 34,446 60,764 24,818 30,648 52,148 58,524

2018年度 3,235,661 290,213 34,902 33,689 59,942 23,947 30,160 50,924 56,649

2019年度 3,168,369 281,844 33,653 32,580 58,803 23,102 29,251 49,425 55,030

中等教育学校 2000年度

人

1,702 - - - - - - - -

2005年度 7,456 998 - - 351 - - - 647

2010年度 23,759 3,631 - - 900 - - - 2,731

2011年度 26,759 4,247 - - 1,148 - - - 3,099

2012年度 28,644 4,489 - - 1,107 - - - 3,382

2013年度 30,226 4,597 - - 1,053 - - - 3,544

2014年度 31,499 4,665 - - 1,024 - - - 3,641

2015年度 32,317 4,676 - - 1,035 - - - 3,641

2016年度 32,428 4,601 - - 1,036 - - - 3,565

2017年度 32,618 4,502 - - 1,024 - - - 3,478

2018年度 32,325 4,344 - - 983 - - - 3,361

2019年度 32,153 4,245 - - 944 - - - 3,301
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■児童・生徒数
　小学校

2000年度

人

7,366,079 754,867 91,575 87,787 142,551 67,681 76,761 139,637 148,875 文部科学省「学校基本調査」

注1：高等学校の生徒数には別科・専攻科を含む
注2：中等教育学校の生徒数は前期課程・後期課程の合計

2005年度 7,197,454 693,294 84,849 78,989 133,432 60,699 69,027 127,486 138,812

2010年度 6,993,376 635,212 74,754 71,949 128,901 52,503 62,972 117,668 126,465

2011年度 6,887,292 613,911 72,426 70,055 125,638 51,129 62,119 108,428 124,116

2012年度 6,764,619 596,474 69,759 68,004 123,975 49,468 61,132 103,324 120,812

2013年度 6,676,920 583,017 67,394 66,328 122,447 48,249 59,595 100,579 118,425

2014年度 6,600,006 569,147 64,876 64,512 121,076 46,982 57,993 98,037 115,671

2015年度 6,543,104 558,168 62,719 63,101 119,806 45,882 56,574 95,952 114,134

2016年度 6,483,515 545,901 60,644 61,184 118,204 44,909 55,152 93,675 112,133

2017年度 6,448,658 537,416 59,233 60,141 117,402 43,795 54,043 91,886 110,916

2018年度 6,427,867 529,675 58,394 59,253 116,636 42,670 53,308 90,011 109,403

2019年度 6,368,550 518,961 56,886 57,949 115,630 41,381 52,034 87,730 107,351

中学校 2000年度

人

4,103,751 431,606 52,895 49,230 82,598 39,169 43,419 79,822 84,473

2005年度 3,626,420 368,853 44,934 43,263 69,960 33,002 37,420 68,382 71,892

2010年度 3,558,166 335,446 41,203 38,010 65,480 29,411 33,642 61,866 65,834

2011年度 3,573,821 330,310 40,509 37,709 65,063 28,739 33,250 59,377 65,663

2012年度 3,552,663 324,501 39,374 37,079 64,906 28,084 32,587 58,026 64,445

2013年度 3,536,182 320,259 38,452 36,764 64,862 27,154 32,214 57,446 63,367

2014年度 3,504,334 314,953 37,540 36,137 64,499 26,437 31,949 56,140 62,251

2015年度 3,465,215 308,135 36,719 35,404 63,782 25,486 31,529 54,857 60,358

2016年度 3,406,029 300,085 35,505 34,239 62,855 24,714 30,544 53,377 58,851

2017年度 3,333,334 289,999 33,921 33,023 61,189 23,894 29,572 51,460 56,940

2018年度 3,251,670 279,629 32,137 31,732 59,344 23,034 28,417 49,650 55,315

2019年度 3,218,137 273,553 31,052 30,973 58,332 22,634 27,938 48,183 54,441

高等学校 2000年度

人

4,165,434 443,975 55,163 51,999 84,993 41,567 44,055 79,634 86,564

2005年度 3,605,242 379,476 46,067 43,960 71,777 34,390 39,503 68,843 74,936

2010年度 3,368,693 336,508 41,639 39,350 63,447 30,048 34,642 61,219 66,163

2011年度 3,349,255 328,900 40,878 38,374 62,555 29,264 33,893 58,962 64,974

2012年度 3,355,609 323,214 40,037 37,533 62,424 28,724 33,511 57,343 63,642

2013年度 3,319,640 314,026 38,878 36,252 61,572 27,662 32,480 55,473 61,709

2014年度 3,334,019 311,055 38,266 35,879 61,583 26,926 31,945 54,952 61,504

2015年度 3,319,114 305,939 37,409 35,313 61,366 26,299 31,225 53,874 60,453

2016年度 3,309,342 302,199 36,620 35,110 61,345 25,530 30,861 53,279 59,454

2017年度 3,280,247 297,213 35,865 34,446 60,764 24,818 30,648 52,148 58,524

2018年度 3,235,661 290,213 34,902 33,689 59,942 23,947 30,160 50,924 56,649

2019年度 3,168,369 281,844 33,653 32,580 58,803 23,102 29,251 49,425 55,030

中等教育学校 2000年度

人

1,702 - - - - - - - -

2005年度 7,456 998 - - 351 - - - 647

2010年度 23,759 3,631 - - 900 - - - 2,731

2011年度 26,759 4,247 - - 1,148 - - - 3,099

2012年度 28,644 4,489 - - 1,107 - - - 3,382

2013年度 30,226 4,597 - - 1,053 - - - 3,544

2014年度 31,499 4,665 - - 1,024 - - - 3,641

2015年度 32,317 4,676 - - 1,035 - - - 3,641

2016年度 32,428 4,601 - - 1,036 - - - 3,565

2017年度 32,618 4,502 - - 1,024 - - - 3,478

2018年度 32,325 4,344 - - 983 - - - 3,361

2019年度 32,153 4,245 - - 944 - - - 3,301
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■教員数
　小学校

2000年度

人

407,598 47,417 6,160 6,119 8,100 4,562 5,020 8,218 9,238 文部科学省「学校基本調査」

注：教員数は本務者である2005年度 416,833 46,521 5,868 5,833 8,265 4,319 4,786 8,407 9,043

2010年度 419,776 43,971 5,399 5,399 8,255 3,880 4,554 7,775 8,709

2011年度 419,467 43,463 5,286 5,358 8,179 3,829 4,474 7,659 8,678

2012年度 418,707 42,709 5,148 5,303 8,117 3,727 4,442 7,346 8,626

2013年度 417,553 42,079 5,072 5,221 7,984 3,657 4,330 7,302 8,513

2014年度 416,475 41,362 4,921 5,093 7,957 3,581 4,220 7,201 8,389

2015年度 417,152 40,978 4,854 5,082 7,928 3,473 4,170 7,116 8,355

2016年度 416,973 40,517 4,770 4,979 7,888 3,391 4,085 7,049 8,355

2017年度 418,790 40,266 4,753 4,911 7,916 3,373 4,049 6,964 8,300

2018年度 420,659 40,054 4,749 4,858 7,937 3,288 4,015 6,866 8,341

2019年度 421,935 39,733 4,677 4,821 7,913 3,248 3,957 6,814 8,303

中学校 2000年度

人

257,605 28,555 3,672 3,611 5,195 2,668 2,838 5,142 5,429

2005年度 248,694 27,564 3,501 3,453 4,989 2,533 2,763 5,080 5,245

2010年度 250,899 26,394 3,391 3,276 4,860 2,435 2,579 4,718 5,135

2011年度 253,104 26,537 3,362 3,326 4,918 2,408 2,593 4,775 5,155

2012年度 253,753 26,377 3,322 3,346 4,921 2,370 2,537 4,708 5,173

2013年度 254,235 26,242 3,310 3,290 4,921 2,323 2,526 4,707 5,165

2014年度 253,832 26,056 3,272 3,235 4,930 2,329 2,510 4,693 5,087

2015年度 253,704 25,828 3,262 3,187 4,954 2,319 2,496 4,606 5,004

2016年度 251,978 25,543 3,250 3,111 4,985 2,291 2,414 4,530 4,962

2017年度 250,060 25,133 3,148 3,051 4,928 2,273 2,387 4,444 4,902

2018年度 247,229 24,752 3,068 3,010 4,909 2,252 2,338 4,368 4,807

2019年度 246,825 24,448 3,030 2,956 4,851 2,225 2,332 4,304 4,750

高等学校 2000年度

人

269,027 30,406 3,990 3,806 5,368 3,038 3,137 5,282 5,785

2005年度 251,408 28,351 3,658 3,511 5,126 2,707 2,968 5,045 5,336

2010年度 238,929 25,998 3,359 3,179 4,667 2,498 2,759 4,678 4,858

2011年度 237,526 25,616 3,334 3,159 4,628 2,427 2,707 4,598 4,763

2012年度 237,224 25,267 3,258 3,109 4,628 2,382 2,660 4,505 4,725

2013年度 235,062 24,863 3,188 3,099 4,609 2,345 2,639 4,419 4,564

2014年度 235,306 24,663 3,163 3,091 4,573 2,281 2,625 4,365 4,565

2015年度 234,970 24,379 3,093 3,086 4,595 2,246 2,581 4,285 4,493

2016年度 234,611 24,155 3,078 3,067 4,556 2,199 2,559 4,270 4,426

2017年度 233,925 23,952 3,061 3,029 4,559 2,165 2,564 4,202 4,372

2018年度 232,802 23,634 3,034 3,010 4,553 2,109 2,536 4,130 4,262

2019年度 231,319 23,379 2,993 2,988 4,562 2,086 2,507 4,049 4,194

中等教育学校 2000年度

人

124 - - - - - - - -

2005年度 560 80 - - 33 - - - 47

2010年度 1,893 278 - - 87 - - - 191

2011年度 2,046 312 - - 99 - - - 213

2012年度 2,192 336 - - 96 - - - 240

2013年度 2,369 349 - - 91 - - - 258

2014年度 2,432 345 - - 83 - - - 262

2015年度 2,509 347 - - 85 - - - 262

2016年度 2,556 356 - - 94 - - - 262

2017年度 2,610 360 - - 93 - - - 267

2018年度 2,629 354 - - 88 - - - 266

2019年度 2,642 355 - - 89 - - - 266
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■教員数
　小学校

2000年度

人

407,598 47,417 6,160 6,119 8,100 4,562 5,020 8,218 9,238 文部科学省「学校基本調査」

注：教員数は本務者である2005年度 416,833 46,521 5,868 5,833 8,265 4,319 4,786 8,407 9,043

2010年度 419,776 43,971 5,399 5,399 8,255 3,880 4,554 7,775 8,709

2011年度 419,467 43,463 5,286 5,358 8,179 3,829 4,474 7,659 8,678

2012年度 418,707 42,709 5,148 5,303 8,117 3,727 4,442 7,346 8,626

2013年度 417,553 42,079 5,072 5,221 7,984 3,657 4,330 7,302 8,513

2014年度 416,475 41,362 4,921 5,093 7,957 3,581 4,220 7,201 8,389

2015年度 417,152 40,978 4,854 5,082 7,928 3,473 4,170 7,116 8,355

2016年度 416,973 40,517 4,770 4,979 7,888 3,391 4,085 7,049 8,355

2017年度 418,790 40,266 4,753 4,911 7,916 3,373 4,049 6,964 8,300

2018年度 420,659 40,054 4,749 4,858 7,937 3,288 4,015 6,866 8,341

2019年度 421,935 39,733 4,677 4,821 7,913 3,248 3,957 6,814 8,303

中学校 2000年度

人

257,605 28,555 3,672 3,611 5,195 2,668 2,838 5,142 5,429

2005年度 248,694 27,564 3,501 3,453 4,989 2,533 2,763 5,080 5,245

2010年度 250,899 26,394 3,391 3,276 4,860 2,435 2,579 4,718 5,135

2011年度 253,104 26,537 3,362 3,326 4,918 2,408 2,593 4,775 5,155

2012年度 253,753 26,377 3,322 3,346 4,921 2,370 2,537 4,708 5,173

2013年度 254,235 26,242 3,310 3,290 4,921 2,323 2,526 4,707 5,165

2014年度 253,832 26,056 3,272 3,235 4,930 2,329 2,510 4,693 5,087

2015年度 253,704 25,828 3,262 3,187 4,954 2,319 2,496 4,606 5,004

2016年度 251,978 25,543 3,250 3,111 4,985 2,291 2,414 4,530 4,962

2017年度 250,060 25,133 3,148 3,051 4,928 2,273 2,387 4,444 4,902

2018年度 247,229 24,752 3,068 3,010 4,909 2,252 2,338 4,368 4,807

2019年度 246,825 24,448 3,030 2,956 4,851 2,225 2,332 4,304 4,750

高等学校 2000年度

人

269,027 30,406 3,990 3,806 5,368 3,038 3,137 5,282 5,785

2005年度 251,408 28,351 3,658 3,511 5,126 2,707 2,968 5,045 5,336

2010年度 238,929 25,998 3,359 3,179 4,667 2,498 2,759 4,678 4,858

2011年度 237,526 25,616 3,334 3,159 4,628 2,427 2,707 4,598 4,763

2012年度 237,224 25,267 3,258 3,109 4,628 2,382 2,660 4,505 4,725

2013年度 235,062 24,863 3,188 3,099 4,609 2,345 2,639 4,419 4,564

2014年度 235,306 24,663 3,163 3,091 4,573 2,281 2,625 4,365 4,565

2015年度 234,970 24,379 3,093 3,086 4,595 2,246 2,581 4,285 4,493

2016年度 234,611 24,155 3,078 3,067 4,556 2,199 2,559 4,270 4,426

2017年度 233,925 23,952 3,061 3,029 4,559 2,165 2,564 4,202 4,372

2018年度 232,802 23,634 3,034 3,010 4,553 2,109 2,536 4,130 4,262

2019年度 231,319 23,379 2,993 2,988 4,562 2,086 2,507 4,049 4,194

中等教育学校 2000年度

人

124 - - - - - - - -

2005年度 560 80 - - 33 - - - 47

2010年度 1,893 278 - - 87 - - - 191

2011年度 2,046 312 - - 99 - - - 213

2012年度 2,192 336 - - 96 - - - 240

2013年度 2,369 349 - - 91 - - - 258

2014年度 2,432 345 - - 83 - - - 262

2015年度 2,509 347 - - 85 - - - 262

2016年度 2,556 356 - - 94 - - - 262

2017年度 2,610 360 - - 93 - - - 267

2018年度 2,629 354 - - 88 - - - 266

2019年度 2,642 355 - - 89 - - - 266
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■図書館数 2002年

館

2,742 276 25 44 29 35 31 57 55 文部科学省「社会教育調査」

2005年 2,979 308 32 45 32 44 34 58 63

2008年 3,165 339 34 47 34 46 36 64 78

2011年 3,274 344 33 46 36 46 38 66 79

2015年 3,331 346 34 47 35 47 38 67 78

■社会体育施設数 2002年

施設

47,321 7,261 772 857 970 890 650 1,477 1,645

2005年 48,055 7,306 776 843 964 963 658 1,499 1,603

2008年 47,925 7,226 765 895 941 945 646 1,473 1,561

2011年 47,571 7,135 799 882 907 935 657 1,476 1,479

2015年 47,536 7,057 716 899 907 970 655 1,444 1,466

■公民館数 2002年

館

17,947 3,416 307 387 563 481 601 428 649

2005年 17,143 3,365 300 371 548 392 606 429 719

2008年 15,943 3,294 289 332 500 394 623 416 740

2011年 14,681 2,762 266 327 399 350 524 413 483

2015年 14,171 2,546 256 186 442 350 493 376 443

■保育所数 2000年

所

22,199 2,313 491 333 205 212 228 195 649 厚生労働省「社会福祉施設等調査」

2005年 22,624 2,200 486 345 215 192 230 206 526

2010年 21,681 1,961 369 286 199 194 225 210 478

2011年 21,751 1,788 367 268 102 196 221 166 468

2012年 23,740 2,036 383 299 208 199 241 215 491

2013年 24,076 2,059 384 303 225 200 244 219 484

2014年 24,509 2,061 381 303 227 199 246 223 482

2015年 25,580 2,104 391 308 233 202 259 226 485

2016年 26,265 2,142 385 309 243 205 272 233 495

2017年 27,137 2,084 310 309 249 206 282 239 489

■老人福祉施設数 2000年

施設

4,664 468 75 82 47 60 49 69 86 厚生労働省「社会福祉施設等調査」

注： 集計対象は養護老人ホーム（一般・盲）、軽費老人ホー
ム（A型・B型・介護利用型（ケアハウス））、都市型
軽費老人ホーム、老人福祉センター（特A型・A型・B型） 
である

2005年 5,214 507 88 81 59 62 51 76 90

2010年 4,858 439 66 49 57 62 47 70 88

2011年 4,827 389 64 45 29 63 49 56 83

2012年 5,323 463 70 48 59 66 50 76 94

2013年 5,308 466 73 49 61 64 51 74 94

2014年 5,334 464 73 49 61 64 52 72 93

2015年 5,327 460 72 50 61 65 50 71 91

2016年 5,291 461 71 50 61 66 50 70 93

2017年 5,293 458 64 51 63 66 50 70 94

■有料老人ホーム数 2000年

施設

350 8 1 - 2 1 - 2 2 厚生労働省「社会福祉施設等調査」

2005年 1,406 39 19 1 1 3 6 4 5

2010年 4,144 324 97 34 27 23 67 34 42

2011年 4,640 339 109 33 10 28 83 28 48

2012年 7,519 522 132 73 47 45 126 38 61

2013年 10,035 778 222 78 100 50 138 106 84

2014年 12,323 938 253 124 113 54 187 105 102

2015年 15,099 1,039 272 130 129 92 203 109 104

2016年 17,409 1,124 298 133 141 99 214 124 115

2017年 18,876 1,148 255 147 147 112 235 127 125
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■図書館数 2002年

館

2,742 276 25 44 29 35 31 57 55 文部科学省「社会教育調査」

2005年 2,979 308 32 45 32 44 34 58 63

2008年 3,165 339 34 47 34 46 36 64 78

2011年 3,274 344 33 46 36 46 38 66 79

2015年 3,331 346 34 47 35 47 38 67 78

■社会体育施設数 2002年

施設

47,321 7,261 772 857 970 890 650 1,477 1,645

2005年 48,055 7,306 776 843 964 963 658 1,499 1,603

2008年 47,925 7,226 765 895 941 945 646 1,473 1,561

2011年 47,571 7,135 799 882 907 935 657 1,476 1,479

2015年 47,536 7,057 716 899 907 970 655 1,444 1,466

■公民館数 2002年

館

17,947 3,416 307 387 563 481 601 428 649

2005年 17,143 3,365 300 371 548 392 606 429 719

2008年 15,943 3,294 289 332 500 394 623 416 740

2011年 14,681 2,762 266 327 399 350 524 413 483

2015年 14,171 2,546 256 186 442 350 493 376 443

■保育所数 2000年

所

22,199 2,313 491 333 205 212 228 195 649 厚生労働省「社会福祉施設等調査」

2005年 22,624 2,200 486 345 215 192 230 206 526

2010年 21,681 1,961 369 286 199 194 225 210 478

2011年 21,751 1,788 367 268 102 196 221 166 468

2012年 23,740 2,036 383 299 208 199 241 215 491

2013年 24,076 2,059 384 303 225 200 244 219 484

2014年 24,509 2,061 381 303 227 199 246 223 482

2015年 25,580 2,104 391 308 233 202 259 226 485

2016年 26,265 2,142 385 309 243 205 272 233 495

2017年 27,137 2,084 310 309 249 206 282 239 489

■老人福祉施設数 2000年

施設

4,664 468 75 82 47 60 49 69 86 厚生労働省「社会福祉施設等調査」

注： 集計対象は養護老人ホーム（一般・盲）、軽費老人ホー
ム（A型・B型・介護利用型（ケアハウス））、都市型
軽費老人ホーム、老人福祉センター（特A型・A型・B型） 
である

2005年 5,214 507 88 81 59 62 51 76 90

2010年 4,858 439 66 49 57 62 47 70 88

2011年 4,827 389 64 45 29 63 49 56 83

2012年 5,323 463 70 48 59 66 50 76 94

2013年 5,308 466 73 49 61 64 51 74 94

2014年 5,334 464 73 49 61 64 52 72 93

2015年 5,327 460 72 50 61 65 50 71 91

2016年 5,291 461 71 50 61 66 50 70 93

2017年 5,293 458 64 51 63 66 50 70 94

■有料老人ホーム数 2000年

施設

350 8 1 - 2 1 - 2 2 厚生労働省「社会福祉施設等調査」

2005年 1,406 39 19 1 1 3 6 4 5

2010年 4,144 324 97 34 27 23 67 34 42

2011年 4,640 339 109 33 10 28 83 28 48

2012年 7,519 522 132 73 47 45 126 38 61

2013年 10,035 778 222 78 100 50 138 106 84

2014年 12,323 938 253 124 113 54 187 105 102

2015年 15,099 1,039 272 130 129 92 203 109 104

2016年 17,409 1,124 298 133 141 99 214 124 115

2017年 18,876 1,148 255 147 147 112 235 127 125
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■病院数 2000年

施設

165,451 13,937 1,651 1,547 2,624 1,349 1,404 2,368 2,994 厚生労働省「医療施設調査」

注：10月1日現在の施設数2005年 173,200 14,316 1,656 1,612 2,760 1,357 1,467 2,468 2,996

2010年 176,878 14,346 1,608 1,624 2,795 1,356 1,472 2,512 2,979

2011年 176,308 14,088 1,565 1,574 2,746 1,345 1,470 2,401 2,987

2012年 177,191 14,178 1,558 1,600 2,802 1,344 1,483 2,403 2,988

2013年 177,769 14,198 1,553 1,617 2,821 1,344 1,489 2,386 2,988

2014年 177,546 14,122 1,547 1,587 2,822 1,338 1,486 2,354 2,988

2015年 178,212 14,139 1,536 1,589 2,846 1,326 1,487 2,357 2,998

2016年 178,911 14,140 1,528 1,583 2,870 1,323 1,488 2,361 2,987

2017年 178,492 14,030 1,509 1,554 2,863 1,315 1,480 2,343 2,966

2018年 179,090 14,038 1,508 1,558 2,878 1,327 1,471 2,338 2,958

■従事医師数 2000年

人

243,201 20,719 2,374 2,336 4,232 2,047 2,159 3,549 4,022 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」
注：12月31日現在の医療施設の従事者数2002年 249,574 21,113 2,421 2,337 4,351 2,098 2,215 3,613 4,078

2004年 256,668 21,235 2,381 2,342 4,457 2,108 2,253 3,601 4,093

2006年 263,540 21,645 2,426 2,394 4,616 2,142 2,270 3,663 4,134

2008年 271,897 22,056 2,428 2,410 4,787 2,180 2,322 3,760 4,169

2010年 280,431 22,394 2,505 2,413 4,940 2,213 2,411 3,705 4,207

2012年 288,850 22,442 2,491 2,471 5,075 2,206 2,419 3,506 4,274

2014年 296,845 22,848 2,553 2,465 5,149 2,243 2,432 3,653 4,353

2016年 304,759 23,231 2,563 2,458 5,404 2,257 2,443 3,720 4,386

2018年 311,963 23,614 2,568 2,503 5,521 2,296 2,463 3,819 4,444

■外来患者数 2000年

人

662,822,297 69,199,080 8,778,290 9,334,094 10,575,968 8,394,708 6,435,658 11,692,458 13,987,904 厚生労働省「病院報告」

注1： 東日本大震災の影響により、2011年3月分の報告に
おいて、病院の合計11施設（岩手県気仙医療圏1施
設、岩手県宮古医療圏1施設、宮城県石巻医療圏2
施設、宮城県気仙沼医療圏2施設、福島県相双医療
圏5施設）は、報告のあった患者数のみ集計した

注2： 熊本地震の影響により、2016年4月分の報告におい
て、熊本県の病院1施設（阿蘇医療圏）は、報告が
なかったため除いて集計した

注3：  2018年7月豪雨の影響より、2018年7月分、8月分
の報告において、広島県の病院1施設（尾三医療圏）
は、報告がなかったため除いて集計した

2005年 576,568,450 54,994,063 6,766,045 6,662,139 8,913,310 6,744,384 5,333,403 9,087,508 11,487,274

2010年 515,469,582 46,638,432 5,733,651 5,066,076 8,109,280 5,464,899 4,622,168 7,867,257 9,775,101

2011年 511,609,176 45,218,724 5,660,921 4,899,228 7,857,476 5,291,225 4,516,393 7,279,347 9,714,134

2012年 511,618,252 45,352,653 5,549,614 4,919,793 8,106,775 5,136,146 4,507,202 7,515,654 9,617,469

2013年 507,343,885 44,624,231 5,430,987 4,804,597 7,924,669 5,045,949 4,466,143 7,463,908 9,487,978

2014年 500,821,580 43,828,694 5,237,115 4,801,620 7,785,674 4,892,983 4,421,531 7,371,532 9,318,239

2015年 498,842,949 43,311,784 5,155,009 4,748,150 7,731,391 4,753,779 4,394,409 7,336,217 9,192,829

2016年 496,206,937 43,089,407 5,123,578 4,704,666 7,770,015 4,699,974 4,359,181 7,277,218 9,154,775

2017年 491,518,786 42,999,087 5,101,956 4,682,736 8,021,308 4,644,994 4,345,819 7,171,058 9,031,216

2018年 486,945,452 42,574,078 5,106,648 4,597,606 7,895,875 4,587,126 4,354,040 7,142,036 8,890,747

■医療費総額 2000年度

億円

294,333 28,914 3,631 3,440 5,140 3,128 2,892 5,051 5,632 厚生労働省「医療費の動向」

2005年度 323,990 30,944 3,820 3,567 5,708 3,282 3,118 5,399 6,050

2010年度 366,178 33,184 4,078 3,722 6,271 3,459 3,413 5,693 6,549

2011年度 377,666 34,072 4,214 3,836 6,541 3,537 3,529 5,713 6,703

2012年度 384,074 34,563 4,189 3,902 6,824 3,528 3,558 5,860 6,702

2013年度 392,556 34,926 4,267 3,972 6,790 3,607 3,610 5,899 6,782

2014年度 399,556 35,173 4,272 3,988 6,894 3,601 3,638 5,955 6,825

2015年度 414,627 36,186 4,433 4,067 7,164 3,675 3,760 6,100 6,986

2016年度 412,865 35,743 4,379 4,007 7,159 3,603 3,697 5,984 6,915

2017年度 422,316 36,253 4,426 4,057 7,331 3,617 3,766 6,056 7,000

2018年度 425,713 36,256 4,424 4,049 7,371 3,595 3,769 6,052 6,995
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■病院数 2000年

施設

165,451 13,937 1,651 1,547 2,624 1,349 1,404 2,368 2,994 厚生労働省「医療施設調査」

注：10月1日現在の施設数2005年 173,200 14,316 1,656 1,612 2,760 1,357 1,467 2,468 2,996

2010年 176,878 14,346 1,608 1,624 2,795 1,356 1,472 2,512 2,979

2011年 176,308 14,088 1,565 1,574 2,746 1,345 1,470 2,401 2,987

2012年 177,191 14,178 1,558 1,600 2,802 1,344 1,483 2,403 2,988

2013年 177,769 14,198 1,553 1,617 2,821 1,344 1,489 2,386 2,988

2014年 177,546 14,122 1,547 1,587 2,822 1,338 1,486 2,354 2,988

2015年 178,212 14,139 1,536 1,589 2,846 1,326 1,487 2,357 2,998

2016年 178,911 14,140 1,528 1,583 2,870 1,323 1,488 2,361 2,987

2017年 178,492 14,030 1,509 1,554 2,863 1,315 1,480 2,343 2,966

2018年 179,090 14,038 1,508 1,558 2,878 1,327 1,471 2,338 2,958

■従事医師数 2000年

人

243,201 20,719 2,374 2,336 4,232 2,047 2,159 3,549 4,022 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」
注：12月31日現在の医療施設の従事者数2002年 249,574 21,113 2,421 2,337 4,351 2,098 2,215 3,613 4,078

2004年 256,668 21,235 2,381 2,342 4,457 2,108 2,253 3,601 4,093

2006年 263,540 21,645 2,426 2,394 4,616 2,142 2,270 3,663 4,134

2008年 271,897 22,056 2,428 2,410 4,787 2,180 2,322 3,760 4,169

2010年 280,431 22,394 2,505 2,413 4,940 2,213 2,411 3,705 4,207

2012年 288,850 22,442 2,491 2,471 5,075 2,206 2,419 3,506 4,274

2014年 296,845 22,848 2,553 2,465 5,149 2,243 2,432 3,653 4,353

2016年 304,759 23,231 2,563 2,458 5,404 2,257 2,443 3,720 4,386

2018年 311,963 23,614 2,568 2,503 5,521 2,296 2,463 3,819 4,444

■外来患者数 2000年

人

662,822,297 69,199,080 8,778,290 9,334,094 10,575,968 8,394,708 6,435,658 11,692,458 13,987,904 厚生労働省「病院報告」

注1： 東日本大震災の影響により、2011年3月分の報告に
おいて、病院の合計11施設（岩手県気仙医療圏1施
設、岩手県宮古医療圏1施設、宮城県石巻医療圏2
施設、宮城県気仙沼医療圏2施設、福島県相双医療
圏5施設）は、報告のあった患者数のみ集計した

注2： 熊本地震の影響により、2016年4月分の報告におい
て、熊本県の病院1施設（阿蘇医療圏）は、報告が
なかったため除いて集計した

注3：  2018年7月豪雨の影響より、2018年7月分、8月分
の報告において、広島県の病院1施設（尾三医療圏）
は、報告がなかったため除いて集計した

2005年 576,568,450 54,994,063 6,766,045 6,662,139 8,913,310 6,744,384 5,333,403 9,087,508 11,487,274

2010年 515,469,582 46,638,432 5,733,651 5,066,076 8,109,280 5,464,899 4,622,168 7,867,257 9,775,101

2011年 511,609,176 45,218,724 5,660,921 4,899,228 7,857,476 5,291,225 4,516,393 7,279,347 9,714,134

2012年 511,618,252 45,352,653 5,549,614 4,919,793 8,106,775 5,136,146 4,507,202 7,515,654 9,617,469

2013年 507,343,885 44,624,231 5,430,987 4,804,597 7,924,669 5,045,949 4,466,143 7,463,908 9,487,978

2014年 500,821,580 43,828,694 5,237,115 4,801,620 7,785,674 4,892,983 4,421,531 7,371,532 9,318,239

2015年 498,842,949 43,311,784 5,155,009 4,748,150 7,731,391 4,753,779 4,394,409 7,336,217 9,192,829

2016年 496,206,937 43,089,407 5,123,578 4,704,666 7,770,015 4,699,974 4,359,181 7,277,218 9,154,775

2017年 491,518,786 42,999,087 5,101,956 4,682,736 8,021,308 4,644,994 4,345,819 7,171,058 9,031,216

2018年 486,945,452 42,574,078 5,106,648 4,597,606 7,895,875 4,587,126 4,354,040 7,142,036 8,890,747

■医療費総額 2000年度

億円

294,333 28,914 3,631 3,440 5,140 3,128 2,892 5,051 5,632 厚生労働省「医療費の動向」

2005年度 323,990 30,944 3,820 3,567 5,708 3,282 3,118 5,399 6,050

2010年度 366,178 33,184 4,078 3,722 6,271 3,459 3,413 5,693 6,549

2011年度 377,666 34,072 4,214 3,836 6,541 3,537 3,529 5,713 6,703

2012年度 384,074 34,563 4,189 3,902 6,824 3,528 3,558 5,860 6,702

2013年度 392,556 34,926 4,267 3,972 6,790 3,607 3,610 5,899 6,782

2014年度 399,556 35,173 4,272 3,988 6,894 3,601 3,638 5,955 6,825

2015年度 414,627 36,186 4,433 4,067 7,164 3,675 3,760 6,100 6,986

2016年度 412,865 35,743 4,379 4,007 7,159 3,603 3,697 5,984 6,915

2017年度 422,316 36,253 4,426 4,057 7,331 3,617 3,766 6,056 7,000

2018年度 425,713 36,256 4,424 4,049 7,371 3,595 3,769 6,052 6,995
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■預金・貸出金残高
　預金

2000年度

億円

4,729,732 310,035 33,632 33,259 67,757 29,726 32,411 44,884 68,366 日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」

※年度末値2005年度 5,300,898 315,124 34,008 34,049 70,436 29,415 32,191 43,635 71,390

2010年度 5,968,407 346,288 36,491 37,290 78,075 32,074 35,399 48,952 78,007

2011年度 6,101,225 382,519 38,066 41,534 93,517 33,241 37,124 59,601 79,436

2012年度 6,299,506 399,566 38,343 46,159 98,691 33,372 38,352 63,109 81,540

2013年度 6,508,868 411,504 38,977 46,950 100,718 34,089 39,124 70,088 81,558

2014年度 6,737,448 422,654 39,824 47,863 101,297 34,553 40,278 75,165 83,674

2015年度 7,015,109 426,530 40,185 47,432 103,338 34,940 40,867 75,168 84,600

2016年度 7,452,958 432,975 40,696 47,820 104,755 35,567 41,233 76,283 86,621

2017年度 7,751,586 439,985 41,750 48,252 105,318 36,913 41,714 76,469 89,569

2018年度 7,889,976 440,104 42,408 47,014 105,346 37,312 41,555 76,040 90,429

貸出金 2000年度

億円

4,535,283 212,901 26,197 19,006 50,129 18,925 21,039 32,752 44,853

2005年度 3,955,617 196,296 23,076 18,865 46,461 17,705 20,253 29,205 40,731

2010年度 4,137,799 201,138 22,194 19,732 48,965 17,673 20,820 28,465 43,289

2011年度 4,174,237 207,194 22,346 20,509 52,017 18,048 21,454 29,743 43,077

2012年度 4,267,291 213,062 22,546 22,226 54,900 18,347 21,884 29,714 43,445

2013年度 4,373,622 219,226 23,213 22,447 57,085 19,322 22,419 30,624 44,116

2014年度 4,519,437 225,392 23,903 23,142 59,863 19,814 22,707 31,171 44,792

2015年度 4,645,609 232,038 24,891 23,133 61,659 20,075 23,574 32,433 46,273

2016年度 4,784,962 238,640 25,926 23,064 63,556 20,337 24,212 33,958 47,587

2017年度 4,897,467 246,249 26,765 23,600 66,745 20,584 24,636 34,883 49,036

2018年度 5,038,046 251,066 26,743 24,220 69,026 20,382 24,580 35,622 50,493

■都道府県財政　
　歳入総額

2005年度

億円

486,945 56,701 7,482 7,198 8,048 6,722 5,983 8,748 12,520 総務省「都道府県決算状況調」

2010年度 500,661 55,433 7,430 7,312 8,564 6,590 5,915 8,585 11,038

2011年度 521,465 88,097 7,862 13,532 19,725 6,648 6,085 22,857 11,388

2012年度 509,372 82,534 7,329 12,248 19,879 6,263 5,883 17,924 13,008

2013年度 515,726 79,688 7,473 11,596 16,904 6,453 6,050 19,431 11,780

2014年度 516,950 79,347 7,119 10,826 14,378 6,338 5,821 20,346 14,518

2015年度 520,499 75,842 6,963 11,319 14,298 6,106 5,802 20,420 10,933

2016年度 516,231 75,462 6,942 11,299 13,835 6,051 5,809 20,966 10,559

2017年度 508,895 68,443 6,921 10,749 13,017 6,008 5,784 15,639 10,325

歳出総額 2005年度

億円

478,733 55,797 7,389 7,041 7,881 6,658 5,889 8,664 12,275

2010年度 490,595 53,652 7,273 6,883 8,175 6,489 5,805 8,264 10,763

2011年度 509,658 84,177 7,645 12,512 18,039 6,546 5,998 22,312 11,124

2012年度 494,818 76,777 7,094 11,118 18,278 6,148 5,775 15,773 12,592

2013年度 500,532 74,568 7,190 10,571 15,314 6,341 5,895 17,942 11,316

2014年度 502,154 74,575 6,877 9,751 12,942 6,243 5,687 19,105 13,971

2015年度 507,312 71,438 6,722 10,175 12,953 6,010 5,687 19,319 10,572

2016年度 502,103 71,386 6,741 10,112 12,623 5,959 5,720 20,039 10,191

2017年度 494,485 64,948 6,709 9,870 11,850 5,910 5,695 14,958 9,956

10. 金融・財政
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■預金・貸出金残高
　預金

2000年度

億円

4,729,732 310,035 33,632 33,259 67,757 29,726 32,411 44,884 68,366 日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」

※年度末値2005年度 5,300,898 315,124 34,008 34,049 70,436 29,415 32,191 43,635 71,390

2010年度 5,968,407 346,288 36,491 37,290 78,075 32,074 35,399 48,952 78,007

2011年度 6,101,225 382,519 38,066 41,534 93,517 33,241 37,124 59,601 79,436

2012年度 6,299,506 399,566 38,343 46,159 98,691 33,372 38,352 63,109 81,540

2013年度 6,508,868 411,504 38,977 46,950 100,718 34,089 39,124 70,088 81,558

2014年度 6,737,448 422,654 39,824 47,863 101,297 34,553 40,278 75,165 83,674

2015年度 7,015,109 426,530 40,185 47,432 103,338 34,940 40,867 75,168 84,600

2016年度 7,452,958 432,975 40,696 47,820 104,755 35,567 41,233 76,283 86,621

2017年度 7,751,586 439,985 41,750 48,252 105,318 36,913 41,714 76,469 89,569

2018年度 7,889,976 440,104 42,408 47,014 105,346 37,312 41,555 76,040 90,429

貸出金 2000年度

億円

4,535,283 212,901 26,197 19,006 50,129 18,925 21,039 32,752 44,853

2005年度 3,955,617 196,296 23,076 18,865 46,461 17,705 20,253 29,205 40,731

2010年度 4,137,799 201,138 22,194 19,732 48,965 17,673 20,820 28,465 43,289

2011年度 4,174,237 207,194 22,346 20,509 52,017 18,048 21,454 29,743 43,077

2012年度 4,267,291 213,062 22,546 22,226 54,900 18,347 21,884 29,714 43,445

2013年度 4,373,622 219,226 23,213 22,447 57,085 19,322 22,419 30,624 44,116

2014年度 4,519,437 225,392 23,903 23,142 59,863 19,814 22,707 31,171 44,792

2015年度 4,645,609 232,038 24,891 23,133 61,659 20,075 23,574 32,433 46,273

2016年度 4,784,962 238,640 25,926 23,064 63,556 20,337 24,212 33,958 47,587

2017年度 4,897,467 246,249 26,765 23,600 66,745 20,584 24,636 34,883 49,036

2018年度 5,038,046 251,066 26,743 24,220 69,026 20,382 24,580 35,622 50,493

■都道府県財政　
　歳入総額

2005年度

億円

486,945 56,701 7,482 7,198 8,048 6,722 5,983 8,748 12,520 総務省「都道府県決算状況調」

2010年度 500,661 55,433 7,430 7,312 8,564 6,590 5,915 8,585 11,038

2011年度 521,465 88,097 7,862 13,532 19,725 6,648 6,085 22,857 11,388

2012年度 509,372 82,534 7,329 12,248 19,879 6,263 5,883 17,924 13,008

2013年度 515,726 79,688 7,473 11,596 16,904 6,453 6,050 19,431 11,780

2014年度 516,950 79,347 7,119 10,826 14,378 6,338 5,821 20,346 14,518

2015年度 520,499 75,842 6,963 11,319 14,298 6,106 5,802 20,420 10,933

2016年度 516,231 75,462 6,942 11,299 13,835 6,051 5,809 20,966 10,559

2017年度 508,895 68,443 6,921 10,749 13,017 6,008 5,784 15,639 10,325

歳出総額 2005年度

億円

478,733 55,797 7,389 7,041 7,881 6,658 5,889 8,664 12,275

2010年度 490,595 53,652 7,273 6,883 8,175 6,489 5,805 8,264 10,763

2011年度 509,658 84,177 7,645 12,512 18,039 6,546 5,998 22,312 11,124

2012年度 494,818 76,777 7,094 11,118 18,278 6,148 5,775 15,773 12,592

2013年度 500,532 74,568 7,190 10,571 15,314 6,341 5,895 17,942 11,316

2014年度 502,154 74,575 6,877 9,751 12,942 6,243 5,687 19,105 13,971

2015年度 507,312 71,438 6,722 10,175 12,953 6,010 5,687 19,319 10,572

2016年度 502,103 71,386 6,741 10,112 12,623 5,959 5,720 20,039 10,191

2017年度 494,485 64,948 6,709 9,870 11,850 5,910 5,695 14,958 9,956
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■行政投資実績
　合計

2000年度

百万円

41,391,349 5,181,619 682,084 738,459 707,818 566,375 569,480 785,270 1,132,133 総務省「行政投資実績」

注1：  生活基盤投資とは、市町村道、街路、都市計画、住
宅、環境衛生、厚生福祉（病院、介護サービス、国
民健康保険、介護保険、後期高齢者医療事業及び公
立大学附属病院の各事業を含む）、文教施設、水道
及び下水道の各投資

注2：  産業基盤投資とは、国県道、港湾（港湾整備事業を
含む）、空港及び工業用水の各投資

注3：  農林水産投資とは、農林水産関係の投資
注4：国土保全投資とは、治山治水及び海岸保全の投資
注5：  その他の投資とは、失業対策、災害復旧、官庁営繕、

鉄道、地下鉄、電気、ガス等の注1～ 4以外の各事
業の投資

2005年度 25,469,096 3,284,197 387,531 381,231 467,368 395,918 329,548 435,405 887,196

2010年度 21,990,079 2,512,193 343,192 299,674 322,168 277,244 286,053 327,455 656,407

2015年度 23,654,237 4,456,456 332,256 801,623 1,337,614 289,414 283,005 808,476 604,067

2016年度 24,137,629 4,480,442 327,194 823,771 1,258,024 284,386 304,574 901,832 580,660

生活基盤 2000年度

百万円

19,222,255 2,042,015 237,164 234,057 367,666 205,897 236,231 333,600 427,400

2005年度 12,352,197 1,323,236 144,454 153,525 247,615 146,803 127,133 195,275 308,431

2010年度 11,146,055 1,126,237 134,863 131,033 156,251 116,013 121,645 154,994 311,438

2015年度 11,973,073 1,900,207 129,140 274,185 658,840 114,844 114,730 322,072 286,394

2016年度 11,748,011 1,823,125 143,001 261,763 593,878 104,283 117,209 340,368 262,623

産業基盤 2000年度

百万円

9,154,507 1,179,018 131,243 146,809 119,618 155,730 154,419 171,747 299,452

2005年度 5,040,525 713,505 75,978 83,890 74,867 113,944 97,774 105,044 162,008

2010年度 4,292,407 522,768 59,433 62,528 49,185 62,085 90,820 81,934 116,783

2015年度 4,218,163 771,068 58,516 212,679 133,389 57,855 71,173 123,871 113,583

2016年度 4,463,095 854,641 58,877 255,432 142,653 60,826 76,520 140,984 119,349

農林水産 2000年度

百万円

3,752,507 724,393 105,168 137,529 86,668 91,098 58,580 95,655 149,695

2005年度 2,130,983 368,147 52,120 55,660 56,478 50,738 25,224 51,164 76,763

2010年度 1,522,881 233,387 37,137 38,619 23,301 32,250 19,735 25,883 56,462

2015年度 1,600,988 412,142 40,927 60,044 143,671 38,780 26,842 51,586 50,291

2016年度 1,645,697 405,341 41,340 54,919 111,621 45,222 30,403 60,823 61,014

国土保全 2000年度

百万円

4,053,598 598,547 69,151 76,829 59,938 76,956 77,676 77,837 160,160

2005年度 2,529,518 365,127 30,865 39,690 37,606 49,495 43,540 40,427 123,504

2010年度 2,041,292 263,498 29,703 37,863 30,398 34,373 30,699 20,575 79,887

2015年度 2,037,698 312,359 43,265 39,774 43,159 35,379 29,837 35,576 85,369

2016年度 2,187,861 329,862 30,909 44,940 56,460 38,818 33,449 48,247 77,039

その他 2000年度

百万円

5,208,482 637,646 139,358 143,236 73,928 36,694 42,575 106,431 95,424

2005年度 3,415,872 514,182 84,114 48,466 50,802 34,938 35,878 43,495 216,489

2010年度 2,987,443 366,299 82,056 29,630 63,031 32,523 23,153 44,069 91,837

2015年度 3,824,316 1,060,680 60,408 214,940 358,555 42,555 40,423 275,369 68,429

2016年度 4,092,966 1,067,473 53,068 206,717 353,411 35,237 46,994 311,411 60,635
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年次 単位 全国 東北 資料・注記
青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 新潟

■行政投資実績
　合計

2000年度

百万円

41,391,349 5,181,619 682,084 738,459 707,818 566,375 569,480 785,270 1,132,133 総務省「行政投資実績」

注1：  生活基盤投資とは、市町村道、街路、都市計画、住
宅、環境衛生、厚生福祉（病院、介護サービス、国
民健康保険、介護保険、後期高齢者医療事業及び公
立大学附属病院の各事業を含む）、文教施設、水道
及び下水道の各投資

注2：  産業基盤投資とは、国県道、港湾（港湾整備事業を
含む）、空港及び工業用水の各投資

注3：  農林水産投資とは、農林水産関係の投資
注4：国土保全投資とは、治山治水及び海岸保全の投資
注5：  その他の投資とは、失業対策、災害復旧、官庁営繕、

鉄道、地下鉄、電気、ガス等の注1～ 4以外の各事
業の投資

2005年度 25,469,096 3,284,197 387,531 381,231 467,368 395,918 329,548 435,405 887,196

2010年度 21,990,079 2,512,193 343,192 299,674 322,168 277,244 286,053 327,455 656,407

2015年度 23,654,237 4,456,456 332,256 801,623 1,337,614 289,414 283,005 808,476 604,067

2016年度 24,137,629 4,480,442 327,194 823,771 1,258,024 284,386 304,574 901,832 580,660

生活基盤 2000年度

百万円

19,222,255 2,042,015 237,164 234,057 367,666 205,897 236,231 333,600 427,400

2005年度 12,352,197 1,323,236 144,454 153,525 247,615 146,803 127,133 195,275 308,431

2010年度 11,146,055 1,126,237 134,863 131,033 156,251 116,013 121,645 154,994 311,438

2015年度 11,973,073 1,900,207 129,140 274,185 658,840 114,844 114,730 322,072 286,394

2016年度 11,748,011 1,823,125 143,001 261,763 593,878 104,283 117,209 340,368 262,623

産業基盤 2000年度

百万円

9,154,507 1,179,018 131,243 146,809 119,618 155,730 154,419 171,747 299,452

2005年度 5,040,525 713,505 75,978 83,890 74,867 113,944 97,774 105,044 162,008

2010年度 4,292,407 522,768 59,433 62,528 49,185 62,085 90,820 81,934 116,783

2015年度 4,218,163 771,068 58,516 212,679 133,389 57,855 71,173 123,871 113,583

2016年度 4,463,095 854,641 58,877 255,432 142,653 60,826 76,520 140,984 119,349

農林水産 2000年度

百万円

3,752,507 724,393 105,168 137,529 86,668 91,098 58,580 95,655 149,695

2005年度 2,130,983 368,147 52,120 55,660 56,478 50,738 25,224 51,164 76,763

2010年度 1,522,881 233,387 37,137 38,619 23,301 32,250 19,735 25,883 56,462

2015年度 1,600,988 412,142 40,927 60,044 143,671 38,780 26,842 51,586 50,291

2016年度 1,645,697 405,341 41,340 54,919 111,621 45,222 30,403 60,823 61,014

国土保全 2000年度

百万円

4,053,598 598,547 69,151 76,829 59,938 76,956 77,676 77,837 160,160

2005年度 2,529,518 365,127 30,865 39,690 37,606 49,495 43,540 40,427 123,504

2010年度 2,041,292 263,498 29,703 37,863 30,398 34,373 30,699 20,575 79,887

2015年度 2,037,698 312,359 43,265 39,774 43,159 35,379 29,837 35,576 85,369

2016年度 2,187,861 329,862 30,909 44,940 56,460 38,818 33,449 48,247 77,039

その他 2000年度

百万円

5,208,482 637,646 139,358 143,236 73,928 36,694 42,575 106,431 95,424

2005年度 3,415,872 514,182 84,114 48,466 50,802 34,938 35,878 43,495 216,489

2010年度 2,987,443 366,299 82,056 29,630 63,031 32,523 23,153 44,069 91,837

2015年度 3,824,316 1,060,680 60,408 214,940 358,555 42,555 40,423 275,369 68,429

2016年度 4,092,966 1,067,473 53,068 206,717 353,411 35,237 46,994 311,411 60,635



利用上の注意

1.  本編において、特に断りのない限り次の7県データおよび7県計を掲載しております。
　　 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県

2. 単位未満の処理
　  　単位未満は四捨五入したため、合計と内訳の計は必ずしも一致しない場合があります。

3. 符号
　　 －　不明または該当数字なし
　　 ▲　負数
　　  x　秘匿数値

4.  2011年3月11日に発生した東日本大震災は、岩手・宮城・福島の3県に特に甚大な被害をもた
らしました。このため、一部データについて、この影響を除外する措置が取られている場合
があります。

5.  統計資料について、疑義がある場合には、各表に付記してある資料作成機関にご照会下さい。
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